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日本、そして、アジアと世界の発展に 貢献し、お客さまから最も信頼される、
グローバルで開かれた総合金融グルー プを目指します。

信頼
No.1

グループ力
No.1

サービス提供力
No.1

豊かな発想力と幅広いお取引により培われた
豊富な経験・専門的な知見を備えた、
お客さまの中長期的なパートナーとして、
最も信頼される存在であり続ける。

グローバルな視点から経済・社会の変化をいち早く予見し、
個人・法人それぞれのお客さま、そして経済・社会にとって、
常に革新的で最適な金融サービスを提供する。

常に変化するお客さま、
経済・社会の多様なニーズに応えるべく、
幅広い金融サービス機能を持つエキスパート集団として、
グループの総力を結集する。
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編集方針
　本統合報告書は、財務情報のみならず、企業理念・戦略、ESG情報等

（環境（Environment）、社会（Society）、ガバナンス（Governance））の
非財務情報も含み、〈みずほ〉の戦略・ガバナンス・カルチャー等への取
り組みが〈みずほ〉および社会に対する短・中・長期的な価値創造にどの
ようにつながっていくかを、ステークホルダーのみなさまに対して、簡潔
にわかりやすくストーリー性を持った説明となるよう編集しています。

　本報告書を通じて、「日本、そして、アジアと世界の発展に貢献し、お客さ
まから最も信頼されるグローバルで開かれた総合金融グループ」を目指す

〈みずほ〉をより一層ご理解いただければ幸いです。
　本報告書では原則として西暦を使用していますが、資料編「コーポレー
トデータ」、「業績と財務の状況」、「バーゼル規制関連資料」については、
和暦を使用しています。

参照ガイドライン

国際統合報告評議会
「国際統合報告フレームワーク」
（2013年12月公表）

発行情報

発行時期：  2016年7月

報告対象

期間：  2015年4月～ 2016年3月
 （一部、2016年4月以降の情報を含み
 ます。）

範囲：  原則としてみずほフィナンシャルグループ
 および子会社・関連会社
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本誌は、銀行法第21条および第52条の29に基づいて作成したディスクロージャー資料です。

　本資料には、将来の業績および計画等に関する記述が含まれています。こうした記述は、本資料作成時点における入手可能な情報および将来の業績に影響を与え
る不確実な要因に係る仮定を前提としており、かかる記述および仮定は将来実現する保証はなく、実際の結果と大きく異なる可能性があります。
　また、事業戦略や業績等、将来の見通しに関する事項はその時点での株式会社みずほフィナンシャルグループおよびグループ会社の認識を反映しており、一定のリ
スクや不確実性等が含まれています。これらのリスクや不確実性の原因としては、与信関係費用の増加、株価下落、金利の変動、外国為替相場の変動、法令違反、事
務・システムリスク、日本における経済状況の悪化その他さまざまな要因があげられます。これらの要因により、将来の見通しと実際の結果は必ずしも一致するもので
はありません。
　株式会社みずほフィナンシャルグループおよびグループ会社の財政状態および経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項については、
本資料のほか、有価証券報告書、決算短信等の本邦開示書類や米国証券取引委員会に提出したForm20-F年次報告書等の米国開示書類等、株式会社みずほフィ
ナンシャルグループが公表した各種資料のうち最新のものをご参照ください。
　株式会社みずほフィナンシャルグループは、業績予想の修正等将来の見通しの変更に関する公表については、東京証券取引所の定める適時開示規則等に基づいて
実施します。従って、最新の予想や将来の見通しを常に改定する訳ではなく、またその責任も有しません。

目 次

会社情報

資料編

	 98 6年間の主要財務データ

	 99 2015年度の振り返りと分析

	 66 コーポレート・ガバナンス

	 72 取締役会議長メッセージ

	 74 リスクアペタイト・フレームワーク(RAF)

	 76 〈みずほ〉における3つの防衛線

	 77 内部監査態勢

	 78 リスク管理

	 80 コンプライアンス（法令等遵守）

	 82 お客さま保護等管理
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  実践に向けた取り組み
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  カルチャー確立に向けた取り組み

	 93 CS（お客さま満足）向上・ 
  サービス提供力No.1への取り組み

	 94 環境負荷低減への取り組み

	 95 社会貢献活動

	 96 ステークホルダーコミュニケーション

	104 〈みずほ〉の拠点

	106 グループ会社紹介

	110 会社概要

	112 コンプライアンスに関する各種窓口

	113 リスク管理態勢

	130 事業継続管理

		131 コーポレートデータ
		〜180

  181 業績と財務の状況
		〜359

  360 バーゼル規制関連資料
		〜530
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	532 プライバシー方針

	533 〈みずほ〉の情報発信

企業価値を支える基盤 財務レビュー



お客さま第一の徹底
（Client-Oriented）

オペレーショナル
エクセレンスの追求
（卓越した業務遂行力）

人的・知的資本
強固な人材

邦銀随一の産業知見

高度なプロダクツ力

社会・関係資本
厚い顧客基盤

充実の拠点網・

非対面チャネル

財務資本
安定した資金調達構造

健全な貸出資産

充実した自己資本

グローバルな課題を
踏まえた産業育成

事業・資産承継、
イノベーション企業支援

地域経済活性化

国内金融資産活性化

新技術を活用した
ビジネスの創造・革新

リスクテイク能力

金融仲介機能

グループ一体で顧客セグメントに応じたサービスを提供

カ
ン
パ
ニ
ー
制
を
導
入

〈みずほ〉が中期的に目指す姿

「総合金融コンサルティンググループ」
お客さまと社会の持続的成長を支える課題解決のベストパートナー

リテール・事業法人カンパニー

大企業・金融・公共法人カンパニー

グローバルコーポレートカンパニー

グローバルマーケッツカンパニー

アセットマネジメントカンパニー

グ
ロ
ー
バ
ル

プ
ロ
ダ
ク
ツ
ユ
ニ
ッ
ト

リ
サ
ー
チ
＆

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
ユ
ニ
ッ
ト

最高のコンサルティング
機能を発揮

お
客
さ
ま
と
社
会
の
課
題

お
客
さ
ま
の
課
題
を
解
決
し
、持
続
的
成
長
に
貢
献

経済・社会の未来を創造

投下する資本 One MIZUHO戦略

ビジネスモデルの実現に必要な「２つの土台」

先進的なガバナンス態勢

企業価値の向上を実現し、さらに大きな社会的使命を担っていく

さらなる成長に向けた課題を共有
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価値創造プロセス

　〈みずほ〉は、企業理念のなかに基本理念として「いかなる

時代にあっても変わることのない価値を創造し、お客さま、

経済・社会に〈豊かな実り〉を提供する、かけがえのない存在

であり続ける」ことを掲げています。

　この基本理念を実現するため、国内外の環境変化を踏ま

えるとともに強みを活かし、One MIZUHO戦略をさらに

進化させることで「総合金融コンサルティンググループ」と

いう新しいビジネスモデルを構築していきます。具体的には、

「お客さま第一（Client-Oriented）」と「オペレーショナル

エクセレンス（卓越した業務遂行力）」を2つの土台とし、

高度なリスクテイク能力と金融仲介機能で、お客さまにしっ

かりと寄り添い、課題解決へと導くベストパートナーとなり、

経済・社会の未来の創造を目指します。

　こうしたことを通じて競争優位を確立し、持続的かつ

安定的な収益確保による企業価値の向上を実現すること

で、さらに大きな社会的使命を担っていきます。

〈みずほ〉について
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〈みずほ〉について

事業ドメイン

　みずほフィナンシャルグループ（当グループ）は、みずほフィナンシャルグループ（持株会社）、
連結子会社、および持分法適用関連会社等で構成され、銀行業務、信託業務、証券業務、その他
の金融サービスに係る業務を行っています。
　持株会社のもとで、「銀行・信託・証券」を一体的に運営する〈みずほ〉の特長と優位性を活かし、
お客さまのニーズに即した最高の金融サービスを迅速に提供していくため、２０１６年４月から顧客
セグメント別のカンパニー制を導入しました。
　プロダクツ、リサーチ等の機能は、「専門性のさらなる強化」と「全カンパニー横断的な機能活用」
を図るため、２つのユニットとして独立しました。

	〈みずほ〉のグループストラクチャー

信託 主要グループ会社

主要グループ会社

米州みずほ※2

みずほ信託銀行

資産管理サービス信託銀行

みずほ投信投資顧問

DIAMアセットマネジメント※1

みずほ総合研究所

みずほ情報総研

みずほプライベート
ウェルスマネジメント

みずほ証券

証券

主要グループ会社

米州みずほ※2

信託

みずほ信託銀行

銀行

みずほ銀行

銀行

みずほ銀行 みずほ証券

証券 主要グループ会社

資産管理サービス信託銀行

みずほ投信投資顧問

DIAMアセットマネジメント※1

みずほ総合研究所

みずほ情報総研

みずほプライベート
ウェルスマネジメント

みずほフィナンシャルグループ

持株会社

※1. 持分法適用の関連会社
※2. 米国銀行持株会社（2016年７月１日設置）
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事業ドメイン

 カンパニー制

個人

中小企業

中堅企業

投資家

投資家

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
ロ
ダ
ク
ツ
ユ
ニ
ッ
ト

リ
サ
ー
チ
＆
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
ユ
ニ
ッ
ト

Global Products 

Unit

Research & 

Consulting Unit

リテール・事業法人カンパニー
Retail & Business Banking Company

大企業・金融・公共法人カンパニー
Corporate & Institutional Company

グローバルコーポレートカンパニー
Global Corporate Company

グローバルマーケッツカンパニー
Global Markets Company

アセットマネジメントカンパニー
Asset Management Company

トランザクション

インベストメント
バンキング

米州

欧州

 東アジア

アジア・オセアニア

P52

P32

P36

P40

P44

P48 P56

大企業法人

金融法人

公共法人

[ご参考] 2015年度業務純益

2015年度部門別実績を、カンパニー体制に対応させて算出しています。
（億円）

2015年度実績
本部経費控除前

リテール・事業法人カンパニー 160 870

大企業・金融・公共法人カンパニー 2,530 2,760

グローバルコーポレートカンパニー 1,700 1,920

グローバルマーケッツカンパニー 3,980 4,280

アセットマネジメントカンパニー 220 220

（換算レート 1ドル=123円）
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〈みずほ〉の強み

海外
成長が続くアジアを中心に海外拠点を広く展開

海外ネットワーク 38の国と地域に117拠点

欧州・中近東・アフリカ

24拠点 アジア・オセアニア

54拠点

北米・中南米

39拠点

国内
メガバンクで唯一、全都道府県に支店を展開し、ATMでもNo.1のネットワーク※1を確立

国内店舗ネットワーク 約800店舗

うち、銀行・信託・証券共同店舗 約190拠点

ATMネットワーク※2 約6,700拠点
※1. メガバンクそれぞれの銀行における、自行ATMと、それと同様の会員制サービスの手数料水準で利用できるATMの拠点数がNo.1
※2. みずほ銀行ATM約1,800拠点、イオン銀行ATM約4,900拠点 （2016年3月末現在）

2,400万

個人顧客

2,400万

個人顧客

165万

証券総合口座数

165万

証券総合口座数

10万先

中堅・中小企業等
融資先

10万先

中堅・中小企業等
融資先

7割

本邦上場企業
カバレッジ

7割

本邦上場企業
カバレッジ

 グループの国内ネットワーク P150

 グループの海外ネットワーク P166

〈みずほ〉について

	厚い顧客基盤 （ATMネットワークを除き、2016年6月末現在）

8割

Forbes
Global 200※

カバレッジ（非日系先）

8割

Forbes
Global 200※

カバレッジ（非日系先）

※  Forbes Global 2000のうち
上位200社（除く金融機関）
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〈みずほ〉の強み

最適なソリューションの提供による、各分野における高い実績

　業界・企業への深い理解・知見を蓄積するみずほ銀行産業調査部は、「アナリ

スト機能」、「ストラテジスト機能」、「コーポレートファイナンス支援機能」を融合し、

グローバルかつ総合的なソリューションを提供しています。

　2016年4月からは「Oneシンクタンク」として、グループ内のリサーチ・コン

サルティング機能とこれまで以上に連携し、お客さまのさまざまな課題の解決に

取り組みます。　  リサーチ＆コンサルティングユニット P56 

シンジケートローン（日本）
組成金額

8.6兆円

※ブックランナーベース
 （2015年4月～ 2016年3月、
 フィナンシャルクローズ日ベース）
 （出典）トムソン・ロイターを基に、
 みずほ銀行にて作成

総合ABS主幹事金額、件数
1.8兆円、170件

※取引金額ベース
 （2015年4月～ 2016年3月、払込日ベース）
 （出典）トムソン・ロイターを基に、
 みずほ証券にて作成

シンジケートローン組成金額
（アジア、除く日本）

64億ドル

※ブックランナーベース
 （米ドル、ユーロ、日本円、
 オーストラリアドル、香港ドル、
 シンガポールドル） 
 （2015年1月～ 12月）
 （出典）トムソン・ロイター

169件
M＆A（日本企業関連）

※件数ベース、日本企業関連、除く不動産案件
 （2015年4月～ 2016年３月）
 （出典）トムソン・ロイターを基に、
 みずほ証券にて作成

205億ドル
米州社債引受（DCM）金額

※ブックランナーベース
　投資適格以上の米州の企業が発行
 する発行額250百万ドル以上の債券
 （2015年4月～ 2016年３月）
 （出典）Dealogic

〈みずほ〉は国内金融機関

No.1

アナリスト機能 ストラテジスト機能
コーポレート

ファイナンス支援機能

国内外の産業動向に
関する幅広い
業種知見の提供

業種知見を背景と
した事業戦略策定
サポート、政策提言

財務・経営戦略の
策定サポート

情報発信
産業に関する幅広い視点から作成さ
れる「みずほ産業調査」、マクロ経済
の動向から産業の構造変化、個別分
野の動きに至るまで包括的に分析した

「MIZUHO Research & Analysis」
等各種調査レポートを刊行。

	高度なプロダクツ力

	邦銀随一の産業知見
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〈みずほ〉について

財務ハイライト

（億円）

4,865

6,884

5,605
6,119

6,709
6,000

親会社株主に帰属する当期純利益

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2016年度
業績予想

2015年度2014年度2013年度2012年度2011年度

（%）

8.80

14.36 14.58

11.35 11.50
12.64

9.43
10.50

15.41

自己資本比率

0

5

10

15

20

2016年3月末2015年3月末2014年3月末

■ 普通株式等Tier1比率
■ Tier1比率
■ 総自己資本比率

国内・海外顧客部門収益比率（業務純益）
（銀行・信託・証券合算、管理会計）

36%

海外顧客部門

64%

国内顧客部門

+12%

2015年度
内は2012年度比

（%）（兆円）

貸出金残高※1（平均残高、2行合算※2）、不良債権比率

0

20

40

60

80

2015年度2014年度2013年度2012年度2011年度
0

1.5

3.0

4.5

6.0

54.1

8.1 10.7 13.1 16.7 18.5

53.7 55.0 54.7 54.1

1.63 1.71
1.21 1.20 1.00

68.2
64.562.3

71.5 72.6

■ 国内店　■ 海外店
　　 不良債権比率

（左軸）
（右軸）

顧客部門金利・非金利収支比率（業務粗利益）
（銀行・信託・証券合算、管理会計）

50%

非金利収支

50%

金利収支

+4%

内は2012年度比
2015年度

（円）

6.0
6.5

6.0

7.5 7.57.5

普通株式1株当たり配当金

0

2

4

6

8

2016年度
配当予想

2015年度2014年度2013年度2012年度2011年度

※1. みずほフィナンシャルグループ向け貸出金を除く、海外は 
銀行勘定と信託勘定の合算、海外店分、為替影響を含む

※2. みずほ銀行、みずほ信託銀行の単体計数合算値
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〈
み
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ESGハイライト

〈みずほ〉は、社会の持続可能な発展への貢献と新たな企業価値の創造に向けて環境・社会・
ガバナンス（ＥＳＧ）を巡る課題に取り組んでいます。

 詳細はウェブサイトをご参照ください。 http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/index.html

	環境	（Environment）

（億円）

4,697
466

934

3,297

431

1,044

5,196

6,671
7,095

399
742

5,954

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2015年度2014年度2013年度

みずほ銀行の環境関連ファイナンス実績

■ 環境プロジェクト関連融資（再生可能エネルギー等）
■ 環境配慮型融資    ■ オール電化住宅ローン等

環境都市プロジェクトへの取り組み

　〈みずほ〉は、日本の環境技術を活用した都市開発プロジェクトの構築を通じて、金融の立場から、高品質で持続可能な

インフラ開発を促進するとともに、日本産業の成長戦略をサポートすることを目指しています。

環境関連ファイナンス

　〈みずほ〉は、グローバルな金融グループとしての知見を活かし、環境配慮を促進する金融商品・サービスの開発・提供を

推進しています。

英国・マンチェスター
スマートコミュニティ実証事業

スロベニア
スマートコミュニティ実証実験

インド・ハリヤナ州
スマートコミュニティ開発計画

中国・広州
南沙区環境都市開発プロジェクト

サウジアラビア
工業団地環境監視プロジェクト

インド・チェンナイ
環境複合都市開発プロジェクト

中国・天津
経済技術開発区環境都市プロジェクト

米国・ハワイ
離島型スマートグリッド実証事業

〈みずほ〉が関与する環境都市プロジェクト

環境関連評価
　２０１６年３月、みずほ銀行が主導して組成したヨルダン太陽
光発電プロジェクト向けファイナンスが、Environmental 
Finance誌の「Environmental Finance of the Year

（Solar Finance部門）」を受賞しました。本件は、出力
52.5メガワットを見込む中東最大級の太陽光発電所建設
案件であり、中東地域で初の民間金融機関による太陽光発
電向けプロジェクトファイナンスとなりました。
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〈みずほ〉について

 社会 （Society） 

地域経済活性化に向けた取り組み

　〈みずほ〉では、地域金融機関や国、地方公共団体等と連携し、農林漁業６次産業化ファンドを含め、１７のファンドに合計

約１０２億円を出資し、産業知見の活用と資金供給等を通じて、地域経済活性化に注力しています。 

　指名委員会等設置会社であるみずほフィナンシャルグループ（持株会社）では、取締役会を中心としたコーポレート・

ガバナンス体制を構築しています。　  コーポレート・ガバナンス P66 ～ 71

企業統治（Governance）

道銀アグリ
ビジネスファンド
30億円（3億円）

とうほくのみらい
応援ファンド

20億円（1.8億円）

（日本全国を対象）
地域中核企業活性化ファンド

290.5億円（15億円）
みずほ東北産業
育成ファンド

61億円（60億円）

ふくしま地域産業
６次化復興ファンド
20億円（2.5億円）

とちまる６次産業化
成長応援ファンド
20億円（2.3億円）

東和農林漁業６次
産業化応援ファンド

10億円（1億円）
あいち・じもと農林漁業
成長応援ファンド

10.8億円（0.8億円）

百五６次産業化
ファンド

5億円（0.5億円）

しぎん６次産業化
応援ファンド

10億円（1億円）

紀陽６次産業化
ファンド

10億円（1億円）

ひろしま農林漁業
成長支援ファンド
10億円（1億円）

ごうぎん農林漁業
応援ファンド

10億円（1億円）

トマト６次産業化
応援ファンド

10億円（1億円）

凡例

但馬・養父6次産業化
支援ファンド

2億円（0.48億円）

ハック大阪
ファンド

48億円（5億円）

ひろしま
イノベーション・ファンドⅡ

65.2億円（5億円）

〈みずほ〉が出資する地域経済活性化に資するファンド

農林漁業6次産業化ファンド

フΝンド名
フΝンド総額（内 みずほ銀行の出資額）

フΝンド名
フΝンド総額（内 みずほ銀行の出資額）

その他の地域活性化関連ファンド

取締役会 指名委員会 報酬委員会 監査委員会 

議長・委員長※1 社外取締役 社外取締役 社外取締役 社内非執行取締役 

社外取締役比率※1 ４６％※2 １００% １００% ６０%
2015年度開催回数

（平均出席率）※3
１３回

（１００％） 
６回

（１００％）
８回

（９５％）
１８回

（１００％）
※1. ２０１６年６月２４日現在
※2. 非執行取締役比率は６１％と半数以上
※3. 2016年3月末現在の取締役の平均出席率

（２０１６年３月末現在）
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 社会 （Society）

ダイバーシティとワーク・ライフ・バランスの推進

　〈みずほ〉は、グループ全社員一人ひとりが働きやすさとやりがいを感じ、最大限に能力が発揮できる環境整備や意識改革

に努めています。　  人事戦略 P88～91

 ESG評価

　〈みずほ〉は、これまでのＥＳＧへの取り組みが評価され、国内外の社会的責任投資インデックスの構成銘柄となっています。

（%）

外国人ナショナルスタッフ管理職比率
（みずほ銀行海外拠点） 

0

20

25

30

35

2016年
3月末

2015年
3月末

2014年
3月末

2013年
3月末

23.0

28.0

30.5
32.0

（%）

女性管理職比率（国内）

0

5

10

15

20

2016年
3月末

2015年
3月末

2014年
3月末

2013年
3月末

2012年
3月末

14.3

10.5

15.9

12.0

11.6

8.1

13.0

9.2

18.0

13.7

目標：17％程度

目標：13％程度

● 銀行事業部門（みずほ銀行・みずほ信託銀行）
● 証券事業部門（みずほ証券）

〈
み
ず
ほ
〉に
つ
い
て

ダイバーシティ関連評価 子育て支援企業認定

社会的責任投資インデックス組み入れ状況（２０１６年６月現在） 

　２０１６年３月、みずほフィナンシャルグループ（持株会社）
は、経済産業省による「新・ダイバーシティ経営企業１００
選」を受賞するとともに、経済産業省・東京証券取引所に
よる「なでしこ銘柄」に選定されました。 

　２０１６年３月、グループ６社※

は、改正次世代育成支援対策
推進法に基づき、社員の子育て
をより高い水準でサポートする
特例認定企業として、厚生労働
大臣より、「プラチナくるみん」
認定を受けました。
※ みずほフィナンシャルグループ（持株会社）、みずほ銀行、みずほ
信託銀行、みずほ証券、みずほ情報総研、資産管理サービス信
託銀行

新・ダイバーシティ
経営企業100選

なでしこ銘柄

ESGハイライト
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〈みずほ〉について

〈みずほ〉の１年

　２０１５年度は、競争優位の確立に全力を注ぐ１年と位置づけ、「銀行・信託・証券」一体戦略のさらなる進化およびコーポ

レート・ガバナンスのさらなる高度化に、グループ一丸となって取り組んできました。

2015年4月 5月 6月 7月 8月 9月

2015年5月15日
ＩＴを活用し海外企業のキャッシュフロー
創出ニーズに対応するサプライチェーン
ファイナンスの提供を開始   P54

トランザクション分野

2015年7月6日
「ICTを活用した医療産業の海外展開
推進」に関する政策提言を発表

リサーチ

2015年8月28日
調査レポート「IoT（Internet 
of Things）の現状と展望 
－IoTと人工知能に関する
調査を踏まえて－」を刊行

リサーチ

2015年6月1日
「コーポレートガバナンス・コード」のすべて
の原則について実施（コンプライ）すること
とし、対応を記載した「コーポレート・ガバ
ナンスに関する報告書」を東京証券取引所
に提出

ガバナンス

2015年8月24日
みずほ証券の国内全支店
および一部本社営業部署で
銀行代理業の取り扱い開始

戦略

2015年7月24日
新たなビジネス創出に向けた組織
横断的な取り組み強化に向け、持株
会社に独立した専担組織「インキュ
ベーションPT」を設置　  P60

体制

2015年9月30日
資産運用会社の統合に関する基本
合意書を締結　  P48

2015年9月30日
アセットマネジメントビジネスにおいて、
Matthews Asiaと資本・業務提携

 P51

戦略

2015年8月5日（東京）
2015年12月4日（大阪）
ビジネスマッチングフォーラム 

「ビジット・ジャパン（訪日旅行
推進）編」を開催

事業法人分野

2015年4月14日
東京2020オリンピック・パラリンピック
ゴールド銀行パートナーに決定※

東京2020大会

※ みずほフィナンシャルグループは東京２０２０ゴールド銀行パートナーです。

2015年9月28日
AMBIF（ASEAN+3 Multi-Currency Bond 
Issuance Framework）に基づくタイバーツ
建て債券（約100億円）を発行　  P43

国際分野

市場分野
2015年9月7～11日
国内最大級の日本株セミナー

「Mizuho Investment Conference」を開催



（一部、2016年4月以降の情報を含みます。）
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〈みずほ〉の１年

10月 11月 12月 2月 3月 4月 5月 6月 7月2016年1月

2015年10月28日
不動産アセットマネジメント分野の取り
組み強化に向け、みずほ信託銀行がシン
プレクス不動産投資顧問とシンプレクス・
リート・パートナーズの子会社化を発表

 P55

戦略

2016年5月13日
新中期経営計画「進化する“One MIZUHO”」 
～総合金融コンサルティンググループを目指し
て～を発表　  P26 ～ 31

戦略

2016年7月1日
米国銀行持株会社米州
みずほ設置

戦略

2015年10月30日
資産運用ロボによるアドバイス
サービス「SMART FOLIO」の
提供開始　  P61

個人分野

2016年3月16日
経済産業省・東京証券取引所

「なでしこ銘柄」に選定
 P13

外部評価

2015年11月2日
「みずほ銀行カードローン
『エグゼクティブプラン』」の
取り扱い開始

個人分野

2016年2月12日
「〈みずほ〉のフィデューシャリー・
デューティーに関する取組方針」
を公表　  P84 ～ 85

ガバナンス

2016年3月1日
国内最大の空港コンセッション事業である

「関西国際空港及び大阪国際空港特定空港
運営事業」に対するプロジェクトファイナンス
を組成

2016年3月3日
日本から中東への食と農の輸出促進支援を
目的としたプライベートエクイティファンド

「Gulf Japan Food Fund」を組成
 P39

大企業・金融・公共法人分野、投資銀行分野

大企業・金融・公共法人分野

2015年12月3日
スマートフォン・ウェアラブル向け
バ ン キ ン グ が「MCPC award 
2015セキュリティ委員会特別賞」
を受賞

個人分野

外部評価

2016年6月9日
経済産業省・東京証券取引所

「攻めのIT経営銘柄」に選定
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取締役一覧

取締役兼執行役社長
グループCEO

佐藤	康博	①
2003年3月 みずほコーポレート銀行 
 執行役員インターナショナルバンキング 
 ユニット・シニアコーポレートオフィサー
2004年4月 同 常務執行役員営業担当役員
2006年3月 同 常務取締役コーポレートバンキング 
 ユニット統括役員
2007年4月 同 取締役副頭取内部監査統括役員
2009年4月 同 取締役頭取（2013年7月まで）
2009年6月 当社 取締役
2011年6月 みずほ銀行 取締役 
 当社 取締役社長（グループCEO） 
  （2014年6月まで）
2013年7月 みずほ銀行 取締役頭取（注）１

2014年4月 同 取締役（現任） 
 みずほ信託銀行 取締役（現任） 
 みずほ証券 取締役（現任）
2014年6月 当社 取締役兼執行役社長（グループCEO） 
  （現任）

取締役兼執行役専務
コンプライアンス統括グループ長（グループCCO）

津原	周作	⑩
2010年4月 当社 執行役員秘書室長
2012年4月 みずほ銀行 常務執行役員営業店担当役員
2013年7月 同 常務執行役員営業担当役員（注）１

2015年4月 当社 執行役専務 
 コンプライアンス統括グループ長 
 みずほ銀行 専務取締役 
 コンプライアンス統括グループ長（現任）
2015年6月 当社 取締役兼執行役専務 
 コンプライアンス統括グループ長（現任）

取締役兼執行役常務
リスク管理グループ長（グループCRO）

綾　隆介	⑪
2010年4月 みずほコーポレート銀行 
 総合リスク管理部長
2012年4月 当社 執行役員総合リスク管理部長 
  （2013年11月まで） 
 みずほ銀行 執行役員総合リスク管理部長 
 みずほコーポレート銀行 
 執行役員総合リスク管理部長
2013年7月 みずほ銀行 執行役員 
 総合リスク管理部長（注）１

2013年11月 当社 常務執行役員 
 リスク管理グループ長（2014年６月まで） 
 みずほ銀行 常務執行役員 
 リスク管理グループ長
 みずほ信託銀行 常務執行役員 
 リスク管理グループ担当役員
 みずほ証券 常務執行役員 
 リスク管理グループ担当役員
2014年4月 みずほ銀行 常務取締役 
 リスク管理グループ長（現任）
2014年6月 当社 取締役兼執行役常務 
 リスク管理グループ長（現任）

取締役兼執行役常務
企画グループ長（グループCSO）

藤原	弘治	⑫
2010年4月 当社 IR部長
2012年4月 同 執行役員IR部長
2014年4月 同 常務執行役員企画グループ長 
 みずほ銀行 常務取締役 
 企画グループ長（現任）
2014年6月 当社 取締役兼執行役常務 
 企画グループ長（現任）

〈みずほ〉について

取締役兼執行役常務
財務・主計グループ長（グループCFO）

飯田	浩一	⑬
2011年4月 みずほコーポレート銀行  
 ストラクチャリング部長
2012年4月 同 営業第十部長 
 みずほ証券 コーポレートカバレッジ 
 第一部長（2016年４月まで）
2013年7月 みずほ銀行 営業第十部長（注）１

2015年4月 同 執行役員営業第十部長
2016年4月 当社 執行役常務 
 財務・主計グループ長 
 みずほ銀行 常務取締役 
 財務・主計グループ長（現任）
2016年6月 当社 取締役兼執行役常務 
 財務・主計グループ長（現任）

取締役
取締役会副議長　監査委員（委員長）

高橋	秀行	⑧
2007年4月 みずほコーポレート銀行 執行役員 
 企画グループ統括役員付 
 シニアコーポレートオフィサー
2009年4月 同 常務執行役員 
 グローバルポートフォリオマネジメント 
 ユニット統括役員兼 
 金融・公共法人ビジネスユニット統括役員 
 兼グローバルオルタナティブ 
 インベストメントユニット統括役員
2010年4月 同 常務執行役員 
 財務・主計グループ統括役員 
 兼ポートフォリオマネジメントグループ 
 統括役員
2011年4月 同 常務執行役員 
 財務・主計グループ統括役員 
 兼ポートフォリオマネジメントグループ 
 統括役員 
 兼IT・システムグループ統括役員
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取締役一覧

① ②③ ④⑤ ⑥⑦

⑨ ⑧⑪ ⑩⑬ ⑫

① 佐藤 康博
② 大橋 光夫
③ 関　哲夫
④ 川村　隆
⑤ 甲斐中 辰夫
⑥ 阿部 紘武
⑦ 大田 弘子

⑧ 高橋 秀行
⑨ 船木 信克
⑩ 津原 周作
⑪ 綾　隆介
⑫ 藤原 弘治
⑬ 飯田 浩一

2012年4月 当社 常務執行役員 
 財務・主計グループ長 
 みずほ銀行 常務執行役員 
 財務・主計グループ長（2013年４月まで） 
 みずほコーポレート銀行 常務執行役員 
 財務・主計グループ長（2013年４月まで） 
 みずほ信託銀行 常務執行役員 
 企画・財務・主計グループ担当 
  （2013年４月まで）
 株式会社みずほフィナンシャルストラテジー 
 取締役社長（2014年４月まで）
2012年6月 当社 常務取締役財務・主計グループ長
2013年4月 同 取締役副社長財務・主計グループ長 
  （2014年４月まで） 
 みずほ銀行 副頭取執行役員 
 財務・主計グループ長 
 みずほコーポレート銀行 副頭取執行役員 
 財務・主計グループ長 
 みずほ信託銀行 常務執行役員 
 企画・財務・主計グループ担当役員 
  （2014年４月まで） 
 みずほ証券 常務執行役員 
 財務・主計グループ担当役員 
  （2014年４月まで）
2013年7月 みずほ銀行 副頭取執行役員 
 財務・主計グループ長（注）１

2014年4月 当社 取締役（現任）
2014年6月 みずほ銀行 取締役（現任）

取締役
監査委員

船木	信克	⑨
2010年3月 みずほコーポレート銀行 常勤監査役 
  （2013年６月まで）
2013年4月 みずほ証券 社外監査役（2014年６月まで）
2013年6月 当社 常勤監査役
2014年6月 同 取締役（現任）

社外取締役
指名委員（委員長）

大橋	光夫	②
1959年3月 株式会社三井銀行入行
1961年12月 昭和電工株式会社入社
1988年5月 同 総合企画部長
1989年3月 同 取締役総合企画部長
1993年3月 同 常務取締役
1995年3月 同 専務取締役
1997年3月 同 代表取締役社長
2005年1月 同 代表取締役会長
2005年6月 当社 社外取締役（現任）
2007年3月 昭和電工株式会社 取締役会長
2010年3月 同 相談役
2014年3月 同 最高顧問（現任）

社外取締役
報酬委員　監査委員

関　哲夫	③
1963年4月 八幡製鐵株式会社入社
1993年6月 新日本製鐵株式会社 取締役
1997年4月 同 常務取締役
2000年4月 同 代表取締役副社長
2003年6月 同 常任顧問
2004年6月 同 常任監査役
2006年6月 テルモ株式会社 社外取締役 
  （2008年９月まで）
2007年3月 サッポロホールディングス株式会社  
 社外取締役（2008年９月まで）
2007年6月 株式会社東京金融取引所  
 社外取締役（2008年９月まで）
2007年10月 公益社団法人日本監査役協会  
 会長（2008年10月まで） 
 日本郵政株式会社 社外取締役 
  （2008年９月まで）
2008年6月 新日本製鐵株式会社 常任顧問 
  （2008年９月まで）
2008年10月 株式会社商工組合中央金庫 
 代表取締役社長
2013年6月 同 相談役
2015年6月 同 名誉顧問（現任） 
 当社 社外取締役（現任）
2016年3月 サッポロホールディングス株式会社 
 監査役（現任）

社外取締役
指名委員　報酬委員

川村　隆	④
1962年4月 株式会社日立製作所入社
1995年6月 同 取締役
1997年6月 同 常務取締役
1999年4月 同 代表取締役取締役副社長
2003年4月 同 取締役（2007年６月まで）
2003年6月 日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社 
 取締役会長兼代表執行役
2005年6月 日立プラント建設株式会社 取締役会長 
  （2009年６月まで）
2006年6月 日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社 
 取締役会長（2007年６月まで）
2007年6月 日立マクセル株式会社 取締役会長 
  （2009年６月まで）
2009年4月 株式会社日立製作所 代表執行役  
 執行役会長兼執行役社長
2009年6月 同 代表執行役 執行役会長 
 兼執行役社長兼取締役
2010年4月 同 代表執行役 執行役会長兼取締役
2011年4月 同 取締役会長
2014年4月 同 取締役
2014年6月 同 相談役（2016年6月まで） 
 当社 社外取締役（現任）

社外取締役
指名委員　報酬委員（委員長）　監査委員

甲斐中	辰夫	⑤
1966年4月 検事任官
2002年1月 東京高等検察庁検事長
2002年10月 最高裁判所判事
2010年3月 東京弁護士会弁護士登録
2010年4月 卓照綜合法律事務所入所（現任）
2011年1月 生命保険契約者保護機構理事長（現任）
2013年11月 みずほ銀行 社外取締役
2014年6月 当社 社外取締役（現任）

社外取締役
監査委員

阿部	紘武	⑥
1970年1月 等松・青木監査法人入社
1985年6月 米国デロイト トウシュ会計事務所 
 ニューヨーク事務所 出向 
  （1992年10月まで）
1990年7月 監査法人トーマツ 代表社員
2001年6月 同 包括代表社員（CEO） 
  （2007年５月まで）
2004年6月 デロイト トウシュ トーマツ リミテッド  
 エグゼクティブメンバー 
  （2007年５月まで）
2007年6月 監査法人トーマツ シニアアドバイザー 
  （2009年12月まで）
2010年1月 公認会計士阿部紘武事務所（現任）
2015年6月 当社 社外取締役（現任）

社外取締役
取締役会議長　指名委員

大田	弘子	⑦
1996年4月 埼玉大学大学院政策科学研究科 助教授
1997年10月 政策研究大学院大学 助教授
2001年4月 同 教授
2002年4月 内閣府 参事官
2003年3月 同 大臣官房 審議官
2004年4月 同 政策統括官（経済財政分析担当）
2005年8月 政策研究大学院大学 教授
2006年9月 経済財政政策担当大臣
2008年8月 政策研究大学院大学 教授 （現任）
2009年4月 同 副学長（2011年３月まで）
2014年6月 当社 社外取締役（現任）

（注）1.   株式会社みずほ銀行と株式会社みずほコーポレー
ト銀行は、株式会社みずほコーポレート銀行を吸収
合併存続会社として2013年７月１日に合併し、株
式会社みずほコーポレート銀行の商号を株式会社
みずほ銀行に変更いたしました。



CEOメッセージ

株式会社みずほフィナンシャルグループ
取締役
執行役社長　グループCEO 

佐藤	康博

「総合金融コンサルティンググループ」として
お客さまと社会の持続的成長を支える
課題解決のベストパートナーを目指します。

私たちが目指すもの

18 みずほフィナンシャルグループ
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CEOメッセージ

　平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　私たち〈みずほ〉は、２０１６年度からの３年間を計画期間

とする新中期経営計画『進化する“One MIZUHO”～総合

金融コンサルティンググループを目指して～』をスタートい

たしました。

　みなさまに一層〈みずほ〉をご理解いただけるよう、新中

期経営計画に込めた想いを含め、ご説明させていただきた

いと思います。

　はじめに、金融業界のビジネスモデルの変遷を見てみま

すと、私たちが第Ⅳ期と位置づけた２０１０年代は、リーマン

ショック後の金融の新しいビジネスモデルの模索が続いて

います。私たち〈みずほ〉は、前中期経営計画において、「銀

行・信託・証券」一体戦略、すなわち、「One MIZUHO戦略」

という先進的なビジネスモデルを提示いたしました。新中

期経営計画では、経営環境、前中期経営計画の成果と課題、

そして、金融機関の存在価値、『〈みずほ〉の企業理念』を踏

まえた新しいビジネスモデルを提示しようと、検討を進めて

まいりました。

『〈みずほ〉の企業理念』（抜粋）
〈みずほ〉の取り組み

金融機関の存在価値 
（Unchanging Value）

・・・〈みずほ〉は、いかなる時代に

あっても変わることのない価値を

創造し、お客さま、経済・社会に

〈豊かな実り〉を提供する、

かけがえのない存在であり続ける。

(1) 高度なリスクテイク能力と金融仲介機能
で、経済・社会の未来を創造すること

(2) お客さまの夢や希望、あるいは課題や悩
みにしっかりと寄り添い、それらを支え、
それらを解決へ導く優れたパートナーで
あること

■ 経済環境
 世界経済の不安定性・不確実性は増加

 堅固なバランスシートと持続的・安定的収益

 構造の構築が必要

■ 競争環境・規制環境
 金融規制強化は継続し、欧米他社の対応も進展

 金融イノベーションが加速するなか、独自性の

 ある競争優位の確立が求められる

理
念
・
価
値

歴
史
認
識

経営環境認識

〈みずほ〉としての
｢解｣を提示

差別化に向けた新しい
ビジネスモデルを構築

第 Ⅰ 期
～1980年代

商業銀行･証券･保険が
独立して存在

ブラックマンデー1987年

第 Ⅱ 期
1990年代

金融コングロマリット化
・メガバンク化の時代

ロシア金融危機、ＩＴバブル1998年

第 Ⅲ 期
2000年代

投資銀行化／ 
自己勘定投資の時代

リーマンショック2008年

2000年  みずほＦＧ発足

第 Ⅳ 期
2010年代

“新しい金融”の模索
グローバル金融規制の強化 
→非伝統的｢投資銀行型モデル｣の終焉

2012年  実質ワンバンク化

2013年  銀行合併/証券合併

2014年  指名委員会等設置会社

金融規制
強化

基本理念

　世界経済は拡大基調を維持していますが、米国および

中国をはじめとする新興国の成長鈍化により、成長率は低

位に止まる見通しであり、先行きの不透明感は増大してお

ります。国際的な金融規制改革の動向を注視しつつ、こ

のような不透明な世界経済への耐性の高い堅固なバラン

スシートと持続的・安定的収益構造に裏づけられた財務基

盤の構築が必要であると認識しています。

　また、少子高齢化や人口減少、グローバル化、技術革

新、気候変動等、国内外における経済・社会を取り巻く構

造的な環境変化を踏まえ、日本に軸足を置くグローバルな

総合金融グループとして、さまざまな社会的課題の解決に

貢献するとともに、ビジネス機会を創出していく必要性を

改めて強く意識いたしました。特に、技術革新については、

“FinTech”をはじめとした金融イノベーションが加速する

なか、外部機関の強みを取り込みながら、お客さまに対する

新たな価値を創出することで、独自性のある競争優位の確

立が求められる状況にあると捉えております。

金融業界のビジネスモデルの変遷・企業理念・金融機関の存在価値

 経営環境認識
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 新中期経営計画

　こうした環境認識から得た示唆から、前中期経営計画の

基軸の価値観である“お客さま第一”を維持・継続しつつ、

今後起こり得る新しい環境変化に対応するため、「総合金

融コンサルティンググループ」という新しいビジネスモデル

の構築を目指す、新中期経営計画を策定するに至りました。

　この計画は、これまでの「One MIZUHO戦略」をさらに

進化させ、もう一つ上のステージに展開させることで、お客

さま、そして社会の持続的成長を支えていくことを基本的

な考え方としております。

　具体的には、「“総合金融コンサルティンググループ”～お

客さまと社会の持続的成長を支える課題解決のベストパー

トナー～」を目指す姿とし、中期リスクアペタイト方針、事業

ポートフォリオ分析を踏まえた５つの基本方針、さらにこの

方針を具体化した事業戦略、財務戦略、経営基盤における

１０の戦略軸を設定しております。

　また、「総合金融コンサルティンググループ」を実現す

るための２つの土台として、“お客さま第一”の徹底と“オペ

レーショナルエクセレンス”（卓越した業務遂行力）の追求を

掲げました。

　 前中期経営計画『One MIZUHO New Frontier プ

ラン～〈みずほ〉の挑戦～』では、お客さまの実需を重視

し、お客さまごとに異なる多様なニーズに的確にお応え

することができるよう、「銀行・信託・証券」等をグループ

横断的に構成したビジネスユニットを中心に、ビジネス戦

略・施策を立案・推進するグループ経営体制を導入いた

しました。この３年間、“One MIZUHO”を旗印に、“お客

さま第一”（Client-Oriented）を計画の基軸に据え、「One 

MIZUHO戦略」を推進してまいりました結果、主要財務目

標はほぼ全項目で達成するなど、持続的・安定的な収益構

造への転換も進展いたしました。あわせて、指名委員会等

設置会社への移行や持株会社のさらなる機能強化により、

コーポレート・ガバナンスの強化にも取り組み、成果をあげ

てまいりました。

　一方で、グローバルに活動するシステム上重要な金融機

関（G-SIFIs）として、引き続き、自己資本の一層の充実や、

経費構造のさらなる改革等を通じた持続的・安定的な収

益構造の確立が必要であると考えています。

 前中期経営計画の成果と課題

前中期経営計画目標 2015年度実績 達成状況と課題

※1. その他有価証券評価差額金を除く、（　）内は同含むベース  ※2. 第11回第11種優先株式を含む  ※3. 銀・信・証合算 　※4. 2行合算　 
※5. バーゼルⅢ移行措置ベース、第11回第11種優先株式を普通株式等Tier1に含む。ヘッジ効果勘案後　

連結ROE
連結ROE

9%程度

普通株式等 
Tier 1比率 

（完全施行ベース）

8%以上

親会社株主
純利益
RORA

0.9%程度

9%程度 10.0%※1

（8.2%）   

1.0%

10.85%

36%

50%

60.3%

56.9%

22.1%

6,709億円

収益性

効率性

健全性

0.9%程度親会社株主純利益
RORA

親会社株主純利益

グループ経費率※3

政策保有株式/Tier1※5

経費率（銀行部門）※4

顧客部門収益
（2012年度比）

海外対顧収益比率
（業務純益）

顧客部門非金利収支比率
（業務粗利益）

普通株式等Tier1比率※2

（完全施行ベース）

2015年度計画更新値

9%台半ば（8%程度※1）

8%以上
10%台

5,500億円レベル

累計+2,000億円 累計+2,720億円

33%程度

50%程度

50%台半ば

50%台前半

25%程度

6,300億円

25%以下

■ 非金利収支の拡大等が
 奏功し達成

■ 競争優位の確立を通じて
 さらなる収益力増強へ

■ 銀行・信託・証券一体戦略の
 進展により、収益構造転換を
 果たし目標到達

■ 競争優位の確立を通じて
 さらなる収益力増強へ

■ 目標到達も、ストレスに耐え
 られる資本充実の追求要

■ 株価変動リスク削減のため
 さらなる政策株削減が必要

■ 引き続き経費構造改革を
 推進

前中期経営計画
目指すべき水準

前中期経営計画の主要財務目標達成状況
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環境認識 新中期経営計画骨子

5つの基本方針

歴史認識と
存在価値

金融第Ⅳ期・ 
普遍的価値観

経営環境

経済環境
競争環境
規制環境

内部環境

前中期経営
計画総括

（成果・課題）

10の戦略軸

事業戦略

事業戦略財務戦略

財務戦略

経営基盤

経営基盤

中期リスクアペタイト方針
（2016～ 2018年度）

リスクアペタイト

事
業
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
分
析

注
力
分
野

効
率
化
分
野

■ “お客さま第一”とアセットクオリティに
 こだわり、リスクテイク領域の選択と集中
 による持続的かつ安定的な収益基盤を確立

■ 非金利収支の増強による
 リスク･リターン構造の改善

  1． カンパニー制の導入

  2． 事業の選択と集中

  3． 強靭な財務体質の確立

  4． 金融イノベーションへの積極的取り組み

  5． 強い〈みずほ〉を支える人材の活躍促進と
 カルチャーの確立

  1． グローバルベースでの非金利ビジネスモデルの強化
  2． 貯蓄から投資への対応
  3． リサーチ＆コンサルティング機能の強化
  4. FinTechへの対応
  5． エリアOne MIZUHO戦略

  6． バランスシートコントロール戦略とコスト構造改革
  7． 政策保有株式の削減

  8． 次期システムの完遂
  9． 人事運営の抜本的改革
 0． 強い組織を支えるカルチャーに向けた
 継続的取り組み

■ リスクアペタイト・フレームワーク（RAF）
 運営高度化による顧客セグメント別
 経営管理手法の確立

■ リスクカルチャーの醸成・確立

■ 外部環境変化へのストレス耐性を高める
 ためのCET1比率の確保

■ 外貨調達構造の強化と
 バランスシートコントロール

■ 政策保有株式の削減

1
2
3
4
5

6
7

8
9
10

新中期経営計画を策定

“お客さま第一”（Client-Oriented）の徹底

　お客さまのニーズは、経済・社会の変化に伴い、年々多

様化・高度化しています。こうしたニーズにお応えしてい

くには、経済・社会の未来をさまざまな角度から予見しつつ、

お客さまの中長期的パートナーとして徹底的に寄り添い、

あらゆるお客さまの、顕在化しているニーズや課題のみな

らず、お客さまご自身が気づいていない潜在的なニーズや

課題も掘り起こし、適切なソリューションをスピーディーに

提供することで“お客さま第一”を実現することが必要です。

こうしたことを実践するため、｢銀行・信託・証券｣に、第４

の柱として資産運用会社、第５の柱としてシンクタンク各社

を加えたグループ全体で、最高のコンサルティング機能を

発揮することを目指してまいります。

　第４の柱については、本年１０月１日にグループの資産

運用機能を統合し、新会社「アセットマネジメントOne」

を設立する予定です。新会社では、フィデューシャリー・

デューティー※を全うし、統合を通じて運用力・商品提供力

を強化することで、お客さまの利益に真に適う最高水準の

ソリューションを提供し、アジアNo.１の資産運用会社を

目指してまいります。

　また、第５の柱については、これまで分散していたグ

ループ内のリサーチ機能とコンサルティング機能を「One 

シンクタンク」として結集し、リサーチ＆コンサルティング

ユニットを新設いたしました。本邦最高品質のシンクタンク

機能を構築することで、お客さまと社会の課題解決のベスト

パートナーとなるための差別化のエンジンとしてまいります。
※ 他者の信任に応えるべく一定の任務を遂行する者が負うべき幅広い様々な

役割・責任の総称



みずほフィナンシャルグループ22

私たちが目指すもの

“オペレーショナルエクセレンス”
（卓越した業務遂行力）の追求

　“オペレーショナルエクセレンス”という言葉は、一部の

会社では主としてコスト削減・生産性向上という意味で使

われております。しかし〈みずほ〉では、この“オペレーショ

ナルエクセレンス”を、日々の業務のシンプル化・スリム

化や、意思決定のスピードアップ、コスト構造の見直しな

ど、業務全般の効率化に加えて、“FinTech”をはじめとし

た金融イノベーションを積極的に取り込むことで、お客さ

まサービスそのものの価値向上を目指すものと定義して

おります。これらを実現していくため、新たに設置いたしま

した「オペレーショナルエクセレンス推進委員会」において

私自身が委員長となり、グループ一体の取り組みとして推

進してまいります。

カンパニー制の導入

　“お客さま第一”の観点からのアプローチ（マーケット・イ

ン型アプローチ）を徹底的に強化し、「総合金融コンサル

ティンググループ」を実現するための新たな組織体制とし

て、顧客セグメント別のカンパニー制を導入いたしました。

導入の目的は、３つあります。

　１つ目は、戦略の一貫性です。戦略を企画・立案する本

部から戦略を遂行する営業部拠点まで、「銀行・信託・証

券」横断的に同じカンパニーの構成部署とすることで、お

客さまの属性に応じて一貫した戦略を展開できる体制にい

たしました。

　２つ目は、意思決定の迅速化と現場力強化です。これ

まで１０に分かれていたユニットを５つのカンパニーと２

つのユニットに再編いたしました。組織をシンプル化する

ことによりさらなる本部のスリム化を図ることで、スピー

ディーな意思決定を実現するとともに、本部人員を現場へ

振り向けることでさらなる現場力の強化を目指してまいり

ます。

　３つ目は、収益責任の明確化です。カンパニー別ROE

運営を導入するとともに、カンパニー長の収益責任を明確

化いたしました。合わせて、収益責任を達成するため、戦

略策定、経営資源配分、人事等、責任に見合う必要な権

限を付与いたしました。

　こうした３つの目的からカンパニー制を導入いたしました

が、最終的な目標は、あくまでも“お客さま第一”であり、

お客さまのニーズにしっかりとお応えしていくということで

す。持株会社のもとに、お客さまの属性に応じた５つの

カンパニーを設置し、本部と営業部拠点、そして、「銀行・

信託・証券」、さらにはアセットマネジメント、リサーチ＆

コンサルティングが一致団結し、一体的に取り組むことで、

それぞれがお客さまの実需にしっかりと寄り添って、最良の

サービスを提供してまいります。

強い〈みずほ〉を支える人材の活躍促進と
カルチャーの確立

　「総合金融コンサルティンググループ」を実現する強い

組織を支えていくために必要不可欠なものとして、人材の

活躍促進とカルチャーの確立に取り組んでまいります。

　人材の活躍促進につきましては、これまでの人事運営

を抜本的に改革し、グループの社員全員が自らのステップ

アップと組織貢献に対する意欲を高め、一人ひとりの能力

を持続的に伸ばして最大限に発揮しながら長く活躍するこ

とを実現してまいります。

　また、カルチャーの確立につきましては、これまでの取り

組みから根づき始めたカルチャーをより強固なものとする

ため、社員一人ひとりの「みずほValue※」実践に向けた取

り組みを一層後押ししていくとともに、社内コミュニケー

ション推進施策を継続してまいります。

※ 役職員が「ビジョン」を追求していくうえで共有する価値観・行動軸
お客さま第一、変革への挑戦、チームワーク、スピード、情熱
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 最後に

　新中期経営計画期間の３年間は、不透明な規制環境に

加え、世界経済も新興国経済が牽引してきた構図の変調

や資源価格の長期低迷など、金融機関を取り巻く経営環

境はパラダイムシフトを迎えつつあるとともに、金融イノ

ベーションの急速な進展により金融サービスのあらゆる分

野で新しい競争環境、すなわち、ゲームチェンジが起こりつ

つあります。

株式会社みずほフィナンシャルグループ
取締役
執行役社長　グループCEO 

2016年7月

２０１６年度グループ運営方針

　２０１６年度は、先行き不透明感が増す環境変化に留意

のうえ、“お客さま第一”を推進するため、カンパニー制の

始動・定着を図ってまいります。あわせて、“オペレーショ

ナルエクセレンス”の取り組み具体化を進めることにより、

「総合金融コンサルティンググループ」の実現に向け、新

中期経営計画で設定した１０の戦略軸を着実に推進してま

いります。

　こうした状況におきましても、金融機関の存在価値を踏

まえ、〈みずほ〉が担う社会的使命をしっかりと果たしてまい

ります。すなわち、日本、そしてアジアと世界の経済・社会

の発展に貢献していくとともに、株主の皆さまやお客さま、

地域社会、役職員とその家族などさまざまなステークホル

ダーの皆さまの期待に、積極的にお応えしてまいります。

　そのために私たち〈みずほ〉は、「One MIZUHO戦略」

をさらに進化させ、「総合金融コンサルティンググループ」

という新しいビジネスモデルを構築し、高度なリスクテイク

能力と金融仲介機能で、お客さまにしっかりと寄り添い、課

題解決へと導くベストパートナーとなって、経済・社会の未

来を創造してまいります。そして、持続的な競争優位を確

立し、企業価値の向上を実現することで、さらに大きな社

会的使命を担ってまいります。

　みなさまにおかれましては、引き続き、変わらぬご支援を

賜りますよう、よろしくお願い申しあげます。

2016統合報告書  ディスクロージャー誌
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 2015年度の財務総括

 〈みずほ〉の財務運営の考え方（普遍的な原則）

 新中期経営計画における環境認識と財務目標

　〈みずほ〉の２０１５年度連結決算は、下期以降、内外

経済環境の不透明感の高まりもあり厳しい事業環境が続

いたため、連結業務純益は8,528億円（前年度比△241

億円）となりました。他方、与信関係費用は△304億円と

計画範囲内に留まったこと、政策保有株式の削減推進によ

り株式等関係損益が2,056億円（前年度比＋737億円）

となったことから、連結当期純利益は6,709億円（前年度

比＋590億円）となりました。

　自己資本については、完全施行ベース※1での連結普通

株式等Tier1比率※2が10.85%となり、引き続き、十分

な水準を維持しております。

　〈みずほ〉は、「総合金融コンサルティンググループ」として、

お客さま、日本や世界各国の経済･産業、株主のみなさま

を中心とする多様なステークホルダーの持続的な成長に

貢献することを目指しています。

　これを実現するため、安定的な収益構造と事業環境の変

化に耐え得る強固な財務基盤を構築し、お客さまと経済･

産業の成長を実現する健全なリスクテイク機能を発揮する

ことを財務運営の基本的な考え方としています。

　２０１６年5月に公表した新中期経営計画「進化する

“One MIZUHO”」が対象とする２０１８年度を最終年度

とする3年間は、世界経済を牽引してきた中国をはじめと

する新興国経済の陰り、石油等の資源価格低迷、力強さを

欠く先進国経済等、これまでと同水準の経済成長が必ずし

も期待できない経済情勢にあります。欧州や日本におい

てはマイナス金利政策が導入され、金融機関にとって厳し

い事業環境が続くものと予想されます。また、国際金融規

制については、引き続き、強化に向けた検討が進められて

います。

新中期経営計画における財務目標

　当グループは、新中期経営計画を着実に実行するなかで、

次世代を見据えた事業構造改革を進め、安定的な収益構

造と強固な財務基盤を構築し、強靭な財務体質を確立し

てまいります。

新中期経営計画における事業環境の認識

取締役　執行役常務　
財務・主計グループ長（グループCFO）

安定的な収益構造と強固な財務基盤を構築し、
健全なリスクテイクを通じて、「総合金融コンサル
ティンググループ」としてステークホルダーの
持続的成長に貢献します。

※1. 2019年3月末の完全施行時基準、調整項目を全額控除した当社試算
※2.  第十一回第十一種優先株式（2015年3月末残高2,131億円、2016年

3月末残高989億円、2016年7月1日一斉取得）を含む当社試算
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 新中期経営計画における財務戦略

　リスク・リターンとコスト・リターンを向上させて、安定

的な収益構造と強固な財務基盤を構築し、強靭な財務体

質を確立するため、以下の財務戦略を遂行してまいります。

安定的な収益構造の構築

経営資源の大胆なシフトを通じた、非金利ビジネスを中心
とする顧客部門収益の強化
　“お客さま第一”（Client-Oriented）を徹底し、高い収

益性と成長性が見込まれる注力分野にリスクアセット･人

員をはじめとする経営資源を大胆にシフトし、非金利ビジネ

スを中心とする顧客部門収益の強化を目指します。

財務目標（2018年度）

グループ経費率※3 60%程度
次期システム等関連経費を除き50%台後半

政策保有株式 5,500億円削減※4

CET1比率※1

10%程度

連結ROE※2

8%程度

親会社株主
純利益 
RORA

0.9%程度

※1. バーゼルⅢ完全施行ベース（現行規制を前提）、その他有価証券評価差額
金を除く

※2. その他有価証券評価差額金を除く
※3. グループ合算
※4. 国内上場株式、取得原価ベース、2015年度から2018年度の累計額

“オペレーショナルエクセレンス”（卓越した業務遂行力）を 
通じた生産性・コスト構造改革
　カンパニー ･本部の枠組みを越えて、現場が抱える課題

や従来の仕事の進め方を聖域なく見直し、“オペレーショナ

ルエクセレンス”（卓越した業務遂行力）を追求し、生産性

向上･コスト構造改革を進めます。

強固な財務基盤の構築

政策保有株式の削減
　株価変動リスクを低減するため、２０１５年3月末から新

中期経営計画最終年度の２０１９年３月末までに、5,500

億円の株式簿価の削減を実施します。

自己資本の充実と着実な株主還元の最適なバランスの追求
　国際金融規制の動向を含め、事業環境の変化への対応

力を強化するため、競合金融グループと遜色ない水準に 

自己資本の充実を進める一方、連結配当性向30％程度を

１つのめどとしたうえで安定的な配当を実施する方針のも

と、着実な株主還元の実現に引き続き努めてまいります。

　また、事業環境の変化の予兆を捉え、プロアクティブかつ

機動的にリスクアセットや流動性をコントロールし、リスク・

リターンを適正化するため、バランスシートのコントロール

を強化します。

国内
上場株式

19,629億円※

2018年度末
までの売却計画

政策保有株式売却計画

（2015年3月末）

必要な株式削減額の合計は国内上場株式
（2015年3月末）の約4割

削減必要額のうち、少なくとも約7割を2018年度末までに売却

極力前倒しで取引先との対話・交渉を実施し、2016年度中に
2018年度末までの売却計画額の4～ 5割を削減することを目指す

※ その他有価証券のうち時価のあるもの。取得原価ベース

　新中期経営計画における具体的な財務目標としては、

２０１８年度末において、普通株式等Tier1比率（CET1比

率）※1 10％程度、連結ROE※2８％程度、親会社株主純

利益（親会社株主に帰属する当期純利益）RORA0.9%

程度、グループ経費率※360%程度（次期システム等関連

経費を除き50%台後半）、政策保有株式5,500億円削

減※4を実現することを目指します。
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新中期経営計画「進化する“One MIZUHO”～総合金融 コンサルティンググループを目指して～」

 新中期経営計画の概要

　みずほフィナンシャルグループは、２０１６年度からの３年

間を計画期間とする新中期経営計画『進化する“One	

MIZUHO”～総合金融コンサルティンググループを目指し

て～』をスタートしました。

　この計画は、不透明な規制環境に加え、世界経済も新興

国経済が牽引してきた構図の変調や資源価格の長期低迷

等ターニングポイントを迎えつつあるとともに、金融イノ

ベーションの急速な進展等のゲームチェンジが起こりつつ

あるなか、こうした新しい環境変化に対応できるビジネス

モデルの構築を目指すものです。

　具体的には、前中期経営計画で推進してきた“お客さま

第一”（Client-Oriented）をさらに徹底するとともに、厳しい

経営環境への対応として、業務高度化・効率化プロジェクト

により“オペレーショナルエクセレンス”（卓越した業務遂行

力）を追求していきます。

　新中期経営計画は、“お客さま第一”	と“オペレーショ

ナルエクセレンス”を２つの土台として、「総合金融コンサル

ティンググループ」という新しいビジネスモデルを構築し、前

中期経営計画で標榜した“One	MIZUHO戦略”を進化さ

せようとするものであり、新中期経営計画における目指す姿、

５つの基本方針、さらに、基本方針を具体化した事業戦略、

財務戦略、経営基盤における戦略軸として、10の戦略軸

を設定しています。

“総合金融コンサルティンググループ”
～お客さまと社会の持続的成長を支える課題解決のベストパートナー～

〈みずほ〉の
目指す姿

5つの
基本方針

10の
戦略軸

カンパニー制の導入

グローバルベースでの非金利ビジネスモデルの強化

貯蓄から投資への対応

リサーチ＆コンサルティング機能の強化

ＦｉｎTｅｃｈへの対応

エリアОｎｅ МＩＺＵＨＯ戦略

バランスシートコントロール戦略とコスト構造改革

政策保有株式の削減

次期システムの完遂

人事運営の抜本的改革

強い組織を支えるカルチャーに向けた継続的取り組み

事業の選択と集中 強靭な財務体質の
確立

金融イノベーションへの
積極的取り組み

強い〈みずほ〉を支える
人材の活躍促進と
カルチャーの確立

事業戦略

お客さま第一の徹底
 （Client-Oriented）

オペレーショナルエクセレンスの追求
（卓越した業務遂行力）

財務戦略

経営基盤

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

P.48

P.56

P.60

P.34

P.24

P.24

P.86

P.88

P.92

新中期経営計画の骨子

価値創造のための戦略
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新中期経営計画「進化する“One MIZUHO”～総合金融 コンサルティンググループを目指して～」

 オペレーショナルエクセレンス（卓越した業務遂行力）

　One	MIZUHO戦略の実行力である ｢オペレーショ

ン｣ を向上させ、オペレーションの４要素として、スピード、

品質・正確性、コストおよび持続力を、より高い次元で実

現し、“お客さま第一”を軸とする戦略の差別化とあわせて、

〈みずほ〉の持続的な競争優位の確立につなげ、お客さま

サービスの付加価値を向上するため、“オペレーショナル

エクセレンス”を追求します。

　既存の業務プロセスの徹底的な見直し、銀行・信託・証券、

内外オペレーションの共通化・標準化、およびFinTech等

の技術革新や新発想の取り込みを推進し、「オペレーション

の効率化」と「オペレーションの高度化による顧客価値創

出」を実現していきます。

　これらを実現していくために、グループCEOを委員長

とする「オペレーショナルエクセレンス推進委員会」を新

たに設置し、グループ一体の取り組みとして推進していき

ます。

時間軸

スピード 品質・正確性 コスト 持続力

課題解決型（短期） 構造改革型（中長期）

効率性改善に
向けた既存
業務見直し

施策進捗管理

オペレーショナル
エクセレンス
推進委員会

（委員長 グループCEO）

カンパニー長・
ユニット長・
グループ長

KPIフォロー
銀行・信託・
証券／内外
オペレーション
共通化・標準化

技術革新や
新発想による
最適な

オペレーション
変革

着
眼
点

効
率
化

高
度
化

「オペレーションの4要素」をより高い次元で実現基本方針

具体的施策

推進体制

■ 現場起点の業務プロセス見直し

■ 手作業の削減

■ 営業部門での事務作業削減

■ システムの見直し・廃止

■ 組織転換による経営資源再配分

■ 自動化・電子化の推進

■ 事務センターへの集約

■ チャネルやネットワークの見直し

■ グループベースでの業務見直し

■ 判断基準や手続きの共通化

■ 銀行・信託・証券一体の
　 チャネル戦略

■ グループベースでの業務集約

■ グローバルベースでの標準化

■ フロント拠点の集約

■ IT活用による働き方変革 
   （ペーパーレス、アドレスフリー等）

■ 次期システムによる
    オペレーション変革

オペレーショナルエクセレンス（卓越した業務遂行力）の追求
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価値創造のための戦略

 ５つの基本方針

１．カンパニー制の導入

カンパニー制の導入

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
ロ
ダ
ク
ツ
ユ
ニ
ッ
ト

リ
サ
ー
チ
＆
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
ユ
ニ
ッ
ト

Global Products 
Unit

Research & 
Consulting Unit

リテール・事業法人カンパニー
Retail & Business Banking  Company

大企業・金融・公共法人カンパニー
Corporate & Institutional Company

グローバルコーポレートカンパニー
Global Corporate Company

グローバルマーケッツカンパニー
Global Markets Company

アセットマネジメントカンパニー
Asset Management Company

個人

リテールバンキング

事業法人

大企業法人

金融･公共法人

国際

投資銀行

アセットマネジメント

市場

トランザクション

個人
中小企業
中堅企業

トランザクション

インベストメント
バンキング

大企業法人
金融法人
公共法人

投資家

個人

中小企業

中堅企業

大企業法人

金融・公共法人

海外

投資家

投資家

米州
欧州

東アジア
アジア・オセアニア

① 戦略の一貫性 ③ 収益責任の明確化② 意思決定の迅速化と現場力強化

カンパニー別 ROE運営の導入・・・・・ 実効的な顧客セグメント別経営体制に向けて、カンパニー別 ROEを導入
カンパニー長の権限強化 ・・・・・・・・・ 収益責任を達成するため、カンパニー長に対して責任に見合う必要な権限を付与

顧客セグメントごとの「マーケット・イン型アプローチ」 専門性のさらなる強化と 
全カンパニー横断的な機能活用

10ユニット 5カンパニー 2ユニット

投資家

　“お客さま第一”のさらなる徹底を図るため、持株会社の

もとで、銀行・信託・証券を一体的に運営する〈みずほ〉の

特長と優位性を活かし、お客さまのニーズに即した最高の

金融サービスを迅速に提供していくため、2016年４月１日

付で、顧客セグメント別のカンパニー制を導入しました。

これまでも〈みずほ〉は、ユニット制のもと、お客さまの属性

ごとに特化したグループ各社横断的なシャープな戦略展開

を行ってきましたが、カンパニー制ではその方向性をさらに

徹底し、戦略の企画・立案から戦略の遂行に至るプロセス

において、より強力に、よりスピーディーに、お客さまの属

性に応じて一貫した戦略を展開できる体制にしました。

　具体的には、リテール・事業法人カンパニー、大企業・金

融・公共法人カンパニー、グローバルコーポレートカンパ

ニー、グローバルマーケッツカンパニー、アセットマネジメン

トカンパニーの顧客セグメントごとに、５つのカンパニーを設

置し、“お客さま第一”の観点からのアプローチ（マーケット・

イン型アプローチ）を徹底的に強化します。

　また、プロダクツ、リサーチ等の機能は「専門性のさらな

る強化」と「全カンパニー横断的な機能活用」を図るため、

２つのユニットとして独立して設置しました。なお、リサー

チ等の機能に関しては、グループ内のリサーチ機能とコン

サルティング機能を“One	シンクタンク”として集約し、お客

さまのあらゆる課題解決に取り組む専門家集団と位置づけ、

リサーチ＆コンサルティングユニットを新設しました。

　実効的な顧客セグメント別経営体制に向けてカンパニー別

のＲＯＥを導入するとともに、カンパニー長の収益責任を明確

化し、収益責任を達成するために必要な権限を付与しました。

　グループ全体のリスクアペタイト方針（リスクテイクに

関する基本的な方針）に則り、収益力の向上とリスク・リ

ターン構造の改革に取り組んでいくとともに、本部スリム

化とスピーディーな意思決定を実現し、現場力・営業力の

一層の向上を目指します。



〈
み
ず
ほ
〉に
つ
い
て

私
た
ち
が
目
指
す
も
の

企
業
価
値
を
支
え
る
基
盤

財
務
レ
ビ
ュ
ー

2016統合報告書		ディスクロージャー誌 29

価
値
創
造
の
た
め
の
戦
略

　市場の魅力度と〈みずほ〉の競争優位性に基づき注力分野と縮退分野を明確化し、採算性の改善、顧客ビジネス重視、

営業体制最適化の観点を踏まえ、縮退分野における効率化・戦略見直しと、注力分野への経営資源再配分を実施すること

を通じて、収益力の向上を目指します。

　リスク・リターンの改善と経費コントロールを通じて収益力を強化し、資本の蓄積を通じて、安定的な収益構造と強固な

財務基盤を構築し、強靭な財務体質への変革を図ります。　 	CFOメッセージ	P24～25

２．事業の選択と集中

３．強靭な財務体質の確立

事業の選択と集中

強靭な財務体質の確立

経営資源の再配分プロダクト分析

市
場
魅
力
度

高

低

競争優位性低 高

効率化・ 戦略見直し分野 注力分野

約2.4兆円
の効率化

約900名
のシフト

政策保有株式

収益面 財務面 事業面

低採算貸出等

リスクアセット※1

人員※2

採算性改善

本部から現場へ

注 力

効率化・ 
戦略見直し

顧客ビジネス
重視

営業体制
最適化

+

プロダクトマッピング

キャッシュフローファイナンス / 
ハイブリッドファイナンス等

トランザクション/ 日系M&A関連等

セールス＆トレーディング/ 投資分散等

・収益性
・収益の質

・資本負荷
・流動性負荷
・規制充足

・特性
・プロダクト連関性
・参入障壁

優良非日系

預かり資産

※1. リスクアセット相当額を含む
※2. 主要施策について、2016年5月時点での増減見通しを3段階で相対的に図示

優良非日系
本部
低採算事業等

プロダクツ等

トランザクション等
セールス＆トレーディング

新中期経営計画「進化する“One�MIZUHO”～総合金融コンサルティンググループを目指して～」

バランスシートコントロール

強靭な財務体質の確立
～将来の飛躍のための基盤整備～

ROECET1比率 RORA 経費率 政策株式削減

資本政策

株価リスク
10の戦略軸

収益
10の戦略軸

オペレーショナルエクセレンスの追求
（卓越した業務遂行力）

経費
10の戦略軸

　　

安定的な収益構造1 強固な財務基盤2

ALM/PM
10の戦略軸

バランスシートコントロール戦略
事業環境変化の予兆を捉え、プロアクティブかつ機動的に

リスクアセットや流動性をコントロールし、リスク・リターンを適正化

非金利ビジネスモデルの強化

コスト構造改革

政策保有株式の削減

　安定的な自己資本の充実と
着実な株主還元の最適なバランスの追求

RORAの向上
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価値創造のための戦略

　AI・ビッグデータ等の技術革新が金融界に波及し、金融サービスのさまざまな分野で、ゲームチェンジが起きる可能性が

あるなか、FinTech企業等の外部機関の強みを取り込みながら、新たな顧客価値の創出に取り組みます。　
	新たなテクノロジーへのプロアクティブな取り組み	P60～61

　持続的な競争優位の確立に向け、人材の活躍推進のための人事運営の抜本的改革に取り組むとともに、強固なカル

チャーの確立に向けた取り組みを継続・強化していきます。　 	人事戦略	P88～91
� �グループ共通のカルチャー確立に向けた取り組み	P92

４．金融イノベーションへの積極的取り組み

５．強い〈みずほ〉を支える人材の活躍促進とカルチャーの確立

金融イノベーションへの積極的取り組み

強い〈みずほ〉を支える人材の活躍促進とカルチャーの確立

金融関連IT企業等への
出資の容易化

銀行グループ内外の決済
関連事務受託等の容易化

イノベーションのエコシステム構築への貢献

革新的創造
先端テクノロジー
目利き力

顧客基盤
情報基盤

〈みずほ〉の強み 外部機関の強み
（ベンダー、FinTech企業等）

決済
貸出

資産運用
その他

金融知見・技術

新ビジネス創出 事業連携 成長支援
産業知見の蓄積

〈みずほ〉の対応金融界への影響技術革新

金融審議会等の議論

 
 
 

● FinTech企業による新規参入
● 代替サービスの登場
● アンバンドリング化の進展

ゲームチェンジの可能性テクノロジーの劇的な変化 新たな顧客価値創出

● 全世界で、2年ごとに倍増
● センサーやSNS等からの取り込み

データ量の増加

● ハードウェアの処理能力は
  指数関数的に進化
● 短時間で大量データを分析

処理能力向上

● ディープラーニングの技術発展    
により、AIで実現できることが 
非連続的に増加

AIの進化

● PFM（個人資産管理）サービス
を起点に発展

資産管理

● P2Pやクラウドファンディングに
多くの企業が参入

貸出

● 仮想通貨技術で既存インフラを
刷新しようとする動きも

決済

（出所） 経済産業省 

オペレーショナルエクセレンス
 （卓越した業務遂行力）の推進を

後押し

社員一人ひとりのみずほＶａｌｕｅ※
実践に向けた部店の取り組み

社内コミュニケーション推進施策の継続

 • 自部店ビジョンを核とした企業理念浸透

• 部店長オフサイトミーティングの継続

• 研修の活用
 

 

 • 一体感醸成・ロイヤルティの向上

• 社員相互コミュニケーションの仕組み活性化

• 高いレベルでのみずほＶａｌｕｅ実践事例の共有
 

コーポレート・
ガバナンス

人材
マネジメント

カルチャー

One MIZUHOのさらに高いレベルでの
実践に向けた三位一体の取り組み

強固なカルチャー確立に向けた
取り組み

社員全員の活躍促進のための
人事運営の抜本的改革

• 社員一人ひとりの強みを見出す

• 失敗からの学びを評価する

個を尊重する育成型人事への転換

• 覚悟を持って戦略を牽引するリーダーの輩出

人材と人事のグローバル化

• 透明性とアカウンタビリティのある人事運営

規律ある人事ガバナンスの確立

1 1

2

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進2

強い経営リーダー育成プログラムの新設3

4

5 ※役職員がビジョンを追求していくうえで共有する価値観・
行動軸。お客さま第一、変革への挑戦、チームワーク、
スピード、情熱
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 財務目標

　本中期経営計画では、以下の項目を最終年度である2018年度における財務目標として掲げています。安定的な収益

構造と強固な財務基盤を構築し、強靭な財務体質への変革を図ります。

60%程度
次期システム等関連経費を除き50%台後半

2020年度：50%台半ばを目指す

グループ経費率※

0.9%程度

親会社株主純利益RORA 　

8%程度

連結ROE

10%程度

普通株式等Tier 1（CET 1）比率

バーゼルⅢ完全施行ベース（現行規制を前提）、その他有価証券評価差額金を除く その他有価証券評価差額金を除く

5,500億円削減
国内上場株式、取得原価ベース
2015～2018年度の累計額

政策保有株式

資本政策の基本方針：安定的な自己資本の充実と着実な株主還元の最適なバランスを追求

（2018年度金融指標前提）　3カ月 TIBOR：0.05%、日本国債 10年利回り：0.30%、日経平均株価：19,000円、1ドル＝122円
※グループ合算

財務目標（2018年度）

新中期経営計画「進化する“One�MIZUHO”～総合金融コンサルティンググループを目指して～」



みずほフィナンシャルグループ32

価値創造のための戦略

リテール・事業法人カンパニー  

法人・個人のお客さまニーズへの最適なソリューション

提供を通じて、お客さまとともに成長する「総合金融

コンサルティングカンパニー」を目指します。

リテール・事業法人カンパニー長　岡部 俊胤

　リテール・事業法人カンパニーは、個人ユニット、リテー

ルバンキングユニット、事業法人ユニットが統合し、発足し

ました。当カンパニーは、個人・中小企業・中堅企業の

お客さまに向けた業務を担当しています。�

　個人のお客さまには、�資産運用、資産承継等のニーズ

に、グループ一体で最適な商品・サービスを提供して

います。また、国内全都道府県に広がる銀行店舗網、

メガバンクNo.1の銀行・信託・証券との共同店舗やＡＴＭ

ネットワークに加え、インターネット・スマートフォンに

幅広いお客さまに対し、銀行・信託・証券・アセットマネジメント・リサーチ＆コンサルティング
一体で、これまで以上に“高度でスピーディー”なサービスを提供

法人・個人のお客さまニーズへの最適なソリューション

提供を通じて、お客さまとともに成長する「総合金融

よるサービスの開発・レベルアップに努める等、お客さまの

利便性をさらに向上するための取り組みを進めています。

　中小企業・中堅企業のお客さまに対しては、事業の成

長・拡大、事業承継、海外展開等の企業の経営課題や、

企業オーナー等のお客さまの資産承継・運用等、法人・

個人両面のさまざまなニーズに対して、銀行・信託・証券・

アセットマネジメント・リサーチ＆コンサルティングが一体

となって、最適なソリューションをスピーディーに提供して

います。

※ 店舗数は、いずれも2016年6月末現在

共同店舗

189店舗
銀行

（支店・出張所）

462店舗

信託
（支店・出張所・
トラストラウンジ）

55店舗

証券
（支店・出張所・
プラネットブース）

274店舗
うち銀行・信託・証券共同：33店舗

うち銀行・証券共同：150店舗

うち銀行・信託共同：4店舗

うち信託・証券共同：2店舗
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2018年度計画2015年度実績

（兆円）
投資運用商品残高（左軸）・利用者数（右軸）

35

45

（万人）

0
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0

200

300
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2018年度計画2015年度実績

（件数）
コンサルティング支援（対象件数）

294

493

 カンパニーの新中期経営計画（２０１６年度～２０１８年度）

多様なお客さまニーズへの“最適解”を追求し、バランスシートコントロール・収益構造改革を実現

 カンパニーの特徴

課題認識

■ 銀行・信託・証券・アセットマネジ
メント・リサーチ＆コンサルティン
グ一体運営、法人・個人一体戦略
の加速

■ 効率的な営業体制の構築とチャネ
ルの最適化

■ 投資入門者向けサービスの拡充

外部環境

■ 世界経済の減速懸念、マイナス金
利政策による事業環境の変化

■  「貯蓄から投資へ」の流れ・事業承
継課題がさらに顕在化

■  FinTechの活用等を通じた金融へ

の異業種参入の拡大

強み

■ グループ全体でのエリア戦略推進
体制

■ 顧客基盤とチャネルネットワーク
 • 法人取引：約60万社
 • 個人取引：約2,400万
 • 有人拠点：790拠点

　金融環境の変化や金融イノベーションの急速な進展に

伴い、お客さまのニーズは、より多様化・高度化・グロー

バル化しています。〈みずほ〉は、グループ一体となった総

合金融コンサルティング機能を発揮することで、お客さま

の顕在化したニーズだけでなく、潜在的なニーズや課題に

対しても最適なサービスを提供していきます。 

　個人のお客さまの「貯蓄から投資へ」の流れを後押しし、

資産運用や資産承継等のニーズにグループ一体で最適な

提案を行うとともに、FinTech等の新たな技術やビッグ

データの活用を通じたビジネスの変革や新事業領域の開

拓も強化し、着実に取引基盤の拡大を図っていきます。 

　中小企業・中堅企業のお客さまに対しては、総合金融

コンサルティングを起点とした成長戦略支援に加え、事業

+10兆

+24万人

+1.7倍

0

250

500

750

1,000

2018年度計画2015年度実績

（億円）

160

600±

870※

※ 本部経費控除前

2018年度　業務純益計画

承継やＩＰＯビジネス等への取り組みを強化することで、法

人・個人両面の多様なニーズに対し、グループ一体となって、

最適なソリューションの提供に努めていきます。
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価値創造のための戦略

重点戦略

▶�
銀行・信託・証券・アセットマネジメント・
リサーチ＆コンサルティング一体での
「総合金融コンサルティング」の実践�

▶「貯蓄から投資へ」の取り組み加速�

▶�
他社との提携・非対面による取引基盤拡大、
新たな事業領域確立�

▶事業承継ビジネスの圧倒的優位性の確立�

▶�
コンサルティングを起点とした法人・個人一体での
成長戦略支援

▶イノベーション企業への支援強化

 新中期経営計画の重点戦略

「お客さま」に提供する価値

■	幅広いお客さまニーズに対し、銀行・信託・
	 証券・アセットマネジメント・リサーチ＆

	 コンサルティング一体で“最適解”を追求

「社会」に提供する価値

■	個人金融資産の成長と日本経済の持続的
	 な成長が可能な資金循環の促進

■	中小企業・中堅企業の成長戦略支援による
	 日本経済の持続的成長への貢献

　銀行・信託・証券が一体となり、最高水準の総合金融サービスを

お客さまに提供するため、〈みずほ〉は２０１４年度に「エリアOne	

MIZUHO推進プロジェクト」を立ち上げました。地域ごとに銀行・

信託・証券が一堂に会し、「お客さまの信頼Ｎo．1」を勝ち得るために

何をすべきか、幅広い角度から検討し、実践しています。	

　2016年度からは、地域の経済・社会とともに成長する〈みずほ〉

を目指し、銀行・信託・証券が一体となって地域が抱える課題に向

きあい、地方公共団体や地域金融機関、地域企業・住民等とも連

携して課題解決に向けた取り組みを実践する、新たな「エリアOne	

MIZUHO推進プロジェクト」を開始しました。市区町村や地方銀行、

地元商工会といった“地域”と協力関係を構築することで、人口減少

による地域経済の衰退や、高齢化に伴う福祉・医療ニーズの高まり

等に対しても積極的に取り組み、地域の経済・社会の活性化に貢献

していきます。

新たな「エリアOne�MIZUHO推進プロジェクト」への取り組み

地域社会

地方公共団体

地域金融機関
企業・住民

地域のMIZUHO

銀行
信託

証券

地域社会の発展
地域経済活性化

��「お客さま・社会」の持続的成長を支える課題解決に向けて
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リテール・事業法人カンパニー

 2015年度の振り返り

多岐にわたるお客さまの金融ニーズに対応し、資産運用や法人貸出等、取引基盤も堅調に拡大 

0

2,500

2,600

2015年度2014年度2013年度

（千人）
個人投資運用商品利用者数

（兆円）
中堅・中小企業等向け貸出残高

0

30

31

2015年度末2014年度末2013年度末

（社）
法人顧客数（重点取り組み対象社数）

0

37,500

40,000

2015年度末2014年度末2013年度末

TOPIC

　〈みずほ〉は優れた技術やアイデアを持つイノベーション企業に対し、貸出・エクイ

ティ両面からの資金供給に加え、ビジネスマッチングや産学官連携を通じたビジネス

開発、各種セミナー等による教育・メンター支援に積極的に取り組んでいます。

　2016年4月には、みずほ銀行にイノベーション企業支援部、また、みずほ証券に

は戦略調査部を新設し、推進体制を整備・強化しています。こうした支援を通じて、

日本の持続可能な経済成長、雇用創出につながる金融支援に貢献していきます。

イノベーション企業支援への取り組み

個人分野
　お客さま一人ひとりに最適な商品・サービスを提案し、個

人のお客さまの金融ニーズにきめ細かにお応えすることで資

産運用の裾野を拡大しました。

　また、FinTechを活用した資産運用ロボアドバイザーの

導入や、スマートフォン・ＳＮＳのサービス強化等、利便性向

上にも取り組み、MCPC※awardは5年連続での受賞とな

りました。
※ モバイルコンピューティング推進コンソーシアム

中小企業・中堅企業分野
　資金調達ニーズへの積極的な対応に加え、企業の経営課題や、

企業オーナー等のお客さまの資産承継・運用等、法人・個人両

面の多様なニーズに対して、さまざまなソリューションを提供し、

顧客基盤の拡大に取り組みました。

　また、M&Aや海外進出等の事業戦略・財務戦略支援や、後

継者への円滑な事業承継等のお客さまの成長段階に応じた経

営課題に対し、マーケット・インの視点で成長戦略支援に取り組

み、お客さまの企業価値向上に努めました。

〈運営〉

みずほ銀行
イノベーション企業支援部

みずほ証券
戦略調査部

ビジネス
マッチング

ベンチャー
向け融資

グループ
内VC

LP出資
大企業新規
事業部門
メンター

ネットワーク

セミナー

ベンチャー
企業向け
各種研修

産学官
連携

大企業
マッチング

教育
・
メ
ン
タ
ー

ビジネス開発

資
金
供
給
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価値創造のための戦略

大企業・金融・公共法人カンパニー

お客さまの多様な課題・ニーズに対し、〈みずほ〉の

総力を結集したソリューションを提供することで、

お客さまから最も信頼される「揺るぎないグローバル

パートナー」を目指します。

大企業・金融・公共法人カンパニー長　中村 康佐

　大企業・金融・公共法人カンパニーは、大企業法人ユニット
と金融・公共法人ユニットが統合し、発足しました。当カンパ
ニーは、国内の大企業法人・金融法人・公共法人のお客さまに
向けた業務を担当しています。
　大企業法人の分野では、国内大企業のお客さまに対し、長期
にわたる強固なリレーションを背景に、資金調達・運用、経営・
財務戦略等に関する幅広いニーズを捉え、銀行・信託・証券を
はじめとする〈みずほ〉のさまざまな機能を活用することで、フ
ルラインの金融ソリューションを提供しています。
　金融法人の分野では、資本政策や運用高度化に対するお
客さまのニーズが高まるなか、資金調達と運用の両面から、グ
ループ横断で最適なソリューションを提供しています。
　公共法人の分野では、公社債の受託・引受を通じた資金調
達サポート、指定金融機関業務等、総合的な金融サービスを提
供しています。
　また、日本経済の重要課題である地方創生に向けた取り組み
として、農林漁業の成長産業化支援や、空港・公共施設のＰＰ
Ｐ/ＰＦＩ※導入等にも積極的に取り組んでいます。

※	PPP（Public	Private	Partnership）は、官民が連携して公共サービスの提供を行
うスキーム。PFI（Private	Finance	Initiative）は	PPPの代表的な手法の1つで、
公共施設等の維持管理や運営に、民間の資金やノウハウを活用し、民間主導で公共
サービスの提供を行うもの

お客さまの「揺るぎないグローバルパートナー」として、フルラインの金融ソリューションを提供

お客さまの多様な課題・ニーズに対し、〈みずほ〉の

総力を結集したソリューションを提供することで、

お客さまから最も信頼される「揺るぎないグローバル

中村 康佐

 

2015年度　業務純益の構造※

■ 非金利収支
■ 金利収支

51%49%

経費
△1,800

3,400

600
300

2,530（億円）
証券
信託

銀行

2015年度　非金利収支比率

※ 概数、管理会計
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2,530 2,600±2,530
2,760※
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 カンパニーの新中期経営計画（２０１６年度～２０１８年度）

One MIZUHO戦略の進化と経営資源のリバランスを通じた事業ポートフォリオの再構築

 カンパニーの特徴

課題認識

■ 銀行・信託・証券の一体運営の
さらなる進化

■ 選択と集中による事業ポートフォリオ
の再構築

■ 資本調達・クロスボーダーM&A
等、高度な専門性を要する案件へ
の対応力強化

■ 生産性の高い営業体制・業務プロ
セスの構築

外部環境

■ 世界経済の減速懸念、マイナス
金利政策による事業環境の変化

■ お客さまのグローバル化の進展、
株主を意識した戦略重視の傾向

■ 競合他社の一部の戦略において
進む同質化

■ 農業等の成長分野や地方創生に
対する官民の取り組みの活発化

強み

■ 大企業・金融・公共法人の各分野
におけるお客さまとの強固なリレー
ションと顧客基盤

■ 銀行・信託・証券の一体運営で競
合他社に先行

■ 新たな金融ビジネスの開拓を通じ
て蓄積された高度なリスクテイク
能力

　お客さまのニーズは、より多様化・高度化・グローバル

化しており、金融機関のリスクアセットやバランスシートに

関する各種規制も強化されています。

　当カンパニーは、 One MIZUHO戦略を進化させ、国

内最高水準の営業体制を築き、お客さまから最も信頼さ

れる「揺るぎないグローバルパートナー」を目指していくと

ともに、組織・人員、アセットといった経営資源のリバラン

スを進め、ビジネスモデルを変革し、強固かつ収益性の高

い事業ポートフォリオを構築していきます。

　具体的には、カンパニー内外での連携・協働によるビジ

ネスシナジーの発揮に加え、成長性や収益性が見込める

分野への経営資源のリバランスを進めていきます。また、

銀行・信託・証券の連携や、国内外の営業拠点の連携を

さらに加速させていきます。

　これらの戦略の実行により、収益の増強と各種リーグ

テーブル等におけるプレゼンス向上を図っていきます。

リーグテーブル 2015年度
実績

2018年度
計画

国内普通社債および地方債（引受額） １位 １位

内外エクイティ総合（引受額） ３位 ２位

M＆Ａ（日本企業関連）（件数） １位 １位

業務純益の構造と非金利収支計画※

（億円）

非金利収支比率
51%

2015年度実績 2016年度計画

非金利収支比率
60%程度

2018年度計画

＋9%

△1,800

3,400

600
300

2,530
2,300

2,600±＋10%
程度

＋1%
程度

証券
信託

銀行

経費

＋10%
程度

＋5%
程度

※ 概数、管理会計

2018年度　業務純益計画
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重点戦略

「お客さま」に提供する価値
■	お客さまごとに異なる多様な課題・ニーズへの	
	 迅速かつ最適なソリューション提供

■	お客さまの持続的な成長を支える財務・事業	
	 戦略への支援

■	高度なリスクテイク能力に基づくリスクマネーの	
	 供給

「社会」に提供する価値
■	大企業・金融・公共法人への安定的かつ持続	
	 的な資金供給を通じた、日本および世界経済の	
	 発展への貢献

■	新産業の育成や業界再編、地方創生への貢献	
	 による日本経済の活性化

▶�大企業と金融・公共法人のビジネスシナジー�
発揮と他カンパニー・ユニットとの連携・協働�

▶�成長性や収益性が見込める注力領域への�
戦略的かつ機動的な人員配置

▶�アセットの入れ替えを通じた収益性の向上

▶�銀行・信託・証券の一体運営のさらなる進化と�
国内外ボーダレス対応の加速

▶�カンパニー戦略の実現に向けた実行力を�
向上させる営業体制や業務プロセスの構築

 新中期経営計画の重点戦略

��「お客さま・社会」の持続的成長を支える課題解決に向けて

　金融機関には、リスクシェアや産業・業界知見の提供、ガバナンス構築

のサポート等、幅広い観点から企業を支援する役割が期待されています。

　みずほ銀行は、日本政策投資銀行との共同投資プログラム「ブルーパー

トナーズ・ファンド」を組成しました。日本企業が成長資金を必要とする

さまざまな場面において、企業との共同投資や資本増強等を通じてリス

クマネーを提供し企業の成長を支援することで、日本経済・社会の産業

競争力強化に貢献していきます。

　みずほ銀行は、日本全国で地域金融機関や国、地方公共団体と連携し、

１３の農林漁業６次産業化ファンドに出資しており、各ファンドから１５件

の投資が決定しています。

　今後とも、日本全国に広がる顧客基盤を活用し、農林漁業の成長産

業化をサポートすることで、地方創生を通じた日本経済・社会の活性化

に貢献していきます。

日本企業の成長資金ニーズに対応するリスクマネー投資プログラムの組成

地域金融機関や国、地方公共団体との連携を通じた農林漁業の６次産業化をサポート

対象会社

対象会社

みずほ銀行

日本政策
投資銀行
ブルー

パートナーズ

リスクマネー
共同投資

リスク
マネー

出資

出資・資本増強
・共同投資による
  リスクシェア
・カーブアウト支援
・事業承継支援　等

ファンド

企業等

みずほ銀行

地銀・
地方公共団体

農林漁業成長
産業化支援機構

農林漁業
6次産業化
ファンド

生産者･
事業者を
経営面･
資金面
で支援

6次産業化
（1次×2次×3次産業）

1次産業

2次産業

3次産業

農
林
漁
業
の
成
長
産
業
化
と

地
方
創
生
に
貢
献

価値創造のための戦略
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大企業・金融・公共法人カンパニー

価
値
創
造
の
た
め
の
戦
略

２０１５年度の振り返り

TOPIC

　〈みずほ〉は、日本の農林水産物輸出拡大ニーズと中東湾岸６カ国※の食糧安全

保障ニーズ等を金融面から支援することを目的としたプライベートエクイティファンド

「Gulf Japan Food Fund」を組成し、投資業務を開始しました。

　本ファンドは、「食」「農」関連事業において日本企業と中東企業が設立する合弁会社

への投資を通じて、当該事業の成長・促進を図るとともに、中東企業とのマッチングに

よる新たな付加価値や市場の創造を目指します。
※ 中東の湾岸協力理事会に加盟する、サウジアラビア、アラブ首長国連邦、バーレーン、オマーン、
カタール、クウェートの計６カ国

中東地域輸出促進支援プライベートエクイティファンドの組成

「Gulf Japan Food Fund」調印式

各顧客セグメントで高いプレゼンスを発揮し、着実に収益増強を実現

大企業法人分野
　資金調達・運用、経営・財務戦略等に関するお客さまの

ニーズを捉え、さまざまなソリューションを提供するとともに、

産業や業種に対する知見を活用した、新産業、成長産業の

育成に向けた取り組みを行いました。

　また、みずほ証券における大企業営業体制の再編や営業

人員の増強、みずほ銀行とみずほ信託銀行との不動産・年

金取引を中心とした連携の加速等、営業体制の強化にも努

めました。

金融・公共法人分野
　大手保険会社のＭ＆Ａや海外事業展開の強化、地域金融

機関の資本政策や運用高度化ニーズを捉え、ＦＡ※やファイ

ナンス主幹事の獲得や幅広い運用商品の提供等に取り組み

ました。

　公共法人の分野では、公共債の受託・引受でトップシェア

を維持するとともに、東京都をはじめとする指定金融機関業

務の提供等を行いました。

　また、金融法人や公共法人のお客さまと連携し、農林漁

業6次産業化ファンドで投資を拡大する等、地方創生にも積

極的に取り組みました。
※ フィナンシャル・アドバイザー

0
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2015年度2014年度

（億円）

2,640

大企業法人分野の業務純益※

2,755

※ 管理会計
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金融・公共法人分野の業務純益※

539

※ 管理会計

+4%

+13%
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価値創造のための戦略

グローバルコーポレートカンパニー

お客さまの事業への深い理解とコーポレートファイ

ナンスの分野での強みを活かしたソリューションの

提供を通じ、大きく変わる世界の経済動向・規制

動向のなかで、持続的に成長するカンパニーを

目指します。

グローバルコーポレートカンパニー長　菅野  暁

　グローバルコーポレートカンパニーは、海外日系企業および

非日系企業等のお客さまに向けた業務を担当しています。

　日系企業のお客さまに対しては、海外進出検討時の情報提

供から事業・財務戦略支援まで最適なソリューションと的確な

コンサルティングを提供することで、海外事業展開をサポート

しています。

　非日系企業のお客さまに対しては、重点営業対象先を選定

し、お客さまの事業・財務戦略に係る幅広いニーズにお応えす

るために、銀行・信託・証券が一体となって、貸出のみならず

Ｍ＆Ａ・社債引受（ＤＣＭ）・トランザクションバンキング等の多

様なソリューションを提供しながら、長期的な関係構築を通じ

たビジネスの拡大に努めています。

　また、お客さまへのサポートを充実させるため、世界各地で

拠点の開設を進めるとともに、海外の主要な金融機関や政府

系機関との提携も積極的に推進しています。

海外に進出する日系企業と世界各国の非日系企業のお客さまに、最適なソリューションを提供

2015年度　海外向け貸出の構成※

■ 米州
■ 欧州
■ アジア

※みずほ銀行・証券合算、主要現地法人含む
　国際ユニット管理ベース

※みずほ銀行含む主要現地法人、国際ユニット管理ベース

2015年度　海外業務粗利益の構成※

（百万ドル）

非日系
68%

日系
32%

1,395
合計

3,697

768

1,534

お客さまの事業への深い理解とコーポレートファイ

の分野での強みを活かしたソリューションの

提供を通じ、大きく変わる世界の経済動向・規制

動向のなかで、持続的に成長するカンパニーを
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 カンパニーの新中期経営計画（２０１６年度～２０１８年度）

　世界経済の先行きの不透明感が強まり、各種規制が強

化される環境下において、当カンパニーは、お客さまの事

業を持続的かつ力強くサポートし、最も信頼されるパート

ナーになることを目指しています。

　非日系企業においては全世界ベースで３００グループ程

度の優良企業にフォーカスし、お客さまとともに持続的な

成長を目指します。

　また、〈みずほ〉が知見と実績を有する産業セクターに対

する重点的なアプローチや、銀行・信託・証券一体でのソ

リューション提供、トランザクションバンキングビジネスの強

化等により、力強いサービス提供力と収益力を実現します。

　さらに、持続的な事業基盤に不可欠な外貨流動性の確

保のために、外貨預金の増強を図るとともに、外貨建て

目指す姿の実現に向けた、持続性と成長性を兼ね備えた顧客・サービス・事業基盤の構築

 カンパニーの特徴

債券の発行による調達手段の多様化を実現します。また、

地域や組織の枠を超えてグローバルベースでの業務改善

等、オペレーショナルエクセレンスの追求にも積極的に取り

組みます。

2018年度計画2015年度実績

海外非金利収支※

2018年度計画2015年度実績

外貨預金残高※

+30%
+10%

課題認識

■ グローバルベースでの持続的な優
良顧客基盤の拡充

■ 証券・市場プロダクツ、トランザク
ション等のクロスセル推進による
採算性の向上

■ 商品・サービスの拡充と顧客提案
力の強化

■ 外貨預金のさらなる積み上げと外
貨調達手段の多様化

外部環境

■ 欧州経済の不透明感、中国をはじ
めとした新興国経済の減速、資源
価格の低迷および地政学リスクの
高まり

■ 欧米銀行は、母国市場、もしくは
海外で競争優位性のある地域・分
野に特化する傾向

■ 外貨調達コストの上昇、流動性規
制・資本規制の強化による、流動
性・資本の希少性の高まり

強み

■ 優良な顧客基盤と良質なポート
フォリオ

■ アジアや北米における高いプレ
ゼンス

■ 銀行・証券の一体運営に裏打ちさ
れた高いソリューション力

■ アジアにおける充実した拠点ネット
ワークと、地場企業や現地規制に
関する高い情報提供力

※ みずほ銀行含む主要現地法人、グローバルコーポレートカンパニー管理ベース
外貨建て顧客預金残高、2015年度見込み対比での計画値

※ グローバルコーポレートカンパニー管理ベース
コミットメント・フィー、受入保証料等を除く
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1,700
1,900±1,920※

※ 本部経費控除前

2018年度　業務純益計画
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価値創造のための戦略

重点戦略

「社会」に提供する価値
■	グローバルベースでの業界再編・新興国におけ
	 る産業発展への貢献

■	世界各国の金融市場のさらなる発展や人材育成
	 への貢献

「お客さま」に提供する価値
■	事業・財務戦略への最適な提案により、お客さま
	 のグローバルな事業展開をサポート

▶�事業ポートフォリオ構造変革
 ・��総合採算性の高いポートフォリオへの資本・流動性

の集中

 ・��Super�３０・５０戦略からGlobal３００戦略への進化

▶�クロスセルの徹底
 ・��米州における社債引受業務のプレゼンス維持と

グローバルな活用

 ・��セクターアプローチ等を通じた事業・財務戦略への
提案力向上

 ・��安定的な非金利収入・外貨預金増強に寄与する
トランザクションバンキング機能の強化

▶�事業・経営基盤の強化
 ・��外貨調達力の強化

 ・��オペレーショナルエクセレンスの追求

 新中期経営計画の重点戦略

��「お客さま・社会」の持続的成長を支える課題解決に向けて

　〈みずほ〉は、非日系優良企業のお客さまへのフォーカス戦略として、

従来、米州、欧州、アジア・オセアニア、東アジアの４地域から、各３０～

５０企業グループを重点営業先として選定してきましたが、地域ごとの

経済規模・成長性・市場成熟度等を踏まえ、グローバルベースでの選定

に変更し、Ｇｌｏｂａｌ３００戦略として遂行していきます。２０１５年度時点

においては２５０グループ強を選定していますが、２０１８年度には３００

グループ程度にまで拡大し、持続可能な顧客基盤の成長を図ります。

　〈みずほ〉は、トップマネジメントの密接なリレーションも含め、Ｇｌｏｂａｌ

３００のお客さまとの長期的な関係の構築に努めます。事業・財務面で

のノウハウや知見に基づく分析・提案機能を活用し、お客さまのニーズ

に適した商品・サービスを幅広く提供することによりお客さまの成長をサ

ポートするとともに、世界各国の産業の発展にも積極的に貢献していき

ます。

非日系フォーカス戦略の進化
～Super�３０・５０戦略からGlobal�３００戦略へ～

2015年度 2018年度

250
グループ強

約300
グループ
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非日系企業のお客さまへのフォーカス戦略
（Super ３０・５０戦略）の加速
　日系企業のお客さまの海外事業展開サポートに加え、

Super３０・５０戦略として、世界の地域（米州、欧州、アジ

ア・オセアニア、東アジア）ごとに各３０～５０社程度の非日

系優良企業へのフォーカス戦略を推進しました。北米では、

ロイヤルバンク・オブ・スコットランドからホールセール事業

の貸出資産等を取得するとともに、１００名超の人材を受け

入れることで、銀行・証券連携のさらなる高度化と優良顧客

基盤の拡充を実現し、2015年度は米州社債引受ランキン

グで１０位以内になる等、〈みずほ〉のプレゼンスは着実に向

上しています。

海外拠点ネットワークの拡充、海外の主要な金融機関
や政府系機関との提携を推進
　お客さまの新規海外進出・事業展開をきめ細かくサポート

するため、海外拠点ネットワークを拡充しています。2015

年度は、ミャンマーでヤンゴン支店とティラワ出張所、イン

ドでアーメダバード出張所、米国でサンフランシスコ出張

所、オーストリアでウィーン支店を新たに開設しました。また、

日系企業の現地進出支援等を目的として、世界各国の政府

系機関や現地の金融機関との業務協力覚書等の締結にも

積極的に取り組みました。

２０１５年度の振り返り

非日系優良顧客基盤が拡大、海外拠点ネットワークもさらに充実し、海外における〈みずほ〉の
プレゼンスは着実に向上

0

60

90

120

150

2015年度2014年度2013年度
0

1

2

3

4
（％）（百万ドル）

米州社債引受（DCM）ランキング※

14位
（2.5％）

13位
（2.9％）

9位
（3.5％）

　 リーグテーブル順位（シェア）
■ 業務粗利益

TOPIC

　みずほ銀行は、２０１５年７月にオフショア人民元債を発行しました。また、同年９月には、

ＡＭＢＩＦ※（ＡＳＥＡＮ＋３ Multi-Currency Bond Issuance Framework）の枠組みを活用し

た世界で初めてのタイバーツ建て債券を発行し、いずれも東京プロボンド市場に上場しました。

今後も、〈みずほ〉は、お客さまのアジア各国での現地通貨建ての資金ニーズに積極的に対応

するとともに、アジアの各債券市場のさらなる発展にも貢献していきます。
（タイバーツ債は、タイ債券市場協会より「ディールオブザイヤー２０１５」に、日本企業で初めて選定されました）

※ＡＳＥＡＮ＋３各国の財務省・中央銀行が共同で立ち上げた「アジア債券市場育成イニシアティブ」の一環と
して、クロスボーダー債券取引を促進するための債券発行に係る手続きを共通化する取り組み

アジア現地通貨の中長期資金ニーズへの対応、アジア債券市場育成に向けた取り組み

タイ債券市場協会
「ベストボンドアウォード２０１５」授賞式

ムンバイ支店アーメダバード出張所開所式

※  投資適格以上の米州の企業が発行する
 発行額250百万ドル以上の債券　（出典）Dealogic
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グローバルマーケッツカンパニー

銀行・信託・証券の連携による幅広いプロダクツ

提供力を活かし、お客さまニーズへの的確な対応と

安定的な高水準収益を両立する、アジアトップクラ

スのグローバルマーケットプレーヤーを目指します。
グローバルマーケッツカンパニー長　加藤 純一

　グローバルマーケッツカンパニーは、市場プロダクツの提供

を通じたお客さまへのソリューション提供を行うセールス＆

トレーディング業務と、運用・調達を行うＡＬＭ※・投資業務を

行っています。

　セールス＆トレーディング業務では、国内外の幅広いお客

さまのさまざまなリスクヘッジ・運用ニーズにお応えしていま

す。お客さまのニーズに対する深い理解、金融市場動向の

詳細な分析と予測、各種金融商品に対する高度な知識・経験

等、高い専門性を活かし、それぞれのお客さまにとって最適な

ソリューションを提供しています。

　ＡＬＭ・投資業務では、いち早く市場の変化を捉える「予兆

管理」と、市場環境や見通しに応じた「分散投資」により、安定

的に高水準収益を実現するポートフォリオ運営に努めています。
※	Asset	Liability	Management	:	資産・負債総合管理

市場プロダクツを活用したお客さまへのソリューションを提供し、ＡＬＭ・投資業務で安定的な
ポートフォリオ運営を実践

■ セールス＆
    トレーディング業務
■ ALM・投資業務

2015年度　業務粗利益内訳

45%

55%

価値創造のための戦略

銀行・信託・証券の連携による幅広いプロダクツ

提供力を活かし、お客さまニーズへの的確な対応と

安定的な高水準収益を両立する、アジアトップクラ

スのグローバルマーケットプレーヤーを目指します。
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 カンパニーの新中期経営計画（２０１６年度～２０１８年度）

　市場プロダクツの提供を通じてお客さまの金利・為替・

株式等のさまざまなリスクヘッジや運用ニーズにお応えす

るカンパニーとして、「“お客さま第一”の徹底による顧客

セグメント・個社ニーズに応じたプロダクツ・ソリューション

を提供する、〈みずほ〉の市場ビジネスモデルの完遂」を新

中期経営計画の基本戦略に掲げています。

　セールス＆トレーディング業務においては、銀行・証券の

連携を推進することにより、お客さまのニーズに応じた最

良のソリューションを提供します。グローバルな投資家と

のビジネスについては、取り扱いプロダクツの拡大等の態

勢整備も行い、特に注力して取り組みます。

　ＡＬＭ・投資業務においては、予兆管理や分散投資の徹

底によりポートフォリオ運営を一層高度化し、安定的な収

益の計上を目指します。

　グローバルマーケッツカンパニーは、セールス＆トレー

ディング業務とＡＬＭ・投資業務を両輪とし、安定した収益

基盤とお客さまへの高品質のサービス提供力を持つカン

パニーを目指します。

 “お客さま第一”の徹底による〈みずほ〉の市場ビジネスモデルの完遂

 カンパニーの特徴

課題認識

■ ヘッジファンドや海外アセットマネ
ジメント会社等の投資家への対応
強化

■ ポートフォリオ運営の一層の高度化

外部環境

■ 先行き見通しの不透明感、市場参
加者のリスク許容度低下や地政学
リスクの高まり等を受けた、各市場
のボラティリティの上昇

■ お客さまのさまざまなリスクヘッジ・
運用ニーズの高まり

強み

■ 銀行・信託・証券の連携による高
度なプロダクツ提供力

■ セールス＆トレーディング業務にお
ける顧客セグメント・個社ニーズ
に応じた運営体制

■ 分散投資を徹底し、相場環境に応
じてアロケーション・リスク量を調
整するポートフォリオ運営体制

セールス＆トレーディング業務関連収益※

0

2,500

3,000

3,500

4,000

2018年度計画2015年度実績

（億円）

3,000

3,750
+25%

0

1,500

3,000

4,500

6,000

2018年度計画2015年度実績

（億円）

3,980
3,300±

4,280※

※ 本部経費控除前

3,253

2018年度　業務純益計画

※ グローバルマーケッツカンパニー管理ベース
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価値創造のための戦略

重点戦略

▶�顧客セグメント・個社ニーズに応じたセールス
＆トレーディング運営の進化

▶�投資家ビジネスの強化

▶�予兆管理と分散投資によるポートフォリオ運営
の一層の高度化

▶人工知能等の新たなテクノロジーへの対応

▶�オペレーショナルエクセレンスによる
生産性向上

 新中期経営計画の重点戦略

��「お客さま・社会」の持続的成長を支える課題解決に向けて

　〈みずほ〉は、銀行・信託・証券が連携し、お客さまのリスク

ヘッジニーズや運用ニーズに対して、市場プロダクツを活用し

た高品質のソリューションを提供することで、お客さまの事業

戦略・財務戦略をサポートしています。

　また、みずほ銀行が日本証券クリアリング機構（JSCC）で

の円金利デリバティブのクリアリングサービス提供社数におい

て1位となる等、〈みずほ〉は幅広い領域のビジネスをカバーし

ています。

　さらに、国際スワップデリバティブ協会（ISDA）等の業界団

体にも積極的に参画しています。こうした業界団体等において、

さまざまな業務を通じて培った豊富な知見・ノウハウを活かし

た提言を行い、お客さまの規制対応へのサポートや金融市場

の健全な発展に貢献していきます。

お客さまのリスクヘッジ・運用ニーズへの対応を通じたお客さまの持続的成長と金融市場の
健全な発展に向けた取り組み

「社会」に提供する価値
■	グローバルな金融のプロフェッショナルとして、
	 市場流動性の提供や業界団体への参画等を通じ
	 た金融市場の健全な発展への貢献

「お客さま」に提供する価値
■	お客さまのさまざまなリスクヘッジニーズ、運用
	 ニーズに対する、市場プロダクツを用いた最適な
	 ソリューション

みずほ銀行本店のディーリングルーム
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セールス＆トレーディング業務
　セールス＆トレーディング業務では、みずほ銀行において、

市場環境の変化に応じ、最適な為替・金利・コモディティ等

の市場プロダクツを提供する提案型営業を推進するとともに、

みずほ証券においてエクイティ・債券両分野でのプロダクツ

提供力の強化に努めました。

　こうした取り組みに加え、国内外において銀行・証券が相

互の強みを活かす、連携の進化にも注力しており、顧客ビジ

ネスは着実に増加しました。

ＡＬＭ・投資業務
　ALM・投資業務では、グローバルな金利低下や長短金利

差の縮小を受けて運用利回りが大きく低下する厳しい環境

下、相場状況の変化をいち早く察知するきめ細かな予兆管理

を通じて、市場動向を的確に捕捉したオペレーションを実施し

ました。また、投資のリスク・リターンを十分に考慮し、債券・

株式・クレジット等への適切な配分による、分散投資を徹底し

たポートフォリオ運営に努めました。

２０１５年度の振り返り

的確なポートフォリオ運営に努め、お客さま向けサービス提供力を強化

0

100

115

130

145

2015年度2014年度2013年度

100

128

セールス＆トレーディング業務関連収益推移※1,2

136
+6%

TOPIC

　お客さまの外貨建てビジネスをサポートしていくため、〈みず

ほ〉は、米ドルに加え、香港ドルやシンガポールドル等、さまざ

まな通貨による外貨建て債券を発行することで、外貨資金調

達の基盤の安定化に取り組んでいます。

　2015年度は、新たに米ドル建てのフォルモサ債を発行しまし

た。〈みずほ〉の外貨資金の調達手法がさらに広がるとともに、

台湾市場における大手投資家への商品提供機会の拡大にも

つながりました。

米ドル建てフォルモサ債（台湾市場におけるオフショア債券）の発行

※1. 2013年度実績を100とした場合
※2. 市場ユニット管理ベース
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130

2015年度2014年度2013年度

100

114

ALM・投資業務関連収益推移※1,2

119

+4%

※1. 2013年度実績を100とした場合
※2. 市場ユニット管理ベース
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価値創造のための戦略

アセットマネジメントカンパニー

 最高水準のフィデューシャリー・デューティー

（受託者責任）※を全うし、お客さまニーズを

実現していくことで、国内金融資産の活性化

への貢献を目指します。
※�他者の信任に応えるべく一定の任務を遂行する者が負うべき幅広い様々な役割・責任
の総称

アセットマネジメントカンパニー長　本橋 克宣

　アセットマネジメントカンパニーは、銀行・信託・証券・運用

会社が一体となって、個人から機関投資家（年金・金融法人・

事業法人等）まで幅広いお客さまの多様な運用ニーズに対し、

最高水準の商品・サービスを提供しています。

　その中心となる運用会社は、ＤＩＡＭアセットマネジメント、

みずほ信託銀行の資産運用部門、みずほ投信投資顧問、新光

投信を統合し、２０１６年１０月に新たに誕生する「アセットマネ

ジメントOne」です。

　「アセットマネジメントOne」では、投資信託・投資顧問・信

託銀行・生命保険における資産運用のノウハウを結集し、お客

さまにより一層ご満足いただけるような商品・サービスの提供

を行っていきます。

　また、みずほ銀行・みずほ信託銀行では、老後に向けた非課

税長期資産形成制度である確定拠出年金（ＤＣ※1）の運営管

理機関業務・資産管理機関業務を担っています。

　その他、みずほ信託銀行では確定給付年金（ＤＢ※2）の受託

営業を、みずほ証券ではラップ口座※3の運用業務を行う等、幅

広いお客さまの資産運用ニーズにお応えしています。

※1.	Defined	Contribution	Plan
※2.	Defined	Benefit	Plan
※3.		個人が証券会社や信託銀行と投資一任契約を結んで、資金の

運用から管理までを任せることができるサービス

銀行・信託・証券・新たに誕生する「アセットマネジメントOne※」が一体となって、幅広いお客
さまの運用ニーズに応える商品・サービスを提供 ※２０１６年１０月のグループ運用機能統合・新会社設立に向け準備中

全カンパニーに占める当期純利益のシェア

■ 投資信託
■ 投資顧問

2015年度末　運用資産残高の内訳

2,500億円
25.0%

13兆円
（25.0%）

39兆円
（75.0%）

52兆円
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 カンパニーの新中期経営計画（2016年度～2018年度）

　安定した資産形成やマイナス金利対応ニーズを有する

個人のお客さまに対しては、年金運用のノウハウも活用し

た、中長期の資産形成に資する運用商品や、「貯蓄から投

資へ」の流れを後押しする預金に代わる投資運用商品等、

統合する４社が培ってきた強みを活かした、良質な商品・

サービスを提供し、個人金融資産の活性化に貢献していき

ます。

　ポートフォリオの多様化・収益安定化や国債代替に向け

た運用高度化ニーズを有する機関投資家に対しても、「ア

セットマネジメントOne」の運用ノウハウを最大限に活かし、

きめ細かくお応えしていきます。

　また、年金分野でのコンサルティング機能等のサービス

の拡充にも取り組みます。

アセットマネジメント事業のエンジンとなる「プロダクツ力」を強化し、事業全体を牽引

 カンパニーの特徴

課題認識

■ 個人に対する「貯蓄から投資へ」の
流れを後押しする商品・サービス
の提供力強化

■ 機関投資家に対する高付加価値商
品・サービスの提供力強化、コン
サルティング機能強化

外部環境

■ ＮＩＳＡ※の導入やＤＣ制度改革等の
非課税長期資産形成制度の拡充

■  「貯蓄から投資へ」の流れ

■ 少子高齢化の影響から、公的年
金の給付水準は将来的に目減りす
る可能性あり

■ 日銀によるマイナス金利政策の
導入

※少額投資非課税制度

強み

■ グループ資産運用機能の統合に
より、投資信託・投資顧問・信託
銀行・生命保険における資産運用
のノウハウが結集する「アセットマ
ネジメントOne」の運用力・商品
提供力

0

100

200

300

400

2018年度計画2015年度実績

（億円）

220

300±

220※

※ 本部経費控除前

+50%

0

6,000

9,000

12,000

15,000

2018年度計画2015年度実績

（億円）

公募株式投信（除くETF※）の資金純増額

8,000

12,000

※ Exchange Traded Funds：上場投資信託

2018年度　業務純益計画
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価値創造のための戦略

重点戦略

「お客さま」に提供する価値
■	機関投資家の運用多様化・高度化ニーズに応え
るとともに、アセットマネジメントを活用した、個人
の自助努力による資産形成を積極的にサポート

「社会」に提供する価値
■	「貯蓄から投資へ」の流れを後押しすることによ
り、将来的な国富の増大、企業への成長マネー
の供給、日本経済の好循環実現に貢献

▶プロダクツ力の強化
 •�マイナス金利環境下における預金顧客向け

商品提供やＥＳＧ※1 ／エンゲージメント※2等の
機関投資家ニーズに対応した商品提供　等

� ��※1.			環境（Environment）、社会（Society）、企業統治
（Governance）の略称。
投資家が投資先を選定する基準の1つ

� ��※2.			投資先企業の企業価値向上や持続的成長を促す
「目的をもった対話」

▶投資信託事業への注力
 •�グループ内連携による、お客さまニーズを捉えた

最適な資産運用サービスの提供　等

▶年金分野でのサービス拡充
 •�年金コンサルティング機能の強化

 •�個人型ＤＣ制度拡充等の年金制度改革への
対応　等

 新中期経営計画の重点戦略

��「お客さま・社会」の持続的成長を支える課題解決に向けて

　少子高齢化の進展を受け、公的年金の給付水準は将来的

に目減りする可能性が高く、アセットマネジメントを活用した個

人の自助努力による資産形成の重要性は今後ますます高まっ

ていくものと考えられます。

　厚生労働省の「国民年金及び厚生年金に係る財政の現況

及び見通し—平成２６年財政検証結果」によれば、公的年金

の所得代替率※は、２０１４年度は６２．７%ですが、２０４３年度

は５０．６%と今後緩やかに低下していく見通しです。また、老

後に向けた中長期的な資産形成においては、現預金はインフ

レにより資産価値が目減りする可能性があることにも留意す

る必要があります。

　こうした環境を踏まえ、〈みずほ〉は「貯蓄から投資へ」の

橋渡しとなる資産形成商品を開発・提供することで、個人の

個人のお客さまに対する「貯蓄から投資へ」の橋渡しとなる資産形成商品の開発・提供

お客さまの中長期的な資産形成をサポートしていきます。ま

た、こうした取り組みを通じて、国内金融資産の活性化にも貢

献していきます。
※	年金を受け取り始める時点（６５歳）における公的年金の金額が、現役世
代の手取り収入額（賞与込み）と比較してどのくらいの割合かを示すもの
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アセットマネジメントカンパニー

　「アセットマネジメントOne」は、統

合する４社が一体となってお客さまに

より一層ご満足いただけるサービス

を提供することでお客さまからの信頼

No.1の資産運用会社となること、そ

して、グローバル大手運用会社に匹敵

するアジアNo.1の資産運用会社とな

ることを目指し、そのビジョンを社名に

表しています。

2015年度の振り返り

グループ資産運用機能の統合を決定　～アジアを代表する資産運用会社の誕生～

TOPIC

　〈みずほ〉のグローバル運用プラットフォームを拡充し、お客さまニーズへの対応力

を強化するために、アジアプロダクツ特化型では米国最大の独立系運用会社である

Matthews Asiaと戦略的な資本・業務提携を行いました。今後、Matthews Asiaの

アジア全域をカバーする優良な商品をお客さまに提供していきます。

Matthews Asia※との資本・業務提携　※Matthews International Capital Management LLCのブランド名

0

30

40

50

60

2016年
3月末

2015年
3月末

2014年
3月末

（兆円）

47
53

運用資産残高推移

52

0

60

80

100

120

2015年
5月末

2014年
5月末

2013年
5月末

（万人）

81.3

96.0

企業型DCの加入者数

102.4
+7%

みずほフィナンシャルグループ

2016年3月末現在

統合後

第一生命保険

みずほ銀行 みずほ証券

新光投信

みずほ信託銀行
 （資産運用部門）

みずほ
投信投資顧問

DIAM
アセットマネジメント

みずほフィナンシャルグループ 第一生命保険

みずほ銀行 みずほ証券 みずほ信託銀行 アセットマネジメントOne

運用再委託

　個人のお客さまに対しては、中長期の資産形成に資する投

資信託やファンドラップ等の商品を提供しました。機関投資家

に対しては、ポートフォリオ全体に対する分析・評価をもとにし

た、資産配分や運用戦略の組みあわせに関するアドバイス等

を提供しました。

　また、ＤＣビジネスについては、企業型ＤＣの加入者数や資産

残高の受託額において国内トップクラスの実績となりました。

　「アセットマネジメントOne」は、公募投資信託や投資顧

問において外部評価の高いファンドを多数保有する「質」に

加え、投資信託と投資顧問合算でアジアトップクラスの運用

資産残高５２兆円の「量」を兼ね備えた運用会社として誕生

します。世界最大の公的年金であるＧＰＩＦ※1からの運用受

託額もトップクラス※2となります。
※1. Government Pension Investment Fund：年金積立金管理運用独

立行政法人
※2. ２０１５年３月末現在 （出典）ＧＰＩＦ

（出典）年金情報
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価値創造のための戦略

グローバルプロダクツユニット

　グローバルプロダクツユニットは、投資銀行ユニットと

トランザクションユニットが統合し発足しました。

　投資銀行分野では、Ｍ＆Ａ・不動産・アセットファイナ

ンス・プロジェクトファイナンス・コーポレートファイナン

スの５つの事業分野を中心に、銀行・信託・証券が連携

して最適なソリューションを提供しています。

　トランザクション分野では、国内為替・外国為替・資金

管理・トレードファイナンス・コルレス円決済・円カスト

ディ・グローバルカストディ・資産管理・証券代行・有価

証券管理等のサービスを提供しています。

　当ユニットは、〈みずほ〉の「専門性のさらなる強化」と

「顧客セグメント横断的な機能活用」を図るため、グルー

プ全体でのプロダクツ機能のプラットフォームの役割を

担っています。〈みずほ〉が目指す、お客さま第一の観

点からのアプローチ（マーケット・イン型アプローチ）を

徹底的に推進するために、金融プロダクツに関する専門

性をさらに高め、カンパニー横断的に幅広いお客さまに

ソリューションを提供していきます。

投資銀行機能・トランザクション機能の融合による、高度で最適なソリューションの提供

お客さまに対し、銀行・信託・証券や各カンパニー

横断的に最適なソリューションを提供することで、

「総合金融コンサルティンググループ」の実現を

支えるプロフェッショナル集団を目指します。

グローバルプロダクツユニット長　山田 大介

お客さまに対し、銀行・信託・証券や各カンパニー

横断的に最適なソリューションを提供することで、

「総合金融コンサルティンググループ」の実現を

M&Aアドバイザリー

不動産私募ファンドアレンジ

アセットファイナンスアレンジ

DCM（債券引受）

ECM（株式引受）

不動産仲介

不動産信託・
アセットマネジメント

信託ソリューション

個人ファンド活用型
流動化ビジネス

証券代行

カストディ（国内顧客向け）

M&Aファイナンス
不動産ファイナンス
アセットファイナンス
プロジェクトファイナンス
シンジケートローン
国内外トランザクション
•キャッシュマネジメント
•FX・Global Transaction
•トレードファイナンス

カストディ（海外顧客向け）

みずほ銀行 みずほ証券みずほ信託銀行

お
客
さ
ま

主なプロダクツラインアップ
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グローバルプロダクツユニット

 ユニットの新中期経営計画（２０１６年度～２０１８年度）

　〈みずほ〉が目指す、お客さま第一の観点からのアプロー

チ（マーケット・イン型アプローチ）を実現させるためには、

外部環境の変化に対応し、さまざまなリスクを見極めたう

えで、絶えず変化し続けるお客さまのニーズに応えていく

必要があります。

　お客さまのニーズが高度化・多様化するなかでも、最適

プロダクツ専門家集団として、お客さまのニーズに沿った最適なソリューションを提供

 ユニットの特徴

課題認識

■	銀行・信託・証券一体運営の加速
によるサービス提供力強化

■	プロダクツラインに応じたグロー
バル運営体制の強化

■	新技術や環境変化に対応した商
品の開発

■	効率的な営業推進体制の構築

外部環境

■	グローバル経済の不確実性の
増大による、株式・債券・不動産・
資源等の価格変動リスクの高まり

■	決済手段の高度化やFinTech
等の技術革新に伴う新たな決済
ビジネスの展開

強み

■	グループ各社の専門性を有機的に
組みあわせることができる運営体制

■	Ｍ＆Ａアドバイザリー・プロジェク
トファイナンス・ＡＢＳ（資産担保
証券）・シンジケートローン・ＤＣＭ
（債券引受）・カストディ・ＣＭＳ（資
金管理）等の分野におけるトップク
ラスの実績

例：不動産

［銀行・信託］

CRE
（企業不動産）
戦略提案

［信託］

不動産物件
の仲介

［銀行・信託］

ブリッジ
ファンドを
活用した
資金調達支援

［証券］

REIT
（不動産
投資信託）の

IPO支援

［信託］

証券代行

例：M&A（MBO）

［証券］

MBO
（経営陣買収）
の買収者側
アドバイス

［銀行］

買収資金の
調達支援

［信託］

対象会社への
各種コンサル
（人事、年金、
組織再編等）

［証券］

対象会社の
IPO
支援

［信託］

証券代行

銀行・信託・証券による連続的な
ソリューション提供〈投資銀行〉

な商品・サービスを提供し続けるために、銀行・信託・証

券が一体となったグローバルベースでの運営体制の高度

化に取り組むとともに、専門性のさらなる向上に努めます。

　また、新たなビジネス領域への取り組みを強化すること

で、お客さまニーズへの対応力を高め、お客さまの利便性

向上に貢献していきます。

戦略化

買収、事業拡大への寄与

財務ガバナンス強化と事業成長への貢献

買収後統合（PMI）アドバイザリー等

財務リスク管理の一元化、精緻化
トレジャリーマネジメントサービス
（資金・財務情報の一元化による、
資金管理や為替・金利リスク管理）

資金集約／グループ資金効率利用
キャッシュプーリング（グループ会社の
余剰資金の集約など）等

グローバル資金見える化
みずほグローバルe-バンキング（インターネット
バンキングサービス）等

社内銀行設立
みずほグローバルファイナンス
マネジャー（グループ間の貸借・
資金繰管理、ネッティング等）

精緻化

標準化

集中化

見える化

付
加
価
値

高度化／戦略性

お客さまの資金管理業務のステージに応じた
ソリューション提供＜トランザクション＞
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価値創造のための戦略

重点戦略

��「お客さま・社会」の持続的成長を支える課題解決に向けて

　〈みずほ〉は、大企業の国内外のサプライヤーとの資金決済を効率

化するとともに、企業の資金繰りの効率性を示す指標であるキャッシュ

コンバージョンサイクル※の改善にも貢献するシステムとして、サプライ

チェーンファイナンスの提供を開始しました。お客さまの資金効率を高

めるのと同時に、サプライヤーの資金繰りを円滑にすることで、サプラ

イヤーとの関係強化を図ることも可能です。
※仕入れから販売に伴う現金回収までの日数

お客さまのキャッシュフロー改善を支援するサプライチェーンファイナンスの提供を開始

 新中期経営計画の重点戦略

「お客さま」に提供する価値
■	多様化・高度化するお客さまのニーズに対し、
最適なソリューションをグローバルに提供するこ
とを通じて、お客さまの事業・財務戦略に貢献

「社会」に提供する価値
■	グローバルベースで高度な専門性を駆使した
ソリューションを提供し、社会インフラの発展に
貢献

■	業界団体等への参画を通じ、グローバル決済体
制の発展に貢献

⑥債権買取金額
期日前支払

②債権買取
依頼

①インボイス
アップロード

⑤債権譲渡
　通知・承諾

⑦債権金額
　期日支払④債権買取

　承認
③債権買取

依頼

〈みずほ〉

サプライヤー バイヤー
（お客さま）

・現金回収の
短期化

・サプライヤー
との関係強化

サプライ
チェーン
ファイナンス
システム

　〈みずほ〉は持続可能な社会の形成に向けて、再生可能エネルギーの

普及を多面的にサポートしています。２０１６年６月、メガソーラー発電施

設を中心に投資を行うタカラレーベン・インフラ投資法人が東京証券取

引所の「インフラファンド市場」で第1号として上場した際に、みずほ証券

が上場主幹事、みずほ信託銀行が投資主名簿等管理人を務め、みずほ

銀行が融資組成を主導する等、グループ一体となって支援しました。

再生可能エネルギー普及に向けた新しい資金調達方法の提供

▶�銀行・信託・証券一体での連続的な
プロダクツ提供力の強化

▶新たな領域へのプロアクティブな取り組みの強化
 •�個人投資家の資金等を活用した新たな資金調達
ソリューションの提供

 •�FinTechを活用した新たな決済サービスの提供　等

▶�オペレーショナルエクセレンスを推進し、
最適なプロダクツ供給態勢の構築や
人材・業務基盤を強化

 •�グローバルベースでの総合営業の拡大

 •�組織や人員のリバランス　等

レーベンソーラー塩谷発電所
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グローバルプロダクツユニット

投資銀行分野
　海外大型買収案件や事業承継案件等のＦＡ（フィナンシャ

ル・アドバイザー）就任・ファイナンス組成や、国内初のコン

セッション事業※に対するプロジェクトファイナンスの組成等、

数多くの案件に取り組みました。

　また、競争優位のさらなる確立に向けて、社債引受部門

の拡充や不動産投資家向け対応力の強化等、態勢の整備を

行いました。
※ 公共施設等の所有権を公的機関に残したまま、運営を民間事業者が行う
事業

トランザクション分野
　年々高まるお客さまのグローバルな資金効率化のニーズ

にワンストップで対応が可能な専門部隊の設置や、証券代行

の分野における新規株式上場対応の専門部隊の設置等、コ

ンサルティング機能の強化に努めました。

　また、お客さまの資金効率化やサプライヤーとの関係強

化を支援するサプライチェーンファイナンスや、法人のお客

さまがインターネットを通じて口座開設が可能となるサービ

スを開始する等、お客さまの利便性を向上するサービスを拡

充しました。

２０１５年度の振り返り

各事業分野においてトップクラスの実績をあげるとともに、さらなる営業推進に向けた態勢を整備

TOPIC

　みずほ信託銀行は、今後さらに拡大が見込まれる不動産

アセットマネジメント分野における運用力の強化と取組領域の

拡大を目指して、私募ファンド運用会社であるシンプレクス不

動産投資顧問と、ＲＥＩＴ運用会社であるシンプレクス・リート・

パートナーズを、新設持株会社のシンプレクス・インベスト

メント・アドバイザーズを通じて子会社化しました。両社が培っ

てきた豊富なノウハウを活かし、質の高い専門的なサービスを

提供していきます。

シンプレクス不動産投資顧問、シンプレクス・リート・パートナーズの子会社化

投資銀行分野の主要実績 2015年度
実績

日本企業関連M&Aアドバイザリー※1 1位
国内プロジェクトファイナンス※2 1位
国内シンジケートローン※3 1位
総合ABS主幹事※4 1位
日本公募債（事業債・電力債）※5 1位
※1. 件数ベース、除く不動産案件
※2. 金額ベース、ブックランナーベース
※3. 金額ベース、ブックランナーベース
※4. 金額ベース、Asset Backed Security（資産担保証券）
※5. 引受金額ベース、除く自行債

トランザクション分野の主要実績 2015年度
実績

CMS※1 1位
カストディ（サブ・カストディアン）※2 1位
※1. Cash Management Service（資金管理）
 Asia Money誌によるCMSランキング調査（日本市場、売上規模大）で
 顧客満足度1位を獲得

※2. 有価証券投資の際に、証券の保管、管理を行う業務
 グローバルカストディアン誌およびグローバルインベスター誌による
 カストディ銀行調査ランキング（日本市場）のいずれも1位を獲得

みずほ信託銀行

100%出資

100%出資
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　リサーチ＆コンサルティングユニットは、お客さまの多

種多様な課題解決に取り組む専門家集団を目指し、グ

ループ内のリサーチ機能とコンサルティング機能を結集し

発足しました。

　当ユニットは、みずほ銀行産業調査部、みずほ信託銀行

コンサルティング部、みずほ証券リサーチ＆コンサルティン

グユニット、みずほ情報総研、みずほ総合研究所、みずほ

第一フィナンシャルテクノロジーで構成されています。

　産業からマクロ経済までカバーするリサーチ機能と、

お客さまにとって普遍的な課題である経営・財務戦略か

ら、環境・社会保障・ＩＴ等、専門性の高い分野に至るま

で幅広い分野におけるコンサルティング機能を強みとして、

ユニット内の各社・各部署が“Oneシンクタンク”として

シームレスに連携し、高度な知見・ノウハウを踏まえた包

括的なソリューションを提供していきます。

お客さまの顕在的・潜在的な課題に対し、“Oneシンクタンク”として、最適なソリューションを提供

リサーチ＆コンサルティングユニット

  邦銀初の本格的リサーチ＆コンサルティングユニット

“Oneシンクタンク”を確立することで、お客さまの

多種多様な課題の解決に取り組む日本最強の専門

家集団を目指します。

リサーチ＆コンサルティングユニット長　大串 桂一郎

価値創造のための戦略

３つの強化ポイント

民間から
公的セクターまで
幅広いお客さまに

最適な
ソリューションを

提供

独立
ユニット化

グローバル化

機能の
選択と集中

Ｏｎｅシンクタンク

みずほ
第一フィナンシャルテクノロジー

みずほ証券
リサーチ＆コンサルティングユニット

産業

マクロ

経営・
財務戦略等

環境・社会保障・
ITコンサル/開発等

みずほ銀行産業調査部

みずほ総合研究所

みずほ情報総研

みずほ信託銀行
コンサルティング部

＜パブリック部門＞
証券市場

リサーチ＆コンサルティングユニット

リサーチ&コンサルティング機能
のグローバル化を進め、国内外の
幅広いお客さまの成長戦略をサ
ポート

重複機能を整理し、お客さまの
ニーズの高い成長分野へ資源を
リバランス

ユーティリティ・ファンクションと
して全カンパニーと連携

リ
サ
ー
チ

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

邦銀初の本格的リサーチ＆コンサルティングユニット

“Oneシンクタンク”を確立することで、お客さまの

多種多様な課題の解決に取り組む日本最強の専門
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 ユニットの新中期経営計画（２０１６年度～２０１８年度）

　“Oneシンクタンク”は、「ユーティリティ・ファンクション

の確立」、「ブランド向上」、「グローバル対応強化」、「マー

ケット・イン型アプローチによるビジネス拡大への貢献」の

４点を重点戦略として、〈みずほ〉のリサーチ機能とコンサ

ルティング機能の強化を図っていきます。

　「ユーティリティ・ファンクションの確立」では、お客さま

の多種多様な課題の解決に向けて、ユニット内の知見を集

約し、各カンパニー等にシームレスに情報・ソリューション

を提供していきます。

　「ブランド向上」では、“One	シンクタンク”の成果の対

外発信を強化し、多くのお客さまとの共有を進めるほか、

リサーチ機能とコンサルティング機能を結集し、“Oneシンクタンク”で幅広い課題の解決に寄与

 ユニットの特徴

課題認識

■	グループ各社の専門性を活かした
ビジネス機会のさらなる創出

■	リサーチ・コンサルティング機能の
戦略的再構築と人員のリバランス

■	リサーチ・コンサルティング機能
の提供機会の拡大

外部環境

■	変化が激しく、先行きを見通しにく
い経済・金融・社会環境

■	お客さまが抱える課題の多様化・
複雑化・グローバル化

■	銀行・信託・証券の連携営業等、
競合他社の一部の戦略において
進む同質化

強み

■	マクロ経済動向から産業動向まで
を幅広くカバーするリサーチ機能

■	経営・財務戦略から、環境・社会
保障・ＩＴに至るまで、幅広い分野
を網羅するコンサルティング機能

■	約3,500名を擁する本邦トップク
ラスの人員体制

お客さまからの声をこれまで以上に反映した運営体制を構

築していきます。

　「グローバル対応強化」では、グローバル化の進展により

多様化・複雑化する国内外のお客さまのニーズに応えてい

くために、グローバルベースでの体制の拡充を進めていき

ます。

　「マーケット・イン型アプローチによるビジネス拡大への

貢献」では、お客さまのニーズに一層寄り添ったサポート体

制を構築し、お客さまの多様な課題に最適なソリューション

を提供していきます。

３つの強化ポイント

独立
ユニット化

グローバル化

機能の
選択と集中

リサーチ&コンサルティング機能
のグローバル化を進め、国内外の
幅広いお客さまの成長戦略をサ
ポート

重複機能を整理し、お客さまの
ニーズの高い成長分野へ資源を
リバランス

ユーティリティ・ファンクションと
して全カンパニーと連携

“Oneシンクタンク”によるソリューション提供

お
客
さ
ま

営
業
部
店

リサーチ＆コンサルティングユニット

お客さま目線での
コーディネート機能

お客さまに最適なソリューション
を提供する企画調整機能

経済・産業政策から個社・個人の
お客さま向けまで幅広く
コンサルティング

リサーチ（マクロ・産業）
コンサル（経営・財務戦略・事業承継・

環境・社会保障・IT等）

グループ内各社の
「質の高さ」

知見・ノウハウの
「幅の広さ」
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重点戦略

▶�ユニット内の知見をシームレスに提供し、�
各カンパニーを横断的にサポート

▶�“Oneシンクタンク”の成果を積極的に�
発信することによる、〈みずほ〉ブランドの向上

▶�グローバルでの対応力を拡充し、�
国内外の幅広いお客さまの戦略をサポート

▶�〈みずほ〉のネットワークを活かした�
新規成長分野の創出

▶�イノベーション企業の成長支援強化

▶�アッパーミドル層向け成長戦略・承継�
コンサルティング分野で圧倒的優位性を確立

��「お客さま・社会」の持続的成長を支える課題解決に向けて

　変化が激しく、先行きを見通しにくい経済・金融・社会環境において、

お客さまが抱える課題は多様化しています。〈みずほ〉は、マーケット・

イン型アプローチにより、顕在化した課題に加え、お客さまが認識して

いない潜在的な課題に対しても“Oneシンクタンク”の知見を結集した

包括的かつ最適なソリューションを提案し、お客さまの成長戦略を	

サポートしていきます。

　経済・産業構造の変化やテクノロジーの進化が加速する外部環境の

なか、〈みずほ〉は、お客さまの中長期的な課題解決を推進することを

通じて、産業の視点から社会の変化の方向性を把握することに努めて

います。こうして培った産業動向に関する深い知見や企業戦略の策定

サポート力、政策提言能力等を活用し、次世代成長分野の創出と育成

にも積極的に取り組んでいきます。

お客さまの顕在的・潜在的な課題に対し、包括的かつ最適なソリューションを提供し、成長をサポート

産業動向の深い知見に基づいた次世代成長分野の育成

 新中期経営計画の重点戦略

インキュベーション外部環境

● 産業知見
（リサーチ＆オリジ
 ネーション力）

● 社会的課題の
克服

● テクノロジーの
進化

● グローバルな
経済・産業構造
の変化

● 顧客基盤
● 政策提言機能
● 官庁ネットワーク

● 中長期目線

“Oneシンクタンク”
の機能・基盤

方法論
■ ファンド組成
■ 官民連携の
仕組み構築

■ 開発PJへの
参画　等

着眼

×

■ 次世代の成長
分野

■ 成長エリア

▶ 〈みずほ〉の新たなビジネスにつながるプロト
 タイプの構築

▶ 顧客の成長戦略や事業展開をサポートする
 プラットフォームの提供

▶ 先進的取り組みによる〈みずほ〉のブランド
 向上への貢献

「お客さま」に提供する価値
■	お客さまの複雑化する課題に対し、グループ各
社の知見を結集した包括的なソリューションを
“Oneシンクタンク”が一体で提供することによ
り、お客さまの成長戦略に貢献

「社会」に提供する価値
■	産業調査部の産業知見、みずほ情報総研の専
門性、みずほ総合研究所のリサーチ機能を活か
した政策提言等により、地方創生や次世代成長
産業の育成等に貢献

価値創造のための戦略
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リサーチ＆コンサルティングユニット

 ユニットの構成

リサーチ機能とコンサルティング機能を“Oneシンクタンク”に結集

みずほ銀行産業調査部
　国内外の産業動向に関する幅広い業種
知見の提供を行う業種アナリスト機能、業種
知見を背景とした事業戦略策定サポートと
政策提言を行うストラテジスト機能、財務・
経営戦略の策定サポートを行うコーポレート
ファイナンス支援機能を、個社ごとのニーズ
の特殊性が強い大企業を中心に、グローバ
ルかつ総合的に提供しています。

みずほ信託銀行コンサルティング部
　信託ビジネスや不動産に豊富な実績を持
つ信託銀行のコンサルティング部門として、
事業承継・資産承継対策と財務ソリューショ
ンを中心とした各種のコンサルティング機能
を、企業オーナーを含めた富裕層や、中小
企業から大企業まで幅広いお客さまに提供
しています。

みずほ証券 
リサーチ&コンサルティングユニット
　「日経ヴェリタス」等の専門誌で、国内で
高い評価を受けるアナリストを多数抱える、
みずほ証券の株式・債券のパブリック部門
の調査部として、海外拠点とも連携しながら、
国内外の機関投資家に対して情報を提供し
ています。

みずほ情報総研
　環境・エネルギー、社会保障、経営・ＩＴ
戦略、情報通信、サイエンスの５つの分野を
強みとし、事業法人や金融機関に加え、中
央官庁や研究機関等に対しても、戦略立案・
遂行に向けた調査研究・コンサルティング
機能とシステムソリューションを提供してい
ます。

みずほ総合研究所
　国内外のマクロ経済や金融、政策での深
度あるリサーチ機能、国や地方自治体の政
策課題や企業が直面する経営課題に対する
高いコンサルティング機能を有し、さらに
２万社を超える会員組織を有する総合シン
クタンクとして、国内外の〈みずほ〉の幅広
いお客さまに多様な情報とソリューションを
提供しています。

みずほ第一フィナンシャルテクノロジー
　みずほ銀行、第一生命保険、損害保険
ジャパン日本興亜の合弁会社で、金融機関
をはじめとした事業法人、機関投資家、公
共機関等の幅広いお客さまに対して、数理
科学を基軸とした金融技術の研究開発、コ
ンサルティング、投資助言等を総合的に提
供しています。

Oneシンクタンク



みずほフィナンシャルグループ60

価値創造のための戦略

新たなテクノロジーへのプロアクティブな取り組み

 取組方針

 推進体制

外部の知見・技術も活用し、商品・サービスの向上と、業務プロセスの改革を実現

グループ横断的な独立した組織としてインキュベーションＰＴを設置

•	 	新ビジネス創出に向けたグループ横断的な取り組みを強

化するため、２０１５年７月に独立した専担組織としてイン

キュベーションＰＴを設置しました。

•	 	インキュベーションＰＴは、社内外の知見・技術を積極的

に活用することで、従来の発想にとらわれない非連続的

な新ビジネスの創出に取り組みます。

•	 	また、インキュベーションＰＴ担当役員はＣＤＩＯ（Chief	

Digital	Innovation	Officer）として、〈みずほ〉の新ビジ

ネス創出を統括する立場にあり、柔軟かつ迅速な意思決

定を実現します。

みずほフィナンシャルグループ

み
ず
ほ
銀
行

そ
の
他
の
グ
ル
ー
プ
会
社

み
ず
ほ
信
託
銀
行

み
ず
ほ
証
券

インキュベーション PT

情報技術の進展や、ソーシャルメディアの拡大に伴うコミュニケーション手法の多様化、また日常
生活における電子決済の拡大等、金融技術は著しく進化しています。そうしたなかで、〈みずほ〉は
外部機関との協業や最先端の技術も活用しながら、新たなビジネスの創出やこれまで以上にお客さ
まに寄り添った利便性の高いサービスの提供に努め、先進的なブランドイメージを構築していきます。

〈みずほ〉の強み 外部機関の強み
（大手ベンダー、FinTech企業等）

決済
貸出
資産運用
その他

お客さまサービスの向上
業務プロセスの改革を実現

顧客基盤

情報基盤

新ビジネス創出 事業連携
成長支援

産業知見の蓄積

金融知見・技術

革新的創造

先端テクノロジー

目利き力

×



SMART FOLIO（ロボアドバイザー）
　インターネット上で、お客さまのリスク許容度等を踏まえた投
資信託のポートフォリオ提案を無料で提供しています。みずほ
ダイレクトご利用のお客さまには、投資目標
の達成に向けたゴールアプローチ分析機能
や、貯蓄性保険商品の選定サポート機能等
の付加サービスを提供しています。

マネーフォワードとの協業
　法人のお客さまの経理事務効率化支援に向けて、マネーフォ
ワード社の法人向けクラウドサービスとみずほ銀行の決済サービ
スを連携させた「請求・売掛金消込事務自動化」や「給与支払
事務自動化」の仕組みを提供
しています。

LINEでかんたん残高照会サービス
　「LINE」上で、みずほ銀行に口座をお持ちのお客さまが、
みずほ銀行の公式キャラクターである「ハリ田
みず吉」のスタンプを送信いただくだけで、残
高や入出金明細を確認できる便利なサービス
を提供しています。

マネーツリーとの協業
　PFM（Personal	Financial	Management、個人資産の
一元管理）サービスを提供するマネーツリー
社と連携し、スマートフォン向け「みずほダイ
レクトアプリ」に永久的に入出金明細照会の
閲覧が可能となる「一生通帳機能」等を提
供しています。
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新たなテクノロジーへのプロアクティブな取り組み

 具体的な取組実績

さまざまな最先端の要素技術を駆使するとともに、オープンイノベーション※による他社との
協業も積極的に行い、新たなサービスを提供
※オープンイノベーション：自社だけではなく、外部機関が持つ技術やアイデアを組みあわせて革新的なサービスやビジネスを生み出していく考え方

��中長期的に取り組む事項

人工知能とロボティクスの融合

ブロックチェーン技術への取り組み

　２０１５年７月、人型ロボットPepperがみずほ銀行に入行しました。金融小噺(こばな
し)やさまざまなご案内を行うなかで、お客さまに新たなおもてなしを提供しています。
　また、２０１６年５月、さらなるチャレンジとしてPepperとIBM社のWatsonテクノロ
ジーとを融合させ、より高度な応対の実現に取り組んでいます。

　「ブロックチェーン」※技術は、高速・安全・廉価なシステムの構築を実現できる可能性を秘めています。〈みずほ〉は、米国のスター
トアップ企業R3	CEVが主導する国際的なコンソーシアムへの参画や、外部企業とも連携した複数の独自実証実験の実施等、「ブ
ロックチェーン」技術の早期実用化に向け、さまざまな取り組みを進めています。	
※ブロックチェーン：ネットワークに接続された複数のコンピュータが取引記録などを共有し、相互に認証する仕組み

オープンイノベーションへの取り組み
　２０１５年１０月、FinTechフォーラムを開催し、スタートアップ企業を中心に200名
を超える多くの方々にご参加いただきました。
　今後もこうした取り組みを継続し、外部の知見や技術を積極的に取り入れ、新ビジネス
の創出やお客さまに提供するサービスの向上につなげていきます。

主な要素技術:�人工知能（AI）�／ビッグデータ／ブロックチェーン／ロボティクス……

Pepper入行式

みずほFinTechフォーラム



みずほフィナンシャルグループ62

責任ある投融資への取り組み

 融資　～エクエーター原則への取り組み～

　金融の円滑化を図り、内外経済・社会の健全な発展に

貢献するため、〈みずほ〉は社会的責任と公共的使命の重

みを常に認識し、適切なリスク管理態勢のもと、高度なリ

スクテイク能力を活用した金融仲介機能の発揮に努めて

います。

　みずほ銀行は、自然環境や地域社会に影響を与える可

能性のある大規模な開発プロジェクト案件に対して、エク

エーター原則※を適用し、プロジェクト事業者（お客さま）と

協働して環境・社会リスクと影響を特定・評価し、管理し

ています。これは、同原則を通じた適切な環境・社会への

配慮は、お客さまと当行だけでなく、地元のステークホル

ダーにも大きな恩恵をもたらすと考えているからです。こ

のような取り組みを通じ、〈みずほ〉は積極的に環境・社会

問題に取り組み、ファイナンスを通じて経済発展と環境保

全の両立を目指すことで、金融機関としての社会的責任を

果たしていきます。
※	民間金融機関が大規模な開発や建設のプロジェクト案件に参加する場合に、
プロジェクトが自然環境や地域社会に与える影響に十分配慮して実施され
ることを確認するための枠組み

	詳細はウェブサイトをご参照ください。
http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/environment/equator/index.html

エクエーター原則に基づく環境・社会リスク管理プロセスの概要

��TOPIC

環境・社会リスク管理に関する知見の普及活動
　２０１６年３月、みずほ銀行は、三菱東京ＵＦＪ銀行、三井住
友銀行との共著で、国内初となるエクエーター原則の実務
解説書を出版しました。これにより、国内産業界、金融業界
へのエクエーター原則をはじめとする環境・社会リスク管理
に関する知見の普及促進につながると考えています。

エクエーター原則適用案件調印件数※
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2015年度2014年度2013年度
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47

■ 欧州・中東・アフリカ  ■ アジア・オセアニア  ■ 米州

[地域別]

みずほ銀行プロジェクト事業者（お客さま）

意見交換・現地調査

提出

提出

提示

結果提示

質疑応答・交渉後、融資契約締結
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ト
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・
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会
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響
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定
・
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価
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事
業
実
施

• 環境・社会影響評価報告書作成
• 代替案分析（プロジェクト実施地域、
使用技術、燃料等の比較検討）

• プロジェクトで特定された環境・社会影響
とエクエーター原則の基準との乖離分析※

• 複数の金融機関でシンジケート団を組成
• 融資契約に環境・社会配慮要求事項を
  コベナンツ（特約条項）として挿入

• エクエーター原則遵守状況の確認※• 環境・社会配慮に関するアクションプランの実施
• モニタリングレポート作成

※ 独立した環境・社会コンサルタントによる評価
を含む

※ 独立した環境・社会コンサルタントによる確認
を含む

• 基準超過の場合、環境・社会影響を
  低減するアクションプラン策定

価値創造のための戦略

※本グラフの件数は第三者保証を受けています。
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責任ある投融資への取り組み

 投資　～機関投資家としてスチュワードシップ責任を果たすための取り組み～

　〈みずほ〉は、投資先企業との建設的な「目的をもった対

話」（エンゲージメント）等を通じて、投資先企業の企業価

値向上や持続的成長を促すことが、お客さまの中長期的

な投資リターンの拡大を図ることになり、さらには持続的

な経済成長に資する資金循環につながると考えています。

　みずほ信託銀行とみずほ投信投資顧問、新光投信、 

ＤＩＡＭアセットマネジメントは、責任ある機関投資家とし

て適切にスチュワードシップ責任を果たすため、「責任ある

機関投資家」の諸原則《日本版スチュワードシップ・コー

ド》を受け入れ、原則に則した取り組みを推進しています。

２０１６年１０月の統合が内定している運用会社「アセットマ

ネジメントOne」においても、スチュワードシップ責任を果

たしていきます。

エンゲージメントの主な内容（2015年度）

■ 企業戦略  ■ 業績  ■ 資本構造
■ ガバナンス  ■ リスク他

61%27%

5%

2%

5%

　みずほ信託銀行では、中長期的視点から投資先企業の

企業価値および資本効率を高め、持続的成長を促すこと

を目的に、投資先企業とは財務情報のほか、環境・社会・

ガバナンス等の非財務情報を踏まえた対話（エンゲージメ

ント）を積極的に行ってきました。２０１４年７月には、スチュ

ワードシップ責任を果たすための体制を強化するため、責

任投資会議を新設し、アクティブ運用・インデックス運用を

担当する部署が事務局を担っています。

　責任投資会議では、スチュワードシップ責任の履行状況

の評価・見直しや投資先企業との対話、株主議決権行使

等スチュワードシップ活動全般に関する事項について審議・

報告し、常に取り組みの改善・向上を図っています。また、

アナリストが行う投資先企業との対話については、事務局

で記録・整理のうえ、責任投資会議にて組織的に共有して

います。

具体的な取組事例

■企業戦略 中長期的な企業価値向上に資する経営戦略・事業計画等

■業績 業績変化とその要因等

■資本構造 資本効率の向上と持続的成長に資する財務戦略、資本政策等

■ガバナンス 経営体制等、コーポレート・ガバナンス

■リスク他
リスク： 経営に与える影響の大きいリスク事象等への対応
その他： 経営への影響の大きいその他事象等（反社会的行為等）への対応

投資先企業みずほ信託銀行

責任投資会議
<決定権者> 運用本部長(担当役員）

< 役 割 > • スチュワードシップ活動状況等に関する審議・報告 
• 議決権行使ガイドライン、議案判断基準の制定・改廃
• 特に慎重に判断すべき議案（重要議案） の行使判断 等

< 事 務 局 > • アクティブ運用担当部署 
• インデックス運用担当部署

企業との対話
（エンゲージメント）

議決権行使

スチュワードシップ体制図
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中小企業のお客さまの経営サポートと地域活性化に向けた取り組み

 中小企業のお客さまへの経営支援

〈みずほ〉では、お客さまのライフステージに応じたニーズや課題を共有し、解決策の提案と
実行の支援に努めています。

　〈みずほ〉では、新規融資や貸付条件の変更等に関する

相談・申し込みから、対応後のフォローアップ、経営課題

に関する相談やその解決に向けた提案といったコンサル

ティング機能を積極的に展開することで、お客さまの事業

拡大や経営改善、事業再生等への取り組みを、お客さまの

立場に立って真摯にサポートし、金融機関としての社会的

責任を果たしていきます。

　中小企業のお客さまの経営改善や事業再生支援につい

ては本部内に再生専門部署を設置して集中的に取り組ん

でいるほか、本部、営業部店が一体となり、外部機関や専

門家、他の金融機関と連携しつつ、お客さまからの相談へ

の対応や支援に取り組んでいます。

ビジネスマッチング
　〈みずほ〉では、企業の成長戦略を支えるため、お客さま同士

のご商売を結びつける、ビジネスマッチングを積極的に行ってい
ます。お客さまからの要望や〈みずほ〉からの提案に基づく個々
のマッチングに加え、商談会形式でのフォーラムも全国各地で
随時開催しています。

海外進出支援
　〈みずほ〉では、アジアをはじめ海外へ進出されるお客さまの

サポートに積極的に取り組んでいます。〈みずほ〉内の専門部
署と国内・海外拠点が一体となり多様なソリューションを提供
するとともに、外部機関
等も活用し、セミナー開
催も含め、海外進出に
関するさまざまな情報
提供を行っています。

創業・成長支援

2015年度2014年度2013年度

投資実績累計
31社 12億円

投資実績累計
64社 34億円

投資実績累計
122社 59億円

みずほ成長支援ファンド利用実績

《開催実績》
東京 関西 九州 東北等 計8回

《参加企業数》 延べ 740社

《開催テーマ》
 ・ものづくり ・インバウンド
  ・イノベーション ・地方創生  等

《商談件数》 約 1,700件

2015年度フォーラム開催実績

みずほ成長支援ファンド
　みずほ銀行とみずほキャピタルが共同で「みずほ成長支援

ファンド」を組成し、創業時支援からメザニンファイナンス・
ＭＢＯニーズ等まで幅広くリスクマネーを供給しています。

　〈みずほ〉では、外部機関や他の金融機関と連携しつつ、お
客さまの事業再生や業種転換の支援に取り組んでいます。

【事例1】�廃業のご意向があるお客さま(水産物卸売業)に対して、
地域経済活性化支援機構（REVIC）の再チャレンジ
支援業務（特定支援）を活用し、企業の債務と経営者
の保証債務を一体
で整理しました。

事業再生・業種転換支援

【事例2】�過剰債務が経営課題であったお客さま(宿泊業)に対
して、再生支援協議会や信用保証協会等と連携し、第
二会社方式による抜本的な再生支援を行いました。
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中小企業のお客さまの経営サポートと地域活性化に向けた取り組み

 金融円滑化／「経営者保証に関するガイドライン」への取り組み

 地域活性化に向けた取り組み

　今後、日本は東京一極集中による地方人口の減少と地

域経済の縮小が予想されており、地方の「ひと」と「しごと」

の好循環と、それを支える「まち」の活性化を通じた地方

創生が急務です。

　〈みずほ〉は、お客さまへの円滑な資金供給が金融機関

の社会的役割であることを真摯に受けとめ、金融円滑化に

向けた当グループの基本方針に則り、お客さまからの新規

　〈みずほ〉は「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨

を踏まえ、本ガイドラインの活用を通じたお客さまとの良

好な信頼関係の構築・継続に努めています。

　〈みずほ〉は、国内全都道府県に展開するネットワークを

活用し、事業法人のお客さまへの円滑な資金供給と経営

相談、経営支援への取り組みのほか、地方公共団体との連

携等を通じ、地域経済、産業の活性化に取り組んでいます。

融資や貸付条件の変更の申し込み等に適切に対応すると

ともに、コンサルティング機能の発揮に努めています。

2015年度の経営者保証関連の取組実績
（みずほ銀行、みずほ信託銀行合算）

項目 件数

新規に無保証で融資した件数 29,634
経営者保証に代替する融資手法※の活用件数 28
既存の保証契約を解除した件数 1,640
※ABL、停止条件付保証契約、解除条件付保証契約の取扱件数

連携協定締結式

事例紹介

福島県の震災復興に向けて
　2016年3月、みずほフィナンシャルグループと福島県は、連携協定を締結しました。
　この協定は、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に向け、大会のゴールド銀行
パートナー※であるみずほフィナンシャルグループと福島県が連携することで、大会に向けた県
内の機運の醸成と、東日本大震災からの復興の加速化を図ることを目的にしたものです。
　東日本大震災からの復興に向け、〈みずほ〉と福島県はこれまでさまざまな面で連携してきま
したが、今後は県内でスポーツイベントを共同で開催する等、一層の連携を進めていきます。

包括協定調印式

愛媛県の地場産業活性化
　２０１５年４月、みずほ銀行は愛媛県と「産業振興等に関する包括協定」を締結し、愛媛県の伝
統工芸や地域ブランドに関する地場産業の活性化に向けた仕組みづくりを、連携して推進して
います。
　地域経済活性化に向けたさまざまな取り組みに加え、農林漁業６次産業化や産業クラスター
の形成支援等、産業知見に基づく各種提案、提言等を通じ、政府が掲げる地方の「まち・ひと・
しごと創生」に貢献する具体的な取り組みを進めています。

金融円滑化への取り組み

「経営者保証に関するガイドライン」への取り組み

※ 〈みずほ〉は東京２０２０ゴールド銀行パートナーです。
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コーポレート・ガバナンス

 企業統治システムに関する基本的な考え方・主な特徴

　持株会社であるみずほフィナンシャルグループは、取締

役会およびコーポレート・ガバナンスに関する「目指す姿」

の実現に向け、継続的に取り組んでいます。株主をはじ

めとするさまざまなステークホルダーの価値創造に配慮し

た経営を行うとともに、持続的かつ安定的な成長による	

企業価値の向上を実現し、内外の経済・産業の発展と社

会の繁栄に貢献することによって、その社会的役割・使命

を全うするため、取締役会を中心とした企業統治システム

を構築し、コーポレート・ガバナンスの充実に尽力してい

ます。

　当社における企業統治システムの基本的な考え方は以下の通りです。

　当社の企業統治システムの主な特徴は以下の通りです。非執行取締役が全取締役の過半数であること等、以下の点で

特徴ある企業統治システムとしています。

当社の企業統治システムに関する基本的な考え方

当社の企業統治システムの主な特徴

■ 監督と経営の分離の徹底
 監督と経営の分離を徹底し、取締役会が、執行役による職務執行等の経営の監督に最大限専念することにより、
   コーポレート・ガバナンスの実効性を確保する。

■ 執行役への「業務執行の決定」の最大限の委任
 取締役会は、業務執行の決定を執行役に対し最大限委任することにより、迅速かつ機動的な意思決定を可能とし、
 スピード感のある企業経営を実現する。

■ 経営監督における独立性確保
 〈みずほ〉の経営から独立した社外取締役を中心とした委員会等を活用し、経営陣の任免・処遇等における、
 意思決定プロセスの透明性・公正性と経営に対する監督の実効性を確保する。

■ グローバルスタンダードの採用
 グローバルレベルで推奨されている運営・慣行を積極的に採用することにより、グローバルに展開する
 金融グループにふさわしいガバナンス体制とする。

実効性

迅速性

透明性
・

公正性

グローバル

■ 非執行取締役が全取締役の過半数
 取締役会の経営に対する監督機能という役割を踏まえ、非執行取締役（社外取締役および社内非執行取締役）の
 人数を、全取締役の過半数としています。

 一方、金融業務・規制や〈みずほ〉のビジネスモデルに精通した取締役による専門性も含めた意思決定における
 質の確保と実効性のある監督を目的として、十分な数の社内取締役を確保しています。

■ 指名・報酬委員会のメンバーは全員社外取締役
株主総会に提出する取締役の選任および解任に関する議案内容の決定や中核子会社※の取締役の選任および
解任に関する当社における承認等を行う指名委員会、および取締役や執行役の報酬の決定や中核子会社の取締役
の報酬の承認等を行う報酬委員会については、委員長を含む全員を社外取締役（少なくとも非執行取締役）から
選定し、役員人事・報酬決定プロセスの客観性・透明性を確保しています。
※みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券

■ 取締役会議長は原則として社外取締役
 取締役会議長は、取締役会の監督機能という役割を踏まえ、原則として社外取締役（少なくとも非執行取締役）
 としています。

 社外取締役である議長の運営を補佐する者として、社内非執行取締役から副議長を選定しています。

取締役の
構成

指名・報酬
委員会の
構成

取締役会
議長

企業価値を支える基盤
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　社外取締役は、企業経営、リスク管理、法令遵守、危機

管理、財務会計、内部統制、マクロ政策、組織・カルチャー

改革、グローバル経営等の各分野における豊富な経験や

高い識見を有しています。〈みずほ〉の経営全体を俯瞰・

理解する力、本質的な課題やリスクを把握する力、ならび

に経営陣からの聴取および経営陣に対する意見表明や説

得を的確に行う力等を有しているほか、全員が当社社外取

締役の独立性基準を充足しています。

社外取締役について

指名委員会

株主総会

監督

経営

社内
執行役兼務取締役

社内非執行取締役

取締役会 議長は原則社外取締役
過半数が非執行取締役

社外取締役

議長

取締役の選任

・執行役の選任・解任
・業務執行の決定の委任
・職務執行の監督

取締役の選任・解任議案の決定

株主総会に提出する取締役の選任・解任議案を決定

原則、全員が社外取締役

報酬委員会 取締役・執行役の報酬を決定

原則、全員が社外取締役

監査委員会 取締役・執行役の職務執行を監査

過半数が社外取締役

報酬決定

職務執行監査

リスク委員会社外取締役会議

人事検討会議

執行役の職務執行監査 執行役の報酬決定

執行役社長（グループCEO）

執行役 取締役会からの委任に基づく業務執行の決定と業務の執行を実施

 コーポレート・ガバナンス体制

　前記の基本的な考え方を実現する制度として、現行の法制下においては指名委員会等設置会社が最も有効であると考え、

当社は指名委員会等設置会社を選択しています。

氏名 選任理由

大橋 光夫 経営者としての豊富な経験と高い識見を活かした取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化等への貢献を期待

関　哲夫
経営者等としての豊富な経験と高い識見を活かした取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化、内部統制システムや 
ガバナンスのさらなる高度化への貢献を期待

川村　隆
経営者としての豊富な経験と高い識見を活かした取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化、ガバナンスの高度化等への 
貢献を期待

甲斐中 辰夫
検事、裁判官、および弁護士等としての豊富な経験と高い識見・専門性を活かした取締役会の意思決定機能や監督機能の 
実効性強化、ガバナンス、コンプライアンスおよび危機管理体制等のさらなる高度化への貢献を期待

阿部 紘武 公認会計士としての豊富な経験と高い識見、専門性を活かした取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化への貢献を期待

大田 弘子
大学教授、経済財政政策担当大臣等としての豊富な経験と高い識見、公共政策・経済政策といったマクロ的な視点や日本再生の 
ための高い課題認識を活かした取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化への貢献を期待

当社の「社外取締役の独立性基準の概要」を当社ホームページに掲載しています。
日本語 ： http://www.mizuho-fg.co.jp/company/structure/governance/g_report.html#director
英   語 ： http://www.mizuho-fg.co.jp/english/company/structure/governance/g_report.html#director
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　取締役会は、法令上取締役会による専決事項とされて

いる事項以外の業務執行の決定を、原則として執行役社

長へ委任しています。また、運営においては、取締役会議

長が中心となって真に必要な議案への絞り込みを行い、経

営の根幹に関わる案件について、社外取締役による高い目

線での意見・提言を含め、自由闊達で本質的な議論を展

　〈みずほ〉は、コーポレート・ガバナンスのフロントラン

ナーとして、企業価値向上を目指し「稼ぐ力」につながる

「攻め」のガバナンス改革を進めています。

　改革の進捗と成果を確認し、今後の課題を認識するため

に、当社取締役会全体としての実効性評価を行っています。

開しています。

　2015年度は13回開催し、〈みずほ〉の新中期経営計

画の策定に向けた中期的課題について質の高い審議を実

施するとともに、取締役が経営全般を俯瞰して把握するこ

と等を目的として、重点戦略の執行状況や業績・重要課

題等について報告を受けました。

　2015年度は、独立した第三者である外部専門機関の

知見を取り入れたうえで、当社の取締役会およびコーポ

レート・ガバナンスに関する「目指す姿」と現状のギャップ

について自己評価を行い、取締役会としての課題と今後に

向けた取り組みを取締役会で審議しました。

取締役会の運営状況

取締役会の実効性評価

 取締役会

（1）グループCEOのリーダーシップのもと、取締役会が一丸となってコーポレート・ガバナンス改革を一貫して推進

（2）  取締役会が、企業価値向上のための新しいやり方に挑戦する執行ラインの背中を押し続け、「稼ぐ力」につながる
監督機能を発揮

（3）特に2015年度は、新中期経営計画の策定に向け、取締役会で質の高い議論を実施

企業価値を支える基盤

取締役会は、法令上の取締役会の専決事項とされている経営の基本方針等の

業務執行の決定、ならびに取締役および執行役の職務の執行の監督を主な役割と

しています。

評価の概要

　当社の取締役会およびコーポレート・ガバナンスに関する当社の「目指す姿」がおおむね実現され、取締役会として「稼ぐ

力」につながる監督機能を発揮していることが確認できました。

　また、以下のような点からも、取締役会の実効性は相応に確保されていると評価しました。
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今後に向けた取り組み

　2015年度の評価において、取締役会の実効性の一層の向上に向けたさらなる工夫が必要であることも確認・共有しており、

下記の３点について継続的に取り組んでいきます。

（1） 取締役会における審議のさらなる充実と効率化
	 審議論点を明確にする等の議案説明上の工夫、議案のさらなる絞り込み等を通じ、審議の充実と効率化を図ります。

（2） 社外取締役の知見のさらなる活用と執行への反映
	 	社外取締役の知見をより実効性ある形で執行に反映させ、「稼ぐ力」の強化につなげるために、社外取締役の知見を	

踏まえた客観的な目線と執行ラインにおける現場の実態や金融機関独特の事情等について相互理解を深めるための	
取り組みを行います。	

（3） ステークホルダーとの対話に関する取締役会としての関与のあり方の共有
	 ステークホルダーとの対話に関する取締役会としての関与のあり方について、中長期的テーマとして審議・共有します。	

　指名委員会は、当社および中核子会社の取締役人事等

について、委員長指示により執行役社長が原案を策定し、

議論を重ねました。その過程においては、執行役社長およ

び指名委員会・報酬委員会の委員である社外取締役で構

成する人事検討会議において、外部評価等の客観的な指

標や業務経験に基づく専門性等も踏まえた議論を行ったほ

か、個別面談や役員による取締役会報告の機会を確保す

る等の対応を行い、社外取締役を中心とした透明性の高

い役員人事決定プロセスの実効性を確保しています。

　2015年度は6回開催し、当社取締役候補者の決定や

中核子会社の取締役選任に関する承認等を行いました。

指名委員会の運営状況 

 指名委員会

 報酬委員会

　指名委員会は、株主総会に提出する当社の取締役の選

任および解任に関する議案の内容を決定するとともに、中

核子会社（みずほ銀行、みずほ信託銀行、およびみずほ証

券の３社）各社の取締役の選任および解任に関する当社に

　報酬委員会は、当社の取締役および執行役の個人別の

報酬の決定のほか、中核子会社の取締役の個人別の報酬

の当社における承認、ならびに当社および中核子会社の

おける承認、ならびに中核子会社の代表取締役の選定お

よび解職や役付取締役の選定および解除に関する当社に

おける承認を役割としています。

　現在、社外取締役４名で構成しています。

役員報酬に関する基本方針、役員報酬制度の決定を役割

としています。

　現在、社外取締役３名で構成しています。

■ 2015年度取締役会実効性評価に関する評価手法

　社外取締役会議（社外取締役のみ）において中間評価を
実施するとともに、外部専門機関の知見を活用し、全取締
役に対し、評価の枠組みに従った質問票の配付およびインタ
ビューを実施しました。これらの質問票の回答、インタビュー

結果ならびに一部の執行役、取締役会事務局および監査委
員会事務局へのヒアリングに基づいた「第三者評価」を踏まえ、
2016年4月の取締役会において、課題と今後に向けた取り
組みを審議し、自己評価を実施しました。
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企業価値を支える基盤

　報酬委員会は、当社の中長期的な業績や、経済や社会

の情勢等も踏まえたうえで、役員が果たすべき役割・責任

に応じた報酬制度について、委員長指示により執行役社長

が原案を策定し、議論を重ねました。過度なリスクテイク

を抑制しつつ持続的な成長に向けた健全なインセンティブ

付けを行う観点から、固定報酬比率の引き下げによる適切

な構成比率の設定や、業績給および業績連動型株式報酬

　監査委員会は、取締役および執行役の職務執行の監査

に必要な事項に関し、監査委員会において取締役、執行役、

使用人および会計監査人（以下、「取締役等」といいます）

から適時・適切に報告を受け説明を求めるとともに、必要

に応じ指示・提言を行いました。　

　また、常勤監査委員が行う執行部門における重要な会

議への出席、重要な決裁書類等の閲覧、取締役等からの

により、各役員の成果をより適切に反映する報酬体系への

見直しについて、社外取締役を中心とした客観的かつ透明

性の高い検討プロセスを確保しました。

　2015年度は8回開催し、当社および中核子会社の役員

の報酬体系の改定を決定するとともに、当社取締役および

執行役の個人別の報酬の決定のほか、中核子会社取締役

の個人別の報酬の承認等を行いました。

報告徴収、内部監査部門等との連携等を含め、執行部門

の意思決定の過程および内容の確認を行うことで、監査

委員会としての監査の実効性を確保しています。

　2015年度は18回開催し、監査計画の策定、内部監査

グループの監査基本計画の同意等について決議するとと

もに、取締役および執行役等の職務の執行状況等につい

て確認を行いました。

報酬委員会の運営状況

監査委員会の運営状況

 監査委員会

 人事検討会議

 リスク委員会

 社外取締役会議

　監査委員会は、取締役および執行役の職務執行の監査、

当社ならびに子会社の内部統制システムの構築および運

用の状況の監視・検証、執行役による子会社等の経営管

理に関する職務執行状況の監視および検証、監査報告の

　執行役社長および指名委員会・報酬委員会の委員であ

る社外取締役により構成され、主に、当社の執行役・役付

執行役員や中核子会社の役付執行役員の選任案の審議、

　原則として、全員非執行取締役または外部専門家によ

り構成され、主に、取締役会によるリスクガバナンスに関す

　社外取締役全員および執行役社長により構成され、社

外取締役の〈みずほ〉に対する理解を深め、取締役間のコ

ミュニケーションを通じた経営トップの問題意識の共有等

作成等を行います。

　現在、社内非執行取締役２名、社外取締役３名で構成し

ています。

役員アセスメント等を行う審議機関として、人事検討会議

を設置しています。

る決定および遂行状況の監督に際し助言を行う諮問機関

として、リスク委員会を設置しています。

を目的としたフリーディスカッションの場として、社外取締

役会議を設置しています。
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 役員

取締役・執行役
取 締 役 兼 
執 行役社長
（代表執行役）

グループCEO 佐
さ

　藤
とう

　康
やす

　博
ひろ

取 締 役 兼 
執 行役専務

コンプライアンス統括グループ長 
（グループCCO） 津

つ

　原
はら

　周
しゅう

　作
さく

取 締 役 兼 
執 行役常務 リスク管理グループ長（グループCRO) 綾

あや

　　　隆
りゅう

　介
すけ

取 締 役 兼 
執 行役常務 企画グループ長（グループCSO） 藤

ふじ

　原
わら

　弘
こう

　治
じ

取 締 役 兼 
執 行役常務 財務・主計グループ長(グループCFO） 飯

いい

　田
だ

　浩
こう

　一
いち

取 締 役 高
たか

　橋
はし

　秀
ひで

　行
ゆき

取 締 役 船
ふな

　木
き

　信
のぶ

　克
かつ

取 締 役 大
おお

　橋
はし

　光
みつ

　夫
お

取 締 役 関
せき

　　　哲
てつ

　夫
お

取 締 役 川
かわ

　村
むら

　　　隆
たかし

取 締 役 甲
か

斐
い

中
なか

　辰
たつ

　夫
お

取 締 役 阿
あ

　部
べ

　紘
ひろ

　武
たけ

取 締 役 大
おお

　田
た

　弘
ひろ

　子
こ

執行役副社長 
（代表執行役） リテール・事業法人カンパニー長 岡

おか

　部
べ

　俊
とし

　胤
つぐ

執行役副社長 ＩＴ・システムグループ長兼事務グループ長 
（グループCIO兼グループCOO） 安

あ

　部
べ

　大
だい

　作
さく

執行役副社長 大企業・金融・公共法人カンパニー長 中
なか

　村
むら

　康
こう

　佐
すけ

執行役専務 グローバルコーポレートカンパニー長 菅
すが

　野
の

　　　暁
あきら

執 行役専務 グローバルマーケッツカンパニー長 加
か

　藤
とう

　純
じゅん

　一
いち

執行役専務 アセットマネジメントカンパニー長 本
もと

　橋
はし

　克
かつ

　宣
のぶ

執行役専務 内部監査グループ長(グループCA) 米
よね

　谷
たに

　雅
まさ

　之
ゆき

執行役専務 リサーチ＆コンサルティングユニット長 大
おお

　串
ぐし

　桂
けい

一
いち

郎
ろう

執 行役常務 グローバルプロダクツユニット長兼 
インキュベーションＰＴ担当役員 山

やま

　田
だ

　大
だい

　介
すけ

執行役常務 人事グループ長(グループCHRO） 石
いし

　井
い

　　　哲
さとし

執行役員・専門役員
副社長執行役員 西日本地区担当役員 宮

みや

　崎
ざき

　智
さと

　史
し

専務執行役員 グローバルマーケッツカンパニー特定業務担当役員 揚
あげ

　村
むら

　康
やす

　男
お

専務執行役員 米州地域本部長兼米国ＦＢＯ規制対応担当役員 末
すえ

　廣
ひろ

　　　博
ひろし

専務執行役員 特定分野担当役員 渡
わた

　辺
なべ

　　　毅
たけし

専務執行役員 リテール・事業法人カンパニー特定業務担当役員 齊
さい

　藤
とう

　哲
てつ

　彦
ひこ

常務執行役員 リテール・事業法人カンパニー特定業務担当役員 飯
いい

　盛
もり

　徹
てつ

　夫
お

常務執行役員 ＩＴ・システムグループ副担当役員 中
なか

　村
むら

　春
はる

　貴
き

常務執行役員 大企業・金融・公共法人カンパニー特定業務担当役員 松
まつ

　原
ばら

　祐
ゆう

　生
せい

常務執行役員 グローバルマーケッツカンパニー副担当役員 大
おお

　島
しま

　　　周
あまね

常務執行役員 リテール・事業法人カンパニー特定業務担当役員 中
なか

　西
にし

　章
あき

　裕
ひろ

常務執行役員 グローバルコーポレートカンパニー特定業務担当役員 小
こ

　林
ばやし

　一
かず

　也
や

常務執行役員 事務グループ副担当役員 有
あり

　田
た

　浩
こう

　士
じ

常務執行役員 大企業・金融・公共法人カンパニー特定業務担当役員 中
なか

　村
むら

　　　昭
あきら

常務執行役員 欧州地域本部長 寺
てら

　本
もと

　禎
てい

　治
じ

常務執行役員 リテール・事業法人カンパニー副担当役員 大
おお

　塚
つか

　雅
まさ

　広
ひろ

常務執行役員 グローバルマーケッツカンパニー副担当役員 齋
さい

　藤
とう

　　　考
たかし

常務執行役員 アジア・オセアニア地域本部長 今
いま

　井
い

　誠
せい

　司
じ

常務執行役員 東アジア地域本部長 安
やす

　原
はら

　貴
たか

　彦
ひこ

常務執行役員 リサーチ＆コンサルティングユニット副担当役員 若
わか

　林
ばやし

　資
もと

　典
のり

常務執行役員 内部監査グループ副担当役員 小
こ

　嶋
じま

　修
しゅう

　司
じ

常務執行役員

企画グループ副担当役員兼 
財務・主計グループ副担当役員兼 
ＩＴ・システムグループ副担当役員兼 
事務グループ副担当役員

澤
さわ

　　　和
かず

　久
ひさ

常務執行役員
グローバルコーポレートカンパニー副担当役員兼 
グローバルマーケッツカンパニー副担当役員兼 
グローバルプロダクツユニット副担当役員

渡
わた

　辺
なべ

　伸
のぶ

　充
みつ

常務執行役員 リテール・事業法人カンパニー副担当役員 鎌
かま

　田
だ

　卓
たか

　史
し

常務執行役員 アセットマネジメントカンパニー副担当役員 坂
ばん

　東
どう

　嘉
よし

　人
ひと

常務執行役員 グローバルプロダクツユニット副担当役員 原
はら

　　　真
まさ

　志
し

常務執行役員 大企業・金融・公共法人カンパニー副担当役員兼
リサーチ＆コンサルティングユニット副担当役員 中

なか

　村
むら

　　　功
いさお

常務執行役員 リスク管理グループ副担当役員兼 
コンプライアンス統括グループ副担当役員 祖

そ

父
ぶ

江
え

　敏
とし

　雄
お

常務執行役員 グローバルプロダクツユニット副担当役員 斉
さい

　藤
とう

　啓
けい

　介
すけ

常務執行役員 人事グループ副担当役員兼 
内部監査グループ副担当役員 江

え

　原
はら

　弘
ひろ

　晃
あき

常務執行役員 人事グループ副担当役員 幸
こう

　田
だ

　博
ひろ

　人
と

常務執行役員 大企業・金融・公共法人カンパニー副担当役員 宮
みや

　本
もと

　正
まさ

　広
ひろ

常務執行役員 リテール・事業法人カンパニー副担当役員 福
ふ

　家
け

　尚
なお

　文
ふみ

常務執行役員
リサーチ＆コンサルティングユニット副担当役員兼
財務・主計グループ副担当役員兼 
リスク管理グループ副担当役員

小
こ

　林
ばやし

　英
ひで

　文
ふみ

常務執行役員 内部監査グループ副担当役員 薄
うす

　葉
は

　真
まさ

　哉
や

常務執行役員 ＩＴ・システムグループ副担当役員兼 
事務グループ副担当役員 山

やま

　田
だ

　達
たつ

　也
や

常務執行役員 大企業・金融・公共法人カンパニー副担当役員 辻
つじ

　次
つぐ

　賢
けん

　二
じ

常務執行役員 アセットマネジメントカンパニー副担当役員 大
おお

　石
いし

　正
まさ

　弥
や

常務執行役員 コンプライアンス統括グループ副担当役員 熊
くま

　谷
がい

　泰
たい

　治
じ

常務執行役員
グローバルコーポレートカンパニー副担当役員兼 
グローバルプロダクツユニット副担当役員兼 
企画グループ副担当役員

高
たか

　橋
はし

　　　敦
あつし

執 行 役 員 ＩＴ・システム企画部長 米
よね

　井
い

　公
こう

　治
じ

執 行 役 員 グローバルプロダクツ業務部長 谷
たに

　口
ぐち

　真
しん

　司
じ

執 行 役 員 アセットマネジメントカンパニー長付審議役 石
いし

　川
かわ

　正
まさ

　道
みち

執 行 役 員 財務企画部長 梅
うめ

　宮
みや

　　　真
まこと

執 行 役 員 次期システムプロジェクト統括PT長 高
たか

　橋
はし

　直
なお

　人
と

執 行 役 員 東アジア業務部共同部長 竹
たけ

　田
だ

　和
かず

　史
し

 
執 行 役 員 システム推進部長 加

か

　藤
とう

　朝
あさ

　史
し

執 行 役 員 チャネル戦略部長 清
し

　水
みず

　英
えい

　嗣
し

執 行 役 員 コーポレート・インスティテューショナル業務部長 阿
あ

　部
べ

　昌
まさ

　彦
ひこ

執 行 役 員 取締役会室長 菊
きく

　地
ち

　比
ひ

左
さ

志
し

執 行 役 員 グローバルコーポレートカンパニー副担当役員兼 
グローバルプロダクツユニット副担当役員 金

かな

　森
もり

　裕
ゆう

　三
ぞう

専 門 役 員 ＩＴ・システムグループ長付審議役 加
か

　藤
とう

　昌
まさ

　彦
ひこ

専 門 役 員 ＩＴ・システムグループ長付審議役 向
むか

　井
い

　康
やす

　眞
まさ

注) １．  取締役のうち、大橋光夫、関哲夫、川村隆、甲斐中辰夫、阿部紘武および
大田弘子の６氏は、会社法第２条第１５号に定める社外取締役です。

 ２．  社外取締役である関哲夫、川村隆、甲斐中辰夫、阿部紘武および大田弘子
の５氏は、株式会社東京証券取引所の規定する独立役員です。

（2016年6月24日現在）
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取締役会議長メッセージ

 取締役会の運営状況

　〈みずほ〉は、2014年度に本格的なコーポレート・

ガバナンス改革をスタートさせ、指名委員会等設置会社

になりました。この形態は、取締役会の監督機能（守りの

ガバナンス）と、経営アドバイス機能（攻めのガバナンス）

をともに高め、一方、個々の業務執行については権限を

大幅に経営側に委ねるものです。それにより経営の意思

決定は迅速になりますし、取締役会では会社経営の本質

的な課題を議論することができます。

　2015年度の取締役会の最大のテーマは、2016年度

から始まる新中期経営計画を策定することでした。〈みずほ〉

が弱みを克服し、新たな強みを獲得するには何が必要か、

これからの3年間に直面するリスクは何か、などについて

徹底的に議論しました。

　計13回の取締役会が開かれましたが、毎回の議論はた

いへん活発で、4時間近くかかることもしばしばあります。

異なる分野で経験を積んできた社外取締役の発想が入る

ことで経営に新たな視点が加わっていますし、外部の目を

常に意識することで経営執行側に緊張感が生まれていま

す。この1年は、守りと攻めの両面で、取締役会の機能を

高めることができたと思います。

大田 弘子
2004年 内閣府政策統括官
2005年 政策研究大学院大学教授
2006年 経済財政政策担当大臣
2008年 政策研究大学院大学教授（現職）
2014年 当社取締役(取締役会議長）（現職）

〈みずほ〉はコーポレート・ガバナンスの
フロントランナーとして、企業価値の向上を目指し、
「稼ぐ力」につながる「攻め」のガバナンス改革を
着実に進めています。

企業価値を支える基盤
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取締役会議長メッセージ

 今後に向けて

 取締役会議長として

　〈みずほ〉は、コーポレート・ガバナンスのフロントラン

ナーになるべく、取締役会が一体となって改革に取り組ん

できました。しかし、改革はまだ始まったばかりで、試行

錯誤の過程にあります。2015年度の取締役会の実効

性評価では、「社外取締役会議」による中間評価に加えて、

外部専門機関による「第三者評価」を導入し、取締役会

で今後の課題を共有して、自己評価を実施しました。

　また、取締役会メンバーのみならず、社員の一人ひと

りが常に株主の皆さまやお客さまをはじめとするさまざま

なステークホルダーの視点を持ち、判断し、行動してこそ、

真のガバナンス改革と言えます。〈みずほ〉は過去に何度

か不祥事を経験したせいか、ともすると内にこもり、社外

のことはもちろん、社内の他の部署のことすらも見て見

ぬふりをしがちな体質があると感じます。入社以来積み

上げた評価によって入社年次別に人材を選別する旧来型

　取締役会議長の最大の役割は、取締役会の議論を活

性化させ、実のあるものとすることです。議案を絞り込ん

で十分な審議時間を確保すること、論点を明確にして実

質的な議論を行うこと、そのために簡潔で優れた資料が

用意されることが必要であり、事前に時間をかけて事務局

と準備をしています。

　社外取締役が議長を務めることは、ガバナンス上はたい

へん有効だと実感しています。社外の視点で議案を設定

し、納得が得られるまで審議できるからです。一方で重要

な点は、社内の情報が社外取締役に正しく伝えられている

かどうかというところにあります。経営執行側より情報が

の人事が減点評価への恐れを生み、難題や変革に挑戦す

るといった行動を回避する体質につながってきたのだと

思います。これを克服するために、現在、〈みずほ〉の人

事の抜本的変革を進めています。人事変革が、社員一

人ひとりに浸透していくには時間がかかりますが、最も重

要です。新しい人事の定着とその成果を注視していきま

す。

　そして、収益力の強化が2016年度も最大の課題です。

戦略の方向性は固まったので、経営執行側は覚悟を決め

て高い目標に挑み、目標の実現に徹底してこだわることが

重要です。新たにスタートした中期経営計画の進捗と、そ

の柱であるカンパニー制の成果をしっかり点検し、充実し

た審議を行い、より強い〈みずほ〉の実現に向けて取り組ん

でいきたいと思います。

正確に伝えられ、情報の共有が出来なければ、社外取締

役は役割を果たすことができません。

　この点では、監査委員長を兼務する副議長が重要な役

割を果たしています。副議長の高橋氏は非執行取締役

であり、かつ元最高財務責任者（CFO）として経営状況を

深く把握し得る能力を有しています。同様に、取締役会室

という専担部署の役割が重要です。この部署が毎回の取

締役会の準備を行い、社外取締役に情報を提供していま

す。これからも、議長・副議長・取締役会室がチームとなっ

て、取締役会のあるべき姿を目指します。
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〈みずほ〉のRAF運営体制

監
督

経
営

取締役会

監査委員会

リスク委員会

・RAFに関する基本的事項やRASの決定　・当該決定に基づく経営の業務執行の監督 

・RAFに関する取締役および経営の職務執行の監査

・リスクガバナンスに関する取締役会への助言、経営への提言

経営会議

経営ガバナンス高度化委員会
［委員長：グループCEO］

リスク管理委員会
［委員長：グループCRO※1］

バランスシートマネジメント委員会
［委員長：グループCFO※2］

・リスクアペタイト方針を策定 ・リスクアペタイトに合致した業務運営の実施
・リスクアペタイト指標・水準を設定 ・業務部門へのリスクカルチャー浸透
・RASを策定

・バランスシートマネジメントを中心としたリスクコントロールや
  リスクテイクに関する戦略の策定・推進 

・RAFに関する運営状況をモニタリング

執行役社長

※1. リスク管理グループ長　※2. 財務・主計グループ長

リスクアペタイト･フレームワーク（RAF）

 リスクアペタイト･フレームワークの位置づけ

 リスクアペタイト･フレームワークの運営

　〈みずほ〉のリスクアペタイト･フレームワーク（ＲＡＦ）は、

お客さまの実需に焦点をあてた適切なリスクテイクとソ

リューション提供を通じて競争優位を確立し、持続的かつ

安定的な収益確保による企業価値の向上を実現し、公共

的使命を全うすることを目指しています。

　この目的を達成するために、中期経営計画や業務計画

（業務計画等）の策定において、リスクアペタイトを明確に

したうえで戦略・施策や資源配分・収益計画を決定し、期

中においてその運営状況をモニタリングする等、戦略とリ

スク管理の一体運営を通じたリスク･リターンの最適化を

行っています。

　また、ＲＡＦはリスク･ガバナンスの中核をなすものであり、

みずほフィナンシャルグループでは、ＲＡＦに関する基本的

事項、ならびにRAFの運営態勢および具体的なリスクア

ペタイト等を取締役会が決定し、それをリスクアペタイト･

ステートメント（ＲＡＳ）として文書化しています。

　〈みずほ〉のリスクアペタイトは、リスクテイクに関する基

本的な方針を定めたリスクアペタイト方針と、この方針に

基づいて定量的な水準を定めたリスクアペタイト指標で構

成しています。

　リスクアペタイトの策定においては、はじめにマクロ経済

環境・規制環境・競争環境等の外部環境に関する足元の

状況や将来見通しを経営で議論し、これを組織内で共有す

るためのメインシナリオを設定しています。さらに、景気

後退や金融市場混乱等の当グループに悪影響を及ぼす可

能性があるリスク事象を経営で議論し、リスクシナリオを設

定しています。

　次に、これらの外部環境に関する認識を踏まえてリスク

アペタイト方針を策定し、この方針に基づいて戦略・施策

リスクアペタイトの策定

を具体化し、経営資源配分や収益計画を決定しています。

また、〈みずほ〉の企業価値の維持・向上に不可欠である

資本力・収益力・流動性等について、当グループ全体のリ

スクアペタイト指標として普通株式等Tier1比率、ROE、

LCR等を選定し、定量的なリスクアペタイト水準を設定し

ています。

　さらに、戦略の推進主体で顧客セグメント別に設置され

たカンパニーにもリスクアペタイト指標を設定し、当グルー

プ全体のリスクアペタイトの実効性を確保しています。

　カンパニーは、当グループ全体のリスクアペタイト方針

やカンパニーごとに設定されたリスクアペタイト水準を踏ま

えて、それぞれの業務計画等を策定し業務運営を実施し

ています。

企業価値を支える基盤
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リスクアペタイト･フレームワーク（RAF）

 〈みずほ〉のリスクカルチャー

　健全なリスクカルチャーとは、〈みずほ〉の役員・社員一

人ひとりがリスクに対して高い見識を持って正しく判断・行

動することであり、それはリスクアペタイトや戦略の実現、

企業価値の維持・向上につながります。

　〈みずほ〉は、役員・社員のリスクに対する感度を磨き、

リスクへの適応力や対応力を高めるため、「リスクに関する

行動指針」を制定し、研修等を通じて浸透を深めています。

　当グループでは、リスクアペタイトの適切性や業務計画

等の妥当性を評価するために、設定したリスクシナリオが

発生した場合の、自己資本比率や業績等への影響額を算

出・評価するストレステストを実施しています。この結果を

分析・検証し、リスクシナリオが発生した場合でも、必要な

自己資本比率や業績等を確保できることを確認しています。

　当グループは、策定したリスクアペタイトの実現に向け

て、四半期ごとにまたは必要に応じて随時そのモニタリン

グを実施しています。具体的には、当初設定したシナリオ

と比べた足元の環境変化の状況や、リスクアペタイト方針

およびリスクアペタイト水準と比べた足元の戦略遂行や自

　本指針は、〈みずほ〉の役員・社員が、リスクに向き合う際

に適切な価値観や行動軸を実現するための拠り所となるも

のです。役員・社員一人ひとりが、日々の業務のなかで判

断に迷った場合等には本指針に立ち返ることで、リスクへの

適応力や対応力が高まり、健全なリスクカルチャーが醸成

されます。また、こうした取り組みは、結果的として役員・社

員による不適切な行動を未然に防ぐことにもつながります。

自己資本比率や業績等が必要な水準を下回る場合は、リス

クアペタイトや業務計画等の見直しを検討・実施します。

　また、ストレステストを通じて、当グループのビジネスや事

業ポートフォリオ等の特性に関する理解を深め、リスクシナ

リオが発生した場合にとるべきアクションをあらかじめ定め

る等、リスクへの運営力を高める取り組みを実施しています。

己資本水準等の状況についてモニタリングを行っています。

　こうしたモニタリングを通じて、環境変化に伴ってリスク

が高まっている場合や、リスクアペタイトや戦略の実現に

支障がある場合等は、リスクアペタイトや戦略の見直しも

含めた適時・適切なアクションを検討・実施します。

ストレステストによるリスクアペタイトの検証

リスクアペタイトのモニタリング

〈みずほ〉のRAF運営プロセス

リスクカルチャー

リスクアペタイトの策定

リスクアペタイトを明確にしたうえで、戦略・施策を
具体化し、経営資源配分や収益計画を決定

戦略・施策

収益計画

資源配分

業務計画等 リスクアペタイトの策定
シナリオ

（メインシナリオ、リスクシナリオ）

リスクアペタイト方針

リスクアペタイト指標
（資本、収益力、流動性）

ス
ト
レ
ス
テ
ス
ト

期初 リスクアペタイトのモニタリング

リスクアペタイトに則った業務運営状況の確認と
適時・適切なアクションの実施

リスクアペタイトのモニタリング

戦略の遂行状況

外部環境の変化 戦略の変更を必要とする
著変はないか

方針通りに企業活動が
行われているか

企業活動の結果、企業
価値が高まっているか

定量的なリスクテイクと
リスク・リターンの状況

期中

リスクアペタイトの適切性、
業務計画等の妥当性

ビジネスや事業ポートフォリオ
等の特性

結果の
分析・活用

マクロ環境の
ダウンサイドリスク

当グループに悪影響を及ぼす
リスク事象

リスク
シナリオの
設定

ストレス
影響額の
算出

リスクシナリオ発生時の
自己資本比率や業績等への
影響額
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〈みずほ〉における３つの防衛線

 〈みずほ〉における「3つの防衛線」の定義

1線

自律的統制機能

規程や手続き、リスクアペタイトに基づき、日々の業務を遂行するとともに、業務遂行時に自部署もしくは営業部店・
本部で発生するリスク・コンプライアンスに関して、リスクオーナーとして第一義的責任を有し、自律的な統制活動
（リスク等を特定、評価、管理・コントロール）を行う責任を有する。

2線

リスク管理・コンプライアンス機能

1線が行うリスク・コンプライアンスの自律的統制活動を監視（モニタリング）・測定・評価するとともに、リスク・
コンプライアンスの統制に係る基本方針等を策定・推進する責任を有する。

3線

内部監査機能

1線・2線から独立し、1線・2線の活動を評価・検証するとともに、課題解決のための助言・ 是正勧告等を行う責任を
有する。

企業価値を支える基盤

 基本的な考え方

　みずほフィナンシャルグループでは、２０１５年７月にバー

ゼル銀行監督委員会により、改訂版が公表された「銀行

のためのコーポレート・ガバナンス諸原則」において示さ

れている「３つの防衛線」の考え方に則り、業務運営部門

における自律的統制に加え、コンプライアンス所管部署・

リスク管理所管部署によるモニタリング等にて牽制機能を

確保しています。また、業務運営から独立した業務監査

委員会のもとで内部監査グループに属する内部監査所管

部署が業務運営部門ならびにコンプライアンス所管部署・

リスク管理所管部署等に対し内部監査を実施することで、

内部管理の適切性・有効性を確保しています。

内部統制の仕組み

ใ
ࠂ

評価・検証・
助言・是正勧告

コンプライアンス
所管部署

リスク管理
所管部署

業務運営部門

執行役

監査

執行役社長

監査委員会

内部監査グループ

ใ
ࠂ

取締役会


ࠪ

業務監査委員会

3線内部監査機能 2線リスク管理・
コンプライアンス機能 1線自律的統制機能

リスク等の特定、
評価、管理

監視
（モニタリング）・
測定・評価

みずほフィナンシャルグループ
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内部監査態勢

（2016年6月24日現在）

内部監査の運営体制

各社のグループ会社

みずほフィナンシャルグループ
監
督
・
監
査

経  

営

取締役会 監査委員会

執行役社長

みずほフィナンシャル
グループが管理

みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券等の
主要グループ会社

助言・指導・
是正勧告

内部監査の
結果報告等

業務監査委員会
（委員長：執行役社長）

社内各部 内部監査 監査業務部

※3つの防衛線を踏まえた内部監査グループの機能と責任
監査業務部は3線として1線・2線から独立し、1線・2線の活動を評価・
検証するとともに、課題解決のための助言・是正勧告等を行う責任を有する

内部監査グループ※

 基本的な考え方

 当グループの内部監査の運営体制

　みずほフィナンシャルグループでは、「内部監査」は、業

務ラインから独立した立場で内部管理の主要目的（リスク

管理の適切性、業務運営の効率性と有効性、財務報告の

信頼性、法令等および社内諸規程の遵守等）の達成状況

を客観的・総合的に評価し、課題解決のための助言・是正

勧告まで実施する一連のプロセスとして位置づけています。

　当グループの内部監査はこの一連のプロセスの遂行を

通じて、当グループ各社の取締役会が自己責任原則経営

の責務を効率的かつ有効に成し遂げることを支援します。

みずほフィナンシャルグループ
　当社では、業務部門から独立した業務監査委員会（委

員長：執行役社長）を設置し、内部監査に関する重要事項

の審議・決定を行っています。

　内部監査については、主要グループ会社からの内部監

査の結果や問題点のフォローアップ状況等の報告に基づい

て各社の内部監査と内部管理態勢を検証することにより、

主要グループ会社における内部監査の実施状況を一元的

に把握・管理しています。

　また、それらの検証結果および当グループの内部監査に

関わる重要事項については、業務監査委員会にて審議・

決議を行い取締役会に報告しています。

みずほ銀行・みずほ信託銀行
　みずほ銀行およびみずほ信託銀行でも、業務部門から

独立した業務監査委員会を設置し、内部監査グループの

独立性を確保しています。

　両行では業務監査部ならびに資産監査部（みずほ信託

銀行では与信監査室）を設置し、国内外営業拠点・本部各

部室・グループ会社等の内部監査を実施しています。具体

的には、業務監査部は、コンプライアンスやリスク管理等に

関する業務運営状況の適切性・有効性等を検証しています。

　資産監査部（みずほ信託銀行では与信監査室）は、自己

査定監査に加え信用格付監査・与信管理状況監査を実施

し、資産の健全性確保の観点から必要とされる事項につい

てその正確性・適切性等を検証しています。

具体的には、当グループでは、みずほフィナンシャルグルー

プ（持株会社）が「内部監査の基本方針」を定め、この基

本方針に則って主要グループ会社が各社のグループ会社

を含めて内部監査を実施する態勢としています。

　また、グループ会社をまたがるリスク項目については、各

社内部監査グループが協力しグループ会社共通テーマ監

査を実施する等、グループとしてのリスクコントロール状況

も検証しています。

その他の主要グループ会社
　その他の主要グループ会社においても、おのおのの業

態の特性を勘案した効果的・効率的な内部監査体制を構

築しています。
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リスク管理

 基本的な考え方

 リスク管理態勢の概要

　みずほフィナンシャルグループでは、経営の健全性・安

定性を確保しつつ企業価値を高めていくために、保有する

リスクを適切に管理し、制御していくことを経営上の最重

要課題の１つとして認識し、リスク管理態勢の整備に取り

組んでいます。

　当グループでは、当グループ内の各社において適切なリ

スク管理を行うとともに、当社が当グループ全体のリスク

　みずほフィナンシャルグループ（持株会社）では、当	

グループ全体に共通するリスク管理の基本方針を制定して

います。当グループは、この基本方針に則りリスク管理の

高度化を図る等、リスク管理の強化に努めています。

管理を統括する態勢としています。

　具体的には、当社は、グループＣＲＯであるリスク管理	
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部
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部
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画
部

みずほフィナンシャルグループ

総
合
リ
ス
ク
管
理
部

経営政策委員会

経営会議

担当役員
（リスク管理グループ長等）

社長

取締役会

経営政策委員会

経営会議

担当役員
（リスク管理グループ長等）

頭取

取締役会

監査委員会

リスク委員会

取締役会

執行役社長経営会議

監督・監査

経営

経営政策委員会
（リスク管理委員会等）
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担当役員
（リスク管理グループ長
（グループCRO）等）
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※３つの防衛線の考え方による各リスク管理所管部の機能と責任
　各リスク管理所管部は、２線機能を有する部署として、１線が行う各リスクに関する自律的統制活動を監視（モニタリング）・測定・評価するとともに、
　各リスクの統制に係る基本方針を策定・推進する責任を有する。

各リスク管理所管部※

各リスク管理所管部※

各リスク管理所管部※

（2016年7月1日現在）

企業価値を支える基盤
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リスク管理

 総合的なリスク管理について

グループ長を委員長とするリスク管理委員会にて、当グ

ループのリスク全般を一元的に管理しています。グループ

ＣＲＯはリスク管理の状況等を、取締役会等に報告してい

ます。当社は、主要グループ会社からリスク管理の状況等

について報告・申請を受けるとともに、主要グループ会社

に対してリスク管理に関する適切な指示を行っています。

　当グループでは、当グループで保有するリスクを、「信用

リスク」、「市場リスク」、「流動性リスク」、「オペレーショナル

リスク」等に分類し、管理を行っています。　

　また、当グループでは、各リスクカテゴリーでの管理に加

え、リスクを全体として把握・評価し、経営として許容でき

る範囲にリスクを制御していく、総合的なリスク管理態勢

　当グループでは、当グループ全体が抱えているリスクを

可能な限り把握し、リスクキャピタル配賦の枠組みのもと、

その総量を当グループの財務体力の範囲内にとどめる運

営を実施しています。

　具体的には、当社が主要グループ会社に対してリスク

キャピタルを配賦し、各社のリスク上限としてリスク制御を

行うとともに、当グループ全体（連結ベース）のリスクが財

務体力を超えないように経営としての許容範囲内にリスク

を構築しています。

　当グループでは、当社が定めた総合的なリスク管理に

関する基本的な方針のもと、リスクを幅広く多面的に捉え、

複数のリスクが内在する業務等（決済業務・信託業務等）

のリスク管理方法も含めたリスク管理の高度化に積極的に

取り組んでいます。

を制御しています。当グループでは、この枠組みのもとで、

経営の健全性を確保するためにリスクキャピタルの状況を

定期的にモニタリングし、各社内の取締役会等に報告して

います。なお、みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券、

米州みずほに対しては、リスクカテゴリー別にリスクキャピ

タルを配賦するとともに、各社内において業務運営単位等

に配賦しています。

基本的な考え方

リスクキャピタル配賦

　さらに、主要グループ会社においても、各種リスクの管

理態勢を整備し、自社のグループ会社からリスクの状況等

について報告を受けるとともに、リスク管理に関する適切

な指示を行っています。

リスクカテゴリー 定 義

信用リスク
与信先の財務状況の悪化等により、資産（オフバランス項目を含む）の価値が減少または消失し、
当グループが損失を被るリスク

市場リスク
金利・株価・為替等の変動により損失を被るリスク。市場の混乱等で市場において取引が
できなくなったり、通常より著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク
（市場流動性リスク）を含む

流動性リスク
当グループの財務内容の悪化等により必要な資金が確保できなくなり資金繰りがつかなくなる場合や、
通常より著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク

オペレーショナルリスク
システムリスク、事務リスク等により構成され、内部プロセス・人・システムが不適切であること、
もしくは機能しないこと、または外生的事象が生起することから当グループに生じる損失に係るリスク
（構成する各リスクの詳細　 資料編	リスク管理態勢	P126）
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コンプライアンス（法令等遵守）

 コンプライアンス活動

 コンプライアンス運営体制

　みずほフィナンシャルグループは、「日本を代表する、グ

ローバルで開かれた総合金融グループ」としての社会的責

任と公共的使命の重みを常に認識し、「法令・諸規則を遵

守し、社会的規範にもとることのない誠実かつ公正な企業

活動を実践すること」をコンプライアンスと考えています。

　みずほフィナンシャルグループ（持株会社）、みずほ銀行、

みずほ信託銀行、およびみずほ証券では、社長・頭取がコ

ンプライアンスを統括するとともに、コンプライアンス委員

会（委員長：社長・頭取等）にて重要事項の審議を行って

います。

　また、コンプライアンス担当役員のもとに、コンプライア

ンスの企画・推進を行う所管部としてコンプライアンス統

括部※を設けています。さらに、各社の部室店では、その

長がコンプライアンスの責任者として指導・実践するとと

もに、コンプライアンス管理者を配置し、遵守状況をチェッ

クする運営としています。

　当グループのコンプライアンス管理については、当社が、

主要グループ会社のコンプライアンスの遵守状況を報告

等により把握し、必要に応じて適切な対応を行い、主要グ

ループ会社各社のグループ会社については、主要グループ

会社を通じて管理しています。

　そして、コンプライアンスの徹底を、経営の基本原則と

して位置づけ、コンプライアンスの推進に努めるとともに、

当グループが示す基本方針に則り、当グループの各社が

各々のコンプライアンス態勢を確立しています。

監
督
・
監
査

執行役社長

コンプライアンス委員会
（委員長：執行役社長）

コンプライアンス統括グループ長
（所管部：コンプライアンス統括部※）

みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券等の主要グループ会社

各社のグループ会社

みずほフィナンシャルグループ

経
営

取締役会 監査委員会

経営会議

コンプライアンス運営体制

各部室
コンプライアンス管理者部室長

　当グループでは、倫理面での具体的な行動基準を示した

「みずほの企業行動規範」を策定し、当グループの役職員

一人ひとりに配布しています。また、業務遂行上遵守しな

ければならない法令諸規則および実践するコンプライアン

ス活動をわかりやすく明示したコンプライアンス・マニュア

ルを各社にて策定し、コンプライアンス研修等によりその

内容の周知徹底を図っています。

　コンプライアンスの遵守状況については、各部署自らが

チェックを行うことに加え、コンプライアンス統括部署がモ

ニタリングを実施しています。また、コンプライアンスに係

る体制整備、研修、チェック等を実施するための具体的な

実践計画として、各社は、コンプライアンス・プログラムを

年度ごとに策定し、その実施状況を半年ごとにフォローアッ

プしています。

 基本的な考え方

企業価値を支える基盤

※	３つの防衛線を踏まえた所管部の機能と責任
	 所管部は、２線として、１線が行うコンプライアンスに関する自律的統制活動を監視（モニタリング）・測定・評価するとともに、コンプライアンスに係る	
基本方針等を策定・推進する責任を有する。
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コンプライアンス（法令等遵守）

　近年のマネー ･ローンダリングやテロ資金供与の防止に

向けた国際的な要請の高まりを受け、当グループでは、マ

ネー・ローンダリングやテロ資金供与の防止を重要な経営

課題と位置づけ、共通のポリシーのもとで対策を行ってい

　当グループは、反社会的勢力による経営活動への関与

の防止や当該勢力による被害を防止する観点から、「みず

ほの企業行動規範」において、市民社会の秩序や安全に

脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を遮断する、と

の基本方針を定めています。

　当社、みずほ銀行、みずほ信託銀行、およびみずほ証券

では、「反社取引排除委員会」（委員長：社長・頭取等）を

　Ｏｎｅ	ＭＩＺＵＨＯ戦略のなかで、拡大・深化する銀行・

信託・証券連携ビジネスを円滑に進めるコンプライアンス

管理の高度化に取り組んでいます。

　連携ビジネス推進における優越的地位の濫用防止、利

益相反管理、お客さま情報の厳格な取り扱いの徹底といっ

た注意すべきテーマを研修プログラムに盛り込み、社員へ

周知徹底を図っています。

　また、役員においても、当社、みずほ銀行、みずほ信託

ます。取引開始時の取引時確認の徹底、テロリスト等の

資産凍結対象者との取引防止措置、システム等による疑

わしい取引の検知・届け出等のさまざまな対策にグローバ

ルに取り組んでいます。

設置し、グループ全体として相互に連携をとり、反社会的

勢力との関係遮断に取り組んでいます。

　なお、主要グループ会社においては、対応統括部署や

不当要求防止責任者を設置し、対応マニュアルの整備や

研修実施等の体制整備・徹底に努め、個別事案に対しては、

必要に応じ外部専門機関とも連携し、対処しています。

銀行、およびみずほ証券合同でのコンプライアンス研修を

実施し、各社の連携推進にあたっての役員として注意すべ

き事項の周知徹底を図っています。

　当グループは、銀行・信託・証券に資産運用会社やシン

クタンク各社を加えた	「総合金融コンサルティンググルー

プ」としてお客さまへ最適なソリューションを迅速に提供して

いくため、コンプライアンス統括グループにおいても、さら

なるコンプライアンス管理の高度化に取り組んでいきます。

 マネー・ローンダリング等防止に向けた取り組み

 反社会的勢力との関係遮断

 Ｏｎｅ ＭＩＺＵＨＯ戦略への取り組み

〈みずほ〉の内部通報制度
　当グループは、研修等を通じコンプライアンスの徹底に取り組んでいますが、コンプライアンス上の問題をいち
早く検知し、適切に対応していくことも重要な課題です。
　当グループでは、コンプライアンス上の問題を認識した場合には、各部室店長等へ速やかに報告・相談すること
をコンプライアンス・マニュアルで定めています。
　また、各社コンプライアンス統括部署や外部の法律事務所にコンプライアンス・ホットラインを設け、社員が直
接通報できる体制も整備しています。
　さらに、当社は、内部通報制度に係る内外環境を踏まえ、平日夜間・土日や外国語にも対応可能なグループ共
通社外窓口の設置等、その実効性向上に取り組むとともに、各社において内部通報制度に関し、コンプライアンス・
マニュアルへの掲載や研修実施のほか、ポスターの掲示や各種連絡窓口を記載した携帯カードの社員一人ひとり
への配布等により、周知徹底を図っています。

会計、財務報告に係る内部統制、監査に係るホットライン
　上記の内部通報制度とは別に、当社は社内外から通報を受けつける「会計、財務報告に係る内部統制、監査に係るホットライン」を外部の
法律事務所に設置しています。受付窓口は、コンプライアンスに関する各種窓口	P112をご参照。

内部通報制度を周知する
社内掲示ポスター
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お客さま保護等管理

 基本的な考え方

 お客さま保護等管理体制の概要

　〈みずほ〉は、お客さまを第一と考え、お客さまの信頼

を得ることこそが、健全経営を確保し、ひいてはほかのス

テークホルダーからの信頼を得るための基盤となるという

考えに基づき、コンプライアンスはもとより、業務の適切性

　〈みずほ〉では、「お客さま保護等管理」を以下の通り定め、

グループ経営管理態勢、管理方法等を明確化し、お客さ

ま保護等管理関連規程を各社で制定しています。

　また、グループ各社のお客さま保護等管理統括部門を

コンプライアンス統括部門とするほか、商品等説明管理、

お客さまサービス管理、お客さま情報管理、外部委託管理、

利益相反管理（以下、各管理項目）のそれぞれに担当部門

を定め、管理体制を構築しています。

　みずほフィナンシャルグループ（持株会社）では、執行役

社長がお客さま保護等管理を統括するとともに、コンプラ

イアンス委員会（委員長：執行役社長）にて重要事項の審

議を行っています。また、〈みずほ〉のお客さま保護等管理

を適切に推進するためのお客さま保護等管理統括責任者

を任命し、コンプライアンス統括部が管理統括を担当して、

各管理項目における管理の状況等を把握しています。

　各管理項目の担当部門は、所管する管理項目に関する

企画立案・推進を行います。また、主要グループ会社のお

客さま保護等管理の状況を一元的に把握・管理しています。

さらに主要グループ会社各社のグループ会社については、

主要グループ会社を通じて管理しています。

の確保、お客さまの利便性向上のために、お客さまの視点

から〈みずほ〉の業務の検証・改善を継続的に行い、グルー

プ統一的にお客さま保護等管理に取り組んでいます。

　「お客さま保護等管理」とは、〈みずほ〉のお客さまの保

護および利便性向上の観点から、以下の事項を達成する

ために必要となる管理をいいます。

1.			お客さまに対する取引または商品等の説明および情報提供（商品等説明）の適切性および十分性の確保。
2.			お客さまの相談・苦情等の対応（お客さまサービス）の適切性および十分性の確保。
3.			お客さまの情報の管理（お客さま情報管理）の適切性の確保。
4.	〈みずほ〉の業務を外部委託する場合におけるお客さま情報やお客さまへの対応管理（外部委託管理）の適切性の確保。
5.			お客さまとの取引に係る利益相反の状況に応じた対応を実施するために必要となる管理（利益相反管理）の適切性の確保。

監
督
・
監
査

執行役社長

コンプライアンス委員会
（委員長：執行役社長）

お客さま保護等管理統括責任者
（担当部：コンプライアンス統括部）

みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券等の主要グループ会社

各社のグループ会社

みずほフィナンシャルグループ

経
営

取締役会 監査委員会

経営会議

各担当部門

外部委託管理

お客さま情報管理

商品等説明管理

利益相反管理お客さまサービス管理

企業価値を支える基盤
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お客さま保護等管理

 情報管理への取り組み

 金融ＡＤＲ（あっせん）制度への取り組み

 お客さまサービス管理への取り組み

　ＩＴ技術の進展に伴い著しく情報の利用拡大が進む一方、

サイバー攻撃の増加、個人情報保護に対する社会的目線

の高まりを受け、国内外において総合金融サービスを提供

する〈みずほ〉にとっても、情報資産の適切な保護と利用

を目的とする情報管理は極めて重要であると認識していま

　お客さまからの苦情等に対し、迅速・公平かつ適切な対

応を行うために、グループ各社では指定紛争解決機関と

手続実施基本契約を締結しています。みずほ銀行および

みずほ信託銀行は、銀行法上の指定紛争解決機関である

全国銀行協会と、また、みずほ信託銀行は、信託業法およ

び金融機関の信託業務の兼営等に関する法律上の指定紛

争解決機関である信託協会と、さらに、みずほ証券は金融

　幅広いお客さまとさまざまな取引がある当グループでは、

お客さまの苦情等への適切な対応の徹底、お客さまの保

護および利便性の向上に継続的に取り組んでいます。

　苦情等については、お客さまへの迅速かつ丁寧な対応、

およびその内容の適切な報告の励行を徹底しています。

　また、苦情等の「お客さまの声」を重要な経営資源と捉

えて継続的に業務改善を図り、再発防止の徹底により、お

客さま満足度の向上および業務の改善に取り組んでいます。

　当グループは、お客さまサービス管理に関する企画立

案・推進を行う担当部門を定め、管理体制を構築していま

す。担当部門は、主要グループ会社のお客さまサービス

管理の状況を一元的に把握・管理し、コンプライアンス委

員会等を通じて経営への報告を行っています。

　グループ各社においては、苦情等の受付、記録書の作

成、および報告・対応状況の管理等に関する手続きを定め

ています。また、担当部門がお客さまサービス管理の状

況を一元的に把握・管理するとともに、お客さまの理解と

納得を得て苦情等が解決しているか、苦情等への対応の

す。当グループでは、情報資産に関する管理態勢、各種

安全管理措置・管理方法等を明確化するとともに、社員

一人ひとりへの教育・啓発を行い、情報資産の適切な保護、

情報管理態勢強化に努めています。

商品取引法上の指定紛争解決機関である証券・金融商品

あっせん相談センター（ＦＩＮＭＡＣ）と手続実施基本契約を

締結しています。

　指定紛争解決機関は、お客さまからの苦情等に対する

各社の解決策に納得いただけない等の場合、公正中立な

立場で解決のための取り組みを行います。

適切性を検証しています。繰り返し生じる苦情等について

は、関係部門に改善対応策の策定を求め、その進捗管理

を行っています。また、お客さまサービス管理に関する事

項の社員への徹底のために教育・研修を計画的に実施し

ています。

グループ各社

みずほフィナンシャルグループ

お客さま

店舗、コールセンター HP
ハガキ

受付
報告

分析
改善

外部
機関

担当部門、関係部門

経営
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 基本的な考え方

 「〈みずほ〉のフィデューシャリー・デューティーに関する取組方針」

　資産運用関連業務では、商品開発、販売、運用、資産

管理の各機能が必要となりますが、みずほフィナンシャル

グループは、個人から年金基金、地域金融機関等の機関

投資家まで、幅広いお客さまの常に変化する多様なニーズ

に、迅速・柔軟に応えるため、資産運用関連の商品・サー

ビスの提供に必要な銀行、信託、証券、資産運用の各機

能を担うグループ会社をフルラインで有しています。

　各機能を担うグループ各社において、お客さまの利益に

真に適う商品・サービスを提供し続けるために、みずほフィ

　「〈みずほ〉のフィデューシャリー・デューティーに関する取組方針」は、グループ管理方針および機能ごとの対応方針で構成

されており、概要は以下の通りです。

ナンシャルグループ（持株会社）は「〈みずほ〉のフィデュー

シャリー・デューティー※に関する取組方針」を策定・公表

しました。

　グループ各社は当該取組方針に則り、グループ管理方

針ならびに各社の機能に応じた「アクションプラン」を策定・

公表し、お客さまの立場に立った施策を実践しています。

※ 他者の信任に応えるべく一定の任務を遂行する者が負うべき幅広いさ
まざまな役割・責任の総称

ガバナンス
•   持株会社とグループの運用会社、グループの販売会社と運用会社との間の適切な経営の独立性確保に向けた態勢の構築
•   グループ各社におけるフィデューシャリー・デューティーの実践に向けた具体的なアクションプランの策定・公表
•   アクションプランの遵守状況について取締役会等へ定期的に報告

業績評価 • お客さまのニーズ・利益に真に適う取り組みを評価する適正な業績評価体系の構築

報酬等の合理性 • お客さまに提供する商品・サービスの内容に合致した合理的な報酬・手数料水準の設定

利益相反管理 • グループ内の利益相反管理の高度化

グループ管理方針

フィデューシャリー・デューティー実践に向けた取り組み

企業価値を支える基盤

販売

みずほ銀行

みずほ信託銀行

みずほ証券

DIAMアセットマネジメント

資産管理サービス信託銀行

みずほ投信投資顧問

新光投信

運用・商品開発 資産管理

アクションプランを策定・公表しているグループ会社

※DIAMアセットマネジメント、みずほ信託銀行の資産運用部門、みずほ投信投資顧問、新光投信のアクションプランにつきましては、2016年10月1日の統合を目指し
　ている新会社アセットマネジメントOneに引き継ぐ予定です。

詳細は各社ウェブサイトをご覧ください

ά
ϧ
ồ
ϓ

ཧ
ํ


機能ごとの対応方針
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機能 対応方針

販売

１．お客さまニーズに適した商品ラインアップの構築
　（１）みずほ銀行・みずほ信託銀行・みずほ証券のグループベースで、優良な投資の機会を提供

　（２）お客さまの投資視点に基づいた、安定的な資産形成に資する商品の採用と既存商品の見直し

２．お客さまへのコンサルティングを通じた投資商品の提供
　（１）お客さまの資産・負債状況や受け入れ可能なリスクの度合い等の正確な把握

　（２）商品特性等に係るお客さまの理解向上に資するコンサルティング

　（３）コンサルティング手法の高度化や、最新のテクノロジー等も活用した新たな提案手法の探求

　（４）透明性の高い各種手数料設定

３．お客さまそれぞれのゴールの実現に向けたアフターフォローの実施
　（１）アフターフォローを通じた、お客さまの適切な投資判断に資する情報提供とアドバイス

　（２）安心して取引を継続いただくための、堅確な業務の遂行と高度化

４．お客さまが安心して安定的な資産形成を実現するための基盤の構築
　（１）お客さまの金融・投資知識の向上に役立つサービスの充実

　（２）最高水準のコンサルティングサービスを提供するための、組織的な人材育成等の高度化

運用・
商品開発

１．運用の高度化
　（１）人材・運用基盤の強化を通じた投資判断や分析能力の高度化

　（２）既存の運用手法の改善や新たな手法・投資機会の探求

２．商品品質の向上とお客さまニーズを捉えた商品開発に向けた不断の取り組み
　（１）商品の適切なリスク管理やチェックを通じた、継続的な商品品質の向上

　（２）お客さまのニーズの的確な把握、運用のプロとしての知見を踏まえた商品開発

　（３）透明性の高い運用報酬の設定

３．お客さまの立場に立った情報提供やサービスの充実
　（１）クオリティーの高いサービスの実行

　（２）利便性とわかりやすさを意識した適切な情報提供

　（３）お客さまの金融・投資知識の向上に役立つサービスの充実

４．ガバナンスの強化
　（１）運用会社としての独立性を高めた業界最高水準のガバナンス態勢の構築

　（２）新商品の開発に係る、透明性の高いプロセスと客観的な評価に基づく意思決定

資産管理

１．資産管理サービス提供体制の強化
　（１）事務・システム基盤の充実や高度な専門性を備えた人材の育成

２．サービス品質の向上と新規サービスの開発に向けた取り組み
　（１）新しいサービスの開発と、お客さまのニーズを先取りした最適なソリューションの提供

　（２）サービス内容に合致した資産管理報酬設定状況の定期的な検証

３．お客さまの投資活動を支える情報提供の高度化
　（１）投資管理の高度化に資する各種情報提供サービスの充実

機能ごとの対応方針

フィデューシャリー・デューティー実践に向けた取り組み
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IT戦略

企業価値を支える基盤

 ビジネスを支えるITガバナンス強化への取り組み

　ITシステムは、金融機関にとって経営戦略･ビジネス戦

略上、欠かせないものとなっており、IT戦略の優劣が、他社

との差別化や競争優位の源泉となっています。

　そのような認識や過去のシステム障害の教訓を踏まえ、

決済インフラを支える担い手として、システム安定稼働に

向けたリスク管理にしっかりと取り組んでいます。さらに経

済のグローバル化、監督規制強化、FinTecｈの台頭等、社

会環境が大きく変化するなか、多様化するお客さまニーズ

に対して、ITシステムを活用した「銀行･信託･証券一体」で、

安心・安全、シームレスなサービスを提供しています。

　新中期経営計画では、「One	MIZUHO戦略」を支え、

グループ総力を挙げて競争優位を確立する、効率的で安定

した「強いIT」を目指して、お客さまニーズや、進化するIT

新技術、金融規制強化等にもしっかりと対応するシステム

開発を継続し、「銀行･信託･証券一体」でグローバルなIT

サービスを提供していきます。またシステム面でのオペレー

ショナルエクセレンスを追求するとともに、ITガバナンスの

強化にも継続して取り組んでいきます。

ビジネスを支えるITガバナンス強化への取り組み

お客さま
グループ力No.1サービス提供力No.1信頼No.1

〈みずほ〉
グループ戦略
（IT・事業・経営）

銀　行
信　託
証　券
その他 「安心･安全」・「シームレス」なサービスを提供

データセンター 組織体制 IT人材育成 情報セキュリティ プロジェクトマネジメント

システム基盤 データマネジメント サイバー攻撃対策 進化するIT新技術システム安定稼働

持株会社を中心としたグループグローバルな ITガバナンス

リテール
事業法人

大企業･金融
公共法人

グローバル
コーポレート

グローバル
マーケッツ

アセット
マネジメント

グローバル
プロダクツ

リサーチ &
コンサル
ティング

 基本的な考え方

　年々複雑化するシステムを安全･確実に開発するための

体制構築、システム基盤共通化や稼働したシステムの管理

強化･安定化のためのIT投資等を行い、安定稼働に向けた

継続的な取り組みを続けています。さらに、グループベース

でのデータマネジメントやサイバーセキュリティへの対応を推

進し、ビジネスを支えるITガバナンスの強化に努めています。

　こうしたグループベースでの一元的なITガバナンスのも

と、顧客セグメントごとに、戦略の企画･立案から遂行をよ

りスピーディーに、かつ強力に展開していくカンパニーとと

もに、ビジネス戦略を支える効率的で最適なIT投資に取り

組み、銀行･信託･証券一体でグローバルに「安心･安全」･

「シームレス」なお客さまサービスを提供しています。

次期システム
ハブ＆スポーク
システムの導入

周辺システム
の段階再構築

業務共通
基盤導入

変革プログラム 新中期経営計画
2002年4月～ 2004年12月 2010年4月～ 2013年3月 2013年4月～ 2016年5月～ 2016年12月（予定）

システム安定稼働への取り組みおよび進化するITシステム

レガシーシステムを刷新

・商品 /サービスの高度化

・金融グローバル化

・金融規制への対応

勘定系中核部分の構築
サービス・機能レベルアップ

インフラ共通化
コスト削減 機能改善

ワンバンク
対応

戦略的
再構築

3行統合 システム統合 前中期経営計画 ～One SYSTEM～

システム安定稼働に向けた
システムリスク管理・システム品質管理の徹底

システムリスク評価のレベルアップ

サイバー攻撃への対応強化
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 サイバーセキュリティ

 データマネジメント

　サイバー攻撃による脅威が今後さらに深刻化することが

予想されるなか、〈みずほ〉では、お客さまの安全を守るた

め、Mizuho-CIRT※1を中心に、外部の専門機関とも連携

しながら、統合SOC※2の構築や多層的防御態勢整備等、

サイバー攻撃へ迅速に対応できる態勢の継続的な強化に

取り組んでいます。
※1.	Cyber	Incident	Response	Team
※2.	Security	Operation	Center	

　データを収集･分析し、経営やビジネスに活かす ｢データ

マネジメント」の重要性が高まるなか、国際金融規制への対

応やMIS※3の高度化に向け、経営に必要なリスク・収益デー

タ等を収集･分析し、グループで一元的に管理できるデータ

ベースを整備しています。また、ビッグデータ等を活用した

マーケティングの高度化に向け、データ分析基盤の整備を

推進しています。
※3.	Management	Information	System	

攻撃者

サイバー対応専担要員（Mizuho-CIRT）

多層防御態勢

守るべき資産・サービス

防御

監視・対応

不正侵入
不正送金

標的型攻撃
ホームページ改竄

DDoS攻撃

統合SOC

フォレンジック レスキュー･支援
情報収集
対策
捜査

外部専門組織 連携

情報資産
顧客情報

銀行 信託 証券

データ分析基盤

マーケティングデータ

銀行･信託･
証券

店舗

コール
センター

ＡＴＭ

ネット
バンキング

ホーム
ページ

〈みずほ〉のお客さま

勘定系

市場系

情報系

提携

SNS

カード

ネット

経営情報データベース

リスク・収益データ

ビッグデータを活用した
マーケティング高度化

国際金融規制への
適切な対応

経営のダッシュボード･
MIS高度化

次期システム移行に向けた取り組み

次期システム（概要）
（既存システム）

インターネット
バンキング 等

外部接続
システム 等行内端末旧みずほ銀行

バンキング
システム
旧みずほ

コーポレート銀行
バンキング
システム

みずほ銀行

バンキング
システム

みずほ
信託銀行

業務共通基盤（2013年度から稼働中）

基幹情報系

チ
ャ
ネ
ル
系

勘
定
系

情
報
系

シ
ス
テ
ム
一
元
化
へ

信託預金 内国
為替 融資 外国

為替

コンポーネント

...

■ 旧みずほ銀行／旧みずほコーポレート銀行／
　みずほ信託銀行の勘定系システム一元化
　• ITシステムのスリム化･効率化
　• 障害対応力の向上
■ 業務･機能別にコンポーネント化
　• シンプルな構成による柔軟性向上
　• 新サービスへの柔軟な対応
　• 新規開発の期間短縮・コスト削減
■ 最先端の「次世代」勘定系システム
　• サービス提供基盤の強化
　• 事務処理スピードの向上

他
行
に
先
駆
け
た
次
世
代
シ
ス
テ
ム

　次期システムの開発については、設計･プログラミング工程を終了し、稼働テストを着実に進めている状況です。次期システムで

は、現在の３つの勘定系システムを一元化することによりＩＴシステムのスリム化・効率化等を図るとともに、業務・機能別にコンポー

ネント化することで新サービスへの柔軟な対応や新規開発の期間短縮・コスト削減等を実現し、最先端の勘定系システムを構築す

ることによりお客さまに対するサービス提供基盤の強化や事務処理スピードの向上等につなげていきます。今後、開発完了に向け、

万全の稼働テストを推進するとともに、現行システムからのスムーズな移行を実現するための手順を具体化していきます。あわせて、

営業部店における研修の本格化や、お客さまへのご案内等も順次進めていき、最重要プロジェクトとして、万全な態勢のもと、他行に

先駆けた次世代システムへの移行を推進していきます。
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人事戦略

　みずほフィナンシャルグループは、社員一人ひとりの成長が、〈みずほ〉の持続的かつ安定的な成長に繋がっていくものと確信します。

　〈みずほ〉は、「みずほValue」を実践しようと努力する社員を尊重し、社員が仕事を通じて人生を豊かにしていくことを支援します。

 •〈みずほ〉は、社員の強みを活かし、能力を引き出す機会を提供します。

	 •〈みずほ〉は、国籍･人種･性別･価値観の異なる社員が、互いに認め合い、高め合うことを重視します。

	 •〈みずほ〉は、一人ひとりが仕事を通じてやりがいと誇りを感じられる共通の住処を、社員と共に築いていきます。

人事ビジョン

企業価値を支える基盤

　新中期経営計画「進化する“One	MIZUHO”〜総合金

融コンサルティンググループを目指して〜」は、新しいビジ

ネスモデルの構築に向けた挑戦のステージとなります。

　新しいビジネスモデルを実現する事業戦略を推進し、競

合他社との圧倒的な差別化を図っていくためには、社員全

員の成長と活躍を徹底的に促進するとともに、事業戦略を

　『〈みずほ〉の企業理念』の実現に向けて、〈みずほ〉では、

社員一人ひとりの主体的行動と成長を支援する「人事ビ

ジョン」を制定しています。

　〈みずほ〉は、「人事ビジョン」の実現を図り、〈みずほ〉で

働く全ての社員が、自らのステップアップと組織貢献に対

支える人材、さらには将来を見据え〈みずほ〉を力強く導い

ていくリーダーの育成が必要です。戦略実現の基盤とな

る人材マネジメントを変革し、社員の意識・行動変革を促

し、新たな挑戦ステージに向けた強固なカルチャーを確立

することが求められます。

する意欲を高め、各人の能力を伸ばし最大限に発揮し続け

ながら、〈みずほ〉で長く活躍することを通じて、持続的に社

員エンゲージメント（社員と会社がお互いの成長に貢献し

合う関係）を向上し、人材における競合他社との圧倒的な

差別化を実現します。

 人材の面から事業戦略の実現を支えるために

 「人事ビジョン」と〈みずほ〉の人事の目指す姿

 「人事運営の抜本的改革」の実施

　社員が能力を高めキャリアを形成していく過程において

は、社員一人ひとりの資質（性格・思考や持ち味）に着目し、

失敗からの学びを前向きに評価し、強みを活かした得意分

野につなげていく育成型の人事を実践し、社員の潜在能力

を最大限引き出していきます。

　顧客セグメント別戦略の実現を支え、競合他社との差別

化を創り出す競争力ある人材を戦略的かつ計画的に確保・

育成します。

　具体的には、各事業分野の戦略実現に求められる人材

要件をエクスパティーズ（業務経験や能力、知識・スキル

等）として明確化し、グループ内の各組織を横断的に異動

　また、マネジメント人材のみならず高い実力を持つプレ

イヤーについても上位登用機会も拡げる等、各人の多様

なキャリア観に応じた活躍領域の拡充を積極的に後押しし

ていきます。

する人事ローテーションを戦略的に行い、競争力ある人材

の育成を徹底していきます。

　また、内部の人材育成だけでは戦力が不十分もしくは不

足する場合は、外部から競争力ある人材を機動的に確保し、

積極的に登用していきます。

多様な人材の活躍の実現に向けた「個」を尊重する人事運営

顧客セグメント別戦略を支える人材確保・育成
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人事戦略

　トップクラスの金融グループの一員として組織を牽引す

る気概を有し、将来を切り拓く戦略を描き変革を強力に推

し進めるとともに、難局や危機においても組織を守り切る

次世代経営リーダーの候補を早期段階から発掘し育成す

るプログラムを導入します。

　経営リーダーに求められる能力を習得すべく、「未来の

あるべき姿を見据える構想力」「組織を幅広く結集・牽引

する高いレベルの実現力」ならびに「強い正義・倫理観や

矜持を常に維持できる人間力」を徹底的に強化します。

　具体的には、組織のトップとして高度な戦略立案・組織

経営力が求められる職務等を経験し、高いレベルのリーダー

　グローバルビジネスのさらなる強化に向けて、日本人社

員と外国人ナショナルスタッフの人事運営を一元化し、適

材適所の人材配置をグローバルベースで徹底していきま

す。その中で、短期的には外国人ナショナルスタッフの海

外拠点マネジメントポストならびに日本国内拠点の中核ポ

　従来のダイバーシティ（多様な人材の受容）推進をさら

に進化させ、多様な人材の成長と活躍を実現するダイバー

シティ＆インクルージョンのステージに引上げます。

　多様な社員のアイデア・意見を戦略立案や意思決定、

日々の業務推進に積極的に取り入れ、イノベーションや新

シップ力を身に付けるための外部機関と提携した教育プロ

グラム（研修・コーチング）と併せて、覚悟と責任感を持った

リーダー候補を厳しく鍛え上げます。

　候補者の選抜は、銀行・信託・証券・アセットマネジメン

ト・リサーチ＆コンサルティングのグループベース、かつ国

内・海外一体となったグローバルベースの多様な人材の中

から、直近のパフォーマンスも踏まえ、経営リーダーに求め

る能力の充足を見定め、将来活用し得るエクスパティーズ

に基づいて「将来どの分野で高い役割を果たせるか」を評定

した上で決定します。

ストへの登用を積極的に推進していきます。

　また、事業戦略のグローバル化の進展を支えるため、グ

ローバル共通の人事運営と海外地域特性を反映した人事

運営とを両立させた人事運営体制を構築していきます。

たな価値創造につなげるとともに、社員の参画意識や成

長意欲を高めていくことを目指し、ダイバーシティ＆インク

ルージョンのフロントランナーに相応しい数値目標を掲げ、

先進的な取り組みをグローバルベースで推進していきます。

次世代経営リーダーの選抜・育成

「人材」と「人事」のグローバル化

「ダイバーシティ＆インクルージョン」の推進

数値目標(みずほフィナンシャルグループ、みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券)
項目 数値目標 （達成時期） 実績

海外
(みずほ銀行)

外国人ナショナルスタッフ管理職比率 50%

2019年7月

33%

2016年7月
（見込み）

女性管理職比率 10% 7%

国内
(上記4社合算)

女性管理職比率
部長相当職 10% 3%
課長相当職以上 20% 10%
係長相当職以上 30% 22%

女性新卒採用者比率（総合職系） 30% 2019年度入社 34% 2016年度入社
有給休暇取得率 70% 2018年度 64% 2015年度
男性育児休業取得率 100% 2018年度 1.5% 2015年度
障がい者実雇用率 2.3% 2019年6月 2.2% 2016年3月
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　〈みずほ〉の人事戦略・人事制度ならびに人事運営のプ

リンシプルとしての ｢〈みずほ〉の人事の基本ポリシー｣と

多様な人材の成長と活躍の実現に向けた考え方をまとめ

た「ダイバーシティ＆インクルージョン ステートメント」を制

定・公表し、透明性とアカウンタビリティの高い人事運営

を徹底します。

 「〈みずほ〉の人事の基本ポリシー」と「ダイバーシティ＆インクルージョン ステートメント」

企業価値を支える基盤

『〈みずほ〉の企業理念』

「〈みずほ〉の人事の基本ポリシー」
（人事戦略･人事制度･人事運営のプリンシプル）

「ダイバーシティ&インクルージョン ステートメント」
（多様な人材の成長と活躍の実現に向けた考え方）

人事戦略・人事制度・人事運営

「基本理念」 「ビジョン」 「バリュー」

「人事ビジョン」
（企業理念を踏まえた社員へのコミットメント）

「〈みずほ〉の人事の基本ポリシー」  http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/employee/index.html

〈みずほ〉の人事の目指す姿

基本方針の要旨

　〈みずほ〉で働く全ての社員が、自らのステップアップと組織貢献に対する意欲を高め、各人の能力を伸ばし最大限に発揮し続

けながら、〈みずほ〉で長く活躍することを通じて、持続的に「社員エンゲージメント（社員と会社がお互いの成長に貢献し合う関

係）」を向上し、人材における競合他社との圧倒的な差別化を実現します

人材の確保 中長期的な採用戦略に基づき、国内外の採用マーケットにおける〈みずほ〉のブランド力を高め、
ポテンシャルを有する人材ならびに即戦力となるプロフェッショナル人材を確保

人材の育成 社員一人ひとりの強みを活かした得意領域をベースに、事業分野毎に求められるエクスパティーズを確立し、
戦略実現を支える人材を計画的に育成

評価・処遇 社員のキャリア発展段階に応じ、失敗からの学びや能力向上の度合い、成果発揮とエクスパティーズ習得の
度合い、組織への貢献度等を評価し、公平性・透明性が高いメリハリある処遇を実施

人材配置・異動
適材適所の人材配置の下、職務遂行能力やエクスパティーズの確立、事業戦略上の人材配置ニーズ、
乃至は経営リーダー人材のサクセッション計画等に応じて、グループ内における組織横断的な戦略的
人事ローテーションを実践

昇格・昇進 習得・発揮された職務遂行能力に基づく昇格と、上位職位における職務遂行能力と将来どの分野で高い役割
を果たせるかに基づいた査定による昇進運営を徹底

次世代経営リーダーの
選抜・育成

グループ内の多様な人材の中から、次世代経営リーダーの候補を早期段階から発掘し、将来の役員候補と
して厳しく鍛え上げるプログラムにより育成

ダイバーシティ＆
インクルージョンの推進

多様な人材の成長と活躍を実現する「ダイバーシティ＆インクルージョン」施策を推進

人材と人事の
グローバル化

〈みずほ〉の事業戦略の更なるグローバル化に対応した人事運営体制を再構築
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「ダイバーシティ＆インクルージョン ステートメント」 	http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/employee/index.html

〈みずほ〉のダイバーシティ＆インクルージョンの目指す姿

ダイバーシティ＆インクルージョン推進の重点ポイント

ダイバーシティ＆インクルージョン推進の主要施策

　〈みずほ〉は、ダイバーシティ＆インクルージョン推進により、社員一人ひとりの多様な視点や発想を日々の業務推進や意思決定に

積極的に取り入れることで、環境変化が激しく、競争の厳しい金融業界において、革新性溢れる金融商品の開発、サービスの

提供や業務プロセスの改革を不断に実行し、新たな企業価値を創造していくことを目指します

多様な人材活用を最大限実現する人材マネジメント革新

•	多様な人材の視点、発想や価値観が、日々の業務推進や組織の意思決定に積極的に反映される一方で、全ての社員が、

持てる能力を最大限に発揮して組織に貢献するとともに、自らも「やりがい」や「誇り」を感じながら活躍し、成長し続けること

を実現していきます。そのために、必要な人事運営の抜本的な再構築を行っていきます

「外国人」ならびに「女性」の管理職登用の加速化と育成推進

社員一人ひとりに寄り添い、多様な価値観を持つ社員同士が自律的につながり合う「場」の拡充

全ての社員の多様かつ柔軟な働き方を可能とする人事制度ならびに就業環境の整備

仕事と育児や介護との両立者を「支える社員」を会社として認知し、感謝し、報いる仕組みの構築

多様な人材の活躍やワークライフマネジメントの取組み状況を示す「ダイバーシティ＆インクルージョン	インデックス」を活用した

浸透状況のモニタリング

全ての役員・社員の意識改革・行動変革

•	全ての役員と社員に対し、ダイバーシティ＆インクルージョンの推進意義の正しい理解を浸透させるとともに、徹底した意識

改革と行動変革を促していきます

ワークライフマネジメント改革

•	全ての社員が、「働きやすさ」を感じながら長く〈みずほ〉で活躍し、会社への貢献意欲や仕事のモチベーションを高めていく

ことのできる職場を実現していきます。そのために、社員一人ひとりが、多様かつ柔軟な働き方の中から、様々なライフ

イベントによる環境変化に応じて、最も効率的な働き方を自律的に選択しながら、仕事と生活をバランスさせ、長く働き続け

られる仕組みを更に拡充していきます
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信頼No.1 サービス提供力No.1

『日本、そして、アジアと世界の発展に貢献し、 
お客さまから最も信頼される、グローバルで開かれた総合金融グループ』

グループ力No.1

みずほValue

情熱
～コミュニケーションと
未来を切り拓く力～

お客さま第一
～未来に向けた

中長期的なパートナー～

変革への挑戦
～先進的な視点と柔軟な発想～

スピード
～鋭敏な感性と迅速な対応～

チームワーク
～多様な個性とグループ総合力～

〈みずほ〉の企業活動の
根本的考え方

基本理念基本理念

役職員が「ビジョン」を
追求していくうえで共有
すべき価値観・行動軸

バリュー

グループ共通のカルチャー

〈みずほ〉の
あるべき姿・将来像

ビジョン

グループ共通のカルチャー

〈みずほ〉は、『日本を代表する、グローバルで開かれた総合金融グループ』として、
常にフェアでオープンな立場から、時代の先を読む視点とお客さまの未来に貢献できる知見を
磨き最高水準の金融サービスをグローバルに提供することで、幅広いお客さまとともに
持続的かつ安定的に成長し、内外の経済・社会の健全な発展にグループ一体となって貢献していく。
これらを通じ、〈みずほ〉は、いかなる時代にあっても変わることのない価値を創造し、
お客さま、経済・社会に〈豊かな実り〉を提供する、かけがえのない存在であり続ける。

企
業
理
念

グループ共通のカルチャー確立に向けた取り組み

　〈みずほ〉では、「強い組織を支えるカルチャーに向けた継

続的取り組み」を新中期経営計画で設定した10の戦略軸

の1つとして掲げています。

　「One	MIZUHO推進プロジェクトチーム」では、『〈みずほ〉

の企業理念』ならびに新中期経営計画の内容をグループ

内へ浸透させ、役職員で共有するとともに、強固なコーポ

 基本的な考え方

企業価値を支える基盤

レートカルチャーの確立に向け、社員一人ひとりのみずほ

Value実践をサポートする取り組みを推進しています。

具体的には、「社員一人ひとりのみずほValue実践に向けた

部店の取り組み強化」と「社内コミュニケーション推進施策の

継続」に取り組んでいます。

 カルチャー確立に向けた取り組み

社員一人ひとりのみずほValue実践に向けた部店の取り組み強化
　社員一人ひとりのみずほValue実践に向けた部店の取り組み強化を図るため、各部拠点が
それぞれ目指すべき姿をまとめた「自部店ビジョン」を策定するとともに、その実現に向けた部
拠点ごとの取り組みを実践しています。また、振り返りと今後の取り組みについて部拠点内の
メンバー全員で議論する場として「One	MIZUHO	Day」を開催しています。
　その他にも、カルチャーの確立の牽引役となる国内外の部拠点長を対象とした「部店長オフ
サイトミーティング」の開催や各種研修を通じて企業理念の理解浸透やみずほValue実践を
サポートする取り組みを行っています。

社内コミュニケーション推進施策の継続
　一体感の醸成や社員間のコミュニケーションの仕組み活性化を目的として、日本代表サッ
カー観戦やみずほフェスといった「グループ役職員イベント」、地域・拠点ごとに社会貢献活
動を行う「みずほボランティア・デー」、みずほValueの実践が特に顕著な取り組みを表彰する
「One	MIZUHOカルチャープライズ」などの各種取り組みを行っています。 みずほフェスの様子

海外部店長オフサイトの様子
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ＣＳ（お客さま満足）向上・サービス提供力No.1への取り組み

　〈みずほ〉は、「お客さまを第一と考える」ことを行動の基

本とし、常にお客さまのニーズを満たす最高水準の金融

サービスをグローバルに提供することを目指しています。

　また、すべての社員のすべての業務が、お客さまの満足

と信頼を得ることにつながっていることを自覚し、お客さま

との心の絆（きずな）を大切にした中長期的な信頼関係を

築いていきます。

 基本的な考え方

 お客さまニーズに対応する商品・サービス提供によるCS向上

 サービス提供力Ｎｏ.1の実現に向けた2015年度の主な成果

　みずほ銀行は、HDI–Japan※が主催する「銀行業界サ

ポートポータル格付け」で最高ランクの三つ星を獲得しまし

た。コールセンター、WEB窓口、「お客さまの声カード」等

に寄せられる「お客さまの声」を踏まえ、ホームページの構

成・動線の改良やFAQ充実等に取り組んだことに加え、「み

ずほMessenger」で問い合わせチャネルの選択の幅を広

げたこと等、お客さまの疑問解消に向けた姿勢が評価され、

３年連続の三つ星獲得となりました。
※		HDI（ヘルプデスク協会）の日本支部で
あるHDI–Japanが毎年、各業界対象
企業のサポートサービスを格付けする
「サポートポータル・問い合わせ窓口
格付け」を発表

　みずほ銀行は、日本経済新聞社と日経リサーチ社が共同

で実施している調査において、２年連続で商品充実度が総

合１位を獲得しました。

　みずほ銀行は、邦銀リテール部門で初めて、現在発見さ

れているすべての犯罪を防御可能なトランザクション認証

機能付きワンタイムパスワードカード

を導入しました。

　〈みずほ〉は、ビジョンにおいて「サービス提供力No.1」

を掲げ、その実現に向けて取り組んでいます。2015年度

も約20万枚の「お客さまの声カード」や国内外の法人の

お客さまにご協力をお願いしているアンケート等、さまざま

なチャネルからお客さまの声をおうかがいし、お得な商品

の充実、安心できるセキュリティ機能、便利なチャネルの拡

充等、常に変化し続ける多様なお客さまニーズをしっかり

と受けとめ、サービスレベルの向上につとめています。

［持株会社］みずほフィナンシャルグループ

お客さま

お客さまそれぞれの
ニーズ・期待の把握

みずほフィナンシャル
グループ各社

CS向上サイクル

● スピーディーな提案や情報提供
● 高度な専門性のあるコンサルティング
● ソリューション機能の充実

● お客さまの声カード
● コールセンター
● お客さま満足度調査

お客さまの声を集める仕組みお客さまに評価していただける
商品・サービスの提供

グループ全社員のCS意識向上
● グループ横断的CS推進体制の構築  ● グループ共通CS向上ツールの活用
● CS教育研修の充実

「銀行業界サポートポータル格付け」三つ星獲得 銀行リテール力調査「商品充実度」第1位

ワンタイムパスワードカード
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環境負荷低減への取り組み

　みずほフィナンシャルグループでは、環境への配慮を促

進する金融サービスの提供、自らの事業活動における環境

配慮、環境配慮活動に対する支援等に関する「環境への

取組方針」を定め、地球環境の保全に向けた取り組みをグ

ループ一体となって推進しています。

　気候変動問題がより一層深刻化するなか、温室効果ガ

ス排出量の削減や開示に関する自治体条例等の規制が強

化されており、パリ協定の締結を踏まえ、今後もこのような

流れが拡大することが見込まれます。また、当グループが

　当グループでは、外部環境を踏まえ、CO2排出削減と

紙の購入・リサイクルに関するグループ目標を設定し、推

進しています。

　CO2排出削減については、2016年2月に、2030年

度までの長期目標を新たに設定しました。目標達成に向

けて、LED導入や高効率機器への更新等の設備投資と節

電を中心とした運用の両面から、省エネルギー対策を進め

ています。

　紙については、「環境に配慮した物品等の購入に関する

運営要領」に基づき、古紙や適切に管理された森林から産

出されたパルプ等を使用した製品の積極的な購入に努め

ています。また、廃棄段階では、種類ごとに分別を徹底す

るなど、リサイクルに向けた運用体制を整備するとともに、

　 当グループは、2008年度より国内の全役職員を対象

に社員参加型の環境活動プログラム「環境キャンペーン」

を実施しています。

　2015年度までに延べ31万人超の社員が環境配慮行

動を宣言しました。この宣言数に基づき、日本全国116

カ所の学校や病院等に15,690本の苗木を寄付しました。

 環境負荷低減目標と取り組み

 社員への環境啓発

使用する紙については、その原材料が生態系や人権等に

配慮した合法的な木材であることが求められています。

　これらの外部環境を踏まえ、自らの事業活動における環

境配慮については、環境負荷低減について目標を設定し、

定期的に見直しを行い、継続的な改善に努めています。ま

た、グローバルな課題である地球環境問題に対する役職

員の意識を高め、配慮行動を促進するため、啓発活動を実

施しています。

タブレット端末の導入・活用によるペーパーレス化推進等

により、紙使用量の削減にも努めています。

環境負荷低減目標と2015年度実績

企業価値を支える基盤

社員啓発ポスター

寄付した苗木を植樹

目標 2015年度実績

CO2※1
2020年度：10.5％減

17.9％減
2030年度：19.0％減

紙※2 グリーン購入率85％以上を維持 99.8％

2020年度紙リサイクル率95%以上 94.7％

※1. 2009年度比　当グループ国内事業所の電力使用量由来の排出量
※2. 対象：当グループ国内主要事業所
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社会貢献活動

　〈みずほ〉は、社会貢献活動を通じた社会の持続可能な

発展への貢献が、『〈みずほ〉の企業理念』におけるビジョン

を実現し、企業価値創造と発展に向けた基盤になるととも

に、活動への参加が社員の成長、社会性向上等につなが

ると考えています。

　このような認識に基づき、「社会貢献への取組方針」を定

　〈みずほ〉は、総合金融グループとしての実務知識やノウ

ハウを活かして、初等・中等教育と高等教育の２つの分野

で金融教育を支援しています。2005年度に金融教育の

支援を積極的に推進する方針を明確化し取り組みを進め

てきた結果、〈みずほ〉が実施した金融教育の受講者は、約

4万８千人に達しました。

　2006年度から毎年、グループの役職員がボランティア

活動に主体的・積極的に取り組む「みずほボランティア・

デー」を設定し、地域社会のニーズを踏まえたさまざまな

活動に取り組んでいます。

　2015年度は、〈みずほ〉の社員とその家族等、21カ国

で約6,000人が活動に参加しました。

 金融教育支援

 役職員のボランティア活動

国内拠点での活動の様子 海外拠点での活動の様子

め、グループ一体で社会貢献活動を推進しています。

　具体的には、〈みずほ〉の経営資源を活かした活動、地

域・社会の発展に資する取り組み、行政やＮＰＯ、地域コ

ミュニティ等、活動基盤である地域社会と協働・連携した

取り組みを重点取り組みとして推進しています。

　金融リテラシーの向上やキャリア教育支援という社会的

ニーズに対応し、次世代を担う金融人材の育成に貢献する

ため、今後、2016年度から2018年度の金融教育受講

者を２万人以上とすることを目指し、取り組みを進めていき

ます。

事例紹介

初等・中等教育
　2006年度以降、東京学芸大学と共同研究を継続しています。この研究では、〈みずほ〉の「金
融」、東京学芸大学の「教育」という、それぞれが持つ専門性やネットワーク等を活用して金融教
育のツールを開発するとともに、教育関係者を対象とした「公開講座」を開催するなど、金融教育
の普及に向けたさまざまな取り組みを行っています。
　さらに、この研究の成果を踏まえ、社員が学校で金融教育の授業を行う「出張授業」や、児童・
生徒たちの「職場体験の受け入れ」を実施しています。

高等教育
　高等教育分野では、次世代を担う高度金融人材の育成を目指し、2006年度から継続的に
大学における寄付講義・寄付講座を設置しています。
　講義・講座には、銀行、信託、証券、資産運用等の総合金融サービスを提供する〈みずほ〉の経
験豊かな実務担当者を講師として派遣しています。また、最新の経済・金融環境やビジネスの
最新動向等も踏まえたテーマ設定を行うことで、より実践的な講義・講座となるよう努めています。

2015年度公開講座の様子

大学での講義の様子
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ステークホルダーコミュニケーション

　〈みずほ〉では、ステークホルダーのみなさまに対する倫理上の基本姿勢を行動規範として定めるとともに、積極的に

コミュニケーションを行い、〈みずほ〉の活動が社会常識と調和し、公正かつ透明なものとなるよう努めています。

企業価値を支える基盤

 

・教育・研修
・社内広報活動
・社員意識調査
・労使協議
・相談・苦情対応体制整備

・社会貢献活動
・金融教育支援
・ステークホルダーダイアログ
・広報活動

・企業行動規範やコンプライアンス・
外部委託管理等の規程類に基づ
いた購買活動・委託契約

・ビジネスにおける連携・協働

・業界団体やさまざまなイニシア
ティブを通じた協働

・店頭や営業担当者を通じた対話
・お客さまの声カード
・コールセンター
・ウェブサイトのご意見・苦情窓口、お問い合わせ窓口
・お客さま向けアンケート・満足度調査
・広報活動

・監督官庁への適切な対応
・業界団体を通じた活動
・官民連携の取り組み
・政策提言

・株主総会、冊子「株主の皆さまへ」
・IR説明会、IRお問い合わせ窓口
・ウェブサイトや開示書類等を通じた情報発信
・広報活動
・社会的責任投資関連調査等への対応

地域社会

P97

P82, 93

P95

P88 P97

お客さま

政治・行政

仕入先・
競争会社

株主さま

社員

〈みずほ〉

 〈みずほ〉におけるステークホルダーとのコミュニケーション
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ステークホルダーコミュニケーション

　〈みずほ〉は、株主・投資家のみなさまに〈みずほ〉の実

態を正確に認識・判断いただけるよう、継続して、公平か

つ適時・適切な情報開示に努めることを経営上の最重要

課題の1つに位置づけています。

　個人投資家に対しては、個人投資家向けIRイベントに

参加しているほか、国内各地で説明会を実施しています。

2015年9月には、IR担当役員による個人投資家向けオ

ンライン会社説明会（インターネットによるライブ中継）を

実施しました。

　アナリスト・機関投資家に対しては、決算発表後、イン

ターネットカンファレンスや会社説明会を開催し、経営陣に

よる経営戦略や財務状況等に関する説明を実施しています。

　〈みずほ〉はグローバルな観点や、金融の役割を踏まえ、持続可能な社会形成に向けた取り組みを推進するため、国内外

のさまざまなイニシアティブに参加しています。

 コミュニケーション活動事例①：株主さまとのコミュニケーション

 コミュニケーション活動事例②：イニシアティブへの参加

　毎年6月下旬に開催する定時株主総会は、いわゆる集

中日を避け、株主のみなさまが参加しやすい環境整備に努

めています。

　2016年は、6月24日に東京国際フォーラムで第14期

定時株主総会を開催し、2,797名にご出席いただきまし

た。株主総会では、大型スクリーンを活用して視覚的に分

かりやすい事業のご報告に努めるとともに、株主のみなさ

まと活発な質疑応答を行いました。

株主総会

　また、個別業務分野の事業戦略に関する説明会も開催

しているほか、証券会社主催の投資家向けセミナーにも

参加しています。

機関投資家・個人投資家向け説明会
2015年度は6回実施　参加者延べ約1,500人

第14期定時株主総会

「国連環境計画・金融イニシアティブ」
持続可能性に配慮した事業
のあり方に関する国際的な
金融機関のパートナーシップ

「21世紀金融行動原則」
持続可能な社会の形成に向けた国内金融
機関のイニシアティブ

「ビジネスと生物多様性オフセットプログラム」（BBOP）
生物多様性保全の枠組み作りを進めるイニ
シアティブ
〈みずほ〉はBBOPアドバイザリーグループ
メンバー

「国連グローバルコンパクト」
人権、労働、環境、腐敗防止に関する10の
自主行動原則

「エクエーター原則」
大規模プロジェクト関連融資における環境・
社会配慮に関する原則

「国連責任投資原則」
投資の意思決定において環境、社会、企業
統治の視点を取り入れるように定めた原則

「モントリオール・カーボンプレッジ」
運用株式のCO2排出量を把握、開
示する機関投資家のイニシアティブ

　なお、事業のご報告、主な質疑応答要旨を当社ウェブ

サイトに掲載しています。
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6年間の主要財務データ

連結業績サマリー� （億円）

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度
連結粗利益 20,253 20,030 21,717 20,352 22,477 22,216

	 資金利益 11,094 10,883 10,758 11,083 11,294 10,036

	 信託報酬 493 490 485 520 526 534

	 	 うち信託勘定与信関係費用 — — — — — —

	 役務取引等利益 4,588 4,589 5,073 5,607 5,933 6,075

	 特定取引利益 2,439 1,503 2,150 1,874 2,629 3,105

	 その他業務利益 1,636 2,564 3,248 1,267 2,093 2,464

営業経費 △12,778 △12,838 △12,446 △12,582 △13,516 △13,495
連結業務純益※ 7,417 7,191 9,121 7,442 8,769 8,528

与信関係費用 △166 277 △1,118 1,128 △46 △304
	 2行合算 160 247 △1,141 1,166 △78 △267
株式等関係損益 △705 △381 △829 770 1,319 2,056

	 株式等売却損益 257 156 466 815 1,437 2,253

	 株式等償却 △944 △493 △1,258 △53 △53 △103
持分法による投資損益 △61 26 △111 154 150 242

その他 △61 △629 292 51 △275 △740
経常利益 5,884 6,485 7,503 9,875 10,108 9,975

特別損益 469 678 △325 △22 △202 107

法人税、住民税及び事業税 △183 △553 △504 △1,370 △2,602 △2,132
法人税等調整額 △1,201 △974 △74 △779 △447 △692
当期純利益 4,969 5,636 6,599 7,703 6,856 7,257

非支配株主に帰属する当期純損益 △837 △791 △994 △819 △737 △547
親会社株主に帰属する当期純利益 4,132 4,845 5,605 6,884 6,119 6,709
※	連結業務純益＝連結粗利益－経費（除く臨時処理分）＋持分法による投資損益等連結調整

連結貸借対照表サマリー� （億円）

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度
資産の部合計 1,608,120 1,653,605 1,774,110 1,758,228 1,896,847 1,934,585

	 貸出金 627,777 638,005 675,368 693,014 734,151 737,088

	 有価証券 447,820 513,928 534,723 439,975 432,787 395,059

負債の部合計 1,541,880 1,584,912 1,696,748 1,675,183 1,798,842 1,841,053

	 預金 792,339 788,119 842,419 890,555 977,575 1,056,290

	 譲渡性預金 96,502 118,247 153,267 127,557 156,949 118,275

純資産の部合計 66,239 68,692 77,362 83,045 98,005 93,532

	 株主資本 42,482 47,627 51,746 56,762 61,311 65,599

	 	 うち利益剰余金 11,323 14,050 18,147 23,156 27,693 31,976

	 その他の包括利益累計額 809 1,466 7,525 7,810 20,299 16,078

	 非支配株主持分 22,921 19,576 18,064 18,440 16,355 11,826

財務指標等� （％）

連結普通株式等Tier1比率（国際統一基準） ／ ／ 8.16 8.80 9.43 10.50

連結Tier1比率（国際統一基準） ／ ／ 11.03 11.35 11.50 12.64

連結自己資本比率（第一基準） 15.30 15.50 ／ ／ ／ ／
連結総自己資本比率（国際統一基準） ／ ／ 14.19 14.36 14.58 15.41

1株当たり純資産（円） 177.53 187.19 229.70 253.25 322.86 322.46

1株当たり当期純利益（円） 20.47 20.62 22.96 28.18 24.91 26.94

連結自己資本利益率 11.78 11.36 10.99 11.65 8.60 8.37

財務レビュー
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2015年度の振り返りと分析

 金融・経済環境

　当期の経済情勢を顧みますと、世界経済は、全体として

は緩やかな回復が続きましたが、一部には弱さもみられま

した。先行きは、先進国を中心に引き続き回復が期待さ

れますが、下振れ懸念の残る中国経済の動向や資源価格

の動向、地政学的リスクの高まりには注視を要する状況と

なっています。 

　米国経済は、良好な雇用環境の下で回復基調が継続し

ました。先行きは、底堅い回復が続くことが期待されます

が、新興国経済の下振れや金融政策正常化の動きに伴う

影響には留意する必要があります。 

　欧州経済は、英国、ユーロ圏とも回復テンポに鈍化がみ

られるものの、底堅く推移しました。今後もこうした基調

は維持される見通しですが、高水準の失業率、ロシア経済

減速の影響、金融政策の動向などに留意が必要な状況が

続いています。 

　アジアでは、中国経済の減速基調が続きました。今後

についても、各種政策効果が下支えとなるものの、資本

ストック調整が重石となり、減速基調を辿るとみられます。

新興国経済については、成長に勢いを欠く状況が続きまし

た。先行きは、通貨安や資源価格下落による影響もあり、

景気拡大は緩やかなペースにとどまるとみられます。 

　日本経済は、輸出、生産は上向きつつあるものの、個人

消費は弱含みが続き、全体としては踊り場の状況が続きま

した。先行きは、雇用者所得の回復を背景とした個人消

費の高まりや原油安による企業収益押し上げ効果を支えと

して持ち直していくことが期待されますが、為替の動向に

は留意する必要があります。

（2013年末＝100） （円）

名目実効ドルレート（対新興国通貨）
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（左目盛）円相場（対ドル）
（右目盛）名目実効ドルレート（対新興国通貨）

ドル高
↑

ドル安
↓

（出典）Bloombergを基に、みずほ総合研究所にて作成

（前期比年率、％） （前年比、％）
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（ドル／バレル）
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※ 日本は無担保コール翌日物金利、米国はFFレート目標
 の中央値、ユーロ圏は主要リファイナンスオペ金利

（出典）Bloombergを基に、みずほ総合研究所にて作成
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�連結業績サマリー

　連結粗利益は、前年度比261億円減少し、２兆2,216

億円となりました。

　みずほ銀行およびみずほ信託銀行２行合算の業務粗利

益は、内外の経済環境の低迷を受け、前年度比303億円

減少し、１兆5,993億円となりました。

　連結与信関係費用は、304億円の費用計上となりま	

した。

　連結株式等関係損益は、政策保有株式等の売却推進

により、前年度比737億円増加し、2,056億円の利益と

なりました。

　みずほ証券連結の親会社株主に帰属する当期純利益は、

純営業収益の伸びに加え、株式の誤発注に係る受取損害

賠償金等を特別利益に計上したことで、前年度比25億円

増加し、611億円となりました。

　これらの結果、親会社株主に帰属する当期純利益は、前

年度比590億円増加し、6,709億円となりました。これは、

年度計画6,300億円に対し約106％の達成率となってい

ます。

連結業務純益

親会社株主に帰属する当期純利益

連結� （億円）

2015年度 2014年度 前年度比
連結粗利益 22,216 22,477 △261
連結業務純益※ 8,528 8,769 △241
与信関係費用 △304 △46 △257
株式等関係損益 2,056 1,319 737

経常利益 9,975 10,108 △133
親会社株主に帰属する当期純利益 6,709 6,119 590
※	連結粗利益－経費（除く臨時処理分）＋持分法による投資損益等連結調整

2行合算（みずほ銀行単体＋みずほ信託銀行単体）� （億円）

2015年度 2014年度 前年度比
業務粗利益 15,993 16,297 △303
経費（除く臨時処理分） △9,109 △9,083 △26
実質業務純益 6,884 7,213 △329
与信関係費用 △267 △78 △189
株式等関係損益 1,814 961 852

経常利益 7,629 7,544 84

当期純利益 5,306 4,804 502

みずほ証券（連結）� （億円）

2015年度 2014年度 前年度比
純営業収益 4,152 3,955 196

販管費 △3,296 △3,111 △184
経常利益 854 864 △10
親会社株主に帰属する当期純利益 611 586 25

業績推移� （億円）

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度
連結粗利益 18,069 19,966 20,253 20,030 21,717 20,352 22,477 22,216

連結業務純益※1 6,226 7,026 7,417 7,191 9,121 7,442 8,769 8,528

当期純利益（損失）※2

※1.	連結粗利益ー経費（除く臨時処理分）＋持分法による投資損益等連結調整
※2.	2015年度は親会社株主に帰属する当期純利益

4,845
4,132

2,394

△5,888

6,884
5,605 6,119 6,709

　２行合算の経費は、戦略経費を中心とした海外分野での

増加を、厳格なコストコントロールおよび為替影響等によ

り吸収し、前年度比26億円増加とほぼ横ばいの、9,109

億円となりました。

　みずほ証券連結の純営業収益は、株式・債券の引受・

売出に係る受入手数料の増加を主因に、前年度比196億

円増加し、4,152億円となりました。

　これらの結果、連結業務純益は、前年度比241億円減

少し、8,528億円となりました。
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2015年度の振り返りと分析

 連結貸借対照表サマリー

0
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40

2016年3月末2015年3月末2014年3月末2013年3月末

（兆円） （取得原価ベース）

※1. その他有価証券で時価のあるもの　
※2. 残存期間 1年以内のものを含む
※3. 除く変動利付国債

■ 中長期債※2　■ 変動利付国債　■ 国庫短期証券

21.8

30.6

17.2
15.6 0.5

日本国債残高（2行合算）※1

0.6

14.415.4

1.1
5.2

20.0

1.5

9.0

13.8

0.7
2.6

平均残存期間※3

2.5年 2.4年 2.6年 2.5年

　有価証券は、国債の減少等により、前年度末比３兆

7,727億円減少し、39兆5,059億円となりました。

有価証券

（億円） （％）（取得原価ベース）
■ 国内上場株式　　　　株式取得原価／ Tier1※2

株式残高（連結）※1

政策保有株式削減実績（連結）

20,659
20,038

0
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2016年3月末2015年3月末2014年3月末2013年3月末
0
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18,471
19,629

25.5
28.931.6

22.1

2015年度 削減額
（うち売却額※）

1,157億円
（1,090億円）

※ みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券管理分

※1. その他有価証券で時価のあるもの　
※2. バーゼルⅢ移行措置ベース（第11回第11種優

先株式を普通株式等Tier1に含む）、2014年3月
末以降はヘッジ効果勘案後

連結 （億円）

2016年 
3月末

2015年
3月末 前年度末比

資産の部合計 1,934,585 1,896,847 37,738

	 うち有価証券 395,059 432,787 △37,727
	 	 うち国債 195,259 217,759 △22,500
	 	 うち地方債 2,406 2,385 20
	 	 うち社債・短期社債 28,679 26,741 1,938
	 	 うち株式 38,987 45,007 △6,020
	 	 うちその他の証券 129,726 140,892 △11,166
	 うち貸出金 737,088 734,151 2,937
	 	 	貸出金（2行合算、
	 	 銀行勘定＋信託勘定） 747,516 749,274 △1,757

	 	 	 国内店貸出金残高 555,304 564,672 △9,367
	 	 	 	 うち中小企業等貸出金 327,803 325,757 2,045
	 	 	 	 （うち居住性住宅ローン） 99,497 102,630 △3,132
	 	 	 海外店貸出金残高 192,211 184,601 7,610

負債の部合計 1,841,053 1,798,842 42,211

	 うち預金 1,056,290 977,575 78,715
	 	 国内預金（2行合算） 880,713 818,523 62,190
	 	 	 個人 402,412 394,865 7,547
	 	 	 一般法人 406,950 365,280 41,670
	 	 	 金融機関・政府公金 71,350 58,377 12,973
	 うち譲渡性預金 118,275 156,949 △38,673

純資産の部合計 93,532 98,005 △4,472

	 株主資本合計 65,599 61,311 4,287
	 	 資本金 22,557 22,554 3
	 	 資本剰余金 11,101 11,100 1
	 	 利益剰余金 31,976 27,693 4,282
	 	 自己株式 △36 △36 0
	 その他の包括利益累計額合計 16,078 20,299 △4,221
	 	 うちその他有価証券評価差額金 12,960 17,373 △4,413
	 	 うち繰延ヘッジ損益 1,652 266 1,386
	 	 うち土地再評価差額金 1,484 1,464 20
	 	 うち為替換算調整勘定 △536 △404 △132
	 	 うち退職給付に係る調整累計額 517 1,600 △1,082
	 新株予約権 27 38 △10
	 非支配株主持分 11,826 16,355 △4,529
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�自己資本

　純資産の部合計は、親会社株主に帰属する当期純利益

の計上により利益剰余金が増加した一方で、非支配株主

持分が減少したことや、有価証券評価差額金が減少したこ

とで、前年度末比4,472億円減少し、９兆3,532億円と

なりました。

純資産

　2行合算の不良債権残高は前年度末比1,820億円減

少し、8,201億円、不良債権比率は前年度末比0.20ポ

イント低下し1.00％となりました。不良債権残高・比率

ともに低位安定しており、引き続き良好なクレジットポート

フォリオを維持しています。

不良債権

　普通株式等Tier１資本の額は、親会社株主に帰属する

当期純利益の計上による利益剰余金の積み上げ等により、

前年度末比4,133億円増加し、６兆5,664億円となりました。

　リスク・アセットの額は、信用リスク・アセットの額および

マーケット・リスク相当額に係る額の減少により、前年度末

比２兆6,607億円減少し、62兆5,311億円となりました。

自己資本 リスク・アセット

（兆円） （％）˙ 要管理債権　˙ 危険債権
˙ 破産更生債権及ͼ͜ΕΒʹ準ͣΔ債権
　　 不良債権比率

金融再生法開示債権（2行合算、銀行勘定＋信託勘定）

1.2
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1.5
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1.201.21
1.71
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金融再生法開示債権（2行合算、銀行勘定＋信託勘定）� （億円）

2016年
3月末

2015年
3月末 前年度末比

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 680 566 113

危険債権 3,536 4,025 △488
要管理債権 3,984 5,429 △1,445
	 小計（要管理債権以下） 8,201 10,021 △1,820
正常債権 810,090 820,410 △10,319
	 合計 818,292 830,431 △12,139
不良債権比率 1.00% 1.20% △0.20%

（兆円） ˙ 個人　˙ 一般法人　˙ 金融機関・政府公金

預金（2行合算）ࠃ
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（兆円） ˙ 国内店貸出金残高　˙ 海外店貸出金残高

貸出金 （2行合算、銀行勘定＋信託勘定）ߴ
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　2行合算の国内預金は、一般法人預金の増加等により、

前年度末比6兆2,190億円増加しました。

貸出金

預金

　２行合算の貸出金は74兆7,516億円と前年度末比

1,757億円減少しました。国内店貸出金残高は、需要を

的確にとらえたことで大企業向けや中小企業向け貸出金

が増加した一方、政府等向けや個人向け貸出金が減少し

たことで、9,367億円減少（うち政府等向け△１兆2,350

億円）しました。海外店貸出金残高（含む特別国際金融取

引勘定）は米州非日系先を中心に増え、7,610億円増加

しました。



〈
み
ず
ほ
〉に
つ
い
て

私
た
ち
が
目
指
す
も
の

価
値
創
造
の
た
め
の
戦
略

企
業
価
値
を
支
え
る
基
盤

1032016統合報ࠂॻ		σΟεΫϩʔδϟʔࢽ

財
務
レ
ビ
ュ
ー

2015年度の振り返りと分析

　２０１６年３月末における連結総自己資本比率、連結

Tier１比率および連結普通株式等Tier１比率は、それぞ

れ、15.41％、12.64％、10.50％となりました。

（円）

6.0 6.5
7.5 7.5

26% 23% 30% 28%

1株当ͨΓ普通株式配当金

0

2

4

6

8

2015年度2014年度2013年度2012年度

配当ํ

ʮ連結配当ੑ 30%ఔ度ʯΛҰͭͷॲͱͨ͠
্Ͱʮ҆定తͳ配当ʯΛ࣮͢ࢪΔํ

2015年度普通株式配当金（༧）
年ؒ 7.5ԁ（配当ੑ 30%*1）
͏ͪதؒ配当 3.75ԁ࣮ࢪ

*1ɿ2015年度親会社株主純利益6,300億円Λ前提

配当性向

　2014年度より、新たな株主還元方針として、連結配当

性向30％程度を1つのめどとしたうえで安定的な配当を実

施することとしています。

　こうした方針のもと、当事業年度の普通株式1株当たり

の年間配当金につきましては、1株につき7円50銭（中間

配当3円75銭、期末配当3円75銭）とさせていただきま

した。また、第十一回第十一種優先株式の年間配当金に

つきましては、所定の配当金とさせていただきました。

配当政策

自己資本比率の状況（連結）� （億円）

2016年
3月末

2015年
3月末 前年度末比

普通株式等Tier1資本の額 65,664 61,531 4,133

	 資本金・資本剰余金・利益剰余金 64,603 59,171 5,431

その他Tier１資本の額 13,386 13,472 △86
	 その他Tier１資本調達手段の額 3,000 — 3,000

	 適格旧Tier１資本調達手段の額 11,440 14,581 △3,141
Tier2資本の額 17,335 20,081 △2,745
	 Tier2資本調達手段の額 4,935 3,304 1,631

	 適格旧Tier2資本調達手段の額 9,629 11,088 △1,458
総自己資本の額 96,386 95,084 1,301

リスク・アセットの額 625,311 651,919 △26,607
	 信用リスク・アセットの額 575,884 586,027 △10,143
	 マーケット・リスク相当額に係る額 16,960 34,738 △17,777
	 	オペレーショナル・リスク	
相当額に係る額 32,466 31,153 1,313

連結総自己資本比率 15.41% 14.58% 0.83%

連結Tier１比率 12.64% 11.50% 1.14%

連結普通株式等Tier１比率 10.50% 9.43% 1.07%

　連結普通株式等Tier1比率は、前年度末比1.07ポイ

ント上昇し、10.50%となりました。

自己資本比率

（%）

8.80
11.35

14.36

9.43
11.50

14.58 15.41

12.64
10.50

自己資本比率
˙ 連結普通株式等 Tier1比率　˙ 連結 Tier1比率
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自己資本の状況

　当社グループは、「安定的な自己資本の充実」と「着実な

株主還元」の最適なバランスを図る「規律ある資本政策」

を遂行しています。

　２０１６年度より始まる新中期経営計画においては、最終

年度（２０１８年度）末において、連結普通株式等Tier１比

率10％程度（完全施行ベース※（現行規制を前提）、その

他有価証券評価差額金を除く）を目指し、外部環境変化

へのストレス耐性を高めていきます。

　各種施策の着実な実行等を通じ、一層の収益力向上と

効率性・品質向上および経費削減に取り組み、競争環境

の変化にも耐えられる強靭な財務基盤の構築を目指します。
※２０１８年度末のバーゼルⅢの完全施行時の規制に従い算出するものです。
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北海道

みずほ銀行 6カ店
みずほ信託銀行 1カ店
みずほ証券 1拠点

東北

みずほ銀行 10カ店
みずほ信託銀行 1カ店
みずほ証券 5拠点

大阪

みずほ銀行 35カ店／ 1出張所
（うち東京営業部大阪外為サービスオフィス出張所 1）

みずほ信託銀行 2カ店／ 2出張所
みずほ証券 27拠点
（うちプラネットブース 16）

近畿（除く大阪）

みずほ銀行 26カ店／ 1出張所
（うち神戸ローンコンサルティングスクエア 1）

みずほ信託銀行 2カ店
みずほ証券 22拠点
（うちプラネットブース 8）

東京

みずほ銀行 173カ店／ 29出張所
（うち渋谷ローンコンサルティングスクエア 1、
町田ローンコンサルティングスクエア 1、
東京営業部日本橋蛎殻町出張所 1）

みずほ信託銀行 12カ店／ 12出張所
みずほ証券 112拠点
（うちプラネットブース 89）

関東（除く東京）

みずほ銀行 118カ店／ 8出張所
（うち大宮ローンコンサルティングスクエア 1）

みずほ信託銀行 9カ店／ 4出張所
みずほ証券 56拠点
（うちプラネットブース 36）

東海

みずほ銀行 18カ店
みずほ信託銀行 2カ店
みずほ証券 14拠点
（うちプラネットブース 4）

北陸・甲信越

みずほ銀行 8カ店
みずほ信託銀行 2カ店
みずほ証券 11拠点
（うちプラネットブース 5）

中国

みずほ銀行 9カ店／ 1出張所
みずほ信託銀行 2カ店
みずほ証券 9拠点
（うちプラネットブース 3）

四国

みずほ銀行 6カ店
みずほ信託銀行 1出張所
みずほ証券 6拠点
（うちプラネットブース 2）

沖縄

みずほ銀行 1カ店

九州

みずほ銀行 11カ店／ 1出張所
みずほ信託銀行 3カ店
みずほ証券 11拠点
（うちプラネットブース 3）

〈みずほ〉の拠点

　〈みずほ〉は、国内全都道府県および海外主要都市に展開する拠点網を活用して、お客さまの円滑な経済活動を支える

とともに、多様化・グローバル化する金融ニーズにお応えしています。

国内店舗（2016年6月30日現在）

国内店舗数
みずほ銀行：462（本支店421、出張所41）
※振込専用支店46店、口座振替専用支店2店、ATM統括支店1店、インターネット支店1店、確定拠出年金支店1店を除く

みずほ信託銀行：55（本支店36、出張所19（うちトラストラウンジ18））
みずほ証券：274（本支社3、支店104、プラネットブース166、FA営業部1）

みずほ銀行その他の拠点
・外貨両替業務を専門に手掛けるブース：成田空港5カ所、関西国際空港2カ所、羽田空港4カ所、市中7カ所
・店舗外外貨自動両替機：成田空港4カ所、その他（銀座）2カ所

みずほ銀行の店舗外現金自動設備51,750カ所（2016年3月31日現在）
うち共同利用ATM（イオン銀行）4,984カ所
	 共同利用ATM（イーネット）13,436カ所
	 共同利用ATM（ローソン）11,164カ所
	 共同利用ATM（セブン銀行）20,728カ所

会社情報
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〈みずほ〉の拠点

■	みずほ銀行は、2015年12月に現地当局よりメキシコにおける銀行設立の認可を取得し、2016年度の開業を目指して準備を進めています。

海外拠点（2016年6月30日現在）

ロンドン

ブリュッセル

青島
北京
天津

無錫

マニラ
イースタンシーボード
ホーチミン

ラブアン

シドニー

カルガリー
シカゴ

バンクーバー

サンフランシスコ

ロスアンゼルス

メキシコ

サンパウロ

サンチャゴ

トロント
ボストン
ホーボーケン

ニューヨーク
フィラデルフィア

アトランタ

ヒューストン
ナッソー

ケイマン

アムステルダム
デュッセルドルフ

フランクフルト

モスクワ
ウィーン

イスタンブール

南京
合肥
武漢
厦門
深圳
広州
ハノイ

大連
ソウル
蘇州
上海
台北
台中
高雄
香港

ルクセンブルク
パリ

マドリッド

ミラノ
バハレーン
リヤド
ドバイ

テヘラン
ニューデリー

ムンバイ
アーメダバード

バンガロール
チェンナイ ヤンゴン

ティラワ
バンコック
プノンペン

クアラルンプール

シンガポール

ジャカルタ
ヨハネスブルグ

チューリッヒ

みずほ銀行：87拠点
　 海外支店
　 海外出張所
　 海外駐在員事務所
　 海外現地法人

みずほ信託銀行：2拠点
　 海外現地法人

みずほ証券：24拠点
　 海外現地法人
　 海外駐在員事務所

DIAMアセットマネジメント：4拠点
　 海外現地法人

欧州・中近東・アフリカ
みずほ銀行 18拠点
みずほ信託銀行 1拠点
みずほ証券 4拠点
DIAMアセットマネジメント 1拠点

アジア・オセアニア
みずほ銀行 45拠点
みずほ証券 7拠点
DIAMアセットマネジメント 2拠点

北米・中南米
みずほ銀行 24拠点
みずほ信託銀行 1拠点
みずほ証券 13拠点
DIAMアセットマネジメント 1拠点

※海外現地法人は、本支店・出張所・駐在員事務所を含む
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グループ会社紹介 （2016年3月31日現在、ただしネットワークのみ2016年6月30日現在）

 みずほ銀行

　みずほ銀行は、グループの新中期経営計画「進化する“One	
MIZUHO”～総合金融コンサルティンググループを目指して～」
の実現に向け、国内最大級の顧客基盤や国内外の拠点ネット
ワークを有するリーディングバンクとして、銀行・信託・証券に加
え、資産運用会社やシンクタンクとも連携を強化し、〈みずほ〉の
総力を結集したコンサルティング機能を発揮することで、幅広い
お客さまに最適な金融ソリューションを迅速に提供してまいります。

　金融機関を取り巻く経営環境は、グローバルな金融規制強化
の流れ、マイナス金利導入や金融イノベーションの急速な進展
等、これまでにない大きな転換点を迎えています。こうした環境
変化のなか、柔軟な発想でお客さまの多様なニーズにお応えす
る新しい金融商品・サービスを創出し、お客さまの利便性と満
足度向上に努めてまいります。

　個人のお客さまには、銀行・信託・証券の商品・サービス等を
シームレスに提供する共同店舗化を推進するほか、最新の金融
サービスを提供する次世代型店舗の展開にも取り組んでまいり
ます。また、スマートフォン等を活用した新たなサービス等、金
融とICT（情報通信技術）を融合した「FinTech（フィンテック）」
を取り入れ、次世代を見据えた取り組みも進めてまいります。企
業オーナー等のお客さまには、法人・個人一体での成長戦略支
援・事業承継支援等に力を入れてまいります。

　法人のお客さまには、高度なリスクテイク能力の発揮による
資金供給機能の強化、幅広い産業知見や商品開発力等の専門
性・独自性に立脚したソリューション提供能力の強化に取り組む
ほか、充実した海外拠点ネットワークを活かした海外展開サポー
トや、海外のグローバル企業との長期的・多面的な関係構築に
も努めてまいります。

　みずほ銀行は、今後とも“お客さま第一（Client-Oriented）”
を徹底し、役職員一人ひとりが「お客さまの課題や悩みの解決
のために何ができるのか」を常に考え行動する「現場力」を強化
し続けることで、最高の金融サービスの提供を通じてお客さまの
夢の実現を全力でサポートし、お客さまから「最も信頼される銀
行」となることを目指してまいります。

　みなさまにおかれましては、今後も一層のご支援を賜りますよ
うお願い申しあげます。

株式会社みずほ銀行

取締役頭取

林 信秀

発足日	 2013年7月1日

資本金	 1兆4,040億円

所在地	 〒100-8176	東京都千代田区大手町1-5-5
	 TEL	03（3214）1111（代表）

代表者	 取締役頭取　林	信秀

従業員数	 27,355人

国内ネットワーク	 本支店　421
	 出張所　41

海外ネットワーク	 支店　25	 出張所　17
	 駐在員事務所　6	 現地法人　39

ウェブサイト	 http://www.mizuhobank.co.jp/index.html

次世代型店舗「八重洲口支店」

会社情報
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グループ会社紹介 （2016年3月31日現在、ただしネットワークのみ2016年6月30日現在）

 みずほ信託銀行

　みずほ信託銀行は、グループの新中期経営計画「進化する
“One	MIZUHO”～総合金融コンサルティンググループを目
指して～」の実現に向け、〈みずほ〉全体のお客さまの多様化・高
度化するニーズに対し、専門性の高い信託商品・サービスを提
供するとともに、信託に関する総合的なコンサルティング力を一
層強化してまいります。

　個人のお客さまには、少子化・高齢化の進展を背景に、相続・
資産承継等に対する関心が高まるなか、遺言信託、教育資金贈
与信託、暦年贈与型信託等の資産の承継に関する商品の充実
を図っておりますが、今後もお客さまのニーズに即した新たな信
託商品・サービスの拡充に努めてまいります。また、お客さまの
利便性向上を図るために、こうした信託商品をみずほ銀行、み
ずほ証券の各店舗で取り扱うとともに、みずほ銀行全店に配置
した「相続コンサルタント」の対応力を強化する等、お客さまの
相続・資産承継ニーズに幅広くお応えできるよう、グループ一体
となって取り組んでまいります。さらに、企業オーナー等のお客
さまの事業承継ニーズに対しては、信託の高い専門性を活かし
たコンサルティング機能をみずほ銀行と一体となって提供してま
いります。

　法人のお客さまには、不動産、資産流動化、証券代行、年金
等の分野で、信託の高い専門性を活かしたコンサルティング力を
一層強化することにより、お客さまの課題解決のためのソリュー
ション提供に努めてまいります。
　アセットマネジメント分野では、新たに発足するアセットマネジ
メントOneとの連携を通じ、お客さまのニーズに即した先進的
プロダクツの開発・提供に取り組んでまいります。

　今後も当行は、「One	MIZUHO戦略」をさらに進化させ、
“お客さま第一（Client-Oriented）”を徹底してまいります。「信
託」に対するお客さまのニーズが高まるなか、信託の専門性を磨
き、総合的なコンサルティング力を一層強化することにより、「お
客さまから最も信頼される信託銀行」を目指してまいります。

　みなさまの一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。

みずほ信託銀行株式会社

取締役社長

中野 武夫

発足日	 2003年3月12日

資本金	 2,473億円

所在地	 〒103-8670	東京都中央区八重洲1-2-1
	 TEL	03（3278）8111（代表）

代表者	 取締役社長　中野	武夫

従業員数	 3,240人

国内ネットワーク	 本支店　36
	 出張所　19（うちトラストラウンジ18）

海外ネットワーク	 現地法人　2

ウェブサイト	 http://www.mizuho-tb.co.jp/index.html

相続・遺言等の相談拠点「トラストラウンジ」
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発足日	 2013年1月4日

資本金	 1,251億円

所在地	 〒100-0004	東京都千代田区大手町1-5-1
	 大手町ファーストスクエア
	 TEL	03（5208）3210（代表）

代表者	 取締役社長　坂井	辰史	（2016年4月1日就任）

従業員数	 6,994人

国内ネットワーク	 本支社　3	 支店　104
	 プラネットブース　166	 FA営業部　1

海外ネットワーク	 駐在員事務所　2
	 現地法人　22

ウェブサイト	 http://www.mizuho-sc.com/index.html

 みずほ証券

みずほ証券株式会社

取締役社長

坂井 辰史

　みずほ証券は、〈みずほ〉のお客さまに付加価値の高い証券
サービスを提供するため、お客さまのニーズに沿った、クオリ
ティの高い商品・サービスをご提供する体制を整えるとともに、
より幅広い金融ニーズにもお応えできるよう、銀行・信託・証券
の一体戦略を推進しています。

　個人のお客さまには、業界トップの国内店舗ネットワークの
ほか、インターネット、コールセンターを通じて、多様な金融商
品、クオリティの高い投資情報の提供等に努めています。お客
さまの中長期的な資産形成に貢献するため、営業姿勢を大きく
変革し、お客さま本位の営業を徹底する取り組みを進めていま
す。また、グループ一丸となったサービス向上のため、銀行・信
託・証券の共同店舗化を推進するとともに、みずほ銀行、みず
ほ信託銀行の証券ニーズをお持ちのお客さまへの商品・サービ
スの提供、全支店での、みずほ銀行の預金口座開設のご提案等
を行う銀行代理業、みずほ信託銀行の遺言関連業務、および教
育資金贈与信託に関する信託代理店業務の展開等、〈みずほ〉
だからこそできる取り組みを進めています。

　	法人のお客さまには、株式や債券の引受、M&Aアドバイザ
リー、ストラクチャードファイナンス等の投資銀行ソリューション
を提供しており、豊富な実績に裏付けられた経験とノウハウに基
づき、お客さまの幅広い金融ニーズを捉えた、専門性の高い提
案・サービスの提供を行うための体制を構築しています。また、
アナリストランキング上位に多数名を連ねるリサーチ部門、そし
て、東京、ロンドン、ニューヨーク、香港の拠点が一体となったグ
ローバルなセールス・トレーディング体制により、お客さまの投
資戦略に的確にお応えする高度な運用商品、投資情報の提供に
努めています。

　当社は、〈みずほ〉が目指す、「総合金融コンサルティンググ
ループ」の唯一のフルライン証券会社として、お客さまから選ば
れるために、一人ひとりの社員としての「個」の力を一層強化し
クオリティを高め、みずほ証券の力を今まで以上に発揮してまい
りたいと考えております。

　みなさまにおかれましては、今後も一層のご支援を賜りますよ
う、お願い申しあげます。

会社情報

みずほ証券が提供する各種リサーチレポート
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 みずほ総合研究所

 みずほ情報総研  みずほプライベートウェルスマネジメント

発足日	 2002年10月1日

資本金	 9億円

所在地	 東京都千代田区内幸町1-2-1

代表者	 取締役社長　土屋	光章

従業員数	 288人

ウェブサイト	 http://www.mizuho-ri.co.jp/index.html

発足日	 2004年10月1日

資本金	 16億円

所在地	 東京都千代田区神田錦町2-3

代表者	 取締役社長　西澤	順一

従業員数	 4,316人

ウェブサイト	 http://www.mizuho-ir.co.jp/index.html

設立日	 2005年10月3日

資本金	 5億円

所在地	 東京都千代田区内幸町1-1-5

代表者	 取締役社長　渡辺	健

従業員数	 34人

 DIAMアセットマネジメント

発足日	 1999年10月1日

資本金	 20億円

所在地	 東京都千代田区丸の内3-3-1
	 新東京ビルヂング5階

代表者	 取締役社長　西	惠正

従業員数	 436人

海外ネットワーク	 現地法人　4

ウェブサイト	 http://www.diam.co.jp/

　第一生命保険と〈みずほ〉が出資する資産運用会社です。欧米、
アジアの海外拠点とも連携し、個人・法人向けの投資信託商品
のご提供や、国内外年金基金等のお客さまへの投資顧問サービ
スを行っています。

　リサーチ部門、コンサルティング部門および独自の法人会員
制度を擁する日本有数のシンクタンクです。優れた分析力と内
外ネットワークを駆使したマクロ情報の発信や政策提言、国や自
治体、民間企業の個別課題解決ニーズに対応したコンサルティ
ング・サービスを提供しています。

　ITをコアテクノロジーとし、自然科学から社会科学まで幅広
い領域をカバーする4,000名余のプロ集団が、コンサルティン
グ、システムインテグレーション、アウトソーシングの3つのサー
ビスを通じて、企業価値の向上を支援しています。

　お客さまの大切な資産の管理や運用、事業の承継等、金融に
関わるご相談から、お客さまご自身やご家族の健康管理、お子
さまの教育等のご相談まで、オーダーメイドで対応するコンサル
ティング会社です。

注）	1.	代表者には代表権があります。
	 2.	従業員数は、社外への出向者を除き、社外から受け入れた出向者を含んで	
	 います。また、海外の現地採用者を含み、執行役員、嘱託および臨時従業員	
	 を含んでいません。

	 3.	海外現地法人は、本支店・出張所・駐在員事務所を含みます。

 資産管理サービス信託銀行

設立日	 2001年1月22日

資本金	 500億円

所在地	 東京都中央区晴海1-8-12
	 晴海トリトンスクエア	タワーZ

代表者	 取締役社長　森脇	朗

従業員数	 631人

ウェブサイト	 http://www.tcsb.co.jp/index.html

　〈みずほ〉の資産管理専業信託銀行として、大手機関投資家
等のお客さまに、高品質・高付加価値な信託・カストディサービ
スを提供し、2016年3月末の預り資産残高は380兆円を上回
る国内最大級の規模を有しています。

 みずほ投信投資顧問

発足日	 2007年7月1日

資本金	 20億円

所在地	 東京都港区三田3-5-27

代表者	 取締役社長　中村	英剛

従業員数	 236人

ウェブサイト	 http://www.mizuho-am.co.jp/index.html

　個人や金融法人等向けの投資信託業務と、公的・私的年金
や金融・事業法人等向けの投資顧問業務の2つを中核業務と
し、株式・債券からオルタナティブ投資まで、幅広く資産運用の
商品・サービスを提供しています。

グループ会社紹介
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会社概要 （2016年3月31日現在）

商号 ：	 株式会社みずほフィナンシャルグループ

上場（証券コード） ：	 東京証券取引所第1部（8411）
	 ニューヨーク証券取引所（MFG）

所在地 ：	 〒100-8176　東京都千代田区大手町1-5-5
	 TEL	03（5224）1111（代表）

代表者 ：	 執行役社長　佐藤	康博

資本金 ：	 2兆2,557億円

発行済株式総数 ：	 	 25,945,277,657株
	 普通株式	 25,030,525,657株
	 優先株式	 914,752,000株

従業員数 ：	 1,318人
	 （みずほフィナンシャルグループおよび
	 連結子会社就業者数合計	56,375人）

設立日 ：	 2003年1月8日

格付情報

会社情報

	 R&I JCR Moody’s S&P Fitch

みずほフィナンシャルグループ A+ AA－ A1 A－ A－

みずほ銀行 AA－ AA A1 A A－

みずほ信託銀行 AA－ AA A1 A A－

みずほ証券 AA－ AA A1※ A –

（ご参考）日本政府 AA+ AAA A1 A+ A

※ミディアム・ターム・ノート・プログラムに対する格付（当プログラムはみずほインターナショナルおよび米国みずほ証券との共同プログラムであり、みずほ
フィナンシャルグループおよびみずほ銀行とキープウエル契約を締結しています。）

（2016年6月30日現在）
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コンプライアンスに関する各種窓口

 会計、財務報告に係る内部統制、監査に係るホットライン

 金融ADR（あっせん）制度への取り組み

通報事項：		みずほフィナンシャルグループは、会計、財務報

告に係る内部統制、監査に係る不適切な事項に

ついて、社内外から通報を受けつけるホットライ

ンを設置しています。

通 報 先：		本ホットラインは、社外の法律事務所に設置し

ています。

	 	通報する場合には、手紙または電子メールを	

利用してください。

	 手紙：	〒100-6012

	 	 東京都千代田区霞が関3-2-5

	 	 霞が関ビルディング12階

	 	 第一芙蓉法律事務所内

	 	 「みずほ会計ホットライン」宛

	 電子メール：kaikei-mizuho@daiichifuyo.gr.jp

　お客さまからの苦情等に対し、迅速、公平かつ適切な対

応を行うべく、みずほ銀行およびみずほ信託銀行では、銀

行法上の指定紛争解決機関である全国銀行協会と手続

実施基本契約を締結しています。また、みずほ信託銀行は、

信託業法および金融機関の信託業務の兼営等に関する法

律上の指定紛争解決機関である信託協会とも手続実施基

本契約を締結しています。

　指定紛争解決機関は、お客さまからの苦情等に対する

各社の解決策にご納得いただけない等の場合、公正中立

な立場で解決のための取り組みを行います。

○			受けつけた通報が通報事項に該当する場合、事実調査

を行い、結果を回答するよう努めます。

○			匿名の通報も可能です。ただし、事実調査が制約され

たり、回答ができない等、通報の趣旨に十分お応えでき

ない場合があります。

○			通報者に関する情報は、本人の同意をいただいている

場合や法令等に基づく場合等を除き、当グループ以外

の第三者に開示しません。

みずほ銀行・みずほ信託銀行が契約している銀行法上の

指定紛争解決機関

指定紛争解決機関：	一般社団法人全国銀行協会

連絡先：	全国銀行協会相談室

	 電話番号：	0570-017109

	 	 または03-5252-3772

みずほ信託銀行が契約している信託業法および金融機関

の信託業務の兼営等に関する法律上の指定紛争解決機関

指定紛争解決機関：	一般社団法人信託協会

連絡先：	信託協会信託相談所

	 電話番号：	0120-817335

	 	 または03-6206-3988
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 リスク管理への取り組み

　金融業務が多様化・複雑化していくなか、金融機関は

信用・市場・流動性をはじめ、事務・システム・法務・決済

等、多様なリスクを抱えています。みずほフィナンシャルグ

ループでは、グループ全体およびグループ会社各社の経営

の健全性・安定性を確保しつつ企業価値を高めていくため

に、業務やリスクの特性に応じてこれらのリスクを適切に管理

し、コントロールしていくことを経営上の最重要課題の１つ

として認識し、リスク管理態勢の整備に取り組んでいます。

　みずほフィナンシャルグループ（持株会社）では、各種リ

スクの明確な定義、適切なリスク管理を行うための態勢の

整備と人材の育成、リスク管理態勢の有効性および適切

性の監査の実施等を内容とした、当グループ全体に共通

するリスク管理の基本方針を取締役会で制定しています。

当グループは、この基本方針に則りさまざまな手法を活用

してリスク管理の高度化を図る等、リスク管理の強化に努

めています。

　当グループでは、当グループ内の各社で業務内容や保

有するリスクの規模・態様に応じた適切なリスク管理を行う

とともに、当社が当グループ全体のリスク管理を統括する

態勢としています。

　具体的には、当社は、グループＣＲＯ（Group	Chief	Risk	

Officer）であるリスク管理グループ長を委員長とするリスク

管理委員会にて、当グループのリスク全般を一元的に管理

しています。グループＣＲＯはリスク管理の状況等を定期

的および必要に応じて、取締役会、監査委員会、リスク委員

会、経営会議、執行役社長に報告しています。当社は、主要

グループ会社からリスク管理の状況等について定期的およ

び必要に応じて報告・申請を受けるとともに、主要グループ

会社に対してリスク管理に関する適切な指示を行ってい

ます。

　さらに、主要グループ会社でも、それぞれが各種リスク

の管理態勢を整備し、自社のグループ会社からリスクの状

況等について定期的および必要に応じて報告を受けるとと

基本的な考え方

リスク管理態勢の概要

リスク管理態勢

リスク管理態勢

みずほフィナンシャルグループ

監
督
・
監
査

経  

営

取締役会

取締役会

頭取・社長 経営会議

経営政策委員会

担当役員（リスク管理グループ長等）

主要グループ会社が管理するグループ会社

監査委員会

リスク委員会

執行役社長

総合リスク管理部
与信企画部

みずほ銀行 米州みずほみずほ証券みずほ
信託銀行

左記以外の
主要グループ
会社

各リスク管理所管部

総合リスク管理部 〈市場性業務〉ミドルオフィス
与信企画部
各リスク管理所管部

主要グループ会社

みずほ銀行　みずほ信託銀行

・基本方針の提示
・リスク管理に関する指示・承認

・リスク管理状況の報告
・リスク管理に関する申請

・基本方針の提示
・リスク管理に関する指示・承認

・リスク管理状況の報告
・リスク管理に関する申請

経営会議

担当役員（リスク管理グループ長（グループCRO）等）

経営政策委員会
（リスク管理委員会等）

もに、自社のグループ会社に対してリスク管理に関する適

切な指示を行っています。
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バーゼル規制への対応

　銀行の健全性についての国際標準の規制であるバーゼル

規制は、自己資本比率規制、レバレッジ比率規制、流動性規

制から構成される「バーゼルⅢ」が段階的に導入されています。

　2007年3月末から本邦での適用が開始されたバーゼルⅡ

により、自己資本比率規制では最低所要水準を定めた「第一

の柱」、金融機関の自己管理と監督上の検証を定めた「第二

の柱」、適切な開示に基づいた市場による評価を受ける市場

規律について定めた「第三の柱」に対応することが求められて

います。当グループでは、信用リスクについては、2009年

3月末より先進的内部格付手法に、オペレーショナルリスクに

ついては、同年9月末より先進的計測手法に移行し、自己資

本比率を算出しています。2013年3月末からバーゼルⅢの

自己資本比率規制が本邦で段階的に適用され、当グループ

では、改正された金融庁告示に基づき、自己資本比率を算出

しています。バーゼルⅢ公表後も、バーゼル銀行監督委員会

は、各種自己資本比率規制上の取り扱いに関する見直しを継

続的に検討しており、当グループでも、今後適切に対応して

いく予定です。なお、当グループは、2015年11月に金融

安定理事会（FSB）からグローバルなシステム上重要な銀行

（G-SIBs）として特定されており、2016年3月末から追加

的な損失吸収力の要件が段階的に適用されています。

　レバレッジ比率規制については、2015年3月末から第三

の柱として本邦で導入され、開示を行っています。

　また、流動性規制については、2015年3月末から流動性

カバレッジ比率が第一の柱として本邦で導入され、算出を行っ

ています。

▶  先進的内部格付手法 
（Advanced Internal Ratings Based Approach）

  　信用リスクの計測手法の1つで、借り手が債務不履行等に陥る
確率（デフォルト率）に加えて、その場合に見込まれる損失率	
（デフォルト時損失率）等についても、内部実績データを用いて	
銀行自身がリスクアセットを算出する手法。

▶  先進的計測手法 
（Advanced Measurement Approaches）

  　オペレーショナルリスクの計測手法の１つで、過去に自社で経験
した内部損失データだけではなく、今後発生する可能性のある	
未経験の事象を計測に取り込むためにシナリオデータを用い、	
統計的な手法でリスクアセットを算出する手法。

 総合的なリスク管理について

　当グループでは、当グループで保有するリスクを、リスク

の要因別に「信用リスク」、「市場リスク」、「流動性リスク」、

「オペレーショナルリスク」等に分類し、各リスクの特性に

応じた管理を行っています。

　また、当グループでは、各リスクカテゴリーでの管理に加

え、リスクを全体として把握・評価し、必要に応じて定性・

定量それぞれの面から適切な対応を行い、経営として許容

　当グループでは、当グループ全体が抱えているリスクを

可能な限り把握し、リスクキャピタル配賦の枠組みのもと、

その総量を当グループの財務体力の範囲内にとどめる運

営を実施しています。

　具体的には、当社が主要グループ会社に対しておのおの

のグループ会社分も含めたリスクキャピタルを配賦し、各

基本的な考え方

リスクキャピタル配賦

できる範囲にリスクを制御していく、総合的なリスク管理

態勢を構築しています。

　当グループでは、当社が定めた総合的なリスク管理に

関する基本的な方針のもと、リスクを幅広く多面的に捉え、

複数のリスクが内在する業務等（決済業務・信託業務等）

のリスク管理方法も含めたリスク管理の高度化に積極的に

取り組んでいます。

社のリスク上限としてリスク制御を行うとともに、当グルー

プ全体（連結ベース）として保有するリスクが資本金等の

財務体力を超えないように経営としての許容範囲にリスク

を制御しています。当社および主要グループ会社は、この

枠組みのもとで経営の健全性を確保するためにリスクキャ

ピタルの使用状況を定期的にモニタリングし、各社内の取
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リスク管理態勢

　当グループでは、リスクキャピタル配賦運営の一環とし

て、グループ共通の複数のリスクシナリオを設定し、当社

および主要グループ会社において、これらのシナリオに基

づくストレス事象発生時の損失およびリスク量をリスクカテ

ゴリー横断で算出、自己資本とのバランスを評価、自己資

本充実度の評価等に活用しています。

　リスクシナリオについては、足元の経済状況や今後の見

通し等を踏まえて設定するシナリオや、リスク管理の観点

から過去のストレス事象発生等のシナリオを設定し、シナ

リオごとの影響を算出しています。

締役会等に報告をしています。なお、みずほ銀行、みずほ

信託銀行、みずほ証券、米州みずほに対しては、各リスク

カテゴリー別にリスクキャピタルを配賦するとともに、各社

内で業務運営単位等にリスクキャピタルを配賦する枠組み

を構築しています。

リスクキャピタル配賦の仕組み

みずほフィナンシャルグループ（持株会社） みずほ銀行

みずほ信託銀行

みずほ証券

米州みずほ

※各主要グループ会社が管理するグループ会社が保有するリスクを含む。

リスクキャピタルをベースとしたリスク上限等を設定し、
各種リスクに対する制御を実施。

みずほ銀行
信用リスク

市場リスク

株価リスク

オペレーショナルリスク

グループ会社　等

業務運営
単位に
配賦

（例）

みずほ信託銀行

みずほ証券

米州みずほ

当グループの財務体力

資本金　等

その他のリスク

当グループが保有するリスク

主
要
グ
ル
ー
プ
会
社
が

保
有
す
る
リ
ス
ク※

配
賦
リ
ス
ク
キ
ャ
ピ
タ
ル

ストレス状況下のリスクと自己資本のバランス評価

①
シナリオの
設定

②
影響の算出

③
結果の分析・
活用

➡グループ共通のリスクシナリオを設定

リスクシナリオ発生時の当グループへの影響額を
算出
【主要な算出項目】
損失、VAR等

自己資本充実度評価等に活用

・足元の経済状況・今後の経済見通し等
・過去のストレス事象発生等
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 信用リスク管理について

　当グループでは、信用リスクを、「与信先の財務状況の

悪化等により、資産（オフバランス項目を含む）の価値が減

少または消失し、当グループが損失を被るリスク」と定義し、

当グループとして把握・管理するための手法や態勢を整え

ています。

　当グループの信用リスク管理は、当社が統括しています。

具体的には、相互に補完する２つのアプローチによって信

基本的な考え方

用リスク管理を実施しています。１つは、信用リスクの顕

在化により発生する損失を抑制するために、お客さまの信

用状態の調査を基に、与信実行から回収までの過程を個

別案件ごとに管理する「与信管理」です。もう１つは、信用

リスクを把握し適切に対応するために、信用リスク顕在化

の可能性を統計的な手法等によって把握する「クレジット

ポートフォリオ管理」です。

当社における信用リスク管理

　当社では、取締役会が信用リスク管理に関する基本的

な事項を決定します。また、リスク管理委員会で、信用リ

スク管理に係る基本方針や運営・モニタリングに関する事

項等について、総合的に審議・調整を行います。リスク管

理グループ長は、信用リスク管理の企画運営に関する事項

を所管します。総合リスク管理部と与信企画部は共同して、

信用リスクのモニタリング・報告と分析・提言、信用リスク

管理に関する基本的な事項の企画立案・推進を行います。

主要グループ会社における信用リスク管理

　主要グループ会社では、当社で定めた「信用リスク管理

の基本方針」に則り、保有する信用リスクの規模・態様に

応じて管理を行います。また、各社の取締役会が、信用	

与信業務規範

　当グループでは、すべての役職員が与信業務に取り組む

際の基本姿勢等を「与信業務規範」として定めています。

そこでは、銀行の公共的・社会的役割を自覚した運営に努

めるため、「公共性の原則」、「安全性の原則」、「成長性の原

則」、「収益性の原則」等に照らした運営を与信業務の基本

方針として定めています。

信用リスク管理態勢

与信管理

リスク管理に関する重要な事項を決定します。

　みずほ銀行、みずほ信託銀行（以下、２行）では、経営政

策委員会を設置し、おのおののクレジットポートフォリオ運

営、与信先に対する取引方針について総合的に審議・調

整を行います。リスク管理グループ長は、信用リスク管理

の企画運営に関する事項を所管します。信用リスク管理

担当部署は、与信管理の企画運営ならびに信用リスクの

計測・モニタリング等を行い、当社に対して定期的にリスク

管理状況を報告しています。審査担当部署は、各社で定

めた権限体系に基づき、審査、管理、回収等に関する事項

につき、方針の決定や個別案件の決裁を行います。また、

業務部門から独立した内部監査グループが、信用リスク管

理の適切性等を検証しています。

内部格付制度

　２行では、信用リスク管理の重要なインフラとして、信用

格付とプール割当で構成される「内部格付制度」を活用し

ています。まず、信用格付は、債務者の信用リスクの水準

を表す債務者格付と、担保・保証の種類や優先・劣後関

係等を考慮した、債権ごとの最終的な損失発生の可能性

を表す案件格付とで構成されます。債務者格付の付与は、

原則すべての与信先を対象として、与信先の決算状況等
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を速やかに反映するため最低年１回の定例見直しを行うと

ともに、与信先の信用状況の変化があった場合は随時見

直しを行い、個別の与信先や銀行全体のポートフォリオの

状況をタイムリーに把握できる態勢としています。また、

債務者格付の付与を、次に述べる自己査定の１次作業とし

ても位置づけていることから、債務者格付は資産の自己査

定における債務者区分とリンクしたものとなっています（図

表「債務者格付と自己査定の債務者区分、金融再生法開

示債権、リスク管理債権の債権区分の関係」参照）。

　次に、プール割当は、一定の残高に満たない小口の与

信先等を対象に、リスク特性の類似する与信先や債権の集

合体（プール）を組成したうえで、その組成したプールごと

にリスクを把握し、管理する手法です。プールごとに十分

な小口分散を図ることにより、効率的な信用リスク管理お

よび与信管理を行っています。

　なお、債務者格付、プール割当についての妥当性およ

び有効性の検証を、あらかじめ定められた手続に則り、原

則年１回実施しています。

債務者格付と自己査定の債務者区分、金融再生法開示債権、リスク管理債権の債権区分の関係

自己査定 
（債務者区分）

格付表記 債務者格付の定義
Ⅰ分類 

（非分類）
Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

金融再生法 
開示債権区分

リスク管理 
債権区分

正常先

A1ーA3
債務履行の確実性が非常に高く、	
与信管理上の安全性が非常に優れた
水準にある先。

全与信。
正常債権

B1ーB2
債務履行の確実性に当面問題なく、
与信管理上の安全性が十分な先。

C1ーC3
債務履行の確実性と与信管理上の
安全性に当面問題がない先。

D1ーD3
債務履行の確実性に現状問題はない
が、将来の環境変化に対する抵抗力
が低い先。

要注意先

E1 金利減免・棚上げを行っている等貸出
条件に問題のある先、元金返済もしく
は利息支払いが事実上延滞している
等履行状況に問題のある先のほか、業
績が低調ないしは不安定な先または財
務内容に問題がある先等、今後の管
理に注意を要する債務者。

預金担保等
優良担保・
保証等でカ
バーされた
与信。

Ⅰ分類以外
の与信。E2 R 要管理債権

貸出条件緩和
債権

3カ月以上延
滞債権

破綻懸念先 F1

現在、経営破綻の状況にはないが、
経営難の状態にあり、経営改善計画
等の進捗状況が芳しくなく、今後、経
営破綻に陥る可能性が大きいと認め
られる債務者（金融機関等の支援継
続中の債務者を含む）。

不動産担保
等 一 般 担
保・保証等
でカバーさ
れた与信。

Ⅰ・Ⅱ分類以
外の与信。

危険債権

延滞債権

実質破綻先 G1

法的・形式的な経営破綻の事実は発
生していないものの、深刻な経営難
の状態にあり、再建の見通しがない
状況にあると認められる等実質的に
経営破綻に陥っている債務者。

担保の評価
額と時価と
の差額部分
（最終の回
収懸念があ
り、損失発
生の可能性
が見込まれ
るもの）。

Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ分類
以外の与信
（回収不能
または無価
値と判定さ
れるもの）。

破産更生債
権及びこれら
に準ずる債権

破綻先 H1
法的・形式的な経営破綻の事実が発
生している債務者。

破綻先債権
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自己査定、償却・引当

　資産の自己査定は、信用リスク管理の一環であるととも

に、企業会計原則等に基づいた適正な償却・引当の準備

作業として、資産の実態把握を行うものです。具体的には、

与信企画部が資産の自己査定全般の統括を行い、貸出資

産・有価証券等の資産ごとに定めた管理・運営部署と連携

して自己査定の実施・運営を行うことで、資産内容の実態

を把握・管理する態勢としています。

　「償却・引当」は、原則として、自己査定の結果に基づく

債務者区分と分類区分をベースに実施されます。

　なお、２０１６年３月末における償却・引当の結果は、

183ページの通りとなっています。

案件審査

　貸出資産の質を維持するためには、日常の与信管理を

通じて不良債権の新規発生を未然に防止することが極め

て重要となります。

　案件審査については、基本的には、個別案件ごとに担当

営業部店が厳正に分析・審査を行い、営業部店長の権限

を越えるものについては本部の審査グループが審査を行う

態勢をとっています。審査グループでは、業種や規模・地

域等の切り口で専門の審査担当部を設置しており、顧客や

マーケットの特性に応じて専門的かつ迅速な審査の実施、

営業部店への適切なアドバイスを行うことができる態勢を

整えています。

　また、不良債権の新規発生を未然に防止する観点から、

特に、ダウンサイドリスクの高い低格付先に対しては、営業

部店と審査担当部が一体となり与信方針を明確化すると

ともに、早い段階での健全化に向けた支援を行う運営とし

ています。

企業再生、不良債権への対応

　当グループでは、専門部署による集中管理により企業再

生に向けた取り組みや回収努力を継続して行い、不良債権

のオフバランス化を進めています。

　特に、企業の再生努力をサポートすることは、金融機関

にとっての重大な使命であると考え、再生に取り組む企業

の事業計画の検証、再生手法のアドバイス、ならびに営業

譲渡やＭ＆Ａ等の企業再生スキームの活用等にグループ

の総力をあげて取り組んでおり、着実に実績をあげてきて

います。

　その他、不良債権一括売却（バルクセール）やグループ

のサービサーであるみずほ債権回収の活用等により、不良

債権の最終処理に効率的かつ迅速に取り組んでいます。

　また、債権放棄にあたっては、「私的整理に関するガイド

ライン」の考え方や、当グループの株主や預金者の利益を

損ねないかという観点を踏まえ、適切かつ慎重に判断して

います。

償却・引当の実施方法
正常先 行内格付ごとの債権額に、今後1年間の倒産確率等に基づき算定された予想損失率を乗じた金額を「一般貸倒引当金」として計上。

要注意先
債権額に、今後3年間の倒産確率等に基づき算定された予想損失率を乗じた金額を「一般貸倒引当金」として計上。
なお、要管理先債権については、与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受け取りに係るキャッ
シュフローを合理的に見積もることができる債権については、キャッシュフロー見積法（DCF法）による引当を実施。

破綻懸念先

債権額から、担保の処分可能見込額及び保証等による回収可能見込額を控除した残額のうち､ a）債務者の支払能力を総合的
に判断して算定した金額、b）当該残額に今後3年間の倒産確率等に基づき算定された予想損失率を乗じた金額、のいずれかを
「個別貸倒引当金」等として計上。
なお、与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受け取りに係るキャッシュフローを合理的に見積
もることができる債権については、キャッシュフロー見積法（DCF法）による引当を実施。

実質破綻先 債権額から、担保の処分可能見込額及び保証等による回収可能見込額を控除した残額全額を、「個別貸倒引当金」として計上、
ないしは直接償却を実施。破綻先
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リスク計測

　当グループは、統計的な手法によって、今後１年間に予

想される平均的な損失額（＝信用コスト）、一定の信頼区

間における最大損失額（＝信用ＶＡＲ）、および信用ＶＡＲと

信用コストとの差額（＝信用リスク量）を計測し、ポートフォ

リオから発生する損失の可能性を管理しています。

　与信取引では、信用コストを参考値として設定した指標

等により、リスクに見合った適正なリターンを確保する運営

を行っています。また、信用ＶＡＲは、それが実際に損失と

して顕在化した場合、自己資本および引当金の範囲内に

収まるように、クレジットポートフォリオの内容をさまざまな

観点からモニタリングするとともに、各種ガイドラインを設

定しています。

リスク制御手法

　当グループでは、信用リスク量を、特定企業または企業

グループへの与信集中の結果発生する「与信集中リスク」

と、地域・業種等への与信集中の結果発生する「連鎖デ

ポートフォリオ管理

フォルトリスク」に分類しています。それぞれのリスクを制

御するために各種ガイドラインを設定し、リスク管理を行っ

ています。また、これらの各種ガイドラインの遵守状況に

ついて、信用リスク管理担当部署がモニタリングし、経営

政策委員会にて報告しています（図表「配賦リスクキャピタ

ルと信用ＶＡＲの制御」参照）。

配賦リスクキャピタルと信用VARの制御

配賦リスクキャピタル 信用VAR

制御

与信集中リスク

与信集中リスク相当分

連鎖デフォルトリスク

連鎖デフォルトリスク相当分

≧

①個社別与信ガイドライン
②企業グループ別与信ガイドライン

③地域・国別与信ガイドライン
④業種別与信ガイドライン

み ず ほ 銀 行：①②③④を設定
みずほ信託銀行：①②④を設定

損失分布
発生頻度 

信用VAR

信用リスク量 

損失額 

信用コスト 

平均値 一定の信頼区間における値
（例えば信頼区間99％であ
れば、試行1万回のうち小
さい方から9,900番目の損
失額を示します） 
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 市場リスク・流動性リスク管理について

　当グループでは、市場リスクを「金利・株価・為替等の

変動により損失を被るリスク」とし、「市場の混乱等で市場

において取引ができなくなったり、通常より著しく不利な

価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク

（市場流動性リスク）を含む」と定義しています。また、流

動性リスクを「当グループの財務内容の悪化等により必要

な資金が確保できなくなり資金繰りがつかなくなる場合や、

通常より著しく高い金利での資金調達を余儀なくされるこ

基本的な考え方

とにより損失を被るリスク」と定義しています。

　当グループの市場リスク・流動性リスク管理は、当社が

統括しています。具体的には、市場リスク・流動性リスク

管理に関する当グループ全体の基本的な方針を定め、主

要グループ会社の管理を行い、あわせて、当グループ全体

の市場リスク・流動性リスク管理の状況をモニタリングし

管理する態勢となっています。

当社における市場リスク管理

　当社では、取締役会が市場リスク管理に関する基本的

な事項を決定します。また、リスク管理委員会で、市場リ

スク管理に係る基本方針や運営・モニタリングに関する事

項等、総合的に審議・調整等を行います。リスク管理グ

ループ長は市場リスク管理の企画運営に関する事項を所

管します。総合リスク管理部は、市場リスクのモニタリン

グ・報告と分析・提言、諸リミットの設定等を担い、市場リ

スク管理に関する企画立案・推進を行います。

　総合リスク管理部は、当グループ全体の市場リスクの状

況を把握・管理するとともに、主要グループ会社からの市

場リスク管理に関する報告により、リスクの状況等を把握し、

執行役社長への日次報告や、取締役会および経営会議等

に対する定期的な報告を行っています。

　市場リスクの管理方法としては、主要グループ会社のお

のおののリスクプロファイルを勘案し、配賦リスクキャピタ

ルに対応した諸リミット等を設定し、保有する市場リスクが

資本金等の財務体力を超えないようにリスクを制御してい

ます。なお、市場リスクの配賦リスクキャピタルの金額は、

ＶＡＲとポジションをクローズするまでに発生する追加的な

リスクを対象としています。トレーディング業務およびバン

キング業務については、ＶＡＲによる限度および損失に対す

る限度を設定しています。また、バンキング業務等につい

ては、必要に応じ、金利感応度等を用いたポジション枠を

設定しています。

市場リスク管理態勢

　諸リミットは、業務戦略や、過去の枠使用率、リスク負担

能力（収益・自己資本・リスク管理態勢）、収益目標、商品

の市場流動性等を考慮し、リスク管理委員会での審議・調

整および経営会議での審議を経て執行役社長が決定します。

主要グループ会社における市場リスク管理

　当グループの市場リスクの大宗を占めるみずほ銀行、み

ずほ信託銀行、みずほ証券、および米州みずほ等では、当

社で定めた「市場リスク管理の基本方針」に則った基本方

針を制定し、市場リスク管理に関する重要な事項について

は、基本方針に則り、取締役会が決定し、頭取・社長が市

場リスク管理を統括しています。また、市場リスク管理等

について総合的に審議・調整を行う経営政策委員会	

（ＡＬＭ・マーケットリスク委員会等）を設置しています。同

委員会は、ＡＬＭに関わる基本的な方針・リスク計画に関す

る事項・市場リスク管理に関する事項の審議・調整等を行

います。リスク管理を担当する役員は、市場リスク管理の

企画運営に関する事項を所管します。さらに、当グループ

共通のリスクキャピタル配賦制度のもとで、市場リスクに

対して、当社から配賦されるリスクキャピタルに応じて諸リ

ミットを設定し管理しています。

　これらの各社には、市場リスクの一元的なモニタリング・

報告と分析・提言、諸リミットの設定等、市場リスク管理に

関する企画立案・推進を担う、全社的な市場リスク管理の

専門部署を設置しています。同部署は市場リスク管理の
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状況等を、頭取・社長をはじめ経営陣には日次で、また、

取締役会および経営会議等の場で定期的に報告していま

す。また、当社に対しても、定期的に報告を実施していま

す。さらに、市場性業務に関しては、フロントオフィス（市

場部署）やバックオフィス（事務管理部署）から独立したミ

ドルオフィス（リスク管理専担部署）を設置し相互に牽制が

働く態勢としています。ミドルオフィスは、ＶＡＲに加えて、

取引実態に応じて１０ＢＰＶ（ベーシスポイントバリュー）等

のリスク指標の管理、ストレステストの実施、損失限度の

設定等により、ＶＡＲのみでは把握しきれないリスク等もき

め細かく管理しています。「市場流動性リスク」については、

金融商品ごとに市場での取扱高等を勘案したポジションの

モニタリングを行っています。

市場リスクの状況

• バンキング業務

　２０１５年度のバンキング業務におけるＶＡＲの状況は以

下の通りとなっています。

当グループにおける市場リスクの状況

バンキング業務におけるＶＡＲの年度別推移
（単位：億円）	　	

2013年度 2014年度 2015年度 増　減

年度末日 2,817 3,256 3,215 △40

最大値 3,007 3,490 3,606 115

最小値 1,868 2,650 1,900 △750

平均値 2,535 3,079 2,849 △230
※バンキング業務には、政策保有株式を含みません。

バンキング業務のＶＡＲ計測手法

線　形リスク	：	分散・共分散法
非線形リスク	：	モンテカルロシミュレーション法
ＶＡＲ	 ：	線形リスクと非線形リスクの単純合算
定量基準		 ：	①	信頼区間　片側99％
	 	 ②	保有期間　1カ月
	 	 ③	観測期間　1年（265営業日）
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2015年度 Έͣ΄ϑΟφϯγϟϧάϧʔϓʹ͓͚Δ
όϯΩϯά業務ͷVARͷ状況

　当グループの市場リスクの大宗を占める金利リスクにつ

いては、金利感応度による分析も行っています。次の表は、

２０１６年３月末時点のバンキング業務における円金利リス

クに関わる金利感応度を期間別に示したものです。

2015年度みずほフィナンシャルグループにおける 
期間別金利感応度（10BPV）

（単位：10億円）

2014年 
3月末

2015年 
3月末

2016年 
3月末

増 減

合　計 △62 △51 △50 1

1年以内 △2 △1 △2 △1

1年超から5年以内 △47 △35 △21 14

5年超 △12 △14 △25 △11
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• トレーディング業務

　２０１５年度の当グループのトレーディング業務におけるＶ

ＡＲの状況およびリスクカテゴリー別内訳は、以下の通りと

なっています。

トレーディング業務におけるVARの年度別推移

（単位：億円）

2013年度 2014年度 2015年度 増　減

年度末日 54 65 20 △45

最大値 74 71 45 △25

最小値 33 31 18 △13

平均値 57 44 29 △15

みずほフィナンシャルグループにおけるトレーディング業務の 
リスクカテゴリー別VARの状況

（単位：億円）

2014年度 2015年度

年度
末日

最大
値

最小
値

平均
年度
末日

最大
値

最小
値

平均
構成
比

合　計 65 71 31 44 20 45 18 29 —

金利リスク 15 26 14 18 11 37 6 18 62%

為替リスク 56 58 16 30 3 23 2 9 31%

株価リスク 3 13 2 5 3 25 1 6 21%

商品リスク 0 0 0 0 0 0 0 0 0%

※		最大値および最小値のカテゴリー別／合計のVARは、それぞれ、
別々の日となっています。また、リスクカテゴリー別VARの単純合
計は、相互に一部リスクを打ち消しあうため合計とは一致しません。
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2015年度 Έͣ΄ϑΟφϯγϟϧάϧʔϓʹ͓͚Δ
τϨʔσΟϯά業務ͷVARͷ状況

トレーディング業務のVAR計測手法
VAR計測手法
線　形リスク	：	分散・共分散法
非線形リスク	：	モンテカルロシミュレーション法
ＶＡＲ	 ：	線形リスクと非線形リスクの単純合算
定量基準		 ：	①	信頼区間　片側99％
	 	 ②	保有期間　1日
	 	 ③	観測期間　1年（265営業日）

トレーディング業務
業務目的：		市場価格の短期的な変動、市場間の価格差等を利用し

て利益を得る業務
計測範囲：		特定取引勘定等、トレーディング業務の目的で行われた

取引

• 政策保有株式

　政策保有株式についても、バンキング業務やトレーディ

ング業務と同様に、ＶＡＲおよびリスク指標等に基づく市場

リスク管理を行っています。２０１６年３月末における政策

保有株式のリスク指標（株価指数ＴＯＰＩＸ１％の変化に対

する感応度）は２９７億円です。

バックテスト

　当グループでは、ＶＡＲによる市場リスク計測の有効性

を確認するため、ＶＡＲと損益を比較するバックテストを定

期的に行っています。

　次のグラフは、トレーディング業務（バーゼル規制ベース）

における２０１５年度の日次のＶＡＲと対応する損益を対比し

たものですが、期間中にＶＡＲを上回る損失が発生したのは、

5回となっています。バックテストに使用するＶＡＲと対比す

る損益は、一般市場リスクを対象とした仮想損益を使用し

ています。これに加え、当グループではＶＡＲ計測手法の前

提条件検証等を行っています。バックテストで損失がＶＡＲ

を超過した回数や計測手法の前提条件検証の結果を考慮

し、２０１６年度より計測手法をヒストリカルシミュレーション

法に変更しています。ＶＡＲ計測手法の基本部分の変更に

ついては、リスク管理グループ長が承認します。
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ストレステスト

　ＶＡＲは、統計的な仮定に基づく市場リスク計測方法で

あるため、仮定した水準を超えて市場が急激に変動した場

合にどの程度の損失を被るかについてのシミュレーションと

して、ストレステストを定期的に行っています。

　ストレステスト手法としては、過去５年の最大変動を基に

損失額を算出する方法、過去の市場イベント時の市場変

動を基に損失額を算出する方法等を実施しています。

　次の表は、トレーディング業務における、上記手法による

損失額の結果です。

2015年度 みずほフィナンシャルグループにおける 
ストレステストの結果

（単位：億円）

想定最大損失 損失額

ストレステストによる最大の損失（保有期間1カ月） 306

アウトライヤー基準

　自己資本比率規制では、一定のストレス的な金利変動

シナリオを想定した場合にバンキング業務から発生する損

失額を算出し、その損失額と総自己資本の額を比較、その

比率が２０％を超える場合、「アウトライヤー」と見なされ、

リスク量の縮小等対応が求められる可能性があります。	

当グループでは、ストレステストの一環として、月次にてバ

ンキング業務から発生する損失額の計測を行っています。

　次の表は、ストレス的な金利変動シナリオが発生した場

合のバンキング業務における損失額です。バンキング業務

から発生する損失額は、総自己資本の５．３％であり、「アウ

トライヤー」と見なされる２０％を大幅に下回っており、バ

ンキング業務におけるリスクが、十分にコントロールが可能

な金額であること（「アウトライヤー」に該当しないこと）を

示しています。

みずほフィナンシャルグループにおける「アウトライヤー基準」
結果

（単位：億円）

損失額
広義 

自己資本
自己資本に 
対する割合

2014年3月末基準 3,866 86,559 4.4%

2015年3月末基準 5,292 95,084 5.5%

2016年3月末基準 5,166 96,386 5.3%

　うち円金利の影響 735

　　　ドル金利の影響 3,404

　　　ユーロ金利の影響 732
※		上記損失額において、明確な金利改定間隔がなく、預金者の要求
によって随時払い出される当座預金や普通預金等の一部について
は、コア預金として認識のうえ、適切な方法により計測を行ってい
ます。

マーケット・リスク相当額

　当グループでは、自己資本比率規制におけるマーケット

リスクに対する所要自己資本（マーケット・リスク相当額）

を算出する方法として、基本的に一般市場リスクは内部モ

デル方式、個別リスクは標準的方式を適用しています。ま

た、内部モデル方式は、トレーディング取引等を対象として

います。

（仮想損益：億円）

（VAR：億円）
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2015年度 Έͣ΄ϑΟφϯγϟϧάϧʔϓʹ͓͚Δ
όοΫςετ結果

※当グループのόοクςスςィングͰ1年Λ250営業日ͱ͠、͜ の
期間Ͱの超過日数Λ評価ͯ͠おΓ、期待͞Εる損失方向の超過回数
の平均2.5回ͱな͍ͬͯ·͢。
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当社における流動性リスク管理

　当社では、取締役会が流動性リスク管理に関する基本

的な事項を決定します。また、リスク管理委員会で、流動

性リスク管理に係る基本方針や運営・モニタリングに関す

る事項、マーケットの急変等緊急時における対応策の提言

等、総合的に審議・調整等を行います。リスク管理グルー

プ長は流動性リスク管理の企画運営に関する事項を所管し、

総合リスク管理部は流動性リスクのモニタリング・報告と

分析・提言等を担い、流動性リスク管理に関する企画立

案・推進を行います。また、財務・主計グループ長は資金

繰り管理の企画運営に関する事項を所管し、財務企画部

は資金繰り運営状況の把握・調整等を担い、適正な資金

流動性を確保できるよう、資金繰り管理に関する企画立

案・推進を行います。流動性リスクの状況等については、

定期的にリスク管理委員会、経営会議および執行役社長

等に報告しています。

　流動性リスクの管理方法としては、市場からの資金調達

に係る満期区分別の上限額等、資金繰りに関する指標を

用いています。流動性リスクに係るリミット等は、主要グ

ループ会社の業務特性・戦略等を踏まえ円貨および外貨

別に設定し、リスク管理委員会での審議・調整および経営

会議の審議を経て執行役社長が決定します。加えて、	

流動性リスク管理態勢

主要グループ会社では、通貨別に流動性リスクに係るリミッ

ト等を設定しています。また、地場通貨に係る管理を強化

する等、流動性リスクの削減に取り組んでいます。

　当グループでは、資金繰りの状況に応じた「平常時」、	

「懸念時」、「危機時」の区分についてグループ全体で統一

的に設定しています。また、複数の指標を用いた早期警戒

指標を日次でモニタリングし、資金繰りの状況を管理する

枠組みとしています。早期警戒指標には、株価・格付のほ

か、国債等の資金化可能な資産の状況や資金調達状況等

を設定しています。

　資金繰りの状況に応じた区分が「懸念時」または「危機

時」となった場合等の緊急時への対応策として、流動性コ

ンティンジェンシーファンディングプランを策定しており、緊

急時には、市場運用の圧縮、市場調達・顧客預金の拡充、

有価証券の売却、中央銀行からの借り入れ等を検討し、迅

速な対応を行うことができる態勢を構築しています。

　当グループでは、市場全体のストレス、当グループ固有

のストレス、両者の複合シナリオに基づくストレステストを定

期的に実施し、資金化可能な資産の十分性および流動性

コンティンジェンシーファンディングプランの有効性を確認

しています。加えて、資金繰り計画策定時にも、ストレステ

ストによる評価を実施し、計画の妥当性を確認しています。

マーケット・リスク相当額

（単位：億円）

2015年 
3月末

2016年 
3月末

増 減

マーケット・リスク相当額 2,779 1,356 △1,422

　うち標準的方式 788 706 △81

　　　内部モデル方式 1,990 650 △1,340

マーケット・リスク相当額の算出に使用した内部モデル方式
の計測手法

線　形リスク	 ：	分散・共分散法
非線形リスク	 ：	モンテカルロシミュレーション法
VARおよびストレスVAR：	線形リスクと非線形リスクの単純合算
定量基準	 ：	①	信頼区間　片側99％
	 	 ②	保有期間　10日
	 	 ③	観測期間　1年（265営業日）
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主要グループ会社における流動性リスク管理

　みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券、および米州

みずほ等では、当社で定めた「流動性リスク管理の基本方

針」に則った基本方針を制定し、流動性リスク管理に関す

る重要な事項については、基本方針に則り、取締役会が決

定し、頭取・社長が流動性リスク管理を統括しています。

また、流動性リスク管理等について総合的に審議・調整を

行う経営政策委員会（ＡＬＭ・マーケットリスク委員会等）

を設置しています。同委員会は、リスク計画に関する事項、

資金運用調達に関する事項の審議・調整やマーケットの急

変等緊急時における対応策の提言等を行います。リスク

管理を担当する役員は流動性リスク管理の企画運営に関

する事項を所管し、市場・ＡＬＭ部門を担当する役員が資

金繰り管理の企画運営に関する事項を担っています。

　流動性リスクの管理方法としては、市場からの資金調達

に係る満期区分別の上限額等、資金繰りに関する指標を

設定し、流動性リスクを的確にコントロールしています。

　上記各社では、当社と同様に、資金繰りの状況に応じた

「平常時」、｢懸念時｣、｢危機時｣の区分および緊急時の対

応策として流動性コンティンジェンシーファンディングプラ

ンを策定しています。

　各社では、流動性リスク管理および資金繰り管理の状況

について、経営政策委員会（ALM・マーケットリスク委員

会等）、経営会議および頭取・社長に報告する等、厳格な

管理を行っています。

▶  「アウトライヤー基準」におけるストレス的な金利変動シナリオ
  　過去６年間の日々の金利データを用い、年次ベースの変動データ
（５年分）を作成し、９９％の信頼区間に相当する実際の変動データを
金利変動シナリオとしています。

▶  コア預金
  　コア預金は、対象となる当座預金や普通預金等の預金残高の①過
去５年間における最低残高、②過去５年の最大年間流出量を現残高
から差し引いた残高、または③現残高の５０％相当額のうち、最低残
高を上限とし、最長５年の取引として取り扱っています。なお、みずほ
銀行における円預金については、内部モデルにより残高を推計し、最
長１０年の取引として取り扱っています。

▶  ＡＬＭ（Asset Liability Management）
  　金融機関が、リスクの適正化と収益の極大化を目指して、保有する
資産および負債を総合して管理のうえ、それらに内在する金利リスク
および流動性リスクをコントロールすることです。

▶  トレーディング業務
  　トレーディング業務とは、特定取引勘定等、市場価格の短期的な
変動、市場間の価格差等を利用して利益を得る業務です。トレーディ
ング業務の取引は、市場流動性等を踏まえた適切な市場価格等によ
り評価を行っています。

▶  ＶＡＲ（Value at Risk）
  　市場の動きに対し、一定期間（保有期間）・一定確率（信頼区間）
のもとで保有ポートフォリオが被る可能性のある想定最大損失額で、
市場リスク量を計測する方法です。ＶＡＲの金額は保有期間・信頼区
間の設定方法、市場の変動の計測手法（計測モデルと呼びます）に
よって異なります。

▶  ストレスＶＡＲ
  　過去に観測された連続する１２カ月の金融ストレス期のヒストリカル
データに基づき計測したＶＡＲのことです。

▶  １０ＢＰＶ（Basis Point Value）
  　金利感応度の指標で、金利水準が１０ベーシスポイント（＝０．１％）
上昇する場合に、保有するポジションの価値（時価評価額）がどれだ
け増加するかを示した数値。きめ細かなポジション運営を行うために、
金利関連ポジション枠ごとに通常その上限として設定しています。

▶  マーケット・リスク相当額（内部モデル方式）
  　内部モデル方式によるマーケット・リスク相当額は、以下の①と②
の合計額です。

	 ①	 「算出基準日のＶＡＲ」と「算出基準日を含む直近６０営業日のＶＡ
Ｒの平均にバックテストの超過回数により決定される乗数（３．００か
ら４．００までの値）を乗じた額」のいずれか大きい額。

	 ②	 「算出基準日のストレスＶＡＲ」と、「算出基準日を含む直近６０営業
日のストレスＶＡＲの平均に①で使用した乗数を乗じた額」のいずれ
か大きい額。

▶  個別リスク
  　自己資本比率規制におけるマーケット・リスク相当額では、市場全
体の共通の要素（金利、為替等）の変動により発生するリスクを一般
市場リスク、一般市場リスク以外により発生するリスクを個別リスクと
しています。個別リスクの主な要因は、債券や株式等の銘柄固有の
信用力や市場流動性等により発生するリスクです。
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 オペレーショナルリスク管理について

　当グループでは、オペレーショナルリスクを「内部プロセ

ス・人・システムが不適切であることもしくは機能しないこ

と、または外生的事象が生起することから当グループに生

じる損失に係るリスク」と定義しています。

　当グループは、オペレーショナルリスクについて、システ

ムリスク、事務リスク、法務リスク、人的リスク、有形資産

基本的な考え方

リスク、規制・制度変更リスク、レピュテーショナルリスク

の各リスクを含む幅広いリスクと考え、リスク管理の基本

方針をそれぞれのリスクについて定めています。みずほ銀

行、みずほ信託銀行、みずほ証券、資産管理サービス信託

銀行、および米州みずほ等でも、同様に各リスク管理の基

本方針を定め、リスクを適切に把握・管理しています。

定　義 主な管理手法

システムリスク

コンピュータシステムのダウン・誤作動等のシステム不備
やシステムの不正使用により、お客さまへのサービスに
混乱をきたす等、お客さまや当グループに損失が発生す
るリスク。

・		遵守すべき具体的な基準の制定とリスクの把握、評価結果
に応じたリスク軽減策の実施。
・		システム開発における工程管理・品質管理等のプロジェクト
管理の徹底。
・情報漏えいを防ぐためのセキュリティ強化。
・		バックアップシステムの整備や障害訓練等、緊急時対応の実
効性向上。

事務リスク

役職員が業務を怠る、あるいは不正や過失等に起因して
不適切な事務が行われることにより、お客さまへのサー
ビスに混乱をきたす等、お客さまや当グループに損失が
発生するリスク。

・事務の取扱方法を明確にした事務手続の制定。
・事務処理状況の定期的点検。
・本部による教育研修、事務指導の実施。
・		事務処理に関するシステム化・機械化・集中化等の推進。
・緊急時対応に向けた障害訓練等の実施。

法務リスク
法令や契約等に反すること、不適切な契約を締結するこ
と、その他の法的要因により当グループに損失が発生す
るリスク。

・		重要な意思決定、契約、対外文書等についての適法性を含
む法的問題の検証・確認。
・法務関連情報の収集・発信、社内教育研修等の実施。
・訴訟についての問題点等の分析および対応。

人的リスク

人材の流出・喪失、士気の低下、不十分な人材育成、不
適切な就労状況・職場・安全環境、人事運営上の不公
平・不公正、差別的行為等により、当グループに損失が
発生するリスク。

・職場意識実態調査の実施。
・休暇取得状況の把握。
・自己都合退職状況の把握。

有形資産リスク
災害、犯罪または、資産管理の瑕疵等の結果、有形資産
（動産・不動産・設備・備品等）の毀損や執務環境等の
質の低下により、当グループに損失が発生するリスク。

・		設備更新、営繕工事等の主要工事計画策定と進捗状況の
管理。
・自然災害等による有形資産毀損状況の把握と、適切な対応。

規制・制度変更 
リスク

法律、税制、会計制度等の各種規制・制度が変更される
ことにより、当グループに損失が発生するリスク。

・		業務運営や財務状況等に多大な影響を及ぼす可能性のある
重要な規制・制度変更の内容の、適時かつ正確な把握。
・規制・制度変更に伴う影響度分析や対応方針の策定。
・上記の対応状況に係る継続的なモニタリング。

レピュテーショナル
リスク

当グループの営業活動に関連して現実に生じた各種のリ
スク事象、または虚偽の風説・悪意の中傷等が報道され
たり市場関係者等が知ることで、結果的に当グループの
信用または〈みずほ〉ブランドが毀損し、当グループに損
失が発生するリスク。

・		経営に大きな影響を及ぼすと判断される情報等の一元的な
把握・管理と、規模・性質等に応じた適切な管理体制の構築。
・		風評・風説の早期発見と、緊急度・影響度等の観点からの
適切な対応による損失極小化。

※		上記各リスクにまたがって構成される複合的なリスクである、「情報セキュリティに係るリスク」と「コンプライアンスリスク」についても、オペレーショナ
ルリスクとして把握・管理しています。
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リスク管理態勢

　当社、みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券、およ

び資産管理サービス信託銀行等では、データ収集ルール

を制定し、グループ共通の各種データベースの整備を図る

とともに、今後起こり得る損失事象や業務環境・内部管理

上の変化を織り込んだ形で、オペレーショナルリスクの量を

オペレーショナルＶＡＲとして定期的に把握しています。

　当グループでは、統制自己評価の実施や計量化手法の

向上を通じて、金融業務の高度化・多様化、およびシス

　当グループでは、前ページの表に示した通り、オペレー

ショナルリスクとして取り扱う各リスクを定義し、各リスクの

先進的計測手法の採用

　当グループでは、自己資本比率規制におけるオペレー

ショナル・リスク相当額を算出する手法として、先進的計

測手法を採用しています。ただし、オペレーショナル・リス

ク相当額を算出するにあたって重要性が低いと判断した一

部の法人単位と、先進的計測手法を適用準備中の一部の

法人単位については、基礎的手法を適用しています。先

進的計測手法による計測結果は、自己資本比率規制にお

けるオペレーショナル・リスク相当額として使用するだけで

なく、内部的な管理ではオペレーショナルＶＡＲと位置づけ、

リスク削減策の策定等に活用しています。

先進的計測手法の概要

• 計測態勢の概要

　４つの要素（内部損失データ、外部損失データ、シナリ

オ分析、業務環境／内部統制要因）をすべて勘案した計測

モデルを構築し、過去に自社で経験したオペレーショナルリ

スク事象である内部損失データだけでなく、今後発生する

可能性のある未経験のオペレーショナルリスク事象を計測

に取り込むためにシナリオデータを用い、信頼区間片側

９９．９％、保有期間１年で予想される最大のオペレーショナ

ルリスク損失の額等を計測し、これをオペレーショナル・	

リスク相当額としています。

オペレーショナルリスク管理態勢

各リスクの定義と主な管理手法

オペレーショナル・リスク相当額の算出

テム化等の進展に伴い生じるさまざまなオペレーショナル

リスクを、適切に特定、評価・計測、モニタリング、コント

ロールするための管理手法、管理態勢の整備・強化に取り

組んでいます。

▶  統制自己評価（コントロールセルフアセスメント）
  　業務に内在するリスクを特定し、管理を行ってもなお残存するリス
クを評価・把握したうえで、必要なリスク削減策を策定し実行していく
自律的なリスク管理手法。

　なお、２０１６年３月末基準のオペレーショナル・リスク相

当額の計測に、期待損失の控除、保険によるリスク削減は

行っていません。また、信用リスクとの境界事象について

は、オペレーショナルリスクでは計測対象外としています。

• 計測モデルの概要

　オペレーショナル・リスク相当額は、バーゼルⅡで定義さ

れた７つの損失事象種類ごとのリスク量、大規模自然災害

のリスク量、および訴訟のリスク量を、単純に合算した値と

しています。なお、２０１６年３月末基準のオペレーショナ

ル・リスク相当額の計測に、損失事象種類間の相関効果

の反映は行っていません。

• 損失事象種類ごとのリスク量

　オペレーショナルリスク事象の発生頻度はポアソン分布

に従い、損失金額は別の分布によって表現されるという、

損失分布手法（複合ポアソン分布）によりリスク量を計測し

ています。計測には、過去に自社で経験したオペレーショ

ナルリスク事象である内部損失データとシナリオデータを

使用し、計測単位は７つの損失事象種類ごととしています。

シナリオデータは、今後発生する可能性のある未経験の

（低頻度かつ高額な）オペレーショナルリスク事象について、

外部損失データや業務環境／内部統制要因を勘案したう

規模や性質に適した管理手法を策定し管理を行っています。
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えで発生頻度の情報と損失金額の情報を数値化したもの

です。

　上記の内部損失データとシナリオデータから「発生頻度

の分布」と「損失金額の分布」を推定したうえで、これらの

分布を用いてモンテカルロシミュレーションを行い、リスク

量を計測しています。シナリオデータの作成方法について

は後記「シナリオ分析」をご参照ください。

• 「発生頻度の分布」と「損失金額の分布」の推定

　「発生頻度の分布」は、内部損失データの発生頻度の情

報とシナリオデータの発生頻度の情報を、ポアソン分布に

あてはめて推定しています。「損失金額の分布」は、低額

の損失部分について内部損失データに基づき求めた損失

金額の実分布と、高額の損失部分についてシナリオデータ

に基づき求めた損失金額の分布（対数正規分布または一

般化パレート分布）を、統計学的な分析手法（極値理論）

に基づき合成し作成しています。

• 大規模自然災害のリスク量

　「発生頻度の分布」や「損失金額の分布」を推定する方

法ではなく、大規模自然災害の発生見込みと発生時の損

失金額の組みあわせを作成し、モンテカルロシミュレーショ

ンによりリスク量を計測する方法を用いています。

• 訴訟のリスク量

　「発生頻度の分布」や「損失金額の分布」を推定する方

法ではなく、個別の訴訟の特性をデータ化し、モンテカル

ロシミュレーションによりリスク量を計測する方法を用いて

います。なお計測上、訴訟はすべて１年以内に判決が確定

する前提としています。

• 検証

　計測モデルの適切性は、原則半期ごとに検証を実施の

うえ確認しています。

計測モデルの概要

発生頻度の情報

損失金額の情報

発生頻度の情報

損失金額の情報

発生頻度の分布

損失金額の分布

リスク量

内部損失データ 外部損失データ

シナリオ分析

大規模自然災害
シナリオデータシナリオデータ

内部損失データ
の分布

シナリオデータ
の分布 合成分布 損失分布

訴訟のリスク量

内部不正 リスク量

外部不正 リスク量

労務慣行 リスク量

取引慣行 リスク量

有形資産損傷 リスク量

システム障害 リスク量

プロセス管理 リスク量

オペレーショナルVAR
（オペレーショナル・リスク相当額）

大規模自然災害の
リスク量

業務環境／内部統制要因 訴訟データ

モ
ン
テ
カ
ル
ロ
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

BISの7つの損失事象
種類ごとのリスク量を算出

＋

＋

＋
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リスク管理態勢

シナリオ分析

• シナリオ分析の概要

　シナリオ分析では、今後発生する可能性のある未経験の

（低頻度かつ高額な）オペレーショナルリスク事象について、

外部損失データや業務環境／内部統制要因を勘案したう

えで発生頻度の情報と損失金額の情報を数値化し、シナリ

オデータを作成します。

　外部損失データは、国内外のメディアで報道されたデー

タ等を使用しており、シナリオ分析における発生頻度の推

定や損失金額分布の推定に際して活用しています。また、

業務環境／内部統制要因は、シナリオ分析における発生

頻度の調整や損失金額分布の調整に係る指標として活用

しています。

　シナリオ分析の手法は、各損失事象種類の特性やリスク

管理態勢に応じて、以下の４つに分類しています。

分析手法 対象となる損失事象種類

A 内部不正、外部不正、取引慣行、プロセス管理

B 労務慣行

C 有形資産損傷

D システム障害

　当グループでは、オペレーショナルリスク全体のリスク量

に対し、分析手法Ａを用いる損失事象種類のリスク量の比

率が相応に大きくなっていることから、分析手法Ａを例にシ

ナリオ分析の手法について説明します。

• シナリオ分析単位の設定

　シナリオ分析単位は、網羅性や十分性を確保するため、

先進的計測手法を適用するグループ各社（以下、グループ

各社）の統制自己評価で認識されたリスクシナリオ、グルー

プ各社の内部損失データ、外部損失データ等を参照のう

え類型化してグループ横断的に設定しています。グループ

横断的に設定したシナリオ分析単位のなかから、グループ

各社は自社の業態・リスクプロファイルに応じてシナリオ分

析を行う単位を選択する方法としています。

• 発生頻度の推定

　シナリオ分析単位ごとに、一定の金額以上の内部損失

データがある場合は当該データに基づき、ない場合は一定

の金額未満の内部損失データや外部損失データの発生状

況等を勘案して、基準となる頻度（一定の金額以上の損失

の１年あたりの発生頻度）を算出しています。そのうえで、

基準となる頻度に対してあらかじめ定めた範囲内で直近の

業務環境／内部統制の変化を反映させるための調整を行

い、最終的な頻度としています。

• 損失金額分布の推定

　損失金額分布は、あらかじめ定めた複数の金額階層を

用いて推定しています。シナリオ分析単位ごとに、各種取

引金額データ、外部損失データ等を用いて、基準となる金

額分布（一定の金額以上の損失が発生した場合の、それ

ぞれの金額階層における発生比率）を算出しています。基

準となる金額分布に対して、統計学的にデータを取り扱う

うえでの各種調整を必要に応じて行い、最終的な金額分

布としています。

• シナリオデータの作成

　シナリオ分析単位ごとに、最終的な頻度と最終的な金額

分布から、それぞれの金額階層における１年あたりの発生

頻度の組みあわせを作成し、これをシナリオデータとして

います。

シナリオデータの例
金額階層

合　計1億円 5億円 10億円 50億円 100億円

発生比率 40％ 30％ 15％ 10％ 5％ 100％

発生頻度 0.4回 0.3回 0.15回 0.1回 0.05回 1回

40％ 30％ 15％ 10％ 5％

最終的な金額分布

1回

最終的な頻度

（２０１６年７月１日現在）
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事業継続管理

　〈みずほ〉は、重要な社会インフラの一翼を担う金融機

関としての社会的責任を踏まえ、緊急事態発生時におい

ても「金融決済機能の維持・継続」と「業務の早期復旧」

に優先的に取り組むことをグループの基本方針としてい	

ます。

　同基本方針を踏まえ、みずほフィナンシャルグループで

は、予めグループの緊急事態発生のリスクを認識し、緊急

事態発生時等において迅速なリスク軽減措置等の対策を

講じるため、平時より適切かつ有効な対応策や、事業継続

管理の枠組みおよび緊急事態への対応態勢を整備し、組

織内に周知することに努めています。

　具体的には、緊急事態発生時における対応及び事業継

続管理を専門的に担う組織として、「危機管理室」をみずほ

フィナンシャルグループ(持株会社)、みずほ銀行、みずほ

信託銀行およびみずほ証券に設置し、経営に重大な影響

を及ぼしうる緊急事態発生時における情報収集・分析、対

応案の策定等の一連の対応を統括するとともに、緊急事

態の予兆情報・前兆情報の集約・分析、経営への迅速な

報告等、緊急事態における対応体制を整えています。

　また、当グループにおける事業継続管理態勢を統一的

に向上させるべく、経営政策委員会として事業継続管理

委員会を設置し、あらかじめ緊急事態発生を想定し影響を

評価して対策を講じることで、緊急事態発生時等の影響の

極小化および業務の迅速かつ効率的な復旧を行う態勢整

備を図っています。

　特に、自然災害等に係る態勢整備については、地震・津

波への対応のみならず、火山噴火・大規模化する風水害

やテロ・暴動に対する初動対応態勢の整備を強化するとと

もに、社会全般で被害が多発しているサイバー攻撃への態

勢整備についても重点的に取り組んでいます。

平成２８年熊本地震への対応

　本年４月に発生した平成２８年熊本地震においては、地震

発生直後に、みずほフィナンシャルグループ（持株会社）およ

びみずほ銀行・みずほ信託銀行・みずほ証券に対策本部を設

置し、以降、同対策本部を中心として、現地の職員・お客さま

の安全確保や生活支援等の初動対応を実施するとともに、重

要な社会インフラの１つとして、金融決済機能の維持・継続

にグループ一丸で対応してきました。

　その後、本年５月には、被災地域復興に向け、グループ一

体となった支援を推進するため、みずほフィナンシャルグルー

プ（持株会社）に「九州復興支援タスクフォース」を、みずほ

銀行に「九州復興デスク」を設置しました。

　「九州復興支援タスクフォース」は、平成２８年熊本地震か

らの復旧・復興過程において、〈みずほ〉の知見を結集して、

産業・地域復興貢献への取り組みを検討・実施しています。

　また、「九州復興デスク」は、みずほ銀行熊本支店に2名の

スタッフが常駐し、熊本県・大分県を中心とした九州地域にお

ける地元企業、地域金融機関、地方公共団体との情報交換

を測るとともに、「九州復興支援タスクフォース」と連携し、〈み

ずほ〉の機能を最大限活用し現地ニーズに対応しています。

　今後も〈みずほ〉は、グループ各社のお取引先、さらには経

済・社会の発展に資することが金融機関の社会的責任・公共

的使命であることを踏まえ、〈みずほ〉の強みである産業への

知見や官民連携スキームを含めた多様なファイナンスに関す

るノウハウ等を活かし、金融仲介機能やコンサルティング機能

を積極的に発揮していきます。
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132 みずほフィナンシャルグループのコーポレートデータ

	 主要な事業の内容
	 組織図およびグループ事業系統図

134 みずほ銀行のコーポレートデータ

	 主要な業務の内容
	 グループ事業系統図
	 組織図
	 役員

140 みずほ信託銀行のコーポレートデータ

	 主要な業務の内容
	 グループ事業系統図
	 組織図
	 役員
	 公益信託受託先

146 みずほ証券のコーポレートデータ

	 主要な業務の内容
	 役員
	 組織図

150 グループの国内ネットワーク

	 店舗（支店・出張所）
	 銀行代理業者
	 信託代理店

166 グループの海外ネットワーク

	 支店・出張所・駐在員事務所・現地法人等
	 みずほ銀行の外国における受託者

170 グループの子会社・関連会社
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●	当セクションでは和暦を使用しています。
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（平成28年6月24日現在）

　みずほフィナンシャルグループは､ 銀行持株会社として、

銀行持株会社、銀行、証券専門会社、その他銀行法により子

会社とすることができる会社の経営管理およびこれに附帯す

る業務、その他銀行法により銀行持株会社が営むことのでき

る業務を行うことを事業目的とし、グループの経営効率の向

上と事業分野、機能面における特色・強みの結合を実現する

ために必要な経営管理等を行っています。

コーポレートデータ

みずほフィナンシャルグループ

 主要な事業の内容

 組織図およびグループ事業系統図
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（平成28年6月24日現在）

平成 28 年 7 月 1 日に、米国銀行持株会社 Mizuho Americas LLC をみずほ銀行100％出資にて設立し、当グループの主要な米国現地法人をその傘下に
再編しました。
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コーポレートデータ

Έͣ΄ۜߦ

（1）預金業務

①預金

　当座預金、普通預金、通知預金、定期預金、別段預金、

納税準備預金、非居住者円預金および外貨預金等を

取り扱っています。

②譲渡性預金

　譲渡可能な定期預金を取り扱っています。

（2）貸出業務

①貸付

　手形貸付、証書貸付および当座貸越を取り扱っています。

②手形の割引

　銀行引受手形、商業手形および荷付為替手形の割引を

取り扱っています。

（3）商品有価証券売買業務

国債等公共債の売買業務を取り扱っています。

（4）有価証券投資業務

預金の支払準備および資金運用のため、国債、地方債、社債、

株式およびその他の証券に投資しています。

（5）内国為替業務

送金為替、当座振込および代金取立等を取り扱っています。

（6）外国為替業務

輸出、輸入および外国送金その他外国為替に関する各種

業務を取り扱っています。

（7）社債受託および登録業務

担保付社債信託法による社債の受託業務、社債の管理の

受託業務、公社債の募集の受託業務、公社債の登録業務

等を行っています。

（8）附帯業務

①代理業務

（ア）日本銀行代理店、同歳入代理店および同国債代理

店業務ならびに地方公共団体の公金取扱業務

（イ）株式払込金の受入代理業務ならびに株式配当金

および公社債元利金の支払代理業務

（ウ）政府系金融機関の代理貸付に関する業務

（エ）勤労者退職金共済機構等の代理店業務

②保護預りおよび貸金庫業務

③有価証券の貸付

④債務の保証（支払承諾）

⑤金の売買

⑥公共債の引受

⑦国債等の公共債および証券投資信託の窓口販売

⑧コマーシャルペーパー等の取り扱い

⑨金利、通貨、商品等のデリバティブ取引

⑩保険商品の窓口販売

⑪宝くじに関する業務

⑫信託代理店業務

⑬コンサルティング業務

⑭金融商品仲介業務

⑮確定拠出年金業務

（平成28年6月24日現在）

 主要な業務の内容
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（平成28年6月24日現在）

˓みずほ信用保証株式会社
　［信用保証業務］

˓確定拠出年金サーϏス株式会社
　［確定拠出年金関࿈業務］

˓みずほϑΝクλー株式会社
　［ϑΝクλリング業務］

˓みずほΩャϐλル株式会社
　［ベンチャーΩャϐλル業務］

˓ユーシーΧード株式会社
　［クレジットΧード業務］

˓みずほ第一ϑィナンシャルテクϊロジー株式会社
　［金融ٕज़のௐ査・ڀݚ・։ൃ業務］

˓ਸ਼ึ銀行（中国）有限公司
　［銀行業務］

˓PT. Bank Mizuho Indonesia
　［銀行業務］

˓Mizuho Bank Nederland N.V.
　［銀行業務・証券業務］

˓Banco Mizuho do Brasil S. A. 
　［銀行業務］

˓Mizuho Bank （USA）
　［銀行業務］

˓Mizuho Capital Markets Corporation
　［デリバティブ業務］

˖株式会社オリエントコーポレーション
　［信販業務］

˖Joint Stock Commercial Bank for 
   Foreign Trade of Vietnam
　［銀行業務］
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注）	［　］内には、主な関係会社が営んでいる主要な業
務を記載しています。

 グループ事業系統図
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コーポレートデータ
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෦
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ொ
ূ
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Ӧ
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େ
ࡕ
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業
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෦
Ỗ
ୈ
ೋ
෦
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ށ
Ӧ
業
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ỏ

ࡳ
ຈ
Ӧ
業
෦
ỏઋ

Ӧ
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෦
ỏ໊
ݹ

Ӧ
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ౡ
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業
෦
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Ԭ
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業
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Ӧ
業
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ࣨ

ূ
݊

ཧ
ࣨ
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ਐ
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ࣨ

๏
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ࣨ
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৬
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業
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務

ཧ
ࣨ
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業
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ࣨ

ਓ
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ུ
ࣨ
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ࣨ
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ࣨ
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෦
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ϯ
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業
務

ཧ
෦

ά
ϩ
ồ
ό
ϧ
ϓ
ϩ
μ
Ϋ
π
業
務
෦

業
務

ࠪ
෦

Ξ
δ
ΞɾΦ
η
Ξ
χ
Ξ

ࠪ
ࣨ

౦
Ξ
δ
Ξ

ࠪ
ࣨ

Ԥ
भ

ࠪ
ࣨ

ถ
भ

ࠪ
ࣨ

̞
ɾ̩γ
ε
ς
Ϝ

ࠪ
ࣨ

戦略企画部
企画管理部

事業։ൃ室
グループܦ営管理室
オペレーショナルエクセレンス推進室
機管理室ة
広ใ室コーポレート・コϛュニケーション部

管理部
ϑΝシリティマネジメント部
お٬さまサーϏス部 お٬さま૬ஊ室
デーλマネジメント部

ブϥンドマネジメント室
CSR推進室

ըάϧーϓا

財務企画部
ポートϑΥリオマネジメント部

コスト構վֵ推進室
株式投資室
ϔッジ戦略推進室
米州室
欧州室

主計部
アジア室

άϧーϓܭɾओࡒ

૯߹リスク管理部 米州室
欧州室
アジア室

リスク管理業務部
༩信企画部

ϦεΫཧάϧーϓ

グローバル人事業務部
グローバルΩャリア戦略部

人ൃܒݖ室
ダイバーシティ・インクルージョン推進室
大ࡕ人事室

ਓࣄάϧーϓ

IT・システム企画部

システム推進部
IT・システム統括第一部
IT・システム統括第二部
ITサーϏス推進部 システムセンλー
米州システム部
欧州事務・システム部
アジア事務・システム部
デーλマネジメント部

グローバル室
システムリスク管理室
期システム推進室࣍

ITɾγεςϜάϧーϓ

事務企画部

事務サーϏス推進部
ϏジネスサーϏス部
国際事務部 アジア室
米州事務部
欧州事務・システム部
アジア事務・システム部
事務部ࢢ
営業事務部
大ࡕ営業事務部
外為事務部
大ࡕ外為事務部

外為センλー
外為センλー

事務リスク管理室
システム推進室
公務事務センλー
事務センλー
業務管理支ԉ室

άϧーϓࣄ

コンプϥイアンス統括部 グループコンプϥイアンス室
・金融商品コンプϥイアンス室ࢢ
ใセΩュリティ管理室
金融ADR室
コンプϥイアンスϞニλリング室

コンプϥイアンス推進第一部
コンプϥイアンス推進第二部 欧州室

東アジア室
アジア・オセアニア室
金融൜ࡑରࡦ室
マネー・ローンダリングରࡦ室

法務部
米州法務・コンプϥイアンス部 米州Ϟニλリング室

コϯϓϥΠΞϯε౷ׅάϧーϓ

ʲ地域本部ʳ
米州業務部
米州営業第一部ʙ
第三部
米州プロダクツ営業部
米州アクイジション
ϑΝイナンス営業部

ւ外支店・ւ外出ுॴ
ற在員事務ॴ

インλーナショナル
アクイジション
ϑΝイナンス営業部

米州シンジケーション
営業部

国際融資部
欧州業務部
欧州営業第一部ʙ
第二部
中東営業部
欧州プロダクツ営業部

東アジア業務部
東アジア拠管理部
営業第一部ʙߓ߳
第三部
アジアιリューション
営業部
アジア・オセアニア
業務部
アジア・オセアニア
拠管理部
シンΨポール営業部
オーストϥリア営業部
インド拠管理部

米州アドバイβリー
ιリューション部

ถ
भ

Ҭ
ຊ
෦

Ԥ
भ

Ҭ
ຊ
෦

౦
Ξ
δ
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Ҭ
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δ
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（平成28年6月24日現在）
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コーポレートデータ

Έͣ΄ۜߦ

 役員

औక
取締役頭取	
（代表取締役） 林

はやし

　　　信
のぶ

　秀
ひで

＊
取締役副頭取	
（代表取締役） 営業統括 藤

ふじ

　井
い

　信
のぶ

　行
ゆき

＊
取締役副頭取	
（代表取締役） 西日本地区担当役員 宮

みや

　崎
ざき

　智
さと

　史
し

＊
取締役副頭取	
（代表取締役） 営業統括 三

み

　宅
やけ

　　　潔
きよし

＊

専務取締役 コンプライアンス統括グループ長 津
つ

　原
はら

　周
しゅう

　作
さく

＊

常務取締役 リスク管理グループ長 綾
あや

　　　隆
りゅう

　介
すけ

＊

常務取締役 企画グループ長 藤
ふじ

　原
わら

　弘
こう

　治
じ

＊

常務取締役 財務・主計グループ長 飯
いい

　田
だ

　浩
こう

　一
いち

＊

取 締 役 高
たか

　橋
はし

　秀
ひで

　行
ゆき

取 締 役 柏
かしわ

　崎
ざき

　博
ひろ

　久
ひさ

取 締 役 佐
さ

　藤
とう

　康
やす

　博
ひろ

取 締 役 町
まち

　田
だ

　幸
ゆき

　雄
お

取 締 役 木
きの

　下
した

　俊
とし

　男
お

取 締 役 古
こ

　賀
が

　政
せい

　治
じ

ࠪ

常勤監査役 伊
い

豫
よ

田
だ

　敏
とし

　也
なり

常勤監査役 木
き

　村
むら

　　　誠
まこと

常 勤監査役 千
ち

　葉
ば

　裕
ゆう

　太
た

監 査 役 石
いし

　坂
ざか

　匡
まさ

　身
み

監 査 役 今
いま

　井
い

　　　功
いさお

監 査 役 長
は

谷
せ

川
がわ

　俊
とし

　明
あき

һɾઐһߦࣥ

副頭取執行役員 ＩＴ・システムグループ長兼事務グループ長 安
あ

　部
べ

　大
だい

　作
さく

副頭取執行役員 特命担当役員 中
なか

　村
むら

　康
こう

　佐
すけ

専務執行役員 米州地域本部長 末
すえ

　廣
ひろ

　　　博
ひろし

専務執行役員 審査グループ共同グループ長 渡
わた

　辺
なべ

　　　毅
たけし

専務執行役員 アセットマネジメント部門長 本
もと

　橋
はし

　克
かつ

　宣
のぶ

常務執行役員 リテール・事業法人部門共同部門長 飯
いい

　盛
もり

　徹
てつ

　夫
お

常務執行役員 グローバルプロダクツユニット長 山
やま

　田
だ

　大
だい

　介
すけ

常務執行役員 ＩＴ・システムグループ副担当役員 中
なか

　村
むら

　春
はる

　貴
き

常務執行役員 審査グループ共同グループ長 野
の

　村
むら

　　　勉
つとむ

常務執行役員 大企業・金融・公共法人部門共同部門長兼
営業部店担当役員 松

まつ

　原
ばら

　祐
ゆう

　生
せい

常務執行役員 グローバルマーケッツ部門共同部門長 大
おお

　島
しま

　　　周
あまね

常務執行役員 営業部店担当役員 藤
ふじ

　木
き

　靖
やす

　久
ひさ

常務執行役員 営業部店担当役員 下
しも

　村
むら

　　　光
ひかる

常務執行役員 営業部店担当役員 上
じょう

　甲
こう

　亮
りょう

　祐
すけ

常務執行役員 リテール・事業法人部門共同部門長 中
なか

　西
にし

　章
あき

　裕
ひろ

常務執行役員 グローバルコーポレート部門長 小
こ

　林
ばやし

　一
かず

　也
や

常務執行役員 営業部店担当役員 三
み

　輪
わ

　正
まさ

　浩
ひろ

常務執行役員 事務グループ副担当役員 有
あり

　田
た

　浩
こう

　士
じ

常務執行役員 大企業・金融・公共法人部門共同部門長 中
なか

　村
むら

　　　昭
あきら

常務執行役員 営業部店担当役員 西
にし

　山
やま

　隆
たか

　憲
のり

常務執行役員 欧州地域本部長 寺
てら

　本
もと

　禎
てい

　治
じ

常務執行役員 営業部店担当役員 木
き

佐
さ

貫
ぬき

　　　浩
ひろし

常務執行役員 リテール・事業法人部門共同部門長 大
おお

　塚
つか

　雅
まさ

　広
ひろ

常務執行役員 営業部店担当役員 森
もり

　　　弘
ひろ

　之
ゆき

常務執行役員 人事グループ長 石
いし

　井
い

　　　哲
さとし

常務執行役員 米州地域本部副担当役員 Ａ
アンドリュー

ｎｄｒｅｗ	Ｄ
デューイング

ｅｗｉｎｇ

常務執行役員 グローバルマーケッツ部門共同部門長 齋
さい

　藤
とう

　　　考
たかし

常務執行役員 営業部店担当役員 浅
あさ

　野
の

　眞
しん

　吾
ご

常務執行役員 アジア・オセアニア地域本部長 今
いま

　井
い

　誠
せい

　司
じ

常務執行役員 東アジア地域本部長 安
やす

　原
はら

　貴
たか

　彦
ひこ

常務執行役員 営業部店担当役員 冨
とみ

　田
た

　克
かつ

　典
のり

常務執行役員 リサーチ＆コンサルティングユニット長兼
営業部店担当役員 若

わか

　林
ばやし

　資
もと

　典
のり

常務執行役員 営業部店担当役員 藤
ふじ

　城
しろ

　豪
ごう

　二
じ

常務執行役員 内部監査グループ長 小
こ

　嶋
じま

　修
しゅう

　司
じ

執 行 役 員 ＩＴ・システム企画部長 米
よね

　井
い

　公
こう

　治
じ

執 行 役 員 グローバルコーポレート部門長付審議役
（ベトコムバンク副頭取） 阿

あ

　部
べ

　　　裕
ゆたか

執 行 役 員 資金証券部長 米
よね

　津
つ

　隆
たか

　史
し

執 行 役 員 バンコック支店長 遠
えん

　藤
どう

　　　修
おさむ

執 行 役 員 国際資金証券部長 吉
よし

　原
はら

　昌
まさ

　利
とし

執 行 役 員 国際営業部長 有
あり

　馬
ま

　充
あつ

　美
み

執 行 役 員 名古屋営業部長 平
ひら

　間
ま

　久
ひさ

　顕
あき

執 行 役 員 グローバルプロダクツ業務部長 谷
たに

　口
ぐち

　真
しん

　司
じ

執 行 役 員 米州資金部長 柴
しば

　田
た

　保
やす

　之
ゆき

執 行 役 員 グローバルコーポレート部門長付審議役
（みずほ銀行(中国)有限公司行長） 岡

おか

　　　豊
とよ

　樹
き

執 行 役 員 リテール・事業法人部門長付審議役 大
おお

　森
もり

　隆
りゅういちろう
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執 行 役 員 米州営業第一部長 小
こ

　林
ばやし

　理
まさ

　伸
のぶ

執 行 役 員 個人コンサルティング推進部長 仙
せん

　波
ば

　陽
よう

　平
へい

執 行 役 員 個人業務部長 向
むか

　井
い

　英
ひで

　伸
のぶ

執 行 役 員 アジア・オセアニア地域本部副担当役員 関
せき

　　　正
まさ

　樹
き

執 行 役 員 審査業務部長 座
ざ

　間
ま

　信
のぶ

　久
ひさ

執 行 役 員 財務企画部長 梅
うめ

　宮
みや

　　　真
まこと

執 行 役 員 企画グループ長付審議役 高
たか

　橋
はし

　直
なお

　人
と

執 行 役 員 銀座通支店長 倉
くら

　谷
たに

　伸
のぶ

　之
ゆき

	

執 行 役 員 グローバルコーポレート部門長付審議役
（みずほ銀行(中国)有限公司） 竹

たけ

　田
だ

　和
かず

　史
し

	

執 行 役 員 八王子支店長 徳
とく

　本
もと

　英
ひで

　俊
とし

	

執 行 役 員 企業審査部長 丸
まる

　山
やま

　博
ひろ

　史
ふみ

執 行 役 員 営業第九部長 平
ひら

　松
まつ

　寿
とし

　和
かず

執 行 役 員 システム推進部長 加
か

　藤
とう

　朝
あさ

　史
し

執 行 役 員 法人業務部長 板
いた

　橋
ばし

　　　宏
ひろし

執 行 役 員 東京営業部東京営業第二部長 小
こ

木
ぎ

曽
そ

　琢
たく

　弥
や

執 行 役 員 営業第十五部長 笠
かさ

　間
ま

　仁
ひと

　志
し

執 行 役 員 欧州地域本部副担当役員 永
なが

　峰
みね

　宏
ひろ

　司
し

執 行 役 員 米州地域本部副担当役員 武
たけ

　　　英
ひで

　克
かつ

	

執 行 役 員 福岡支店長兼福岡支店福岡第一部長兼
福岡支店福岡第二部長 廣

ひろ

　瀬
せ

　　　淳
じゅん

執 行 役 員 チャネル戦略部長 清
し

　水
みず

　英
えい

　嗣
し

執 行 役 員 コーポレート・インスティテューショナル
業務部長 阿

あ

　部
べ

　昌
まさ

　彦
ひこ

執 行 役 員 取締役会室長 菊
きく

　地
ち

　比
ひ

左
さ

志
し

専 門 役 員 ＩＴ・システムグループ長付審議役 加
か

　藤
とう

　昌
まさ

　彦
ひこ

注)	１．＊の取締役は執行役員を兼務しています。
	 ２．	取締役のうち、町田幸雄、木下俊男および古賀政治の３氏は、会社法第２条

第１５号に定める社外取締役です。
	 ３．	監査役のうち、石坂匡身、今井功および長谷川俊明の３氏は、会社法第２条

第１６号に定める社外監査役です。

（平成28年6月24日現在）
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1.	信託業務

（1）	金銭信託

実績配当金銭信託、指定金銭信託等を取り扱ってい	

ます。

（2）	年金信託

厚生年金基金、確定給付企業年金等の年金資産の管理・

運用を行っています。

（3）	投資信託

投資信託の信託財産の管理・決済等を行っています。

（4）	有価証券信託

管理有価証券信託、有価証券運用信託等を取り扱って

います。

（5）	金銭債権信託

企業の保有する売掛債権や貸付債権等の金銭債権を信

託財産として受け入れ、その債権の管理・処分等を行っ

ています。

（6）	不動産信託

土地信託、不動産管理処分信託等を取り扱っています。

2.	併営業務

（1）	遺言信託業務

遺言執行引受予諾業務、遺言書管理信託、遺産整理業

務等を取り扱っています。

（2）	不動産業務

不動産の仲介、分譲、鑑定、アセットマネジメント等の

業務を取り扱っています。

（3）	証券代行業務

株主名簿等の管理、配当金計算、株主総会招集通知の

発送および議決権行使の集計等株式に関する事務を発

行会社に代って行っています。

3.	銀行業務

（1）	預金業務

①預金

②譲渡性預金

（2）	貸出業務

①貸付

②手形の割引

（3）	商品有価証券売買業務

（4）	有価証券投資業務

（5）	内国為替業務

（6）	外国為替業務

（7）	附帯業務

①代理業務

（ア）	日本銀行代理店、同歳入代理店および同国債代

理店業務ならびに地方公共団体の公金取扱業務

（イ）	株式払込金の受入代理業務ならびに株式配当金

および公社債元利金の支払代理業務

②債務の保証（支払承諾）

③証券投資信託の窓口販売

④金利、通貨等のデリバティブ取引

⑤保険商品の窓口販売

⑥コンサルティング業務

⑦銀行代理業務

（平成28年6月24日現在）

 主要な業務の内容

コーポレートデータ
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˓みず΄不動産販売株式会社
　［不動産仲介業務］

˓Mizuho Trust & Banking Co. (USA)
　［信託業務・銀行業務］

˓Mizuho Trust & Banking (Luxembourg) 
　S.A.
　［信託業務・銀行業務］

˖日本株主デーλサーϏス株式会社
　［事務代行業務］

˖日本ϖンション・Φϖレーション・サーϏス株
　式会社
　［年金੍管理ٴび事務執行業務］
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行
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託
銀
行

み
ず
ほ
証
券

リテーϧ・ࣄ業๏人部

大ا業・金༥・公ڞ๏人部

άローόϧマーέッツ部

アηットマωジϝント部

άローόϧϓロμクツϢニット

リサーチˍコンサϧティンάϢニット

৹査άϧーϓ

άϧーϓܭ・ओࡒ・ըا

リスク管理άϧーϓ

人ࣄάϧーϓ

̞̩・γステϜάϧーϓ

άϧーϓࣄ

コンϓライアンス౷ׅάϧーϓ

ൿ書ࣨ

内部監査άϧーϓ

み
ず
ほ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ

ओな関会社

ɿ˓࿈݁ࢠ会社　 ɿ̟࣋分法ద用関࿈会社

注）	［　］内には、主な関係会社が営んでいる主要な業
務を記載しています。

（平成28年6月24日現在）

 グループ事業系統図
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 組織図

৹査άϧーϓ

άϧーϓܭ・ओࡒ・ըا

リスク管理άϧーϓ

人ࣄάϧーϓ

IT・γステϜάϧーϓ

άϧーϓࣄ

コンϓライアンス౷ׅάϧーϓ

リテーϧ・ࣄ業๏人部 アηットマωジϝント部

営企画部ܦ

総合リスク管理部

人事部

ポートϑΥリΦマネジメント部

管理部

主計部
ใ開ࣔ統੍室

金融ԁԽ管理室

業務企画室

ダイバーシティ・インクルージョンਪਐ室
人権啓発室

品࣭管理室
業務管理支ԉ室

法務室
受託審査室

お٬さまサーϏス室
管理室ػة

༩信企画部

ＩＴ・システム統括部

システムਪਐ部

事務統括部

コンプライアンス統括部

システムリスク管理室

信託手ଓサーϏスセンλー

法務・受託審査部

グループコンプライアンス室
ใセΩュリティ管理室
金融൜ࡑରࡦ室
マネー・ローンダリングରࡦ室

プロダクツ審査部

企業戦略部

審査部

企業審査部

クレジット管理室

ओ૯会ג

取締役会 監査役ࣨ

業監査ҕ員会
Ӧ会議ܦ

Ӧ策ҕ員会ܦ
社長

監査役・監査役会
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（平成28年6月24日現在）
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άϧーϓܭ・ओࡒ・ըا

リスク管理άϧーϓ

人ࣄάϧーϓ

IT・γステϜάϧーϓ

άϧーϓࣄ

コンϓライアンス౷ׅάϧーϓ

リテーϧ・ࣄ業๏人部 アηットマωジϝント部

営企画部ܦ

総合リスク管理部

人事部

ポートϑΥリΦマネジメント部

管理部

主計部
ใ開ࣔ統੍室

金融ԁԽ管理室

業務企画室

ダイバーシティ・インクルージョンਪਐ室
人権啓発室

品࣭管理室
業務管理支ԉ室

法務室
受託審査室

お٬さまサーϏス室
管理室ػة

༩信企画部

ＩＴ・システム統括部

システムਪਐ部

事務統括部

コンプライアンス統括部

システムリスク管理室

信託手ଓサーϏスセンλー

法務・受託審査部

グループコンプライアンス室
ใセΩュリティ管理室
金融൜ࡑରࡦ室
マネー・ローンダリングରࡦ室

プロダクツ審査部

企業戦略部

審査部

企業審査部

クレジット管理室

ओ૯会ג

取締役会 監査役ࣨ

業監査ҕ員会
Ӧ会議ܦ

Ӧ策ҕ員会ܦ
社長

監査役・監査役会
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取締役
取 締 役 社 長
（代表取締役）

中
なか

　野
の

　	武
たけ

　夫
お
＊

取締役副社長
（代表取締役）

企画・財務・主計グループ長	兼	
ＩＴ・システムグループ長	兼	
事務グループ長兼秘書室担当役員

澤
さわ

　　　	 和
かず

　久
ひさ
＊

常 務 取 締 役 リスク管理グループ長	兼		
コンプライアンス統括グループ長	兼	
審査グループ長

祖
そ

父
ぶ

江
え

　	敏
とし

　雄
お
＊

常 務 取 締 役 人事グループ長	兼		
内部監査グループ長

江
え

　原
はら

　	弘
ひろ

　晃
あき
＊

取　 締　 役 	 初
はつ

　澤
ざわ

　	　　剛
つよし

		

取　 締　 役 	 佐
さ

　藤
とう

　	康
やす

　博
ひろ

取　 締　 役 	 佐
さ

　竹
たけ

　	正
まさ

　幸
ゆき

	

取　 締　 役 	 小
お

　野
の

　	　　 傑
まさる

取　 締　 役 	 小
お

　川
がわ

　	英
えい

　治
じ

	

監査役
常 勤 監 査 役 門

もん

　口
ぐち

　	真
まさ

　人
と

常 勤 監 査 役 畑
はた

　野
の

　	敬
ひろ

　幸
ゆき

監 査 役 福
ふ

　家
け

　	聖
きよ

　剛
たか

監 査 役 中
なか

　島
じま

　	隆
りゅう

　太
た

執行役員
副社長執行役員 営業統括 岡

おか

　山
やま

　	　　誠
まこと

常務執行役員 グローバルマーケッツ部門長	兼		
グローバルプロダクツユニット共同	
ユニット長	兼		
信託プロダクツ・開発本部長

渡
わた

　辺
なべ

　	伸
のぶ

　充
みつ

常務執行役員 営業部店担当役員 落
おち

　合
あい

	　　　	悟
さとる

常務執行役員 営業部店担当役員 村
むら

　本
もと

　	真
ま

甲
き

夫
お

常務執行役員 リテール・事業法人部門長 鎌
かま

　田
だ

　	卓
たか

　史
し

常務執行役員 アセットマネジメント部門長	兼		
年金業務本部長兼運用本部長

坂
ばん

　東
どう

　	嘉
よし

　人
ひと

常務執行役員 グローバルプロダクツユニット共同	
ユニット長	兼		
不動産本部長

原
はら

　	　　	真
まさ

　志
し

常務執行役員 大企業・金融・公共法人部門長	兼		
リサーチ＆コンサルティング	
ユニット長	兼		
コンサルティング本部長

中
なか

　村
むら

　　	　功
いさお

常務執行役員 グローバルプロダクツユニット共同	
ユニット長	兼		
株式戦略本部長兼営業部店担当役員

斉
さい

　藤
とう

　	啓
けい

　介
すけ

常務執行役員 営業部店担当役員 小
こ

　池
いけ

　　	　徹
とおる

執 行 役 員 福岡支店長 山
やま

　中
なか

　	英
えい

二
じ

郎
ろう

執 行 役 員 名古屋支店長 中
なか

　溝
みぞ

　	達
たつ

　也
や

執 行 役 員 不動産営業第二部長 高
たか

　畠
はた

　	正
まさ

　憲
のり

執 行 役 員 資金証券部長 金
かな

　丸
まる

　	昌
まさ

　雄
お

執 行 役 員 信託総合営業第三部長 大
おお

　塚
つか

	　　　隆
たかし

執 行 役 員ＩＴ・システム統括部長 矢
や

ケ
か

部
べ

　	 章
しょう

　二
じ

執 行 役 員 リテール・事業法人業務部長 江
え

　川
がわ

　	敏
とし

　郎
ろう

執 行 役 員 コーポレート・インスティテューショ
ナル業務部長

大
だい

　門
もん

　	秀
ひで

　樹
き

執 行 役 員 年金業務部長 村
むら

　上
かみ

　	卓
たく

　生
お

執 行 役 員 信託総合営業第八部長 神
じん

　野
の

　　　	 勲
いさお

執 行 役 員 不動産ソリューション営業部長 梅
うめ

　田
だ

　　　	 圭
けい

執 行 役 員 本店営業部長 町
まち

　長
なが

　	直
なお

　幸
ゆき

注）	１．*の取締役は執行役員を兼務しています。
	 ２．		取締役のうち佐竹正幸、小野傑および小川英治の３氏は、会社法第２条

第１５号に定める社外取締役です。
	 ３．		監査役のうち福家聖剛および中島隆太の両氏は、会社法第２条第１６号

に定める社外監査役です。

（平成28年6月24日現在）

 役員

コーポレートデータ

みずほ信託銀行
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（平成28年6月24日現在）

奨学金の給付

福岡中央ライオンズクラブ交通遺児育英基金
北海校校友会奨学基金
成田山新勝寺交通遺児等育英基金
後藤きく江交通遺児育英基金
佐野正一記念教育振興基金
ながの交通遺児等育英基金
森安育英基金
森安広島育英基金
御手洗毅記念奨学基金
田中奨学基金
廣田記念奨学基金
白井三千代奨学基金
山田徳郎奨学基金
静岡県立浜松商業高等学校同窓会奨学基金
筑波銀行記念奨学基金
上三川町ふるさと人材育成奨学基金
山野登一奨学基金
松下ハツヨ交通遺児育英奨学基金
西條忠雄記念育英基金
森安大学院生奨学基金
山本猛夫記念奨学基金
藤村兼吉・千恵子記念奨学基金
井原長治記念育英基金
校條すみ学生奨学基金
高島君子記念看護奨学基金
中村ものづくり庄内奨学基金

学校教育・社会教育に対する助成

武蔵野老人教育基金
東京府中ロータリークラブ教育振興基金
春日部市民スポーツ振興島村基金
伊達市青少年健全育成基金つつじファンド
蔵王温泉教育振興基金
駒澤嘉いわき生涯学習振興基金
石川博敏記念磐田文化振興基金
チヨタ遠越準一文化振興基金
駒澤嘉須坂生涯学習振興基金
西川金一・ゆり子図書助成基金
土屋勝次・てる図書助成基金
荘内銀行ふるさと創造基金

サントリー世界愛鳥基金
鉄道保線振興基金
福島銀行ふるさと自然環境基金
大成建設自然・歴史環境基金
春日井市東野コミュニティ基金
大阪市平野区川辺コミュニティ基金
仙台まちづくり八乙女記念基金
ヨコハマポートサイドまちづくりトラスト
エスペック地球環境研究・技術基金
さくら基金
地球環境日本基金

国際協力・国際交流促進に対する助成

貝島記念国際青少年交流基金
アジアコミュニティトラスト
久保田豊基金
慶州ナザレ園等大韓民国在住日本人婦人
援助基金
アフリカ支援基金
安田和風記念アジア青少年交流基金
大乗弘照高校生国際交流基金
アドラ国際援助基金
武富士記念ジャパントラスト
安田和風記念ジャパントラスト
岡田みさこ記念ジャパントラスト
杉浦吾男記念ジャパントラスト
みずほアジア人材育成基金

その他

天皇陛下御即位記念国民公園保存基金
飴久晴富山社会福祉支援基金

学術の研究に対する助成

上越青少年交流健全育成雪ん子基金
古川梅三郎記念電気通信研究振興基金
柴山大五郎記念合併処理浄化槽研究基金
加藤辰次郎記念建設機械研究開発振興基金
下水道振興基金
飴久晴富山県内大学等研究助成基金

医学に関する調査・研究に対する助成

美原脳血管障害研究振興基金
金沢記念心臓病研究振興基金
頴原老年病学研究者奨学基金
臨床検査医学研究振興基金
小児科学研究振興基金
今井きみ記念骨髄移植研究基金
タニタ健康体重基金
素友会外科医学研究振興基金

福祉の向上を目的とする活動に対する助成

尼崎障害児教育援助基金
宝塚視覚障害者援助基金
松川善弥情緒障害児教育援助基金
金沢記念障害児教育諸学校援助基金
久保記念点字図書援助基金
自販連盲導犬育成基金
今野芳雄記念宮城県心身障害児教育振興
基金
埼玉県交通安全対策協議会交通遺児援護
基金
おかやま心の福祉基金
中西茂雄高齢者福祉基金
梅澤美江記念障害児教育支援基金

芸術・文化の振興に対する助成

信越化学地域文化振興基金
国華創刊百周年記念顕彰基金
小泉文夫記念民族音楽基金
三浦規記念音楽教育振興基金
大乗弘照箕面芸術文化振興基金

都市・自然環境の整備・保全に対する助成

遠藤記念三多摩自然環境保全基金
タカラ・ハーモニストファンド
あだちまちづくりトラスト

 公益信託受託先
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コーポレートデータ

Έͣ΄ূ݊

（平成28年6月24日現在）

（1）�金融商品取引業（金融商品取引法第28条第１項第１号、

第2号、第3号イからハ、同条第2項～第5項）

①有価証券の売買、市場デリバティブ取引または外国市

場デリバティブ取引

②有価証券の売買、市場デリバティブ取引または外国市

場デリバティブ取引の媒介、取次ぎまたは代理

③取引所金融商品市場・外国金融商品市場における有価

証券の売買の委託の媒介、取次ぎもしくは代理、または、

取引所金融商品市場・外国金融商品市場における市場

デリバティブ取引もしくは外国市場デリバティブ取引

の委託の媒介、取次ぎもしくは代理

④店頭デリバティブ取引またはその媒介、取次ぎもしく

は代理

⑤有価証券等清算取次ぎ

⑥有価証券の引受け

⑦有価証券の売出し

⑧有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の

取扱い

⑨投資助言・代理業

⑩投資運用業

⑪有価証券等管理業務

（2）�金融商品取引業付随業務（金融商品取引法第35条第１

項第１号～第９号、第11号～第14号）

①有価証券の貸借またはその媒介もしくは代理業務

②信用取引に付随する金銭の貸付業務

③保護預り有価証券担保貸付業務

④有価証券に関する顧客の代理業務

⑤受益証券に係る収益金、償還金または解約金の支払い

に係る代理業務

⑥投資証券等に係る金銭の分配、払戻金もしくは残余財

産の分配または利息もしくは償還金の支払いに係る代

理業務

⑦累積投資契約の締結業務

⑧有価証券に関連する情報の提供または助言業務

⑨他の金融商品取引業者等の業務の代理

⑩他の事業者の事業の譲渡、合併、会社の分割、株式交

換もしくは株式移転に関する相談に応じ、またはこれ

らに関し仲介を行う業務

⑪他の事業者の経営に関する相談業務

⑫通貨その他のデリバティブ取引（有価証券関連デリバ

ティブ取引を除く。）に関連する資産として政令で定め

るものの売買またはその媒介、取次ぎもしくは代理ま

たは通貨の売買の投資判断の助言に係る業務

⑬譲渡性預金その他金銭債権（有価証券に該当するもの

を除く。）の売買またはその媒介、取次ぎもしくは代理

に係る業務

⑭その他の付随業務

a. 貸金庫業務

b. 公社債の払込金の受入れおよび元利金支払の代理業務

（3）�その他業務（金融商品取引法第35条第２項第３号、第

７号）

①貸金業

②任意組合契約の締結またはその媒介、取次ぎもしくは

代理に係る業務

③匿名組合契約の締結の媒介、取次ぎもしくは代理に係

る業務

④貸出参加契約の締結またはその媒介、取次ぎもしくは

代理に係る業務

⑤保険募集

⑥自ら所有する不動産の賃貸に係る業務

⑦信託契約代理業

⑧信託業務に係る媒介業務

⑨他の事業者の業務に関する広告または宣伝を行う業務

⑩債務の保証または引受けに係る契約の締結またはその

媒介、取次ぎもしくは代理に係る業務

⑪顧客に対し他の事業者のあっせんまたは紹介を行う業務

⑫他の事業者の業務に関する電子計算機のプログラムの

作成または販売を行う業務および計算受託業務

⑬銀行代理業

（4）�金融商品取引業等に関する内閣府令第７条第３号イ、第

3号の2イ及び第４号から第９号までに掲げる�事項

①有価証券関連業

②商品投資関連業務

③不動産信託受益権等売買等業務

 主要な業務の内容
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 役員

औక

取締役会長 今
いま

　泉
いずみ

　泰
やす

　彦
ひこ

取締役社長
（代表取締役） グローバル投資銀行部門長 坂

さか

　井
い

　辰
たつ

　史
ふみ

＊

取締役副社長
（代表取締役）

特命担当役員兼人事グループ長兼
秘書室担当役員兼
市場情報戦略部担当役員兼企画グループ付

幸
こう

　田
だ

　博
ひろ

　人
と

＊

取締役副社長
グローバルマーケッツヘッド兼
グローバルマーケッツ部門長兼
グローバルビジネス・マーケット統括

揚
あげ

　村
むら

　康
やす

　男
お

＊

専務取締役 リテール・事業法人部門長 福
ふ

　家
け

　尚
なお

　文
ふみ

＊

常務取締役
グローバルファイナンスヘッド兼
リサーチ＆コンサルティングユニット長兼
財務･主計グループ長兼引受審査部担当役員

小
こ

　林
ばやし

　英
ひで

　文
ふみ

＊

常務取締役 証券グループチーフオーディットエグゼクティブ兼
内部監査グループ長 薄

うす

　葉
は

　真
まさ

　哉
や

＊

常務取締役 グローバルマーケッツ部門系統営業部担当役員兼
リテール・事業法人部門担当役員 大

おお

　石
いし

　正
まさ

　弥
や

＊

常務取締役 コンプライアンス統括グループ長 熊
くま

　谷
がい

　泰
たい

　治
じ

＊

常務取締役 企画グループ長兼投資業務部担当役員 高
たか

　橋
はし

　　　敦
あつし

＊

取 締 役 グローバルリスクマネジメントヘッド兼
リスク管理グループ長 藤

ふじ

　井
い

　健
けん

　司
じ

＊

取 締 役 津
つ

　村
むら

　直
なお

　美
み

取 締 役 佐
さ

　藤
とう

　康
やす

　博
ひろ

取 締 役 川
かわ

　北
きた

　英
ひで

　隆
たか

取 締 役 小
お

　野
の

　　　傑
まさる

ࠪ

常勤監査役 肥
ひ

　後
ご

　　　泰
やすし

常 務監査役 豊
とよ

　川
かわ

　　　世
せい

常務監査役 恵
え

　谷
たに

　英
ひで

　雄
お

監 査 役 吉
よし

　益
ます

　裕
ゆう

　二
じ

һߦࣥ

専務執行役員 グローバル投資銀行部門共同部門長（営業統括）兼
投資銀行本部長 宮

みや

　本
もと

　正
まさ

　広
ひろ

専務執行役員 リテール・事業法人部門共同部門長 齊
さい

　藤
とう

　哲
てつ

　彦
ひこ

常務執行役員 グローバル投資銀行部門営業担当役員兼
コーポレートファイナンスアドバイザリー部長 清

し

　水
みず

　良
よし

　夫
お

常務執行役員 グローバル投資銀行部門営業担当役員 野
の

　沢
ざわ

　勝
かつ

　則
のり

常務執行役員 グローバルＩＴヘッド兼ＩＴ・システムグループ長兼
事務グループ長 山

やま

　田
だ

　達
たつ

　也
や

常務執行役員 リテール・事業法人部門副部門長
（ＩＢ業務担当） 吉

よし

　田
だ

　　　格
さだむ

常務執行役員 グローバルマーケッツ部門副部門長 中
なか

　野
の

　北
ほく

　斗
と

常務執行役員 みずほセキュリティーズアジア会長兼
グローバル投資銀行部門営業担当役員 明

あか

　石
し

　健
けん

太
た

郎
ろう

常務執行役員 リテール・事業法人部門営業担当役員 浜
はま

　西
にし

　泰
やす

　人
と

常務執行役員 リテール・事業法人部門営業担当役員 城
しろ

　田
た

　敬
たか

　久
ひさ

常務執行役員 金融公共本部長 辻
つじ

　次
つぐ

　賢
けん

　二
じ

常務執行役員 グローバル投資銀行部門営業担当役員兼
リテール・事業法人部門営業担当役員 廣

ひろ

　田
た

　俊
とし

　夫
お

常務執行役員 リテール・事業法人部門営業担当役員 �武
たけし

　　　弘
ひろ

　紀
き

常務執行役員 リテール・事業法人部門営業担当役員 岸
きし

　下
した

　義
よし

　弘
ひろ

執 行 役 員 京都支店長 小
こ

　松
まつ

　一
かず

　道
みち

執 行 役 員 グローバル投資銀行部門営業担当役員 丸
まる

　小
こ

　啓
けい

　二
じ

執 行 役 員 大阪営業第二部長 飯
いい

　田
だ

　武
たけ

　彦
ひこ

執 行 役 員 グローバルオペレーションヘッド兼
事務グループ副グループ長 山

やま

　崎
ざき

　　　忍
しのぶ

執 行 役 員 本店営業第一部長 平
ひら

　川
かわ

　　　隆
たかし

執 行 役 員 グローバル投資銀行部門営業担当役員兼
リテール・事業法人部門営業担当役員 中

なか

　沖
おき

　　　雄
ゆう

執 行 役 員 リテール・事業法人部門長付 眞
ま

　武
たけ

　尚
たか

　史
ふみ

執 行 役 員 本店営業第二部長 富
とみ

　田
た

　大
たい

　造
ぞう

執 行 役 員 グローバル投資銀行ヘッド兼
プロダクツ本部長 金

かな

　森
もり

　裕
ゆう

　三
ぞう

執 行 役 員 業務監査部長 川
かわ

　嶋
しま

　秀
ひで

　行
ゆき

執 行 役 員 ＩＴ・システムグループ副グループ長 三
み

　橋
はし

　　　浩
ひろし

執 行 役 員 グローバル投資銀行部門営業担当役員 竹
たけ

　内
うち

　信
のぶ

　房
ふさ

執 行 役 員

みずほセキュリティーズ・ユーケー・
ホールディングス副社長兼
みずほインターナショナル副社長兼
金融市場本部共同本部長

芝
しば

　田
た

　康
やす

　弘
ひろ

執 行 役 員 名古屋支店長 森
もり

　　　良
よし

　信
のぶ

執 行 役 員 リテール本部長 池
いけ

　田
だ

　政
まさ

　宏
ひろ

執 行 役 員 リテール・事業法人部門営業担当役員 福
ふく

　井
い
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しん

　一
いち

執 行 役 員
グローバルシンジケートヘッド兼
シンジケーション本部長兼
エクイティシンジケーション部長

宮
みや

　岡
おか

　誠
せい

一
いち

郎
ろう

注)�１．＊の取締役は執行役員を兼務しております。
� ２．�取締役のうち川北英隆および小野傑の両氏は、会社法第２条第１５号に定め

る社外取締役です。
� ３．�監査役のうち恵谷英雄および吉益裕二の両氏は、会社法第２条第１６号に定

める社外監査役です。

（平成２８年６月２４日現在）
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本店営業第一部
本店営業第二部
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大阪営業第二部
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	 広尾支店　白金出張所
 ˟��������ɹ౦ژ۠ߓೆຑ�������ʢඌࢧళʣ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 赤坂支店
	 ˟��������ɹ౦ژ۠ߓࡔ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 外苑前支店　伊藤忠商事本社ビル出張所
 ˟��������ɹ౦ژ۠ߓ੨ࢁ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 外苑前支店
 ˟��������ɹ౦ژ۠ߓ੨ࢁ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 青山支店
	 ˟��������ɹ౦ژ۠ߓ੨ࢁ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 芝支店
 ˟��������ɹ౦ژࣳ۠ߓ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 高輪台支店
 ˟��������ɹ౦ژྠߴ۠ߓ������
  5&-ʢ��ʣ���������

新宿区

	 四谷支店
 ˟��������ɹ౦ژ৽࢛॓۠୩�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 	 新宿中央支店
 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠৽॓�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 新宿支店
	 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠৽॓������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 新宿西口支店
 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠৽॓�����
  5&-ʢ��ʣ���������
  ʣ ������݄�� ౦ژ৽॓۠৽॓������

ʢ৽॓৽৺ࢧళʣҠస

◎	新宿南口支店
	 	 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠৽॓������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 新宿法人支店
	 	 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠৽॓������ʢ৽॓ೆޱ

ళʣࢧ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 中井支店
 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠தམ߹������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 早稲田支店
 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠അԼொ����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 飯田橋支店
 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠Լٶൺொ���
  5&-ʢ��ʣ���������

	 新宿新都心支店
	 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠৽॓������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 東京中央支店　東京都庁出張所
 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠৽॓�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 東京営業部　東京都庁公営企業出張所
 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠৽॓�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 高田馬場支店
 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠ాߴഅ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 兜町支店
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ຊדڮொ���
  5&-ʢ��ʣ���������

	 兜町証券営業部
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ຊדڮொ���
  5&-ʢ��ʣ���������

	 東京法人営業部
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ീॏऱ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 京橋支店
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ڮژ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 新川支店
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠৽������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 築地支店
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ங�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 築地支店　東京中央市場内特別出張所
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ங�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 銀座中央支店
	 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ۜ࠲������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 銀座支店
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ۜ࠲������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 銀座支店　銀座5丁目出張所
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ۜ࠲�����
  5&-ʢ��ʣ���������
  ʣ֎՟྆ସۀͷΈͷ͓औΓѻ͍ͱͳΓ·͢

	 銀座通支店
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ۜ࠲������
  5&-ʢ��ʣ���������

港区

	 虎ノ門支店
 ˟��������ɹ౦ژދ۠ߓϊ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 神谷町支店
 ˟��������ɹ౦ژދ۠ߓϊ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 新橋支店
	 ˟��������ɹ౦ژ۠ߓ৽ڮ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 新橋中央支店
 ˟��������ɹ౦ژ۠ߓ৽ڮ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 浜松町支店
	 ˟��������ɹ౦ژ۠ߓদொ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 浜松町支店　芝浦シーバンス出張所
 �˟�������ɹ౦ژ۠ߓদொ�����ʢদொࢧళʣ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 六本木支店
 ˟��������ɹ౦ژ۠ߓຊ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 麻布支店
 ˟��������ɹ౦ژ۠ߓೆຑ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 広尾支店
 ˟��������ɹ౦ژ۠ߓೆຑ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

東京都　/23区
千代田区

	 本店
 ˟��������ɹ౦ژઍా۠େखொ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 内幸町営業部
 ˟��������ɹ౦ژઍా۠େखொ�����ʢຊళʣ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 大手町営業部
 ˟��������ɹ౦ژઍా۠େखொ�����ʢຊళʣ
  5&-ʢ��ʣ���������

◎	丸の内中央支店
	 ˟��������ɹ౦ژઍా۠େखொ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 東京中央支店
	 ˟��������ɹ౦ژઍా۠େखொ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 丸之内支店
 ˟��������ɹ౦ژઍా۠େखொ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 八重洲口支店
 ˟��������ɹ౦ژઍాؙ۠ͷ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 東京営業部
 ˟��������ɹ౦ژઍా۠ொ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 東京営業部　町村会館出張所
 ˟��������ɹ౦ژઍా۠Ӭాொ�������  

5&-ʢ��ʣ���������

	 神田駅前支店
 ˟��������ɹ౦ژઍా۠ொ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 九段支店
 ˟��������ɹ౦ژઍా۠ਆాਆอொ���
  5&-ʢ��ʣ���������

	 神田支店
 ˟��������ɹ౦ژઍా۠ਆాখொ���
  5&-ʢ��ʣ���������

	 市ヶ谷支店
 ˟��������ɹ౦ژઍా۠ޒ൪ொ����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 麴町支店
	 ˟��������ɹ౦ژઍా۠߿ொ���
  5&-ʢ��ʣ���������

中央区

	 横山町支店
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ຊڮԣࢁொ���
  5&-ʢ��ʣ���������

	 小舟町支店　日本橋浜町出張所
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ຊڮொ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 日本橋支店
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ຊࣨڮொ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 小舟町支店
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ຊڮখसொ���
  5&-ʢ��ʣ���������

ʢฏ���݄��ࡏݱʣ

みずほ銀行

 店舗（支店・出張所） 
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文京区

	 江戸川橋支店
 ˟��������ɹ౦ژจޱؔ۠ژ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 駒込支店
 ˟��������ɹ౦ژจ۠ژຊۨࠐ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 根津支店
 ˟��������ɹ౦ژจ۠ژઍବ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 動坂支店
 ˟��������ɹ౦ژจ۠ژઍବ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 本郷支店
 ˟��������ɹ౦ژจ۠ژຊڷ������
  5&-ʢ��ʣ���������

台東区

	 上野支店
	 ˟��������ɹ౦ژ౦্۠������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 稲荷町支店
 ˟��������ɹ౦ژ౦۠౦্�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 雷門支店
 ˟��������ɹ౦ژ౦۠ઙ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 千束町支店
 ˟��������ɹ౦ژ౦۠ઙ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 浅草支店
 ˟��������ɹ౦ژ౦۠ଂલ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 浅草橋支店
 ˟��������ɹ౦ژ౦۠ઙڮ������
  5&-ʢ��ʣ���������

墨田区

	 押上支店
 ˟��������ɹ౦ژా۠ۀฏ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 錦糸町支店
 ˟��������ɹ౦ژా۠ߐ౦ڮ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 本所支店
 ˟��������ɹ౦ژా۠྆ࠃ������� 
  5&-ʢ��ʣ���������

江東区

	 東陽町支店
	 ˟��������ɹ౦ژߐ౦۠౦ཅ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 深川支店
 ˟��������ɹ౦ژߐ౦۠Ӭ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 豊洲支店
 ˟��������ɹ౦ژߐ౦۠๛ऱ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 東京営業部　東京ファッションタウン出張所
 ˟��������ɹ౦ژߐ౦۠༗໌������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 亀戸支店
 ˟��������ɹ౦ژߐ౦ُ۠ށ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 亀戸支店　大島駅前出張所
 ˟��������ɹ౦ژߐ౦۠େౡ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

品川区

	 品川支店
 ˟��������ɹ౦ژ۠ೆ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 品川駅前支店
	 ˟��������ɹ౦ژ۠ೆ�����ʢࢧళʣ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 品川支店　品川区役所出張所
 ˟��������ɹ౦ژ۠ொ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 大井町支店
 ˟��������ɹ౦ژ۠େҪ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 五反田支店
	 ˟��������ɹ౦ژ۠ޒా������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 大崎支店
	 ˟��������ɹ౦ژ۠େ࡚�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 戸越支店
 ˟��������ɹ౦ژ۠ށӽ������
 5&-ʢ��ʣ���������

	 荏原支店
 ˟��������ɹ౦ژ۠ӣݪ�����
 5&-ʢ��ʣ���������

目黒区

	 都立大学駅前支店
 ˟��������ɹ౦ژ۠ࠇฏொ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 自由が丘支店
	 ˟��������ɹ౦ژࣗ۠ࠇ༝ٰ͕������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 池尻大橋支店
 ˟��������ɹ౦ژ۠ࠇ౦ࢁ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 中目黒支店
 ˟��������ɹ౦ژ্۠ࠇࠇ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 祐天寺支店
 ˟��������ɹ౦ژ۠ࠇ༞ఱࣉ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 目黒支店
	 ˟��������ɹ౦ژాࡾ۠ࠇ������
  5&-ʢ��ʣ���������

大田区

	 大森支店　大田市場出張所
 ˟��������ɹ౦ژେా۠౦ւ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 馬込支店
 ˟��������ɹ౦ژେా۠౦അࠐ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 大森支店
 ˟��������ɹ౦ژେా۠ࢁԦ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 蒲田支店　羽田空港第二出張所
 ˟��������ɹ౦ژେా۠Ӌాۭߓ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 蒲田支店　羽田空港第三出張所
	 （外貨両替ショップ羽田空港国際線1階ロビー店）
 ˟��������ɹ౦ژେా۠Ӌాۭߓ�����
 Ӌాۭࡍࠃߓઢཱྀ٬λʔϛφϧϏϧ�'
  5&-ʢ��ʣ���������
  ʣ֎՟྆ସۀͷΈͷ͓औΓѻ͍ͱͳΓ·͢

	 蒲田支店　羽田空港第四出張所
	 （外貨両替ショップ羽田空港国際線2階ロビー店）
 ˟��������ɹ౦ژେా۠Ӌాۭߓ�����
 Ӌాۭࡍࠃߓઢཱྀ٬λʔϛφϧϏϧ�'
  5&-ʢ��ʣ���������

ʣ֎՟྆ସۀɾؔ੫ऩೲۀͷΈͷ͓औΓѻ͍ͱͳΓ·͢

	 蒲田支店　羽田空港第五出張所
	 （外貨両替ショップ羽田空港国際線3階ロビー店）
 ˟��������ɹ౦ژେా۠Ӌాۭߓ�����
 Ӌాۭࡍࠃߓઢཱྀ٬λʔϛφϧϏϧ�'
  5&-ʢ��ʣ���������
  ʣ֎՟྆ସۀͷΈͷ͓औΓѻ͍ͱͳΓ·͢

	 蒲田支店　羽田空港第六出張所
	 （外貨両替ショップ羽田空港国際線免税エリア店）
 ˟��������ɹ౦ژେా۠Ӌాۭߓ�����
 Ӌాۭࡍࠃߓઢཱྀ٬λʔϛφϧϏϧ�'ʢग़ࠃ໔੫ΤϦΞʣ
  5&-ʢ��ʣ���������
  ʣ֎՟྆ସۀͷΈͷ͓औΓѻ͍ͱͳΓ·͢

	 羽田支店
 ˟��������ɹ౦ژେా۠ഡத������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 蒲田支店
	 ˟��������ɹ౦ژେా۠ాו������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 蒲田支店　池上出張所
 �˟�������ɹ౦ژେా۠ాו������ʢࢧాוళʣ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 蒲田支店　羽田空港出張所
 ˟��������ɹ౦ژେా۠Ӌాۭߓ�����   

߸��ॻശࢲ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 大岡山支店
 ˟��������ɹ౦ژେా۠ઍଋ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 上池上支店
 ˟��������ɹ౦ژେా্۠������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 自由が丘支店　田園調布出張所
 ˟��������ɹ౦ژେా۠ాԂௐ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 久が原支店
 ˟��������ɹ౦ژେా۠ݪ͕ٱ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

世田谷区

	 世田谷支店
 ˟��������ɹ౦ژੈా୩۠ଠࢠಊ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 駒沢支店
 ˟��������ɹ౦ژੈా୩۠ۨ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 北沢支店
	 ˟��������ɹ౦ژੈా୩۠�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 経堂支店
 ˟��������ɹ౦ژੈా୩۠ࡔٶ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 千歳船橋支店
 ˟��������ɹ౦ژੈా୩ٰ۠ࡩ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 烏山支店
	 ˟��������ɹ౦ژੈా୩۠ೆӊࢁ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 成城支店
 ˟��������ɹ౦ژੈా୩۠������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 祖師谷支店
 ˟��������ɹ౦ژੈా୩۠٨������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 みずほパーソナルスクエア	尾山台ラウンジ
	 （自由が丘支店	尾山台出張所）
 ˟��������ɹ౦ژੈా୩۠ʑྗ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 上野毛支店
 ˟��������ɹ౦ژੈా୩্۠ໟ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 玉川支店
	 ˟��������ɹ౦ژੈా୩۠ۄ������
  5&-ʢ��ʣ���������

渋谷区

	 渋谷支店
	 ˟��������ɹ౦ژौ୩۠ौ୩�������
  5&-ʢ��ʣ���������
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みずほ銀行（つづき） 豊島区

	 大塚支店
 ˟��������ɹ౦ژ๛ౡ۠େ௩������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 池袋支店
	 ˟��������ɹ౦ژ๛ౡ۠౦ା�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 池袋西口支店
	 ˟��������ɹ౦ژ๛ౡ۠ା������
  5&-ʢ��ʣ���������

北区

	 王子支店
 ˟��������ɹ౦ژ۠Ԧࢠ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 尾久支店
 ˟��������ɹ౦ژ۠ా৽ொ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 十条支店
 ˟��������ɹ౦ژ্۠े�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 赤羽支店
 ˟��������ɹ౦ژ۠Ӌ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

荒川区

	 三ノ輪支店
 ˟��������ɹ౦ژߥ۠ೆઍॅ������
  5&-ʢ��ʣ���������

板橋区

	 板橋支店
 ˟��������ɹ౦ژ൘۠ڮຊொ����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 大山支店
 ˟��������ɹ౦ژ൘۠ڮେࢁொ���
  5&-ʢ��ʣ���������

	 蓮根支店
 ˟��������ɹ౦ژ൘ࡔ۠ڮԼ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 志村支店
 ˟��������ɹ౦ژ൘ࢤ۠ڮଜ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 東武練馬支店
	 ˟��������ɹ౦ژ൘۠ڮಙؙ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 成増支店
 ˟��������ɹ౦ژ൘۠ڮ૿������
  5&-ʢ��ʣ���������

練馬区

	 桜台支店
 ˟��������ɹ౦ژ࿅അ۠ࡩ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 江古田支店
 ˟��������ɹ౦ژ࿅അ۠Ѵٰ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 練馬富士見台支店
 ˟��������ɹ౦ژ࿅അ۠؏Ҫ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 練馬富士見台支店　谷原出張所
 ˟��������ɹ౦ژ࿅അ۠؏Ҫ�����ʢ࿅അݟ࢜

ࢧళʣ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 石神井支店
 ˟��������ɹ౦ژ࿅അ۠ੴਆҪொ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 大泉支店
 ˟��������ɹ౦ژ࿅അ۠౦େઘ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 光が丘支店
 ˟��������ɹ౦ژ࿅അ۠ޫٰ͕�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 渋谷支店　渋谷区役所出張所
 ˟��������ɹ౦ژौ୩۠ौ୩�������ʢौ୩ࢧ

ళʣ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 恵比寿支店
 ˟��������ɹ౦ژौ୩۠ܙൺण�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 渋谷中央支店　放送センター出張所
 ˟��������ɹ౦ژौ୩۠ਆೆ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 渋谷中央支店
 ˟��������ɹ౦ژौ୩۠Ӊాொ����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 恵比寿支店　恵比寿ガーデン出張所
 ˟��������ɹ౦ژौ୩۠ܙൺण������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 笹塚支店
 ˟��������ɹ౦ژौ୩۠௩������
  5&-ʢ��ʣ���������

中野区

	 中野支店
 ˟��������ɹ౦ژத۠ຊொ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 中野坂上支店
 ˟��������ɹ౦ژத۠ຊொ�������ʢதࢧళʣ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 沼袋支店
 ˟��������ɹ౦ژத۠পା�������
  5&-ʢ��ʣ���������
  ʣ �����݄�� ౦ژ৽॓۠ాߴഅ�����ʢߴ

ాഅࢧళʣҠస

	 中野北口支店
 ˟��������ɹ౦ژத۠৽Ҫ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 鷺宮支店
 ˟��������ɹ౦ژத۠ന������
  5&-ʢ��ʣ���������

杉並区

	 高円寺北口支店
 ˟��������ɹ౦ژਿฒ۠ߴԁࣉ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 高円寺支店
 ˟��������ɹ౦ژਿฒ۠ߴԁࣉೆ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 阿佐ヶ谷支店
 ˟��������ɹ౦ژਿฒ۠Ѩࠤ୩ೆ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 荻窪支店
 ˟��������ɹ౦ژਿฒ۠ఱপ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 西荻窪支店
 ˟��������ɹ౦ژਿฒ۠Ԯೆ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 方南町支店
	 ˟��������ɹ౦ژਿฒ۠ํೆ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 浜田山支店
 ˟��������ɹ౦ژਿฒ۠ాࢁ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 永福町支店
	 ˟��������ɹ౦ژਿฒ۠ాࢁ������ʢాࢁ

ళʣࢧ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 浜田山支店　高井戸特別出張所
 ˟��������ɹ౦ژਿฒ۠ߴҪށ������
  5&-ʢ��ʣ���������

足立区

	 綾瀬支店
 ˟��������ɹ౦ژཱ۠ҁ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 千住支店
 ˟��������ɹ౦ژཱ۠ઍॅ����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 足立支店
 ˟��������ɹ౦ژཱ۠കౡ������
  5&-ʢ��ʣ���������

葛飾区

	 葛飾支店
 ˟��������ɹ౦ژ০ཱ۠ੴ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 金町支店
 ˟��������ɹ౦ژ০۠౦ۚொ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 高砂支店
 ˟��������ɹ౦ژ০۠࠭ߴ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 亀有支店
	 ˟��������ɹ౦ژ০ُ۠༗������
  5&-ʢ��ʣ���������

江戸川区

	 小松川支店
 ˟��������ɹ౦ژށߐ۠দߐ�������
 5&-ʢ��ʣ���������

	 小松川支店　瑞江出張所
 ˟��������ɹ౦ژށߐ۠দߐ�������ʢখদ

ࢧళʣ
 5&-ʢ��ʣ���������

	 平井支店
 ˟��������ɹ౦ژށߐ۠ฏҪ������
 5&-ʢ��ʣ���������

	 小岩支店
 ˟��������ɹ౦ژށߐ۠ೆখؠ������
 5&-ʢ��ʣ���������

	 西葛西支店
	 ˟��������ɹ౦ژށߐ۠�����
 5&-ʢ��ʣ���������

23区以外の市町村

	 吉祥寺支店
	 ˟��������ɹ౦ژଂ٢ࢢࣉຊொ������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 武蔵境支店
	 ˟��������ɹ౦ژଂڥࢢೆொ������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 三鷹支店
	 ˟��������ɹ౦ژࡾୋࢢԼ࿈������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 調布仙川支店
 ˟��������ɹ౦ژௐࢢઋொ���
  5&-ʢ��ʣ���������

	 調布支店
	 ˟��������ɹ౦ژௐࢢখౡொ�������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 府中支店
	 ˟��������ɹ౦ژதࢢதொ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 小金井支店
 ˟��������ɹ౦ژখۚҪࢢຊொ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 国分寺支店
 ˟��������ɹ౦ژࠃࢢࣉೆொ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 八坂支店
 ˟��������ɹ౦ژখฏࢢখ౦ொ������
  5&-ʢ���ʣ��������
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	 田無支店
 ˟��������ɹ౦ژ౦ాࢢژແொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 久米川支店
 ˟��������ɹ౦ژ౦ଜࢢࢁӫொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 立川支店
	 ˟��������ɹ౦ژཱࢢॶொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 日野駅前支店
 ˟��������ɹ౦ژࢢຊொ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 高幡不動支店
 ˟��������ɹ౦ژ഼ߴࢢ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 日野支店
 ˟��������ɹ౦ژࢢଟຎฏ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 八王子支店
 ˟��������ɹ౦ژീԦࢢࢠԣࢁொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 南大沢支店
 ˟��������ɹ౦ژീԦࢢࢠೆେ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 八王子南口支店
 ˟��������ɹ౦ژീԦ҆ࢠࢢࢠொ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 八王子支店　長房出張所
 ˟��������ɹ౦ژീԦࢢࢠொ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 町田支店
	 ˟��������ɹ౦ژொాࢢ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 玉川学園前支店
	 ˟��������ɹ౦ژொాۄࢢֶԂ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 東青梅支店
 ˟��������ɹ౦ژ੨കࢢ౦੨ക������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 狛江支店
 ˟��������ɹ౦ژࢢߐࠏதઘ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 ひばりが丘支店
 ˟��������ɹ౦ژ౦ࢢژͻΓٰ͕������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 東久留米支店
 ˟��������ɹ౦ژ౦ཹٱถࢢຊொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 清瀬支店
 ˟��������ɹ౦ژਗ਼ݩࢢொ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 多摩支店
 ˟��������ɹ౦ژଟຎށؔࢢ����
 5&-ʢ���ʣ��������

	 多摩センター支店
	 ˟��������ɹ౦ژଟຎࢢམ߹����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 稲城中央支店
 ˟��������ɹ౦ژҴࢢඦଜ��
  5&-ʢ���ʣ��������

	 築地支店　大島特別出張所
 ˟��������ɹ౦ژେౡொݩொ�����
  5&-ʢ�����ʣ������

	 浜松町支店　八丈島特別出張所
 ˟��������ɹ౦ژീৎౡീৎொେլڷ����
  5&-ʢ�����ʣ������

神奈川県
横浜市

◎	横浜駅前支店
	 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ۠�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 横浜駅前支店　菊名出張所
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ۠�����ʢԣ

Ӻલࢧళʣ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 横浜東口支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ۠ߴౡ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 新横浜支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣߓࢢ۠৽ԣ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 綱島支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣߓࢢ۠ߝౡ౦������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 日吉支店
	 ˟��������ɹਆಸݝԣߓࢢ۠٢�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 港北ニュータウン支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢஜ۠כϲ࡚தԝ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 たまプラーザ支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ੨༿۠ඒٰ͕͠�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 あざみ野支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ੨༿۠͋͟Έ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 市が尾支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ੨༿۠ࢢϲඌொ�������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 鴨居支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ۠ډי�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 十日市場支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ۠ेࢢொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 長津田支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ۠ా������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 青葉台支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ੨༿۠੨༿������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 鶴見支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ۠ݟݟதԝ�������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 鶴見駅前支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ۠ݟ๛Ԭொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 横浜支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢத۠ຊொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 横浜法人支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢத۠ຊொ����ʢԣ

ళʣࢧ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 横浜中央支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢத۠Ӌҥொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 上大岡支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣߓࢢೆ্۠େԬ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 上大岡支店　上永谷出張所
 ˟��������ɹਆಸݝԣߓࢢೆ্۠େԬ�����

ʢ্େԬࢧళʣ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 新杉田支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢү۠ࢠਿా�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 洋光台支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢү۠ࢠ༸ޫ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 金沢文庫支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣۚࢢ۠୩ொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 鶴ヶ峰支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢѴ۠ϲๆ���� 
  5&-ʢ���ʣ��������

	 二俣川支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢѴ۠ೋມ�������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 緑園都市支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢѴ۠ೋມ�������

ʢೋມࢧళʣ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 戸塚支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣށࢢ௩۠ށ௩ொ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 東戸塚支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣށࢢ௩۠ೱொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 三ツ境支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ୩۠ࡾπڥ����
  5&-ʢ���ʣ��������

川崎市

	 川崎支店
 ˟��������ɹਆಸݝ࡚ࢢ࡚۠࠭ࢠ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 武蔵小杉支店
 ˟��������ɹਆಸݝ࡚ࢢத۠ݪখਿொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 溝ノ口支店
 ˟��������ɹਆಸݝ࡚ߴࢢ۠ޱߔ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 向ヶ丘支店
 ˟��������ɹਆಸݝ࡚ࢢଟຎ۠ొށ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 新百合ヶ丘支店
 ˟��������ɹਆಸݝ࡚ࢢຑੜ্۠ຑੜ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 鷺沼支店
 ˟��������ɹਆಸݝ࡚ٶࢢલ۠প���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 宮前平支店
 ˟��������ɹਆಸݝ࡚ٶࢢલ۠ٶલฏ�������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 向ヶ丘支店　マリアンナ医大前出張所
 ˟��������ɹਆಸݝ࡚ٶࢢલ۠ੁੜ������
  5&-ʢ���ʣ��������

その他の神奈川県

	 追浜支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣਢլࢢொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 横須賀支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣਢլࢢएদொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 衣笠支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣਢլࢢҥּӫொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 大和支店
 ˟��������ɹਆಸݝେࢢେೆ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 厚木支店
 ˟��������ɹਆಸްݝࢢதொ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 海老名支店
 ˟��������ɹਆಸݝւ໊ࢢதԝ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 大船支店
 ˟��������ɹਆಸחݝࢢେધ�������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 鎌倉支店
 ˟��������ɹਆಸחݝޚࢢொ�����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 逗子支店
 ˟��������ɹਆಸݝਦࢢࢠਦࢠ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

◎ɹۚ༥࠴औѻళ
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みずほ銀行（つづき） 	 三郷支店
 ˟��������ɹ࡛ڷࡾࢢڷࡾݝۄ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 せんげん台支店
 ˟��������ɹ࡛ݝۄӽ୩ࢢઍؒ�������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 越谷支店
 ˟��������ɹ࡛ݝۄӽ୩ࢢੜொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 春日部支店
 ˟��������ɹ࡛ݝۄय़෦ࢢதԝ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 久喜支店
 ˟��������ɹ࡛تٱࢢتٱݝۄதԝ������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 川越支店
 ˟��������ɹ࡛ݝۄӽࢢ৽ொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 川越駅前支店
 ˟��������ɹ࡛ݝۄӽࢢాொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 新所沢支店　狭山出張所
 ˟��������ɹ࡛ٚࢢࢁڱݝۄԂ����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 朝霞支店
 ˟��������ɹ࡛ݝۄேբࢢຊொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 鶴瀬支店
 ˟��������ɹ࡛ݝۄࢢݟ࢜౦������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 ふじみ野支店
 ˟��������ɹ࡛ݝۄࢢݟ࢜;͡Έ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 上福岡支店
 ˟��������ɹ࡛ݝۄ;͡Έ্ࢢԬ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 飯能支店
 ˟��������ɹ࡛ݝۄ൧ࢢொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 新所沢支店
 ˟��������ɹ࡛ݝۄॴࢢொ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 所沢支店
	 ˟��������ɹ࡛ݝۄॴࢢ٢ொ����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 新所沢支店　小手指出張所
 ˟��������ɹ࡛ݝۄॴࢢখखࢦொ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 熊谷支店
 ˟��������ɹ࡛۽ݝۄ୩ࢢஜ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 上尾支店
 ˟��������ɹ্࡛ݝۄඌࢢ୩��������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 桶川支店
 ˟��������ɹ࡛ݝۄԳࢢण�����
  5&-ʢ���ʣ��������

千葉県
千葉市

	 千葉支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝઍ༿ࢢதԝ۠৽ொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 稲毛海岸支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝઍ༿ࢢඒ۠ߴऱ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 稲毛支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝઍ༿ࢢҴໟ۠খ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 千葉支店　鎌取出張所
 ˟��������ɹઍ༿ݝઍ༿ࢢ۠חऔொ�����
 5&-ʢ���ʣ��������

その他の千葉県

	 北小金支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝদࢢށখۚ��� 
  5&-ʢ���ʣ��������

	 新松戸支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝদࢢށ৽দށ�������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 五香支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝদࢢށৗ൫ฏ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 松戸支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝদࢢށຊொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 本八幡支店
 ˟��������ɹઍ༿ࢢݝࢢീ഼�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 市川支店
 ˟��������ɹઍ༿ࢢݝࢢࢢ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 行徳支店
 ˟��������ɹઍ༿ࢢݝߦࢢಙӺલ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 市川妙典支店
 ˟��������ɹઍ༿ࢢݝߦࢢಙӺલ�����ʢߦಙࢧ

ళʣ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 船橋支店
	 ˟��������ɹઍ༿ݝધࢢڮຊொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 西船橋支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝધࢢڮધ�������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 鎌ヶ谷支店
 ˟��������ɹઍ༿חݝϲ୩ࢢಓลதԝ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 津田沼支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝધࢢڮલݪ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 勝田台支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝീઍࢢউా����� 
  5&-ʢ���ʣ��������

	 八千代支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝീઍࢢീઍ౦�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 八千代緑が丘支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝീઍࢢٰ͕�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 柏支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝദࢢദ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 新浦安支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝӜ҆ࢢೖધ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 東京営業部　成田空港出張所
	 （外貨両替ショップ成田空港第1ターミナル店）
 ˟��������ɹઍ༿ݝాࡾࢢཬ௩ޚࣈྉ���
  ాۭߓୈ�ཱྀ٬λʔϛφϧϏϧ�'ʢೖࠃϑϩΞʣ
  5&-ʢ����ʣ�������

ʣ֎՟྆ସۀɾؔ੫ऩೲۀͷΈͷ͓औΓѻ͍ͱͳΓ·͢

	 東京営業部　成田空港第二出張所
	 （外貨両替ショップ成田空港第2ターミナル店）
 ˟��������ɹઍ༿ݝాࠐݹࣈࠐݹࢢ���
  ాۭߓୈ�ཱྀ٬λʔϛφϧϏϧ�'ʢग़ࠃϑϩΞʣ
  5&-ʢ����ʣ�������

ʣ֎՟྆ସۀͷΈͷ͓औΓѻ͍ͱͳΓ·͢

	 東京営業部　成田空港第三出張所
	 （外貨両替ショップ成田空港第3ターミナル1階ロビー店）
 ˟��������ɹઍ༿ݝాࢢऔ্߳ࣈਓ௩�����
  ాۭߓୈ�ཱྀ٬λʔϛφϧϏϧ�'ʢೖࠃϑϩΞʣ
  5&-ʢ����ʣ�������

ʣ֎՟྆ସۀɾؔ੫ऩೲۀͷΈͷ͓औΓѻ͍ͱͳΓ·͢

	 小田原支店
 ˟��������ɹਆಸݝখాࢢݪӫொ������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 辻堂支店
 ˟��������ɹਆಸݝ౻ࢢ௰ಊ������
  5&-ʢ����ʣ�������

◎	藤沢支店
	 ˟��������ɹਆಸݝ౻ࢢ౻�����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 鵠沼支店
 ˟��������ɹਆಸݝ౻ࢢ౻�����ʢ౻ࢧళʣ
  5&-ʢ����ʣ�������

	 橋本支店
 ˟��������ɹਆಸݝ૬ࢢݪ۠ڮຊ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 相模原支店
 ˟��������ɹਆಸݝ૬ࢢݪதԝ۠૬ݪ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 相模大野支店
 ˟��������ɹਆಸݝ૬ࢢݪೆ۠૬େ����

�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 小田急相模原支店
	 ˟��������ɹਆಸݝ૬ࢢݪೆ۠দ͕ࢬொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 湘南台支店
 ˟��������ɹਆಸݝ౻ࢢভೆ������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 茅ヶ崎支店
 ˟��������ɹਆಸכݝϲ࡚ࢢ৽ӫொ���� 
  5&-ʢ����ʣ�������

	 平塚支店
 ˟��������ɹਆಸݝฏ௩ߚࢢ୩ொ����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 秦野支店
 ˟��������ɹਆಸݝਇࢢຊொ�������
  5&-ʢ����ʣ�������

埼玉県
さいたま市

	 浦和支店
 ˟��������ɹ࡛ࢢ·͍ͨ͞ݝۄӜ۠ொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 大宮支店
 ˟��������ɹ࡛ࢢ·͍ͨ͞ݝۄେٶ۠ٶொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 大宮支店　さいたま新都心出張所
 ˟��������ɹ࡛ࢢ·͍ͨ͞ݝۄେٶ۠ٶொ����ʢେ

ళʣࢧٶ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 南浦和支店
 ˟��������ɹ࡛ࢢ·͍ͨ͞ݝۄೆ۠ೆຊொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 武蔵浦和支店
 ˟��������ɹ࡛ࢢ·͍ͨ͞ݝۄೆ۠ผॴ������
  5&-ʢ���ʣ��������

その他の埼玉県

	 川口支店
 ˟��������ɹ࡛ݝۄࢢޱӫொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 西川口支店
 ˟��������ɹ࡛ݝۄࢢޱฒ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 わらび支店
 ˟��������ɹ࡛ݝۄࢢ௩ӽ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 草加支店
 ˟��������ɹ࡛ݝۄՃ࠭ߴࢢ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

コーポレートデータ
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	 東京営業部　成田空港第四出張所
	 （外貨両替ショップ成田空港第3ターミナル2階ロビー店）
 ˟��������ɹઍ༿ݝాࢢऔ্߳ࣈਓ௩�����
  ాۭߓୈ�ཱྀ٬λʔϛφϧϏϧ�'ʢग़ࠃϑϩΞʣ
  5&-ʢ����ʣ�������

ʣ֎՟྆ସۀͷΈͷ͓औΓѻ͍ͱͳΓ·͢

	 東京営業部　成田空港サテライト出張所
	 （外貨両替ショップ成田空港サテライト店）
 ˟��������ɹઍ༿ݝాࡾࢢཬ௩ޚࣈྉ���
  ాۭߓୈ�ཱྀ٬λʔϛφϧϏϧ�'αςϥΠτ
  5&-ʢ����ʣ�������
  ʣ֎՟྆ସۀͷΈͷ͓औΓѻ͍ͱͳΓ·͢

	 ユーカリが丘支店
 ˟��������ɹઍ༿ࠤݝࢢϢʔΧϦٰ͕�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 成田支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝాࢢՖ࡚ொ�����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 五井支店
 ˟��������ɹઍ༿ޒࢢݪࢢݝҪதԝ�����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 木更津支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝߋࢢதԝ�����
  5&-ʢ����ʣ�������

茨城県

	 取手支店
 ˟��������ɹҵݝऔखࢢ৽ொ�����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 守谷支店
 ˟��������ɹҵݝक୩ࢢதԝ������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 つくば支店
 ˟��������ɹҵͭ͘ݝࢢԂ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 古河支店
 ˟��������ɹҵݹݝՏࢢ౦�����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 水戸支店
 ˟��������ɹҵݝਫࢢށೆொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 日立支店
 ˟��������ɹҵݝཱࢢொ�����
  5&-ʢ����ʣ�������

栃木県

	 宇都宮支店
 ˟��������ɹಢݝӉࢢٶຊொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 小山支店
 ˟��������ɹಢݝখࢢࢁதԝொ������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 足利支店
 ˟��������ɹಢݝརࢢ௨�������  

5&-ʢ����ʣ�������

	 栃木支店
 ˟��������ɹಢݝಢࢢສொ����
  5&-ʢ����ʣ�������

群馬県

	 高崎支店
 ˟��������ɹ܈അాࢢ࡚ߴݝொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 前橋支店
 ˟��������ɹ܈അݝલࢢڮຊொ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 館林支店
 ˟��������ɹ܈അࢢྛؗݝຊொ������
  5&-ʢ����ʣ�������

大阪府
大阪市

	 梅田支店
	 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕ۠കా����������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 堂島支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕ۠ಊౡ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 阪急梅田支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕ۠ࣳా�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 十三支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕཎ۠ेࡾຊொ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 今里支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕ౦۠େࠓཬ������ 

5&-ʢ��ʣ���������

	 天満橋支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕதԝ۠ఱຬژڮொ���
  5&-ʢ��ʣ���������

	 京阪京橋支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕதԝ۠ఱຬژڮொ���

ʢఱຬࢧڮళʣ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 大阪中央支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕதԝ۠������
  5&-ʢ��ʣ���������

◎	大阪支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕதԝ۠ڮࠓ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 大阪法人支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕதԝ۠ڮࠓ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 船場支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕதԝ۠ຊொ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 難波支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕதԝ۠�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 南船場支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕதԝ۠ೆધ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 阿倍野橋支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕѨഒ۠Ѩഒے������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 平野支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕฏ۠ฏ্ொ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 四ツ橋支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕ۠৽ொ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 九条支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕ۠�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 西野田支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕౡ۠٢�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 住吉支店
 ˟��������ɹେࡕେ٢۠ॅࢢࡕڦொ���
  5&-ʢ��ʣ���������

その他の大阪府

	 大阪支店　関西国際空港出張所
	 （外貨両替ショップ関西国際空港1号店）
 ˟��������ɹେࡕઘࠤࢢઘभۭߓ�
 ؔ٬ཱྀߓۭࡍࠃλʔϛφϧϏϧ�'ʢग़ࠃϑϩΞʣ
  5&-ʢ���ʣ��������

ʣ֎՟྆ସۀͷΈͷ͓औΓѻ͍ͱͳΓ·͢

	 大阪支店　関西国際空港第二出張所
	 （外貨両替ショップ関西国際空港2号店）
 ˟��������ɹେࡕઘࠤࢢઘभۭߓ�
  ؔ ٬ཱྀߓۭࡍࠃλʔϛφϧϏϧ�'ʢग़ࠃϑϩΞʣ
  5&-ʢ���ʣ��������

ʣ֎՟྆ସۀͷΈͷ͓औΓѻ͍ͱͳΓ·͢

	 千里中央支店
 ˟��������ɹେࡕ๛தࢢ৽ઍཬ౦ொ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 池田支店
 ˟��������ɹେࡕాࣨࢢொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 吹田駅前支店
 ˟��������ɹେࡕਧాݩࢢொ���
  5&-ʢ��ʣ���������

	 江坂支店
 ˟��������ɹେࡕਧాࡔߐࢢொ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 茨木支店
 ˟��������ɹେࡕҵࢢ༿ொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 高槻支店
 ˟��������ɹେࡕߴ௬ࢢԂொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 守口支店
 ˟��������ɹେࡕकࢢޱՏݪொ����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 香里支店
 ˟��������ɹେࡕ৸߳ࢢཬೆ೭ொ����  

5&-ʢ���ʣ��������

	 枚方支店
 ˟��������ɹେࡕຕํࢢԬຊொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 東大阪支店
 ˟��������ɹେࡕ౦େࢢࡕಊ�������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 大阪東支店
 ˟��������ɹେࡕ౦େࢢࡕ������
 5&-ʢ��ʣ���������

	 枚岡支店
 ˟��������ɹେࡕ౦େࢢࡕතࢁொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 山本支店
 ˟��������ɹେࡕീඌࢁࢢຊொೆ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 八尾支店
 ˟��������ɹେࡕീඌޫࢢொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 堺支店
 ˟��������ɹେࡕ۠ࡖࢢࡖנொ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 和泉中央支店
 ˟��������ɹେࡕઘ͍ࢢͿ͖������
  5&-ʢ����ʣ�������

京都府

	 四条支店
 ˟��������ɹژژࢢԼ࢛۠ژ௨ࣉொ౦ೖ 

�ஸཱྀޚொ��
  5&-ʢ���ʣ��������

	 京都支店
 ˟��������ɹژژࢢԼ࢛۠ژ௨ӊؙ౦ೖ 

ொ��
  5&-ʢ���ʣ��������

	 京都法人支店
 ˟��������ɹژژࢢԼ࢛۠ژ௨ӊؙ౦ೖ 

ொ��ʢژࢧళʣ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 出町支店
 ˟��������ɹژژ۠ژ্ࢢग़ொࠓग़্ϧ 

੨ཾொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

◎ɹۚ༥࠴औѻళ
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みずほ銀行（つづき） 	 札幌法人支店
 ˟��������ɹւಓࡳຈࢢதԝ۠ࡾ������

ʢࡳຈࢧళʣ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 旭川支店
 ˟��������ɹւಓѴ࢛ࢢ௨ࠨ�����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 帯広支店
 ˟��������ɹւಓଳࢢೋೆ�������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 釧路支店
 ˟��������ɹւಓ۴࿏ࢢେ௨���
  5&-ʢ����ʣ�������

東北

	 秋田支店
 ˟��������ɹळాݝळాࢢத௨�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 盛岡支店
 ˟��������ɹؠखݝԬࢢதϊڮ௨�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 青森支店
 ˟��������ɹ੨ݝ੨ࢢ৽ொ������
  5&-ʢ���ʣ��������

◎	福島支店
	 ˟��������ɹౡݝౡࢢஔࣀொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 郡山支店
 ˟��������ɹౡࢢࢁ܊ݝதொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 会津支店
 ˟��������ɹౡݝձएদࢢதԝ������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 いわき支店
 ˟��������ɹౡ͍ݝΘ͖ࢢฏࡾࣈொ��
  5&-ʢ����ʣ�������

◎	仙台支店
	 ˟��������ɹٶݝઋࢢ੨༿۠Ұ൪ொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 仙台法人支店
	 ˟��������ɹٶݝઋࢢ੨༿۠Ұ൪ொ�����ʢઋ

ࢧళʣ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 山形支店
 ˟��������ɹࢢܗࢁݝܗࢁຊொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

北陸・甲信越

	 長野支店
 ˟��������ɹݝࢢޚॴொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 松本支店
 ˟��������ɹݝদຊࢢதԝ�����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 甲府支店
 ˟��������ɹࢁསߕݝؙࢢͷ�������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 福井支店
 ˟��������ɹҪݝҪࢢେख�����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 金沢支店
 ˟��������ɹੴۚݝ্ࢢఅொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

◎	富山支店
 ˟��������ɹݝࢁڮࡩࢢࢁ௨Γ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 富山法人支店
 ˟��������ɹݝࢁڮࡩࢢࢁ௨Γ����ʢࢧࢁ

ళʣ
  5&-ʢ���ʣ��������

◎	京都中央支店
	 ˟��������ɹژژࢢத۠ژӊؙ௨ࡾೈ 

ᰴ಄ொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 伏見支店
 ˟��������ɹژژࢢ෬۠ݟ౦େखொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 長岡天神支店
 ˟��������ɹژԬࢢژԬ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

兵庫県

◎	神戸支店
 ˟��������ɹฌݝݿਆࢢށதԝ۠ٶࡾொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 神戸法人支店
 ˟��������ɹฌݝݿਆࢢށதԝ۠ٶࡾொ�����ʢਆ

ళʣࢧށ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 長田支店
 ˟��������ɹฌݝݿਆࢢށా۠௩ொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 垂水支店
 ˟��������ɹฌݝݿਆࢢށਨਫ۠ਆాொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 灘支店
 ˟��������ɹฌݝݿਆࢢށಿ۠ਫಓے������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 芦屋支店
 ˟��������ɹฌݝݿѶࢢେݪொ��������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 尼崎支店
 ˟��������ɹฌࢢ࡚ೌݝݿত௨����� 
 5&-ʢ��ʣ���������

	 塚口支店
 ˟��������ɹฌࢢ࡚ೌݝݿೆ௩ޱொ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 西宮北口支店
 ˟��������ɹฌݝݿߴࢢٶদொ����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 伊丹支店
 ˟��������ɹฌݝݿҏ୮ࢢ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 川西支店
 ˟��������ɹฌݝݿࢢதԝொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 姫路支店
 ˟��������ɹฌݝݿඣ࿏ࠠࢢொ��
  5&-ʢ���ʣ��������

	 明石支店
 ˟��������ɹฌ໌ݝݿੴࢢେ໌ੴொ�����
 5&-ʢ���ʣ��������

その他の近畿

	 大津支店
 ˟��������ɹ࣎լݝେࢢொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 生駒支店
 ˟��������ɹಸྑݝੜۨࢢ৽ொ����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 奈良支店
 ˟��������ɹಸྑݝಸྑࡾ্ࢢொ����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 学園前支店
 ˟��������ɹಸྑݝಸྑֶࢢԂ������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 西大寺支店
 ˟��������ɹಸྑݝಸྑࢢେࣉ౦ொ������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 和歌山支店
 ˟��������ɹՎݝࢁՎࢢࢁ൪ஸ�
  5&-ʢ���ʣ��������

東海

	 三島支店
 ˟��������ɹ੩Ԭࡾݝౡࢢຊொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

◎	静岡支店
	 ˟��������ɹ੩Ԭݝ੩ԬࢢѮ۠खொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 清水支店
 ˟��������ɹ੩Ԭݝ੩Ԭࢢਗ਼ਫ۠૬ੜொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 浜松支店
 ˟��������ɹ੩Ԭݝদࢢத۠ொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 浜松法人支店
 ˟��������ɹ੩Ԭݝদࢢத۠ொ�����ʢ

দࢧళʣ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 豊橋支店
 ˟��������ɹѪݝ๛ࢢڮখ࿏����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 岡崎支店
 ˟��������ɹѪݝԬ࡚໌ࢢେࣉຊொ����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 名古屋駅前支店
 ˟��������ɹѪݹ໊ݝࢢதଜ໊۠Ӻ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 みずほパーソナルスクエア
	 名駅スカイラウンジ（名駅支店）
	 ˟��������ɹѪݹ໊ݝࢢதଜ໊۠Ӻ������
  5&-ʢ���ʣ��������

◎	名古屋支店
	 ˟��������ɹѪݹ໊ݝࢢத۠ۋ�������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 名古屋法人支店
	 ˟��������ɹѪݹ໊ݝࢢத۠ۋ�������ʢ໊

ళʣࢧݹ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 名古屋中央支店
	 ˟��������ɹѪݹ໊ݝࢢத۠ӫ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 豊田支店
 ˟��������ɹѪݝ๛ాࢢொ�����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 一宮支店
 ˟��������ɹѪݝҰࢢٶຊொ�����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 岐阜支店
 ˟��������ɹذෞذݝෞࢢॅொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 四日市支店
 ˟��������ɹࡾॏ࢛ݝ҆ࢢࢢౡ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 津支店
 ˟��������ɹࡾॏݝࢢதԝ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 伊勢支店
 ˟��������ɹࡾॏݝҏؠࢢᔹ�������
  5&-ʢ����ʣ�������

北海道

	 函館支店
 ˟��������ɹւಓവؗࢢएদொ����
  5&-ʢ����ʣ�������

◎	札幌支店
 ˟��������ɹւಓࡳຈࢢதԝ۠ࡾ������
  5&-ʢ���ʣ��������

コーポレートデータ

グループの国内ネットワーク
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◎	新潟支店
	 ˟��������ɹ৽ׁݝ৽ׁࢢதԝ۠ງ௨൪ொ

����
  5&-ʢ���ʣ��������

中国・四国

	 鳥取支店
 ˟��������ɹௗऔݝௗऔࢢԹઘொ���
  5&-ʢ����ʣ�������

	 松江支店
 ˟��������ɹౡࠜݝদࢢߐఱਆொ�
  5&-ʢ����ʣ�������

	 岡山支店
 ˟��������ɹԬݝࢁԬࢢࢁ۠ۋொ�������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 倉敷支店
 ˟��������ɹԬݝࢁෑࢢѨ���������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 福山支店
 ˟��������ɹౡݝࢢࢁԆொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

◎	広島支店
	 ˟��������ɹౡݝౡࢢத۠ࢴொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 広島法人支店
	 ˟��������ɹౡݝౡࢢத۠ࢴொ�����ʢౡ

ళʣࢧ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 徳山支店
 ˟��������ɹݝޱࢁपೆ࠲ۜࢢ����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 北九州支店　下関出張所
 ˟��������ɹݝޱࢁԼؔߐࡉࢢொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 山口支店
 ˟��������ɹࢢޱࢁݝޱࢁถொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

◎	高松支店
	 ˟��������ɹ߳ߴݝদࢢ൪ொ�����
 5&-ʢ���ʣ��������

	 高松法人支店
	 ˟��������ɹ߳ߴݝদࢢ൪ொ�����ʢߴদࢧళʣ
 5&-ʢ���ʣ��������

	 徳島支店
 ˟��������ɹಙౡݝಙౡࢢ౦ધொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 高知支店
 ˟��������ɹߴߴݝࢢຊொ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 松山支店
 ˟��������ɹѪඤݝদࢢࢁઍसொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 今治支店
 ˟��������ɹѪඤࢢ࣏ࠓݝผٶொ�����
  5&-ʢ����ʣ�������

九州

	 北九州支店　門司出張所
 ˟��������ɹԬݝभࢢ۠࢘ӫொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 北九州支店
 ˟��������ɹԬݝभࢢখ۠ژொ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 八幡支店
 ˟��������ɹԬݝभࢢീ഼౦۠தԝ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

◎	福岡支店
	 ˟��������ɹԬݝԬࢢதԝ۠ఱਆ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 福岡法人支店
	 ˟��������ɹԬݝԬࢢதԝ۠ఱਆ������ʢ

Ԭࢧళʣ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 久留米支店
 ˟��������ɹԬཹٱݝถࢢ٢ொ����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 佐賀支店
 ˟��������ɹࠤլࠤݝլࢢதԝຊொ����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 長崎支店
 ˟��������ɹ࡚ݝ࡚ࢢொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 熊本支店
 ˟��������ɹ۽ຊ۽ݝຊࢢதԝ۠Ֆാொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 大分支店
 ˟��������ɹେݝେࢢொ�����
 5&-ʢ���ʣ��������

	 宮崎支店
 ˟��������ɹ٦ࢢ࡚ٶݝ࡚ٶ௨౦�����
 5&-ʢ����ʣ�������

	 鹿児島支店
 ˟��������ɹࣛࣇౡࣇࣛݝౡۚࢢੜொ���
 5&-ʢ���ʣ��������

	 那覇支店
 ˟��������ɹԭೄݝಹٱࢢໜ�����
 5&-ʢ���ʣ��������

˔͜ͷ΄͔ʹΠϯλʔωοτઐ༻ࢧళͱ͠ ʮͯΠϯλʔωοτࢧళʯɺ"5.ཧઐࢧళͱ͠ ʮͯ"5.౷ׅࢧ
ళʯɺ֬ ఆڌग़ۚϓϥϯ͚༬ۚઐ༻ࢧళͱ͠ ʮͯ֬ఆڌग़ۚࢧళʯɺॅ ϩʔϯઐ༻ग़ுॴͱ͠ ʮͯौ
୩ϩʔϯίϯαϧςΟϯάεΫΤΞʯʮେٶϩʔϯίϯαϧςΟϯάεΫΤΞʯʮொాϩʔϯίϯαϧςΟϯά
εΫΤΞʯʮਆށϩʔϯίϯαϧςΟϯάεΫΤΞʯɺ֎ࠃҝସۀઐ༻ग़ுॴͱ͠ ʮͯ౦ژӦۀ෦ େࡕ֎
ҝαʔϏεΦϑΟεग़ுॴʯʮ౦ژӦۀ෦ຊ֪֠ڮொग़ுॴʯɺৼࠐͷΈΛऔΓѻ͏ৼࠐઐ༻ࢧళͱ͠ ͯ

ʮγϥΧόࢧళʯʮϋφϛζΩࢧళʯʮαπΩࢧళʯʮΩϯϞΫηΠࢧళʯʮϞΫϨϯࢧళʯʮΫψΪࢧళʯʮϞϛϊ
ΩࢧళʯʮφϯςϯࢧళʯʮϢϦϊΩࢧళʯʮππδࢧళʯʮΞέϏࢧళʯʮϒφࢧళʯʮूதୈҰࢧళʯʮୈೋूத
ళʯࢧళʯʮୈूதࢧళʯʮୈീूதࢧళʯʮୈࣣूதࢧதूޒళʯʮୈࢧதू࢛ళʯʮୈࢧதूࡾళʯʮୈࢧ

ʮୈेूதࢧళʯʮୈेҰूதࢧళʯʮࢧ߸ࡾళʯʮࢧ߸࢛ళʯʮࢧ߸ޒళʯʮࣣ߸ࢧళʯʮീ߸ࢧళʯʮेೋ߸
ࢧ߸ࡾళʯʮೋेࢧ߸ళʯʮेࢧ߸ళʯʮेീࢧ߸ళʯʮेࣣࢧ߸ళʯʮेࢧ߸ޒళʯʮेࢧ߸࢛ళʯʮेࢧ
ళʯʮೋेࢧ߸࢛ళʯʮೋे߸ࢧళʯʮೋेࣣ߸ࢧళʯʮࢧ࢈ళʯʮδϟοΫεࢧళʯʮΈͣ΄ূ݊ࢧళʯʮ+5#
τϥϕϥϯυࢧళʯʮϠφηࢧళʯʮ+5#ৼࢧ༺ࠐళʯʮΧΰϝࢧళʯʮ౦ࢧళʯɺ࠲ޱৼସͷΈΛऔΓѻ͏ޱ
ళͱ͠ࢧ༺ৼସઐ࠲ ʮͯαβϯΧࢧళʯʮୈूதࢧళʯ͕ ͋Γ·͢ɻͳ͓ɺৼࠐઐ༻ࢧళ͓Αͼ࠲ޱৼସ
ઐ༻ࢧళҰൠͷ࠲ޱ։ઃʹ͝ར༻͍͚ͨͩ·ͤΜɻ

みずほインフォメーションダイヤル　0
ϑϦʔμΠϠϧ

120-3
Έ

2
ͣ

4
΄

2
ʹ

-8
ϋϩʔ

6
海外からのご利用等フリーダイヤルをご利用いただけない場合は　042-311-9210

ʪडؒ࣌ʫ݄ ༵ʙ༵ۚɹ�ɿ��ʙ��ɿ��ɹɾ༵ɹ�ɿ��ʙ��ɿ��
˞�݄�ʙ�ɺॕ ɺৼସٳΛআ͘
˞��݄���ɿ��ʙ��ɿ��ͷडͱͳΓ·͢

本支店

	 本店
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ീॏऱ�����
 5&-ʢ��ʣ���������

○	新宿支店
 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠৽॓������
 5&-ʢ��ʣ���������

○	上野支店
 ˟��������ɹ౦ژ౦্۠������
 5&-ʢ��ʣ���������

	 自由が丘支店
 ˟��������ɹ౦ژࣗ۠ࠇ༝ٰ͕�������
 5&-ʢ��ʣ���������

○	大森支店
 ˟��������ɹ౦ژେా۠ࢁԦ������
 5&-ʢ��ʣ���������

○	渋谷支店
 ˟��������ɹ౦ژौ୩۠ौ୩�������
 5&-ʢ��ʣ���������

○	池袋支店
 ˟��������ɹ౦ژ๛ౡ۠౦ା�����
 5&-ʢ��ʣ���������

○	三鷹支店
 ˟��������ɹ౦ژࡾୋࢢԼ࿈������ 
 5&-ʢ����ʣ�������

	 府中支店
 ˟��������ɹ౦ژதࢢதொ������
 5&-ʢ���ʣ��������

○	八王子支店
 ˟��������ɹ౦ژീԦࢢࢠԣࢁொ����
 5&-ʢ���ʣ��������

	 町田支店
 ˟��������ɹ౦ژொాࢢ�������
 5&-ʢ���ʣ��������

	 ひばりが丘支店
 ˟��������ɹ౦ژ౦ࢢژͻΓٰ͕�����
 5&-ʢ���ʣ��������

	 横浜支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ۠�����
 5&-ʢ���ʣ��������

	 溝ノ口支店
 ˟��������ɹਆಸݝ࡚ߴࢢ۠ޱߔ�����
 5&-ʢ���ʣ��������

	 大船支店
 ˟��������ɹਆಸחݝࢢେધ�������
 5&-ʢ����ʣ�������

	 浦和支店
 ˟��������ɹ࡛ࢢ·͍ͨ͞ݝۄӜ۠࠭ߴ������
 5&-ʢ���ʣ��������

みずほ信託銀行

◎ɹۚ༥࠴औѻళ
○ɹΈͣ΄ۜߦͱͷڞಉళฮ
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みずほ信託銀行（つづき）

みずほ証券

	 川越支店
 ˟��������ɹ࡛ݝۄӽࢢ৽ொ������
 5&-ʢ���ʣ��������

○	千葉支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝઍ༿ࢢதԝ۠৽ொ����
 5&-ʢ���ʣ��������

	 津田沼支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝધࢢڮલݪ������
 5&-ʢ���ʣ��������

	 柏支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝദࢢദ������
 5&-ʢ��ʣ���������

○	前橋支店
 ˟��������ɹ܈അݝલࢢڮຊொ������
 5&-ʢ���ʣ��������

	 大阪支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕதԝ۠ڮྷߴ����� 

5&-ʢ��ʣ���������

○	阿倍野橋支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕѨഒ۠Ѩഒے������
 5&-ʢ��ʣ���������

○	京都支店
 ˟��������ɹژژࢢԼ࢛۠ژ௨ӊؙ౦ೖ

ொ��
 5&-ʢ���ʣ��������

○	神戸支店
 ˟��������ɹฌݝݿਆࢢށதԝ۠ٶࡾொ�����
 5&-ʢ���ʣ��������

○	浜松支店
 ˟��������ɹ੩Ԭݝদࢢத۠ொ�����
 5&-ʢ���ʣ��������

○	名古屋支店
 ˟��������ɹѪݹ໊ݝࢢத۠ӫ�����
 5&-ʢ���ʣ��������

○	札幌支店
 ˟��������ɹւಓࡳຈࢢதԝ۠ࡾ������
 5&-ʢ���ʣ��������

○	仙台支店
 ˟��������ɹٶݝઋࢢ੨༿۠Ұ൪ொ�����
 5&-ʢ���ʣ��������

○	富山支店
 ˟��������ɹݝࢁڮࡩࢢࢁ௨Γ����
 5&-ʢ���ʣ��������

	 新潟支店
 ˟��������ɹ৽ׁݝ৽ׁࢢதԝ۠ງ௨൪ொ�����
 5&-ʢ���ʣ��������

○	岡山支店
 ˟��������ɹԬݝࢁԬࢢࢁ۠ۋொ�������
 5&-ʢ���ʣ��������

○	広島支店
 ˟��������ɹౡݝౡࢢத۠ࢴொ������
 5&-ʢ���ʣ��������

○	北九州支店
 ˟��������ɹԬݝभࢢখ۠ژொ������
 5&-ʢ���ʣ��������

	 福岡支店
 ˟��������ɹԬݝԬࢢதԝ۠ఱਆ�������
 5&-ʢ���ʣ��������

○	鹿児島支店
 ˟��������ɹࣛࣇౡࣇࣛݝౡۚࢢੜொ���
 5&-ʢ���ʣ��������

トラストラウンジ

○	東京中央トラストラウンジ
 ˟��������ɹ౦ژઍా۠େखொ�����
 5&-ʢ��ʣ���������

○	内幸町トラストラウンジ
 ˟��������ɹ౦ژઍా۠ொ�����
 5&-ʢ��ʣ���������

○	銀座トラストラウンジ
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ۜ࠲������
 5&-ʢ��ʣ���������

○	青山トラストラウンジ
 ˟��������ɹ౦ژ۠ߓ੨ࢁ�����
 5&-ʢ��ʣ���������

○	高田馬場トラストラウンジ
 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠ాߴഅ�����
 5&-ʢ��ʣ���������

○	江戸川橋トラストラウンジ
 ˟��������ɹ౦ژจޱؔ۠ژ�������
 5&-ʢ��ʣ���������

○	浅草橋トラストラウンジ
 ˟��������ɹ౦ژ౦۠ઙڮ������
 5&-ʢ��ʣ���������

○	亀戸トラストラウンジ
 ˟��������ɹ౦ژߐ౦ُ۠ށ�������
 5&-ʢ��ʣ���������

	 成城トラストラウンジ
 ˟��������ɹ౦ژੈా୩۠�����
 5&-ʢ��ʣ���������

	 荻窪トラストラウンジ
 ˟��������ɹ౦ژਿฒ۠ఱপ�����
 5&-ʢ��ʣ���������

○	王子トラストラウンジ
 ˟��������ɹ౦ژ۠Ԧࢠ�������
 5&-ʢ��ʣ���������

○	立川トラストラウンジ
 ˟��������ɹ౦ژཱࢢॶொ�����
 5&-ʢ���ʣ��������

○	たまプラーザトラストラウンジ
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ੨༿۠ඒٰ͕͠�����
 5&-ʢ���ʣ��������

○	上大岡トラストラウンジ
 ˟��������ɹਆಸݝԣߓࢢೆ্۠େԬ�����
 5&-ʢ���ʣ��������

○	藤沢トラストラウンジ
 ˟��������ɹਆಸݝ౻ࢢ౻�����
 5&-ʢ����ʣ�������

	 大宮トラストラウンジ
 ˟��������ɹ࡛ࢢ·͍ͨ͞ݝۄେ۠ٶେொ����
 5&-ʢ���ʣ��������

○	阪急梅田トラストラウンジ
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕ۠ࣳా�����
 5&-ʢ��ʣ���������

○	難波トラストラウンジ
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕதԝ۠�����
 5&-ʢ��ʣ���������

出張所

○	高松営業部
 ˟��������ɹ߳ߴݝদࢢ൪ொ�����
 5&-ʢ���ʣ��������

ˎτϥετϥϯδ૬ଓɾҨݴɺෆಈ࢈ɺ࢈ࢿӡ༻ʹ͍ͭͯͷ͝૬ஊΛઐʹঝΔళฮͰ ʢ͢༧੍ʣɻ

本・支社

	 本社
 ˟��������ɹ౦ژઍా۠େखொ����� େखொ

ϑΝʔετεΫΤΞ
 5&-ʢ��ʣ���������

	 中部支社
 ˟��������ɹѪݹ໊ݝࢢத۠ݹ໊ �������ۋ

ΠϯλʔγςΟ

	 関西支社
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕதԝ۠ຊொ����� ຊொ

ΨʔσϯγςΟ

支店等
北海道･東北

	 札幌支店
 ˟��������ɹւಓࡳຈࢢதԝ۠ࡾ������ 

Έͣ΄ۜࡳߦຈࢧళ�֊
  5&-ʢ���ʣ��������

	 盛岡支店
 ˟��������ɹؠखݝԬࢢதϊڮ௨����� Έͣ΄

֊�ళࢧԬߦۜ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 仙台支店
 ˟��������ɹٶݝઋࢢ੨༿۠Ұ൪ொ�����  

Έͣ΄ۜߦઋࢧళ�֊
  5&-ʢ���ʣ��������

	 秋田支店
 ˟��������ɹळాݝळాࢢத௨������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 福島支店
 ˟��������ɹౡݝౡࢢେொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 郡山支店
 ˟��������ɹౡࢢࢁ܊ݝӺલ�������
  5&-ʢ���ʣ��������

関東（除く東京都）

	 水戸支店
 ˟��������ɹҵݝਫࢢށೆொ����� Έͣ΄ۜߦ

ਫࢧށళ�֊ 
  5&-ʢ���ʣ��������

	 土浦支店
 ˟��������ɹҵݝӜࢢதԝ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 宇都宮支店
 ˟��������ɹಢݝӉࢢٶഅொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 高崎支店
 ˟��������ɹ܈അࢢ࡚ߴݝീౡொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 桐生支店
 ˟��������ɹ܈അۅݝੜࢢொ���
  5&-ʢ����ʣ�������

	 大宮支店
 ˟��������ɹ࡛ࢢ·͍ͨ͞ݝۄେ۠ٶொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 浦和支店
 ˟��������ɹ࡛ࢢ·͍ͨ͞ݝۄӜ۠ொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 所沢支店
 ˟��������ɹ࡛ݝۄॴࢢ٢ொ���� Έͣ΄ۜߦ

ॴࢧళ�֊
  5&-ʢ��ʣ���������

	 千葉支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝઍ༿ࢢதԝ۠ݟ࢜�������
  5&-ʢ���ʣ��������

コーポレートデータ

グループの国内ネットワーク
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	 柏支店
 ˟��������ɹઍ༿ݝദࢢദ����� Έͣ΄ۜߦദࢧ

ళ�֊
  5&-ʢ��ʣ���������

	 横浜西口支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ۠�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 横浜支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢத۠ຊொ���� Έͣ

֊�ళࢧԣߦۜ΄
  5&-ʢ���ʣ��������

	 上大岡支店
 ˟��������ɹԣߓࢢೆ্۠େԬ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 たまプラーザ支店
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ੨༿۠ඒٰ͕͠����� 

Έͣ΄ۜͨߦ·ϓϥʔβࢧళ�֊
  5&-ʢ���ʣ��������

	 川崎支店
 ˟��������ɹਆಸݝ࡚۠ࢢେٶொ���� ϛ

ϡʔβ࡚�֊
  5&-ʢ���ʣ��������

	 新百合ヶ丘支店
 ˟��������ɹਆಸݝ࡚ࢢຑੜ্۠ຑੜ����� 

Έͣ΄ۜߦ৽ඦ߹ϲٰࢧళ�֊
  5&-ʢ���ʣ��������

	 平塚支店
 ˟��������ɹਆಸݝฏ௩ߚࢢ୩ொ���
  5&-ʢ����ʣ�������

	 藤沢支店
 ˟��������ɹਆಸݝ౻ࢢ౻��� ֯एদϏϧ

�֊
  5&-ʢ����ʣ�������

	 小田原支店
 ˟��������ɹਆಸݝখాࢢݪӫொ�����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 逗子支店
 ˟��������ɹਆಸݝਦࢢࢠਦࢠ������
  5&-ʢ���ʣ��������

東京都

	 兜町支店
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ຊדڮொ��� Έͣ΄

 ֊�ళࢧொדߦۜ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 本店営業第一部
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ീॏऱ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 本店営業第二部
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ീॏऱ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 東京FA営業部
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ീॏऱ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 虎ノ門支店
 ˟��������ɹ౦ژދ۠ߓϊ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 新宿営業第一部
 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠৽॓������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 新宿営業第二部
 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠৽॓������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 上野支店
 ˟��������ɹ౦ژ౦্۠������ Έͣ΄ۜߦ

্ࢧళ�֊
  5&-ʢ��ʣ���������

	 押上支店
 ˟��������ɹ౦ژా۠ۀฏ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 自由が丘支店
 ˟��������ɹ౦ژࣗ۠ࠇ༝ٰ͕������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 大森支店
 ˟��������ɹ౦ژେా۠ࢁԦ������ Έͣ΄ۜߦ

େࢧళ�֊
  5&-ʢ��ʣ���������

	 成城支店
 ˟��������ɹ౦ژੈా୩۠�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 渋谷支店
 ˟��������ɹ౦ژौ୩۠ಓࡔݰ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 池袋西口支店
 ˟��������ɹ౦ژ๛ౡ۠ା������� ା

ΣετύʔΫϏϧ�֊
  5&-ʢ��ʣ���������

	 池袋支店
 ˟��������ɹ౦ژ๛ౡ۠ೆା������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 石神井支店
 ˟��������ɹ౦ژ࿅അ۠ੴਆҪொ������� Έͣ

֊�ళࢧੴਆҪߦۜ΄
  5&-ʢ��ʣ���������

	 八王子支店
 ˟��������ɹ౦ژീԦࢢࢠԣࢁொ���� Έͣ΄ۜ

֊�ళࢧࢠീԦߦ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 立川支店
 ˟��������ɹ౦ژཱࢢॶொ����� Έͣ΄ۜߦ

ཱࢧళ�֊
  5&-ʢ���ʣ��������

	 吉祥寺支店
 ˟��������ɹ౦ژଂ٢ࢢࣉຊொ������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 三鷹支店
 ˟��������ɹ౦ژࡾୋࢢԼ࿈������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 府中支店
 ˟��������ɹ౦ژதࢢதொ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 町田支店
 ˟��������ɹ౦ژொాݪࢢொా�������
  5&-ʢ���ʣ��������

北陸･甲信越

	 新潟支店
 ˟��������ɹ৽ׁݝ৽ׁࢢதԝ্۠େલ௨ࣣ൪

ொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 富山支店
 ˟��������ɹݝࢁڮࡩࢢࢁ௨Γ���� Έͣ΄ۜ

֊�ళࢧࢁߦ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 金沢支店
 ˟��������ɹੴۚݝࢢଂொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 福井支店
 ˟��������ɹҪݝҪࢢେख������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 甲府支店
 ˟��������ɹࢁསߕݝؙࢢͷ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 長野支店
 ˟��������ɹݝࢢେࣈೆೆੴಊொ

�������
  5&-ʢ���ʣ��������

東海

	 岐阜支店
 ˟��������ɹذෞذݝෞࢢਆాொ���
  5&-ʢ���ʣ��������

	 静岡支店
 ˟��������ɹ੩Ԭݝ੩ԬࢢѮ۠खொ��� Έͣ΄

֊�ళࢧ੩Ԭߦۜ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 浜松支店
 ˟��������ɹ੩Ԭݝদࢢத۠ொ����� Έͣ

֊�ళࢧদߦۜ΄
  5&-ʢ���ʣ��������

	 沼津支店
 ˟��������ɹ੩Ԭݝপࢢେखொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 名古屋駅前支店
 ˟��������ɹѪݹ໊ݝࢢதଜ໊۠Ӻ������ 

֊��ϏϧσΠϯάݹ໊
  5&-ʢ���ʣ��������

	 名古屋支店
 ˟��������ɹѪݹ໊ݝࢢத۠ӫ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 豊橋支店
 ˟��������ɹѪݝ๛ࢢڮখ࿏���� Έͣ΄ۜߦ

๛ࢧڮళ�֊
  5&-ʢ����ʣ�������

	 四日市支店
 ˟��������ɹࡾॏ࢛ݝࢢࢢਡ๚ӫொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 伊賀上野支店
 ˟��������ɹࡾॏݝҏլ্ࢢ౦ொ����
  5&-ʢ����ʣ�������

近畿

	 大津支店
 ˟��������ɹ࣎լݝେࢢொ��� 
  5&-ʢ���ʣ��������

	 京都支店
 ˟��������ɹژژࢢԼ࢛۠ژ௨༄അ

ೖཱചத೭ொ��
  5&-ʢ���ʣ��������

	 福知山支店
 ˟��������ɹژࣈࢢࢁఱాখࣈଜલ

�����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 阿倍野支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕѨഒ۠Ѩഒے����

�� Έͣ΄ۜߦѨഒࢧڮళ�֊
  5&-ʢ��ʣ���������

	 十三支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕཎ۠ेࡾຊொ����� 

Έͣ΄ۜࢧࡾेߦళ�֊
  5&-ʢ��ʣ���������

	 梅田支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕ۠ࣳా����� ࡾٸࡕ

൪֗�֊
  5&-ʢ��ʣ���������

	 大阪営業第一部
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕதԝ۠ೆຊொ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 大阪営業第二部
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕதԝ۠ೆຊொ�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 難波支店
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕதԝ۠ઍલ

�����
  5&-ʢ��ʣ���������

	 堺支店
 ˟��������ɹେࡕ۠ࡖࢢࡖנொ������ Έͣ

֊�ళࢧࡖߦۜ΄
  5&-ʢ���ʣ��������

	 池田支店
 ˟��������ɹେࡕాݪੁࢢொ�������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 枚方支店
 ˟��������ɹେࡕຕํࢢେ֞ொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 東大阪支店
 ˟��������ɹେࡕ౦େࢢࡕ������
  5&-ʢ��ʣ���������

○ɹΈͣ΄ۜߦͱͷڞಉళฮ
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みずほ証券（つづき） 九州･沖縄

	 北九州支店
 ˟��������ɹԬݝभࢢখ۠ถொ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 福岡支店
 ˟��������ɹԬݝԬࢢதԝ۠ఱਆ������  

Έͣ΄ۜߦԬࢧళ�֊
  5&-ʢ���ʣ��������

	 大牟田支店
 ˟��������ɹԬݝେໂాࢢ༗໌ொ�����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 佐賀支店
 ˟��������ɹࠤլࠤݝլࢢதԝຊொ����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 長崎支店
 ˟��������ɹ࡚ݝ࡚ڵࢢળொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 佐世保支店
 ˟��������ɹ࡚ੈࠤݝอࢢৗ൫ொ���
  5&-ʢ����ʣ�������

	 熊本支店
 ˟��������ɹ۽ຊ۽ݝຊࢢதԝ۠Ֆാொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 鹿児島支店
 ˟��������ɹࣛࣇౡࣇࣛݝౡۚࢢੜொ��� ࣛࣇౡ

ۚੜொϏϧ�֊
  5&-ʢ���ʣ��������

プラネットブース
関東（除く東京都）

	 プラネットブース水戸
 ˟��������ɹҵݝਫࢢށೆொ����� Έͣ΄ۜߦ

ਫࢧށళ�֊ϩϏʔ 
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース宇都宮
 ˟��������ɹಢݝӉࢢٶຊொ���� Έͣ΄ۜߦ

Ӊࢧٶళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース前橋
 ˟��������ɹ܈അݝલࢢڮຊொ������ Έͣ΄ۜߦ

લࢧڮళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース大宮
 ˟��������ɹ࡛ࢢ·͍ͨ͞ݝۄେٶ۠ٶொ����  Έ

ళ�֊ϩϏʔࢧٶେߦۜ΄ͣ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース南浦和
 ˟��������ɹ࡛ࢢ·͍ͨ͞ݝۄೆ۠ೆຊொ����� 

Έͣ΄ۜߦೆӜࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース川越
 ˟��������ɹ࡛ݝۄӽࢢ৽ொ����� Έͣ΄ۜ

 ళ�֊ϩϏʔࢧӽߦ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース新所沢
 ˟��������ɹ࡛ݝۄॴࢢொ������ Έͣ΄ۜߦ

৽ॴࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース所沢
 ˟��������ɹ࡛ݝۄॴࢢ٢ொ���� Έͣ΄ۜߦ

ॴࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース春日部
 ˟��������ɹ࡛ݝۄय़෦ࢢதԝ��� Έͣ΄ۜߦ

य़෦ࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース市川
 ˟��������ɹઍ༿ࢢݝࢢࢢ����� Έͣ΄ۜߦ

ళ�֊ϩϏʔࢧࢢ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース船橋
 ˟��������ɹઍ༿ݝધࢢڮຊொ����� Έͣ΄ۜߦ

ધࢧڮళ�֊ϩϏʔ 
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース津田沼
 ˟��������ɹઍ༿ݝધࢢڮલݪ������ Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧాপߦ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース松戸
 ˟��������ɹઍ༿ݝদࢢށຊொ��� Έͣ΄ۜߦদ

ళ�֊ϩϏʔࢧށ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース勝田台
 ˟��������ɹઍ༿ݝീઍࢢউా����� Έͣ

ళ�֊ϩϏʔࢧউాߦۜ΄
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース鶴見駅前
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ۠ݟ๛Ԭொ���� 

Έͣ΄ۜߦݟӺલࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース横浜駅前
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ۠����� Έͣ

 ళ�֊ϩϏʔࢧԣӺલߦۜ΄
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース綱島
 ˟��������ɹਆಸݝԣߓࢢ۠ߝౡ౦������ 

Έͣ΄ۜߝߦౡࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース日吉
 ˟��������ɹਆಸݝԣߓࢢ۠٢�����  

Έͣ΄ۜߦࢧ٢ళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース戸塚
 ˟��������ɹਆಸݝԣށࢢ௩۠ށ௩ொ������ 

Έͣ΄ۜށߦ௩ࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース上大岡
 ˟��������ɹਆಸݝԣߓࢢೆ্۠େԬ����� 

Έͣ΄্ۜߦେԬࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース二俣川
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢѴ۠ೋມ����   

Έͣ΄ۜߦೋມࢧళ�֊ϩϏʔ 
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブースあざみ野
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ੨༿۠͋͟Έ����� 

Έͣ΄ۜ͋͟ߦΈࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース青葉台
 ˟��������ɹਆಸݝԣࢢ੨༿۠੨༿������ 

Έͣ΄ۜߦ੨༿ࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース川崎
 ˟��������ɹਆಸݝ࡚ࢢ࡚۠࠭ࢠ������ 

Έͣ΄ۜߦ࡚ࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ�������� 

	 プラネットブース溝ノ口
 ˟��������ɹਆಸݝ࡚ߴࢢ۠ޱߔ������ 

Έͣ΄ۜߔߦϊࢧޱళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース向ヶ丘
 ˟��������ɹਆಸݝ࡚ࢢଟຎ۠ొށ������ 

Έͣ΄ۜߦϲٰࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース鷺沼
 ˟��������ɹਆಸݝ࡚ٶࢢલ۠প��� Έͣ

ళ�֊ϩϏʔࢧপߦۜ΄
  5&-ʢ���ʣ�������� 

	 プラネットブース橋本
 ˟��������ɹਆಸݝ૬ࢢݪ۠ڮຊ������ 

Έͣ΄ۜڮߦຊࢧళ�֊ϩϏʔ 
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース相模大野
 ˟��������ɹਆಸݝ૬ࢢݪೆ۠૬େ����

����� Έͣ΄ۜߦ૬େࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース衣笠
 ˟��������ɹਆಸݝԣਢլࢢҥּӫொ���� Έ

ళ�֊ϩϏʔࢧҥּߦۜ΄ͣ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 神戸支店
 ˟��������ɹฌݝݿਆࢢށதԝ۠ٶࡾொ�����
  Έͣ΄ۜߦਆࢧށళ�֊
  5&-ʢ���ʣ��������

	 姫路支店
 ˟��������ɹฌݝݿඣ࿏ࢢೆொ��
  5&-ʢ���ʣ��������

	 尼崎支店
 ˟��������ɹฌࢢ࡚ೌݝݿਆా௨������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 明石支店
 ˟��������ɹฌ໌ݝݿੴࢢຊொ������
  5&-ʢ���ʣ��������

	 西宮支店
 ˟��������ɹฌݝݿࢢٶ্ொ����
  5&-ʢ����ʣ�������

	 洲本支店
 ˟��������ɹฌݝݿऱຊࢢӫொ������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 西脇支店
 ˟��������ɹฌݝݿࢢ���
  5&-ʢ����ʣ�������

	 奈良支店
 ˟��������ɹಸྑݝಸྑྛࢢখ࿏ொ���
  5&-ʢ����ʣ�������

	 高田支店
 ˟��������ɹಸྑݝେࢢాߴ౦ொ���
  5&-ʢ����ʣ�������

	 和歌山支店
 ˟��������ɹՎݝࢁՎेࢢࢁҰ൪ஸ�
  5&-ʢ���ʣ��������

	 田辺支店
 ˟��������ɹՎాݝࢁลࢢԼෑொ����
  5&-ʢ����ʣ�������

中国･四国

	 松江支店
 ˟��������ɹౡࠜݝদࢢߐேொ������ 
  5&-ʢ����ʣ�������

	 岡山支店
 ˟��������ɹԬݝࢁԬࢢࢁ۠Ӻલொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 広島支店
 ˟��������ɹౡݝౡࢢத۠ࢴொ����� Έͣ

֊�ళࢧౡߦۜ΄
  5&-ʢ���ʣ��������

	 福山支店
 ˟��������ɹౡݝࡾࢢࢁ೭ؙொ����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 宇部支店
 ˟��������ɹݝޱࢁӉ෦ࢢ૬ੜொ���
  5&-ʢ����ʣ�������

	 柳井支店
 ˟��������ɹݝޱࢁ༄Ҫࢢதԝ������
  5&-ʢ����ʣ�������

	 徳島支店
 ˟��������ɹಙౡݝಙౡࣉࢢౡຊொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 高松支店
 ˟��������ɹ߳ߴݝদࢢ൪ொ����� Έͣ΄ۜߦ

֊�ళࢧদߴ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 松山支店
 ˟��������ɹѪඤݝদࢢࢁઍसொ�����
  5&-ʢ���ʣ��������

	 今治支店
 ˟��������ɹѪඤࢢ࣏ࠓݝผٶொ������
  5&-ʢ����ʣ�������

コーポレートデータ

グループの国内ネットワーク
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	 プラネットブース平塚
 ˟��������ɹਆಸݝฏ௩ߚࢢ୩ொ���� Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧฏ௩ߦ
  5&-ʢ����ʣ������� 

	 プラネットブース大船
 ˟��������ɹਆಸחݝࢢେધ������� Έͣ΄

ళ�֊ϩϏʔࢧେધߦۜ
  5&-ʢ����ʣ�������

	 プラネットブース鎌倉
 ˟��������ɹਆಸחݝޚࢢொ����� Έͣ΄

 ళ�֊ϩϏʔࢧחߦۜ
  5&-ʢ����ʣ�������

	 プラネットブース藤沢
 ˟��������ɹਆಸݝ౻ࢢ౻����� Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧ౻ߦ
  5&-ʢ����ʣ�������

	 プラネットブース小田原
 ˟��������ɹਆಸݝখాࢢݪӫொ������ Έͣ

ళ�֊ϩϏʔࢧݪখాߦۜ΄
  5&-ʢ����ʣ�������

	 プラネットブース茅ヶ崎
 ˟��������ɹਆಸכݝϲ࡚ࢢ৽ӫொ���� Έͣ΄

ళ�֊ϩϏʔࢧϲ࡚כߦۜ
  5&-ʢ����ʣ�������

東京都

	 プラネットブース東京中央
 ˟��������ɹ౦ژઍా۠େखொ����� Έͣ΄

ళ�֊ϩϏʔࢧதԝژ౦ߦۜ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース八重洲口
 ˟��������ɹ౦ژઍాؙ۠ͷ����� Έͣ΄

ళ�֊ϩϏʔࢧޱീॏऱߦۜ
  5&-ʢ��ʣ���������ɹຊళӦۀୈೋ෦

	 プラネットブース内幸町
 ˟��������ɹ౦ژઍా۠ொ����� Έͣ΄

෦�֊ϩϏʔۀӦژ౦ߦۜ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース九段
 ˟��������ɹ౦ژઍా۠ਆాਆอொ��� Έͣ

ళ�֊ϩϏʔࢧஈߦۜ΄
  5&-ʢ��ʣ��������� 

	 プラネットブース神田
 ˟��������ɹ౦ژઍా۠ਆాখொ��� Έͣ

 ళ�֊ϩϏʔࢧਆాߦۜ΄
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース麴町
 ˟��������ɹ౦ژઍా۠߿ொ��� Έͣ΄ۜߦ
 Ḃொࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース日本橋
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ຊࣨڮொ������   

Έͣ΄ۜߦຊࢧڮళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース兜町
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ຊדڮொ��� Έͣ΄

ళ�֊ϩϏʔࢧொדߦۜ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース京橋
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ڮژ������ Έͣ΄ۜߦ

ళ�֊ϩϏʔࢧڮژ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース築地
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ங������� Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧஙߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース銀座
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ۜ࠲������ Έͣ΄ۜߦ

 ళ��֊ϩϏʔࢧ࠲ۜ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース銀座中央
 ˟��������ɹ౦ژதԝ۠ۜ࠲������ Έͣ΄ۜߦ

ళ�֊ϩϏʔࢧதԝ࠲ۜ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース虎ノ門
 ˟��������ɹ౦ژދ۠ߓϊ����� Έͣ΄ۜދߦ

ϊࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース新橋
 ˟��������ɹ౦ژ۠ߓ৽ڮ����� Έͣ΄ۜߦ৽

ళ�֊ϩϏʔࢧڮ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース六本木
 ˟��������ɹ౦ژ۠ߓຊ������ Έͣ΄ۜߦ

ຊࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース赤坂
 ˟��������ɹ౦ژ۠ߓࡔ������ Έͣ΄ۜߦ

ళ�֊ϩϏʔࢧࡔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース青山
 ˟��������ɹ౦ژ۠ߓ੨ࢁ������ Έͣ΄ۜߦ

੨ࢧࢁళԼ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ��������� 

	 プラネットブース外苑前
 ˟��������ɹ౦ژ۠ߓ੨ࢁ����� Έͣ΄ۜߦ

֎ԓલࢧళ�֊ϩϏʔ 
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース芝
 ˟��������ɹ౦ژࣳ۠ߓ������ Έͣ΄ۜࢧࣳߦ

ళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース四谷
 ˟��������ɹ౦ژ৽࢛॓۠୩����� Έͣ΄ۜߦ

ళ�֊ϩϏʔࢧ୩࢛
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース新宿
 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠৽॓������ Έͣ΄ۜߦ

৽॓ࢧళԼ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ��������� 

	 プラネットブース新宿西口
 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠৽॓����� Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧޱ৽॓ߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース新宿南口
 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠৽॓������ Έͣ΄ۜ

 ళ�֊ϩϏʔࢧޱ৽॓ೆߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース飯田橋
 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠Լٶൺொ��� Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧڮ൧ాߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース新宿新都心
 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠৽॓������ Έͣ΄ۜ

ళԼ�֊ϩϏʔࢧ৽॓৽৺ߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース高田馬場
 ˟��������ɹ౦ژ৽॓۠ాߴഅ����� Έͣ΄

ళ�֊ϩϏʔࢧഅాߴߦۜ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース江戸川橋
 ˟��������ɹ౦ژจޱؔ۠ژ������� Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧڮށߐߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース駒込
 ˟��������ɹ౦ژจ۠ژຊۨࠐ����� Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧࠐۨߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース本郷
 ˟��������ɹ౦ژจ۠ژຊڷ������ Έͣ΄ۜߦ

ຊࢧڷళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース上野
 ˟��������ɹ౦ژ౦্۠������ Έͣ΄ۜߦ

্ࢧళ�֊ϩϏʔ 
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース雷門
 ˟��������ɹ౦ژ౦۠ઙ������ Έͣ΄ۜߦ

ཕࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース浅草橋
 ˟��������ɹ౦ژ౦۠ઙڮ������
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース本所
 ˟��������ɹ౦ژా۠྆ࠃ������� Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧຊॴߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース亀戸
 ˟��������ɹ౦ژߐ౦ُ۠ށ������� Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧށُߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース品川
 ˟��������ɹ౦ژ۠ೆ����� Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース五反田
 ˟��������ɹ౦ژ۠ޒా������ Έͣ

 ళ�֊ϩϏʔࢧాޒߦۜ΄
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース大崎
 ˟��������ɹ౦ژ۠େ࡚����� Έͣ΄ۜߦ

େ࡚ࢧళϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース荏原
 ˟��������ɹ౦ژ۠ӣݪ����� Έͣ΄ۜߦ

ӣࢧݪళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース中目黒
 ˟��������ɹ౦ژ্۠ࠇࠇ������ Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧࠇதߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース蒲田
 ˟��������ɹ౦ژେా۠ాו������ Έͣ΄ۜߦ

ళ�֊ϩϏʔࢧాו
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース大岡山
 ˟��������ɹ౦ژେా۠ઍଋ������� Έͣ΄

 ళ�֊ϩϏʔࢧࢁେԬߦۜ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース久が原
 ˟��������ɹ౦ژେా۠ݪ͕ٱ������� Έͣ΄

ళ�֊ϩϏʔࢧݪ͕ٱߦۜ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース世田谷
 ˟��������ɹ౦ژੈా୩۠ଠࢠಊ������ Έͣ

ళ�֊ϩϏʔࢧ୩ాੈߦۜ΄
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース北沢
 ˟��������ɹ౦ژੈా୩۠������� Έͣ΄

ళ�֊ϩϏʔࢧߦۜ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース経堂
 ˟��������ɹ౦ژੈా୩۠ࡔٶ������� Έͣ΄

ళ�֊ϩϏʔࢧಊܦߦۜ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース千歳船橋
 ˟��������ɹ౦ژੈా୩ٰ۠ࡩ������� Έͣ΄

ళ�֊ϩϏʔࢧڮધࡀઍߦۜ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース烏山
 ˟��������ɹ౦ژੈా୩۠ೆӊࢁ������� Έͣ

 ళ�֊ϩϏʔࢧࢁӊߦۜ΄
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース玉川
 ˟��������ɹ౦ژੈా୩۠ۄ������ Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧۄߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース渋谷
 ˟��������ɹ౦ژौ୩۠ौ୩������� Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧौ୩ߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース恵比寿
 ˟��������ɹ౦ژौ୩۠ܙൺण������� Έͣ΄

ళ�֊ϩϏʔࢧൺणܙߦۜ
  5&-ʢ��ʣ���������
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みずほ証券（つづき）

	 プラネットブース渋谷中央
 ˟��������ɹ౦ژौ୩۠Ӊాொ���� Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧौ୩தԝߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース中野北口
 ˟��������ɹ౦ژத۠৽Ҫ����� Έͣ΄ۜߦ

தࢧޱళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース鷺宮
 ˟��������ɹ౦ژத۠ന������ Έͣ΄ۜߦ

 ళ�֊ϩϏʔࢧٶ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース高円寺北口
 ˟��������ɹ౦ژਿฒ۠ߴԁࣉ������� Έͣ

ళ�֊ϩϏʔࢧޱࣉԁߴߦۜ΄
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース荻窪
 ˟��������ɹ౦ژਿฒ۠ఱপ����� Έͣ΄ۜߦ

Ԯࢧۼళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース浜田山
 ˟��������ɹ౦ژਿฒ۠ాࢁ������ Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧࢁాߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース池袋
 ˟��������ɹ౦ژ๛ౡ۠౦ା����� Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧାߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース王子
 ˟��������ɹ౦ژ۠Ԧࢠ������� Έͣ΄ۜߦ

Ԧࢧࢠళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース尾久
 ˟��������ɹ౦ژ۠ా৽ொ������ Έͣ΄ۜ

 ళ�֊ϩϏʔࢧٱඌߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース赤羽
 ˟��������ɹ౦ژ۠Ӌ����� Έͣ΄ۜߦ

Ӌࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース三ノ輪
 ˟��������ɹ౦ژߥ۠ೆઍॅ������ Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧϊྠࡾߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース板橋
 ˟��������ɹ౦ژ൘۠ڮຊொ���� Έͣ΄ۜߦ൘

ళ�֊ϩϏʔࢧڮ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース志村
 ˟��������ɹ౦ژ൘ࢤ۠ڮଜ����� Έͣ΄ۜߦ

ళ�֊ϩϏʔࢧଜࢤ
  5&-ʢ��ʣ��������� 

	 プラネットブース成増
 ˟��������ɹ౦ژ൘۠ڮ૿������ Έͣ΄ۜߦ

૿ࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース練馬富士見台
 ˟��������ɹ౦ژ࿅അ۠؏Ҫ����� Έͣ΄ۜߦ

࿅അݟ࢜ࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース光が丘
 ˟��������ɹ౦ژ࿅അ۠ޫٰ͕����� Έͣ΄ۜ

ళϩϏʔࢧٰ͕ޫߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース千住
 ˟��������ɹ౦ژཱ۠ઍॅ���� Έͣ΄ۜߦઍ

ళ�֊ϩϏʔࢧॅ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース足立
 ˟��������ɹ౦ژཱ۠കౡ������ Έͣ΄ۜߦ

ཱࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース葛飾
 ˟��������ɹ౦ژ০ཱ۠ੴ������ Έͣ΄ۜߦ

ᷤ০ࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ��������� 

	 プラネットブース高砂
 ˟��������ɹ౦ژ০۠࠭ߴ������ Έͣ΄ۜߦ

ళ�֊ϩϏʔࢧ࠭ߴ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース亀有
 ˟��������ɹ౦ژ০ُ۠༗������ Έͣ΄ۜߦ

ُ༗ࢧళ�֊ϩϏʔ 
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース小松川
 ˟��������ɹ౦ژށߐ۠দߐ������� Έͣ΄

ళ�֊ϩϏʔࢧখদߦۜ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース西葛西
 ˟��������ɹ౦ژށߐ۠ᷤ����� Έͣ΄

ళ�֊ϩϏʔࢧᷤߦۜ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース八王子
 ˟��������ɹ౦ژീԦࢢࢠԣࢁொ���� Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧࢠീԦߦ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース立川
 ˟��������ɹ౦ژཱࢢॶொ����� Έͣ΄ۜߦ

ཱࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース吉祥寺
 ˟��������ɹ౦ژଂ٢ࢢࣉຊொ������ 

Έͣ΄ۜ٢ߦࢧࣉళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ����ʣ�������

	 プラネットブース武蔵境
 ˟��������ɹ౦ژଂڥࢢೆொ������ Έͣ

 ళ�֊ϩϏʔࢧڥଂߦۜ΄
  5&-ʢ����ʣ�������

	 プラネットブース三鷹
 ˟��������ɹ౦ژࡾୋࢢԼ࿈������ Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧୋࡾߦ
  5&-ʢ����ʣ�������

	 プラネットブース府中
 ˟��������ɹ౦ژதࢢதொ����� Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧதߦ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース調布仙川
 ˟��������ɹ౦ژௐࢢઋொ��� Έͣ΄ۜߦ

ௐઋࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース調布
 ˟��������ɹ౦ژௐࢢখౡொ������� Έͣ΄

ళ�֊ϩϏʔࢧௐߦۜ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース町田
 ˟��������ɹ౦ژொాࢢ������ Έͣ΄ۜߦ

ொాࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース日野
 ˟��������ɹ౦ژࢢଟຎฏ����� Έͣ΄ۜ

 ళ�֊ϩϏʔࢧߦ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース国分寺
 ˟��������ɹ౦ژࠃࢢࣉೆொ������ Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧࣉࠃߦ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース清瀬
 ˟��������ɹ౦ژਗ਼ݩࢢொ������ Έͣ΄ۜߦ

ਗ਼ࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース多摩
 ˟��������ɹ౦ژଟຎށؔࢢ���� Έͣ΄ۜߦଟ

ຎࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース多摩センター
 ˟��������ɹ౦ژଟຎࢢམ߹���� Έͣ΄ۜߦଟ

ຎηϯλʔࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース田無
 ˟��������ɹ౦ژ౦ాࢢژແொ����� Έͣ΄

 ళ�֊ϩϏʔࢧແాߦۜ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブースひばりが丘
 ˟��������ɹ౦ژ౦ࢢژͻΓٰ͕������ 

Έͣ΄ۜߦͻΓٰ͕ࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

北陸･甲信越

	 プラネットブース新潟
 ˟��������ɹ৽ׁݝ৽ׁࢢதԝ۠ງ௨൪ொ

���� Έͣ΄ۜߦ৽ׁࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース富山
 ˟��������ɹݝࢁڮࡩࢢࢁ௨Γ���� Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧࢁߦ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース福井
 ˟��������ɹҪݝҪࢢେख����� Έͣ΄ۜߦ

Ҫࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ����ʣ�������

	 プラネットブース甲府
 ˟��������ɹࢁསߕݝؙࢢͷ������� Έͣ΄

ళ�֊ϩϏʔࢧߕߦۜ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース長野
 ˟��������ɹݝࢢޚॴொ���� Έͣ΄

ళ�֊ϩϏʔࢧߦۜ
  5&-ʢ���ʣ��������

東海

	 プラネットブース静岡
 ˟��������ɹ੩Ԭݝ੩ԬࢢѮ۠खொ��� Έͣ΄

ళ�֊ϩϏʔࢧ੩Ԭߦۜ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース名古屋
 ˟��������ɹѪݹ໊ݝࢢத۠ۋ������� Έͣ

 ళ�֊ϩϏʔࢧݹ໊ߦۜ΄
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース名古屋中央
 ˟��������ɹѪݹ໊ݝࢢத۠ӫ����� Έͣ΄

ళ�֊ϩϏʔࢧதԝݹ໊ߦۜ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース岡崎
 ˟��������ɹѪݝԬ࡚໌ࢢେࣉຊொ���� Έͣ

ళ�֊ϩϏʔࢧԬ࡚ߦۜ΄
  5&-ʢ����ʣ�������

近畿

	 プラネットブース大津
 ˟��������ɹ࣎լݝେࢢொ��� Έͣ΄ۜߦେ

ࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース出町
 ˟��������ɹژژ۠ژ্ࢢग़ொࠓग़্ϧ

੨ཾொ��� Έͣ΄ۜߦग़ொࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース京都中央
 ˟��������ɹژژࢢத۠ژӊؙ௨ࡾೈ

ᰴ಄ொ��� Έͣ΄ۜژߦதԝࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース伏見
 ˟��������ɹژژࢢ෬۠ݟ౦େखொ���  

Έͣ΄ۜߦ෬ࢧݟళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース阿倍野橋
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕѨഒ۠Ѩഒے����

�� Έͣ΄ۜߦѨഒࢧڮళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース梅田
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕ۠കా�������#��� 

Έͣ΄ۜߦകాࢧళԼ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ���������

コーポレートデータ

グループの国内ネットワーク
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	 プラネットブース堂島
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕ۠ಊౡ������ Έͣ

ళ�֊ϩϏʔࢧಊౡߦۜ΄
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース大阪中央
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕதԝ۠������ Έ

ళ�֊ϩϏʔࢧதԝࡕେߦۜ΄ͣ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース大阪
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕதԝ۠ڮࠓ����� Έͣ

ళ�֊ϩϏʔࢧࡕେߦۜ΄
  5&-ʢ��ʣ��������� 

	 プラネットブース船場
 ˟��������ɹେࡕେࢢࡕதԝ۠ຊொ����� Έͣ

ళ�֊ϩϏʔࢧધߦۜ΄
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース堺
 ˟��������ɹେࡕ۠ࡖࢢࡖנொ������ Έͣ

ళ�֊ϩϏʔࢧࡖߦۜ΄
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース千里中央
 ˟��������ɹେࡕ๛தࢢ৽ઍཬ౦ொ����� Έͣ

ళ�֊ϩϏʔࢧઍཬதԝߦۜ΄
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース池田
 ˟��������ɹେࡕాࣨࢢொ��� Έͣ΄ۜߦ

ళ�֊ϩϏʔࢧా
  5&-ʢ���ʣ�������� 

	 プラネットブース高槻
 ˟��������ɹେࡕߴ௬ࢢԂொ����� Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧ௬ߴߦ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース守口
 ˟��������ɹେࡕकࢢޱՏݪொ���� Έͣ΄ۜߦ

कࢧޱళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ��ʣ��������� 

	 プラネットブース枚方
 ˟��������ɹେࡕຕํࢢԬຊொ���� Έͣ΄ۜߦ

ຕํࢧళ�֊ϩϏʔ 
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース茨木
 ˟��������ɹେࡕҵࢢ༿ொ��� Έͣ΄ۜߦ

ҵࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース香里
 ˟��������ɹେࡕ৸߳ࢢཬೆ೭ொ���� Έ

ళ�֊ϩϏʔࢧཬ߳ߦۜ΄ͣ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース東大阪
 ˟��������ɹେࡕ౦େࢢࡕಊ������� Έͣ΄

ళ�֊ϩϏʔࢧࡕ౦େߦۜ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース大阪東
 ˟��������ɹେࡕ౦େࢢࡕ������ Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧ౦ࡕେߦ
  5&-ʢ��ʣ���������

	 プラネットブース姫路
 ˟��������ɹฌݝݿඣ࿏ࠠࢢொ�� Έͣ΄ۜߦඣ

࿏ࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース明石
 ˟��������ɹฌ໌ݝݿੴࢢେ໌ੴொ����� Έͣ΄

 ళ�֊ϩϏʔࢧੴ໌ߦۜ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース芦屋
 ˟��������ɹฌݝݿѶࢢେݪொ�������� Έͣ

ళ�֊ϩϏʔࢧѶߦۜ΄
  5&-ʢ����ʣ�������

	 プラネットブース奈良
 ˟��������ɹಸྑݝಸྑࡾ্ࢢொ���� Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧಸྑߦ
  5&-ʢ����ʣ�������

中国･四国

	 プラネットブース松江
 ˟��������ɹౡࠜݝদࢢߐఱਆொ� Έͣ΄ۜߦদ

ళ�֊ϩϏʔࢧߐ
  5&-ʢ����ʣ�������

	 プラネットブース岡山
 ˟��������ɹԬݝࢁԬࢢࢁ۠ۋொ��� Έͣ΄ۜ

ళ�֊ϩϏʔࢧࢁԬߦ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース福山
 ˟��������ɹౡݝࢢࢁԆொ���� Έͣ΄ۜߦ

ࢧࢁళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース高松
 ˟��������ɹ߳ߴݝদࢢ൪ொ����� Έͣ΄ۜߦ

ళ�֊ϩϏʔࢧদߴ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース松山
 ˟��������ɹѪඤݝদࢢࢁઍसொ����� Έͣ΄ۜ

֊�ళࢧࢁদߦ
  5&-ʢ���ʣ��������

九州･沖縄

	 プラネットブース北九州
 ˟��������ɹԬݝभࢢখ۠ژொ������ 

Έͣ΄ۜߦभࢧళ�֊ϩϏʔ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース福岡
 ˟��������ɹԬݝԬࢢதԝ۠ఱਆ������ Έ

ళ�֊ϩϏʔࢧԬߦۜ΄ͣ
  5&-ʢ���ʣ��������

	 プラネットブース熊本
 ˟��������ɹ۽ຊ۽ݝຊࢢதԝ۠Ֆാொ��� Έͣ

ళ�֊ϩϏʔࢧຊ۽ߦۜ΄
  5&-ʢ���ʣ��������
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阪急梅田トラスト
ラウンジ
大宮トラストラウ
ンジ
たまプラーザトラ
ストラウンジ
立川トラストラウ
ンジ
高田馬場トラスト
ラウンジ
ダイレクトバンキ
ングセンター

みずほ信託銀行（株）

本店
大森支店
渋谷支店
池袋支店
上野支店
自由が丘支店
新宿支店
ひばりが丘支店
府中支店
三鷹支店
八王子支店
町田支店
津田沼支店
溝ノ口支店
川越支店
大船支店
横浜支店
前橋支店
浦和支店
千葉支店
柏支店
札幌支店
仙台支店

新潟支店
富山支店
浜松支店
名古屋支店
京都支店
大阪支店
阿倍野橋支店
神戸支店
岡山支店
広島支店
北九州支店
福岡支店
鹿児島支店

青山トラストラウ
ンジ
江戸川橋トラスト
ラウンジ
王子トラストラウ
ンジ
浅草橋トラストラ
ウンジ
成城トラストラウ
ンジ
藤沢トラストラウ
ンジ

ʢฏ���݄��ࡏݱʣ

みずほビジネス金融センター（株）

大手町支所
銀座支所
新宿西口支所
有楽町支所
大山支所
吉祥寺支所
横浜支所
川崎支所
飯田橋支所
立川支所
渋谷東口支所
新宿東口支所
難波支所
赤羽支所
船場支所
池袋西口支所
新横浜支所
五反田支所

みずほ銀行

府中支所
茅ヶ崎支所
所沢支所
上野御徒町支所
梅田支所
大森支所
浦和支所
自由が丘支所
町田支所
神戸支所
京都支所
船橋支所
深川支所
六本木支所
錦糸町支所
コミュニケーション
プラザ

上大岡トラストラ
ウンジ
内幸町トラストラ
ウンジ
銀座トラストラウ
ンジ
亀戸トラストラウ
ンジ
東京中央トラスト
ラウンジ
荻窪トラストラウ
ンジ
高松営業部
難波トラストラウ
ンジ

みずほ証券（株）

本社
御茶ノ水本社
本店営業第一部
本店営業第二部
東京FA営業部
新宿営業第一部
新宿営業第二部
関西支社
大阪営業第一部
大阪営業第二部
兜町支店
札幌支店
盛岡支店
仙台支店
秋田支店
福島支店
郡山支店
水戸支店
土浦支店
宇都宮支店
高崎支店
桐生支店
大宮支店
浦和支店
所沢支店
千葉支店
柏支店
横浜支店
横浜西口支店
上大岡支店
たまプラーザ支店
川崎支店
新百合ヶ丘支店　

藤沢支店
平塚支店
小田原支店
逗子支店
虎ノ門支店
上野支店
押上支店
自由が丘支店
大森支店
成城支店
渋谷支店
池袋支店
池袋西口支店
石神井支店
八王子支店
立川支店
吉祥寺支店
三鷹支店
府中支店
町田支店
新潟支店
富山支店
金沢支店
福井支店
甲府支店
長野支店
岐阜支店
静岡支店
浜松支店
沼津支店
名古屋支店
名古屋駅前支店

みずほローンエキスパーツ（株）

吉祥寺住宅ロー
ンセンター
立川住宅ローンセ
ンター
銀座住宅ローンセ
ンター
荻窪住宅ローンセ
ンター
八王子住宅ロー
ンセンター
甲府住宅ローンセ
ンター
町田住宅ローンセ
ンター
新宿西口住宅ロ
ーンセンター
調布住宅ローンセ
ンター

成城住宅ローンセ
ンター
あざみ野住宅ロー
ンセンター
渋谷住宅ローンセ
ンター
玉川住宅ローンセ
ンター
自由が丘住宅ロー
ンセンター
武蔵小杉住宅ロ
ーンセンター
横浜住宅ローンセ
ンター
上大岡住宅ロー
ンセンター
蒲田住宅ローンセ
ンター

 銀行代理業者 

豊橋支店
四日市支店
伊賀上野支店
大津支店
京都支店
福知山支店
十三支店
梅田支店
阿倍野支店
難波支店
堺支店
池田支店
枚方支店
東大阪支店
神戸支店
姫路支店
尼崎支店
明石支店
西宮支店
洲本支店
西脇支店
奈良支店
高田支店
和歌山支店
田辺支店
松江支店
岡山支店
広島支店

福山支店
宇部支店
柳井支店
徳島支店
高松支店
松山支店
今治支店
北九州支店
福岡支店
大牟田支店
佐賀支店
長崎支店
佐世保支店
熊本支店
鹿児島支店
プラネットブース
水戸
プラネットブース
所沢
プラネットブース
上大岡
プラネットブース
上野
プラネットブース
八王子
プラネットブース
立川
プラネットブース
三鷹
プラネットブース
富山

コーポレートデータ

グループの国内ネットワーク
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都銀

みずほ銀行	

地銀

北海道銀行	
みちのく銀行
北都銀行
荘内銀行
東邦銀行
常陽銀行
筑波銀行
武蔵野銀行
千葉興業銀行
東京都民銀行
第四銀行
北越銀行
北陸銀行
北國銀行

大垣共立銀行
滋賀銀行
池田泉州銀行
山陰合同銀行
中国銀行
広島銀行
四国銀行
福岡銀行
西日本シティ銀行
親和銀行
肥後銀行
大分銀行
琉球銀行

第二地銀

北洋銀行	
きらやか銀行
北日本銀行
福島銀行
栃木銀行

政府系金融機関

商工組合中央金庫

証券会社

みずほ証券
あかつき証券

生命保険会社

第一生命保険

八千代銀行
大光銀行
もみじ銀行
愛媛銀行

信用金庫

朝日信用金庫	
瀧野川信用金庫
青梅信用金庫
芝信用金庫
多摩信用金庫

浜松信用金庫
碧海信用金庫
東濃信用金庫
日新信用金庫
姫路信用金庫

みずほ信託銀行

ʢฏ���݄��ࡏݱʣ

 信託代理店

湘南住宅ローンセ
ンター
大船住宅ローンセ
ンター
船橋住宅ローンセ
ンター
小岩住宅ローンセ
ンター
西葛西住宅ロー
ンセンター
新浦安住宅ロー
ンセンター

綾瀬住宅ローンセ
ンター
柏住宅ローンセン
ター
越谷住宅ローンセ
ンター
浦和住宅ローンセ
ンター
大宮住宅ローンセ
ンター
仙台住宅ローンセ
ンター

池袋住宅ローンセ
ンター
成増住宅ローンセ
ンター
川越住宅ローンセ
ンター
大泉住宅ローンセ
ンター
田無住宅ローンセ
ンター
所沢住宅ローンセ
ンター

大阪駅前住宅ロ
ーンセンター
神戸住宅ローンセ
ンター
川西住宅ローンセ
ンター
西宮北口住宅ロ
ーンセンター
福岡住宅ローンセ
ンター
千里中央住宅ロ
ーンセンター

大阪住宅ローンセ
ンター
堺住宅ローンセン
ター
枚方住宅ローンセ
ンター
東大阪住宅ロー
ンセンター
高槻住宅ローンセ
ンター
名古屋住宅ロー
ンセンター

東京住宅ローンセ
ンター第一センター
東京住宅ローンセ
ンター第二センター
東京住宅ローンセ
ンター第三センター
みずほローンエキ
スパーツ	本社
コンサルティング
部	東京事務所
コンサルティング
部	大阪事務所
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アジア・オセアニア
（国または地域）

インド

ムンバイ支店
Mumbai Branch
Level 17 TOWER–A Peninsula Business Park, Senapati 
Bapat Marg, Lower Parel, Mumbai 400013, India
TEL 91-22-4911-2000

ニューデリー支店
New Delhi Branch
1st Floor, DLF Capitol Point, Baba Kharag Singh 
Marg, Connaught Place, New Delhi, 110001, India 
TEL 91-11-3041-0900

バンガロール支店
Bangalore-Devanahalli Branch
#462/440/339, 2nd Floor, Near Jain Temple, N.H.7/4-
207, B.B. Road, Vijayapura Cross, Devanahalli 
Town, Bangalore Rural District - 562 110, 
Karnataka, India
TEL 91-80-4968-2000

チェンナイ支店
Chennai Branch
Unit No.11B, 11th Floor, Prestige Palladium Bayan, 
Nos. 129 to 140, Greams Road, Chennai – 600 006, 
Tamil Nadu, India 
TEL 91-44-4928-6600

ムンバイ支店アーメダバード出張所
Ahmedabad Branch
Office No.402, 4th Floor, Commerce House–5, Nr. 
Vodafone House, Prahladnagar Corporate Road, 
Prahladnagar Satellite, Ahmedabad–380 051, India 
TEL 91-79-4014-4666

インドネシア

インドネシアみずほ銀行
PT. Bank Mizuho Indonesia
Sinar Mas Land Plaza Menara 2, 24th Floor,   
Jl. M. H. Thamrin No.51, Jakarta 10350,  
Republic of Indonesia
TEL 62-21-392-5222

カンボジア

プノンペン駐在員事務所
Phnom Penh Representative Office
13A Floor, Phnom Penh Tower, #445, Monivong 
Blvd (St. 93/232) Sangkat Boeung Pralit, Khan 7 
Makara, Phnom Penh, Cambodia
TEL 855-23-964-490

韓国

ソウル支店
Seoul Branch
19th Floor, Seoul Finance Center, 136, Sejong-
daero, Jung-gu, Seoul, Korea
TEL 822-3782-8500

シンガポール

シンガポール支店
Singapore Branch
12 Marina View, #08-01 Asia Square Tower 2, 
Singapore 018961, Republic of Singapore
TEL 65-6805-2000

タイ

バンコック支店
Bangkok Branch
98 Sathorn Square Office Tower 32nd – 35th floor, 
North Sathorn Road, Silom, Bangrak, Bangkok 
10500, Thailand
TEL 66-2-163-2999, 2-002-0222

バンコック支店イースタンシーボード出張所
Eastern Seaboard Branch
300/7 ESIE Plaza 2, Unit No. 2-05 Moo 1,  
Tambol Ta Sit, Amphoe Pluak Daeng,  
Rayong 21140, Thailand
TEL 66-3-899-7000

台湾

台北支店
Taipei Branch
2nd Floor, Hung Kuo Building, 167 Tun Hua 
North Road, Taipei 105, Taiwan
TEL 886-2-2715-3911

高雄支店
Kaohsiung Branch
12th Floor, No.2, Chung Cheng 3rd Road, 
Kaohsiung 800, Taiwan
TEL 886-7-236-8768

台中支店
Taichung Branch
8th Floor, No.169, Fuhui Parkway,   
Taichung 407, Taiwan
TEL 886-4-2374-6300

中国

みずほ銀行（中国）有限公司
Mizuho Bank (China), Ltd.
23rd Floor, Shanghai World Financial Center,  
100 Century Avenue, Pudong New Area,  
Shanghai 200120,    
The People’s Republic of China
TEL 86-21-3855-8888

みずほ銀行（中国）有限公司	上海自貿試験区	
出張所
Mizuho Bank (China), Ltd.   
Shanghai Pilot Free Trade Zone Sub-Branch
Room 01, 08, 09, 10, 11, 12, 7F, Shanghai 
International Communication and Trade Building, 
55 Jilong Road, Shanghai 200131, The People’s 
Republic of China
TEL 86-21-3855-8888

みずほ銀行（中国）有限公司	深圳支店
Mizuho Bank (China), Ltd.   
Shenzhen Branch
30th Floor, Huanggang Business Center Tower1, 
Jintian Road, Futian District, Shenzhen, 
Guangdong Province 518046,   
The People’s Republic of China
TEL 86-755-8282-9000

みずほ銀行（中国）有限公司	大連支店
Mizuho Bank (China), Ltd.   
Dalian Branch
23rd Floor, 24th Floor-A, Senmao Building, 147 
Zhongshan Road, Xigang District, Dalian, Liaoning 
Province 116011, The People’s Republic of China
TEL 86-411-8360-2543

みずほ銀行（中国）有限公司	大連経済技術
開発区出張所
Mizuho Bank (China), Ltd.   
Dalian Economic & Technological 
Development Area Sub-Branch
22nd Floor, International Business Building of 
Gugeng, No.81 Hongmei Area, Dalian Economic & 
Technological Development Area, Dalian, 
Liaoning Province 116600,   
The People’s Republic of China
TEL 86-411-8793-5670 

みずほ銀行（中国）有限公司	北京支店
Mizuho Bank (China), Ltd.   
Beijing Branch
8th Floor, West Wing, World Financial Center,  
No.1 Dong San Huan Zhong Road,   
Chaoyang District, Beijing 100020,   
The People’s Republic of China
TEL 86-10-6525-1888

みずほ銀行（中国）有限公司	無錫支店
Mizuho Bank (China), Ltd.   
Wuxi Branch
8th Floor, Wuxi SI Park B, No.16 Changjiang Road, 
WND, Wuxi, Jiangsu Province 214028,  
The People’s Republic of China
TEL 86-510-8522-3939

みずほ銀行（中国）有限公司	天津支店
Mizuho Bank (China), Ltd.   
Tianjin Branch
5th Floor, E2 ABC, East Wing Binhai Finance Zone, 
No.20 Xinchengdong Road, TEDA, Tianjin 300457, 
The People’s Republic of China
TEL 86-22-6622-5588

みずほ銀行（中国）有限公司	天津和平出張所
Mizuho Bank (China), Ltd.   
Tianjin Heping Sub-Branch
Room 1902, Tianjin International Building, No.75 
Nanjing Road, Heping Area, Tianjin 300050,  
The People’s Republic of China
TEL 86-22-6622-5588

みずほ銀行（中国）有限公司	青島支店
Mizuho Bank (China), Ltd.   
Qingdao Branch
44th Floor, Qingdao International Finance Center, 
59 Hong Kong Middle Road, Shinan District, 
Qingdao, Shandong Province 266071,  
The People’s Republic of China
TEL 86-532-8097-0001 

みずほ銀行（中国）有限公司	広州支店
Mizuho Bank (China), Ltd.  
Guangzhou Branch
25th Floor, International Finance Place, No.8 
Huaxia Road, Zhujiang New Town,   
Tianhe District, Guangzhou,   
Guangdong Province 510623, 
The People’s Republic of China
TEL 86-20-3815-0888 

みずほ銀行（中国）有限公司	武漢支店
Mizuho Bank (China), Ltd.   
Wuhan Branch
5th Floor, Tower A, New World Center Tower,  
634 Jiefang Avenue, Hankou, Wuhan,  
Hubei Province 430032, 
The People’s Republic of China
TEL 86-27-8342-5000 

みずほ銀行
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 支店・出張所・駐在員事務所・現地法人等

コーポレートデータ
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香港支店九龍出張所
Kowloon Sub-Branch
16th Floor, Sun Life Tower, The Gateway,
Tsim Sha Tsui, Kowloon, 
Hong Kong, S.A.R., The People's Republic of China
TEL 852-2102-5399

みずほキャピタル・マーケッツ（香港）リミテッド
Mizuho Capital Markets (HK) Limited
16th Floor, Two Pacific Place, 88 Queensway, Hong 
Kong, S.A.R., The People's Republic of China
TEL 852-2537-3815

マレーシア

ラブアン支店
Labuan Branch
Level 9 (B) & (C), Main Office Tower,  
Financial Park Labuan, Jalan Merdeka, 87000 
Federal Territory of Labuan, Malaysia
TEL 60-87-417766

ラブアン支店クアラルンプール出張所
Labuan Branch, Kuala Lumpur 
Marketing Office
Level 27, Menara Maxis, Kuala Lumpur City 
Centre, 50088 Kuala Lumpur, Malaysia
TEL 60-3-2070-6880

マレーシアみずほ銀行
Mizuho Bank (Malaysia) Berhad
Level 27, Menara Maxis, Kuala Lumpur City 
Centre, 50088 Kuala Lumpur, Malaysia
TEL 60-3-2058-6881

ミャンマー

ヤンゴン支店
Yangon Branch
Sedona Business Suites, Level4, No.1 Ka Ba Aye 
Pagoda Road, Yankin Township, Yangon, Republic 
of the Union of Myanmar
TEL 95-1-860-5501

ヤンゴン支店ティラワ出張所
Yangon Branch Thilawa Front Office
Room No.204, Administration Building, Corner of 
Thilawa Development Road and Dagon-Thilawa 
Road, Thilawa SEZ, Thanlyin Township, Yangon, 
Republic of the Union of Myanmar
TEL 95-1-230-9046

オーストラリア

シドニー支店
Sydney Branch
Level 33, 60 Margaret Street, Sydney, N.S.W. 2000, 
Australia
TEL 61-2-8273-3888

みずほオーストラリアリミテッド	
Mizuho Australia Ltd.
Level 33, 60 Margaret Street, Sydney, N.S.W. 2000, 
Australia
TEL 61-2-8273-3888

北米・中南米
（国または地域）

アメリカ合衆国

ニューヨーク支店
New York Branch
1251 Avenue of the Americas,
New York, NY 10020, USA
TEL 1-212-282-3000

ニューヨーク支店	シカゴ出張所
Chicago Branch
311 South Wacker Drive, Suite 2020, Chicago,  
IL 60606, USA
TEL 1-312-855-1111

みずほ銀行（中国）有限公司	蘇州支店
Mizuho Bank (China), Ltd.   
Suzhou Branch
17th Floor, Genway Building, 
188 Wangdun Road, Suzhou Industrial Park, 
Suzhou, Jiangsu Province 215123, 
The People's Republic of China 
TEL 86-512-6733-6888 

みずほ銀行（中国）有限公司	昆山出張所
Mizuho Bank (China), Ltd.   
Kunshan Sub-Branch
Room D,E, 18th Floor, Dongan Building, No.258
Chunxu Road, Development Zone Kunshan City, 
Kunshan, Jiangsu Province 215300, 
The People's Republic of China 
TEL 86-512-6733-6888

みずほ銀行（中国）有限公司	常熟出張所
Mizuho Bank (China), Ltd.   
Changshu Sub-Branch
Room701-704, Kechuang Building, No.333 
Dongnan Road, Changshu New&Hi-tech Industrial 
Development Zone, Jiangsu Province, 215500,  
The People's Republic of China
TEL 86-512-6733-6888

みずほ銀行（中国）有限公司	合肥支店
Mizuho Bank (China), Ltd.   
Hefei Branch
Room No.1902-1907, No.7 Office Building  
Wanda Plaza, 130 Maanshan Street,  
Baohe District, Hefei, Anhui Province,  
The People's Republic of China
TEL 86-551-6380-0690

南京駐在員事務所
Nanjing Representative Office
Room 2220, Suning Universal Hotel,  
188 Guangzhou Road, Nanjing,   
Jiangsu Province 210024,   
The People's Republic of China
TEL 86-25-8332-9379

厦門駐在員事務所
Xiamen Representative Office
Room 2102, The Bank Center, No.189 Xiahe Road, 
Siming District, Xiamen, Fujian Province 361003,
The People's Republic of China
TEL 86-592-239-5571

フィリピン

マニラ支店
Manila Branch
25th Floor, Zuellig Building, Makati Avenue corner 
Paseo de Roxas, Makati City 1225, Metro Manila, 
Philippines 
TEL 63-2-860-3500

ベトナム

ハノイ支店
Hanoi Branch
4th Floor, 63 LTT Building, 
63 Ly Thai To Street, Hanoi, 
Socialist Republic of Vietnam
TEL 84-4-3936-3123/3124

ホーチミン支店
Ho Chi Minh City Branch
18th Floor, Sun Wah Tower,    
115 Nguyen Hue Boulevard, District 1,  
Ho Chi Minh City, Socialist Republic of Vietnam
TEL 84-8-3827-8260/8292

香港

香港支店
Hong Kong Branch
17th Floor, Two Pacific Place, 88 Queensway, Hong 
Kong, S.A.R., The People's Republic of China
TEL 852-2103-3000

ニューヨーク支店アトランタ出張所
Atlanta Representative Office
3353 Peachtree Road NE, Atlanta Financial Center, 
Suite 500, Atlanta, GA 30326, USA
TEL 1-404-364-1550

ニューヨーク支店ヒューストン出張所
Houston Representative Office
2700 Post Oak Blvd., Suite 1270, Houston,  
TX 77056, USA
TEL 1-713-499-4800

ニューヨーク支店	パークアベニュー出張所
Park Avenue Branch
320 Park Avenue, New York, NY 10022, USA
TEL 1-212-282-3000

ロスアンゼルス支店
Los Angeles Branch
350 South Grand Avenue, Suite 1500, 
Los Angeles, CA 90071, USA
TEL 1-213-243-4500

ロスアンゼルス支店	サンフランシスコ出張所
San Francisco Representative Office
201 Mission St, #1234, San Francisco, CA 94105, USA
TEL 1-415-432-4492

米国みずほ銀行
Mizuho Bank (USA)
1251 Avenue of the Americas,   
New York, NY 10020, USA  
TEL 1-212-282-3030

米国みずほ銀行	アトランタ出張所
Mizuho Bank (USA)   
Atlanta Representative Office
3353 Peachtree Road NE, Atlanta Financial Center, 
Suite 500, Atlanta, GA 30326, USA
TEL 1-404-364-1550 

米国みずほ銀行	シカゴ出張所
Mizuho Bank (USA)   
Chicago Representative Office
311 South Wacker Drive, Suite 2020, Chicago,   
IL 60606, USA
TEL 1-312-855-1111 

米国みずほ銀行	ヒューストン出張所
Mizuho Bank (USA)   
Houston Representative Office
2700 Post Oak Blvd., Suite 1270, Houston,  
TX 77056, USA
TEL 1-713-499-4800 

米国みずほ銀行	パークアベニュー出張所
Mizuho Bank (USA)  
Park Avenue Branch
320 Park Avenue, New York, NY 10022, USA
TEL 1-212-282-3030

米国みずほ銀行	ロスアンゼルス出張所
Mizuho Bank (USA)   
Los Angeles Representative Office
350 South Grand Avenue, Suite 1500, Los Angeles, 
CA 90071, USA
TEL 1-213-243-4500 

米国みずほ銀行	サンフランシスコ出張所
Mizuho Bank (USA)   
San Francisco Representative Office
201 Mission St, #1234, San Francisco, CA 94105, USA
TEL 1-415-432-4492 

みずほキャピタル・マーケッツ・コーポレーション
Mizuho Capital Markets Corporation
1440 Broadway, 25th Floor, New York, NY 10018, USA
TEL 1-212-547-1500

みずほオルタナティブインベストメンツLLC
Mizuho Alternative Investments, LLC
757 Third Avenue, 8th Floor, New York,  
NY 10017, USA
TEL 1-212-282-4804
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米国みずほ信託銀行
Mizuho Trust & Banking Co. (USA) 
135 W. 50th Street, 16th Floor, New York, 
NY 10020, USA
TEL 1-212-373-5900

ルクセンブルグみずほ信託銀行
Mizuho Trust & Banking  
(Luxembourg) S.A.
1B, rue Gabriel Lippmann, L-5365 Munsbach,
Grand Duchy of Luxembourg
TEL 352-42-16-17-1

みずほ信託銀行

みずほ銀行（つづき） サウジアラビア

みずほサウジアラビア
Mizuho Saudi Arabia Company
North Lobby 1st Floor, Al Faisaliah Tower,  
King Fahd Road, Olaya District, Riyadh 11544,  
Kingdom of Saudi Arabia
TEL 966-11-273-4111

トルコ

イスタンブール駐在員事務所
Istanbul Representative Office
Office 813, Tekfen Tower 8th Floor, Buyukdere 
Caddesi No.209, 4. Levent 34394, Istanbul, Turkey
TEL 90-212-371-8474

バハレーン

バハレーン駐在員事務所
Bahrain Representative Office
Suite 201-202, Entrance 4, 
2nd Floor, Manama Center, Manama, Bahrain
(P.O. BOX 5759, Manama, Bahrain)
TEL 973-17-224522

ロシア連邦

モスクワみずほ銀行
AO Mizuho Bank (Moscow)
5th floor, 20, bld.1, Ovchinnikovskaya nab.,  
115035 Moscow, Russian Federation
TEL 7-495-212-0333

南アフリカ

ロンドン支店	ヨハネスブルグ出張所
Johannesburg Representative Office
2nd Floor, West Tower, Maude Street, Nelson 
Mandela Square, Sandton 2196, South Africa,   
P.O.Box 785553, Sandton 2146
TEL 27-11-881-5410

みずほデスク設置銀行（＊）
（国または地域）

オーストリア
ఏ໊ߦۜܞ

Raiffeisen Bank International AG 
Am Stadtpark 9, A-1030 Vienna, Austria
TEL 43-1-71707-1375

アラブ首長国連邦
ఏ໊ߦۜܞ

Mashreqbank psc
Japan Desk, Mashreqbank Building 3F, 
Dubai Internet City, Mashreqbank, P.O.Box 1250, 
Dubai, United Arab Emirates
TEL 971-4-363-2324/2285

ˎΈͣ΄σεΫɿߦͷڌ͕ଘ͠ࡏͳ͍Ҭʹॴ͢ࡏΔ
༗ྗۜߦͱఏ͢ܞΔ͜ͱʹΑΓɺݱʹ͓͚Δ֤छۜߦαʔ
ϏεΛͦΕͧΕͷఏ͕͝ߦۜܞఏ͍ͯ͠ڙ· ʢ֤͢छ͓औ
Ҿʹ͍͓ͭͯ٬͞·ͱ֤ఏߦۜܞͱͷܖͱͳΓ·͢ʣɻ

カナダ

カナダ支店
Canada Branch
100 Yonge Street, Suite 1102, Toronto, Ontario, 
Canada, M5C 2W1
TEL 1-416-874-0222

カナダ支店	バンクーバー出張所
Vancouver Office
Suite 305, South Tower, 5811 Cooney Road, 
Richmond, British Columbia, Canada, V6X 3M1
TEL 1-604-231-3725

カナダ支店	カルガリー出張所
Calgary Office
Suite 1000, 888 3rd Street, South West, Calgary, 
Alberta, Canada, T2P 5C5
TEL 1-403-444-5375

ケイマン

ケイマン支店
Cayman Branch
P. O. Box 1353, Harbour Place, 5th Floor,  
103 South Church Street, George Town,  
Grand Cayman KY1-1108, Cayman Islands

バハマ

米国みずほ銀行	ナッソー支店
Mizuho Bank (USA) Nassau Branch
308 East Bay Street, P.O. Box N-7768, Nassau, Bahamas

ブラジル

ブラジルみずほ銀行
Banco Mizuho do Brasil S.A.
Avenida Engenheiro Luiz Carlos Berrini,  
716- 10andar, Brooklin Novo, São Paulo, SP, CEP. 
04571-000, Brazil
TEL 55-11-5504-9844

メキシコ

ニューヨーク支店	メキシコ出張所
Mexico Representative Office
Torres E3, Blvd. Manuel Avila Camacho No.32,  
Piso 7, Oficina 702 Col. Lomas de Chapultepec, 
Delegacion Miguel Hidalgo, 11000, Mexico,  
D.F., Mexico
TEL 52-55-5281-5037

チリ

ニューヨーク支店	サンチャゴ出張所
Santiago Representative Office
Av. Apoquindo 3472, Piso 7, Las Condes,  
Santiago, Chile
TEL 56-2-3203-5773

ヨーロッパ・中近東・アフリカ
（国または地域）

イギリス

ロンドン支店
London Branch
Bracken House, One Friday Street, 
London, EC4M 9JA, UK
TEL 44-20-7012-4000

みずほキャピタル・マーケッツ（UK）リミテッド
Mizuho Capital Markets (UK) Limited 
Bracken House, One Friday Street,
London, EC4M 9JA, UK
TEL 44-20-3192-1300

イタリア

ミラノ支店
Milan Branch
6th Floor, Largo Augusto 7, 20122 Milan,
Republic of Italy
TEL 39-02-778-0001

オーストリア

オランダみずほ銀行	ウィーン支店
Mizuho Bank Nederland N.V.  
Vienna Branch
DC Tower 26th Floor, Donau-City-Strasse 7,  
1220 Vienna, Austria
TEL 43-1-269-1000-00

みずほBAコンサルティング
Mizuho Bank-BA Investment  
Consulting GmbH
Landhausgasse 4/7, 1010 Vienna, Austria
TEL 43-1-5355868 

オランダ

オランダみずほ銀行
Mizuho Bank Nederland N.V.
Apollolaan 171, 1077 AS Amsterdam, The Netherlands
TEL 31-20-5734343

スペイン

オランダみずほ銀行	マドリッド駐在員事務所
Mizuho Bank Nederland N.V.  
Madrid Representative Office
Calle Orense 34, Planta 6, Edificio Iberia MartⅡ, 
28020 Madrid, Spain
TEL 34-91-598-2905

ドイツ

デュッセルドルフ支店
Duesseldorf Branch
Benrather Strasse 18-20, 40213 Duesseldorf, 
F.R. Germany
TEL 49-211-13020

デュッセルドルフ支店	フランクフルト出張所
Frankfurt Branch 
An der Hauptwache 7, 
60313 Frankfurt am Main, 
F.R. Germany 
TEL 49-69-29-72-95-0 

フランス

パリ支店
Paris Branch
Washington Plaza 40, rue Washington,  
75408 Paris Cedex 08, France
TEL 33-1-5383-4100

ベルギー

オランダみずほ銀行	ブリュッセル支店
Mizuho Bank Nederland N.V.  
Brussels Branch
Avenue Louise 480, 1050 Brussels, Belgium
TEL 32-2-645-5280

アラブ首長国連邦

ロンドン支店	ドバイ出張所
Dubai Branch
The Gate Village, Building Number 5, Level 2, 
Dubai International Financial Centre,  
P.O.Box No:506607, Dubai, United Arab Emirates
TEL 971-4-425-9200

イラン

テヘラン駐在員事務所
Tehran Representative Office
3rd Floor, No.1, 14th Street, 
Khaled Eslamboli Avenue, Tehran 15117, Iran
TEL 98-21-8872-6593

コーポレートデータ
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みずほセキュリティーズインディア
Mizuho Securities India Private Limited
Level 18, TOWER–A, Peninsula Business Park, 
Senapati Bapat Marg, Lower Parel, Mumbai 
400013, India
TEL 91-22-4353-7600

みずほセキュリティーズシンガポール
Mizuho Securities (Singapore) Pte. Ltd.
12 Marina View #10-01A, Asia Square Tower 2, 
Singapore 018961
TEL 65-6603-5688

上海駐在員事務所
Shanghai Representative Office  
17th Floor, Shanghai World Financial Center, 
No.100, Century Ave., Pudong New Area, Shanghai 
200120, The People's Republic of China
TEL 86-21-6877-8000

北京駐在員事務所	
Beijing Representative Office  
8th Floor, Chang-Fu-Gong Office Building, Jia 26, 
Jianguomenwai Street, Chaoyang District,  
Beijing 100022, The People's Republic of China
TEL 86-10-6523-4779 

瑞穂投資諮詢（上海）有限公司
Mizuho Investment Consulting 
(Shanghai) Co., Ltd.
33rd Floor, Shanghai World Financial Center, 
No.100, Century Ave., Pudong New Area, Shanghai 
200120, The People's Republic of China
TEL 86-21-6877-5888

瑞穂投資諮詢（上海）有限公司		 	
北京（分公司）
Mizuho Investment Consulting 
(Shanghai) Co., Ltd.   
Beijing Branch
6010, Chang-Fu-Gong Office Building, Jia 26, 
Jianguomenwai Street, Chaoyang District,  
Beijing 100022, The People's Republic of China
TEL 86-10-6526-7577

みずほセキュリティーズアジア
Mizuho Securities Asia Limited
12th Floor, Chater House, 8 Connaught Road, 
Central, Hong Kong, S.A.R.,   
The People's Republic of China
TEL 852-2685-2000

米国みずほ証券
Mizuho Securities USA Inc.
320 Park Avenue, 12th Floor, New York,  
NY 10022, USA
TEL 1-212-209-9300

米国みずほ証券	アトランタ支店	
Mizuho Securities USA Inc.  
Atlanta Office
3455 Peachtree Road, 5th Floor, Atlanta,  
GA 30326, USA
TEL 1-404-995-6830

米国みずほ証券	アトランタ支店	
（インベストメントバンキング部門）	
Mizuho Securities USA Inc.   
Atlanta Office (Investment Banking) 
3353 Peachtree Road NE, Suite 500, Atlanta,  
GA 30326, USA
TEL 1-404-364-1550

米国みずほ証券	サンフランシスコ支店
Mizuho Securities USA Inc.   
San Francisco Office
3 Embarcadero Center, Suite 1620, San Francisco, 
CA 94111, USA
TEL 1-415-268-5500

米国みずほ証券	サンフランシスコ支店	
（インベストメントバンキング部門）
Mizuho Securities USA Inc.  
San Francisco Office (Investment Banking)
201 Mission Street, 12th Floor, San Francisco,  
CA 94105 USA
TEL 1-415- 432-4492

米国みずほ証券	シカゴ支店
Mizuho Securities USA Inc. Chicago Office
311 South Wacker Drive, Suite 700, Chicago,   
IL 60606, USA
TEL 1-312-294-8800

米国みずほ証券	シカゴ支店	
（インベストメントバンキング部門）	
Mizuho Securities USA Inc.   
Chicago Office (Investment Banking) 
311 South Wacker Drive, Suite 2020, Chicago,   
IL 60606, USA
TEL 1-312-855-1111

米国みずほ証券	ニューヨーク支店	
（インベストメントバンキング部門）	
Mizuho Securities USA Inc.   
New York Office (Investment Banking) 
1251 Avenue of the Americas, 30th Floor,  
New York, NY 10020, USA 
TEL 1-212-282-3000

米国みずほ証券	ヒューストン支店	
（インベストメントバンキング部門）	
Mizuho Securities USA Inc.   
Houston Office (Investment Banking) 
2700 Post Oak Boulevard, Suite 1270, Houston,  
TX 77056, USA 
TEL 1-713-499-4800

米国みずほ証券	フィラデルフィア支店
Mizuho Securities USA Inc.  
Philadelphia Office
Two Logan Square, 100 N. 18th Street, Suite 326, 
Philadelphia, PA 19103 USA
TEL 1-267- 207-3541

米国みずほ証券	ホーボーケン支店
Mizuho Securities USA Inc.  
Hoboken Office
Waterfront Corporate Center, 111 River Street, 
Suite 1100, Hoboken, NJ 07030, USA
TEL 1-201-626-1000

米国みずほ証券	ボストン支店	
Mizuho Securities USA Inc. Boston Office
125 High Street, 21st Floor, Boston, MA 02110, USA
TEL 1-617-235-1722

米国みずほ証券	ロスアンゼルス支店	
（インベストメントバンキング部門）	
Mizuho Securities USA Inc.   
Los Angeles Office (Investment Banking) 
350 South Grand Avenue, Suite 1500, Los Angeles, 
CA 90071, USA
TEL 1-213-243-4500

米国みずほ証券	ロンドン支店
Mizuho Securities USA Inc.   
London Office
Mizuho House, 30 Old Bailey,  
London EC4M 7AU, U.K. 
TEL 44-20-7776-5800
ʣ �����݄��ʹҠస

みずほインターナショナル
Mizuho International plc
Mizuho House, 30 Old Bailey,  
London EC4M 7AU, U.K.
TEL 44-20-7236-1090

みずほインターナショナル		 	 	
フランクフルト支店
Mizuho International plc   
Frankfurt Office
An der Welle 4, 60322 Frankfurt am Main, Germany
TEL 49-69-4272-93001

スイスみずほ銀行
Mizuho Bank (Switzerland) Ltd
Loewenstrasse 32, 8021 Zurich, Switzerland
TEL 41-44-216-9111

DIAM	シンガポール
DIAM SINGAPORE PTE. LTD.
2 Shenton Way #12-01 SGX Centre I ,  
Singapore 068804
TEL 65-6532-5470

DIAMアセットマネジメント香港
DIAM Asset Management (HK) Limited
Suites 1221-22, Two Pacific Place,
88 Queensway, Hong Kong, S.A.R,
The People's Republic of China
TEL 852-2918-9030

DIAM	U.S.A. インク
DIAM U.S.A., Inc.
400 Park Avenue, 4th Floor,  
New York, NY 10022, USA
TEL 1-212-350-7650

DIAM アセットマネジメント

みずほ証券

DIAMインターナショナルリミテッド
DIAM International Ltd
Mizuho House, 30 Old Bailey,  
London, EC4M 7AU, UK
TEL 44-207-090-6591

ʢฏ���݄��ࡏݱʣ

 みずほ銀行の外国における受託者

マレーシアみずほ銀行 ブラジルみずほ銀行米国みずほ銀行

本社
ロスアンゼルス出張所　アトランタ出張所
シカゴ出張所　　　　　ヒューストン出張所 ˎॴࡏʹ͍ͭͯɺ��� ʙ ��� ϖʔδΛ͝ཡ͍ͩ͘͞ɻ
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（平成28年3月31日現在）

注）	1．「議決権の所有割合」欄の（　）内は子会社・関連会社による間接所有の割合です。
	 2．＊については、180ページをご覧ください。

�子会社・関連会社ʤࠃʥ

ձ໊ࣾ ॴࡏ
ి൪߸

ຊۚࢿ
·ͨ
ग़ۚࢿ

ͷॴ༗ׂ߹ʢ�ʣݖܾٞ ઃཱ·ͨ
ग़ࢿ݄ ओͳۀ༰みずほフィナン

シャルグループ
みずほ
銀行

みずほ
信託銀行

みずほ
証券

ʢגʣΈͣ΄ۜߦ� 東京都千代田区大手町1-5-5
TEL.	03-3214-1111

百万円
1,404,065

100.0
（ー） ー ー ー 大正12年

5月7日 銀行業務

Έͣ΄৴ୗۜߦʢגʣ 東京都中央区八重洲1-2-1
TEL.	03-3278-8111

百万円
247,369	

100.0
（ー）	 ー ー ー 大正14年

5月9日 信託業務、銀行業務

Έͣ΄ূ ʢ݊גʣ 東京都千代田区大手町1-5-1
TEL.	03-5208-3210

百万円
125,167	

95.8
（ー）	 ー ー ー 大正6年

7月16日 証券業務

ʣגʢߦཧαーϏε৴ୗۜ࢈ࢿ 東京都中央区晴海1-8-12
TEL.	03-6220-4000

百万円
50,000	

54.0	
（ー） ー ー ー 平成13年

1月22日 信託業務、銀行業務

Έͣ΄৴ސࢿʢגʣ
東京都港区三田3-5-27	
三田ツインビル西館
TEL.	03-5232-7700

百万円
2,045	

100.0	
（ー） ー ー ー 昭和39年

5月26日
投資運用業務、
投資助言・代理業務

%*".ΞηοトϚωδϝϯトʢגʣ 東京都千代田区丸の内3-3-1
TEL.	03-3216-0101

百万円
2,000	

50.0
（ー） ー ー ー 昭和60年

7月1日
投資運用業務、
投資助言・代理業務

Έͣ΄૯߹ڀݚॴʢגʣ 東京都千代田区内幸町1-2-1
TEL.	03-3591-8800

百万円
900	

98.6
（ー） ー ー ー 昭和42年

12月2日
シンクタンク、コン
サルティング業務

Έͣ΄ใ૯ݚʢגʣ 東京都千代田区神田錦町2-3
TEL.	03-5281-7500

百万円
1,627	

91.5
（ー） ー ー ー 昭和45年

5月11日
情報処理サービス
業務

ʢגʣΈͣ΄ϓϥΠϕートΣϧεϚωδ
ϝϯト

東京都千代田区内幸町1-1-5
TEL.	03-3596-8000

百万円
500	

100.0
（ー） ー ー ー 平成17年

10月3日
総合コンサルティン
グ業務

ʢגʣΞΠɾΤψใηϯター 東京都千代田区神田錦町3-7-1
TEL.	03-5281-1100

百万円
200

ー
(60.0)

10.0
（ー） ー ー 昭和59年

4月3日 情報サービス業務

&&*ΫϦーϯςοΫۀࣄࢿ༗ݶ
߹ˎ 東京都品川区東五反田5-20-7 百万円

6,070 ー ー ー ー 平成23年
9月30日 金融業務

&&*εϚートΤφδーۀࣄࢿ༗ݶ
߹ˎ 東京都品川区東五反田5-20-7 百万円

1,930 ー ー ー ー 平成27年
4月14日 金融業務

ʢגʣΠϯμεトϦΞϧɾデΟγδϣϯζˎ 東京都品川区東五反田5-11-1
TEL.	03-3440-7844

百万円
305

ー
(28.4) ー ー 28.4

（ー）
平成15年
1月22日

コンサルティング
業務

.*$ΞδΞςΫϊϩδーۀࣄࢿ༗ݶ
߹ 東京都港区赤坂1-11-28 百万円

4,569 ー ー ー ー 平成18年
3月31日 金融業務

.*$Πϊϕーγϣϯ�߸ۀࣄࢿ༗ݶ
߹ 東京都港区赤坂1-11-28 百万円

5,352 ー ー ー ー 平成23年
7月26日 金融業務

.*$Πϊϕーγϣϯ�߸ۀࣄࢿ༗ݶ
߹ 東京都港区赤坂1-11-28 ー ー ー ー ー 平成28年

1月1日 金融業務

.)ϝβχϯۀࣄࢿ༗ݶ߹ 東京都千代田区丸の内1-6-1 百万円
24,690 ー ー ー ー 平成17年

12月13日 金融業務

ʢגʣΦーϧεターϑΝϯデΟϯά 東京都中央区八重洲1-2-1 百万円
10 ー ー ー ー 平成8年

11月7日 金融業務

ʢגʣΦϦΤϯトコーポレーγϣϯ 東京都千代田区麹町5-2-1
TEL.	03-5877-1111

百万円
150,015

ー
(49.0)

48.6	
(0.0)

0.0
（ー） ー 昭和26年

3月15日 信販業務

֬ఆڌग़ۚαーϏεʢגʣ 東京都中央区明石町8-1
TEL.	03-3544-7121

百万円
2,000

ー
(60.0)

51.0	
（ー）

9.0
（ー）	 ー 平成12年

9月11日
確定拠出年金関連
業務

ݶ༗ۀࣄࢿΤωϧΪー�߸ڥ
߹ˎ 東京都品川区東五反田5-20-7 百万円

3,476 ー ー ー ー 平成19年
9月5日 金融業務
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ձ໊ࣾ ॴࡏ
ి൪߸

ຊۚࢿ
·ͨ
ग़ۚࢿ

ͷॴ༗ׂ߹ʢ�ʣݖܾٞ ઃཱ·ͨ
ग़ࢿ݄ ओͳۀ༰みずほフィナン

シャルグループ
みずほ
銀行

みずほ
信託銀行

みずほ
証券

ʢגʣڥΤωϧΪーࢿˎ 東京都品川区東五反田5-20-7
TEL.	03-5789-9321

百万円
50

ー
(25.0) ー ー 25.0

（ー）
平成18年
3月3日

ベンチャーキャピタ
ル業務

ʢגʣΩϡーϏタε 東京都豊島区東池袋3-1-1
TEL.	03-6890-9700

百万円
100	

ー
(49.0)

49.0
（ー） ー ー 平成19年

10月1日

クレジットカード業
務、事務計算代行業
務

৽ޫ৴ʢגʣ 東京都中央区日本橋1-17-10
TEL.	03-3277-1811

百万円
4,524

4.7
(94.7)	

10.0	
（ー） ー 76.9

（7.7）	
昭和36年
6月14日

投資運用業務、
投資助言・代理業務

ʢגʣγϯϓレΫεɾΠϯϕεトϝϯトɾ
ΞυόΠβーζˎ

東京都千代田区霞が関3-3-2
TEL.	03-5532-5700

百万円
100

ー
(100.0) ー 100.0

（ー） ー 平成27年
10月28日 持株会社

γϯϓレΫεෆಈ࢈ސࢿʢגʣˎ 東京都千代田区霞が関3-3-2
TEL.	03-5532-5701

百万円
100

ー
(100.0) ー ー

（100.0） ー 平成19年
9月10日

投資運用業務、
投資助言業務

ʢגʣγϯϓレΫεɾϦートɾύートφーζˎ 東京都千代田区霞が関3-3-2
TEL.	03-5532-5702

百万円
50

ー
(100.0) ー ー

（100.0） ー 平成17年
7月1日

投資法人資産運用
業務

ʢגʣઍ༿ߦۜۀڵ 千葉県千葉市美浜区幸町2-1-2
TEL.	043-243-2111

百万円
62,120

ー
(16.9)

15.4
（ー）	

1.4
（ー）

0.0
（ー）

昭和27年
1月18日 銀行業務

ങऔ߹ಉձࣾݖ࠴ࢠి 東京都千代田区丸の内1-6-2 百万円
0 ー ー ー ー 平成22年

6月30日 金融業務

ʢגʣࢢະདྷ૯߹ڀݚॴ 東京都中央区日本橋2-3-4
TEL.	03-3273-1431

百万円
100

ー
(100.0) ー 8.9

（91.0）	 ー 昭和62年
12月21日 調査･研究業務

ຊΠϯϕεターɾιϦϡーγϣϯɾΞϯ
υɾςΫϊϩδーʢגʣ

神奈川県横浜市西区
みなとみらい2-2-1
TEL.	045-210-9500

百万円
25,835

ー
(39.4)

39.3	
（ー） ー 0.1

（ー）
平成11年
8月11日

確定拠出年金関連
業務

ຊגओデータαーϏεʢגʣ 東京都杉並区和泉2-8-4
TEL.	03-3323-8528

百万円
2,000

ー
(50.0) ー 50.0

（ー） ー 平成20年
4月1日 事務代行業務

ຊূ݊ςΫϊϩδーʢגʣ 東京都中央区新川1-28-23
TEL.	03-3553-6331

百万円
228

ー
(62.9)

3.2
（ー）	 ー 38.3

（8.4）	
昭和49年
3月29日

ソフトウェア開発業
務

ʢגʣຊڀݚڥࢿॴ 東京都中央区日本橋1-17-10
TEL.	03-5200-8800

百万円
100

ー
(100.0) ー ー 83.3

（16.6）	
平成13年
9月21日

コンサルティング業
務、情報提供サービ
ス業務

ຊϖϯγϣϯɾΦϖレーγϣϯɾαーϏ
εʢגʣ

東京都中央区日本橋箱崎町24-1
TEL.	03-3639-2644

百万円
1,500

ー
(50.0) ー 50.0

（ー） ー 平成16年
12月21日

年金制度管理及び
事務執行業務

ωΦεςϥɾΩϟϐタϧʢגʣ 東京都中央区日本橋1-17-10
TEL.	03-6202-9521

百万円
100

ー
(60.0) ー ー 50.0

（ー）	
平成元年
12月1日

ベンチャーキャピタ
ル業務

ωΦεςϥ�߸ۀࣄࢿ༗ݶ߹ 東京都中央区日本橋1-17-10 百万円
5,300 ー ー ー ー 平成20年

7月23日 金融業務

ϕーγοΫɾΩϟϐタϧɾϚωδϝϯトʢגʣ東京都中央区八重洲2-4-1TEL.	03-5200-8831
百万円
100

ー
(100.0) ー ー 100.0

（ー）	
平成14年
11月26日 投資助言業務

Έͣ΄&#αーϏεʢגʣ 東京都文京区白山5-16-6
TEL.	03-3943-7821

百万円
50

ー
(100.0)

100.0
（ー） ー ー 平成3年

6月24日 ソフトウェア業務

Έͣ΄'JO5FDIۀࣄࢿ༗ݶ߹ 東京都千代田区内幸町1-2-1 百万円
220 ー ー ー ー 平成28年

3月16日 金融業務

Έͣ΄ΠϯターφγϣφϧϏδωεαー
Ϗεʢגʣ

東京都中央区月島4-16-13
TEL.	03-3596-2472

百万円
22

ー
(100.0)

100.0
（ー） ー ー 平成5年

4月1日 事務受託業務

Έͣ΄ΤΫΠςΟεトϥςδーۀࣄࢿ
༗ݶ߹ 東京都千代田区内幸町1-2-1 百万円

368 ー ー ー ー 平成23年
9月9日 金融業務

Έͣ΄ΦϑΟεϚωδϝϯトʢגʣ 東京都千代田区内幸町1-1-5
TEL.	03-3596-5501

百万円
30

ー
(100.0)

100.0
（ー）	 ー ー 平成16年

2月26日 事務受託業務
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注）	1．「議決権の所有割合」欄の（　）内は子会社・関連会社による間接所有の割合です。
	 2．＊については、180ページをご覧ください。

ձ໊ࣾ ॴࡏ
ి൪߸

ຊۚࢿ
·ͨ
ग़ۚࢿ

ͷॴ༗ׂ߹ʢ�ʣݖܾٞ ઃཱ·ͨ
ग़ࢿ݄ ओͳۀ༰みずほフィナン

シャルグループ
みずほ
銀行

みずほ
信託銀行

みずほ
証券

Έͣ΄ΦϖレーγϣϯαーϏεʢגʣ 東京都港区西麻布2-26-23
TEL.	03-5468-1592

百万円
20

ー
(100.0)

100.0	
（ー） ー ー 昭和60年

6月24日
システム運営・管理
業務

Έͣ΄Ωϟϐタϧʢגʣ 東京都千代田区内幸町1-2-1
TEL.	03-3596-1300

百万円
902

ー
(49.9)

49.9
（ー）	 ー ー 昭和58年

7月27日
ベンチャーキャピタ
ル業務

Έͣ΄Ωϟϐタϧୈ�߸ۀࣄࢿ༗ݶ
߹ 東京都千代田区内幸町1-2-1 百万円

16,500 ー ー ー ー 平成20年
3月11日 金融業務

Έͣ΄Ωϟϐタϧύートφーζʢגʣ 東京都千代田区丸の内1-6-1
TEL.	03-3284-1632

百万円
10

ー
(100.0)

50.0
（50.0）	 ー ー 平成12年

2月22日
企業財務アドバイザ
リー業務

Έͣ΄άϩーόϧΦϧタφςΟϒΠϯϕ
εトϝϯπʢגʣ

東京都中央区八重洲2-4-1
ユニゾ八重洲ビル7階
TEL.	03-5200-6340

百万円
2,000

ー
(100.0)

100.0
（ー）	 ー ー 平成22年

1月20日

投資一任業務、
投資助言・代理業務、
証券業務

Έͣ΄コーポレートΞυόΠβϦーʢגʣ 東京都千代田区丸の内1-6-1TEL.	03-3284-1611
百万円
300

ー
(100.0)

100.0
（ー）	 ー ー 平成11年

12月3日

企業財務アドバイザ
リー業務、M&Aア
ドバイザリー業務

Έͣ΄ݖ࠴ճऩʢגʣ 東京都中央区日本橋茅場町1-6-10
TEL.	03-5640-4071

百万円
500

ー
(100.0)

100.0
（ー）	 ー ー 平成12年

7月3日 債権管理回収業務

Έͣ΄ূ݊ϏδωεαーϏεʢגʣˎ 東京都江戸川区西葛西8-4-6
TEL.	03-5696-9100

百万円
100

ー
(100.0) ー ー 73.7

（26.2）
昭和62年
12月1日 事務代行業務

Έͣ΄ূ݊ϓϦϯγύϧΠϯϕεトϝ
ϯトʢגʣ

東京都中央区八重洲2-4-1
TEL.	03-6880-9133

百万円
5,000

ー
(100.0) ー ー 100.0

（ー）
平成17年
7月1日 投資業務

Έͣ΄ূ݊ϓϩύςΟϚωδϝϯトʢגʣ東京都中央区日本橋1-20-6TEL.	03-5255-0721
百万円
4,110

ー
(100.0) ー ー 83.5

（16.4）
昭和56年
9月14日

不動産の賃貸・管理
業務

ʢגʣΈͣ΄ূ݊Ϧαーν�コϯαϧςΟϯά 東京都中央区日本橋1-17-10
TEL.	03-5200-0830

百万円
259

ー
(100.0)

1.0
（ー）	 ー 52.5

（46.4）
昭和55年
4月23日

シンクタンク、
コンサルティング業務

Έͣ΄৴༻อ ʢূגʣ 東京都千代田区神田錦町3-13
TEL.	03-5217-1811

百万円
13,281

ー
(100.0)

100.0
（ー） ー ー 昭和49年

11月29日 信用保証業務

Έͣ΄ࢧԉۀࣄࢿ༗ݶ߹ 東京都千代田区内幸町1-2-1 百万円
8,000 ー ー ー ー 平成25年

1月31日 金融業務

Έͣ΄ୈҰϑΟφϯγϟϧςΫϊϩδーʢגʣ 東京都千代田区麹町2-4-1TEL.	03-4232-2600
百万円
200

ー
(60.0)

60.0
（ー） ー ー 平成10年

4月1日
金融技術の調査・研
究・開発業務

ʢגʣΈͣ΄データϓϩηγϯά 東京都渋谷区渋谷2-6-14
TEL.	03-3797-3258

百万円
50

ー
(100.0) ー ー ー 平成元年

8月9日
情報処理サービス業
務

Έͣ΄デϦόϦーαーϏεʢגʣ 東京都渋谷区渋谷2-13-3
TEL.	03-3797-2071

百万円
40

ー
(100.0)

100.0	
（ー） ー ー 平成20年

1月4日 事務受託業務

Έͣ΄ిهݖ࠴ࢠʢגʣ 東京都港区西新橋1-11-4
TEL.	03-3508-3190

百万円
750

ー
(100.0)

100.0
（ー）	 ー ー 平成22年

1月5日 電子債権記録業務

Έͣ΄౦ۀ࢈ҭۀࣄࢿ༗ݶ
߹ 東京都千代田区内幸町1-2-1 百万円

2,559 ー ー ー ー 平成23年
8月19日 金融業務

Έͣ΄トϥεトΦϖレーγϣϯζʢגʣ 東京都江東区佐賀1-17-7
TEL.	03-3643-3945

百万円
30

ー
(100.0) ー 100.0

（ー） ー 平成7年
8月1日 事務代行業務

ʢגʣΈͣ΄トϥεトγεςϜζ 東京都調布市国領町8-2-15
TEL.	03-3430-8181

百万円
100

ー
(52.9) ー 34.5

（18.3）	 ー 昭和47年
12月4日

計算受託・ソフトウェ
ア開発業務

Έͣ΄トϥεトϏδωεΦϖレーγϣϯ
ζʢגʣ

東京都江東区佐賀1-17-7
TEL.	03-6740-2741

百万円
30

ー
(100.0) ー 100.0

（ー） ー 平成23年
4月1日 事務代行業務

Έͣ΄トϥεトอ ʢূגʣ 東京都千代田区神田錦町3-13
TEL.	03-5217-7501

百万円
100

ー
(100.0) ー 100.0

（ー）	 ー 昭和53年
2月25日 信用保証業務
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Έͣ΄υϦーϜύートφーʢגʣ 東京都文京区白山5-16-6
TEL.	03-3564-5180

百万円
10

ー
(100.0)

100.0
（ー） ー ー 平成11年

8月17日 宝くじ証票整理業務

ʢגʣΈͣ΄ۚڀݚॴ 東京都江東区佐賀1-17-7
TEL.	03-3643-3811

百万円
200

ー
(100.0) ー 100.0

（ー） ー 昭和51年
4月26日

年金及び資産運用の
研究業務

Έͣ΄Ϗδωεۚ༥ηϯターʢגʣ 東京都千代田区神田錦町2-11
TEL.	03-6746-0800

百万円
10

ー
(100.0)

100.0
（ー） ー ー 平成15年

10月28日 銀行代理業務

Έͣ΄ϏδωεαーϏεʢגʣ 東京都渋谷区渋谷2-13-3
TEL.	03-3797-2575

百万円
90

ー
(100.0)

100.0
（ー） ー ー 平成13年

6月29日 事務受託業務

Έͣ΄Ϗδωεɾνϟレϯδυʢגʣ 東京都町田市森野1-13-15
TEL.	042-724-1710

百万円
10

ー
(100.0)

100.0
（ー） ー ー 平成10年

12月10日 銀行事務代行業務

Έͣ΄Ϗδωεύートφーʢגʣ 東京都新宿区下宮比町2-1
TEL.	03-3268-8251

百万円
90

ー
(100.0)

100.0
（ー）	 ー ー 昭和58年

5月20日
事務受託業務、人材
派遣業務

Έͣ΄ώϡーϚϯαーϏεʢגʣ 東京都千代田区内幸町1-1-5
TEL.	03-3596-4300

百万円
10

ー
(100.0)

100.0
（ー） ー ー 昭和63年

3月11日 事務受託業務

Έͣ΄ϑΝΫターʢגʣ 東京都千代田区丸の内1-6-2
TEL.	03-3286-2200

百万円
1,000

ー
(100.0)

100.0
（ー） ー ー 昭和52年

4月1日 ファクタリング業務

Έͣ΄ෆಈ࢈ௐࠪαーϏεʢגʣ 東京都中央区日本橋堀留町2-3-3
TEL.	03-5644-0212

百万円
60

ー
(100.0)

100.0
（ー） ー ー 平成3年

10月7日
担保不動産調査・評
価業務

Έͣ΄ෆಈൢ࢈ചʢגʣ 東京都中央区日本橋1-3-13
TEL.	03-5200-0531

百万円
1,500

ー
(76.8) ー 1.7

（75.1） ー 昭和61年
7月15日 不動産仲介業務

Έͣ΄ϚーέςΟϯάΤΩεύーπʢגʣ東京都港区西新橋1-11-4TEL.	03-3596-2384
百万円
20

ー
(100.0)

100.0
（ー） ー ー 昭和54年

10月1日

コールセンターに関
する業務、教育研修
業務

Έͣ΄ϩーϯΤΩεύーπʢגʣ 東京都千代田区神田錦町2-11
TEL.	03-6746-0661

百万円
10

ー
(100.0)

100.0
（ー） ー ー 昭和63年

3月18日

ローン事務受託業
務、銀行代理業務、
損害保険代理店業務

Ҫূࡾ ʢ݊גʣ 福井県福井市順化1-21-1
TEL.	0776-22-2680

百万円
558

ー
(70.3)

2.1
（ー） ー 62.4

（5.7）	
昭和20年
3月2日 証券業務

ϞόΠϧɾΠϯターωοトΩϟϐタϧʢגʣ 東京都港区赤坂1-11-28TEL.	03-3568-2170
百万円
100

ー
(30.0) ー ー 30.0	

（ー）
平成11年
11月11日

ベンチャーキャピタ
ル業務

ϢーγーΧーυʢגʣ 東京都千代田区内幸町1-1-5
TEL.	03-5531-6000

百万円
500

ー
(50.9)

50.9
（ー） ー ー 平成17年

10月1日 クレジットカード業務

（平成28年3月31日現在）
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シャルグループ
みずほ
銀行

みずほ
信託銀行

みずほ
証券

"EWBOUBHF�"TTFU�
4FDVSJUJ[BUJPO�$PSQ�
Ξυόϯςーδ�Ξηοト�ηΩϡϦタΠ
θーγϣϯ

1251	Avenue	of	the	Americas,	
New	York,	NY	10020,	U.S.A.

千米ドル
1	 ー ー ー ー 平成5年

6月28日 金融業務

"-8":4�$"1*5"-�
$03103"5*0/
ΦーϧΣΠζɾΩϟϐタϧɾコーポ
レーγϣϯ

P.O.	Box	1093GT,	Queensgate	
House,	South	Church	Street,	
George	Town,	Grand	Cayman,	
Cayman	Islands

千米ドル
0	 ー ー ー ー 平成15年

10月10日 金融業務

"0�.J[VIP�#BOL�	.PTDPX

ϞεΫϫΈͣ΄ۜߦ

5th	floor,	20,	bld.	1,	
Ovchinnikovskaya	nab.,	115035	
Moscow,	Russian	Federation
TEL.	7-495-212-0333

千ルーブル
8,783,336	

ー
（100.0）

99.9
（0.0）	 ー ー 平成11年

1月15日 銀行業務

173

グ
ル
ー
プ
の
子
会
社
・
関
連
会
社
　
●
　
国
内
ỏ
ւ
֎



注）	1．「議決権の所有割合」欄の（　）内は子会社・関連会社による間接所有の割合です。
	 2．＊については、180ページをご覧ください。
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シャルグループ
みずほ
銀行

みずほ
信託銀行

みずほ
証券

"35&.*4�'6/%*/(�
$03103"5*0/
ΞϧςϛεɾϑΝϯデΟϯάɾコーポ
レーγϣϯ

P.O.	Box	1093GT,	Queensgate	
House,	South	Church	Street,	
George	Town,	Grand	Cayman,	
Cayman	Islands

千米ドル
0	 ー ー ー ー 平成15年

3月14日 金融業務

"TJBO�"NFSJDBO�.FSDIBOU�
#BOL�-JNJUFE
ΞδΞϯɾΞϝϦΧϯɾϚーνϟϯト
όϯΫɾϦϛςου

9	Raffles	Place,	#18-00,	
Republic	Plaza	Tower	1,	
Singapore	048619,	Republic	of	
Singapore

千シンガポール
ドル

3,200	

ー
（26.0）

26.0
（ー） ー ー 昭和47年

11月9日 ー

#BODP�.J[VIP�EP�#SBTJM�4�"�
ϒϥδϧΈͣ΄ۜߦ

Avenida	Engenheiro	Luiz	Carlos	
Berrini,	716-10andar,	Brooklin	
Novo,	Sao	Paulo,	SP,	CEP.	
04571-000,	Brazil
TEL.	55-11-5504-9844

千ブラジル
レアル

524,580	

ー
（100.0）

99.9	
（0.0） ー ー 明治44年

1月11日 銀行業務

#-6&�)&"7&/�'6/%*/(�
$03103"5*0/ˎ
ϒϧーϔϒϯɾϑΝϯデΟϯάɾコー
ポレーγϣϯ

P.O.	Box	1093GT,	Queensgate	
House,	113	South	Church	
Street,	George	Town,	Grand	
Cayman,	Cayman	Islands

千米ドル
1	 ー ー ー ー 平成13年

10月26日 金融業務

$(#�5SVTU�����
$(#�トϥεト�����

c/o	Wells	Fargo	Bank	Northwest,	
N.A.	299	South	Main	Street,	Salt	
Lake	City,	Utah	84111,	U.S.A.

ー ー ー ー ー 平成21年
12月9日 リース業務

%*".�"TTFU�.BOBHFNFOU�
	),
�-JNJUFE
%*".�ΞηοトϚωδϝϯトʢ߳ߓʣ
Ϧϛςου

Suites	1221-22,	Two	Pacific	
Place,	88	Queensway,	Hong	
Kong,	S.A.R.,The	People's	
Republic	of	China
TEL.	852-2918-9030

百万円
500	

ー
（100.0） ー ー ー 平成21年

3月19日

投資信託販売、
投資運用に係る顧客
対応業務

%*".�*OUFSOBUJPOBM�-UE
%*".�ΠϯターφγϣφϧϦϛςου

Bracken	House,	One	Friday	
Street,	London,	EC4M	9JA,	U.K.
TEL.	44-207-329-3777

千英ポンド
9,000	

ー
（100.0） ー ー ー 平成9年

11月24日 投資助言・代理業務

%*".�4*/("103&�15&��-5%�
%*".�γϯΨポーϧϓϥΠϕート
Ϧϛςου

2	Shenton	Way	#12-01	SGX	
Centre	Ⅰ,	Singapore	068804,	
Republic	of	Singapore
TEL.	65-6532-5470

百万円
1,100	

ー
（100.0） ー ー ー 平成20年

4月1日 投資助言・代理業務

%*".�6�4�"��*OD�
%*".�ϢーΤεΤーΠϯΫ

400	Park	Ave,	4th	Floor	New	
York,	NY10022,	U.S.A.
TEL.	1-212-350-7650

千米ドル
4,000	

ー
（100.0） ー ー ー 平成6年

7月1日 投資助言・代理業務

&5&3/"-�'6/%*/(�
$03103"5*0/ˎ
ΤターφϧɾϑΝϯデΟϯάɾコーポ
レーγϣϯ

P.O.	Box	1093GT,	Queensgate	
House,	South	Church	Street,	
George	Town,	Grand	Cayman,	
Cayman	Islands

千米ドル
1	 ー ー ー ー 平成9年

2月14日 金融業務

&VSFLBIFEHF�*OD�
ϢーϦΧϔοδɾΠϯΫ

1370	Broadway,	5th	Floor,	New	
York,	NY	10018,	U.S.A.
TEL.	1-646-380-1932

千米ドル
5	

ー
（100.0）

ー
（100.0） ー ー 平成16年

1月27日
金融情報の調査・研
究・開発業務

&VSFLBIFEHF�1UFɼ-5%
ϢーϦΧϔοδɾϐーςΟーΠーɾΤ
ϧςΟーデΟー

One	Fusionopolis	Link	
Nexus@One-North	#02-04	
Singapore	138542,	Republic	of	
Singapore
TEL.	65-6212-0925

千シンガポール
ドル
457	

ー
（95.0）

95.0
（ー）	 ー ー 平成13年

7月10日
金融情報の調査・研
究・開発業務

'"/5"45*$�'6/%*/(�
$03103"5*0/
ϑΝϯタεςΟοΫɾϑΝϯデΟϯάɾ
コーポレーγϣϯ

P.O.	Box	309,	Ugland	House,	
George	Town,	Grand	Cayman,	
Cayman	Islands

千米ドル
1	 ー ー ー ー 平成13年

10月26日 金融業務

(VMG�+BQBO�'PPE�'VOE�(1
ΨϧϑɾδϟύϯɾϑーυɾϑΝϯυ(1

c/o	Maples	Corporate	Services	
Limited,	P.O.	Box	309,	Ugland	
House,	Grand	Cayman	KY1-
1104,	Cayman	Islands
TEL.	1-345-949-8066

千米ドル
50	

ー
（39.9）

39.9
（ー） ー ー 平成27年

7月29日 金融業務

(VMG�+BQBO�'PPE�'VOE�-1
ΨϧϑɾδϟύϯɾϑーυɾϑΝϯυ-1

c/o	Maples	Corporate	Services	
Limited,	P.O.	Box	309,	Ugland	
House,	Grand	Cayman	KY1-
1104,	Cayman	Islands

ー ー ー ー ー 平成28年
2月15日 金融業務

)03*;0/�$"1*5"-�
$03103"5*0/
ϗϥΠζϯɾΩϟϐタϧɾコーポレー
γϣϯ

P.O.	Box	1093GT,	Queensgate	
House,	South	Church	Street,	
George	Town,	Grand	Cayman,	
Cayman	Islands

千米ドル
0	 ー ー ー ー 平成16年

3月24日 金融業務
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シャルグループ
みずほ
銀行

みずほ
信託銀行

みずほ
証券

+BQBO�'VOE�.BOBHFNFOU�
	-VYFNCPVSH
�4�"�
δϟύϯ�ϑΝϯυ�Ϛωーδϝϯト
ʢϧΫηϯϒϧάʣ

1B,	rue	Gabriel	Lippmann,	
L-5365	Munsbach,	Grand	Duchy	
of	Luxembourg
TEL.	352-27-69-20-1

千ユーロ
2,500

ー
（100.0） ー ー

（100.0） ー 平成6年
1月28日 投資信託管理業務

+"1"/�4&$63*5*;"5*0/�
$03103"5*0/ˎ
δϟύϯɾηΩϡϦタΠθーγϣϯɾ
コーポレーγϣϯ

P.O.	Box	309,	Ugland	House,	
George	Town,	Grand	Cayman,	
Cayman	Islands

千米ドル
1	 ー ー ー ー 平成9年

12月17日 金融業務

+PJOU�4UPDL�$PNNFSDJBM�#BOL�
GPS�'PSFJHO�5SBEF�PG�7JFUOBN
δϣΠϯトɾεトοΫɾコϚーγϟϧɾ
όϯΫɾϑΥーɾϑΥーϦϯɾトレー
υɾΦϒɾϕトφϜ

Vietcombank	Tower,	198	Tran	
Quang	Khai,	Hanoi,	Vietnam
TEL.	84-4-3934-3137

千ベトナムドン
26,650,203,340	

ー
（15.0）

15.0
（ー） ー ー 平成20年

6月2日 銀行業務

.BUUIFXT�*OUFSOBUJPOBM�
$BQJUBM�.BOBHFNFOU�--$
Ϛγϡーζ�Πϯターφγϣφϧ�
Ωϟϐタϧ�Ϛωδϝϯト�ΤϧΤ
ϧγー

Four	Embarcadero	Center,	Suite	
550	San	Francisco,	CA	94111,	
U.S.A
TEL.	1-415-788-7553

ー ー
（16.3）

16.3
（ー）	 ー ー 平成8年

9月6日
投資運用業務、投資
助言業務

.)"*�.BTUFS�	4JOHBQPSF
�
1UF��-UE�
ΤϜΤΠνΤーΞΠϚεターʢγϯ
Ψポーϧʣ

3	Anson	Road,	#08-02	
Springleaf	Tower,	Singapore	
079909,	Republic	of	Singapore
TEL.	65-6500-0000

千米ドル
730

ー
（100.0）

ー
（100.0） ー ー 平成26年

3月19日 金融業務

.)"*�.FSDVSZ�	4JOHBQPSF
�
1UF��-UE�
ΤϜΤΠνΤーΞΠϚーΩϡϦー
ʢγϯΨポーϧʣ

3	Anson	Road,	#08-02	
Springleaf	Tower,	Singapore	
079909,	Republic	of	Singapore
TEL.	65-6500-0000

千米ドル
520

ー
（100.0）

ー
（100.0） ー ー 平成26年

3月19日 金融業務

.)"*�.FSDVSZ���	4JOHBQPSF
�
1UF��-UE�
ΤϜΤΠνΤーΞΠϚーΩϡϦー
πーʢγϯΨポーϧʣ

3	Anson	Road,	#08-02	
Springleaf	Tower,	Singapore	
079909,	Republic	of	Singapore
TEL.	65-6500-0000

千シンガポール
ドル
0

ー
（100.0）

ー
（100.0） ー ー 平成27年

7月1日 金融業務

.)#,�$BQJUBM�*OWFTUNFOU�
	+1:
���-JNJUFE
ΤϜΤΠνϏーέーΩϟϐタϧΠϯ
ϕεトϝϯトʢδΣーϐーϫΠʣϫϯ
Ϧϛςου

P.O.	Box	309,	Ugland	House,	
Grand	Cayman	KY1-1104,	
Cayman	Islands

百万円
2,105	

ー
（100.0）

100.0
（ー）	 ー ー 平成18年

11月30日 金融業務

.)#,�$BQJUBM�*OWFTUNFOU�
	+1:
���-JNJUFE
ΤϜΤΠνϏーέーΩϟϐタϧΠϯ
ϕεトϝϯトʢδΣーϐーϫΠʣπー
Ϧϛςου

P.O.	Box	309,	Ugland	House,	
Grand	Cayman	KY1-1104,	
Cayman	Islands

百万円
1,405	

ー
（100.0）

100.0	
（ー） ー ー 平成19年

11月14日 金融業務

.)#,�$BQJUBM�*OWFTUNFOU�
	+1:
���-JNJUFE
ΤϜΤΠνϏーέーΩϟϐタϧΠϯ
ϕεトϝϯトʢδΣーϐーϫΠʣεϦー
Ϧϛςου

P.O.	Box	309,	Ugland	House,	
Grand	Cayman	KY1-1104,	
Cayman	Islands

百万円
1,505	

ー
（100.0）

100.0	
（ー） ー ー 平成20年

5月15日 金融業務

.)#,�$BQJUBM�*OWFTUNFOU�
	64%
���-JNJUFE
ΤϜΤΠνϏーέーΩϟϐタϧΠϯ
ϕεトϝϯトʢϢーΤεデΟーʣϫϯ
Ϧϛςου

P.O.	Box	309,	Ugland	House,	
Grand	Cayman	KY1-1104,	
Cayman	Islands

千米ドル
5,050	

ー
（100.0）

100.0	
（ー） ー ー 平成18年

2月23日 金融業務

.)#,�	64"
�-FBTJOH���'JOBODF�
--$
ΤϜΤΠνϏーέー 	64"
Ϧーγϯ
άɾΞϯυɾϑΝΠφϯεɾΤϧΤϧγー

1251	Avenue	of	the	Americas,	
New	York,	NY	10020,	U.S.A.

千米ドル
10	

ー
（100.0）

ー
（100.0） ー ー 平成27年

11月6日 リース業務

.)$#�"NFSJDB�)PMEJOHT�*OD�
ΤϜΤΠνγーϏーΞϝϦΧɾϗーϧ
デΟϯάζ

1251	Avenue	of	the	Americas,	
New	York,	NY	10020,	U.S.A.
TEL.	1-212-282-3447

千米ドル
1

ー
（100.0）

100.0
（ー） ー ー 平成10年

1月2日 持株会社

.)$#�"NFSJDB�-FBTJOH�
$PSQPSBUJPO
ΤϜΤΠνγーϏーΞϝϦΧɾϦー
γϯάɾコーポレーγϣϯ

1251	Avenue	of	the	Americas,	
New	York,	NY	10020,	U.S.A.

千米ドル
1	

ー
（100.0）

ー
（100.0） ー ー 昭和61年

7月25日 リース業務

.)$#�$BQJUBM�*OWFTUNFOU�
	+1:
���-JNJUFE
ΤϜΤΠνγーϏーΩϟϐタϧΠϯ
ϕεトϝϯトʢδΣーϐーϫΠʣϫϯ
Ϧϛςου

P.O.	Box	309,	Ugland	House,	
Grand	Cayman	KY1-1104,	
Cayman	Islands

百万円
4,405	

ー
（100.0）

100.0	
（ー） ー ー 平成18年

11月30日 金融業務
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注）	1．「議決権の所有割合」欄の（　）内は子会社・関連会社による間接所有の割合です。
	 2．＊については、180ページをご覧ください。
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ग़ࢿ݄ ओͳۀ༰みずほフィナン

シャルグループ
みずほ
銀行

みずほ
信託銀行

みずほ
証券

.)$#�$BQJUBM�*OWFTUNFOU�
	+1:
���-JNJUFE
ΤϜΤΠνγーϏーΩϟϐタϧΠϯ
ϕεトϝϯトʢδΣーϐーϫΠʣπー
Ϧϛςου

P.O.	Box	309,	Ugland	House,	
Grand	Cayman	KY1-1104,	
Cayman	Islands

	百万円
2,905	

ー
（100.0）

100.0
（ー） ー ー 平成19年

11月14日 金融業務

.)$#�$BQJUBM�*OWFTUNFOU�
	+1:
���-JNJUFE
ΤϜΤΠνγーϏーΩϟϐタϧΠϯ
ϕεトϝϯトʢδΣーϐーϫΠʣεϦー
Ϧϛςου

P.O.	Box	309,	Ugland	House,	
Grand	Cayman	KY1-1104,	
Cayman	Islands

百万円
2,905	

ー
（100.0）

100.0
（ー） ー ー 平成20年

5月15日 金融業務

.)$#�$BQJUBM�*OWFTUNFOU�
	64%
���-JNJUFE
ΤϜΤΠνγーϏーΩϟϐタϧΠϯ
ϕεトϝϯトʢϢーΤεデΟーʣϫϯ
Ϧϛςου

P.O.	Box	309,	Ugland	House,	
Grand	Cayman	KY1-1104,	
Cayman	Islands

千米ドル
3,050	

ー
（100.0）

100.0
（ー） ー ー 平成18年

2月23日 金融業務

.)$#�$POTVMUJOH�	5IBJMBOE
�
$P��-UE�
ΤϜΤΠνγーϏーコϯαϧςΟ
ϯάʢタΠϥϯυʣΧϯύχーɾϦϛ
ςου

Unit	3101～3103,	Sathorn	
Square	Office	Tower,	31st	Floor,	
98	North	Sathorn	Road,	Silom,	
Bangrak,	Bangkok	10500,	
Thailand
TEL.	66-2-005-2100

千タイバーツ
2,000	

ー
（10.0）

10.0
（ー） ー ー 平成6年

3月1日

有価証券投資業務、
コンサルティング業
務、アドバイザリー
業務

.J[VIP�"MUFSOBUJWF�
*OWFTUNFOUT�--$
Έͣ΄ΦϧタφςΟϒΠϯϕεトϝ
ϯπΤϧΤϧγー

757	Third	Avenue	8th	Floor,	New	
York,	NY	10017,	U.S.A.
TEL.	1-212-282-4804

千米ドル
51,000	

ー
（100.0）

91.9
（ー）	 ー 8.0

（ー）
平成16年
9月20日

投資運用業務、投資
助言業務

.J[VIP�"4&"/�*OWFTUNFOU�
(1
Έͣ΄ΞηΞϯΠϯϕεトϝϯト
(1

c/o	Maples	Corporate	Services	
Limited,	P.O.	Box	309,	Ugland	
House,	Grand	Cayman	
KY1-1104,	Cayman	Islands
TEL.	1-345-949-8066

千米ドル
0	

ー
（66.5）

66.5
（ー） ー ー 平成25年

1月21日 金融業務

.J[VIP�"4&"/�*OWFTUNFOU�-1
Έͣ΄ΞηΞϯΠϯϕεトϝϯト
-1

c/o	Maples	Corporate	Services	
Limited,	P.O.	Box	309,	Ugland	
House,	Grand	Cayman	KY1-
1104,	Cayman	Islands

千米ドル
117,380	 ー ー ー ー 平成25年

1月21日 金融業務

.J[VIP�"TJB*OGSB�$BQJUBM�1UF��
-UE�
Έͣ΄ΞδΞΠϯϑϥΩϟϐタϧ

3	Anson	Road,	#24-01	
Springleaf	Tower,	Singapore	
079909,	Republic	of	Singapore
TEL.	65-6713-9340

千シンガポール
ドル

3,000	

ー
（100.0）

100.0
（ー） ー ー 平成26年

6月2日 投資助言業務

.J[VIP�"TJB*OGSB�*OWFTUNFOU�
(1
Έͣ΄ΞδΞΠϯϑϥΠϯϕεトϝ
ϯト(1

c/o	Intertrust	Corporate	Services	
(Cayman)	Limited,	190	Elgin	
Avenue,	George	Town,	Grand	
Cayman	KY1-9005,	Cayman	
Islands
TEL.	1-345-949-0100

千米ドル
9	

ー
（100.0）

100.0
（ー） ー ー 平成26年

6月2日 金融業務

.J[VIP�"TJB*OGSB�*OWFTUNFOU�
-1
Έͣ΄ΞδΞΠϯϑϥΠϯϕεトϝ
ϯト-1

c/o	Intertrust	Corporate	Services	
(Cayman)	Limited,	190	Elgin	
Avenue,	George	Town,	Grand	
Cayman	KY1-9005,	Cayman	
Islands

千米ドル
4,040	 ー ー ー ー 平成26年

9月9日 金融業務

.J[VIP�"TJB�1BSUOFST�1UF��
-UE�
Έͣ΄ΞδΞύートφーζ

3	Anson	Road,	#08-02	
Springleaf	Tower,	Singapore	
079909,	Republic	of	Singapore
TEL.	65-6500-0000

千シンガポール
ドル

2,500	

ー
（100.0）

100.0
（ー） ー ー 平成24年

7月18日 投資助言業務

.J[VIP�"VTUSBMJB�-UE�
Έͣ΄ΦーεトϥϦΞϦϛςου

Level	33,	60	Margaret	Street,	
Sydney,	N.S.W.	2000,	Australia
TEL.	61-2-8273-3888

千豪ドル
56,480	

ー
（100.0）

100.0
（ー） ー ー 昭和60年

8月20日 銀行業務

.J[VIP�#BOL�#"�*OWFTUNFOU�
$POTVMUJOH�(NC)
Έͣ΄�#"コϯαϧςΟϯά

Landhausgasse	4/7,	1010	
Vienna,	Austria

千ユーロ
908	

ー
（50.0）

50.0
（ー） ー ー 平成2年

7月31日
経営コンサルティン
グ業務

ਸ਼ึۜߦʢதࠃʣ༗࢘ެݶ
Έͣ΄ۜߦʢதࠃʣ༗࢘ެݶ

23rd	Floor,	Shanghai	World	
Financial	Center,	100	Century	
Avenue,	Pudong	New	Area,	
Shanghai	200120,	The	People's	
Republic	of	China
TEL.	86-21-3855-8888	

千人民元
9,500,000	

ー
（100.0）

100.0
（ー） ー ー 平成19年

6月1日 銀行業務
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ձ໊ࣾ ॴࡏ
ి൪߸

ຊۚࢿ
·ͨ
ग़ۚࢿ

ͷॴ༗ׂ߹ʢ�ʣݖܾٞ ઃཱ·ͨ
ग़ࢿ݄ ओͳۀ༰みずほフィナン

シャルグループ
みずほ
銀行

みずほ
信託銀行

みずほ
証券

.J[VIP�#BOL�	.BMBZTJB
�
#FSIBE
ϚレーγΞΈͣ΄ۜߦ

Level	27,	Menara	Maxis,	Kuala	
Lumpur	City	Centre,	50088	
Kuala	Lumpur,	Malaysia
TEL.	60-3-2058-6881

千マレーシアリン
ギット

700,000	

ー
（100.0）

100.0
（ー） ー ー 平成22年

11月29日 銀行業務

.J[VIP�#BOL�	4XJU[FSMBOE
�
-UE
εΠεΈͣ΄ۜߦ

Löwenstrasse	32,		8021	Zürich,	
Switzerland
TEL.	41-44-216-9111

千スイス
フラン

53,131	

ー
（100.0）

30.0
（ー） ー 70.0

（ー）
昭和51年
10月20日 銀行業務、信託業務

.J[VIP�#BOL�	64"

ถࠃΈͣ΄ۜߦ

1251	Avenue	of	the	Americas,	
New	York,	NY	10020,	U.S.A.
TEL.	1-212-282-3030

千米ドル
98,474	

ー
（100.0）

100.0
（ー） ー ー 昭和49年

11月29日 銀行業務

.J[VIP�#BOL�.FYJDP�4�"�
ϝΩγコΈͣ΄ۜߦ

Paseo	de	la	Reforma	342,	Piso	
10,	Colonia	Juárez,	Delegación	
Cuauhtémoc,	06600,	México,	
D.F.,	México
TEL.	52-55-5281-5037

千メキシコペソ
1,326,010	

ー
（100.0）

99.9
（0.0） ー ー 平成28年

2月25日 銀行業務

.J[VIP�#BOL�/FEFSMBOE�/�7�
ΦϥϯμΈͣ΄ۜߦ

Apollolaan	171,	1077	AS	
Amsterdam,The	Netherlands
TEL.	31-20-5734343

千ユーロ
141,794	

ー
（100.0）

100.0	
（ー） ー ー 昭和49年

3月1日 銀行業務、証券業務

.J[VIP�$BQJUBM�*OWFTUNFOU�
	+1:
���-JNJUFE
Έͣ΄ΩϟϐタϧΠϯϕεトϝϯト
ʢδΣーϐーϫΠʣϫϯϦϛςου

P.O.	Box	309,	Ugland	House,	
Grand	Cayman	KY1-1104,	
Cayman	Islands

百万円
5	
100.0	
（ー） ー ー ー 平成18年

11月30日 金融業務

.J[VIP�$BQJUBM�*OWFTUNFOU�
	+1:
���-JNJUFE
Έͣ΄ΩϟϐタϧΠϯϕεトϝϯト
ʢδΣーϐーϫΠʣπーϦϛςου

P.O.	Box	309,	Ugland	House,	
Grand	Cayman	KY1-1104,	
Cayman	Islands

百万円
5	
100.0	
（ー） ー ー ー 平成19年

11月14日 金融業務

.J[VIP�$BQJUBM�*OWFTUNFOU�
	+1:
���-JNJUFE
Έͣ΄ΩϟϐタϧΠϯϕεトϝϯト
ʢδΣーϐーϫΠʣεϦーϦϛςου

P.O.	Box	309,	Ugland	House,	
Grand	Cayman	KY1-1104,	
Cayman	Islands

百万円
5	
100.0	
（ー） ー ー ー 平成20年

5月15日 金融業務

.J[VIP�$BQJUBM�*OWFTUNFOU�
	64%
���-JNJUFE
Έͣ΄ΩϟϐタϧΠϯϕεトϝϯト
ʢϢーΤεデΟーʣϫϯϦϛςου

P.O.	Box	309,	Ugland	House,	
Grand	Cayman	KY1-1104,	
Cayman	Islands

千米ドル
51	

100.0	
（ー） ー ー ー 平成18年

2月23日 金融業務

.J[VIP�$BQJUBM�.BSLFUT�	),
�
-JNJUFE
Έͣ΄ΩϟϐタϧɾϚーέοπʢ߳ߓʣ
Ϧϛςου

16th	Floor,	Two	Pacific	Place,	88	
Queensway,	Hong	Kong,	S.A.R.,	
The	People's	Republic	of	China
TEL.	852-2537-3815

千米ドル
35,000	

ー
（100.0）

100.0	
（ー） ー ー 平成6年

5月19日 デリバティブ業務

.J[VIP�$BQJUBM�.BSLFUT�	6,
�
-JNJUFE
Έͣ΄ΩϟϐタϧɾϚーέοπʢ6,ʣ
Ϧϛςου

Bracken	House,	One	Friday	
Street,	London,	EC4M	9JA,	U.K.
TEL.	44-203-192-1300

千米ドル
35,615	

ー
（100.0）

100.0	
（ー） ー ー 平成4年

3月30日 デリバティブ業務

.J[VIP�$BQJUBM�.BSLFUT�
$PSQPSBUJPO
Έͣ΄ΩϟϐタϧɾϚーέοπɾ
コーポレーγϣϯ

1440	Broadway,	25th	Floor,	New	
York,	NY	10018,	U.S.A.
TEL.	1-212-547-1500

千米ドル
3	

ー
（100.0）

ー
（100.0） ー ー 平成元年

1月27日 デリバティブ業務

.J[VIP�EP�#SBTJM�$BZNBO�
-JNJUFE
ϒϥδϧΈͣ΄έΠϚϯϦϛςου

P.O.	Box	1353,	Harbour	Place,	
5th	Floor,	103	South	Church	
Street,	George	Town,	Grand	
Cayman	KY1-1108,	Cayman	
Islands

千米ドル
22,920	

ー
（100.0）

ー
（100.0） ー ー 平成6年

6月27日 銀行業務

.J[VIP�'JOBODF�	"SVCB
�"�&�$�
Έͣ΄ϑΝΠφϯεʢΞϧόʣΤーɾ
Πーɾγー

L.G.Smith	Boulevard	62,	
Oranjestad,	Aruba

千米ドル
10	

ー
（100.0）

100.0
（ー）	 ー ー 平成4年

2月26日 金融業務

.J[VIP�'JOBODF�	$BZNBO
�
-JNJUFE
Έͣ΄ϑΝΠφϯεʢέΠϚϯʣϦϛ
ςου

P.O.	Box	309,	Ugland	House,	
Grand	Cayman	KY1-1104,	
Cayman	Islands

千米ドル
10	

ー
（100.0）

100.0	
（ー） ー ー 平成7年

2月17日 金融業務

.J[VIP�'JOBODF�	$VSBDBP
�/�7�
Έͣ΄ϑΝΠφϯεʢΩϡϥιーʣ
ΤψϒΠ

Pietermaai	15,	Willemstad,	
Curacao

千米ドル
200	

ー
（100.0）

100.0	
（ー） ー ー 昭和48年

4月24日 金融業務

.J[VIP�'JOBODJBM�(SPVQ�
	$BZNBO
�-JNJUFE
Έͣ΄ϑΟφϯγϟϧάϧーϓʢέ
ΠϚϯʣϦϛςου

P.O.	Box	309,	Ugland	House,	
Grand	Cayman	KY1-1104,	
Cayman	Islands

千米ドル
50	

100.0
（ー）	 ー ー ー 平成14年

11月14日 金融業務
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注）	1．「議決権の所有割合」欄の（　）内は子会社・関連会社による間接所有の割合です。
	 2．＊については、180ページをご覧ください。
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ͷॴ༗ׂ߹ʢ�ʣݖܾٞ ઃཱ·ͨ
ग़ࢿ݄ ओͳۀ༰みずほフィナン

シャルグループ
みずほ
銀行

みずほ
信託銀行

みずほ
証券

.J[VIP�'JOBODJBM�(SPVQ
ʢ$BZNBOʣ���-JNJUFE
Έͣ΄ϑΟφϯγϟϧάϧーϓʢέ
ΠϚϯʣπーϦϛςουɹ

P.O.	Box	309,	Ugland	House,	
Grand	Cayman	KY1-1104,	
Cayman	Islands

千米ドル
52	

100.0
（ー） ー ー ー 平成21年

5月15日 金融業務

.J[VIP�'JOBODJBM�(SPVQ
ʢ$BZNBOʣ���-JNJUFE
Έͣ΄ϑΟφϯγϟϧάϧーϓʢέ
ΠϚϯʣεϦーϦϛςου

P.O.	Box	309,	Ugland	House,	
Grand	Cayman	KY1-1104,	
Cayman	Islands

千米ドル
52	

100.0
（ー） ー ー ー 平成21年

5月15日 金融業務

.J[VIP�(VMG�$BQJUBM�1BSUOFST�
-UE
Έͣ΄ΨϧϑΩϟϐタϧύート
φーζϦϛςου

The	Gate	Building,	Level	15,	Unit	
63,	Dubai	International	Financial	
Centre,	Dubai,	United	Arab	Emirates
TEL.	971-4-401-9910

千米ドル
5,000	

ー
（100.0）

100.0
（ー） ー ー 平成28年

2月10日 投資助言業務

ਸ਼ึ৴ଉܥ౷	্ւ
༗࢘ެݶ
Έͣ΄ใ૯ݚʢ্ւʣ༗࢘ެݶ

85-401,	700,	Yishan	Road,	
Shanghai,	200233,	The	People's	
Republic	of	China
TEL.	86-21-3469-8181

百万円
100	

ー
（100.0） ー ー ー 平成23年

5月17日
情報処理サービス
業務

.J[VIP�*OUFSOBUJPOBM�QMDˎ
Έͣ΄Πϯターφγϣφϧ

Bracken	House,	One	Friday	
Street,	London,	EC4M	9JA,	U.K.
TEL.	44-20-7236-1090

千英ポンド
2,875,281	

ー
（100.0） ー ー ー

（100.0）
昭和50年
3月14日 証券業務、銀行業務

.J[VIP�*OUFSOBUJPOBM�QMD�
4IBSF�"XBSE�1MBO�&NQMPZFF�
#FOFGJU�5SVTU
Έͣ΄ΠϯターφγϣφϧɹγΣΞ
ΞϫーυϓϥϯɹΤϯϓϩΠーϕω
ϑΟοトトϥεト

c/o	SG	Hambros	Trust	Company	
(Channel	Islands)	Limited,	18		
Esplanade,	St	Helier,	Jersey,	JE4	
8RT 

ー ー ー ー ー 平成24年
2月29日 有価証券売買業務

.J[VIP�*OWFTUNFOU�
$POTVMUJOH�	4IBOHIBJ
�$P��-UE�
ਸ਼ึࢾࢿᨑʢ্ւʣ༗࢘ެݶ

Room	T32,		33F,	Shanghai	World	
Financial	Center	No.100	Century	
Ave.,	Pudong	New	Area,	
Shanghai,		200120,	The	People's	
Republic	of	China
TEL.	86-21-6877-5888

千人民元
10,000	

ー
（100.0） ー ー 100.0

（ー）	
平成19年
4月17日

コンサルティング業
務

.J[VIP�4BVEJ�"SBCJB�$PNQBOZ
Έͣ΄αδΞϥϏΞ

North	Lobby	1st	Floor,	Al	
Faisaliah	Tower,	King	Fahd	Road,	
Olaya	District,	Riyadh	11544,	
Kingdom	of	Saudi	Arabia
TEL.	966-11-273-4111

千サウジリアル
75,000	

ー
（100.0）

85.1
（0.0） ー 14.8

（0.0）
平成21年
11月2日 金融業務

.J[VIP�4FDVSJUJFT�
	4JOHBQPSF
�1UF��-UE�
Έͣ΄ηΩϡϦςΟーζγϯΨポーϧ

12	Marina	View	#10-01A,	Asia	
Square	Tower	2,	Singapore	
018961,	Republic	of	Singapore
TEL.	65-6603-5688

千米ドル
17,488	

ー
（100.0） ー ー 100.0

（ー）
昭和60年
8月20日 金融業務

.J[VIP�4FDVSJUJFT�"TJB�-JNJUFE
Έͣ΄ηΩϡϦςΟーζΞδΞϦϛ
ςου

12th	Floor,	Chater	House,	8	
Connaught	Road,	Central,	Hong	
Kong,	S.A.R.,	The	People's	
Republic	of	China
TEL.	852-2685-2000

千香港ドル
2,379,468	

ー
（100.0）

30.0
（ー） ー 70.0

（ー）
平成11年
4月30日 証券業務

.J[VIP�4FDVSJUJFT�*OEJB�
1SJWBUF�-JNJUFE
Έͣ΄ηΩϡϦςΟーζΠϯデΟΞ

Level	18,	TOWER-A,	Peninsula	
Business	Park,	Senapati	Bapat	
Marg,	Lower	Parel,	Mumbai	
400013,	India
TEL.	91-22-4353-7600

千インドルピー
400,000	

ー
（100.0） ー ー 99.9

(0.0)
平成22年
8月3日 証券業務

.J[VIP�4FDVSJUJFT�6,�
)PMEJOHT�-UEˎ
Έͣ΄ηΩϡϦςΟーζϢーέー
ϗーϧデΟϯάε

Bracken	House,	One	Friday	
Street,	London,	EC4M	9JA,	U.K.

千英ポンド
882,276	

ー
（100.0） ー ー 100.0

（ー）
平成21年
12月14日 持株会社

.J[VIP�4FDVSJUJFT�64"�*OD�
ถࠃΈͣ΄ূ݊

320	Park	Avenue,	12th	Floor,	
New	York,	NY	10022,	U.S.A.
TEL.	1-212-209-9300

千米ドル
166,595	

ー
（100.0）

29.4
（ー） ー 70.5

（ー）
昭和51年
8月16日 証券業務

.J[VIP�5SVTU���#BOLJOH�
	-VYFNCPVSH
�4�"�
ϧΫηϯϒϧάΈͣ΄৴ୗۜߦ

1B,	rue	Gabriel	Lippmann,	
L-5365	Munsbach,	Grand	Duchy	
of	Luxembourg
TEL.	352-42-16-17-1

千米ドル
105,000	

ー
（100.0） ー 100.0

（ー） ー 平成元年
3月21日 信託業務、銀行業務

.J[VIP�5SVTU���#BOLJOH�$P��
	64"

ถࠃΈͣ΄৴ୗۜߦ

135	W.	50th	Street，16th	Floor，
New	York，NY	10020，U.S.A.
TEL.	1-212-373-5900

千米ドル
32,847	

ー
（100.0） ー 100.0

（ー） ー 昭和62年
10月19日 信託業務、銀行業務
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ձ໊ࣾ ॴࡏ
ి൪߸

ຊۚࢿ
·ͨ
ग़ۚࢿ

ͷॴ༗ׂ߹ʢ�ʣݖܾٞ ઃཱ·ͨ
ग़ࢿ݄ ओͳۀ༰みずほフィナン

シャルグループ
みずほ
銀行

みずほ
信託銀行

みずほ
証券

/�.�'6/%*/(�
$03103"5*0/
ΤψΞϯυΤϜɾϑΝϯデΟϯάɾコー
ポレーγϣϯ

P.O.	Box	309GT,	Ugland	House,	
South	Church	Street,	George	
Town,	Grand	Cayman,	Cayman	
Islands.

千米ドル
1	 ー ー ー ー 平成14年

9月6日 金融業務

/05&'3&&�$03103"5*0/
ϊートϑϦーɾコーポレーγϣϯ

P.O.	Box	1093GT,	Queensgate	
House,	South	Church	Street,	
George	Town,	Grand	Cayman,	
Cayman	Islands

千米ドル
1	 ー ー ー ー 平成14年

2月12日 金融業務

1FD�*OUFSOBUJPOBM�-FBTJOH�
$P��-UE�
࣮՚ેࡍࠃ༗࢘ެݶ

China	World	Tower	16F,	1	Jian	
Guo	Men	Wai	Avenue,	Chaoyang	
District,	Beijing	100004,	The	
People's	Republic	of	China
TEL.	86-10-6505-2101

千米ドル
10,000	

ー
（42.8）

28.5
（ー）

14.2
（ー） ー 平成2年

10月15日 リース業務

1&31&56"-�'6/%*/(�
$03103"5*0/
ύーϖνϡΞϧɾϑΝϯデΟϯάɾコー
ポレーγϣϯ

P.O.	Box	1093GT,	Queensgate	
House,	South	Church	Street,	
George	Town,	Grand	Cayman,	
Cayman	Islands

千米ドル
1	 ー ー ー ー 平成13年

11月21日 金融業務

15��#BOL�.J[VIP�*OEPOFTJB
ΠϯυωγΞΈͣ΄ۜߦ

Sinar	Mas	Land	Plaza	Menara	2,	
24th	Floor,	Jl.	M.H.	Thamrin	
No.51,	Jakarta	10350,	Republic	
of	Indonesia
TEL.	62-21-392-5222

千インドネシア
ルピア

3,269,574,000	

ー
（98.9）

98.9
（ー） ー ー 平成元年

7月8日 銀行業務

15��.)$5�$POTVMUJOH�
*OEPOFTJB
.)$5コϯαϧςΟϯάΠϯυω
γΞ

Wisma	Nusantara	Building	25th	
Floor,	Jalan	M.H.	Thamrin	No.59,	
Jakarta	10350,	Republic	of	
Indonesia
TEL.	62-21-391-4005

千インドネシア
ルピア

2,500,000	

ー
（100.0）

ー
（100.0） ー ー 平成27年

6月4日

コンサルティング業
務、アドバイザリー
業務

15��.J[VIP�#BMJNPS�'JOBODF
Έͣ΄όϦϞΞϑΝΠφϯε

Grha	137	Building,	7th	Floor,	Jl.	
Pangeran	Jayakarta	No.137,	
Jakarta	10730,	Republic	of	
Indonesia
TEL.	62-21-639-3877

千インドネシア
ルピア

149,165,268	

ー
（51.0）

51.0
（ー） ー ー 平成元年

6月8日 金融業務

30$,�'*&-%�$03103"5*0/
ϩοΫɾϑΟーϧυɾコーポレーγϣϯ

P.O.	Box	1093GT,	Queensgate	
House,	South	Church	Street,	
George	Town,	Grand	Cayman,	
Cayman	Islands

千米ドル
1	 ー ー ー ー 平成11年

8月23日 金融業務

4BUIJOFF�$PNQBOZ�-JNJUFE
αςΟーχΧϯύχーɾϦϛςου

Unit	3101～3103,	Sathorn	
Square	Office	Tower,	31st	Floor,	
98	North	Sathorn	Road,	Silom,	
Bangrak,	Bangkok	10500,	
Thailand
TEL.	66-2-005-2100

千タイバーツ
5,000	

ー
（99.9）

4.0
（95.9） ー ー 平成8年

1月4日

有価証券投資業務、
コンサルティング業
務

41"3$4�'6/%*/(�
$03103"5*0/
εύーΫεɾϑΝϯデΟϯάɾコーポ
レーγϣϯ

P.O.	Box	309,		Grand	Cayman,	
Cayman	Islands

百万円
0	 ー ー ー ー 平成8年

10月31日 金融業務

4QSJOH�$BQJUBM�$PSQPSBUJPOˎ
εϓϦϯάɾΩϟϐタϧɾコーポレー
γϣϯ

P.O.	Box	1034,	190	Elgin	
Avenue,	Grand	Cayman	
KY1-9005,	Cayman	Islands

千米ドル
82,000	

ー
（100.0）

ー
（100.0） ー ー 平成10年

8月27日 金融業務

4USVDUVSFE�$SFEJU�"NFSJDB�-UEˎ
εトϥΫνϟーυΫレδοトΞϝϦΧ
Ϧϛςου

Bracken	House,	One	Friday	
Street,	London,	EC4M	9JA,	U.	K.

千英ポンド
18,000	

ー
（100.0） ー ー ー

(100.0)
平成21年
2月5日 金融業務

8PSLJOH�$BQJUBM�.BOBHFNFOU�
$P��-�1�
ϫーΩϯά�Ωϟϐタϧ�Ϛωδϝϯト

1251	Avenue	of	the	Americas,	
New	York,	NY	10020,	U.S.A.

千米ドル
50	 ー ー ー ー 平成4年

6月23日 金融業務
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ʢߟࢀʣॴࡏมߋʢฏ���݄�ʙ�݄��ʣ

�߹ซ・社໊มߋ

ձ໊ࣾݱ ձ໊ࣾچ ࡏॴݱ

+"1"/�4&$63*5*;"5*0/�$03103"5*0/
+"1"/�4&$63*5*;"5*0/�$03103"5*0/ʢଘଓձࣾʣ
#-6&�)&"7&/�'6/%*/(�$03103"5*0/
&5&3/"-�'6/%*/(�$03103"5*0/

1�0��#PY�����6HMBOE�)PVTF�(FPSHF�5PXO�
(SBOE�$BZNBO�$BZNBO�*TMBOET

�ॴࡏมߋ

ձ໊ࣾ ࡏॴݱ

Έͣ΄ূ݊ϏδωεαーϏεʢגʣ 東京都江東区東陽6-3-2

ʢגʣγϯϓレΫεɾΠϯϕεトϝϯトɾΞυόΠβーζ 東京都中央区日本橋2-1-3

γϯϓレΫεෆಈ࢈ސࢿʢגʣ 東京都中央区日本橋2-1-3

ʢגʣγϯϓレΫεɾϦートɾύートφーζ 東京都中央区日本橋2-1-3

.J[VIP�*OUFSOBUJPOBM�QMD Mizuho	House,	30	Old	Bailey,	London,	EC4M	7AU,	
U.K.

.J[VIP�4FDVSJUJFT�6,�)PMEJOHT�-UE Mizuho	House,	30	Old	Bailey,	London,	EC4M	7AU,	
U.K.

�子会社・関連会社〠Ճ

ձ໊ࣾ ॴࡏ
ి൪߸

ຊۚࢿ
·ͨ
ग़ۚࢿ

ͷॴ༗ׂ߹ʢ�ʣݖܾٞ ઃཱ·ͨ
ग़ࢿ݄ ओͳۀ༰みずほフィナン

シャルグループ
みずほ
銀行

みずほ
信託銀行

みずほ
証券

.J[VIP�*OGPSNBUJPO���
3FTFBSDI�*OTUJUVUF�"TJB�1UF��
-UE�
Έͣ΄ใ૯ݚΞδΞ

8	Robinson	Road,	#14-00	ASO	
BUILDING,	Singapore	048544,	
Republic	of	Singapore

千シンガポール
ドル

14,000	

ー
（100.0） ー ー ー 平成28年

4月5日
情報処理サービス業
務

.J[VIP�"TJB*OGSB�*OWFTUNFOU�
	4JOHBQPSF
�1UF��-UE�
Έͣ΄ΞδΞΠϯϑϥΠϯϕεトϝ
ϯトʢγϯΨポーϧʣ

3	Anson	Road,	#24-01	
Springleaf	Tower,	Singapore	
079909,	Republic	of	Singapore

千シンガポール
ドル
0	

ー
（100.0）

ー
（100.0） ー ー 平成28年

4月6日 金融業務

�子会社・関連会社〾আ

ձ໊ࣾ ओͳۀ༰

&&*ΫϦーϯςοΫۀࣄࢿ༗ݶ߹ 金融業務

&&*εϚートΤφδーۀࣄࢿ༗ݶ߹ 金融業務

ʢגʣΠϯμεトϦΞϧɾデΟγδϣϯζ コンサルティング業務

߹ݶ༗ۀࣄࢿΤωϧΪー�߸ڥ 金融業務

ʢגʣڥΤωϧΪーࢿ ベンチャーキャピタル業務

4QSJOH�$BQJUBM�$PSQPSBUJPO 金融業務

4USVDUVSFE�$SFEJU�"NFSJDB�-UE 金融業務
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業績と財務の状況

182 資産の状況
○与信関係費用
○平成27年度の開示債権と引当･保全の状況
○金融再生法開示債権の状況
○リスク管理債権の状況
○業種別貸出状況
○地域別貸出状況
○貸出金の償却(銀行勘定)

197 みずほフィナンシャルグループの業績と財務の状況

251 みずほ銀行の業績と財務の状況

303 みずほ信託銀行の業績と財務の状況

351 みずほ証券の財務諸表

●業績と財務の状況の記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しています。
従って、表中の合計欄･増減欄等の数値が、必ずしも数値の合計･差額等と
一致しないことがあります。

●決算期については、原則として表示を｢年度｣にて統一しています。
●当セクションでは和暦を使用しています。
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■資産の状況

○与信関係費用

与信関係費用(みずほフィナンシャルグループ連結) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度 増減
与信関係費用 △46 △304 △257

不良債権処理額(含む一般貸倒引当金純繰入額) △870 △477 393
　うち貸出金償却 △845 △466 378
貸倒引当金戻入益等 823 172 △650
信託勘定与信関係費用 ― ― ―

与信関係費用(2行) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
みずほ銀行 みずほ信託銀行 みずほ銀行 みずほ信託銀行

与信関係費用 △136 58 △279 11
　信託勘定与信関係費用 ／ ― ／ ―
　一般貸倒引当金純繰入額 444 29 8 3
　貸出金償却 △656 △0 △261 △0
　個別貸倒引当金純繰入額 113 28 △21 7
　特定海外債権引当勘定純繰入額 3 △0 5 0
　偶発損失引当金純繰入額 △13 ― 6 ―
　その他債権売却損等 △27 ― △16 ―
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○平成27年度の開示債権と引当･保全の状況(2行合算)(銀行勘定) (単位：億円)

1. 自己査定
2. 金融再生法開示債権 3. リスク管理債権分類債権

債務者区分

要
注
意
先

その他の要注意先

（要管理先債権）

正常先

要管理先債権
・保全率 67.7％
・非保全部分の引当率 44.3％
・債権額に対する引当率 25.7％

債権額に対する引当率
・その他の要注意先 3.66％
・正常先 0.07％

非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

680

2,914
593

直接償却

危険債権
3,508

合計
8,172

保全率：100％

保全率：64.2％

全体の保全率
75.3％

保全率：83.0％

破綻先債権
219

延滞債権
3,530

437（注2）

3ヵ月以上延滞債権
9

貸出条件緩和債権
3,975

破綻先・
実質破綻先
680

破綻懸念先
3,508

要管理債権
3,984

合計
818,153

担保・保証等： 605
引当金 ： 74

担保・保証等： 1,761
引当金 ： 1,153

担保・保証等： 1,550
引当金 ： 1,007

非保全部分の引当率
41.4％

引当率
100％
引当金は

非分類に計上

引当金は
非分類に計上

引当率
66.0％

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

680

要管理債権（注1）
3,984

合計
7,734

注) 1. ｢要管理債権｣は個別貸出金ベースの金額です。｢要管理先債権｣は当該債務者に対する総与信ベースの金額です。
2. リスク管理債権の合計額と金融再生法開示債権の合計額の差額は、金融再生法開示債権に含まれる貸出金以外の債権額です。
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○金融再生法開示債権の状況

《みずほフィナンシャルグループ連結》

金融再生法開示債権(連結) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度 増減
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 773 831 58
危険債権 4,042 3,612 △429
要管理債権 6,184 4,640 △1,544
合計 11,000 9,084 △1,915
注) 取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

(単位：億円)

平成26年度 平成27年度 増減
部分直接償却実施額 2,266 1,573 △692

金融再生法開示債権(信託勘定) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度 増減
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ― ― ―
危険債権 29 28 △1
要管理債権 ― ― ―
合計 29 28 △1

金融再生法開示債権(連結＋信託勘定) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度 増減
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 773 831 58
危険債権 4,072 3,641 △430
要管理債権 6,184 4,640 △1,544
合計 11,030 9,113 △1,916
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《みずほ銀行》

金融再生法開示債権 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 554 670
危険債権 3,915 3,459
要管理債権 5,347 3,919
小計 9,817 8,049
正常債権 788,999 774,676
合計 798,817 782,725
注) 取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

(単位：億円)

平成26年度 平成27年度
部分直接償却実施額 2,126 1,458

不良債権比率等(部分直接償却実施後) (単位：％)

平成26年度 平成27年度
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ① 0.06 0.08
危険債権 ② 0.49 0.44
要管理債権 ③ 0.66 0.50
(①＋②＋③)／金融再生法開示債権 1.22 1.02
正常債権 ④ 98.77 98.97
(①＋②＋③＋④)／金融再生法開示債権 100.00 100.00

金融再生法開示債権及び保全額(部分直接償却実施後) （単位：億円）

平成26年度 平成27年度
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 554 670
　うち担保･保証等 527 595
　　　引当金 27 74
危険債権 3,915 3,459
　うち担保･保証等 1,948 1,722
　　　引当金 1,371 1,147
要管理債権 5,347 3,919
　うち担保･保証等 1,915 1,545
　　　引当金 1,280 978
合計 9,817 8,049
　うち担保･保証等 4,392 3,863
　　　引当金 2,679 2,200

金融再生法開示債権の保全状況(部分直接償却実施後) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
保全額 7,071 6,064
　貸倒引当金 2,679 2,200
　担保･保証等 4,392 3,863
保全率 72.0% 75.3%
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権 100.0% 100.0%
　危険債権 84.7% 82.9%
　要管理債権 59.7% 64.3%
　(要管理先債権) 62.3% 67.4%
信用部分に対する引当率
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権 100.0% 100.0%
　危険債権 69.7% 66.0%
　要管理債権 37.3% 41.2%
　(要管理先債権) 39.8% 44.2%
(参考)債権全体に対する引当率
　要管理先債権 24.88% 25.81%
　要管理先債権以外の要注意先債権 3.77% 3.69%
　正常先債権 0.07% 0.07%
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《みずほ信託銀行》

(銀行勘定)

金融再生法開示債権 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 11 10
危険債権 80 48
要管理債権 81 64
小計 174 122
正常債権 31,280 35,305
合計 31,454 35,427
注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

(単位：億円)

平成26年度 平成27年度
部分直接償却実施額 11 10

不良債権比率等(部分直接償却実施後) (単位：％)

平成26年度 平成27年度
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ① 0.03 0.02
危険債権 ② 0.25 0.13
要管理債権 ③ 0.25 0.18
(①＋②＋③)／金融再生法開示債権 0.55 0.34
正常債権 ④ 99.44 99.65
(①＋②＋③＋④)／金融再生法開示債権 100.00 100.00

金融再生法開示債権及び保全額(部分直接償却実施後) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 11 10
　うち担保･保証等 11 10
　　　引当金 0 0
危険債権 80 48
　うち担保･保証等 61 38
　　　引当金 12 5
要管理債権 81 64
　うち担保･保証等 12 4
　　　引当金 26 29
合計 174 122
　うち担保･保証等 85 53
　　　引当金 39 34

金融再生法開示債権の保全状況(部分直接償却実施後) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
保全額 125 88
　貸倒引当金 39 34
　担保･保証等 85 53
保全率 71.7% 72.0%
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権 100.0% 100.0%
　危険債権 92.3% 91.8%
　要管理債権 47.2% 52.8%
　(要管理先債権) 72.7% 76.8%
信用部分に対する引当率
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権 100.0% 100.0%
　危険債権 67.8% 58.0%
　要管理債権 37.8% 49.0%
　(要管理先債権) 37.3% 48.7%
(参考)債権全体に対する引当率
　要管理先債権 16.23% 21.97%
　要管理先債権以外の要注意先債権 1.50% 1.62%
　正常先債権 0.07% 0.04%
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(信託勘定)

金融再生法開示債権 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ― ―
危険債権 29 28
要管理債権 ― ―
小計 29 28
正常債権 130 109
合計 160 138

不良債権比率等 (単位：％)

平成26年度 平成27年度
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ① ― ―
危険債権 ② 18.68 20.84
要管理債権 ③ ― ―
(①＋②＋③)／金融再生法開示債権 18.68 20.84
正常債権 ④ 81.31 79.15
(①＋②＋③＋④)／金融再生法開示債権 100.00 100.00

(参考)金融再生法開示債権及び保全額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ― ―
　うち担保･保証等 ― ―
危険債権 29 28
　うち担保･保証等 29 28
要管理債権 ― ―
　うち担保･保証等 ― ―
合計 29 28
　うち担保･保証等 29 28
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○リスク管理債権の状況

《みずほフィナンシャルグループ連結》

(連結)

リスク管理債権 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度 増減
破綻先債権 102 243 140
延滞債権 4,257 3,967 △290
3カ月以上延滞債権 34 9 △25
貸出条件緩和債権 6,149 4,631 △1,518
合計 10,544 8,850 △1,693
注) 取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

(単位：億円)

平成26年度 平成27年度 増減
部分直接償却実施額 2,050 1,439 △610

貸出金残高(期末残高)に対する比率(部分直接償却実施後) (単位：％)

平成26年度 平成27年度 増減
破綻先債権 0.01 0.03 0.01
延滞債権 0.57 0.53 △0.04
3カ月以上延滞債権 0.00 0.00 △0.00
貸出条件緩和債権 0.83 0.62 △0.20
リスク管理債権合計／貸出金残高 1.43 1.20 △0.23

貸倒引当金の状況 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度 増減
貸倒引当金 5,254 4,595 △659
　一般貸倒引当金 3,444 3,048 △396
　個別貸倒引当金 1,803 1,546 △256
　特定海外債権引当勘定 6 0 △5
注) 取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

(単位：億円)

平成26年度 平成27年度 増減
部分直接償却実施額 2,272 1,578 △694

リスク管理債権に対する引当率 (単位：％)

平成26年度 平成27年度 増減
部分直接償却実施後 49.83 51.92 2.08
注) 引当率＝貸倒引当金／リスク管理債権合計

188

みずほフィナンシャルグループ連結



資
産
の
状
況

2016/07/07 17:25:41 / 16186588_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

(信託勘定)

リスク管理債権 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度 増減
破綻先債権 ― ― ―
延滞債権 29 28 △1
3カ月以上延滞債権 ― ― ―
貸出条件緩和債権 ― ― ―
合計 29 28 △1

貸出金残高(期末残高)に対する比率 (単位：％)

平成26年度 平成27年度 増減
破綻先債権 ― ― ―
延滞債権 18.68 20.84 2.15
3カ月以上延滞債権 ― ― ―
貸出条件緩和債権 ― ― ―
リスク管理債権合計／貸出金残高 18.68 20.84 2.15

(連結＋信託勘定)

リスク管理債権(部分直接償却実施後) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度 増減
破綻先債権 102 243 140
延滞債権 4,287 3,996 △291
3カ月以上延滞債権 34 9 △25
貸出条件緩和債権 6,149 4,631 △1,518
合計 10,574 8,879 △1,694

貸出金残高(期末残高)に対する比率(部分直接償却実施後) (単位：％)

平成26年度 平成27年度 増減
破綻先債権 0.01 0.03 0.01
延滞債権 0.58 0.54 △0.04
3カ月以上延滞債権 0.00 0.00 △0.00
貸出条件緩和債権 0.83 0.62 △0.20
リスク管理債権合計／貸出金残高 1.44 1.20 △0.23
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《みずほ銀行連結》

リスク管理債権 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度 増減
破綻先債権 101 242 140
延滞債権 4,163 3,907 △255
3カ月以上延滞債権 34 9 △25
貸出条件緩和債権 6,053 4,552 △1,500
合計 10,353 8,711 △1,642
注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

(単位：億円)

平成26年度 平成27年度 増減
部分直接償却実施額 2,038 1,428 △609

《みずほ信託銀行連結》

(連結)

リスク管理債権 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度 増減
破綻先債権 0 0 0
延滞債権 93 59 △34
3カ月以上延滞債権 ― ― ―
貸出条件緩和債権 96 78 △17
合計 190 138 △51
注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

(単位：億円)

平成26年度 平成27年度 増減
部分直接償却実施額 11 10 △1

(連結＋信託勘定)

リスク管理債権 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度 増減
破綻先債権 0 0 0
延滞債権 123 88 △35
3カ月以上延滞債権 ― ― ―
貸出条件緩和債権 96 78 △17
合計 220 167 △52
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《みずほ銀行》

リスク管理債権 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
破綻先債権 59 219
延滞債権 3,871 3,472
3カ月以上延滞債権 34 9
貸出条件緩和債権 5,312 3,910
合計 9,278 7,611
注) 取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

(単位：億円)

平成26年度 平成27年度
部分直接償却実施額 1,914 1,328

貸出金残高(期末残高)に対する比率(部分直接償却実施後) (単位：％)

平成26年度 平成27年度
破綻先債権 0.00 0.03
延滞債権 0.54 0.49
3カ月以上延滞債権 0.00 0.00
貸出条件緩和債権 0.74 0.55
リスク管理債権合計／貸出金残高 1.30 1.08

貸倒引当金の状況 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸倒引当金(部分直接償却実施後) 4,348 3,791

一般貸倒引当金 期首残高 3,451 2,906
(為替換算差額) (51) (△37)

当期増加額 2,943 2,569
当期減少額 目的使用 12 365

その他 3,439 2,540
期末残高 2,943 2,569

個別貸倒引当金 期首残高 1,712 1,376
(為替換算差額) (13) (△22)

当期増加額 1,398 1,222
当期減少額 目的使用 199 175

その他 1,512 1,200
期末残高 1,398 1,222

特定海外債権引当勘定 期首残高 9 5
(為替換算差額) (1) (△0)

当期増加額 6 0
当期減少額 目的使用 ― ―

その他 9 5
期末残高 6 0

合計 期首残高 5,172 4,288
(為替換算差額) (66) (△59)

当期増加額 4,348 3,791
当期減少額 目的使用 212 541

その他 4,960 3,746
期末残高 4,348 3,791

注) 取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。
(単位：億円)

平成26年度 平成27年度
部分直接償却実施額 2,126 1,458

リスク管理債権に対する引当率 (単位：％)

平成26年度 平成27年度
部分直接償却実施後 46.86 49.81
注) 引当率＝貸倒引当金／リスク管理債権合計
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《みずほ信託銀行》

(銀行勘定)

リスク管理債権 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
破綻先債権 0 0
延滞債権 92 57
3カ月以上延滞債権 ― ―
貸出条件緩和債権 81 64
合計 174 122
注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。

(単位：億円)

平成26年度 平成27年度
部分直接償却実施額 10 9

貸出金残高(期末残高)に対する比率(部分直接償却実施後) (単位：％)

平成26年度 平成27年度
破綻先債権 0.00 0.00
延滞債権 0.30 0.16
3カ月以上延滞債権 ― ―
貸出条件緩和債権 0.26 0.18
リスク管理債権合計／貸出金残高 0.56 0.35

貸倒引当金の状況 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸倒引当金(部分直接償却実施後) 68 56

一般貸倒引当金 期首残高 84 54
当期増加額 54 50
当期減少額 目的使用 ― ―

その他 84 54
期末残高 54 50

個別貸倒引当金 期首残高 42 13
当期増加額 13 5
当期減少額 目的使用 0 0

その他 42 13
期末残高 13 5

特定海外債権引当勘定 期首残高 0 0
当期増加額 0 0
当期減少額 目的使用 ― ―

その他 0 0
期末残高 0 0

合計 期首残高 127 68
当期増加額 68 56
当期減少額 目的使用 0 0

その他 127 68
期末残高 68 56

注）取立不能見込額につき、部分直接償却実施後の残高を記載しています。なお控除した金額は以下のとおりです。
(単位：億円)

平成26年度 平成27年度
部分直接償却実施額 13 12

リスク管理債権に対する引当率 (単位：％)

平成26年度 平成27年度
部分直接償却実施後 39.10 45.84
注）引当率＝貸倒引当金／リスク管理債権合計
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(信託勘定)

リスク管理債権 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
破綻先債権 ― ―
延滞債権 29 28
3カ月以上延滞債権 ― ―
貸出条件緩和債権 ― ―
合計 29 28

貸出金残高(期末残高)に対する比率 (単位：％)

平成26年度 平成27年度
破綻先債権 ― ―
延滞債権 18.68 20.84
3カ月以上延滞債権 ― ―
貸出条件緩和債権 ― ―
リスク管理債権合計／貸出金残高 18.68 20.84

○業種別貸出状況

業種別貸出金(みずほフィナンシャルグループ連結) (単位：億円、％)

平成26年度 平成27年度 増減
貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比

国内(除く特別国際金融取引勘定分) 525,401 100.00 520,743 100.00 △4,657 ／
　製造業 79,538 15.14 81,529 15.66 1,991 0.52
　農業、林業 423 0.08 448 0.09 25 0.01
　漁業 9 0.00 12 0.00 3 0.00
　鉱業、採石業、砂利採取業 2,640 0.50 2,345 0.45 △294 △0.05
　建設業 7,584 1.44 7,292 1.40 △291 △0.04
　電気･ガス･熱供給･水道業 24,245 4.62 23,650 4.54 △595 △0.08
　情報通信業 12,313 2.34 12,995 2.50 682 0.16
　運輸業、郵便業 22,831 4.35 22,526 4.33 △304 △0.02
　卸売業、小売業 50,471 9.61 49,994 9.60 △476 △0.01
　金融業、保険業 39,158 7.45 37,000 7.10 △2,158 △0.35
　不動産業 64,531 12.28 68,693 13.19 4,162 0.91
　物品賃貸業 17,844 3.40 19,887 3.82 2,042 0.42
　各種サービス業 24,889 4.74 26,663 5.12 1,774 0.38
　地方公共団体 10,055 1.91 9,137 1.75 △917 △0.16
　政府等 36,052 6.86 24,807 4.76 △11,245 △2.10
　その他 132,811 25.28 133,758 25.69 947 0.41
海外及び特別国際金融取引勘定分 208,749 100.00 216,345 100.00 7,595 ／
　政府等 6,819 3.27 9,797 4.53 2,978 1.26
　金融機関 52,528 25.16 52,027 24.05 △501 △1.11
　その他 149,401 71.57 154,520 71.42 5,118 △0.15
合計 734,151 ／ 737,088 ／ 2,937 ／
注）｢国内｣とは、当社及び国内連結子会社(海外店を除く)です。｢海外｣とは、国内連結子会社の海外店及び海外連結子会社です。
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《みずほ銀行》

業種別貸出金 (単位：億円、％)

平成26年度 平成27年度
貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比

国内(除く特別国際金融取引勘定分) 524,204 100.00 511,590 100.00
　製造業 74,428 14.20 76,171 14.88
　農業、林業 423 0.08 448 0.09
　漁業 9 0.00 12 0.00
　鉱業、採石業、砂利採取業 2,616 0.50 2,322 0.45
　建設業 7,146 1.36 6,906 1.35
　電気･ガス･熱供給･水道業 21,374 4.08 20,767 4.06
　情報通信業 11,677 2.23 12,824 2.51
　運輸業、郵便業 20,815 3.97 20,548 4.02
　卸売業、小売業 48,594 9.27 48,126 9.41
　金融業、保険業 67,800 12.93 62,397 12.20
　不動産業 54,567 10.41 58,070 11.35
　物品賃貸業 15,475 2.95 17,089 3.34
　各種サービス業 24,348 4.65 26,017 5.09
　地方公共団体 9,927 1.89 9,084 1.78
　政府等 35,052 6.69 20,066 3.92
　その他 129,946 24.79 130,735 25.55
海外及び特別国際金融取引勘定分 184,533 100.00 192,153 100.00
　政府等 6,796 3.68 9,764 5.08
　金融機関 54,589 29.58 52,540 27.34
　その他 123,147 66.74 129,848 67.58
合計 708,738 ／ 703,743 ／
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《みずほ信託銀行》

業種別貸出金(銀行勘定) (単位：億円、％)

平成26年度 平成27年度
貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比

国内(除く特別国際金融取引勘定分) 30,616 100.00 34,904 100.00
　製造業 5,003 16.34 5,273 15.11
　農業、林業 0 0.00 ― ―
　漁業 ― ― ― ―
　鉱業、採石業、砂利採取業 23 0.08 22 0.06
　建設業 437 1.43 385 1.10
　電気･ガス･熱供給･水道業 2,870 9.38 2,882 8.26
　情報通信業 731 2.39 709 2.03
　運輸業、郵便業 2,016 6.58 1,977 5.66
　卸売業、小売業 1,874 6.12 1,864 5.34
　金融業、保険業 2,425 7.92 2,690 7.71
　不動産業 9,896 32.33 10,522 30.15
　物品賃貸業 2,369 7.74 2,798 8.02
　各種サービス業 524 1.71 647 1.86
　地方公共団体 127 0.42 52 0.15
　政府等 ― ― 2,635 7.55
　その他 2,313 7.56 2,442 7.00
海外及び特別国際金融取引勘定分 68 100.00 58 100.00
　政府等 5 7.92 4 7.38
　金融機関 ― ― ― ―
　その他 62 92.08 54 92.62
合計 30,684 ／ 34,963 ／

業種別貸出金(信託勘定) (単位：億円、％)

平成26年度 平成27年度
貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比

　製造業 ― ― ― ―
　農業、林業 ― ― ― ―
　漁業 ― ― ― ―
　鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ―
　建設業 ― ― ― ―
　電気･ガス･熱供給･水道業 ― ― ― ―
　情報通信業 ― ― ― ―
　運輸業、郵便業 ― ― ― ―
　卸売業、小売業 ― ― ― ―
　金融業、保険業 1,568 17.26 1,320 15.15
　不動産業 2 0.03 2 0.02
　物品賃貸業 ― ― ― ―
　各種サービス業 ― ― ― ―
　地方公共団体 93 1.03 79 0.92
　政府等 ― ― ― ―
　その他 7,423 81.68 7,312 83.91
合計 9,087 ／ 8,714 ／
注）信託勘定のうち金銭信託、年金信託、財産形成給付信託に係る貸出金を記載しています。
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○地域別貸出状況

特定海外債権の状況(みずほフィナンシャルグループ連結) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
エジプト 52 アルゼンチン 0
アルゼンチン 0
合計 52 合計 0
(資産の総額に対する割合) (0.00％) (資産の総額に対する割合) (0.00％)

注) 日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号に規定する特定海外債権引当勘定を計上している国の外国政府等(外国政府、中央銀行、政府関係機関又は国営企業及びこれらの所在する
国の民間企業等)の債権残高を記載しています。

《みずほ銀行》

特定海外債権の状況(銀行勘定) (単位：億円、カ国)

平成26年度 平成27年度
エジプト 52 アルゼンチン 0
アルゼンチン 0
合計 52 合計 0
対象国数 2 対象国数 1

注) 1. 日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号に規定する特定海外債権引当勘定を計上している国の外国政府等(外国政府、中央銀行、政府関係機関又は国営企業及びこれらの所在す
る国の民間企業等)の債権残高を記載しています。

2. ｢対象国数｣は当該対象債権額を計上している国数を記載しています。

《みずほ信託銀行》

特定海外債権の状況(銀行勘定) (単位：億円、カ国)

平成26年度 平成27年度
アルゼンチン 0 アルゼンチン 0
合計 0 合計 0
対象国数 1 対象国数 1

注) 1. 日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号に規定する特定海外債権引当勘定を計上している国の外国政府等(外国政府、中央銀行、政府関係機関又は国営企業及びこれらの所在す
る国の民間企業等)の債権残高を記載しています。

2. ｢対象国数｣は当該対象債権額を計上している国数を記載しています。

○貸出金の償却(銀行勘定)

《みずほ銀行》 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金償却 △782 △413
注) 損益計算書に計上された貸出金償却です。

《みずほ信託銀行》 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金償却 △0 △0
注) 損益計算書に計上された貸出金償却です。
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みずほフィナンシャルグループの業績と財務の状況

198 経営指標
直近の連結会計年度における主要な業務の状況を示す指標
直近の事業年度における主要な業務の状況を示す指標(単体)

200 連結決算データファイル
200 連結財務諸表等

(1)連結貸借対照表
(2)連結損益計算書及び連結包括利益計算書
(3)連結株主資本等変動計算書
(4)連結キャッシュ･フロー計算書
○注記事項(平成27年度)

218 セグメント情報等
(5)セグメント情報

224 時価情報
(6)金融商品の状況に関する事項
(7)金融商品の時価等
(8)有価証券及び金銭の信託の時価等
○有価証券
○金銭の信託
○その他有価証券評価差額金
(9)デリバティブ取引の時価等
○ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
○ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

239 損益
(10)国内･海外別収支(連結業務粗利益)の内訳
(11)資金運用･調達勘定の平均残高、利息、利回り
(12)役務取引等利益の内訳
(13)特定取引利益の内訳
(14)特定取引資産･負債の内訳

242 預金
(15)預金の種類別残高(期末残高)

242 証券
(16)有価証券の種類別残高(期末残高)

243 単体決算データファイル
243 財務諸表等

(1)貸借対照表
(2)損益計算書
(3)株主資本等変動計算書
○注記事項(平成27年度)

249 資本
(4)資本金の推移
(5)発行済株式総数
(6)普通株式の状況
(7)大株主の状況
(8)配当政策
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■直近の連結会計年度における主要な業務の状況を示す指標
(単位：億円)

科目 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
連結経常収益 27,156 29,130 29,277 31,802 32,152
連結経常利益 6,485 7,503 9,875 10,108 9,975
親会社株主に帰属する当期純利益(注1) 4,845 5,605 6,884 6,119 6,709
連結包括利益 6,275 12,708 8,329 19,410 3,045
連結純資産額 68,692 77,362 83,045 98,005 93,532
連結総資産額 1,653,605 1,774,110 1,758,228 1,896,847 1,934,585
有価証券残高 513,928 534,723 439,975 432,787 395,059
貸出金残高 638,005 675,368 693,014 734,151 737,088
預金残高(含む譲渡性預金) 906,366 995,687 1,018,112 1,134,524 1,174,566
連結ベースの1株当たり純資産額(注2) 187.19円 229.70円 253.25円 322.86円 322.46円
連結ベースの1株当たり当期純利益金額(注2) 20.62円 22.96円 28.18円 24.91円 26.94円
連結ベースの潜在株式調整後
1株当たり当期純利益金額(注2) 19.75円 22.05円 27.12円 24.10円 26.42円

連結自己資本比率(第一基準)(注3) 15.50％ ／ ／ ／ ／
連結総自己資本比率(国際統一基準)(注3) ／ 14.19％ 14.36％ 14.58％ 15.41％
連結Tier1比率(国際統一基準)(注3) ／ 11.03％ 11.35％ 11.50％ 12.64％
連結普通株式等Tier1比率(国際統一基準)(注3) ／ 8.16％ 8.80％ 9.43％ 10.50％
連結自己資本利益率 11.36％ 10.99％ 11.65％ 8.60% 8.37%
連結株価収益率 6.54倍 8.66倍 7.23倍 8.47倍 6.23倍
営業活動によるキャッシュ･フロー 41,630 58,586 △22,860 66,549 41,041
投資活動によるキャッシュ･フロー △61,756 △7,496 106,074 26,192 36,878
財務活動によるキャッシュ･フロー △6,806 △2,838 △3,057 △9,034 △5,210
現金及び現金同等物の期末残高 64,831 113,475 194,324 278,407 350,891
従業員数(注4) 56,109人 55,492人 54,911人 54,784人 56,375人
注) 1. ｢企業結合に関する会計基準｣(企業会計基準第21号 平成25年9月13日)等を適用し、当連結会計年度より、｢連結当期純利益｣を｢親会社株主に帰属する当期純利益｣としています。

2. 連結ベースの｢1株当たり純資産額｣、｢1株当たり当期純利益金額｣及び｢潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額｣の算定に当たっては、｢1株当たり当期純利益に関する会計基準｣(企業会
計基準第2号 平成25年9月13日)及び｢1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第4号 平成25年9月13日)を適用しています。

3. 連結自己資本比率、連結総自己資本比率、連結Tier1比率及び連結普通株式等Tier1比率は、銀行法第52条の25の規定に基づく平成18年金融庁告示第20号に定められた算式に基づき算出
しています。なお、当社は平成24年度より新規制を適用しています。

4. 従業員数は、連結会社各社において、それぞれ社外への出向者を除き、社外から受け入れた出向者を含んでいます。また、海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員を含んでいませ
ん。
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■直近の事業年度における主要な業務の状況を示す指標(単体)
(単位：億円)

科目 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
営業収益 377 2,621 3,168 3,777 3,335
経常利益 104 2,359 2,890 3,494 2,965
当期純利益 102 2,413 2,858 3,490 3,043
資本金 22,549 22,549 22,549 22,554 22,557
(発行済株式総数)

(普通株式 )第十一回第十一種優先株式
第十三回第十三種優先株式 (24,048,165,727株)914,752,000株

36,690,000株 (24,164,864,477株)914,752,000株
36,690,000株 (24,263,885,187株)914,752,000株

―株 (24,621,897,967株)914,752,000株
―株 (25,030,525,657株)914,752,000株

―株
純資産額 46,883 47,889 49,004 50,962 51,972
総資産額 61,284 62,021 62,513 66,031 70,642
1株当たり配当額

普通株式 6円 6円 6.5円 7.5円 7.5円
第十一回第十一種優先株式 20円 20円 20円 20円 20円
第十三回第十三種優先株式(注1) 30円 30円 ―円 ―円 ―円
(うち1株当たり中間配当額)

(普通株式 )第十一回第十一種優先株式
第十三回第十三種優先株式(注1) ( 3円)10円

15円 ( 3円)10円
15円 ( 3円)10円

―円 ( 3.5円)10円
―円 ( 3.75円)10円

―円
1株当たり純資産額(注2) 177.82円 182.43円 188.90円 198.15円 203.58円
1株当たり当期純利益金額(注2) 0.06円 9.69円 11.53円 14.11円 12.17円
潜在株式調整後
1株当たり当期純利益金額(注2) 0.06円 9.46円 11.25円 13.74円 11.98円

株価収益率 2,017.69倍 20.53倍 17.68倍 14.95倍 13.81倍
配当性向 8,967.54％ 61.91％ 56.33％ 53.12% 61.62%
従業員数(注3) 599人 1,061人 1,108人 1,152人 1,318人
注) 1. ｢1株当たり配当額｣の｢第十三回第十三種優先株式｣については、平成25年7月11日にその全部につき取得及び消却を行っていることから、平成25年度以降は記載していません。

2. ｢1株当たり純資産額｣、｢1株当たり当期純利益金額｣及び｢潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額｣の算定に当たっては、｢1株当たり当期純利益に関する会計基準｣(企業会計基準第2号 平
成25年9月13日)及び｢1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第4号 平成25年9月13日)を適用しています。

3. 従業員数は、社外への出向者を除き、社外から受け入れた出向者を含んでいます。また、執行役員、嘱託及び臨時従業員を含んでいません。
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■連結財務諸表等
　当社の銀行法第52条の28第1項により作成した書面については、会社法第396条第1項により、新日本有限責任監査法人の監査を受けてい
ます。また、当社の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ･フロー計算書は、金
融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、新日本有限責任監査法人の監査証明を受けています。

(1) 連結貸借対照表 (単位：百万円)

科目 平成26年度
(平成27年3月31日現在)

平成27年度
(平成28年3月31日現在)

(資産の部)
現金預け金 29,096,166 36,315,471
コールローン及び買入手形 444,115 893,545
買現先勘定 8,582,239 7,805,798
債券貸借取引支払保証金 4,059,340 3,407,390
買入金銭債権 3,239,831 2,979,797
特定取引資産 10,781,735 13,004,522
金銭の信託 157,728 175,638
有価証券 43,278,733 39,505,971
貸出金 73,415,170 73,708,884
外国為替 1,623,736 1,447,743
金融派生商品 3,544,243 3,157,752
その他資産 4,066,424 4,144,131
有形固定資産 1,078,051 1,085,791

建物 340,101 344,311
土地 612,901 605,626
リース資産 18,566 24,919
建設仮勘定 13,786 19,698
その他の有形固定資産 92,695 91,237

無形固定資産 657,556 804,567
ソフトウエア 309,207 318,920
のれん 58,617 23,440
リース資産 8,245 11,304
その他の無形固定資産 281,486 450,900

退職給付に係る資産 743,382 646,428
繰延税金資産 36,938 36,517
支払承諾見返 5,404,843 4,798,158
貸倒引当金 △525,486 △459,531
投資損失引当金 △2 ―

資産の部合計 189,684,749 193,458,580

(単位：百万円)

科目 平成26年度
(平成27年3月31日現在)

平成27年度
(平成28年3月31日現在)

(負債の部)
預金 97,757,545 105,629,071
譲渡性預金 15,694,906 11,827,533
コールマネー及び売渡手形 5,091,198 2,521,008
売現先勘定 19,612,120 16,833,346
債券貸借取引受入担保金 2,245,639 2,608,971
コマーシャル･ペーパー 538,511 1,010,139
特定取引負債 8,743,196 10,276,133
借用金 7,195,869 7,503,543
外国為替 473,060 492,473
短期社債 816,705 648,381
社債 6,013,731 6,120,928
信託勘定借 1,780,768 5,067,490
金融派生商品 3,474,332 2,571,597
その他負債 4,261,955 5,532,596
賞与引当金 59,869 62,171
変動報酬引当金 ― 2,836
退職給付に係る負債 47,518 51,514
役員退職慰労引当金 1,527 1,685
貸出金売却損失引当金 13 267
偶発損失引当金 7,845 5,271
睡眠預金払戻損失引当金 15,851 16,154
債券払戻損失引当金 48,878 39,245
特別法上の引当金 1,607 2,024
繰延税金負債 524,321 414,799
再評価に係る繰延税金負債 72,392 67,991
支払承諾 5,404,843 4,798,158
負債の部合計 179,884,211 184,105,335
(純資産の部)
資本金 2,255,404 2,255,790
資本剰余金 1,110,006 1,110,164
利益剰余金 2,769,371 3,197,616
自己株式 △3,616 △3,609
株主資本合計 6,131,166 6,559,962
その他有価証券評価差額金 1,737,348 1,296,039
繰延ヘッジ損益 26,635 165,264
土地再評価差額金 146,419 148,483
為替換算調整勘定 △40,454 △53,689
退職給付に係る調整累計額 160,005 51,752
その他の包括利益累計額合計 2,029,955 1,607,851
新株予約権 3,820 2,762
非支配株主持分 1,635,595 1,182,668
純資産の部合計 9,800,538 9,353,244
負債及び純資産の部合計 189,684,749 193,458,580
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(2) 連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書 (単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

経常収益 3,180,225 3,215,274
資金運用収益 1,468,976 1,426,256

貸出金利息 931,883 921,653
有価証券利息配当金 351,801 308,089
コールローン利息及び買入手形利息 7,611 6,847
買現先利息 27,995 41,328
債券貸借取引受入利息 7,096 8,640
預け金利息 50,093 67,248
その他の受入利息 92,495 72,449

信託報酬 52,641 53,458
役務取引等収益 729,341 751,712
特定取引収益 262,963 313,106
その他業務収益 365,264 326,065
その他経常収益 301,037 344,674

貸倒引当金戻入益 73,301 ―
償却債権取立益 16,862 18,273
その他の経常収益 210,873 326,401

経常費用 2,169,357 2,217,744
資金調達費用 339,543 422,574

預金利息 123,559 167,540
譲渡性預金利息 30,095 35,354
コールマネー利息及び売渡手形利息 7,609 7,711
売現先利息 30,537 59,983
債券貸借取引支払利息 7,549 2,988
コマーシャル･ペーパー利息 1,682 2,285
借用金利息 19,287 21,505
短期社債利息 1,453 1,080
社債利息 81,441 98,474
その他の支払利息 36,326 25,648

役務取引等費用 135,981 144,160
特定取引費用 ― 2,598
その他業務費用 155,924 79,650
営業経費 1,351,611 1,349,593
その他経常費用 186,296 219,166

貸倒引当金繰入額 ― 4,446
その他の経常費用 186,296 214,720

経常利益 1,010,867 997,529
特別利益 615 20,362

固定資産処分益 615 7,540
その他の特別利益 ― 12,822

特別損失 20,850 9,640
固定資産処分損 9,156 4,811
減損損失 11,358 4,412
その他の特別損失 334 416

税金等調整前当期純利益 990,632 1,008,252
法人税､住民税及び事業税 260,799 216,354
法人税等還付税額 △531 △3,065
法人税等調整額 44,723 69,260
法人税等合計 304,992 282,549
当期純利益 685,640 725,702
非支配株主に帰属する当期純利益 73,705 54,759
親会社株主に帰属する当期純利益 611,935 670,943

連結包括利益計算書 (単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

当期純利益 685,640 725,702
その他の包括利益 1,255,433 △421,108

その他有価証券評価差額金 1,004,848 △438,896
繰延ヘッジ損益 33,252 138,829
土地再評価差額金 7,531 3,630
為替換算調整勘定 15,144 △10,712
退職給付に係る調整額 183,108 △109,362
持分法適用会社に対する持分相当額 11,548 △4,597

包括利益 1,941,073 304,594
(内訳)

親会社株主に係る包括利益 1,862,651 250,405
非支配株主に係る包括利益 78,422 54,188
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(3) 連結株主資本等変動計算書 (単位：百万円)

科目

平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

株主資本
資本金 資本

剰余金
利益

剰余金
自己株式 株主資本

合計

当期首残高 2,254,972 1,109,508 2,315,608 △3,874 5,676,215
会計方針の変更による
累積的影響額 16,107 16,107

会計方針の変更を反映した
当期首残高 2,254,972 1,109,508 2,331,715 △3,874 5,692,322

当期変動額
新株の発行 431 431 863
剰余金の配当 △176,136 △176,136
親会社株主に帰属する
当期純利益 611,935 611,935

自己株式の取得 △273 △273
自己株式の処分 66 531 598
土地再評価差額金の取崩 1,856 1,856
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 431 498 437,655 258 438,843
当期末残高 2,255,404 1,110,006 2,769,371 △3,616 6,131,166

(単位：百万円)

科目

平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

その他の包括利益累計額 新株
予約権

非支配株主
持分

純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整

累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 733,522 △6,677 140,745 △63,513 △22,979 781,096 3,179 1,844,057 8,304,549

会計方針の変更による
累積的影響額 573 16,681

会計方針の変更を反映した
当期首残高 733,522 △6,677 140,745 △63,513 △22,979 781,096 3,179 1,844,631 8,321,230

当期変動額
新株の発行 863
剰余金の配当 △176,136
親会社株主に帰属する
当期純利益 611,935

自己株式の取得 △273
自己株式の処分 598
土地再評価差額金の取崩 1,856
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 1,003,826 33,313 5,674 23,059 182,985 1,248,859 640 △209,035 1,040,464

当期変動額合計 1,003,826 33,313 5,674 23,059 182,985 1,248,859 640 △209,035 1,479,307
当期末残高 1,737,348 26,635 146,419 △40,454 160,005 2,029,955 3,820 1,635,595 9,800,538
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(単位：百万円)

科目

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

株主資本
資本金 資本

剰余金
利益

剰余金
自己株式 株主資本

合計

当期首残高 2,255,404 1,110,006 2,769,371 △3,616 6,131,166
会計方針の変更による
累積的影響額 935 △48,999 △48,063

会計方針の変更を反映した
当期首残高 2,255,404 1,110,942 2,720,371 △3,616 6,083,102

当期変動額
新株の発行 386 386 772
剰余金の配当 △195,264 △195,264
親会社株主に帰属する
当期純利益 670,943 670,943

自己株式の取得 △653 △653
自己株式の処分 81 659 741
土地再評価差額金の取崩 1,566 1,566
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 △1,245 △1,245

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 386 △777 477,244 6 476,859
当期末残高 2,255,790 1,110,164 3,197,616 △3,609 6,559,962

(単位：百万円)

科目

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

その他の包括利益累計額 新株
予約権

非支配株主
持分

純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整

累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 1,737,348 26,635 146,419 △40,454 160,005 2,029,955 3,820 1,635,595 9,800,538

会計方針の変更による
累積的影響額 △48,063

会計方針の変更を反映した
当期首残高 1,737,348 26,635 146,419 △40,454 160,005 2,029,955 3,820 1,635,595 9,752,474

当期変動額
新株の発行 772
剰余金の配当 △195,264
親会社株主に帰属する
当期純利益 670,943

自己株式の取得 △653
自己株式の処分 741
土地再評価差額金の取崩 1,566
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 △1,245

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △441,308 138,628 2,064 △13,235 △108,252 △422,104 △1,057 △452,927 △876,089

当期変動額合計 △441,308 138,628 2,064 △13,235 △108,252 △422,104 △1,057 △452,927 △399,230
当期末残高 1,296,039 165,264 148,483 △53,689 51,752 1,607,851 2,762 1,182,668 9,353,244
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(4) 連結キャッシュ･フロー計算書 (単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ･フロー
税金等調整前当期純利益 990,632 1,008,252
減価償却費 156,946 159,953
減損損失 11,358 4,412
のれん償却額 3,698 830
持分法による投資損益(△は益) △15,052 △24,299
貸倒引当金の増減(△) △103,554 △53,529
投資損失引当金の増減額(△は減少) △25 △2
貸出金売却損失引当金の増減額(△は減少) △1,245 253
偶発損失引当金の増減(△) 1,600 △678
賞与引当金の増減額(△は減少) 5,113 3,918
変動報酬引当金の増減額(△は減少) ― 2,836
退職給付に係る資産の増減額(△は増加) △38,437 △65,012
退職給付に係る負債の増減額(△は減少) 4,297 3,123
役員退職慰労引当金の増減額(△は減少) △19 157
睡眠預金払戻損失引当金の増減(△) △600 303
債券払戻損失引当金の増減(△) △6,078 △9,633
資金運用収益 △1,468,976 △1,426,256
資金調達費用 339,543 422,574
有価証券関係損益(△) △219,340 △356,138
金銭の信託の運用損益(△は運用益) △145 △178
為替差損益(△は益) △645,471 470,492
固定資産処分損益(△は益) 8,541 △2,729
特定取引資産の純増(△)減 999,513 △2,450,614
特定取引負債の純増減(△) 359,772 1,716,637
金融派生商品資産の純増(△)減 △639,290 291,667
金融派生商品負債の純増減(△) 386,732 △821,313
貸出金の純増(△)減 △2,289,581 △1,784,739
預金の純増減(△) 7,446,245 8,985,486
譲渡性預金の純増減(△) 2,369,726 △3,415,748
借用金(劣後特約付借入金を除く)の
純増減(△) △544,370 459,006

預け金(中央銀行預け金を除く)の
純増(△)減 471,141 △295,214

コールローン等の純増(△)減 918,102 △60,388
債券貸借取引支払保証金の純増(△)減 951,399 651,949
コールマネー等の純増減(△) △1,521,429 △4,087,190
コマーシャル･ペーパーの純増減(△) △253,152 505,568
債券貸借取引受入担保金の純増減(△) △3,839,692 363,332
外国為替(資産)の純増(△)減 88,558 99,358
外国為替(負債)の純増減(△) 149,446 20,826
短期社債(負債)の純増減(△) 232,137 △168,323
普通社債発行及び償還による増減(△) 992,919 △177,448
信託勘定借の純増減(△) 480,112 3,286,722
資金運用による収入 1,476,736 1,458,441
資金調達による支出 △346,060 △386,135
その他 △84,770 43,034
小計 6,826,983 4,373,564
法人税等の支払額又は還付額(△は支払) △172,024 △269,366
営業活動によるキャッシュ･フロー 6,654,958 4,104,197

(右上へ続く)

(単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

投資活動によるキャッシュ･フロー
有価証券の取得による支出 △81,055,617 △43,017,178
有価証券の売却による収入 76,467,302 36,284,439
有価証券の償還による収入 7,599,068 10,774,422
金銭の信託の増加による支出 △5,770 △21,840
金銭の信託の減少による収入 16,408 3,945
有形固定資産の取得による支出 △216,299 △67,298
無形固定資産の取得による支出 △187,451 △257,072
有形固定資産の売却による収入 1,585 12,913
無形固定資産の売却による収入 0 0
連結の範囲の変更を伴う子会社株式
の取得による支出 ― △24,432

投資活動によるキャッシュ･フロー 2,619,227 3,687,897
財務活動によるキャッシュ･フロー

劣後特約付借入れによる収入 ― 40,000
劣後特約付借入金の返済による支出 △100,000 △189,000
劣後特約付社債の発行による収入 150,000 434,517
劣後特約付社債の償還による支出 △464,705 △107,600
株式の発行による収入 6 4
非支配株主からの払込みによる収入 866 1,353
非支配株主への払戻による支出 △241,729 △452,500
配当金の支払額 △176,186 △195,283
非支配株主への配当金の支払額 △71,644 △49,877
連結の範囲の変更を伴わない
子会社株式の取得による支出 ― △2,626
自己株式の取得による支出 △12 △13
自己株式の売却による収入 2 2
財務活動によるキャッシュ･フロー △903,401 △521,023

現金及び現金同等物に係る換算差額 37,565 △22,723
現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 8,408,350 7,248,347
現金及び現金同等物の期首残高 19,432,425 27,840,775
現金及び現金同等物の期末残高 27,840,775 35,089,122
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○注記事項(平成27年度)

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
1．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社 143社
　主要な連結子会社名は、170～180ページの｢グループの子会
社･関連会社｣をご参照ください。
(連結の範囲の変更)
　株式会社シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズ他
７社は株式取得等により、当連結会計年度から連結の範囲に含め
ております。
　株式会社みずほフィナンシャルストラテジー他14社は合併等
により、子会社に該当しないことになったことから、当連結会計
年度より連結の範囲から除外しております。

(2) 非連結子会社
　該当ありません。

2．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の非連結子会社

　該当ありません。
(2) 持分法適用の関連会社 27社

主要な会社名
株式会社オリエントコーポレーション
株式会社千葉興業銀行
Joint Stock Commercial Bank for Foreign Trade of Vietnam

（持分法適用の範囲の変更）
　Matthews International Capital Management, LLC他５
社は株式取得等により、当連結会計年度から持分法適用の範囲に
含めております。

(3) 持分法非適用の非連結子会社
　該当ありません。

(4) 持分法非適用の関連会社
主要な会社名

Asian-American Merchant Bank Limited
　持分法非適用の関連会社は、当期純損益(持分に見合う額)、利
益剰余金(持分に見合う額)及びその他の包括利益累計額(持分に
見合う額)等からみて、持分法適用の範囲から除外しても連結財務
諸表に重要な影響を与えないため、持分法適用の範囲から除外し
ております。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項
(1) 連結子会社の決算日は次のとおりであります。

7月末日 1社
12月29日 12社
12月末日 51社

3月末日 79社
(2) 12月29日を決算日とする子会社については、12月末日現在で実

施した仮決算に基づく財務諸表により連結しております。7月末
日を決算日とする子会社については、連結決算日現在で実施した
仮決算に基づく財務諸表により連結しております。またその他の
子会社については、それぞれの決算日の財務諸表により連結して
おります。
　連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引につい
ては、必要な調整を行っております。

4．会計方針に関する事項
(1) 売買目的有価証券に準じた貸出債権の評価基準及び収益･費用の

計上基準
　貸出債権のうちトレーディング目的で保有するものについて
は、売買目的有価証券に準じて、取引の約定時点を基準として連
結貸借対照表上｢買入金銭債権｣に計上するとともに、当該貸出債
権にかかる買入金銭債権の評価は、連結決算日の時価により行っ
ております。また、当該貸出債権からの当連結会計年度中の受取

利息及び売却損益等に、前連結会計年度末と当連結会計年度末に
おける評価損益の増減額を加えた損益を、連結損益計算書上｢その
他業務収益｣及び｢その他業務費用｣に計上しております。

(2) 特定取引資産･負債の評価基準及び収益･費用の計上基準
　金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に
係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目
的(以下｢特定取引目的｣という)の取引については、取引の約定時
点を基準とし、連結貸借対照表上｢特定取引資産｣及び｢特定取引負
債｣に計上するとともに、当該取引からの損益を連結損益計算書上
｢特定取引収益｣及び｢特定取引費用｣に計上しております。
　特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債
権等については連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプ
ション取引等の派生商品については連結決算日において決済した
ものとみなした額により行っております。
　また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会
計年度中の受払利息等に、有価証券及び金銭債権等については前
連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額
を、派生商品については前連結会計年度末と当連結会計年度末に
おけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。

(3) 有価証券の評価基準及び評価方法
(イ) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均

法による償却原価法(定額法)、持分法非適用の関連会社株式
については移動平均法による原価法、その他有価証券につい
ては、原則として、国内株式は連結決算期末月1ヵ月平均に基
づいた市場価格等、それ以外は連結決算日の市場価格等に基
づく時価法(売却原価は主として移動平均法により算定)、た
だし時価を把握することが極めて困難と認められるものにつ
いては移動平均法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、時価ヘッジ
の適用により損益に反映させた額を除き、全部純資産直入法
により処理しております。

(ロ) 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価
は、上記(イ)と同じ方法により行っております。

(4) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引(特定取引目的の取引を除く)の評価は、時価
法により行っております。

(5) 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産(リース資産を除く)

　有形固定資産は、建物については主として定額法、その他
については主として定率法を採用しております。また、主な
耐用年数は次のとおりであります。

建　物：3年～50年
その他：2年～20年

②無形固定資産(リース資産を除く)
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、
自社利用のソフトウェアについては、各社で定める利用可能
期間(主として5年～10年)に基づいて償却しております。

③リース資産
　所有権移転外ファイナンス･リース取引に係る｢有形固定資
産｣及び｢無形固定資産｣中のリース資産は、原則として自己所
有の固定資産に適用する方法と同一の方法で償却しておりま
す。

(6) 繰延資産の処理方法
　社債発行費は、発生時に全額費用として処理しております。
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(7) 貸倒引当金の計上基準
　主要な国内連結子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却･引
当基準に則り、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者
(以下｢破綻先｣という)に係る債権及びそれと同等の状況にある債
務者(以下｢実質破綻先｣という)に係る債権については、以下のな
お書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を
計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後
経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者(以下｢破綻懸
念先｣という)に係る債権については、債権額から、担保の処分可
能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう
ち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上し
ております。
　破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が
一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受
取りに係るキャッシュ･フローを合理的に見積もることができる
債権については、当該キャッシュ･フローを貸出条件緩和実施前の
約定利子率等で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引
当金とする方法(キャッシュ･フロー見積法)により計上しており
ます。また、当該大口債務者のうち、将来キャッシュ･フローを合
理的に見積もることが困難な債務者に対する債権については、個
別的に算定した予想損失額を計上しております。
　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績
等から算出した予想損失率に基づき計上しております。特定海外
債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失
見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署
が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定
結果を監査しております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保･保証付債権等につい
ては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認め
られる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接
減額しており、その金額は157,807百万円であります。
　その他の連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去
の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特
定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額をそれぞれ計上しております。

(8) 投資損失引当金の計上基準
　投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券
の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上し
ております。

(9) 賞与引当金の計上基準
　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員
に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額
を計上しております。

(10)変動報酬引当金の計上基準
　当社、株式会社みずほ銀行、みずほ信託銀行株式会社及びみず
ほ証券株式会社の役員及び執行役員に対する報酬のうち変動報酬
として支給する業績給及び株式報酬の支払いに備えるため、当連
結会計年度の変動報酬に係る基準額に基づく支給見込額を計上し
ております。

(11)役員退職慰労引当金の計上基準
　役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員の退職により支給す
る退職慰労金に備えるため、内規に基づく支給見込額のうち、当
連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上してお
ります。

(12)貸出金売却損失引当金の計上基準
　貸出金売却損失引当金は、売却予定貸出金について将来発生す
る可能性のある損失を見積り必要と認められる額を計上しており

ます。
(13)偶発損失引当金の計上基準

　偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶
発事象に対し、将来発生する可能性のある損失を見積り必要と認
められる額を計上しております。

(14)睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金につい
て、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じ
て発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

(15)債券払戻損失引当金の計上基準
　債券払戻損失引当金は、負債計上を中止した債券について、債
券保有者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて
発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

(16)特別法上の引当金の計上基準
　特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金であり、有価証
券の売買その他の取引又はデリバティブ取引等に関して生じた事
故による損失の補填に充てるため、金融商品取引法第46条の5及
び金融商品取引業等に関する内閣府令第175条の規定に定める
ところにより算出した額を計上しております。

(17)退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年
度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準に
よっております。また、数理計算上の差異は、各連結会計年度の
発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(主として10
年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計
年度から損益処理しております。
　なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付
費用の計算に、退職給付に係る当期末自己都合要支給額を退職給
付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(18)外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　国内銀行連結子会社及び国内信託銀行連結子会社の外貨建資
産･負債及び海外支店勘定は、取得時の為替相場による円換算額を
付す持分法非適用の関連会社株式を除き、主として連結決算日の
為替相場による円換算額を付しております。
　上記以外の連結子会社の外貨建資産･負債については、それぞれ
の決算日等の為替相場により換算しております。

(19)重要なヘッジ会計の方法
(イ) 金利リスク･ヘッジ

　金融資産･負債から生じる金利リスクのヘッジ取引に対す
るヘッジ会計の方法として、繰延ヘッジ又は時価ヘッジ或い
は金利スワップの特例処理を適用しております。
　国内銀行連結子会社及び一部の国内信託銀行連結子会社に
おいて、小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについ
て、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及
び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報
告第24号 平成14年2月13日。以下｢業種別監査委員会報告
第24号｣という)を適用しております。
　ヘッジ有効性の評価は、小口多数の金銭債権債務に対する
包括ヘッジについて以下のとおり行っております。
ⅰ 相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象となる

預金･貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を
一定の期間毎にグルーピングのうえ特定し有効性を評価し
ております。

ⅱ キャッシュ･フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対
象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係を検証し有効性
を評価しております。

　個別ヘッジについてもヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動
又はキャッシュ･フロー変動を比較し、両者の変動額等を基礎
にして、ヘッジの有効性を評価しております。
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　また、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上している
繰延ヘッジ損益のうち、｢銀行業における金融商品会計基準適
用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計
士協会業種別監査委員会報告第15号)を適用して実施してお
りました多数の貸出金･預金等から生じる金利リスクをデリ
バティブ取引を用いて総体で管理する従来の｢マクロヘッジ｣
に基づく繰延ヘッジ損益は、｢マクロヘッジ｣で指定したそれ
ぞれのヘッジ手段等の残存期間･平均残存期間にわたって、資
金調達費用又は資金運用収益等として期間配分しておりま
す。
　なお、当連結会計年度末における｢マクロヘッジ｣に基づく
繰延ヘッジ損失は319百万円(税効果額控除前)、繰延ヘッジ
利益は177百万円(同前)であります。

(ロ) 為替変動リスク･ヘッジ
　国内銀行連結子会社及び一部の国内信託銀行連結子会社に
おける外貨建金融資産･負債から生じる為替変動リスクに対
するヘッジ会計の方法は、｢銀行業における外貨建取引等の会
計処理に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士
協会業種別監査委員会報告第25号 平成14年7月29日。以
下｢業種別監査委員会報告第25号｣という)に規定する繰延ヘ
ッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法について
は、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的
で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手
段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘ
ッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認する
ことによりヘッジの有効性を評価しております。
　また、外貨建子会社株式及び関連会社株式並びに外貨建そ
の他有価証券(債券以外)の為替変動リスクをヘッジするた
め、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定
し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上
の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして
繰延ヘッジ及び時価ヘッジを適用しております。

(ハ) 連結会社間取引等
　デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそ
れ以外の勘定との間(又は内部部門間)の内部取引について
は、ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引及び通
貨スワップ取引等に対して、業種別監査委員会報告第24号及
び同第25号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可
能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を行っ
ているため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等
から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又は繰延処理
を行っております。
　なお、当社及び連結子会社の一部の資産･負債については、
繰延ヘッジ、時価ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理
を行っております。

(20)のれんの償却方法及び償却期間
　のれんについては、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって
均等償却しております。なお、金額に重要性が乏しいのれんにつ
いては発生年度に全額償却しております。

(21)連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲
　連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借
対照表上の｢現金預け金｣のうち現金及び中央銀行への預け金であ
ります。

(22)消費税等の会計処理
　当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理
は、主として税抜方式によっております。
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会計方針の変更
(｢企業結合に関する会計基準｣等の適用)
　｢企業結合に関する会計基準｣(企業会計基準第21号 平成25年9月13
日。以下｢企業結合会計基準｣という)、｢連結財務諸表に関する会計基準｣
(企業会計基準第22号 平成25年9月13日。以下｢連結会計基準｣とい
う)、及び｢事業分離等に関する会計基準｣(企業会計基準第7号 平成25年9
月13日。以下｢事業分離等会計基準｣という)等を、当連結会計年度から適
用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差
額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会
計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計
年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定
による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連
結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の
表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行って
おります。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度について
は、連結財務諸表の組替えを行っております。

　当連結会計年度の連結キャッシュ･フロー計算書においては、連結範囲の
変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ･フローにつ
いては、｢財務活動によるキャッシュ･フロー｣の区分に記載し、連結範囲の
変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない
子会社株式の取得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ･フロ
ーは、｢営業活動によるキャッシュ･フロー｣の区分に記載しております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－2項
(3)、連結会計基準第44－5項(3)及び事業分離等会計基準第57－4項
(3)に定める経過的な取扱いに従っており、過去の期間のすべてに新たな
会計方針を遡及適用した場合の当連結会計年度の期首時点の累積的影響額
を資本剰余金及び利益剰余金に加減しております。
　この結果、当連結会計年度の期首において、のれん48,063百万円及び
利益剰余金48,999百万円が減少するとともに、資本剰余金が935百万円
増加しております。また、当連結会計年度の経常利益及び税金等調整前当
期純利益はそれぞれ3,960百万円増加しております。
　当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことによ
り、連結株主資本等変動計算書の資本剰余金の期首残高は935百万円増加
するとともに、利益剰余金の期首残高は48,999百万円減少しておりま
す。

未適用の会計基準等
｢繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針｣(企業会計基準適用指針第
26号 平成28年3月28日)

(1) 概要
　本適用指針は、主に日本公認会計士協会監査委員会報告第66号
｢繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い｣にお
いて定められている繰延税金資産の回収可能性に関する指針につ
いて基本的にその内容を引き継いだ上で、一部見直しが行われた
ものです。

(2) 適用予定日
　当社は、当該適用指針を平成28年4月1日に開始する連結会計
年度の期首から適用する予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響
　当該適用指針の適用による影響は、評価中であります。

表示方法の変更
(連結損益計算書関係)
　前連結会計年度において、｢法人税、住民税及び事業税｣に含めていた｢法
人税等還付税額｣は、金額の重要性が増したことにより当連結会計年度より
独立掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会
計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、｢法人税、住民税
及び事業税｣に表示していた260,268百万円は、｢法人税、住民税及び事
業税｣260,799百万円、｢法人税等還付税額｣△531百万円として組み替
えております。
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連結貸借対照表関係
1．関連会社の株式又は出資金の総額

株式 318,803百万円
出資金 607百万円

2．無担保の消費貸借契約(債券貸借取引)により貸し付けている有価証券
はありません。
　無担保の消費貸借契約(債券貸借取引)により借り入れている有価証
券及び現先取引並びに現金担保付債券貸借取引等により受け入れてい
る有価証券のうち、売却又は(再)担保という方法で自由に処分できる
権利を有する有価証券は次のとおりであります。

(再)担保に差し入れている有価証券 11,479,189百万円
当連結会計年度末に当該処分をせずに
所有している有価証券 798,317百万円

3．貸出金のうち、破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおりでありま
す。

破綻先債権額 24,315百万円
延滞債権額 396,720百万円

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続
していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見
込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を
行った部分を除く。以下｢未収利息不計上貸出金｣という)のうち、法人
税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第１項第３号イからホま
でに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金で
あります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権
及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を
猶予した貸出金以外の貸出金であります。

4．貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は次のとおりであります。
3ヵ月以上延滞債権額 907百万円

　なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払
日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権
に該当しないものであります。

5．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は次のとおりであります。
貸出条件緩和債権額 463,108百万円

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債
権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債
権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

6．破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和
債権額の合計額は次のとおりであります。

合計額 885,052百万円
　なお、上記3.から6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額で
あります。

7．手形割引は、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及
び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24
号 平成14年2月13日)に基づき金融取引として処理しております。
これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替等は、売却又は(再)
担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額
面金額は次のとおりであります。

1,304,681百万円

8．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産

特定取引資産 2,674,897百万円
有価証券 10,631,675百万円
貸出金 5,475,195百万円
その他資産 1,015百万円

計 18,782,784百万円
担保資産に対応する債務

預金 813,050百万円
売現先勘定 6,090,727百万円
債券貸借取引受入担保金 2,553,436百万円
借用金 6,115,880百万円

　上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物
取引証拠金等の代用として、次のものを差し入れております。

現金預け金 45,101百万円
特定取引資産 98,922百万円
有価証券 4,323,535百万円
貸出金 307,997百万円

　また、その他資産には、先物取引差入証拠金、保証金及び金融商品
等差入担保金等が含まれておりますが、その金額は次のとおりであり
ます。

先物取引差入証拠金 192,188百万円
保証金 119,149百万円
金融商品等差入担保金等 930,999百万円

9．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客か
らの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件につい
て違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する
契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は次のとおりで
あります。

融資未実行残高 88,290,896百万円
うち原契約期間が1年以内のもの
又は任意の時期に無条件で取消可能
なもの 68,209,392百万円

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ
るため、融資未実行残高そのものが必ずしも将来のキャッシュ･フロー
に影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融
情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、実行申
し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる
旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて
不動産･有価証券等の担保の提供を受けるほか、契約後も定期的に予め
定めている内部手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契
約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

10.土地の再評価に関する法律(平成10年3月31日公布法律第34号)に
基づき、国内銀行連結子会社の事業用の土地の再評価を行い、評価差
額については、当該評価差額に係る税金相当額を｢再評価に係る繰延税
金負債｣として負債の部に計上し、これを控除した金額を｢土地再評価
差額金｣として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成10年3月31日
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同法律第3条第3項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月31日公布政
令第119号)第2条第4号に定める路線価に基づいて、奥行価格補
正等合理的な調整を行って算出したほか、第5号に定める鑑定評
価に基づいて算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の期末における
時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との
差額　　　　　　　　　　　　　　　　　　       131,964百万円

11.有形固定資産の減価償却累計額
減価償却累計額 857,628百万円

12.有形固定資産の圧縮記帳額
圧縮記帳額 34,267百万円

13.借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付
された劣後特約付借入金が含まれております。

劣後特約付借入金 307,000百万円
14.社債には、劣後特約付社債が含まれております。

劣後特約付社債 1,713,478百万円
15.国内信託銀行連結子会社の受託する元本補塡契約のある信託の元本金

額は次のとおりであります。
金銭信託 1,765,076百万円

16.｢有価証券｣中の社債のうち、有価証券の私募(金融商品取引法第2条第
3項)による社債に対する保証債務の額

1,039,783百万円

連結損益計算書関係
1．その他の経常収益には、次のものを含んでおります。

株式等売却益 271,115百万円
2．その他の経常費用には、次のものを含んでおります。

貸出金償却 46,610百万円
株式等売却損 45,728百万円
システム移行関連費用 34,892百万円

3．その他の特別利益は、次のとおりであります。
証券子会社における株式の
誤発注に係る受取損害賠償金等

12,822百万円

連結包括利益計算書関係
その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金
当期発生額 △291,966百万円
組替調整額 △332,063百万円

税効果調整前 △624,030百万円
税効果額 185,133百万円
その他有価証券評価差額金 △438,896百万円

繰延ヘッジ損益
当期発生額 230,945百万円
組替調整額 △28,215百万円

税効果調整前 202,730百万円
税効果額 △63,900百万円
繰延ヘッジ損益 138,829百万円

土地再評価差額金
当期発生額 ―百万円
組替調整額 ―百万円

税効果調整前 ―百万円
税効果額 3,630百万円
土地再評価差額金 3,630百万円

為替換算調整勘定
当期発生額 △10,173百万円
組替調整額 △413百万円

税効果調整前 △10,586百万円
税効果額 △126百万円
為替換算調整勘定 △10,712百万円

退職給付に係る調整額
当期発生額 △159,624百万円
組替調整額 △3,347百万円

税効果調整前 △162,971百万円
税効果額 53,609百万円
退職給付に係る調整額 △109,362百万円

持分法適用会社に対する持分相当額
当期発生額 △4,597百万円

その他の包括利益合計 △421,108百万円
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連結株主資本等変動計算書関係
1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する

事項

当連結会計年度
期首株式数

(千株)

当連結会計年度
増加株式数

(千株)

当連結会計年度
減少株式数

(千株)

当連結会計年度
末株式数

(千株)

摘要

発行済株式

普通株式 24,621,897 408,627 ― 25,030,525 注1

第十一回第十一種
優先株式 914,752 ― ― 914,752

合計 25,536,649 408,627 ― 25,945,277

自己株式

普通株式 11,649 3,084 3,804 10,929 注2

第十一回第十一種
優先株式 701,631 114,197 ― 815,828 注3

合計 713,280 117,281 3,804 826,757
(注) 1. 増加は取得請求(403,667千株)及び新株予約権(ストック･オプション)の権利行使

(4,960千株)によるものであります。
2. 増加は単元未満株式の買取等によるものであり、減少は新株予約権(ストック･オプシ

ョン)の権利行使(1,808千株)及び単元未満株式の買増請求に応じたこと等(1,996
千株)によるものであります。

3. 増加は取得請求によるものであります。

2．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新 株 予 約 権
の 内 訳

新株予約権の
目 的 と な る
株 式 の 種 類

新株予約権の目的となる株式の数(株)
当連結会計
年度末残高
(百万円)

摘要当連結会計
年 度 期 首

当連結会計年度 当 連 結 会
計 年 度 末増加 減少

当社

新 株 予 約 権
( 自 己 新 株
予 約 権 )

― ―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

ス ト ッ ク ･
オ プ シ ョ ン
と し て の
新 株 予 約 権

― 2,762

連結子会社
(自己新株
予 約 権 )

― ―
(―)

合計 ― 2,762
(―)

3．配当に関する事項
(1) 当連結会計年度中の配当金支払額

(決議)
株式の種類 配当金の総額

(百万円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年
5月15日
取締役会

普通株式 98,452 4 平成27年
3月31日

平成27年
6月4日

第十一回第十一種
優先株式 2,131 10 平成27年

3月31日
平成27年

6月4日

平成27年
11月13日
取締役会

普通株式 93,240 3.75 平成27年
9月30日

平成27年
12月4日

第十一回第十一種
優先株式 1,440 10 平成27年

9月30日
平成27年
12月4日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当
連結会計年度の末日後となるもの

(決議)
株式の種類 配当金の総額

(百万円)
配当の原資 1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成28年
5月13日
取締役会

普通株式 93,838 利益剰余金 3.75 平成28年
3月31日

平成28年
6月3日

第十一回
第十一種
優先株式

989 利益剰余金 10 平成28年
3月31日

平成28年
6月3日

連結キャッシュ･フロー計算書関係
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係

現金預け金勘定 36,315,471百万円
中央銀行預け金を除く預け金 △1,226,348百万円
現金及び現金同等物 35,089,122百万円
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リース取引関係
1．ファイナンス･リース取引

所有権移転外ファイナンス･リース取引
(借手側)
①リース資産の内容
(ア)有形固定資産

　主として、動産であります。
(イ)無形固定資産

　ソフトウェアであります。
②リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項｢4.会計方針
に関する事項｣の｢(5)固定資産の減価償却の方法｣に記載のとお
りであります。

2．オペレーティング･リース取引
オペレーティング･リース取引のうち解約不能のものに係る未経過
リース料
(1) 借手側 (単位：百万円)

１年内 53,116
１年超 223,770
合計 276,887

(2) 貸手側 (単位：百万円)
１年内 692
１年超 3,684
合計 4,376

退職給付関係
1．採用している退職給付制度の概要

(1) 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金
基金制度及び退職一時金制度を設けております。また、当社及び
一部の国内連結子会社は、退職一時金制度の一部について確定拠
出年金制度を採用しております。

(2) 一部の国内連結子会社において退職給付信託を設定しておりま
す。

2．確定給付制度
(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

(単位：百万円)
退職給付債務の期首残高 1,360,954

勤務費用 37,858
利息費用 9,269
数理計算上の差異の発生額 125,669
退職給付の支払額 △67,041
その他 △1,562

退職給付債務の期末残高 1,465,148
(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しておりま

す。

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
(単位：百万円)

年金資産の期首残高 2,056,818
期待運用収益 39,260
数理計算上の差異の発生額 △33,958
事業主からの拠出額 48,924
従業員からの拠出額 1,192
退職給付の支払額 △50,649
その他 △1,525

年金資産の期末残高 2,060,062

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上さ
れた退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表

(単位：百万円)
退職給付債務 1,465,148
年金資産 △2,060,062
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △594,914

(単位：百万円)
退職給付に係る負債 51,514
退職給付に係る資産 △646,428
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △594,914

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額
(単位：百万円)

勤務費用 36,841
利息費用 9,269
期待運用収益 △39,260
数理計算上の差異の費用処理額 △3,347
その他 4,177
確定給付制度に係る退職給付費用 7,681
(注) 1. 企業年金基金に対する従業員拠出額は｢勤務費用｣より控除しております。

2. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は｢勤務費用｣に含めて計
上しております。

(5) 退職給付に係る調整額
　退職給付に係る調整額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は
次のとおりであります。

(単位：百万円)
数理計算上の差異 162,971

合計 162,971

(6) 退職給付に係る調整累計額
　退職給付に係る調整累計額に計上した項目(税効果控除前)の内
訳は次のとおりであります。

(単位：百万円)
未認識数理計算上の差異 △66,853

合計 △66,853

(7) 年金資産に関する事項
①年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりで

あります。
国内株式 57.09%
国内債券 18.37%
外国株式 11.71%
外国債券 4.85%
生命保険会社の一般勘定 5.88%
その他 2.10%

合計 100.00%
(注) 年金資産合計には、企業年金制度及び退職一時金制度に対して設定した

退職給付信託が56.64％含まれております。

②長期期待運用収益率の設定方法
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び
予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資
産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してお
ります。

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎
割引率 主に0.01％～0.80％
長期期待運用収益率 主に1.66％～2.20％

3．確定拠出制度
　当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は2,698百万円
であります。

212

注記事項



み
ず
ほ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ
　
●
　
連
結
決
算
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

2016/07/07 17:25:41 / 16186588_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

ストック･オプション等関係
1．ストック･オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック･オプションの内容

株式会社みずほフィナンシャル
グループ第1回新株予約権

株式会社みずほフィナンシャル
グループ第2回新株予約権

株式会社みずほフィナンシャル
グループ第3回新株予約権

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役 4名
当社の執行役員 4名
子会社の取締役 14名
子会社の執行役員 71名

当社の取締役 4名
当社の執行役員 4名
子会社の取締役 14名
子会社の執行役員 71名

当社の取締役 4名
当社の執行役員 4名
子会社の取締役 12名
子会社の執行役員 71名

株式の種類別の
ストック･オプションの数(注)

普通株式 5,409,000株 普通株式 5,835,000株 普通株式 6,808,000株

付与日 平成21年2月16日 平成21年9月25日 平成22年8月26日

権利確定条件

当社、株式会社みずほ銀行又は株
式会社みずほコーポレート銀行の
取締役又は執行役員の地位に基づ
き割当てを受けた本新株予約権に
ついては、当該各会社の取締役又
は執行役員の地位を喪失した日の
翌日以降、本新株予約権を行使で
きる。

同左 同左

対象勤務期間
自　平成20年7月1日
至　平成21年3月31日

自　平成21年4月1日
至　平成22年3月31日

自　平成22年4月1日
至　平成23年3月31日

権利行使期間
自　平成21年2月17日
至　平成41年2月16日

自　平成21年9月28日
至　平成41年9月25日

自　平成22年8月27日
至　平成42年8月26日

株式会社みずほフィナンシャル
グループ第4回新株予約権

株式会社みずほフィナンシャル
グループ第5回新株予約権

株式会社みずほフィナンシャル
グループ第6回新株予約権

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役 6名
当社の執行役員 6名
子会社の取締役 26名
子会社の執行役員 130名

当社の取締役 6名
当社の執行役員 11名
子会社の取締役 23名
子会社の執行役員 150名

当社の取締役 6名
当社の執行役員 36名
子会社の取締役 22名
子会社の執行役員 134名

株式の種類別の
ストック･オプションの数(注)

普通株式 12,452,000株 普通株式 11,776,000株 普通株式 7,932,000株

付与日 平成23年12月8日 平成24年8月31日 平成26年2月17日

権利確定条件

当社、株式会社みずほ銀行、株式
会社みずほコーポレート銀行、み
ずほ信託銀行株式会社又はみずほ
証券株式会社の取締役又は執行役
員の地位に基づき割当てを受けた
本新株予約権については、当該各
会社の取締役又は執行役員の地位
を喪失した日の翌日以降、本新株
予約権を行使できる。

同左

当社、株式会社みずほ銀行、みず
ほ信託銀行株式会社又はみずほ証
券株式会社の取締役又は執行役員
の地位に基づき割当てを受けた本
新株予約権については、当該各会
社の取締役又は執行役員の地位を
喪失した日の翌日以降、本新株予
約権を行使できる。

対象勤務期間
自　平成23年4月1日
至　平成24年3月31日

自　平成24年4月1日
至　平成25年3月31日

自　平成25年4月1日
至　平成26年3月31日

権利行使期間
自　平成23年12月9日
至　平成43年12月8日

自　平成24年9月3日
至　平成44年8月31日

自　平成26年2月18日
至　平成46年2月17日
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株式会社みずほフィナンシャル
グループ第7回新株予約権

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役 2名
当社の執行役 12名
当社の執行役員 37名
子会社の取締役 32名
子会社の執行役員 113名

株式の種類別の
ストック･オプションの数(注)

普通株式 9,602,000株

付与日 平成26年12月1日

権利確定条件

当社、株式会社みずほ銀行、みず
ほ信託銀行株式会社又はみずほ証
券株式会社の取締役、執行役又は
執行役員の地位に基づき割当てを
受けた本新株予約権については、
当該各会社の取締役、執行役又は
執行役員の地位を喪失した日の翌
日以降、本新株予約権を行使でき
る。

対象勤務期間
自　平成26年4月1日
至　平成27年3月31日

権利行使期間
自　平成26年12月2日
至　平成46年12月1日

(注) 株式数に換算して記載しております。

(2) ストック･オプションの規模及びその変動状況
　当連結会計年度(平成28年3月期)において存在したストック･
オプションを対象とし、ストック･オプションの数については、株
式数に換算して記載しております。
①ストック･オプションの数

株式会社みずほフィナンシャル
グループ第1回新株予約権

株式会社みずほフィナンシャル
グループ第2回新株予約権

株式会社みずほフィナンシャル
グループ第3回新株予約権

権利確定前

前連結会計年度末 164,000株
付与 ―株
失効 ―株
権利確定 40,000株
未確定残 124,000株

前連結会計年度末 448,000株
付与 ―株
失効 ―株
権利確定 123,000株
未確定残 325,000株

前連結会計年度末 805,000株
付与 ―株
失効 ―株
権利確定 237,000株
未確定残 568,000株

権利確定後

前連結会計年度末 ―株
権利確定 40,000株
権利行使 40,000株
失効 ―株
未行使残 ―株

前連結会計年度末 ―株
権利確定 123,000株
権利行使 123,000株
失効 ―株
未行使残 ―株

前連結会計年度末 ―株
権利確定 237,000株
権利行使 237,000株
失効 ―株
未行使残 ―株

株式会社みずほフィナンシャル
グループ第4回新株予約権

株式会社みずほフィナンシャル
グループ第5回新株予約権

株式会社みずほフィナンシャル
グループ第6回新株予約権

権利確定前

前連結会計年度末 2,842,000株
付与 ―株
失効 ―株
権利確定 1,046,000株
未確定残 1,796,000株

前連結会計年度末 4,840,000株
付与 ―株
失効 ―株
権利確定 1,354,000株
未確定残 3,486,000株

前連結会計年度末 5,257,000株
付与 ―株
失効 ―株
権利確定 1,697,000株
未確定残 3,560,000株

権利確定後

前連結会計年度末 ―株
権利確定 1,046,000株
権利行使 1,046,000株
失効 ―株
未行使残 ―株

前連結会計年度末 ―株
権利確定 1,354,000株
権利行使 1,354,000株
失効 ―株
未行使残 ―株

前連結会計年度末 ―株
権利確定 1,697,000株
権利行使 1,697,000株
失効 ―株
未行使残 ―株
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株式会社みずほフィナンシャル
グループ第7回新株予約権

権利確定前

前連結会計年度末 9,602,000株
付与 ―株
失効 ―株
権利確定 2,271,000株
未確定残 7,331,000株

権利確定後

前連結会計年度末 ―株
権利確定 2,271,000株
権利行使 2,271,000株
失効 ―株
未行使残 ―株

(注) ストック･オプションの数は株式数に換算して記載しております。

②単価情報

株式会社みずほフィナンシャル
グループ第1回新株予約権

株式会社みずほフィナンシャル
グループ第2回新株予約権

株式会社みずほフィナンシャル
グループ第3回新株予約権

権利行使価格 1株につき1円 1株につき1円 1株につき1円

行使時平均株価 226円30銭 226円30銭 226円30銭

付与日における
公正な評価単価

1株につき190円91銭 1株につき168円69銭 1株につき119円52銭

株式会社みずほフィナンシャル
グループ第4回新株予約権

株式会社みずほフィナンシャル
グループ第5回新株予約権

株式会社みずほフィナンシャル
グループ第6回新株予約権

権利行使価格 1株につき1円 1株につき1円 1株につき1円

行使時平均株価 235円08銭 229円77銭 228円00銭

付与日における
公正な評価単価

1株につき91円84銭 1株につき113円25銭 1株につき192円61銭

株式会社みずほフィナンシャル
グループ第7回新株予約権

権利行使価格 1株につき1円

行使時平均株価 226円91銭

付与日における
公正な評価単価

1株につき186円99銭

2．ストック･オプションの権利確定数の見積方法
　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実
績の失効数のみ反映させる方法を採用しております。
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税効果会計関係
1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
繰越欠損金 73,028百万円
有価証券償却損金算入限度超過額 156,082
貸倒引当金損金算入限度超過額 156,418
有価証券等(退職給付信託拠出分) 184,132
その他 177,860

繰延税金資産小計 747,523
評価性引当額 △275,445
繰延税金資産合計 472,077
繰延税金負債

退職給付に係る資産 △197,203
その他有価証券評価差額 △507,553
その他 △145,602

繰延税金負債合計 △850,359
繰延税金資産(負債)の純額 △378,281百万円

　上記の他、繰越欠損金に対応する繰延税金資産相当額268,543百
万円が存在しますが、これらは連結会社間取引に起因して発生したも
のであるため、原因別内訳の繰越欠損金額に含めておりません。な
お、当該繰延税金相当額は連結貸借対照表上、資産計上しておりませ
ん。

2．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主な項目別の内訳

法定実効税率 33.06%
(調整)
評価性引当額の増減 △4.47
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.29
連結子会社との税率差異 △3.27
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.94
その他 3.05
税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.02%

3．法人税等の税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額
の修正
　｢所得税法等の一部を改正する法律｣(平成28年法律第15号)及び
｢地方税法等の一部を改正する等の法律｣(平成28年法律第13号)が平
成28年3月29日に国会で成立し、平成28年4月1日以後に開始する
連結会計年度から法人税率等の引下げが行われることとなりました。
これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実
効税率は従来の32.26％から、平成28年4月1日に開始する連結会計
年度及び平成29年4月1日に開始する連結会計年度に解消が見込まれ
る一時差異等については30.86％に、平成30年4月1日に開始する連
結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については30.62％
となります。
　また、欠損金の繰越控除制度が平成28年4月1日以後に開始する連
結会計年度から繰越控除前の所得の金額の100分の60相当額が控除
限度額とされ、平成29年4月1日以後に開始する連結会計年度から繰
越控除前の所得の金額の100分の55相当額が控除限度額とされるこ
ととなります。
　この税率変更及び欠損金の繰越控除制度の変更により、繰延税金負
債は21,868百万円減少し、その他有価証券評価差額金は26,866百
万円増加し、繰延ヘッジ損益は3,409百万円増加し、退職給付に係る
調整累計額は1,090百万円増加し、法人税等調整額は9,501百万円増
加しております。再評価に係る繰延税金負債は3,626百万円減少
し、土地再評価差額金は同額増加しております。
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関連当事者情報
　関連当事者情報について記載すべき重要なものはありません。

1株当たり情報

1株当たり純資産額 322円46銭
1株当たり当期純利益金額 26円94銭
潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 26円42銭
(注) 1. 1株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

1株当たり純資産額
純資産の部の合計額 9,353,244百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 1,285,343百万円

うち優先株式払込金額 98,923百万円
うち優先配当額 989百万円
うち新株予約権 2,762百万円
うち非支配株主持分 1,182,668百万円

普通株式に係る期末の純資産額 8,067,900百万円
1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数 25,019,596千株

2. 1株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算定上の
基礎は、次のとおりであります。

1株当たり当期純利益金額
親会社株主に帰属する当期純利益 670,943百万円
普通株主に帰属しない金額 2,429百万円

うち優先配当額 2,429百万円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 668,513百万円
普通株式の期中平均株式数 24,806,160千株

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額
親会社株主に帰属する当期純利益調整額 2,429百万円

うち優先配当額 2,429百万円
普通株式増加数 580,872千株

うち優先株式 563,044千株
うち新株予約権 17,828千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり
当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要 ―

3. ｢会計方針の変更｣に記載のとおり、企業結合会計基準等を適用し、企業結合会計基準
第58－2項(3)、連結会計基準第44－5項(3)及び事業分離等会計基準第57－4項
(3)に定める経過的な取扱いに従っております。
　これによる当連結会計年度の1株当たり純資産額、1株当たり当期純利益金額及び潜
在株式調整後1株当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。

重要な後発事象
　当社は、平成28年5月13日に、当社保有の海外特別目的子会社が発行
した優先出資証券を償還することを決定いたしました。償還される優先出
資証券の概要は、以下のとおりであります。
(1) 発行体

① Mizuho Capital Investment (USD) 1 Limited
② Mizuho Capital Investment (JPY) 1 Limited

(2) 発行証券の種類　　　配当金非累積型永久優先出資証券
(3) 償還総額

①600百万米ドル
②400,000百万円

(4) 償還予定日　　　　　平成28年6月30日
(5) 償還理由　　　　　　任意償還期日到来による
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■セグメント情報等

(5) セグメント情報

事業の種類別セグメント情報 (単位：百万円)

平成26年度
銀行業 証券業 その他の事業 計 消去又は全社 連結

経常収益及び経常損益
　経常収益
　　　(1)外部顧客に対する経常収益 2,559,625 414,227 206,372 3,180,225 ― 3,180,225
　　　(2)セグメント間の内部経常収益 46,219 22,223 269,237 337,680 (337,680) ―
　計 2,605,844 436,450 475,610 3,517,906 (337,680) 3,180,225
　経常費用 1,728,216 322,711 422,910 2,473,837 (304,480) 2,169,357
　経常利益 877,628 113,739 52,700 1,044,068 (33,200) 1,010,867
資産 170,646,191 21,714,128 856,504 193,216,824 (3,532,075) 189,684,749
注) 1. 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しています。

2. 各事業の主な内容
(1)銀行業･････････銀行業、信託業
(2)証券業･････････証券業
(3)その他の事業･･･投資顧問業等

(単位：百万円)

平成27年度
銀行業 証券業 その他の事業 計 消去又は全社 連結

経常収益及び経常損益
　経常収益
　　　(1)外部顧客に対する経常収益 2,559,699 435,981 219,593 3,215,274 ― 3,215,274
　　　(2)セグメント間の内部経常収益 41,366 24,874 343,894 410,134 (410,134) ―
　計 2,601,065 460,856 563,487 3,625,408 (410,134) 3,215,274
　経常費用 1,774,495 351,770 471,926 2,598,192 (380,448) 2,217,744
　経常利益 826,570 109,085 91,560 1,027,215 (29,686) 997,529
資産 174,043,463 21,497,026 906,317 196,446,808 (2,988,228) 193,458,580
注) 1. 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しています。

2. 各事業の主な内容
(1)銀行業･････････銀行業、信託業
(2)証券業･････････証券業
(3)その他の事業･･･投資顧問業等

(参考：マネジメント･アプローチに基づくセグメント情報等)

(A) 報告セグメントの概要
　当社グループは、子会社を通じて銀行業務、信託業務、証券業務、
その他の金融サービスを提供しており、当該子会社が異なる業界･規
制環境下にあることから、現在及び将来のキャッシュフローを適切に
評価頂くため、本報告セグメントにおいては、以下の主要子会社を報
告セグメントとしております。

みずほ銀行 ：銀行業務
みずほ信託銀行：信託業務･銀行業務
みずほ証券 ：証券業務

　また、みずほ銀行については、顧客マーケットに応じた｢個人｣｢リ
テールバンキング｣｢大企業法人｣｢事業法人｣｢金融･公共法人｣｢国際｣
の6つの顧客セグメントと｢市場･その他｣に分類して記載しており、6
つの顧客セグメントの概要は以下のとおりです。

個人 ：個人(リテールバンキングセグメントの個
人を除く)

リテールバンキング：企業オーナー･地権者等の個人、中小企業
大企業法人 ：国内大企業法人ならびにそのグループ会社
事業法人 ：国内上場企業に準ずる中堅･中小企業
金融･公共法人 ：金融法人、国、地方公共団体
国際 ：海外進出日系企業及び非日系企業

　以下に示す報告セグメント情報は、経営者が当社グループの各事業
セグメントの業績評価に使用している内部管理報告に基づいてお
り、その評価についてはグループ内の管理会計ルール･実務に則し
て、主に業務純益(信託勘定償却前、一般貸倒引当金繰入前)を用いて
おります。
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(B) 報告セグメントごとの業務粗利益(信託勘定償却前)、業務純益(信託勘定償却前、一般貸倒引当金繰入前)及
び資産の金額の算定方法

　以下の報告セグメントの情報は内部管理報告を基礎としておりま
す。
　業務粗利益(信託勘定償却前)は、資金利益、信託報酬、役務取引等
利益、特定取引利益及びその他業務利益の合計であります。
　業務純益(信託勘定償却前、一般貸倒引当金繰入前)は、業務粗利益
(信託勘定償却前)から経費(除く臨時処理分)及びその他(持分法によ
る投資損益等連結調整)を控除等したものであります。

　経営者が各セグメントの資産情報を資源配分や業績評価のために
使用することはないことから、セグメント別資産情報は作成しており
ません。
　セグメント間の取引に係る業務粗利益(信託勘定償却前)は、市場実
勢価格に基づいております。

(C) 報告セグメントごとの業務粗利益(信託勘定償却前)及び業務純益(信託勘定償却前、一般貸倒引当金繰入前)
の金額に関する情報 (単位：百万円)

平成26年度
みずほ銀行

(連結)みずほ銀行
(単体)

その他
個人 リテール

バンキング
大企業

法人
事業
法人

金融･公共
法人

国際 市場･
その他

業務粗利益(信託勘定償却前)
金利収支 213,400 77,600 179,500 99,600 33,300 147,100 184,396 934,896 152,401 1,087,298
非金利収支 48,700 53,700 128,000 79,800 27,400 164,900 58,074 560,574 37,845 598,420
計 262,100 131,300 307,500 179,400 60,700 312,000 242,471 1,495,471 190,247 1,685,718

経費(除く臨時処理分) 233,500 118,400 94,400 76,500 30,300 92,600 188,037 833,737 70,963 904,700
その他 ― ― ― ― ― ― ― ― △43,198 △43,198
業務純益(信託勘定償却前、
一般貸倒引当金繰入前) 28,600 12,900 213,100 102,900 30,400 219,400 54,433 661,733 76,085 737,819

(単位：百万円)

平成26年度
みずほ

信託銀行
(連結)

みずほ証券
(連結)

その他 みずほフィ
ナンシャル

グループ
(連結)

業務粗利益(信託勘定償却前)
金利収支 39,484 1,753 897 1,129,433
非金利収支 122,565 335,799 61,520 1,118,305
計 162,049 337,552 62,418 2,247,738

経費(除く臨時処理分) 94,527 267,970 54,025 1,321,224
その他 △3,697 32 △2,689 △49,552
業務純益(信託勘定償却前、
一般貸倒引当金繰入前) 63,824 69,614 5,703 876,961

注) 1. 一般企業の売上高に代えて、業務粗利益(信託勘定償却前)を記載しております。
2. ｢その他｣には各子会社間の内部取引として消去すべきものが含まれております。
3. 平成27年4月より顧客セグメント間の配分方法を変更したことに伴い、上表につきましては、当該変更を反映させるための組替えを行っております。
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(単位：百万円)

平成27年度
みずほ銀行

(連結)みずほ銀行
(単体)

その他
個人 リテール

バンキング
大企業

法人
事業
法人

金融･公共
法人

国際 市場･
その他

業務粗利益(信託勘定償却前)
金利収支 214,800 75,700 173,000 97,500 32,500 175,500 61,051 830,051 129,362 959,413
非金利収支 45,000 53,100 143,700 77,500 31,800 185,100 97,569 633,769 41,552 675,321
計 259,800 128,800 316,700 175,000 64,300 360,600 158,620 1,463,820 170,914 1,634,734

経費(除く臨時処理分) 234,400 118,600 91,900 75,200 29,800 122,100 161,310 833,310 69,956 903,266
その他 ― ― ― ― ― ― ― ― △22,116 △22,116
業務純益(信託勘定償却前、
一般貸倒引当金繰入前) 25,400 10,200 224,800 99,800 34,500 238,500 △2,690 630,509 78,842 709,352

(単位：百万円)

平成27年度
みずほ

信託銀行
(連結)

みずほ証券
(連結)

その他 みずほフィ
ナンシャル

グループ
(連結)

業務粗利益(信託勘定償却前)
金利収支 36,052 5,426 2,789 1,003,682
非金利収支 130,702 343,765 68,143 1,217,933
計 166,755 349,192 70,932 2,221,615

経費(除く臨時処理分) 99,101 279,351 63,240 1,344,960
その他 △4,184 44 2,455 △23,800
業務純益(信託勘定償却前、
一般貸倒引当金繰入前) 63,468 69,885 10,147 852,854

注) 1. 一般企業の売上高に代えて、業務粗利益(信託勘定償却前)を記載しております。
2. ｢その他｣には各子会社間の内部取引として消去すべきものが含まれております。
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(D) 報告セグメント合計額と連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)
　上記の内部管理報告に基づく報告セグメントの業務粗利益(信託勘
定償却前)及び業務純益(信託勘定償却前、一般貸倒引当金繰入前)と

連結損益計算書計上額は異なっており、差異調整は以下のとおりであ
ります。

〈報告セグメントの業務粗利益(信託勘定償却前)の合計額と連結損益計算書の経常利益計上額〉 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
業務粗利益(信託勘定償却前)

報告セグメント計 2,247,738 2,221,615
その他経常収益 301,037 344,674
営業経費 △1,351,611 △1,349,593
その他経常費用 △186,296 △219,166

連結損益計算書の経常利益 1,010,867 997,529

〈報告セグメントの業務純益(信託勘定償却前、一般貸倒引当金繰入前)の合計額と連結損益計算書の税金等調整前当期純利益計上額〉 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
業務純益(信託勘定償却前、一般貸倒引当金繰入前)

報告セグメント計 876,961 852,854
信託勘定与信関係費用 ― ―
経費(臨時処理分) △30,386 △4,632
不良債権処理額(含む一般貸倒引当金純繰入額) △87,051 △47,745
貸倒引当金戻入益等 82,351 17,297
株式等関係損益 131,910 205,678
特別損益 △20,235 10,722
その他 37,082 △25,923

連結損益計算書の税金等調整前当期純利益 990,632 1,008,252

(E) 関連情報

1. 地域ごとの情報

〈経常収益〉 (単位：百万円)

平成26年度
日本 米州 欧州 アジア･

オセアニア
合計

経常収益 2,375,535 284,770 184,355 335,564 3,180,225
注) 1. 当社及び連結子会社について、地理的な近接度、経済活動の類似性、事業活動の相互関連性等を考慮して国内と地域ごとに区分の上、一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しており

ます。
2. ｢日本｣には当社及び国内連結子会社(海外店を除く)、｢米州｣にはカナダ、アメリカ等に所在する連結子会社(海外店を含む)、｢欧州｣にはイギリス等に所在する連結子会社(海外店を含む)、

｢アジア･オセアニア｣には香港、シンガポール等に所在する連結子会社(海外店を含む)の経常収益を記載しております。

(単位：百万円)

平成27年度
日本 米州 欧州 アジア･

オセアニア
合計

経常収益 2,406,320 322,385 149,234 337,332 3,215,274
注) 1. 当社及び連結子会社について、地理的な近接度、経済活動の類似性、事業活動の相互関連性等を考慮して国内と地域ごとに区分の上、一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しており

ます。
2. ｢日本｣には当社及び国内連結子会社(海外店を除く)、｢米州｣にはカナダ、アメリカ等に所在する連結子会社(海外店を含む)、｢欧州｣にはイギリス等に所在する連結子会社(海外店を含む)、

｢アジア･オセアニア｣には香港、シンガポール等に所在する連結子会社(海外店を含む)の経常収益を記載しております。

〈有形固定資産〉

　当社グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸
借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略し
ております。

2. 主要な顧客ごとの情報
　特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％
以上を占めるものがないため、記載を省略しております。
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(F) 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 (単位：百万円)

平成26年度
みずほ銀行

(連結)みずほ銀行
(単体)

その他
個人 リテール

バンキング
大企業

法人
事業
法人

金融･公共
法人

国際 市場･
その他

減損損失 ― ― ― ― ― ― 10,387 10,387 0 10,387

(単位：百万円)

平成26年度
みずほ

信託銀行
(連結)

みずほ
証券

(連結)

その他 みずほフィ
ナンシャル

グループ
(連結)

減損損失 59 859 52 11,358

(単位：百万円)

平成27年度
みずほ銀行

(連結)みずほ銀行
(単体)

その他
個人 リテール

バンキング
大企業

法人
事業
法人

金融･公共
法人

国際 市場･
その他

減損損失 ― ― ― ― ― ― 3,568 3,568 0 3,569

(単位：百万円)

平成27年度
みずほ

信託銀行
(連結)

みずほ
証券

(連結)

その他 みずほフィ
ナンシャル

グループ
(連結)

減損損失 ― 843 ― 4,412

(G) 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 (単位：百万円)

平成26年度
みずほ銀行

(連結)みずほ銀行
(単体)

その他
個人 リテール

バンキング
大企業

法人
事業
法人

金融･公共
法人

国際 市場･
その他

当期償却額 ― ― ― ― ― ― ― ― 785 785
当期末残高 ― ― ― ― ― ― ― ― 10,553 10,553

(単位：百万円)

平成26年度
みずほ

信託銀行
(連結)

みずほ
証券

(連結)

その他 みずほフィ
ナンシャル

グループ
(連結)

当期償却額 ― ― 2,912 3,698
当期末残高 ― ― 48,063 58,617

(単位：百万円)

平成27年度
みずほ銀行

(連結)みずほ銀行
(単体)

その他
個人 リテール

バンキング
大企業

法人
事業
法人

金融･公共
法人

国際 市場･
その他

当期償却額 ― ― ― ― ― ― ― ― 624 624
当期末残高 ― ― ― ― ― ― ― ― 7,176 7,176

(単位：百万円)

平成27年度
みずほ

信託銀行
(連結)

みずほ
証券

(連結)

その他 みずほフィ
ナンシャル

グループ
(連結)

当期償却額 205 ― ― 830
当期末残高 16,264 ― ― 23,440
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(H) 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当事項はありません。
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■時価情報

(6) 金融商品の状況に関する事項

金融商品に対する取組方針
　銀行業を中心とする当社グループは、資金調達サイドにおいて取引
先からの預金や市場調達等の金融負債を有する一方、資金運用サイド
においては取引先に対する貸出金や株式及び債券等の金融資産を有
しており、一部の金融商品についてはトレーディング業務を行ってお
ります。また一部の連結子会社では証券関連業務やその他の金融関
連業務を行っております。

　これらの業務に関しては、金融商品ごとのリスクに応じた適切な管
理を行いつつ、長短バランスやリスク諸要因に留意した取組みを行っ
ております。

金融商品の内容及びそのリスク
　当社グループが保有する主な金融資産は、取引先に対する貸出金、
預金の支払い準備及び資金運用目的等で保有する、株式、国債などの
有価証券です。これらの金融資産は、貸出先や発行体の財務状況の悪
化等により、金融資産の価値が減少又は消失し損失を被るリスク(信
用リスク)及び、金利･株価･為替等の変動により資産価値が減少し損
失を被るリスク(市場リスク)に晒されております。
　また、金融負債として、主に預金により安定的な資金を調達してい
るほか、金融市場からの資金調達を行っております。これらの資金調
達手段は、市場の混乱や当社グループの財務内容の悪化等により、必
要な資金が確保できなくなり資金繰りがつかなくなる場合や、通常よ
り著しく高い金利で資金調達を余儀なくされることにより損失を被
るリスク(流動性リスク)があります。
　このほか、当社グループが保有する金融資産･負債に係る金利リス
クコントロール(ALM)として、金利リスクを共通する単位ごとに

グルーピングした上で管理する｢包括ヘッジ｣を実施しており、これら
のヘッジ(キャッシュ･フロー･ヘッジ又はフェア･バリュー･ヘッジ
の)手段として金利スワップ取引などのデリバティブ取引を使用して
おります。ALM目的として保有するデリバティブ取引の大宗はヘッ
ジ会計を適用し、繰延ヘッジによる会計処理を行っております。ま
た、当該取引に関するヘッジの有効性評価は、回帰分析等によりヘッ
ジ対象の金利リスク又は、キャッシュ･フローの変動がヘッジ手段に
より、高い程度で相殺されることを定期的に検証することによって行
っております。なお、デリバティブ取引は、トレーディング目的とし
ても保有しております。
　金融業務が多様化･複雑化していくなか、信用リスク･市場リスク･
流動性リスクをはじめ、多様なリスクに当社グループは晒されており
ます。

金融商品に係るリスク管理体制
1．リスク管理への取組み

　当社グループでは、グループ全体及びグループ会社各社の経営
の健全性･安全性を確保しつつ企業価値を高めていくために、業
務やリスクの特性に応じてそのリスクを適切に管理し、コント
ロールしていくことを経営上の最重要課題の1つとして認識
し、リスク管理態勢の整備に取り組んでおります。
　当社では、各種リスクの明確な定義、適切なリスク管理を行う
ための態勢の整備と人材の育成、リスク管理態勢の有効性及び適
切性の監査の実施等を内容とした、当社グループ全体に共通する
リスク管理の基本方針を取締役会において制定しております。
当社グループは、この基本方針に則り様々な手法を活用してリス
ク管理の高度化を図る等、リスク管理の強化に努めております。

2．総合的なリスク管理
　当社グループでは、当社グループが保有する様々な金融資産･
負債が晒されているリスクを、リスクの要因別に｢信用リスク｣、
｢市場リスク｣、｢流動性リスク｣、｢オペレーショナルリスク｣等に
分類し、各リスクの特性に応じた管理を行っております。
　また、当社グループでは、各リスク単位での管理に加え、リス
クを全体として把握･評価し、必要に応じて定性･定量それぞれの
面から適切な対応を行い、経営として許容できる範囲にリスクを
制御していく、総合的なリスク管理態勢を構築しております。
　具体的には、当社が主要グループ会社に対して各々のグルー
プ会社分も含めたリスクキャピタルを配賦し、各社のリスク上限
としてリスク制御を行うとともに、当社グループ全体(連結
ベース)として保有するリスクが資本金等の財務体力を超えない
ように経営としての許容範囲にリスクを制御しております。当
社及び主要グループ会社は、この枠組みのもとで経営の健全性を
確保するためにリスクキャピタルの使用状況を定期的にモニタ

リングし、各社内の取締役会等に報告をしております。
3．信用リスクの管理

　当社では、取締役会が信用リスクに関する基本的事項を決定し
ます。また、信用リスク管理に関する経営政策委員会として
｢リスク管理委員会｣を設置し、信用リスク管理に係る基本的な方
針や当社グループのクレジットポートフォリオ運営に関する事
項、信用リスクのモニタリング等について、総合的に審議･調整
等を行っております。リスク管理グループ長が所管する総合リ
スク管理部と与信企画部は共同して、信用リスク管理に関する基
本的な事項の企画立案、推進を行っております。
　当社グループの信用リスク管理は、相互に補完する2つのアプ
ローチによって実施しております。1つは、信用リスクの顕在化
により発生する損失を制御するために、取引先の信用状態の調査
を基に、与信実行から回収までの過程を個別案件ごとに管理する
｢与信管理｣です。もう1つは、信用リスクを把握し適切に対応す
るために、信用リスク顕在化の可能性を統計的な手法で把握する
｢クレジットポートフォリオ管理｣です。クレジットポートフォ
リオ管理方法としては、統計的な手法によって今後1年間に予想
される平均的な損失額(＝信用コスト)、一定の信頼区間における
最大損失額(＝信用VAR)、及び信用VARと信用コストとの差額
(＝信用リスク量)を計測し、保有ポートフォリオから発生する損
失の可能性を管理しております。また、信用リスク量を特定企業
又は企業グループへの与信集中の結果発生する｢与信集中リス
ク｣と地域･業種等への与信集中の結果発生する｢連鎖デフォルト
リスク｣に分解し、それぞれのリスクを制御するために各種ガイ
ドラインを設定するなど適切な管理を行っております。
　主要グループ会社では、当社で定めた｢信用リスク管理の基本
方針｣に則り、各社の取締役会が信用リスク管理に関する重要な
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事項を決定しております。また、各社の経営政策委員会におい
て、各々のクレジットポートフォリオの運営、与信先に対する取
引方針について総合的に審議･調整を行っております。
　主要グループ会社のリスク管理担当役員は、信用リスク管理の
企画運営に関する事項を所管します。信用リスク管理担当部署
は、与信管理の企画･運営並びに信用リスクの計測･モニタリング
等を行っております。審査担当部署は、各社で定めた権限体系に
基づき、取引先の審査、管理、回収等に関する事項につき、方針
の決定や個別案件の決裁を行っております。また、業務部門から
独立した内部監査部門において、信用リスク管理の適切性等を検
証しております。

4．市場リスクの管理
　当社では、取締役会が市場リスクに関する基本的事項を決定し
ます。また、市場リスク管理に関する経営政策委員会として｢リ
スク管理委員会｣を設置し、ALMに係る基本方針･リスク計画･市
場リスク管理に関する事項、マーケットの急変等緊急時における
対応策の提言等、総合的に審議･調整等を行っております。
　リスク管理グループ長は市場リスク管理の企画運営全般に関
する事項を所管します。総合リスク管理部は、市場リスクのモニ
タリング･報告と分析･提言、諸リミットの設定等の実務を担い、
市場リスク管理に関する企画立案･推進を行っております。総合
リスク管理部は、当社グループ全体の市場リスク状況を把握･管
理するとともに、主要グループ会社のリスク状況等を把握し、執
行役社長への日次報告や、取締役会及び経営会議等に対する定期
的な報告を行っております。
　市場リスクの管理方法としては、配賦リスクキャピタルに対応
した諸リミット等を設定し制御しております。なお、市場リスク
の配賦リスクキャピタルの金額は、VARとポジションをクロー
ズするまでに発生する追加的なリスクを対象としております。
トレーディング業務及びバンキング業務については、VARによ
る限度及び損失に対する限度を設定しております。また、バンキ
ング業務等については、必要に応じ、金利感応度等を用いたポジ
ション枠を設定しております。
　主要グループ会社では、当社で定めた｢市場リスク管理の基本
方針｣に則った基本方針を制定し、市場リスク管理に関する重要
な事項については、基本方針に則り、取締役会が決定し、頭取･
社長が市場リスク管理を統括しております。また、当社グループ
共通のリスクキャピタル配賦制度のもとで、市場リスクに対し
て、当社から配賦されるリスクキャピタルに応じて諸リミットを
設定し管理しております。市場リスク管理等について総合的に
審議･調整を行う経営政策委員会を設置するなど、主要グループ
各社においても当社と同様の管理を行っております。さらに、市
場性業務に関しては、フロントオフィス(市場部門)やバックオ
フィス(事務管理部門)から独立したミドルオフィス(リスク管理
専担部署)を設置し相互に牽制が働く態勢としています。ミドル
オフィスは、VARに加えて、取引実態に応じて10BPV(ベーシ
スポイントバリュー)等のリスク指標の管理、ストレステストの
実施、損失限度等により、VARのみでは把握しきれないリスク
等もきめ細かく管理しております。

5．市場リスクの状況
(ⅰ) バンキング業務

　当社グループのバンキング業務における市場リスク量
(VAR)の状況は以下のとおりとなっております。
バンキング業務のVARの状況 (単位：億円)

前連結会計年度
(自 平成26年4月1日

至 平成27年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年4月1日

至 平成28年3月31日)

年度末日 3,256 3,215

最 大 値 3,490 3,606

最 小 値 2,650 1,900

平 均 値 3,079 2,849

［バンキング業務の定義］
　トレーディング業務及び政策保有株式(政策的に保有して
いると認識している株式及びその関連取引)以外の取引で主
として以下の取引
(1) 預金･貸出等及びそれに係る資金繰りと金利リスクの

ヘッジのための取引
(2) 株式(除く政策保有株式)、債券、投資信託等に対する

投資とそれらに係る市場リスクのヘッジ取引
　なお、流動性預金についてコア預金を認定し、これを市場
リスク計測に反映しています。
［バンキング業務のVARの計測手法］

線形リスク ：分散･共分散法
非線形リスク ：モンテカルロシミュレーション法
VAR ：線形リスクと非線形リスクの単純合算
定量基準 ：①信頼区間　片側99％

②保有期間　1ヵ月
③観測期間　1年

(ⅱ) トレーディング業務
　当社グループのトレーディング業務における市場リスク
量(VAR)の状況は以下のとおりとなっております。
トレーディング業務のVARの状況 (単位：億円)

前連結会計年度
(自 平成26年4月1日

至 平成27年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年4月1日

至 平成28年3月31日)

年度末日 65 20

最 大 値 71 45

最 小 値 31 18

平 均 値 44 29

［トレーディング業務の定義］
(1) 短期の転売を意図して保有される取引
(2) 現実の又は予想される短期の価格変動から利益を得

ることや裁定取引による利益を確定することを意図
して保有される取引

(3) (1)と(2)の両方の側面を持つ取引
(4) 顧客間の取引の取次ぎ業務やマーケット･メイキング

を通じて保有する取引
［トレーディング業務のVARの計測手法］

線形リスク ：分散･共分散法
非線形リスク ：モンテカルロシミュレーション法
VAR ：線形リスクと非線形リスクの単純合算
定量基準 ：①信頼区間　片側99％

②保有期間　1日
③観測期間　1年
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(ⅲ) 政策保有株式
　政策保有株式についても、バンキング業務やトレーディン
グ業務と同様に、VAR及びリスク指標などに基づく市場リス
ク管理を行っております。当連結会計年度末における政策
保有株式のリスク指標(株価指数TOPIX１％の変化に対する
感応度)は297億円(前連結会計年度末は374億円)です。

(ⅳ) VARによるリスク管理
　VARは、市場の動きに対し、一定期間(保有期間)･一定確
率(信頼区間)のもとで、保有ポートフォリオが被る可能性の
ある想定最大損失額で、統計的な仮定に基づく市場リスク計
測手法です。そのため、VARの使用においては、一般的に以
下の点を留意する必要があります。

・VARの値は、保有期間･信頼区間の設定方法、計測手法
によって異なること。

・過去の市場の変動をもとに推計したVARの値は、必ず
しも実際の発生する最大損失額を捕捉するものではな
いこと。

・設定した保有期間内で、保有するポートフォリオの売
却、あるいはヘッジすることを前提にしているため、市
場の混乱等で市場において十分な取引ができなくなる
状況では、VARの値を超える損失額が発生する可能性
があること。

・設定した信頼区間を上回る確率で発生する損失額は捉
えられていないこと。

　また、当社でVARの計測手法として使用している分散･共
分散法は、市場の変動が正規分布に従うことを前提としてお
ります。そのため、前提を超える極端な市場の変動が生じや

すい状況では、リスクを過小に評価する可能性があります。
また、一般的に金利上昇と株価上昇は同時に起こりやすいと
いった相関関係についても、金利上昇と株価下落が同時に発
生する等、通常の相関関係が崩れる場合にリスクを過小に評
価する可能性があります。
　当社では、VARによる市場リスク計測の有効性をVARと
損益を比較するバックテストにより定期的に確認するとと
もに、VARに加えて、リスク指標の管理、ストレステストの
実施、損失限度等により、VARのみでは把握しきれないリス
ク等もきめ細かく把握し、厳格なリスク管理を行っていると
認識しております。

6．資金調達に係る流動性リスクの管理
　当社グループの流動性リスク管理態勢は、基本的に前述｢4．
市場リスクの管理｣の市場リスク管理態勢と同様です。当社で
は、これに加え、財務･主計グループ長が資金繰り管理の企画運
営に関する事項を所管し、財務企画部が、資金繰り運営状況の把
握･調整等を担い、資金繰り管理に関する企画立案･推進を行って
おります。資金繰りの状況等については、リスク管理委員会、経
営会議及び執行役社長に報告しております。
　流動性リスクの計測は、市場からの資金調達に関する上限額
等、資金繰りに関する指標を用いています。流動性リスクに関す
るリミット等は、リスク管理委員会での審議･調整及び経営会議
の審議を経て執行役社長が決定します。さらに、資金繰りの状況
に応じた｢平常時｣･｢懸念時｣･｢危機時｣の区分、及び｢懸念時｣･｢危
機時｣の対応について定めております。これに加え、当社グルー
プの資金繰りに影響を与える｢緊急事態｣が発生した際に、迅速な
対応を行うことができる態勢を構築しております。

金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな
い場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額
の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提
条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
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(7) 金融商品の時価等
　平成27年及び平成28年3月31日における連結貸借対照表計上
額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、時価を
把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含

めておりません。時価を把握することが極めて困難と認められる金
融商品については、228ページをご覧ください。

(単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
連結貸借対照表

計上額
時価 差額 連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1) 現金預け金(注1) 29,094,362 29,094,362 ― 36,314,173 36,314,173 ―
(2) コールローン及び買入手形(注1) 443,394 443,394 ― 892,781 892,781 ―
(3) 買現先勘定 8,582,239 8,582,239 ― 7,805,798 7,805,798 ―
(4) 債券貸借取引支払保証金 4,059,340 4,059,340 ― 3,407,390 3,407,390 ―
(5) 買入金銭債権(注1) 3,239,582 3,239,662 79 2,979,413 2,979,419 6
(6) 特定取引資産

売買目的有価証券 5,042,005 5,042,005 ― 5,467,948 5,467,948 ―
(7) 金銭の信託(注1) 157,225 157,225 ― 175,135 175,135 ―
(8) 有価証券

満期保有目的の債券 5,647,341 5,677,806 30,465 4,817,574 4,873,209 55,634
その他有価証券 37,001,945 37,001,945 ― 34,083,510 34,083,510 ―

(9) 貸出金 73,415,170 73,708,884
貸倒引当金(注1) △461,940 △411,319

72,953,230 74,059,603 1,106,373 73,297,564 74,465,870 1,168,305
資産計 166,220,667 167,357,586 1,136,918 169,241,291 170,465,237 1,223,946
(1) 預金 97,757,545 97,725,179 △32,366 105,629,071 105,635,132 6,061
(2) 譲渡性預金 15,694,906 15,694,463 △442 11,827,533 11,827,239 △293
(3) コールマネー及び売渡手形 5,091,198 5,091,198 ― 2,521,008 2,521,008 ―
(4) 売現先勘定 19,612,120 19,612,120 ― 16,833,346 16,833,346 ―
(5) 債券貸借取引受入担保金 2,245,639 2,245,639 ― 2,608,971 2,608,971 ―
(6) 特定取引負債

売付商品債券等 3,200,813 3,200,813 ― 2,630,040 2,630,040 ―
(7) 借用金 7,195,869 7,171,622 △24,247 7,503,543 7,510,534 6,990
(8) 社債 6,013,731 6,151,033 137,301 6,120,928 6,222,223 101,295
(9) 信託勘定借 1,780,768 1,780,768 ― 5,067,490 5,067,490 ―
負債計 158,592,592 158,672,838 80,245 160,741,933 160,855,987 114,053
デリバティブ取引(注2)

ヘッジ会計が適用されていないもの 313,667 19,666
ヘッジ会計が適用されているもの (23,904) 481,660

貸倒引当金(注1) △13,797 △8,086
デリバティブ取引計 275,965 275,965 ― 493,240 493,240 ―
注) 1. 貸出金及びデリバティブ取引に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金等を控除しております。なお、現金預け金、コールローン及び買入手形、買入金銭債権、金銭の信託に対する貸

倒引当金については、重要性が乏しいため、連結貸借対照表計上額から直接減額しております。
2. 特定取引資産･負債及び金融派生商品等に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デリバティブ取引によって生じた正味の債権･債務は純額で表示しており、合計で正

味の債務となる項目については、(　)で表示しております。

(表示方法の変更)
　信託勘定借はその重要性が増したため、当連結会計年度より注記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の当該金額を注記しております。

(金融商品の時価の算定方法)
1．資産

(1) 現金預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、主に約定期間が短期間(6ヵ月以内)で
あり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

(2) コールローン及び買入手形、(3) 買現先勘定、及び (4) 債券貸借取引支払保証金
　これらは、主に約定期間が短期間(6ヵ月以内)であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

(5) 買入金銭債権
　買入金銭債権については、市場価格に準ずるものとして合理的に算定された価額(ブローカー又は情報ベンダーから入手する価格等)等によっております。

(6) 特定取引資産
　特定取引目的で保有している債券等の有価証券については、市場価格等によっております。

(7) 金銭の信託
　有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券については、(8)に記載の方法にて時価を算定しております。上記以外の金銭の
信託については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。なお、保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については｢金銭の信託｣に記載し
ております。

(8) 有価証券
　株式は取引所の価格、債券等は市場価格、ブローカー又は情報ベンダー等から入手する評価等によっております。投資信託は、公表されている基準価格等によっております。私募債
は、内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金等の合計額を信用リスク等のリスク要因を織込んだ割引率で割り引いて時価を算定しております。
　証券化商品は、ブローカー等から入手する評価又は経営陣の合理的な見積りによる合理的に算定された価額をもって時価としております。経営陣の合理的な見積りによる合理的に算
定された価額を算定するにあたって利用したモデルは、ディスカウント･キャッシュフロー法、価格決定変数はデフォルト率、回収率、プリペイメント率、割引率等であります。
　変動利付国債については、市場価格を時価とみなせない状況であると判断し、合理的に算定された価額によっております。合理的に算定された価額を算定するにあたって利用したモ
デルは、ディスカウント･キャッシュフロー法等であります。価格決定変数は、10年国債利回り及び原資産10年の金利スワップションのボラティリティ等であります。
　なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については｢(8)有価証券及び金銭の信託の時価等｣の｢有価証券｣に記載しております。

(9) 貸出金
　貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を信用リスク等のリスク要因を織込んだ割引率で割り引いて時価を算定しております。ま
た、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ･フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定してい
るため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。
　貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額に近似してい
るものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。
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2．負債
(1) 預金、及び(2) 譲渡性預金

　要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみなしております。また、定期預金、譲渡性預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来の
キャッシュ･フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、市場金利を用いております。なお、預入期間が短期間(6ヵ月以内)のものは、時価は帳簿価額と近似して
いることから、主として当該帳簿価額を時価としております。

(3) コールマネー及び売渡手形、(4) 売現先勘定、及び (5) 債券貸借取引受入担保金
　これらは、主に約定期間が短期間(6ヵ月以内)であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

(6) 特定取引負債
　特定取引目的の売付商品債券、売付債券については、市場価格等によっております。

(7) 借用金
　借用金の時価は、主に一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。

(8) 社債
　当社及び連結子会社の発行する社債の時価は、市場価格のある社債は市場価格によっており、市場価格のない社債は元利金の合計額を同様の社債を発行した場合に適用されると考え
られる利率で割り引いて現在価値を算定しております。

(9) 信託勘定借
　信託銀行連結子会社の信託勘定借は、信託銀行連結子会社が受託した信託金を、信託銀行連結子会社の銀行勘定で運用する取引によるものであり、その性質は、要求払預金に近似し
ていると考えられるため、帳簿価額を時価とみなしております。

3．デリバティブ取引
　デリバティブ取引については、｢(9)デリバティブ取引の時価等｣に記載しております。

(時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品)
　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の｢資産(5)買入金銭債権｣、｢資産(7)金銭の信託｣及び｢資産
(8)その他有価証券｣には含まれておりません。

(単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

非上場株式(注１) 163,219 216,329
組合出資金等(注２) 74,158 69,076
その他(注３) 100,595 571
合計(注４) 337,974 285,977
注) 1. 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

2. 組合出資金等のうち、組合財産等が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。
3. その他に含まれる優先出資証券等は、市場価格がないこと等により、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の対象とはしておりません。
4. 前連結会計年度において、3,525百万円、当連結会計年度において、1,696百万円減損処理を行っております。

(金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額)
(単位：百万円)

平成26年度
1年以内 1年超3年以内 3年超5年以内 5年超7年以内 7年超10年以内 10年超

預け金 28,079,235 0 ― ― ― ―
コールローン及び買入手形 444,115 ― ― ― ― ―
買入金銭債権 2,830,119 104,074 49,705 10,511 6,419 235,890
有価証券(注1) 7,140,210 11,439,072 9,166,962 1,705,388 2,859,863 3,501,455

満期保有目的の債券 600,000 1,800,000 1,480,000 ― 480,000 1,195,442
国債 600,000 1,800,000 1,480,000 ― 480,000 ―
外国債券 ― ― ― ― ― 1,195,442

その他有価証券のうち満期があるもの 6,540,210 9,639,072 7,686,962 1,705,388 2,379,863 2,306,012
国債 3,619,984 7,753,929 4,552,600 422,500 996,630 ―
地方債 36,161 60,928 43,536 15,203 77,738 732
社債 489,761 762,405 427,237 125,564 55,091 781,179
外国債券 2,377,181 924,204 2,595,350 1,088,601 1,238,094 1,518,367
その他 17,121 137,604 68,238 53,519 12,309 5,732

貸出金(注2) 28,131,562 15,736,232 11,785,704 5,302,236 4,078,615 7,294,016
合計 66,625,243 27,279,379 21,002,373 7,018,136 6,944,899 11,031,361
注) 1. 有価証券には、時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券を含んでおります。

2. 貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない434,565百万円、期間の定めのないもの652,236百万円は含めておりません。

(単位：百万円)

平成27年度
1年以内 1年超3年以内 3年超5年以内 5年超7年以内 7年超10年以内 10年超

預け金 35,603,859 ― ― ― ― ―
コールローン及び買入手形 893,545 ― ― ― ― ―
買入金銭債権 2,627,383 126,890 21,318 7,104 1,895 191,806
有価証券(注1) 6,300,043 13,500,981 4,946,401 1,948,469 3,174,295 3,298,130

満期保有目的の債券 700,000 1,940,000 640,000 100,000 380,000 989,351
国債 700,000 1,940,000 640,000 100,000 380,000 ―
外国債券 ― ― ― ― ― 989,351

その他有価証券のうち満期があるもの 5,600,043 11,560,981 4,306,401 1,848,469 2,794,295 2,308,779
国債 2,430,501 9,498,300 2,169,900 60,000 1,454,430 ―
地方債 20,013 73,217 22,057 44,120 73,799 684
社債 443,668 891,957 424,692 117,100 128,379 810,697
外国債券 2,651,489 1,032,778 1,617,235 1,605,551 1,124,338 1,460,874
その他 54,371 64,727 72,515 21,698 13,346 36,522

貸出金(注2) 26,611,343 16,554,621 12,185,896 5,201,721 4,585,717 7,452,739
合計 72,036,174 30,182,493 17,153,615 7,157,296 7,761,908 10,942,676
注) 1. 有価証券には、時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券を含んでおります。

2. 貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない420,222百万円、期間の定めのないもの696,621百万円は含めておりません。
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(社債、借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額)
(単位：百万円)

平成26年度
1年以内 1年超3年以内 3年超5年以内 5年超7年以内 7年超10年以内 10年超

預金(注1) 93,499,413 3,298,473 819,434 78,103 62,120 ―
譲渡性預金 15,642,151 52,968 ― ― ― ―
コールマネー及び売渡手形 5,091,198 ― ― ― ― ―
借用金(注2) 965,869 1,104,853 4,305,972 124,314 363,692 238,115
短期社債 816,705 ― ― ― ― ―
社債(注2) 749,976 2,106,632 1,250,358 193,731 1,025,914 647,078
信託勘定借 1,780,768 ― ― ― ― ―
合計 118,546,081 6,562,928 6,375,766 396,149 1,451,727 885,194
注) 1. 預金のうち、要求払預金については、｢1年以内｣に含めて開示しております。

2. 借用金及び社債のうち、期間の定めのないもの(借用金93,051百万円、社債40,900百万円)は含めておりません。

(単位：百万円)

平成27年度
1年以内 1年超3年以内 3年超5年以内 5年超7年以内 7年超10年以内 10年超

預金(注1) 101,245,149 3,457,412 778,440 73,961 74,107 ―
譲渡性預金 11,691,885 76,083 60,368 ― ― ―
コールマネー及び売渡手形 2,521,008 ― ― ― ― ―
借用金(注2) 1,381,168 4,279,030 934,762 206,074 309,491 329,016
短期社債 648,381 ― ― ― ― ―
社債(注2) 813,589 1,914,157 1,079,995 518,466 768,045 693,381
信託勘定借 5,067,490 ― ― ― ― ―
合計 123,368,674 9,726,684 2,853,566 798,502 1,151,643 1,022,398
注) 1. 預金のうち、要求払預金については、｢1年以内｣に含めて開示しております。

2. 借用金及び社債のうち、期間の定めのないもの(借用金64,000百万円、社債334,000百万円)は含めておりません。
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(8) 有価証券及び金銭の信託の時価等

○有価証券
　連結貸借対照表の｢有価証券｣のほか、｢特定取引資産｣中の商品有価
証券、特定取引有価証券及び短期社債等、｢現金預け金｣中の譲渡性預
け金、｢買入金銭債権｣の一部、並びに｢その他資産｣の一部を含めて記

載しております。
　｢子会社株式及び関連会社株式｣については、財務諸表における注記
事項として記載しております。

(A) 売買目的有価証券 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
連結会計年度の損益に

含まれた評価差額
連結会計年度の損益に

含まれた評価差額
売買目的有価証券 △5,103 640

(B) 満期保有目的の債券 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
連結貸借対照表

計上額
時価 差額 連結貸借対照表

計上額
時価 差額

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの
国債 4,260,214 4,289,216 29,001 3,760,032 3,816,652 56,619
外国債券 931,033 933,292 2,259 642,788 647,182 4,393
小計 5,191,248 5,222,508 31,260 4,402,821 4,463,834 61,012

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの
国債 99,911 99,738 △173 ─ ─ ─
外国債券 356,181 355,560 △621 414,753 409,375 △5,378
小計 456,092 455,298 △794 414,753 409,375 △5,378

合計 5,647,341 5,677,806 30,465 4,817,574 4,873,209 55,634

(C) その他有価証券 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額 連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
株式 3,838,387 1,651,030 2,187,357 3,119,477 1,437,513 1,681,963
債券 14,292,166 14,236,356 55,809 18,155,225 18,007,215 148,010

国債 12,180,998 12,156,981 24,016 15,649,388 15,553,141 96,247
地方債 223,065 218,882 4,183 237,247 231,149 6,097
短期社債 ― ― ― ─ ─ ─
社債 1,888,103 1,860,492 27,610 2,268,589 2,222,924 45,665

その他 8,409,331 8,029,303 380,027 7,489,460 7,259,780 229,679
外国債券 6,207,461 6,126,701 80,760 6,775,953 6,708,016 67,936
買入金銭債権 188,534 184,285 4,249 143,593 139,690 3,903
その他 2,013,335 1,718,317 295,018 569,913 412,074 157,839

小計 26,539,885 23,916,691 2,623,193 28,764,163 26,704,510 2,059,653
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

株式 283,518 311,919 △28,401 338,149 409,668 △71,518
債券 6,036,256 6,047,965 △11,708 719,259 730,762 △11,502

国債 5,234,793 5,236,173 △1,379 116,484 116,890 △406
地方債 15,522 15,538 △15 3,433 3,436 △3
短期社債 99 99 ― 99 99 ─
社債 785,840 796,153 △10,312 599,241 610,334 △11,093

その他 4,844,843 4,896,549 △51,705 4,854,122 4,948,886 △94,764
外国債券 3,825,059 3,865,759 △40,699 2,943,644 2,970,512 △26,867
買入金銭債権 299,661 301,081 △1,419 205,326 205,917 △591
その他 720,122 729,708 △9,586 1,705,151 1,772,456 △67,305

小計 11,164,618 11,256,434 △91,815 5,911,531 6,089,317 △177,785
合計 37,704,504 35,173,125 2,531,378 34,675,695 32,793,827 1,881,867
注) 評価差額のうち、時価ヘッジの適用により損益に反映させた額は、平成26年度52,059百万円(利益)、平成27年度26,715百万円(利益)であります。
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(D) 当該連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(E) 当該連結会計年度中に売却したその他有価証券 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 175,816 81,295 2,228 256,702 140,410 1,906
債券 57,275,999 63,014 4,322 17,668,992 59,795 1,284

国債 56,125,675 52,782 4,069 17,053,780 55,269 1,088
地方債 67,442 53 47 53,526 0 40
社債 1,082,881 10,178 204 561,685 4,526 155

その他 19,379,289 208,921 102,348 18,236,320 227,595 83,388
合計 76,831,104 353,231 108,898 36,162,015 427,802 86,578
注) 時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券を含んでおります。

(F) 保有目的を変更した有価証券
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(G) 減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券(時価を把握することが極めて困
難なものを除く)のうち、当該有価証券の時価(原則として当該連結決
算日の市場価格。以下同じ)が取得原価(償却原価を含む。以下同じ)
に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みが
あると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照
表計上額とするとともに、評価差額を当該連結会計年度の損失として
処理(以下｢減損処理｣という。)しております。

　前連結会計年度における減損処理額は、3,206百万円、当連結会計
年度における減損処理額は、9,161百万円であります。
　また、時価が｢著しく下落した｣と判断するための基準を定めてお
り、その概要は、原則として以下のとおりであります。

・時価が取得原価の50％以下の銘柄
・時価が取得原価の50％超70％以下かつ市場価格が一定水準以

下で推移している銘柄
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○金銭の信託

(H) 運用目的の金銭の信託 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
連結貸借対照表計上額 連結会計年度の損益に

含まれた評価差額
連結貸借対照表計上額 連結会計年度の損益に

含まれた評価差額
運用目的の金銭の信託 154,312 25 173,060 25

( I ) 満期保有目的の金銭の信託
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(J) その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外) (単位：百万円)

平成26年度
連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額 うち連結貸借対照表

計上額が取得原価を
超えるもの

うち連結貸借対照表
計上額が取得原価を

超えないもの
その他の金銭の信託 3,415 3,415 ― ― ―
注) ｢うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの｣｢うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの｣はそれぞれ｢差額｣の内訳であります。

(単位：百万円)

平成27年度
連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額 うち連結貸借対照表

計上額が取得原価を
超えるもの

うち連結貸借対照表
計上額が取得原価を

超えないもの
その他の金銭の信託 2,578 2,578 ― ― ―
注) ｢うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの｣｢うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの｣はそれぞれ｢差額｣の内訳であります。

○その他有価証券評価差額金

(K) その他有価証券評価差額金
　連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の
内訳は、次のとおりであります。

(単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
評価差額 2,479,388 1,855,281

その他有価証券 2,479,388 1,855,281
(△)繰延税金負債 693,523 508,389

その他有価証券評価差額金(持分相当額調整前) 1,785,865 1,346,892
(△)非支配株主持分相当額 55,379 56,046
(＋)持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る

評価差額金のうち親会社持分相当額 6,863 5,193

その他有価証券評価差額金 1,737,348 1,296,039
注) 1. 時価ヘッジの適用により損益に反映させた額(平成26年度52,059百万円(利益)、平成27年度26,715百万円(利益))は、その他有価証券の評価差額より控除しております。

2. 時価を把握することが極めて困難な外貨建その他有価証券に係る為替換算差額については、｢評価差額｣の内訳｢その他有価証券｣に含めて記載しております。
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(9) デリバティブ取引の時価等

○ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の
対象物の種類ごとの連結決算日における契約額又は契約において定
められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法

は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自
体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありませ
ん。

(A) 金利関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
契約額等 時価 評価損益契約額等のうち1年超のもの

金融商品
取引所

金利先物 売建 20,114,158 10,963,649 △72,633 △72,633
買建 18,446,654 8,159,936 66,886 66,886

金利オプション 売建 1,400,403 171,604 △2,288 1,258
買建 2,237,975 216,340 2,977 △1,663

店頭

金利先渡契約 売建 10,996,182 2,026,655 △7,643 △7,643
買建 10,280,528 901,965 4,519 4,519

金利スワップ 受取固定･支払変動 469,271,002 367,963,727 9,081,978 9,081,978
受取変動･支払固定 465,176,624 361,554,098 △8,881,155 △8,881,155
受取変動･支払変動 77,934,862 54,389,480 24,135 24,135
受取固定･支払固定 759,547 702,891 15,692 15,692

金利オプション 売建 12,678,598 7,466,690 △175,701 △175,701
買建 8,857,843 5,410,994 146,701 146,701

連結会社
間取引及
び内部取
引

金利スワップ 受取固定･支払変動 4,955,416 4,692,702 92,893 92,893
受取変動･支払固定 11,634,436 10,636,915 △140,360 △140,360
受取変動･支払変動 42,678 ― △5 △5

合計 ／ ／ 155,997 154,904
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

2. 時価の算定
取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引、連結会社間取引及び内部取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

(単位：百万円)

平成27年度
契約額等 時価 評価損益契約額等のうち1年超のもの

金融商品
取引所

金利先物 売建 15,846,181 5,404,223 △101,255 △101,255
買建 15,329,146 5,440,259 93,252 93,252

金利オプション 売建 266,618 35,363 △684 221
買建 659,242 140,726 636 △413

店頭

金利先渡契約 売建 16,516,064 2,486,927 △7,427 △7,427
買建 8,747,790 ─ 321 321

金利スワップ 受取固定･支払変動 450,204,501 348,348,352 10,989,099 10,989,099
受取変動･支払固定 445,186,117 338,980,895 △10,832,435 △10,832,435
受取変動･支払変動 77,852,071 57,764,275 40,572 40,572
受取固定･支払固定 769,835 740,715 22,623 22,623

金利オプション 売建 9,510,832 6,160,305 △157,337 △157,337
買建 6,157,532 4,019,060 62,094 62,094

連結会社
間取引及
び内部取
引

金利スワップ 受取固定･支払変動 4,188,380 4,012,121 77,460 77,460
受取変動･支払固定 11,761,887 10,348,763 △209,539 △209,539
受取変動･支払変動 ─ ─ ─ ─

合計 ／ ／ △22,617 △22,760
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

2. 時価の算定
取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引、連結会社間取引及び内部取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。
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(B) 通貨関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
契約額等 時価 評価損益契約額等のうち1年超のもの

金融商品
取引所

通貨先物 売建 26,333 2,329 ― ―
買建 44,356 21,625 ― ―

通貨オプション 売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

店頭

通貨スワップ 39,935,672 25,590,121 △23,922 △68,615
為替予約 売建 61,859,800 3,505,977 △729,229 △729,229

買建 27,467,918 1,866,989 883,713 883,713
通貨オプション 売建 4,079,543 1,354,653 △318,638 △184,339

買建 3,666,208 1,159,267 145,563 18,054
連結会社
間取引及
び内部取
引

通貨スワップ 2,293,679 1,534,304 184,643 3,577

為替予約 買建 158,892 ― △2,766 △2,766

合計 ／ ／ 139,364 △79,605
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

2. 時価の算定
取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引、連結会社間取引及び内部取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

(単位：百万円)

平成27年度
契約額等 時価 評価損益契約額等のうち1年超のもの

金融商品
取引所

通貨先物 売建 20,867 120 △61 △61
買建 73,227 36,677 41 41

店頭

通貨スワップ 42,725,365 27,770,539 81,081 67,031
為替予約 売建 61,814,420 3,398,506 516,292 516,292

買建 26,644,388 1,077,489 △360,548 △360,548
通貨オプション 売建 3,159,248 1,138,887 △148,426 △47,789

買建 2,857,596 938,677 100,894 △2,122
連結会社
間取引及
び内部取
引

通貨スワップ 4,031,159 3,332,541 △183,406 △17,723

為替予約 買建 149,337 ─ 869 869

合計 ／ ／ 6,736 155,987
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

2. 時価の算定
取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引、連結会社間取引及び内部取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。
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(C) 株式関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
契約額等 時価 評価損益契約額等のうち1年超のもの

金融商品
取引所

株式指数先物 売建 390,456 18,332 △3,833 △3,833
買建 27,315 1,430 196 196

株式指数先物
オプション

売建 663,199 172,682 △68,155 △36,499
買建 645,806 145,100 58,483 28,089

店頭

株リンクスワップ 181,297 173,993 3,473 3,473
有価証券店頭
オプション

売建 495,265 364,698 △124,602 △111,770
買建 317,510 218,019 133,441 120,027

その他 売建 12,127 ― 220 220
買建 143,454 132,512 11,050 11,050

合計 ／ ／ 10,275 10,955
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

2. 時価の算定
取引所取引については、大阪取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

(単位：百万円)

平成27年度
契約額等 時価 評価損益契約額等のうち1年超のもの

金融商品
取引所

株式指数先物 売建 339,684 19,677 △133 △133
買建 34,398 ─ △206 △206

株式指数先物
オプション

売建 796,933 238,770 △56,915 △6,219
買建 743,949 153,025 44,429 6,289

店頭

株リンクスワップ 157,043 128,828 28,065 28,065
有価証券店頭
オプション

売建 605,923 547,166 △76,011 △65,717
買建 245,280 208,203 71,052 59,419

その他 売建 2,061 ─ △87 △87
買建 329,081 312,695 13,337 13,337

合計 ／ ／ 23,530 34,745
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

2. 時価の算定
取引所取引については、大阪取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

(D) 債券関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
契約額等 時価 評価損益契約額等のうち1年超のもの

金融商品
取引所

債券先物 売建 651,757 ― △3,524 △3,524
買建 537,221 ― 2,738 2,738

債券先物
オプション

売建 908,250 ― △155 △44
買建 45,968 ― 35 0

店頭
債券店頭
オプション

売建 831,084 165,564 △22,095 △19,935
買建 843,332 165,564 21,287 19,923

合計 ／ ／ △1,713 △840
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

2. 時価の算定
取引所取引については、大阪取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引については、オプション価格計算モデル等により算定しております。

(単位：百万円)

平成27年度
契約額等 時価 評価損益契約額等のうち1年超のもの

金融商品
取引所

債券先物 売建 559,493 ─ △2,364 △2,364
買建 661,309 ─ 3,295 3,295

債券先物
オプション

売建 87,526 ─ △100 9
買建 235,566 ─ 327 △130

店頭
債券店頭
オプション

売建 451,639 338,264 △23,808 △23,391
買建 451,639 338,264 23,737 23,314

合計 ／ ／ 1,086 732
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

2. 時価の算定
取引所取引については、大阪取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引については、オプション価格計算モデル等により算定しております。
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(E) 商品関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
契約額等 時価 評価損益契約額等のうち1年超のもの

金融商品
取引所

商品先物 売建 10,301 170 597 597
買建 10,330 365 △618 △618

店頭
商品スワップ 197 ― △37 △37
商品オプション 売建 163,398 93,254 9,049 9,049

買建 149,067 76,317 △4,657 △4,657
合計 ／ ／ 4,332 4,332

注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
2. 時価の算定

取引所取引については、ニューヨーク商業取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引については、取引対象物の価格、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素に基づき算定しております。

3. 商品はオイル、銅、アルミニウム等に係るものであります。

(単位：百万円)

平成27年度
契約額等 時価 評価損益契約額等のうち1年超のもの

金融商品
取引所

商品先物 売建 2,301 714 △37 △37
買建 3,890 1,544 18 18

店頭
商品スワップ 230 ─ 0 0
商品オプション 売建 162,916 96,045 30,467 30,467

買建 157,433 83,472 △26,324 △26,324
合計 ／ ／ 4,124 4,124

注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
2. 時価の算定

取引所取引については、ニューヨーク商業取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引については、取引対象物の価格、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素に基づき算定しております。

3. 商品はオイル、銅、アルミニウム等に係るものであります。

(F) クレジット･デリバティブ取引 (単位：百万円)

平成26年度
契約額等 時価 評価損益契約額等のうち1年超のもの

店頭 クレジット･
デリバティブ

売建 2,441,236 2,098,088 33,718 33,718
買建 2,625,807 2,290,170 △28,307 △28,307

合計 ／ ／ 5,410 5,410
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

2. 時価の算定
割引現在価値や取引対象物の価格、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素に基づき算定しております。

3. ｢売建｣は信用リスクの引受取引、｢買建｣は信用リスクの引渡取引であります。

(単位：百万円)

平成27年度
契約額等 時価 評価損益契約額等のうち1年超のもの

店頭 クレジット･
デリバティブ

売建 2,366,223 1,828,065 15,125 15,125
買建 2,591,862 2,006,634 △8,319 △8,319

合計 ／ ／ 6,805 6,805
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

2. 時価の算定
割引現在価値や取引対象物の価格、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素に基づき算定しております。

3. ｢売建｣は信用リスクの引受取引、｢買建｣は信用リスクの引渡取引であります。
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○ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対
象物の種類ごと、ヘッジ会計の方法別の連結決算日における契約額又
は契約において定められた元本相当額及び時価並びに当該時価の算

定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その
金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではあり
ません。

(A) 金利関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
契約額等 時価主なヘッジ対象 契約額等のうち1年超のもの

原則的
処理方法

金利スワップ 受取固定･支払変動 貸出金、預金、社債、
借用金等

25,936,670 23,540,848 256,734
受取変動･支払固定 7,459,578 7,216,778 △120,535
受取変動･支払変動 42,678 ― 5

ヘッジ対象に
係る損益を認
識する方法

金利スワップ 受取変動･支払固定 その他有価証券等 291,094 239,313 △1,384
受取変動･支払変動 1,774 1,199 △190

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ 受取固定･支払変動 貸出金、借用金等 30,000 10,000 (注)3.

受取変動･支払固定 60,945 48,652 (注)3.

合計 ／ ／ 134,629
注) 1. 主として｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号 平成14年2月13日)に基づき、繰延ヘッジによって

おります。
2. 時価の算定

割引現在価値等により算定しております。
3. 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている貸出金･借用金等と一体として処理されているため、その時価は｢(7)金融商品の時価等｣の当該貸出金･借用金等の時価に含

めて記載しております。

(単位：百万円)

平成27年度
契約額等 時価主なヘッジ対象 契約額等のうち1年超のもの

原則的
処理方法

金利スワップ 受取固定･支払変動 貸出金、預金、社債、
借用金等

27,546,603 24,527,041 477,925
受取変動･支払固定 8,262,649 7,771,614 △162,603
受取変動･支払変動 ─ ─ ─

ヘッジ対象に
係る損益を認
識する方法

金利スワップ 受取変動･支払固定 その他有価証券等 60,383 23,032 222
受取変動･支払変動 1,056 515 △143

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ 受取固定･支払変動 貸出金、借用金等 10,000 ─ (注)3.

受取変動･支払固定 60,890 56,087 (注)3.

合計 ／ ／ 315,400
注) 1. 主として｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号 平成14年2月13日)に基づき、繰延ヘッジによって

おります。
2. 時価の算定

割引現在価値等により算定しております。
3. 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている貸出金･借用金等と一体として処理されているため、その時価は｢(7)金融商品の時価等｣の当該貸出金･借用金等の時価に含

めて記載しております。
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(B) 通貨関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
契約額等 時価主なヘッジ対象 契約額等のうち1年超のもの

原則的
処理方法

通貨スワップ 貸出金、預金、借用金、
子会社純資産の親会社
持分等

7,560,770 2,045,971 △136,735
為替予約 売建 281,490 ― △33

為替予約の
振当処理 為替予約 売建 短期社債 2,729 ― (注)3.

合計 ／ ／ △136,769
注) 1. 主として｢銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号 平成14年7月29日)に基づき、繰延ヘッジによっ

ております。
2. 時価の算定

割引現在価値等により算定しております。
3. 為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている短期社債と一体として処理されております。

(単位：百万円)

平成27年度
契約額等 時価主なヘッジ対象 契約額等のうち1年超のもの

原則的
処理方法

通貨スワップ 貸出金、預金、借用金、
子会社純資産の親会社
持分等

8,181,167 3,746,111 144,898
為替予約 売建 270,432 ─ 3,189

為替予約の
振当処理 為替予約 売建 短期社債 2,046 ─ (注)3.

合計 ／ ／ 148,088
注) 1. 主として｢銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号 平成14年7月29日)に基づき、繰延ヘッジによっ

ております。
2. 時価の算定

割引現在価値等により算定しております。
3. 為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている短期社債と一体として処理されております。

(C) 株式関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
契約額等 時価主なヘッジ対象 契約額等のうち1年超のもの

ヘッジ対象
に係る損益
を認識する
方法

株式先渡取引 売建 その他有価証券 113,707 ― △21,765
株価指数先物 売建 131 ― △3

買建 277 ― 3
合計 ／ ／ △21,764

注) 時価の算定
店頭取引については、割引現在価値等により算定しております。
取引所取引については、大阪取引所等における最終の価格によっております。

(単位：百万円)

平成27年度
契約額等 時価主なヘッジ対象 契約額等のうち1年超のもの

ヘッジ対象
に係る損益
を認識する
方法

株式先渡取引 売建 その他有価証券 181,617 132,309 18,172
株価指数先物 売建 117 ─ 0

買建 179 ─ △1
合計 ／ ／ 18,170

注) 時価の算定
店頭取引については、割引現在価値等により算定しております。
取引所取引については、大阪取引所等における最終の価格によっております。

(D) 債券関連取引
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。
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■損益

(10) 国内･海外別収支(連結業務粗利益)の内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内 海外 相殺消去額(△) 合計 国内 海外 相殺消去額(△) 合計

資金運用収支 7,660 3,705 70 11,294  6,930  3,221  114  10,036
　資金運用収益 10,086 5,945 1,342 14,689  9,443  5,972  1,153  14,262
　資金調達費用 2,426 2,240 1,271 3,395  2,513  2,751  1,039  4,225
信託報酬 528 ― 1 526  537  ―  3  534
役務取引等収支 4,446 1,580 93 5,933  4,565  1,663  153  6,075
　役務取引等収益 5,719 1,996 422 7,293  5,901  2,162  546  7,517
　役務取引等費用 1,273 415 329 1,359  1,335  499  393  1,441
特定取引収支 1,908 723 2 2,629  2,450  655  0  3,105
　特定取引収益 1,908 723 2 2,629  2,468  662  0  3,131
　特定取引費用 ― ― ― ―  18  7  ―  25
その他業務収支 1,554 520 △17 2,093  2,142  309 △12  2,464
　その他業務収益 2,917 735 0 3,652  2,877  383  0  3,260
　その他業務費用 1,362 214 17 1,559  734  74  12  796
連結業務粗利益 16,097 6,530 150 22,477  16,626  5,849  260  22,216
連結業務粗利益率 1.34％ 1.45％ ― 1.43％ 1.34% 1.30% ― 1.36%
注) 1. ｢国内｣とは、当社及び国内に本店を有する連結子会社(海外店を除く。以下｢国内連結子会社｣という。)です。｢海外｣とは、国内連結子会社の海外店及び海外に本店を有する連結子会社(以下

｢海外連結子会社｣という。)です。
2. ｢相殺消去額｣には、内部取引金額等を記載しています。
3. 資金調達費用は金銭の信託運用見合費用を控除しています。
4. 連結業務粗利益率＝(連結業務粗利益／資金運用勘定平均残高)×100
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(11) 資金運用･調達勘定の平均残高、利息、利回り (単位：億円、％)

平成26年度 平成27年度
国内 海外 相殺消去額(△) 合計 国内 海外 相殺消去額(△) 合計

資金運用勘定 平均残高 1,194,625 448,145 77,157 1,565,613 1,234,575 448,313 54,664 1,628,224
利息 10,086 5,945 1,342 14,689 9,443 5,972 1,153 14,262
利回り 0.84 1.32 ／ 0.93 0.76 1.33 ／ 0.87

うち貸出金 平均残高 542,971 207,571 35,566 714,976 536,550 225,310 31,104 730,756
利息 5,845 4,346 872 9,318 5,557 4,369 710 9,216
利回り 1.07 2.09 ／ 1.30 1.03 1.93 ／ 1.26

うち有価証券 平均残高 416,455 30,330 9,515 437,269 360,011 30,069 8,547 381,534
利息 2,969 672 124 3,518 2,636 531 86 3,080
利回り 0.71 2.21 ／ 0.80 0.73 1.76 ／ 0.80

うちコールローン
　　及び買入手形

平均残高 1,996 2,953 ― 4,949 3,169 3,599 ― 6,768
利息 9 66 0 76 6 61 0 68
利回り 0.47 2.25 ／ 1.53 0.20 1.71 ／ 1.01

うち買現先勘定 平均残高 750 112,360 19,791 93,319 1,433 95,906 9,871 87,467
利息 1 300 22 279 7 416 10 413
利回り 0.20 0.26 ／ 0.29 0.50 0.43 ／ 0.47

うち債券貸借取引
　　支払保証金

平均残高 48,588 ― 117 48,470 37,417 ― 124 37,292
利息 71 ― 0 70 86 ― 0 86
利回り 0.14 ― ／ 0.14 0.23 ― ／ 0.23

うち預け金 平均残高 163,563 54,789 3,952 214,401 277,611 63,554 4,095 337,070
利息 189 322 10 500 317 370 15 672
利回り 0.11 0.58 ／ 0.23 0.11 0.58 ／ 0.19

資金調達勘定 平均残高 1,203,660 432,606 70,019 1,566,246 1,238,380 438,613 47,815 1,629,178
利息 2,426 2,240 1,271 3,395 2,513 2,751 1,039 4,225
利回り 0.20 0.51 ／ 0.21 0.20 0.62 ／ 0.25

うち預金 平均残高 773,704 144,877 967 917,614 825,118 176,399 688 1,000,830
利息 383 853 0 1,235 490 1,185 1 1,675
利回り 0.04 0.58 ／ 0.13 0.05 0.67 ／ 0.16

うち譲渡性預金 平均残高 115,461 61,474 ― 176,936 114,821 46,832 ― 161,654
利息 101 199 ― 300 90 263 ― 353
利回り 0.08 0.32 ／ 0.17 0.07 0.56 ／ 0.21

うちコールマネー
　　及び売渡手形

平均残高 55,268 8,620 2,217 61,671 57,597 7,188 2,774 62,011
利息 54 30 9 76 53 37 13 77
利回り 0.09 0.35 ／ 0.12 0.09 0.51 ／ 0.12

うち売現先勘定 平均残高 37,170 182,004 19,965 199,210 46,980 163,672 10,046 200,605
利息 66 260 21 305 98 510 8 599
利回り 0.17 0.14 ／ 0.15 0.20 0.31 ／ 0.29

うち債券貸借取引
　　受入担保金

平均残高 57,880 ― 7 57,873 24,103 ― 10 24,092
利息 75 ― 0 75 29 ― 0 29
利回り 0.13 ― ／ 0.13 0.12 ― ／ 0.12

うちコマーシャル･
　　ペーパー

平均残高 ― 6,409 ― 6,409 ― 6,731 ― 6,731
利息 ― 16 ― 16 ― 22 ― 22
利回り ― 0.26 ／ 0.26 ― 0.33 ／ 0.33

うち借用金 平均残高 83,679 17,011 35,647 65,044 88,897 25,781 31,114 83,564
利息 948 118 873 192 780 109 675 215
利回り 1.13 0.69 ／ 0.29 0.87 0.42 ／ 0.25

注) 1. 平均残高は、原則として日々の残高の平均に基づいて算出していますが、一部の連結子会社については、半年ごとの残高に基づく平均残高を利用しています。
2. ｢国内｣とは、当社及び国内連結子会社(海外店を除く)です。｢海外｣とは、国内連結子会社の海外店及び海外連結子会社です。
3. ｢相殺消去額｣には、内部取引金額等を記載しています。
4. 資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高を、資金調達勘定は、金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息をそれぞれ控除して表示しています。
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(12) 役務取引等利益の内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内 海外 相殺消去額(△) 合計 国内 海外 相殺消去額(△) 合計

役務取引等利益 4,446 1,580 93 5,933  4,565  1,663  153  6,075
役務取引等収益 5,719 1,996 422 7,293  5,901  2,162  546  7,517
　うち預金･債券･貸出業務 912 1,009 4 1,916  1,034  1,047  3  2,078
　　　為替業務 1,034 73 1 1,106  1,027  68  1  1,094
　　　証券関連業務 1,459 622 337 1,744  1,429  730  435  1,724
　　　代理業務 321 37 3 355  337  38  3  373
　　　保護預り･貸金庫業務 52 0 ― 52  51  0  ―  51
　　　保証業務 197 111 10 298  177  85  9  252
　　　信託関連業務 499 50 18 531  513  50  19  543
役務取引等費用 1,273 415 329 1,359  1,335  499  393  1,441
　うち為替業務 385 6 1 391  383  6  1  388

注) 1. ｢国内｣とは、当社及び国内連結子会社(海外店を除く)です。｢海外｣とは、国内連結子会社の海外店及び海外連結子会社です。
2. ｢相殺消去額｣には、内部取引金額等を記載しています。

(13) 特定取引利益の内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内 海外 相殺消去額(△) 合計 国内 海外 相殺消去額(△) 合計

特定取引利益 1,908 723 2 2,629  2,450  655 0  3,105
特定取引収益 1,908 723 2 2,629  2,468  662 0  3,131
　うち商品有価証券収益 1,248 158 2 1,404  1,302  427 0  1,728
　　　特定取引有価証券収益 56 9 ― 66  ―  ―  ―  ―
　　　特定金融派生商品収益 582 554 ― 1,137  1,151  235  ―  1,387
　　　その他の特定取引収益 21 ― ― 21  14  ―  ―  14
特定取引費用 ― ― ― ―  18  7  ―  25
　うち商品有価証券費用 ― ― ― ―  ―  ―  ―  ―
　　　特定取引有価証券費用 ― ― ― ―  18  7  ―  25
　　　特定金融派生商品費用 ― ― ― ―  ―  ―  ―  ―
　　　その他の特定取引費用 ― ― ― ―  ―  ―  ―  ―

注) 1. ｢国内｣とは、当社及び国内連結子会社(海外店を除く)です。｢海外｣とは、国内連結子会社の海外店及び海外連結子会社です。
2. ｢相殺消去額｣には、内部取引金額等を記載しています。
3. 内訳科目はそれぞれの収益と費用で相殺し、収益が上回った場合には収益欄に、費用が上回った場合には費用欄に、国内･海外･合計ごとの純額を表示しています。

(14) 特定取引資産･負債の内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内 海外 相殺消去額(△) 合計 国内 海外 相殺消去額(△) 合計

特定取引資産 82,752 29,963 4,898 107,817  106,931  27,670  4,556  130,045
うち商品有価証券 25,009 16,622 ― 41,632  30,634  15,104  ―  45,739
　　商品有価証券派生商品 2,078 52 ― 2,131  1,592  81  ―  1,674
　　特定取引有価証券 303 357 ― 660  ―  127  ―  127
　　特定取引有価証券派生商品 1 0 0 2  0  0  ―  0
　　特定金融派生商品 46,449 12,870 4,056 55,263  65,652  12,269  4,230  73,690
　　その他の特定取引資産 8,908 60 841 8,127  9,050  86  325  8,812

特定取引負債 67,944 23,544 4,056 87,431  83,093  23,899  4,230  102,761
うち売付商品債券 22,942 8,961 ― 31,904  16,428  9,871  ―  26,300
　　商品有価証券派生商品 2,010 53 ― 2,063  1,388  68  ―  1,456
　　特定取引売付債券 ― 104 ― 104  ―  0  ―  0
　　特定取引有価証券派生商品 1 ― 0 1  0  ―  ―  0
　　特定金融派生商品 42,990 14,425 4,056 53,358  65,274  13,959  4,230  75,003
　　その他の特定取引負債 ― ― ― ―  ―  ―  ―  ―

注) 1. ｢国内｣とは、当社及び国内連結子会社(海外店を除く)です。｢海外｣とは、国内連結子会社の海外店及び海外連結子会社です。
2. ｢相殺消去額｣には、内部取引金額等を記載しています。
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■預金

(15) 預金の種類別残高(期末残高) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内 海外 相殺消去額(△) 合計 国内 海外 相殺消去額(△) 合計

預金
　流動性預金 502,027 37,802 354 539,475  572,375  41,123  345  613,153
　定期性預金 267,561 116,731 201 384,091  257,686  127,354  201  384,839
　その他預金 53,940 240 173 54,008  58,322  137  161  58,297
合計 823,529 154,774 728 977,575  888,384  168,615  708  1,056,290
譲渡性預金 90,115 66,833 ― 156,949  64,328  53,947  ―  118,275
総合計 913,645 221,607 728 1,134,524  952,712  222,562  708  1,174,566
注) 1. ｢国内｣とは、当社及び国内連結子会社(海外店を除く)です。｢海外｣とは、国内連結子会社の海外店及び海外連結子会社です。

2. ｢相殺消去額｣には、内部取引金額等を記載しています。
3. 預金の区分は次のとおりです。

① 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
② 定期性預金＝定期預金＋定期積金

■証券

(16) 有価証券の種類別残高(期末残高) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内 海外 合計 国内 海外 合計

国債 217,720 38 217,759  195,259  ―  195,259
地方債 2,385 ― 2,385  2,406  ―  2,406
短期社債 0 ― 0 0  ― 0
社債 26,740 ― 26,740  28,659  19  28,678
株式 45,007 ― 45,007  38,987  ―  38,987
その他の証券 111,865 29,027 140,892  94,584  35,141  129,726
合計 403,721 29,065 432,787  359,898  35,161  395,059
注) 1. ｢国内｣とは、当社及び国内連結子会社(海外店を除く)です。｢海外｣とは、国内連結子会社の海外店及び海外連結子会社です。

2. ｢その他の証券｣には、外国債券及び外国株式を含んでいます。
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■財務諸表等
　当社の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当社の会計監査人である新
日本有限責任監査法人の監査証明を受けています。

(1) 貸借対照表 (単位：百万円)

科目 平成26年度
(平成27年3月31日現在)

平成27年度
(平成28年3月31日現在)

(資産の部)
流動資産

現金及び預金 12,729 16,442
前払費用 2,476 2,969
その他 75,430 71,404
流動資産合計 90,636 90,816

固定資産
有形固定資産 166,381 165,803

建物(純額) 5,729 5,385
工具､器具及び備品(純額) 1,273 934
土地 159,342 159,342
建設仮勘定 35 140

無形固定資産 4,269 8,451
商標権 1 1
ソフトウエア 3,096 5,824
その他 1,170 2,625

投資その他の資産 6,341,817 6,799,139
投資有価証券 134,970 117,728
関係会社株式 6,023,428 6,022,661
関係会社長期貸付金 150,000 624,517
長期前払費用 145 141
前払年金費用 9,144 10,978
その他 24,128 23,112

固定資産合計 6,512,468 6,973,394

資産合計 6,603,104 7,064,211

(単位：百万円)

科目 平成26年度
(平成27年3月31日現在)

平成27年度
(平成28年3月31日現在)

(負債の部)
流動負債

短期借入金 700,135 686,345
短期社債 500,000 500,000
未払金 2,493 1,879
未払費用 3,636 6,159
未払法人税等 53 29
預り金 2,017 2,042
前受収益 89 90
賞与引当金 291 319
変動報酬引当金 ― 343
流動負債合計 1,208,717 1,197,207

固定負債
社債 248,800 584,517
長期借入金 ― 40,000
繰延税金負債 26,070 20,901
退職給付引当金 2,842 3,761
その他 20,468 20,614
固定負債合計 298,181 669,794

負債合計 1,506,898 1,867,002
(純資産の部)
株主資本

資本金 2,255,404 2,255,790
資本剰余金

資本準備金 1,195,296 1,195,682
その他資本剰余金 66 147
資本剰余金合計 1,195,363 1,195,830

利益剰余金
利益準備金 4,350 4,350
その他利益剰余金 1,589,574 1,698,699

繰越利益剰余金 1,589,574 1,698,699
利益剰余金合計 1,593,924 1,703,049

自己株式 △3,011 △2,813
株主資本合計 5,041,680 5,151,857

評価･換算差額等
その他有価証券評価差額金 50,704 42,588
評価･換算差額等合計 50,704 42,588

新株予約権 3,820 2,762
純資産合計 5,096,205 5,197,208
負債純資産合計 6,603,104 7,064,211
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(2) 損益計算書 (単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

営業収益
関係会社受取配当金 344,668 292,883
関係会社受入手数料 33,109 40,616
営業収益合計 377,777 333,500

営業費用
販売費及び一般管理費 26,854 31,063
営業費用合計 26,854 31,063

営業利益 350,922 302,436
営業外収益

受取利息及び配当金 2,777 3,253
貸付金利息 799 9,630
受入手数料 5,669 1,037
その他 832 1,317
営業外収益合計 10,078 15,237

営業外費用
支払利息 1,722 1,296
短期社債利息 796 543
社債利息 6,418 10,074
社債発行費 865 3,230
その他 1,760 5,967
営業外費用合計 11,562 21,111

経常利益 349,438 296,562
特別利益

関係会社株式処分益 67 8,349
その他 4 ―
特別利益合計 71 8,349

特別損失
本社移転費用 66 ―
その他 0 5
特別損失合計 67 5

税引前当期純利益 349,442 304,906
法人税､住民税及び事業税 325 334
法人税等調整額 116 182
法人税等合計 441 516
当期純利益 349,001 304,389
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(3) 株主資本等変動計算書 (単位：百万円)

科目

平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本

合計資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰余金

当期首残高 2,254,972 1,194,864 ― 1,194,864 4,350 1,415,516 1,419,866 △3,233 4,866,470
会計方針の変更による
累積的影響額 1,193 1,193 1,193

会計方針の変更を反映した
当期首残高 2,254,972 1,194,864 ― 1,194,864 4,350 1,416,709 1,421,059 △3,233 4,867,663

当期変動額
新株の発行 431 431 431 863
剰余金の配当 △176,136 △176,136 △176,136
当期純利益 349,001 349,001 349,001
自己株式の取得 △12 △12
自己株式の処分 66 66 234 300
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 431 431 66 498 ― 172,864 172,864 222 174,016
当期末残高 2,255,404 1,195,296 66 1,195,363 4,350 1,589,574 1,593,924 △3,011 5,041,680

(単位：百万円)

科目

平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

評価･換算差額等 新株予約権 純資産合計
その他

有価証券
評価差額金

当期首残高 30,766 3,179 4,900,417
会計方針の変更による
累積的影響額 1,193

会計方針の変更を反映した
当期首残高 30,766 3,179 4,901,610

当期変動額
新株の発行 863
剰余金の配当 △176,136
当期純利益 349,001
自己株式の取得 △12
自己株式の処分 300
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 19,938 640 20,578

当期変動額合計 19,938 640 194,595
当期末残高 50,704 3,820 5,096,205
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(単位：百万円)

科目

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本

合計資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰余金

当期首残高 2,255,404 1,195,296 66 1,195,363 4,350 1,589,574 1,593,924 △3,011 5,041,680
当期変動額

新株の発行 386 386 386 772
剰余金の配当 △195,264 △195,264 △195,264
当期純利益 304,389 304,389 304,389
自己株式の取得 △13 △13
自己株式の処分 81 81 211 293
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 386 386 81 467 ― 109,125 109,125 198 110,176
当期末残高 2,255,790 1,195,682 147 1,195,830 4,350 1,698,699 1,703,049 △2,813 5,151,857

(単位：百万円)

科目

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

評価･換算差額等 新株予約権 純資産合計
その他

有価証券
評価差額金

当期首残高 50,704 3,820 5,096,205
当期変動額

新株の発行 772
剰余金の配当 △195,264
当期純利益 304,389
自己株式の取得 △13
自己株式の処分 293
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △8,116 △1,057 △9,174

当期変動額合計 △8,116 △1,057 101,002
当期末残高 42,588 2,762 5,197,208
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○注記事項(平成27年度)

重要な会計方針
1．有価証券の評価基準及び評価方法

　有価証券の評価は、子会社株式及び関連会社株式については移動平
均法による原価法、その他有価証券(国内株式を除く)については原則
として決算日の市場価格等に基づく時価法、ただし時価を把握するこ
とが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法
により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、時価ヘッジの適用に
より損益に反映させた額を除き、全部純資産直入法により処理してお
ります。

2．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

　有形固定資産は、定率法(ただし、建物については定額法)を採
用しております。
　なお、耐用年数は次のとおりであります。

建物 ：6年～50年
器具及び備品：2年～15年

(2) 無形固定資産
　商標権については、定額法を採用し、10年で償却しておりま
す。
　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間(5年)に基づく定額法により償却しております。

3．繰延資産の処理方法
　社債発行費は、発生時に全額費用として処理しております。

4．引当金の計上基準
(1) 賞与引当金

　従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の
支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しておりま
す。

(2) 変動報酬引当金
　当社の役員及び執行役員に対する報酬のうち変動報酬として支
給する業績給及び株式報酬の支払いに備えるため、当事業年度の
変動報酬に係る基準額に基づく支給見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しておりま
す。また、退職給付債務の算定にあたり退職給付見込額を当事業
年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準に
よっております。
　数理計算上の差異は、各発生年度における従業員の平均残存勤
務期間内の一定年数(10年)による定額法に基づき按分した額を
それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま
す。

5．ヘッジ会計の方法
　外貨建その他有価証券の為替変動リスクをヘッジするため、事前に
ヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証
券について取得原価と同額の外貨建金銭債務が存在していること等を
条件に時価ヘッジを適用しております。

6．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
(1) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、
連結財務諸表における会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま
す。

(表示方法の変更)
　損益計算書上｢社債発行費｣は、前事業年度まで営業外費用の｢その他｣に
含めて表示しておりましたが、当事業年度において金額的重要性が増した
ため、区分掲記しております。

貸借対照表関係
1．担保に供している資産は、次のとおりであります。

担保に供している資産
投資その他の資産 20,361百万円

2．社債は、劣後特約付社債であります。
3．長期借入金は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が

付された劣後特約付借入金であります。
4．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 16,442百万円
長期金銭債権 627,102百万円
短期金銭債務 688,172百万円
長期金銭債務 20,111百万円

5．偶発債務
(1) 当社の子会社である株式会社みずほ銀行発行の米ドル建てシニア

債に対し保証を行っておりますが、その金額は次のとおりであり
ます。　　　　　　　　　　　　　　　      1,755,308百万円

(2) 当社の子会社であるMizuho Financial Group(Cayman)2 
Limited及びMizuho Financial Group (Cayman)3 Limited発
行の劣後特約付社債に対し劣後特約付保証を行っておりますが、
その金額は次のとおりであります。

Mizuho Financial Group (Cayman)2 Limited
170,437百万円

Mizuho Financial Group (Cayman)3 Limited
169,097百万円

(3) 当社の子会社である株式会社みずほ銀行のドイツ国内の預金に対
し、ドイツ預金保険機構規約に基づき、ドイツ銀行協会宛に補償
する念書を差入れておりますが、その金額は次のとおりでありま
す。

37,933百万円
(4) 当社の子会社であるみずほ証券株式会社、Mizuho International 

plc及びMizuho Securities USA Inc.の共同ユーロ･ミディアム
ターム･ノート･プログラムに関し、当社は、子会社である株式会
社みずほ銀行と連帯してキープウェル契約を各社と締結しており
ます。なお、本プログラムにおいて、当社がキープウェル契約を
締結している社債発行残高は次のとおりであります。

719,381百万円
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損益計算書関係
1．関係会社との取引高

営業取引
営業収益 333,500百万円
営業費用 5,393百万円

営業取引以外の取引高 25,184百万円

2．販売費及び一般管理費のうち、主要なものは次のとおりであります。
なお、全額が一般管理費に属するものであります。

給料･手当 9,203百万円
業務委託費 4,922百万円
退職給付費用 2,733百万円
減価償却費 2,251百万円

有価証券関係
子会社株式及び関連会社株式
　子会社株式及び関連会社株式で市場価格のあるものはありません。

(注) 時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対
照表計上額

(単位：百万円)
子会社株式 6,018,665
関連会社株式 3,996
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる
ことから、｢子会社株式及び関連会社株式｣には含めておりません。

税効果会計関係
1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
関係会社株式 354,016百万円
繰越欠損金 268,543
その他 2,769

繰延税金資産小計 625,330
評価性引当額 △624,074
繰延税金資産合計 1,256
繰延税金負債

その他有価証券評価差額 △18,795
前払年金費用 △3,361

繰延税金負債合計 △22,157
繰延税金資産(△は負債)の純額 △20,901百万円

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な
差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 33.06％
(調整)
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △31.51
評価性引当額の増減 △1.41
その他 0.03
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.17％

3．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の
修正
　｢所得税法等の一部を改正する法律｣(平成28年法律第15号)及び
｢地方税法等の一部を改正する等の法律｣(平成28年法律第13号)が平
成28年3月29日に国会で成立し、平成28年4月1日以後に開始する
事業年度から法人税率等の引下げが行われることとなりました。これ
に伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税
率は従来の32.26％から、平成28年4月1日に開始する事業年度及び
平成29年4月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等
については30.86％に、平成30年4月1日に開始する事業年度以降に
解消が見込まれる一時差異等については30.62％となります。この
税率変更により、繰延税金負債は1,119百万円減少し、その他有価証
券評価差額金は1,006百万円増加し、法人税等調整額は112百万円減
少しております。
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■資本

(4) 資本金の推移(平成15年1月8日～平成28年3月31日) (単位：百万円)

年月日 増資額 増資後資本金 摘要
平成15年1月8日 500 500 設立
平成15年3月12日 999,500 1,000,000 グループ経営体制の再編
平成15年3月29日 540,965 1,540,965 第三者割当増資
平成21年7月23日 247,348 1,788,313 一般募集による増資
平成21年8月5日 17,252 1,805,565 第三者割当増資
平成22年7月21日 351,320 2,156,885 一般募集による増資
平成22年7月30日 24,490 2,181,375 第三者割当増資
平成23年5月2日 272 2,181,647 新株予約権の権利行使
平成23年7月8日 79 2,181,726 新株予約権の権利行使
平成23年8月29日 73,247 2,254,972 第三者割当増資
平成26年5月1日 431 2,255,404 新株予約権の権利行使
平成27年5月1日 386 2,255,790 新株予約権の権利行使

(5) 発行済株式総数(平成28年3月31日現在) (単位：株)

発行済株式数
普通株式 25,030,525,657
第十一回第十一種優先株式 914,752,000
注) 1. 平成27年4月1日から平成28年3月31日までに、第十一回第十一種優先株式114,197,300株の取得請求により、普通株式403,667,690株が増加しました。

2. 平成27年4月1日から平成28年3月31日までに、新株予約権の権利行使により、普通株式4,960,000株が増加しました。

(6) 普通株式の状況(平成28年3月31日現在)

(所有者別状況)
株主数(人) 所有株式数(単元) (％)

政府及び地方公共団体 289 83,439 0.03
金融機関 404 70,011,123 27.98
証券会社 116 11,123,161 4.45
その他の法人 15,060 31,637,042 12.64
外国法人等 1,761 65,092,282 26.01
(うち個人) (845) (67,656) (0.03)
個人その他 963,689 72,274,065 28.89
合計 981,319 250,221,112 100.00
　単元未満株式の状況(株) ― 8,414,457 ―

(所有数別状況)
株主数(人) (％) 所有株式数(単元) (％)

5,000単元以上 2,021 0.21 177,051,450 70.76
1,000単元以上 9,901 1.01 17,558,472 7.02
500単元以上 14,787 1.51 9,450,270 3.78
100単元以上 156,305 15.93 28,080,608 11.22
50単元以上 131,919 13.44 8,297,417 3.31
10単元以上 436,347 44.46 8,977,791 3.59
5単元以上 86,404 8.80 516,088 0.21
1単元以上 143,635 14.64 289,016 0.11
合計 981,319 100.00 250,221,112 100.00
　単元未満株式の状況(株) ― 8,414,457 ―
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(7) 大株主の状況(平成28年3月31日現在)

(普通株式)
順位 株主名 所有株式数(株) 所有株式数の割合(％)

1 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,129,574,200 4.51
2 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 821,774,700 3.28
3 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 559,050,700 2.23
4 ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ ＭＥＬＬＯＮ ＳＡ/ＮＶ １０ 416,016,531 1.66
5 ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＷＥＳＴ ＣＬＩＥＮＴ - ＴＲＥＡＴＹ ５０５２３４ 374,193,016 1.49
6 野村證券株式会社 303,932,700 1.21
7 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口７） 299,745,300 1.19
8 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 285,004,500 1.13
9 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口６） 284,944,400 1.13

10 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口１） 283,683,600 1.13
注) 1. 持株比率は、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。

2. 持株比率については、自己株式(6,939,703株)を除外して算定しています。

(第十一回第十一種優先株式)
順位 株主名 所有株式数(株) 所有株式数の割合(％)

1 中部電力株式会社 5,000,000 5.05
2 サッポロホールディングス株式会社 2,000,000 2.02
2 綜合警備保障株式会社 2,000,000 2.02
2 ソフトバンクグループ株式会社 2,000,000 2.02
2 東京センチュリーリース株式会社 2,000,000 2.02
2 東ソー株式会社 2,000,000 2.02
2 株式会社松原興産 2,000,000 2.02
8 味の素株式会社 1,500,000 1.51
8 国際石油開発帝石株式会社 1,500,000 1.51
8 セイホク株式会社 1,500,000 1.51

注) 1. 持株比率は、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
2. 持株比率については、自己株式(815,828,400株)を除外して算定しています。また、自己株式については、上記大株主からは除外しています。

(8) 配当政策
当社は、「安定的な自己資本の充実」と「着実な株主還元」の最

適なバランスを図る「規律ある資本政策」を遂行しております。
平成26年度より、新たな株主還元方針として、連結配当性向

30％程度を一つの目処とした上で安定的な配当を実施する方針と
しております。

こうした方針のもと、平成27年度の普通株式１株当たりの年間
配当金につきましては、１株につき前年度と同額の7円50銭（中間
配当3円75銭及び期末配当3円75銭）とさせていただきました。

また、第十一回第十一種優先株式の年間配当金につきましては、
所定の配当金とさせていただきました。

平成28年度についても、引き続き、連結配当性向30％程度を一
つの目処とした上で安定的な配当を実施することにより、「着実な
株主還元」を実現してまいります。配当額については、当社グルー
プの業績、収益基盤、自己資本の状況及びバーゼル規制を始めとし
た国内外の規制動向等、事業環境を総合的に勘案し、決定してまい
ります。

なお、当社は定款に従い、剰余金の配当を、法令に別段の定めが
ある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって
定めることとしております。

・
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みずほ銀行の業績と財務の状況
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直近の連結会計年度における主要な業務の状況を示す指標
直近の事業年度における主要な業務の状況を示す指標(単体)

255 連結決算データファイル
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(2)連結損益計算書及び連結包括利益計算書
(3)連結株主資本等変動計算書
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○金銭の信託
○その他有価証券評価差額金
(5)デリバティブ取引の時価等
○ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
○ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

291 損益
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(9)役務取引等利益の内訳
(10)特定取引利益の内訳
(11)その他業務利益の内訳
(12)経費の内訳

295 預金
(13)預金の種類別残高
(14)預金者別預金残高(国内店)
(15)定期預金の残存期間別残高
(16)財形貯蓄残高

296 貸出
(17)貸出金の科目別残高
(18)貸出金の残存期間別残高
(19)貸出金の担保別内訳
(20)債務の保証(支払承諾)残高
(21)支払承諾見返の担保別内訳
(22)貸出金の使途別残高
(23)中小企業等に対する貸出金残高
(24)消費者ローン残高

298 証券
(25)有価証券の種類別残高
(26)有価証券の残存期間別残高
(27)商品有価証券の種類別残高(平均残高)
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(30)事業債受託実績(公募分)
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301 店舗･従業員等
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■直近の連結会計年度における主要な業務の状況を示す指標
(単位：億円)

科目 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
連結経常収益 13,509 15,476 20,209 24,769 24,813
連結経常利益 3,526 3,583 7,655 8,322 8,340
親会社株主に帰属する当期純利益(注１) 2,808 2,598 4,886 4,853 5,597
連結包括利益 3,349 8,097 6,583 16,843 2,573
連結純資産額 47,326 53,595 78,961 91,599 87,698
連結総資産額 946,211 1,040,516 1,490,432 1,618,423 1,616,978
有価証券残高 240,025 262,536 416,623 407,858 375,223
貸出金残高 287,253 321,365 668,809 713,136 710,688
預金残高(含む譲渡性預金) 301,750 343,019 986,937 1,096,829 1,130,315
連結ベースの1株当たり純資産額(注2) 216,544.16円 254,226.60円 393,262.23円 476,022.72円 473,966.90円
連結ベースの1株当たり当期純利益金額(注2) 17,389.87円 16,091.18円 30,255.76円 30,047.71円 34,659.03円
連結ベースの潜在株式調整後
1株当たり当期純利益金額(注2) 17,389.84円 16,091.16円 30,255.72円 30,047.67円 34,658.99円

連結自己資本比率(国際統一基準)(注3) 17.83% ／ ／ ／ ／
連結総自己資本比率(国際統一基準)(注3) ／ 13.91% 15.48% 15.30% 15.46%
連結Tier1比率(国際統一基準)(注3) ／ 11.04% 12.35% 12.13% 12.75%
連結普通株式等Tier1比率(国際統一基準)(注3) ／ 8.66% 10.19% 10.42% 10.81%
連結自己資本利益率 8.38% 6.83% 9.34% 6.90% 7.29%
営業活動によるキャッシュ･フロー 2,068 19,020 △3,252 46,564 13,039
投資活動によるキャッシュ･フロー △9,816 △11,267 73,444 27,324 34,659
財務活動によるキャッシュ･フロー △2,874 △1,615 △1,603 △8,482 △3,926
現金及び現金同等物の期末残高 40,526 47,025 183,508 249,242 292,790
従業員数(注4) 18,020人 20,117人 34,748人 34,528人 35,382人
注) 1. ｢企業結合に関する会計基準｣(企業会計基準第21号　平成25年9月13日)等を適用し、当連結会計年度より、｢連結当期純利益｣を｢親会社株主に帰属する当期純利益｣としています。

2. 連結ベースの｢1株当たり純資産額｣、｢1株当たり当期純利益金額｣及び｢潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額｣の算定に当たっては、｢1株当たり当期純利益に関する会計基準｣(企業会
計基準第2号　平成２５年９月１３日)及び｢1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第4号　平成２５年９月１３日)を適用しています。

3. 連結自己資本比率、連結総自己資本比率、連結Tier1比率及び連結普通株式等Tier1比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出
しています。なお、当行は平成24年度より新規制を適用しています。

4. 従業員数は、連結会社各社において、それぞれ社外への出向者を除き、社外から受け入れた出向者を含んでいます。また、海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員を含んでいませ
ん。

5. 当行は、平成25年7月1日に旧みずほ銀行と合併しました。平成24年度までは旧みずほコーポレート銀行連結の計数を記載し、平成25年度以降については、みずほ銀行連結の計数を記載
しています。

(旧みずほ銀行) (単位：億円)

科目 平成23年度 平成24年度
連結経常収益 11,777 12,121
連結経常利益 2,359 3,283
親会社株主に帰属する当期純利益(注１) 1,816 2,786
連結包括利益 2,427 5,338
連結純資産額 26,711 30,420
連結総資産額 771,983 781,180
有価証券残高 249,241 254,767
貸出金残高 324,974 322,235
預金残高(含む譲渡性預金) 586,686 609,447
連結ベースの1株当たり純資産額(注2) 222,565.51円 265,096.63円
連結ベースの1株当たり当期純利益金額(注2) 18,149.23円 27,845.72円
連結ベースの潜在株式調整後
1株当たり当期純利益金額(注2) 18,149.20円 27,845.66円

連結自己資本比率(国内基準･バーゼルⅡ)(注3) 15.52% 15.04%
連結自己資本利益率 8.59% 11.42%
営業活動によるキャッシュ･フロー 38,389 22,719
投資活動によるキャッシュ･フロー △53,403 △1,356
財務活動によるキャッシュ･フロー △1,454 △1,688
現金及び現金同等物の期末残高 23,256 42,936
従業員数(注4) 27,353人 24,109人
注) 1. ｢企業結合に関する会計基準｣(企業会計基準第21号　平成25年9月13日)等を適用し、｢連結当期純利益｣を｢親

会社株主に帰属する当期純利益｣としています。
2. 連結ベースの｢1株当たり純資産額｣、｢1株当たり当期純利益金額｣及び｢潜在株式調整後1株当たり当期純利益金

額｣の算定に当たっては、｢1株当たり当期純利益に関する会計基準｣(企業会計基準第2号　平成２５年９月１３
日)及び｢1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第4号　平成２５年９月
１３日)を適用しています。

3. 連結自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づ
き算出しています。当行は、国内基準を採用しています。

4. 従業員数は、連結会社各社において、それぞれ社外への出向者を除き、社外から受け入れた出向者を含んでい
ます。また、嘱託及び臨時従業員を含んでいません。
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■直近の事業年度における主要な業務の状況を示す指標(単体)
(単位：億円)

科目 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
経常収益 10,750 11,603 18,797 22,382 22,517
実質業務純益 4,368 4,940 5,392 6,617 6,305
業務純益 4,421 4,020 5,392 6,617 6,313
経常利益 3,502 2,596 6,602 6,863 7,040
当期純利益 2,672 2,508 4,452 4,231 4,902
資本金 14,040 14,040 14,040 14,040 14,040
(発行済株式総数)

（普通株式 ）第二回第四種優先株式
第八回第八種優先株式
第十一回第十三種優先株式 （ 16,151千株）64千株

85千株
3,609千株 （

16,151千株）64千株
85千株

3,609千株 （
16,151千株）64千株

85千株
3,609千株 （

16,151千株）64千株
85千株

3,609千株 （
16,151千株）64千株

85千株
3,609千株

純資産額 36,206 41,523 62,684 73,120 73,462
総資産額 757,606 834,588 1,484,091 1,611,085 1,611,227
有価証券残高 247,892 269,855 421,747 412,357 379,031
貸出金残高 280,588 311,878 668,365 708,738 703,743
預金残高(含む譲渡性預金) 295,106 334,649 979,033 1,083,584 1,113,741
1株当たり配当額

普通株式 8,695円 8,046円 17,878円 15,024円 17,330円
第二回第四種優先株式 42,000円 42,000円 42,000円 42,000円 42,000円
第八回第八種優先株式 47,600円 47,600円 47,600円 47,600円 47,600円
第十一回第十三種優先株式 16,000円 16,000円 16,000円 16,000円 16,000円

1株当たり純資産額(注1) 224,164.01円 257,086.17円 388,102.30円 452,712.56円 454,834.21円
1株当たり当期純利益金額(注1) 16,543.38円 15,530.80円 27,565.60円 26,201.05円 30,350.76円
潜在株式調整後
1株当たり当期純利益金額(注1) 16,543.36円 15,530.78円 27,565.57円 26,201.02円 30,350.72円

単体自己資本比率(国際統一基準)(注2) 20.19% ／ ／ ／ ／
単体総自己資本比率(国際統一基準)(注2) ／ 15.33% 15.58% 15.35% 15.50%
単体Tier1比率(国際統一基準)(注2) ／ 12.18% 12.29% 12.01% 12.66%
単体普通株式等Tier1比率(国際統一基準)(注2) ／ 9.16% 10.15% 10.33% 10.65%
自己資本利益率 7.6% 6.4% 8.5% 6.2% 6.6%
配当性向 52.55% 51.80% 64.85% 57.34% 57.09%
従業員数(注3) 8,450人 8,263人 26,250人 26,561人 27,355人
注) 1. ｢1株当たり純資産額｣、｢1株当たり当期純利益金額｣及び｢潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額｣の算定に当たっては、｢1株当たり当期純利益に関する会計基準｣(企業会計基準第2号　

平成２５年９月１３日)及び｢1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第4号　平成２５年９月１３日)を適用しています。
2. 単体自己資本比率、単体総自己資本比率、単体Tier1比率及び単体普通株式等Tier1比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出

しています。なお、当行は平成24年度より新規制を適用しています。
3. 従業員数は、行外への出向者を除き、行外から受け入れた出向者を含んでいます。また、海外の現地採用者を含み、執行役員、嘱託及び臨時従業員を含んでいません。
4. 当行は、平成25年7月1日に旧みずほ銀行と合併しました。平成24年度までは旧みずほコーポレート銀行の計数を記載し、平成25年度以降については、みずほ銀行の計数を記載していま

す。
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(旧みずほ銀行) (単位：億円)

科目 平成23年度 平成24年度
経常収益 10,682 11,070
実質業務純益 2,422 3,030
業務純益 2,422 3,030
経常利益 1,913 2,751
当期純利益 1,301 2,345
資本金 7,000 7,000
(発行済株式総数)

（普通株式 ）第四回第四種優先株式
第五回第五種優先株式
第十回第十三種優先株式 （ 10,006千株）64千株

85千株
1,800千株 （

10,006千株）64千株
85千株

1,800千株
純資産額 22,228 25,975
総資産額 759,550 775,570
有価証券残高 251,991 256,096
貸出金残高 325,408 322,742
預金残高(含む譲渡性預金) 590,117 612,934
1株当たり配当額

普通株式 9,075円 13,923円
第四回第四種優先株式 47,600円 47,600円
第五回第五種優先株式 42,000円 42,000円
第十回第十三種優先株式 16,000円 16,000円

1株当たり純資産額(注1) 222,150.86円 259,596.03円
1株当たり当期純利益金額(注1) 13,007.43円 23,436.00円
潜在株式調整後
1株当たり当期純利益金額(注1) 13,007.41円 23,435.95円

単体自己資本比率(国内基準･バーゼルⅡ)(注2) 15.62% 15.46%
自己資本利益率 6.0% 9.7%
配当性向 69.76% 59.40%
従業員数(注3) 19,159人 18,301人
注）1. ｢1株当たり純資産額｣、｢1株当たり当期純利益金額｣及び｢潜在株式調整後1株当たり当期純利益金

額｣の算定に当たっては、｢1株当たり当期純利益に関する会計基準｣(企業会計基準第2号　平成２５
年９月１３日)及び｢1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第
4号　平成２５年９月１３日)を適用しています。

2. 自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式
に基づき算出しています。当行は、国内基準を採用しています。

3. 従業員数は、行外への出向者を除き、行外から受け入れた出向者を含んでいます。また、執行役員、
嘱託及び臨時従業員を含んでいません。
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■連結財務諸表等
　当行の銀行法第20条第2項により作成した書面については、会社法第396条第1項により、新日本有限責任監査法人の監査を受けています。
また、当行の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ･フロー計算書は、金融商品
取引法第193条の2第1項の規定に基づき、新日本有限責任監査法人の監査証明を受けています。

(1) 連結貸借対照表 (単位：百万円)

科目 平成26年度
(平成27年3月31日現在)

平成27年度
(平成28年3月31日現在)

(資産の部)
現金預け金 26,011,670 30,234,070
コールローン及び買入手形 472,438 399,613
買現先勘定 598,521 467,521
債券貸借取引支払保証金 133,336 ―
買入金銭債権 3,191,117 2,966,438
特定取引資産 5,253,810 5,930,313
金銭の信託 3,249 3,197
有価証券 40,785,819 37,522,334
貸出金 71,313,641 71,068,818
外国為替 1,604,600 1,432,994
金融派生商品 3,557,381 3,190,251
その他資産 2,055,984 2,080,178
有形固定資産 835,216 842,540

建物 306,037 308,230
土地 423,864 417,829
リース資産 17,084 23,763
建設仮勘定 13,745 19,456
その他の有形固定資産 74,485 73,260

無形固定資産 487,223 651,578
ソフトウエア 252,278 251,800
のれん 10,553 7,176
リース資産 7,408 10,759
その他の無形固定資産 216,982 381,841

退職給付に係る資産 641,275 563,068
繰延税金資産 26,378 23,491
支払承諾見返 5,383,189 4,770,691
貸倒引当金 △512,473 △449,211
投資損失引当金 △1 ―

資産の部合計 161,842,381 161,697,891

(単位：百万円)

科目 平成26年度
(平成27年3月31日現在)

平成27年度
(平成28年3月31日現在)

(負債の部)
預金 95,067,633 102,053,054
譲渡性預金 14,615,346 10,978,463
コールマネー及び売渡手形 3,476,748 1,132,089
売現先勘定 10,140,790 7,621,343
債券貸借取引受入担保金 513,983 786,431
コマーシャル･ペーパー 538,511 1,010,139
特定取引負債 3,971,146 4,806,440
借用金 6,870,180 7,639,591
外国為替 585,638 589,340
短期社債 99,205 56,681
社債 4,678,117 4,425,373
金融派生商品 3,491,810 2,606,483
その他負債 2,605,552 3,921,130
賞与引当金 22,416 23,223
変動報酬引当金 ― 1,300
退職給付に係る負債 6,609 6,014
役員退職慰労引当金 423 379
貸出金売却損失引当金 13 267
偶発損失引当金 7,845 5,271
睡眠預金払戻損失引当金 14,772 15,041
債券払戻損失引当金 48,878 39,245
繰延税金負債 471,243 372,061
再評価に係る繰延税金負債 72,392 67,991
支払承諾 5,383,189 4,770,691
負債の部合計 152,682,448 152,928,052
(純資産の部)
資本金 1,404,065 1,404,065
資本剰余金 2,286,795 2,260,090
利益剰余金 2,156,949 2,502,357
株主資本合計 5,847,810 6,166,513
その他有価証券評価差額金 1,522,514 1,131,635
繰延ヘッジ損益 27,016 163,461
土地再評価差額金 146,419 148,483
為替換算調整勘定 △12,688 △24,746
退職給付に係る調整累計額 157,448 69,968
その他の包括利益累計額合計 1,840,710 1,488,802
非支配株主持分 1,471,412 1,114,524
純資産の部合計 9,159,932 8,769,839
負債及び純資産の部合計 161,842,381 161,697,891
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(2) 連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書 (単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

経常収益 2,476,973 2,481,377
資金運用収益 1,388,785 1,331,715

貸出金利息 904,782 895,570
有価証券利息配当金 330,181 286,698
コールローン利息及び買入手形利息 7,531 6,847
買現先利息 6,943 6,670
債券貸借取引受入利息 288 13
預け金利息 47,573 64,044
その他の受入利息 91,485 71,869

役務取引等収益 484,627 493,685
特定取引収益 63,915 113,504
その他業務収益 284,204 234,407
その他経常収益 255,440 308,063

貸倒引当金戻入益 67,517 ―
償却債権取立益 16,672 18,042
その他の経常収益 171,250 290,021

経常費用 1,644,764 1,647,372
資金調達費用 301,487 372,302

預金利息 121,998 165,485
譲渡性預金利息 28,809 34,534
コールマネー利息及び売渡手形利息 5,914 5,706
売現先利息 14,777 28,389
債券貸借取引支払利息 4,188 501
コマーシャル･ペーパー利息 1,682 2,285
借用金利息 34,070 44,232
短期社債利息 247 165
社債利息 58,082 69,907
その他の支払利息 31,715 21,092

役務取引等費用 104,482 108,357
特定取引費用 ― 2,824
その他業務費用 129,844 55,092
営業経費 926,938 902,438
その他経常費用 182,011 206,355

貸倒引当金繰入額 ― 6,108
その他の経常費用 182,011 200,246

経常利益 832,208 834,004
特別利益 516 6,491

固定資産処分益 516 6,491
特別損失 18,858 7,743

固定資産処分損 8,470 4,174
減損損失 10,387 3,569

税金等調整前当期純利益 813,867 832,753
法人税､住民税及び事業税 233,081 177,168
法人税等還付税額 △531 △3,064
法人税等調整額 33,728 51,495
法人税等合計 266,279 225,598
当期純利益 547,587 607,154
非支配株主に帰属する当期純利益 62,269 47,356
親会社株主に帰属する当期純利益 485,317 559,798

連結包括利益計算書 (単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

当期純利益 547,587 607,154
その他の包括利益 1,136,755 △349,847

その他有価証券評価差額金 908,555 △388,566
繰延ヘッジ損益 30,628 136,645
土地再評価差額金 7,531 3,630
為替換算調整勘定 9,420 △8,474
退職給付に係る調整額 167,152 △87,647
持分法適用会社に対する持分相当額 13,467 △5,435

包括利益 1,684,343 257,307
(内訳)

親会社株主に係る包括利益 1,618,201 209,456
非支配株主に係る包括利益 66,141 47,850
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(3) 連結株主資本等変動計算書 (単位：百万円)

科目

平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

株主資本
資本金 資本

剰余金
利益

剰余金
株主資本

合計

当期首残高 1,404,065 2,286,795 1,951,263 5,642,124
会計方針の変更による
累積的影響額 7,268 7,268

会計方針の変更を反映した
当期首残高 1,404,065 2,286,795 1,958,532 5,649,393

当期変動額
剰余金の配当 △288,757 △288,757
親会社株主に帰属する
当期純利益 485,317 485,317

土地再評価差額金の取崩 1,856 1,856
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― 198,417 198,417
当期末残高 1,404,065 2,286,795 2,156,949 5,847,810

(単位：百万円)

科目

平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

その他の包括利益累計額 非支配株主
持分

純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整

累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 614,488 △3,673 140,745 △32,054 △9,822 709,683 1,544,310 7,896,118

会計方針の変更による
累積的影響額 7,268

会計方針の変更を反映した
当期首残高 614,488 △3,673 140,745 △32,054 △9,822 709,683 1,544,310 7,903,386

当期変動額
剰余金の配当 △288,757
親会社株主に帰属する
当期純利益 485,317

土地再評価差額金の取崩 1,856
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 908,026 30,689 5,674 19,365 167,270 1,131,026 △72,897 1,058,128

当期変動額合計 908,026 30,689 5,674 19,365 167,270 1,131,026 △72,897 1,256,545
当期末残高 1,522,514 27,016 146,419 △12,688 157,448 1,840,710 1,471,412 9,159,932
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(単位：百万円)

科目

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

株主資本
資本金 資本

剰余金
利益

剰余金
株主資本

合計

当期首残高 1,404,065 2,286,795 2,156,949 5,847,810
会計方針の変更による
累積的影響額 △26,705 26,705 ―

会計方針の変更を反映した
当期首残高 1,404,065 2,260,090 2,183,654 5,847,810

当期変動額
剰余金の配当 △242,661 △242,661
親会社株主に帰属する
当期純利益 559,798 559,798

土地再評価差額金の取崩 1,566 1,566
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― 318,703 318,703
当期末残高 1,404,065 2,260,090 2,502,357 6,166,513

(単位：百万円)

科目

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

その他の包括利益累計額 非支配株主
持分

純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整

累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 1,522,514 27,016 146,419 △12,688 157,448 1,840,710 1,471,412 9,159,932

会計方針の変更による
累積的影響額 ―

会計方針の変更を反映した
当期首残高 1,522,514 27,016 146,419 △12,688 157,448 1,840,710 1,471,412 9,159,932

当期変動額
剰余金の配当 △242,661
親会社株主に帰属する
当期純利益 559,798

土地再評価差額金の取崩 1,566
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △390,879 136,445 2,064 △12,057 △87,480 △351,907 △356,888 △708,796

当期変動額合計 △390,879 136,445 2,064 △12,057 △87,480 △351,907 △356,888 △390,093
当期末残高 1,131,635 163,461 148,483 △24,746 69,968 1,488,802 1,114,524 8,769,839
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(4) 連結キャッシュ･フロー計算書 (単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ･フロー
税金等調整前当期純利益 813,867 832,753
減価償却費 119,707 122,466
減損損失 10,387 3,569
のれん償却額 785 624
持分法による投資損益(△は益) △14,255 △23,894
貸倒引当金の増減(△) △97,535 △50,841
投資損失引当金の増減額(△は減少) △15 △1
貸出金売却損失引当金の増減額
(△は減少) △1,245 253

偶発損失引当金の増減(△) 1,600 △678
賞与引当金の増減額(△は減少) △158 1,389
変動報酬引当金の増減額
(△は減少) ─ 1,300

退職給付に係る資産の増減額
(△は増加) △29,090 △53,340

退職給付に係る負債の増減額
(△は減少) 785 △306

役員退職慰労引当金の増減額
(△は減少) 21 △43

睡眠預金払戻損失引当金の増減(△) △535 269
債券払戻損失引当金の増減(△) △6,078 △9,633
資金運用収益 △1,388,785 △1,331,715
資金調達費用 301,487 372,302
有価証券関係損益(△) △179,504 △320,606
金銭の信託の運用損益(△は運用益) △9 △14
為替差損益(△は益) △606,659 451,215
固定資産処分損益(△は益) 7,953 △2,317
特定取引資産の純増(△)減 △372,312 △778,453
特定取引負債の純増減(△) 962,391 943,784
金融派生商品資産の純増(△)減 △644,523 272,794
金融派生商品負債の純増減(△) 399,262 △803,979
貸出金の純増(△)減 △2,608,996 △1,245,785
預金の純増減(△) 6,864,820 8,104,030
譲渡性預金の純増減(△) 2,299,548 △3,185,258
借用金(劣後特約付借入金を除く)の
純増減(△) △500,746 468,966

預け金(中央銀行預け金を除く)の
純増(△)減 515,635 △194,584

コールローン等の純増(△)減 275,561 342,838
債券貸借取引支払保証金の純増
(△)減 254,723 133,336

コールマネー等の純増減(△) △1,136,508 △4,282,496
コマーシャル･ペーパーの純増減
(△) △253,152 505,568

債券貸借取引受入担保金の純増減
(△) △2,645,591 272,447

外国為替(資産)の純増(△)減 95,699 95,968
外国為替(負債)の純増減(△) 162,161 9,208
短期社債(負債)の純増減(△) △13,262 △42,523
普通社債発行及び償還による増減
(△) 908,281 △177,344

資金運用による収入 1,408,706 1,360,767
資金調達による支出 △312,336 △341,746
その他 191,952 105,388
小計 4,784,036 1,555,680
法人税等の支払額又は還付額
(△は支払) △127,599 △251,757

営業活動によるキャッシュ･フロー 4,656,436 1,303,922
(右上へ続く)

(単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

投資活動によるキャッシュ･フロー
有価証券の取得による支出 △77,001,142 △37,772,902
有価証券の売却による収入 72,718,687 32,038,839
有価証券の償還による収入 7,220,058 9,463,586
金銭の信託の増加による支出 △500 △0
金銭の信託の減少による収入 62 66
有形固定資産の取得による支出 △48,229 △57,183
無形固定資産の取得による支出 △158,012 △216,058
有形固定資産の売却による収入 1,476 9,644
無形固定資産の売却による収入 0 0
投資活動によるキャッシュ･フロー 2,732,401 3,465,991

財務活動によるキャッシュ･フロー
劣後特約付借入れによる収入 150,000 474,517
劣後特約付借入金の返済による支出 △280,405 △149,000
劣後特約付社債の償還による支出 △265,000 △75,400
非支配株主からの払込みによる収入 866 1,353
非支配株主への払戻による支出 △102,229 △355,000
配当金の支払額 △288,757 △242,661
非支配株主への配当金の支払額 △62,752 △46,505
財務活動によるキャッシュ･フロー △848,277 △392,695

現金及び現金同等物に係る換算差額 32,911 △22,408
現金及び現金同等物の増減額
(△は減少) 6,573,471 4,354,809

現金及び現金同等物の期首残高 18,350,815 24,924,286
現金及び現金同等物の期末残高 24,924,286 29,279,096
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○注記事項(平成27年度)

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
1．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社 91社
　主要な連結子会社名は、170～180ページの｢グループの子会
社･関連会社｣をご参照ください。
(連結の範囲の変更)
　Mizuho Bank Mexico, S.A.他4社は新規設立により、当連結
会計年度から連結の範囲に含めております。
　GLOBAL BUSINESS CORPORATION他9社は合併等によ
り、子会社に該当しないことになったことから、当連結会計年度
より連結の範囲から除外しております。

(2) 非連結子会社
　該当ありません。

2．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の非連結子会社

　該当ありません。
(2) 持分法適用の関連会社 15社

主要な会社名
株式会社オリエントコーポレーション
株式会社千葉興業銀行
Joint Stock Commercial Bank for Foreign Trade of Vietnam

(持分法適用の範囲の変更)
　Matthews International Capital Management, LLC他3
社は株式取得等により、当連結会計年度から持分法適用の範囲に
含めております。

(3) 持分法非適用の非連結子会社
　該当ありません。

(4) 持分法非適用の関連会社
主要な会社名

Asian-American Merchant Bank Limited
　持分法非適用の関連会社は、当期純損益(持分に見合う額)、利
益剰余金(持分に見合う額)及びその他の包括利益累計額(持分に
見合う額)等からみて、持分法適用の範囲から除外しても連結財務
諸表に重要な影響を与えないため、持分法適用の範囲から除外し
ております。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項
(1) 連結子会社の決算日は次のとおりであります。

7月末日 1社
12月29日 8社
12月末日 42社

3月末日 40社
(2) 12月29日を決算日とする子会社については、12月末日現在で実

施した仮決算に基づく財務諸表により連結しております。7月末
日を決算日とする子会社については、連結決算日現在で実施した
仮決算に基づく財務諸表により連結しております。またその他の
子会社については、それぞれの決算日の財務諸表により連結して
おります。
　連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引につい
ては、必要な調整を行っております。

4．会計方針に関する事項
(1) 売買目的有価証券に準じた貸出債権の評価基準及び収益・費用の

計上基準
　貸出債権のうちトレーディング目的で保有するものについて
は、売買目的有価証券に準じて、取引の約定時点を基準として連
結貸借対照表上「買入金銭債権」に計上するとともに、当該貸出
債権にかかる買入金銭債権の評価は、連結決算日の時価により
行っております。また、当該貸出債権からの当連結会計年度中の
受取利息及び売却損益等に、前連結会計年度末と当連結会計年度
末における評価損益の増減額を加えた損益を、連結損益計算書上
「その他業務収益」及び「その他業務費用」に計上しております。

(2) 特定取引資産･負債の評価基準及び収益･費用の計上基準
　金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に
係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目
的(以下｢特定取引目的｣という)の取引については、取引の約定時
点を基準とし、連結貸借対照表上｢特定取引資産｣及び｢特定取引負
債｣に計上するとともに、当該取引からの損益を連結損益計算書上
｢特定取引収益｣及び｢特定取引費用｣に計上しております。
　特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債
権等については連結決算日の時価により、スワップ･先物･オプ
ション取引等の派生商品については連結決算日において決済した
ものとみなした額により行っております。
　また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会
計年度中の受払利息等に、有価証券及び金銭債権等については前
連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額
を、派生商品については前連結会計年度末と当連結会計年度末に
おけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。

(3) 有価証券の評価基準及び評価方法
(イ)有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均

法による償却原価法(定額法)、持分法非適用の関連会社株式
については移動平均法による原価法、その他有価証券につい
ては、原則として、国内株式は連結決算期末月1ヵ月平均に
基づいた市場価格等、それ以外は連結決算日の市場価格等に
基づく時価法(売却原価は主として移動平均法により算定)、
ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものに
ついては移動平均法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、時価ヘッジ
の適用により損益に反映させた額を除き、全部純資産直入法
により処理しております。

(ロ)有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において
信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価法に
より行っております。

(4) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引(特定取引目的の取引を除く)の評価は、時価
法により行っております。

(5) 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産(リース資産を除く)

　当行の有形固定資産は、建物については定額法を採用し、
その他については定率法を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物：3年～50年
その他：2年～20年

　連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年
数に基づき、主として定率法により償却しております。
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②無形固定資産(リース資産を除く)
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、
自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で
定める利用可能期間(主として5年～10年)に基づいて償却
しております。

③リース資産
　所有権移転外ファイナンス･リース取引に係る｢有形固定資
産｣及び｢無形固定資産｣中のリース資産は、原則として自己所
有の固定資産に適用する方法と同一の方法で償却しておりま
す。

(6) 繰延資産の処理方法
　社債発行費は、発生時に全額費用として処理しております。

(7) 貸倒引当金の計上基準
　当行及び主要な国内連結子会社の貸倒引当金は、予め定めてい
る償却･引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者
(以下｢破綻先｣という)に係る債権及びそれと同等の状況にある債
務者(以下｢実質破綻先｣という)に係る債権については、以下のな
お書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を
計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後
経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者(以下｢破綻懸
念先｣という)に係る債権については、債権額から、担保の処分可
能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう
ち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上し
ております。
　破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が
一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受
取りに係るキャッシュ･フローを合理的に見積もることができる
債権については、当該キャッシュ･フローを貸出条件緩和実施前の
約定利子率等で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引
当金とする方法(キャッシュ･フロー見積法)により計上しており
ます。また、当該大口債務者のうち、将来キャッシュ･フローを合
理的に見積もることが困難な債務者に対する債権については、個
別的に算定した予想損失額を計上しております。
　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績
等から算出した予想損失率に基づき計上しております。特定海外
債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失
見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署
が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定
結果を監査しております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保･保証付債権等につい
ては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認め
られる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接
減額しており、その金額は156,404百万円であります。
　その他の連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去
の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特
定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額をそれぞれ計上しております。

(8) 投資損失引当金の計上基準
　投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券
の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上し
ております。

(9) 賞与引当金の計上基準
　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員
に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額
を計上しております。

(10)変動報酬引当金の計上基準
　当行の役員及び執行役員に対する報酬のうち変動報酬として支
給する業績給及び株式報酬の支払いに備えるため、当連結会計年
度の変動報酬に係る基準額に基づく支給見込額を計上しておりま
す。

(11)役員退職慰労引当金の計上基準
　役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員の退職により支給す
る退職慰労金に備えるため、内規に基づく支給見込額のうち、当
連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上してお
ります。

(12)貸出金売却損失引当金の計上基準
　貸出金売却損失引当金は、売却予定貸出金について将来発生す
る可能性のある損失を見積り必要と認められる額を計上しており
ます。

(13)偶発損失引当金の計上基準
　偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶
発事象に対し、将来発生する可能性のある損失を見積り必要と認
められる額を計上しております。

(14)睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金につい
て、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じ
て発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

(15)債券払戻損失引当金の計上基準
　債券払戻損失引当金は、負債計上を中止した債券について、債
券保有者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて
発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

(16)退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年
度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準に
よっております。また、数理計算上の差異は、各連結会計年度の
発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10年)によ
る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度か
ら損益処理しております。
　なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付
費用の計算に、退職給付に係る当期末自己都合要支給額を退職給
付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(17)外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　当行の外貨建資産･負債及び海外支店勘定は、取得時の為替相場
による円換算額を付す持分法非適用の関連会社株式を除き、主と
して連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。
　連結子会社の外貨建資産･負債については、それぞれの決算日等
の為替相場により換算しております。

(18)重要なヘッジ会計の方法
(イ)金利リスク･ヘッジ

　当行の金融資産･負債から生じる金利リスクのヘッジ取引
に対するヘッジ会計の方法として、繰延ヘッジ又は時価ヘッ
ジを適用しております。
　小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて、｢銀
行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査
上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第
24号 平成14年2月13日。以下｢業種別監査委員会報告第
24号｣という)を適用しております。
　ヘッジ有効性の評価は、小口多数の金銭債権債務に対する
包括ヘッジについて以下のとおり行っております。
(ⅰ) 相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象とな

る預金･貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引
等を一定の期間毎にグルーピングのうえ特定し有効性を
評価しております。
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(ⅱ) キャッシュ･フローを固定するヘッジについては、ヘッジ
対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係を検証し有
効性を評価しております。

　個別ヘッジについてもヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動
又はキャッシュ･フロー変動を比較し、両者の変動額等を基礎
にして、ヘッジの有効性を評価しております。
　また、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上している
繰延ヘッジ損益のうち、｢銀行業における金融商品会計基準適
用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計
士協会業種別監査委員会報告第15号)を適用して実施してお
りました多数の貸出金･預金等から生じる金利リスクをデリ
バティブ取引を用いて総体で管理する従来の｢マクロヘッジ｣
に基づく繰延ヘッジ損益は、｢マクロヘッジ｣で指定したそれ
ぞれのヘッジ手段等の残存期間･平均残存期間にわたって、資
金調達費用又は資金運用収益等として期間配分しておりま
す。
　なお、当連結会計年度末における｢マクロヘッジ｣に基づく
繰延ヘッジ損失は319百万円(税効果額控除前)、繰延ヘッジ
利益は177百万円(同前)であります。

(ロ)為替変動リスク･ヘッジ
　当行の外貨建金融資産･負債から生じる為替変動リスクに
対するヘッジ会計の方法は、｢銀行業における外貨建取引等の
会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計
士協会業種別監査委員会報告第25号 平成14年7月29日。
以下｢業種別監査委員会報告第25号｣という)に規定する繰延
ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法について
は、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的
で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手
段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘ
ッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認する
ことによりヘッジの有効性を評価しております。
　また、外貨建子会社株式及び関連会社株式並びに外貨建そ
の他有価証券(債券以外)の為替変動リスクをヘッジするた
め、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定
し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上
の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして
繰延ヘッジ及び時価ヘッジを適用しております。

(ハ)連結会社間取引等
　デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそ
れ以外の勘定との間(又は内部部門間)の内部取引について
は、ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引及び通
貨スワップ取引等に対して、業種別監査委員会報告第24号及
び同第25号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可
能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を行っ
ているため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等
から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又は繰延処理
を行っております。
　なお、当行及び連結子会社の一部の資産･負債については、
繰延ヘッジ、時価ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理
を行っております。

(19)のれんの償却方法及び償却期間
　のれんについては、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって
均等償却しております。なお、金額に重要性が乏しいのれんにつ
いては、発生年度に全額償却しております。

(20)連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲
　連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借
対照表上の｢現金預け金｣のうち現金及び中央銀行への預け金であ
ります。

(21)消費税等の会計処理
　当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理
は、主として税抜方式によっております。

262

注記事項



み
ず
ほ
銀
行
　
●
　
連
結
決
算
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

2016/07/07 17:25:41 / 16186588_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

会計方針の変更
(｢企業結合に関する会計基準｣等の適用)
　｢企業結合に関する会計基準｣(企業会計基準第21号 平成25年9月13
日。以下｢企業結合会計基準｣という)、｢連結財務諸表に関する会計基準｣
(企業会計基準第22号 平成25年9月13日。以下｢連結会計基準｣とい
う)、及び｢事業分離等に関する会計基準｣(企業会計基準第7号 平成25年9
月13日。以下｢事業分離等会計基準｣という)等を、当連結会計年度から適
用し、支配が継続している場合の子会社に対する当行の持分変動による差
額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会
計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計
年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定
による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連
結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の
表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行って
おります。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度について
は、連結財務諸表の組替えを行っております。
　当連結会計年度の連結キャッシュ･フロー計算書においては、連結範囲の
変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ･フローにつ
いては、｢財務活動によるキャッシュ･フロー｣に区分し、連結範囲の変動を
伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社
株式の取得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ･フローは、
｢営業活動によるキャッシュ･フロー｣に区分しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-2項
(3)、連結会計基準第44-5項(3)及び事業分離等会計基準第57-4項(3)に
定める経過的な取扱いに従っており、過去の期間のすべてに新たな会計方
針を遡及適用した場合の当連結会計年度の期首時点の累積的影響額を資本
剰余金及び利益剰余金に加減しております。
　この結果、当連結会計年度の期首において、資本剰余金が26,705百万
円減少するとともに、利益剰余金が26,705百万円増加しております。
　当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことによ
り、連結株主資本等変動計算書の資本剰余金の期首残高は26,705百万円
減少するとともに、利益剰余金の期首残高は26,705百万円増加しており
ます。

未適用の会計基準等
｢繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針｣(企業会計基準適用指針第
26号 平成28年3月28日)

(1) 概要
　本適用指針は、主に日本公認会計士協会監査委員会報告第66号
｢繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い｣にお
いて定められている繰延税金資産の回収可能性に関する指針につ
いて基本的にその内容を引き継いだ上で、一部見直しが行われた
ものです。

(2) 適用予定日
　当行は、当該適用指針を平成28年4月1日に開始する連結会計
年度の期首から適用する予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響
　当該適用指針の適用による影響は、評価中であります。

表示方法の変更
(連結損益計算書関係)
　前連結会計年度において、｢法人税、住民税及び事業税｣に含めていた｢法
人税等還付税額｣は、金額の重要性が増したことにより当連結会計年度より
独立掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会
計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、｢法人税、住民税
及び事業税｣に表示していた232,550百万円は、｢法人税、住民税及び事
業税｣233,081百万円、｢法人税等還付税額｣△531百万円として組み替
えております。

連結貸借対照表関係
1．関連会社の株式又は出資金の総額

株式 317,144百万円
出資金 421百万円

2．無担保の消費貸借契約(債券貸借取引)により貸し付けている有価証券
はありません。
　無担保の消費貸借契約(債券貸借取引)により借り入れている有価証
券及び現先取引並びに現金担保付債券貸借取引等により受け入れてい
る有価証券のうち、売却又は(再)担保という方法で自由に処分できる
権利を有する有価証券は次のとおりであります。

(再)担保に差し入れている有価証券 2,571,268百万円
当連結会計年度末に当該処分をせずに所
有している有価証券

481,881百万円

3．貸出金のうち、破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおりでありま
す。

破綻先債権額 24,234百万円
延滞債権額 390,782百万円

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続
していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見
込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を
行った部分を除く。以下｢未収利息不計上貸出金｣という)のうち、法人
税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第1項第3号イからホまで
に掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であ
ります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権
及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を
猶予した貸出金以外の貸出金であります。
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4．貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は次のとおりであります。
3ヵ月以上延滞債権額 907百万円

　なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払
日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権
に該当しないものであります。

5．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は次のとおりであります。
貸出条件緩和債権額 455,255百万円

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債
権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債
権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

6．破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件
緩和債権額の合計額は次のとおりであります。

合計額 871,179百万円
　なお、上記3.から6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金
額であります。

7．手形割引は、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計
上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報
告第24号 平成14年2月13日)に基づき金融取引として処理し
ております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替等
は、売却又は(再)担保という方法で自由に処分できる権利を有し
ておりますが、その額面金額は次のとおりであります。

1,304,554百万円
8．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産
特定取引資産 16,009百万円
有価証券 9,595,587百万円
貸出金 4,946,151百万円
その他資産 1,015百万円

計 14,558,763百万円
担保資産に対応する債務

預金 810,404百万円
売現先勘定 5,049,505百万円
債券貸借取引受入担保金 786,431百万円
借用金 5,578,090百万円

　上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物
取引証拠金等の代用として、次のものを差し入れております。

現金預け金 45,101百万円
特定取引資産 6,675百万円
有価証券 4,151,778百万円
貸出金 307,997百万円

　また、｢その他資産｣には、先物取引差入証拠金、保証金及び金融商
品等差入担保金等が含まれておりますが、その金額は次のとおりであ
ります。

先物取引差入証拠金 27,509百万円
保証金 95,014百万円
金融商品等差入担保金等 484,439百万円

9．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客か
らの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件につい
て違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する
契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は次のとおりで
あります。

融資未実行残高 85,444,953百万円
うち原契約期間が1年以内のもの
又は任意の時期に無条件で取消可
能なもの 65,697,884百万円

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ
るため、融資未実行残高そのものが必ずしも将来のキャッシュ･フロー
に影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融
情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、実行申
し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる
旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて
不動産･有価証券等の担保の提供を受けるほか、契約後も定期的に予め
定めている内部手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契
約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

10.土地の再評価に関する法律(平成10年3月31日公布法律第34号)に
基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、
当該評価差額に係る税金相当額を｢再評価に係る繰延税金負債｣として
負債の部に計上し、これを控除した金額を｢土地再評価差額金｣として
純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成10年3月31日
同法律第3条第3項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月31日公布政
令第119号)第2条第4号に定める路線価に基づいて、奥行価格補
正等の合理的な調整を行って算出したほか、第5号に定める鑑定
評価に基づいて算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の期末における
時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との
差額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 131,964百万円

11.有形固定資産の減価償却累計額
減価償却累計額 745,945百万円

12.有形固定資産の圧縮記帳額
圧縮記帳額 33,252百万円

13.借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付
された劣後特約付借入金が含まれております。

劣後特約付借入金 1,219,587百万円
14.社債には、劣後特約付社債が含まれております。

劣後特約付社債 781,600百万円
15.株式会社みずほフィナンシャルグループの子会社であるみずほ証券株

式会社、Mizuho International plc及びMizuho Securities USA 
Inc.の共同ユーロ･ミディアムターム･ノート･プログラムに関し、当行
は、親会社である株式会社みずほフィナンシャルグループと連帯して
キープウェル契約を各社と締結しておりますが、本プログラムに係る
社債発行残高は次のとおりであります。

719,381百万円
16.｢有価証券｣中の社債のうち、有価証券の私募(金融商品取引法第2条第

3項)による社債に対する保証債務の額
1,039,783百万円
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連結損益計算書関係
1．その他の経常収益には、次のものを含んでおります。

株式等売却益 242,347百万円
2．その他の経常費用には、次のものを含んでおります。

貸出金償却 46,601百万円
株式等売却損 40,322百万円
システム移行関連費用 34,528百万円

連結包括利益計算書関係
その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金
当期発生額 △255,293百万円
組替調整額 △296,313百万円

税効果調整前 △551,607百万円
税効果額 163,040百万円
その他有価証券評価差額金 △388,566百万円

繰延ヘッジ損益
当期発生額 225,305百万円
組替調整額 △28,418百万円

税効果調整前 196,886百万円
税効果額 △60,240百万円
繰延ヘッジ損益 136,645百万円

土地再評価差額金
当期発生額 ―百万円
組替調整額 ―百万円

税効果調整前 ―百万円
税効果額 3,630百万円
土地再評価差額金 3,630百万円

為替換算調整勘定
当期発生額 △8,061百万円
組替調整額 △413百万円

税効果調整前 △8,474百万円
税効果額 ―百万円
為替換算調整勘定 △8,474百万円

退職給付に係る調整額
当期発生額 △125,347百万円
組替調整額 △6,200百万円

税効果調整前 △131,547百万円
税効果額 43,900百万円
退職給付に係る調整額 △87,647百万円

持分法適用会社に対する持分相当額
当期発生額 △5,435百万円

その他の包括利益合計 △349,847百万円
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連結株主資本等変動計算書関係
1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する

事項

当連結会計年度
期首株式数

(千株)

当連結会計年度
増加株式数

(千株)

当連結会計年度
減少株式数

(千株)

当連結会計年度
末株式数

(千株)

摘要

発行済株式

普通株式 16,151 ― ― 16,151

第二回第四種優先株式 64 ― ― 64

第八回第八種優先株式 85 ― ― 85

第十一回第十三種優先株式 3,609 ― ― 3,609

合計 19,911 ― ― 19,911

自己株式

普通株式 ― ― ― ―

第二回第四種優先株式 64 ― ― 64

第八回第八種優先株式 85 ― ― 85

第十一回第十三種優先株式 3,609 ― ― 3,609

合計 3,759 ― ― 3,759

2．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
　該当事項はありません。

3．配当に関する事項
(1) 当連結会計年度中の配当金支払額

(決議)
株式の種類 配当金の総額

(百万円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年
6月3日
臨時株主総会

普通株式 242,661 15,024 平成27年
3月31日

平成27年
6月3日

第二回第四種
優先株式 0 42,000 平成27年

3月31日
平成27年

6月3日

第八回第八種
優先株式 0 47,600 平成27年

3月31日
平成27年

6月3日

第十一回第十三種
優先株式 0 16,000 平成27年

3月31日
平成27年

6月3日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当
連結会計年度の末日後となるもの

(決議)
株式の種類 配当財産の

種類
配当財産の

帳簿価額
(百万円)

配当の原資 1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年
4月15日
臨時株主総会

普通株式 株式 466 資本剰余金 29 ― 平成28年
4月18日

(決議)
株式の種類 配当金の総額

(百万円)
配当の原資 1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成28年
5月13日
取締役会

普通株式 279,906 利益剰余金 17,330 平成28年
3月31日

平成28年
6月2日

第二回
第四種
優先株式

0 利益剰余金 42,000 平成28年
3月31日

平成28年
6月2日

第八回
第八種
優先株式

0 利益剰余金 47,600 平成28年
3月31日

平成28年
6月2日

第十一回
第十三種
優先株式

0 利益剰余金 16,000 平成28年
3月31日

平成28年
6月2日

連結キャッシュ・フロー計算書関係
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係

現金預け金勘定 30,234,070百万円
中央銀行預け金を除く預け金 △954,973百万円
現金及び現金同等物 29,279,096百万円
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リース取引関係
1．ファイナンス･リース取引

所有権移転外ファイナンス･リース取引
(借手側)
①リース資産の内容
(ア)有形固定資産

　主として、動産であります。
(イ)無形固定資産

　ソフトウェアであります。
②リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項｢4.会計方針
に関する事項｣の｢(5)固定資産の減価償却の方法｣に記載のとお
りであります。

2．オペレーティング･リース取引
オペレーティング･リース取引のうち解約不能のものに係る未経過
リース料
(1) 借手側 (単位：百万円)

1年内 40,430
1年超 159,039
合計 199,470

(2) 貸手側 (単位：百万円)
１年内 658
１年超 14,661
合計 15,319

退職給付関係
1．採用している退職給付制度の概要

(1) 当行及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金
基金制度及び退職一時金制度を設けています。また、当行及び一
部の国内連結子会社は、退職一時金制度の一部について確定拠出
年金制度を採用しております。

(2) 当行は退職給付信託を設定しております。
2．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
(単位：百万円)

退職給付債務の期首残高 1,065,494
勤務費用 23,009
利息費用 7,097
数理計算上の差異の発生額 97,297
退職給付の支払額 △54,980
その他 △936

退職給付債務の期末残高 1,136,981
(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
(単位：百万円)

年金資産の期首残高 1,700,160
期待運用収益 31,547
数理計算上の差異の発生額 △28,050
事業主からの拠出額 31,406
従業員からの拠出額 819
退職給付の支払額 △41,542
その他 △304

年金資産の期末残高 1,694,035
(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上さ

れた退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表
(単位：百万円)

退職給付債務 1,136,981
年金資産 △1,694,035
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △557,053

(単位：百万円)
退職給付に係る負債 6,014
退職給付に係る資産 △563,068
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △557,053

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額
(単位：百万円)

勤務費用 22,201
利息費用 7,097
期待運用収益 △31,547
数理計算上の差異の費用処理額 △6,200
その他 3,144
確定給付制度に係る退職給付費用 △5,303
(注) 1. 企業年金基金に対する従業員拠出額は｢勤務費用｣より控除しております。

2. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は｢勤務費用｣に含めて計上してお
ります。

(5) 退職給付に係る調整額
　退職給付に係る調整額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は
次のとおりであります。

(単位：百万円)
数理計算上の差異 131,547

合計 131,547
(6) 退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目(税効果控除前)の内
訳は次のとおりであります。

(単位：百万円)
未認識数理計算上の差異 △94,033

合計 △94,033
(7) 年金資産に関する事項

①年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりで
あります。
国内株式 63.04%
国内債券 16.52%
外国株式 10.61%
外国債券 3.99%
生命保険会社の一般勘定 4.39%
その他 1.45%

合計 100.00%
(注) 年金資産合計には、企業年金制度及び退職一時金制度に対して設定した退職給付

信託が63.12％含まれております。

②長期期待運用収益率の設定方法
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び
予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資
産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してお
ります。

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎
割引率 主に0.01％～0.80％
長期期待運用収益率 主に1.66％～2.20％

3．確定拠出制度
　当行及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は461百万円で
あります。
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税効果会計関係
1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
繰越欠損金 16,320百万円
有価証券償却損金算入限度超過額 137,700
貸倒引当金損金算入限度超過額 153,008
有価証券等(退職給付信託拠出分) 163,237
その他有価証券評価差額 20,223
その他 108,726

繰延税金資産小計 599,216
評価性引当額 △194,308
繰延税金資産合計 404,908
繰延税金負債

その他有価証券評価差額 △455,182
退職給付に係る資産 △171,848
繰延ヘッジ損益 △63,758
その他 △62,687

繰延税金負債合計 △753,477
繰延税金資産(負債)の純額 △348,569百万円

2．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主な項目別の内訳

法定実効税率 32.98%
(調整)
評価性引当額の増減 △2.38
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.21
連結子会社との税率差異 △2.12
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.13
その他 △1.31
税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.09%

3．法人税等の税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額
の修正
　｢所得税法等の一部を改正する法律｣(平成28年法律第15号)及び
｢地方税法等の一部を改正する等の法律｣(平成28年法律第13号)が平
成28年3月29日に国会で成立し、平成28年4月1日以後に開始する
連結会計年度から法人税率等の引下げが行われることとなりました。
これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実
効税率は従来の32.19％から、平成28年4月1日に開始する連結会計
年度及び平成29年4月1日に開始する連結会計年度に解消が見込まれ
る一時差異等については30.80％に、平成30年4月1日に開始する連
結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については30.56％
となります。
　また、欠損金の繰越控除制度が平成28年4月1日以後に開始する連
結会計年度から繰越控除前の所得の金額の100分の60相当額が控除
限度額とされ、平成29年4月1日以後に開始する連結会計年度から繰
越控除前の所得の金額の100分の55相当額が控除限度額とされるこ
ととなります。
　この税率変更及び欠損金の繰越控除制度の変更により、繰延税金負
債は19,640百万円減少し、その他有価証券評価差額金は24,124百
万円増加し、繰延ヘッジ損益は3,397百万円増加し、退職給付に係る
調整累計額は1,532百万円増加し、法人税等調整額は9,413百万円増
加しております。再評価に係る繰延税金負債は3,626百万円減少
し、土地再評価差額金は同額増加しております。

関連当事者情報
1．関連当事者との取引

　記載すべき重要なものはありません。
2．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報
　株式会社みずほフィナンシャルグループ(東京証券取引所(市場
第一部)、ニューヨーク証券取引所に上場)

(2) 重要な関連会社の要約財務情報
　該当ありません。
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1株当たり情報

1株当たり純資産額 473,966円90銭
1株当たり当期純利益金額 34,659円03銭
潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 34,658円99銭
(注) 1. 1株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

1株当たり純資産額
純資産の部の合計額 8,769,839百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 1,114,528百万円

うち優先株式払込金額 4百万円
うち優先配当額 0百万円
うち非支配株主持分 1,114,524百万円

普通株式に係る期末の純資産額 7,655,310百万円
1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数 16,151千株

2. 1株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算定上の
基礎は、次のとおりであります。

1株当たり当期純利益金額
親会社株主に帰属する当期純利益 559,798百万円
普通株主に帰属しない金額 0百万円

うち優先配当額 0百万円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 559,797百万円
普通株式の期中平均株式数 16,151千株

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額
親会社株主に帰属する当期純利益調整額 0百万円

うち優先配当額 0百万円
普通株式増加数 0千株

うち優先株式 0千株
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり当期純
利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要 ―

3. ｢会計方針の変更｣に記載のとおり、企業結合会計基準等を適用し、企業結合会計基準
第58-2項(3)、連結会計基準第44-5項(3)及び事業分離等会計基準第57-4項(3)に
定める経過的な取扱いに従っております。
　これによる当連結会計年度の1株当たり純資産額、1株当たり当期純利益金額及び潜
在株式調整後1株当たり当期純利益金額に与える影響はありません。

重要な後発事象
　当行は、平成28年5月13日に、当行保有の海外特別目的子会社が発行
した優先出資証券の償還に関する取締役会決議を行いました。償還される
優先出資証券の概要は、以下のとおりであります。
(1) 発行体 ①MHBK Capital Investment (USD) 1 Limited

②MHCB Capital Investment (USD) 1 Limited
③MHBK Capital Investment (JPY) 1 Limited
④MHCB Capital Investment (JPY) 1 Limited

(2) 発行証券の種類 配当金非累積型永久優先出資証券
(3) 償還総額 ①432百万米ドル

②168百万米ドル
③120,000百万円
④280,000百万円

(4) 償還予定日 平成28年6月30日
(5) 償還理由 任意償還期日到来による
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■セグメント情報等

(5) セグメント情報

事業の種類別セグメント情報 (単位：百万円)

平成26年度
銀行業 その他の事業 計 消去又は全社 連結

経常収益及び経常損益
　経常収益
　　　(1)外部顧客に対する経常収益 2,358,457 118,515 2,476,973 ― 2,476,973
　　　(2)セグメント間の内部経常収益 3,657 7,518 11,176 (11,176) ―
　計 2,362,115 126,034 2,488,149 (11,176) 2,476,973
　経常費用 1,601,506 52,536 1,654,042 (9,278) 1,644,764
　経常利益 760,609 73,497 834,106 (1,897) 832,208
資産 161,957,517 600,406 162,557,923 (715,542) 161,842,381
注) 1. 事業区分は内部管理上採用している区分によっています。また、一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しています。

2. 各事業の主な内容
(1)銀行業･･･銀行業、信託業　(2)その他の事業･･･アドバイザリー業等

(単位：百万円)

平成27年度
銀行業 その他の事業 計 消去又は全社 連結

経常収益及び経常損益
　経常収益
　　　(1)外部顧客に対する経常収益 2,362,037 119,339 2,481,377 ― 2,481,377
　　　(2)セグメント間の内部経常収益 4,733 8,067 12,801 (12,801) ―
　計 2,366,771 127,407 2,494,178 (12,801) 2,481,377
　経常費用 1,600,070 57,040 1,657,110 (9,738) 1,647,372
　経常利益 766,701 70,366 837,067 (3,062) 834,004
資産 161,760,843 607,688 162,368,531 (670,639) 161,697,891
注) 1. 事業区分は内部管理上採用している区分によっています。また、一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しています。

2. 各事業の主な内容
(1)銀行業･･･銀行業、信託業　(2)その他の事業･･･アドバイザリー業等

(参考：マネジメント･アプローチに基づくセグメント情報等)

(A) 報告セグメントの概要
　当行グループは、事業セグメントを商品･サービスの性質、顧客属
性、グループの組織体制に基づき分類しております。
　以下に示す報告セグメント情報は、経営者が当行グループの各事業
セグメントの業績評価に使用している内部管理報告に基づいてお
り、その評価についてはグループ内の管理会計ルール･実務に則し
て、主に業務純益(一般貸倒引当金繰入前)を用いております。
　また、当行グループは事業セグメントを当行単体、その他に分類
し、当行単体の事業セグメントを顧客マーケットに応じた｢個人｣｢リ
テールバンキング｣｢大企業法人｣｢事業法人｣｢金融･公共法人｣｢国際｣
の6つの顧客セグメントと｢市場･その他｣に分類して記載しておりま
す。

[みずほ銀行]
　みずほ銀行は、個人、中堅･中小企業、大企業、金融法人、公共法
人、海外の日系･非日系企業等を顧客として、銀行業務やその他の金
融サービスの提供を行っており、各顧客セグメントの概要は以下のと
おりです。

個人 ：個人(リテールバンキングセグメントの個
人を除く)

リテールバンキング ：企業オーナー･地権者等の個人、中小企業
大企業法人 ：国内大企業法人ならびにそのグループ会

社
事業法人 ：国内上場企業に準ずる中堅･中小企業
金融･公共法人 ：金融法人、国、地方公共団体
国際 ：海外進出日系企業及び非日系企業

[その他]
　当行の子会社等により構成され、主に当行グループの顧客に対し
て、金融商品･サービスを提供しております。
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(B) 報告セグメントごとの業務粗利益、業務純益(一般貸倒引当金繰入前)及び資産の金額の算定方法
　以下の報告セグメントの情報は内部管理報告を基礎としておりま
す。
　業務粗利益は、資金利益、信託報酬、役務取引等利益、特定取引利
益及びその他業務利益の合計であります。
　業務純益(一般貸倒引当金繰入前)は、業務粗利益から経費(除く臨
時処理分)及びその他(持分法による投資損益等連結調整)を控除等し
たものであります。

　経営者が各セグメントの資産情報を資源配分や業績評価のために
使用することはないことから、セグメント別資産情報は作成しており
ません。
　セグメント間の取引に係る業務粗利益は、市場実勢価格に基づいて
おります。

(C) 報告セグメントごとの業務粗利益及び業務純益(一般貸倒引当金繰入前)の金額に関する情報 (単位：百万円)

平成26年度
みずほ銀行

(連結)みずほ銀行
(単体)

その他
個人 リテール

バンキング
大企業

法人
事業
法人

金融･公共
法人

国際 市場･
その他

業務粗利益 262,100 131,300 307,500 179,400 60,700 312,000 242,471 1,495,471 190,247 1,685,718
経費(除く臨時処理分) 233,500 118,400 94,400 76,500 30,300 92,600 188,037 833,737 70,963 904,700
その他 ― ― ― ― ― ― ― ― △43,198 △43,198
業務純益(一般貸倒引当金繰入前) 28,600 12,900 213,100 102,900 30,400 219,400 54,433 661,733 76,085 737,819
注) 1. 一般企業の売上高に代えて、業務粗利益を記載しております。

2. ｢その他｣には各子会社間の内部取引として消去すべきものが含まれております。
3. 平成27年４月より顧客セグメント間の配分方法を変更したことに伴い、上表につきましては、当該変更を反映させるための組替えを行っております。

(単位：百万円)

平成27年度
みずほ銀行

(連結)みずほ銀行
(単体)

その他
個人 リテール

バンキング
大企業

法人
事業
法人

金融･公共
法人

国際 市場･
その他

業務粗利益 259,800 128,800 316,700 175,000 64,300 360,600 158,620 1,463,820 170,914 1,634,734
経費(除く臨時処理分) 234,400 118,600 91,900 75,200 29,800 122,100 161,310 833,310 69,956 903,266
その他 ― ― ― ― ― ― ― ― △22,116 △22,116
業務純益(一般貸倒引当金繰入前) 25,400 10,200 224,800 99,800 34,500 238,500 △2,690 630,509 78,842 709,352
注) 1. 一般企業の売上高に代えて、業務粗利益を記載しております。

2. ｢その他｣には各子会社間の内部取引として消去すべきものが含まれております。
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(D) 報告セグメント合計額と連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)
　上記の内部管理報告に基づく報告セグメントの業務粗利益及び業
務純益(一般貸倒引当金繰入前)と連結損益計算書計上額は異なって
おり、差異調整は以下のとおりです。

〈報告セグメントの業務粗利益の合計額と連結損益計算書の経常利益計上額〉 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
業務粗利益

報告セグメント計 1,685,718 1,634,734
その他経常収益 255,440 308,063
営業経費 △926,938 △902,438
その他経常費用 △182,011 △206,355

連結損益計算書の経常利益 832,208 834,004

〈報告セグメントの業務純益(一般貸倒引当金繰入前)の合計額と連結損益計算書の税金等調整前当期純利益計上額〉 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
業務純益(一般貸倒引当金繰入前)

報告セグメント計 737,819 709,352
経費(臨時処理分) △22,237 828
不良債権処理額(含む一般貸倒引当金純繰入額) △86,958 △49,321
貸倒引当金戻入益等 76,567 17,297
株式等関係損益 103,798 185,065
特別損益 △18,341 △1,251
その他 23,219 △29,217

連結損益計算書の税金等調整前当期純利益 813,867 832,753

(E) 関連情報

1. 地域ごとの情報

〈経常収益〉 (単位：百万円)

平成26年度
日本 米州 欧州 アジア･

オセアニア
合計

経常収益 1,779,308 212,292 154,951 330,420 2,476,973
注) 1. 当行及び連結子会社について、地理的な近接度、経済活動の類似性、事業活動の相互関連性等を考慮して国内と地域ごとに区分の上、一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しており

ます。
2. ｢日本｣には当行(海外店を除く)及び国内連結子会社、｢米州｣にはカナダ、アメリカ等に所在する当行海外店及び連結子会社、｢欧州｣にはイギリス等に所在する当行海外店及び連結子会社、

｢アジア･オセアニア｣には香港、シンガポール等に所在する当行海外店及び連結子会社の経常収益を記載しております。

(単位：百万円)

平成27年度
日本 米州 欧州 アジア･

オセアニア
合計

経常収益 1,801,867 235,116 112,456 331,936 2,481,377
注) 1. 当行及び連結子会社について、地理的な近接度、経済活動の類似性、事業活動の相互関連性等を考慮して国内と地域ごとに区分の上、一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しており

ます。
2. ｢日本｣には当行(海外店を除く)及び国内連結子会社、｢米州｣にはカナダ、アメリカ等に所在する当行海外店及び連結子会社、｢欧州｣にはイギリス等に所在する当行海外店及び連結子会社、

｢アジア･オセアニア｣には香港、シンガポール等に所在する当行海外店及び連結子会社の経常収益を記載しております。

〈有形固定資産〉
　当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸
借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略し
ております。

2. 主要な顧客ごとの情報
　特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％
以上を占めるものがないため、記載を省略しております。

272

（参考：マネジメント・アプローチに基づくセグメント情報等）



み
ず
ほ
銀
行
　
●
　
連
結
決
算
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

2016/07/07 17:25:41 / 16186588_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

(F) 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 (単位：百万円)

平成26年度
みずほ銀行

(連結)みずほ銀行
(単体)

その他
個人 リテール

バンキング
大企業

法人
事業
法人

金融･公共
法人

国際 市場･
その他

減損損失 ― ― ― ― ― ― 10,387 10,387 0 10,387

(単位：百万円)

平成27年度
みずほ銀行

(連結)みずほ銀行
(単体)

その他
個人 リテール

バンキング
大企業

法人
事業
法人

金融･公共
法人

国際 市場･
その他

減損損失 ― ― ― ― ― ― 3,568 3,568 0 3,569

(G) 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 (単位：百万円)

平成26年度
みずほ銀行

(連結)みずほ銀行
(単体)

その他
個人 リテール

バンキング
大企業

法人
事業
法人

金融･公共
法人

国際 市場･
その他

当期償却額 ― ― ― ― ― ― ― ― 785 785
当期末残高 ― ― ― ― ― ― ― ― 10,553 10,553

(単位：百万円)

平成27年度
みずほ銀行

(連結)みずほ銀行
(単体)

その他
個人 リテール

バンキング
大企業

法人
事業
法人

金融･公共
法人

国際 市場･
その他

当期償却額 ― ― ― ― ― ― ― ― 624 624
当期末残高 ― ― ― ― ― ― ― ― 7,176 7,176

(H) 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当事項はありません。
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■財務諸表等
　当行の銀行法第20条第1項により作成した書面については、会社法第396条第1項により、新日本有限責任監査法人の監査を受けています。
また、当行の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、新日本有限責任監査法
人の監査証明を受けています。

(1) 貸借対照表 (単位：百万円)

科目 平成26年度
(平成27年3月31日現在)

平成27年度
(平成28年3月31日現在)

(資産の部)
現金預け金 25,803,781 30,156,145

現金 1,001,595 697,265
預け金 24,802,185 29,458,879

コールローン 396,839 266,249
買現先勘定 525,653 368,351
債券貸借取引支払保証金 133,336 ─
買入金銭債権 543,683 729,842
特定取引資産 5,761,693 6,421,352

商品有価証券 9,718 10,192
商品有価証券派生商品 1,022 38
特定取引有価証券 30,304 ─
特定取引有価証券派生商品 203 87
特定金融派生商品 4,575,234 5,131,990
その他の特定取引資産 1,145,209 1,279,042

金銭の信託 3,249 3,197
有価証券 41,235,710 37,903,140

国債 20,698,526 18,910,921
地方債 234,864 237,519
社債 2,429,854 2,528,590
株式 4,243,644 3,672,781
その他の証券 13,628,820 12,553,327

貸出金 70,873,844 70,374,392
割引手形 235,345 203,848
手形貸付 3,077,866 2,762,550
証書貸付 57,146,592 57,186,318
当座貸越 10,414,038 10,221,674

外国為替 1,559,516 1,343,546
外国他店預け 212,001 224,866
外国他店貸 65 364
買入外国為替 943,514 853,459
取立外国為替 403,935 264,856

その他資産 6,798,521 6,696,402
未決済為替貸 3,288 2,987
前払費用 24,186 29,985
未収収益 189,361 190,507
先物取引差入証拠金 27,971 27,509
先物取引差金勘定 472 1,205
金融派生商品 5,062,613 5,008,314
金融商品等差入担保金 399,939 440,928
宝くじ関係立替払金 123,599 129,757
有価証券未収金 432,652 330,320
その他の資産 534,436 534,885

有形固定資産 828,583 836,484
建物 304,662 306,867
土地 423,722 417,687
リース資産 16,711 23,356
建設仮勘定 13,582 19,346
その他の有形固定資産 69,904 69,226

無形固定資産 469,546 636,583
ソフトウエア 245,869 245,168
リース資産 7,305 10,643
その他の無形固定資産 216,371 380,770

前払年金費用 415,694 469,034
支払承諾見返 6,193,731 5,297,202
貸倒引当金 △434,828 △379,190
投資損失引当金 △1 ─

資産の部合計 161,108,555 161,122,736

(単位：百万円)

科目 平成26年度
(平成27年3月31日現在)

平成27年度
(平成28年3月31日現在)

(負債の部)
預金 93,528,342 100,197,037

当座預金 6,501,472 7,220,688
普通預金 43,762,531 49,753,062
貯蓄預金 1,086,888 1,085,232
通知預金 744,793 786,591
定期預金 36,048,267 35,552,434
定期積金 6 0
その他の預金 5,384,382 5,799,028

譲渡性預金 14,830,058 11,177,095
コールマネー 3,469,055 1,127,524
売現先勘定 10,131,327 7,588,922
債券貸借取引受入担保金 513,983 786,431
コマーシャル・ペーパー ─ 777,601
特定取引負債 4,397,160 5,198,295

商品有価証券派生商品 323 38
特定取引有価証券派生商品 119 92
特定金融派生商品 4,396,717 5,198,163

借用金 8,315,873 8,697,522
借入金 8,315,873 8,697,522

外国為替 625,566 682,188
外国他店預り 568,864 649,805
外国他店借 25,788 13,691
売渡外国為替 4,688 4,180
未払外国為替 26,224 14,510

短期社債 25,000 ─
社債 4,624,117 4,376,773
その他負債 6,647,270 7,422,691

未決済為替借 6,579 7,688
未払法人税等 133,185 68,233
未払費用 89,863 120,870
前受収益 60,682 64,516
給付補填備金 0 0
先物取引差金勘定 147 ─
金融派生商品 5,006,591 4,423,937
金融商品等受入担保金 601,832 466,512
リース債務 24,920 34,107
資産除去債務 6,717 6,484
宝くじ売上金等未精算金 123,599 129,757
未払特殊証券 413 413
特殊証券等剰余金 65 61
未払復興貯蓄債券元利金 2 2
有価証券未払金 294,406 1,646,972
その他の負債 298,263 453,132

賞与引当金 19,933 20,437
変動報酬引当金 ─ 1,300
貸出金売却損失引当金 13 267
偶発損失引当金 1,544 800
睡眠預金払戻損失引当金 14,772 15,041
債券払戻損失引当金 48,878 39,245
繰延税金負債 337,508 302,072
再評価に係る繰延税金負債 72,392 67,991
支払承諾 6,193,731 5,297,202
負債の部合計 153,796,531 153,776,443
(純資産の部)
資本金 1,404,065 1,404,065
資本剰余金 2,286,795 2,286,795

資本準備金 655,324 655,324
その他資本剰余金 1,631,471 1,631,471

利益剰余金 1,982,352 2,231,469
利益準備金 121,296 169,829
その他利益剰余金 1,861,055 2,061,640

繰越利益剰余金 1,861,055 2,061,640
株主資本合計 5,673,213 5,922,330
その他有価証券評価差額金 1,497,419 1,106,333
繰延ヘッジ損益 △5,028 169,143
土地再評価差額金 146,419 148,483
評価・換算差額等合計 1,638,811 1,423,961
純資産の部合計 7,312,024 7,346,292
負債及び純資産の部合計 161,108,555 161,122,736
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(2) 損益計算書 (単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

経常収益 2,238,239 2,251,728
資金運用収益 1,258,141 1,207,062

貸出金利息 807,368 801,996
有価証券利息配当金 327,025 284,113
コールローン利息 6,214 4,202
買現先利息 4,509 4,501
債券貸借取引受入利息 288 13
預け金利息 38,507 56,545
金利スワップ受入利息 54,027 37,055
その他の受入利息 20,198 18,633

役務取引等収益 471,563 477,788
受入為替手数料 109,208 108,112
その他の役務収益 362,354 369,675

特定取引収益 48,535 96,734
商品有価証券収益 335 554
特定取引有価証券収益 6,012 ─
特定金融派生商品収益 40,155 94,769
その他の特定取引収益 2,032 1,410

その他業務収益 248,620 197,715
外国為替売買益 84,096 32,404
国債等債券売却益 161,203 163,451
特殊証券等関係費補填金 5 5
その他の業務収益 3,314 1,854

その他経常収益 211,378 272,427
貸倒引当金戻入益 61,260 ─
償却債権取立益 13,929 16,009
株式等売却益 101,881 234,305
投資損失引当金戻入益 13 0
金銭の信託運用益 9 14
その他の経常収益 34,283 22,098

経常費用 1,551,919 1,547,651
資金調達費用 323,247 377,013

預金利息 90,883 133,957
譲渡性預金利息 28,386 34,280
コールマネー利息 5,757 5,271
売現先利息 14,613 27,846
債券貸借取引支払利息 4,188 501
コマーシャル・ペーパー利息 ─ 1,457
借用金利息 92,669 85,517
短期社債利息 19 12
社債利息 56,437 68,889
その他の支払利息 30,292 19,278

役務取引等費用 88,033 91,475
支払為替手数料 37,963 37,807
その他の役務費用 50,070 53,668

特定取引費用 ─ 2,282
特定取引有価証券費用 ─ 2,282

その他業務費用 120,110 44,711
国債等債券売却損 91,906 36,848
国債等債券償却 1,386 639
社債発行費償却 6,626 2,992
金融派生商品費用 11,659 193
その他の業務費用 8,531 4,037

営業経費 855,795 832,319
その他経常費用 164,731 199,849

貸倒引当金繰入額 ─ 4,513
貸出金償却 78,277 41,392
株式等売却損 6,065 39,843
株式等償却 610 7,436
その他の経常費用 79,777 106,662

経常利益 686,320 704,076
(右上へ続く)

(単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

特別利益 509 6,484
固定資産処分益 509 6,484

特別損失 18,785 7,647
固定資産処分損 8,398 4,079
減損損失 10,387 3,568

税引前当期純利益 668,044 702,913
法人税、住民税及び事業税 209,640 164,473
法人税等還付税額 △524 △3,049
法人税等調整額 35,740 51,276
法人税等合計 244,856 212,701
当期純利益 423,188 490,212
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(3) 株主資本等変動計算書 (単位：百万円)

科目

平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本

合計資本
準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰余金

当期首残高 1,404,065 655,324 1,631,471 2,286,795 63,545 1,777,242 1,840,787 5,531,648
会計方針の変更による
累積的影響額 5,277 5,277 5,277

会計方針の変更を反映した
当期首残高 1,404,065 655,324 1,631,471 2,286,795 63,545 1,782,519 1,846,064 5,536,925

当期変動額
剰余金の配当 57,751 △346,509 △288,757 △288,757
当期純利益 423,188 423,188 423,188
土地再評価差額金の取崩 1,856 1,856 1,856
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 ─ ─ ─ ─ 57,751 78,535 136,287 136,287
当期末残高 1,404,065 655,324 1,631,471 2,286,795 121,296 1,861,055 1,982,352 5,673,213

(単位：百万円)

科目

平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

評価･換算差額等 純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価･換算
差額等

合計
当期首残高 597,410 △1,337 140,745 736,818 6,268,466

会計方針の変更による
累積的影響額 5,277

会計方針の変更を反映した
当期首残高 597,410 △1,337 140,745 736,818 6,273,744

当期変動額
剰余金の配当 △288,757
当期純利益 423,188
土地再評価差額金の取崩 1,856
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 900,009 △3,690 5,674 901,992 901,992

当期変動額合計 900,009 △3,690 5,674 901,992 1,038,280
当期末残高 1,497,419 △5,028 146,419 1,638,811 7,312,024
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(単位：百万円)

科目

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本

合計資本
準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰余金

当期首残高 1,404,065 655,324 1,631,471 2,286,795 121,296 1,861,055 1,982,352 5,673,213
当期変動額

剰余金の配当 48,532 △291,193 △242,661 △242,661
当期純利益 490,212 490,212 490,212
土地再評価差額金の取崩 1,566 1,566 1,566
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 ─ ─ ─ ─ 48,532 200,585 249,117 249,117
当期末残高 1,404,065 655,324 1,631,471 2,286,795 169,829 2,061,640 2,231,469 5,922,330

(単位：百万円)

科目

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

評価･換算差額等 純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価･換算
差額等

合計
当期首残高 1,497,419 △5,028 146,419 1,638,811 7,312,024
当期変動額

剰余金の配当 △242,661
当期純利益 490,212
土地再評価差額金の取崩 1,566
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △391,086 174,172 2,064 △214,849 △214,849

当期変動額合計 △391,086 174,172 2,064 △214,849 34,268
当期末残高 1,106,333 169,143 148,483 1,423,961 7,346,292
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○注記事項(平成27年度)

重要な会計方針
1．売買目的有価証券に準じた貸出債権の評価基準及び収益･費用の計上

基準
　貸出債権のうちトレーディング目的で保有するものについては、売
買目的有価証券に準じて、取引の約定時点を基準として貸借対照表上
｢買入金銭債権｣に計上するとともに、当該貸出債権にかかる買入金銭
債権の評価は、決算日の時価により行っております。また、当該貸出
債権からの当事業年度中の受取利息及び売却損益等に、前事業年度末
と当事業年度末における評価損益の増減額を加えた損益を、損益計算
書上｢その他業務収益｣及び｢その他業務費用｣に計上しております。

2．特定取引資産･負債の評価基準及び収益･費用の計上基準
　金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る
短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的(以下
｢特定取引目的｣という)の取引については、取引の約定時点を基準と
し、貸借対照表上｢特定取引資産｣及び｢特定取引負債｣に計上するとと
もに、当該取引からの損益を損益計算書上｢特定取引収益｣及び｢特定取
引費用｣に計上しております。
　特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等
については決算日の時価により、スワップ･先物･オプション取引等の
派生商品については決算日において決済したものとみなした額により
行っております。
　また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当事業年度中
の受払利息等に、有価証券及び金銭債権等については前事業年度末と
当事業年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前事
業年度末と当事業年度末におけるみなし決済からの損益相当額の増減
額を加えております。

3．有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法に

よる償却原価法(定額法)、子会社株式及び関連会社株式について
は移動平均法による原価法、その他有価証券については、原則と
して、国内株式は当事業年度末月1ヵ月平均に基づいた市場価格
等、それ以外は決算日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は移
動平均法により算定)、ただし時価を把握することが極めて困難と
認められるものについては移動平均法による原価法により行って
おります。
　なお、その他有価証券の評価差額については、時価ヘッジの適
用により損益に反映させた額を除き、全部純資産直入法により処
理しております。

(2) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託
財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行っ
ております。

4．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引(特定取引目的の取引を除く)の評価は、時価法に
より行っております。

5．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　有形固定資産は、建物については定額法を採用し、その他につ
いては定率法を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物：3年～50年
その他：2年～20年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社
利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間(5年
～10年)に基づいて償却しております。

(3) リース資産
　所有権移転外ファイナンス･リース取引に係る｢有形固定資産｣
及び｢無形固定資産｣中のリース資産は、自己所有の固定資産に適
用する方法と同一の方法で償却しております。

6．繰延資産の処理方法
　社債発行費は、発生時に全額費用として処理しております。

7．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建資産･負債及び海外支店勘定は、取得時の為替相場による円換
算額を付す子会社株式及び関連会社株式を除き、主として決算日の為
替相場による円換算額を付しております。

8．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　貸倒引当金は、予め定めている償却･引当基準に則り、次のとお
り計上しております。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者
(以下｢破綻先｣という)に係る債権及びそれと同等の状況にある債
務者(以下｢実質破綻先｣という)に係る債権については、以下のな
お書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を
計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後
経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者(以下｢破綻懸
念先｣という)に係る債権については、債権額から、担保の処分可
能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう
ち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上し
ております。
　破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が
一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受
取りに係るキャッシュ･フローを合理的に見積もることができる
債権については、当該キャッシュ･フローを貸出条件緩和実施前の
約定利子率等で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引
当金とする方法(キャッシュ･フロー見積法)により計上しており
ます。また、当該大口債務者のうち、将来キャッシュ･フローを合
理的に見積もることが困難な債務者に対する債権については、個
別的に算定した予想損失額を計上しております。
　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績
等から算出した予想損失率に基づき計上しております。特定海外
債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失
見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署
が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定
結果を監査しております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保･保証付債権等につい
ては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認め
られる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接
減額しており、その金額は145,842百万円であります。

(2) 投資損失引当金
　投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券
の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上し
ております。

(3) 賞与引当金
　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員
に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計
上しております。
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(4) 変動報酬引当金
　当行の役員及び執行役員に対する報酬のうち変動報酬として支
給する業績給及び株式報酬の支払いに備えるため、当事業年度の
変動報酬に係る基準額に基づく支給見込額を計上しております。

(5) 退職給付引当金
　退職給付引当金(含む前払年金費用)は、従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる
額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退
職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては給付算定式基準によっております。なお、数理計算上の差異
は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定年
数(10年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事
業年度から損益処理しております。

(6) 貸出金売却損失引当金
　貸出金売却損失引当金は、売却予定貸出金について将来発生す
る可能性のある損失を見積り必要と認められる額を計上しており
ます。

(7) 偶発損失引当金
　偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶
発事象に対し、将来発生する可能性のある損失を見積り必要と認
められる額を計上しております。

(8) 睡眠預金払戻損失引当金
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金につい
て、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じ
て発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

(9) 債券払戻損失引当金
　債券払戻損失引当金は、負債計上を中止した債券について、債
券保有者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて
発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

9．ヘッジ会計の方法
(イ)金利リスク･ヘッジ

　金融資産･負債から生じる金利リスクのヘッジ取引に対する
ヘッジ会計の方法として、繰延ヘッジ又は時価ヘッジを適用して
おります。小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについ
て、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監
査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24
号 平成14年2月13日。以下｢業種別監査委員会報告第24号｣と
いう)を適用しております。ヘッジ有効性の評価は、小口多数の金
銭債権債務に対する包括ヘッジについて以下のとおり行っており
ます。
(ⅰ) 相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象となる預

金･貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定
の期間毎にグルーピングのうえ特定し有効性を評価しており
ます。

(ⅱ) キャッシュ･フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象
とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係を検証し有効性を評
価しております。

　個別ヘッジについてもヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又は
キャッシュ･フロー変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、
ヘッジの有効性を評価しております。
　また、当事業年度末の貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損
益のうち、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面の
会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員
会報告第15号)を適用して実施しておりました多数の貸出金･預
金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管
理する従来の｢マクロヘッジ｣に基づく繰延ヘッジ損益は、｢マクロ
ヘッジ｣で指定したそれぞれのヘッジ手段等の残存期間･平均残存
期間にわたって、資金調達費用又は資金運用収益等として期間配
分しております。
　なお、当事業年度末における｢マクロヘッジ｣に基づく繰延ヘッ
ジ損失は319百万円(税効果額控除前)、繰延ヘッジ利益は177百
万円(同前)であります。

(ロ)為替変動リスク･ヘッジ
　外貨建金融資産･負債から生じる為替変動リスクに対するヘッ
ジ会計の方法は、｢銀行業における外貨建取引等の会計処理に関す
る会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委
員会報告第25号 平成14年7月29日。以下｢業種別監査委員会報
告第25号｣という)に規定する繰延ヘッジによっております。ヘ
ッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替
変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワ
ップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権
債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在するこ
とを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。
　また、外貨建子会社株式及び関連会社株式並びに外貨建その他
有価証券(債券以外)の為替変動リスクをヘッジするため、事前に
ヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有
価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在して
いること等を条件に包括ヘッジとして繰延ヘッジ及び時価ヘッジ
を適用しております。

(ハ)内部取引等
　デリバティブ取引のうち特定取引勘定とそれ以外の勘定との間
の内部取引については、ヘッジ手段として指定している金利スワッ
プ取引及び通貨スワップ取引等に対して、業種別監査委員会報告
第24号及び同第25号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運
営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を
行っているため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等
から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又は繰延処理を
行っております。
　なお､一部の資産･負債については､繰延ヘッジあるいは時価ヘッ
ジを行っております。

10.その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
(1) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、
連結財務諸表における会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま
す。

表示方法の変更
(損益計算書関係)
　前事業年度において、｢法人税、住民税及び事業税｣に含めていた｢法人税
等還付税額｣は、金額の重要性が増したことにより当事業年度より独立掲記
しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務
諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、｢法人税、住民税及び事業
税｣に表示していた209,116百万円は、｢法人税、住民税及び事業
税｣209,640百万円、｢法人税等還付税額｣△524百万円として組み替え
ております。
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貸借対照表関係
1．関係会社の株式又は出資金の総額

株式 938,370百万円
出資金 151,487百万円

2．無担保の消費貸借契約(債券貸借取引)により貸し付けている有価証券
はありません。
無担保の消費貸借契約(債券貸借取引)により借り入れている有価証券
及び現先取引並びに現金担保付債券貸借取引等により受け入れている
有価証券のうち、売却又は(再)担保という方法で自由に処分できる権
利を有する有価証券は次のとおりであります。

(再)担保に差し入れている有価証券 2,569,627百万円
当事業年度末に当該処分をせずに所有
している有価証券 428,476百万円

3．貸出金のうち、破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおりでありま
す。

破綻先債権額 21,934百万円
延滞債権額 347,255百万円

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続
していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見
込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を
行った部分を除く。以下｢未収利息不計上貸出金｣という)のうち、法人
税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第1項第3号イからホまで
に掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であ
ります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権
及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を
猶予した貸出金以外の貸出金であります。

4．貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は次のとおりであります。
3ヵ月以上延滞債権額 907百万円

　なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払
日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権
に該当しないものであります。

5．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は次のとおりであります。
貸出条件緩和債権額 391,052百万円

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債
権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債
権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

6．破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和
債権額の合計額は次のとおりであります。

合計額 761,150百万円
　なお、上記3.から6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額で
あります。

7．手形割引は、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及
び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24
号 平成14年2月13日)に基づき金融取引として処理しております。
これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替等は、売却又は(再)
担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額
面金額は次のとおりであります。

1,057,308百万円

8．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産

特定取引資産 9,999百万円
有価証券 9,568,054百万円
貸出金 4,946,151百万円
その他資産 1,015百万円

計 14,525,221百万円
担保資産に対応する債務

預金 810,404百万円
売現先勘定 5,017,083百万円
債券貸借取引受入担保金 786,431百万円
借用金 5,578,090百万円

　上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物
取引証拠金等の代用として、次のものを差し入れております。

現金預け金 78,279百万円
有価証券 4,141,094百万円
貸出金 66,003百万円

　また、｢その他の資産｣には、保証金が含まれておりますが、その金
額は次のとおりであります。

保証金 77,175百万円
9．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客か

らの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件につい
て違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する
契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は次のとおりで
あります。

融資未実行残高 86,942,322百万円
うち原契約期間が1年以内のもの
又は任意の時期に無条件で取消可能
なもの 66,972,535百万円

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ
るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ･
フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに
は、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、
当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をする
ことができる旨の条項が付けられております。また、契約時において
必要に応じて不動産･有価証券等の担保の提供を受けるほか、契約後も
定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必
要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

10.有形固定資産の圧縮記帳額
圧縮記帳額 33,231百万円

11.借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付
された劣後特約付借入金が含まれております。

劣後特約付借入金 2,329,403百万円
12.社債には、劣後特約付社債が含まれております。

劣後特約付社債 733,000百万円

280

注記事項



み
ず
ほ
銀
行
　
●
　
単
体
決
算
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

2016/07/07 17:25:41 / 16186588_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

13.株式会社みずほフィナンシャルグループの子会社であるみずほ証券株
式会社、Mizuho International plc及びMizuho Securities USA 
Inc.の共同ユーロ･ミディアムターム･ノート･プログラムに関し、当行
は、親会社である株式会社みずほフィナンシャルグループと連帯して
キープウェル契約を各社と締結しておりますが、本プログラムに係る
社債発行残高は次のとおりであります。

719,381百万円

14.｢有価証券｣中の社債のうち、有価証券の私募(金融商品取引法第2条第
3項)による社債に対する当行の保証債務の額

1,039,783百万円
15.関係会社に対する金銭債権総額

7,072,383百万円
16.関係会社に対する金銭債務総額

5,139,297百万円

損益計算書関係
その他の経常費用には、次のものを含んでおります。

システム移行関連費用 34,528百万円

有価証券関係
子会社株式及び関連会社株式

(単位：百万円)

貸借対照表計上額 時価 差額
関連会社株式 108,663 270,726 162,062

(注) 時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照
表計上額

(単位：百万円)
子会社株式 824,503
関連会社株式 156,691
合計 981,194

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること
から、｢子会社株式及び関連会社株式｣には含めておりません。なお、上記の株式には、出
資金を含めております。
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税効果会計関係
1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
有価証券等(退職給付信託拠出分) 163,237百万円
有価証券償却損金算入限度超過額 158,386
貸倒引当金損金算入限度超過額 135,150
その他有価証券評価差額 20,195
その他 89,622

繰延税金資産小計 566,592
評価性引当額 △193,913
繰延税金資産合計 372,678
繰延税金負債

その他有価証券評価差額 △427,361
前払年金費用 △143,337
繰延ヘッジ損益 △66,594
その他 △37,457

繰延税金負債合計 △674,750
繰延税金資産(負債)の純額 △302,072百万円

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な
差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 32.98％
(調整)
評価性引当額の増減 △1.54
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.52
外国税額 △1.01
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.37
その他 △0.02
税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.26％

3．法人税等の税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額
の修正
　｢所得税法等の一部を改正する法律｣(平成28年法律第15号)及び
｢地方税法等の一部を改正する等の法律｣(平成28年法律第13号)が平
成28年3月29日に国会で成立し、平成28年4月1日以後に開始する
事業年度から法人税率等の引下げが行われることとなりました。これ
に伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税
率は従来の32.19％から、平成28年4月1日に開始する事業年度及び
平成29年4月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等
については30.80％に、平成30年4月1日に開始する事業年度以降に
解消が見込まれる一時差異等については30.56％となります。この
税率変更により、繰延税金負債は16,670百万円減少し、その他有価
証券評価差額金は22,745百万円増加し、繰延ヘッジ損益は3,552百
万円増加し、法人税等調整額は9,626百万円増加しております。再評
価に係る繰延税金負債は3,626百万円減少し、土地再評価差額金は同
額増加しております。
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■時価情報

(4) 有価証券及び金銭の信託の時価等

○有価証券
　｢国債｣｢地方債｣｢社債｣｢株式｣｢その他の証券｣のほか、｢商品有価証
券｣、｢特定取引有価証券｣、｢その他の特定取引資産｣中の短期社債、

｢預け金｣中の譲渡性預け金、並びに｢買入金銭債権｣の一部が含まれ
ています。

(A) 売買目的有価証券 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
前事業年度の損益に

含まれた評価差額
当事業年度の損益に

含まれた評価差額
売買目的有価証券 594 393

(B) 満期保有目的の債券 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
貸借対照表

計上額
時価 差額 貸借対照表

計上額
時価 差額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの
　国債 4,260,214 4,289,216 29,001 3,760,032 3,816,652 56,619
　その他 931,033 933,292 2,259 642,788 647,182 4,393
　小計 5,191,248 5,222,508 31,260 4,402,821 4,463,834 61,012
時価が貸借対照表計上額を超えないもの
　国債 99,911 99,738 △173 ― ― ―
　その他 356,181 355,560 △621 414,753 409,375 △5,378
　小計 456,092 455,298 △794 414,753 409,375 △5,378
合計 5,647,341 5,677,806 30,465 4,817,574 4,873,209 55,634

(C)その他有価証券 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
貸借対照表

計上額
取得原価 差額 貸借対照表

計上額
取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
　株式 3,494,714 1,528,052 1,966,662 2,827,811 1,326,865 1,500,946
　債券 13,318,229 13,264,276 53,952 17,382,669 17,237,352 145,317
　　国債 11,267,403 11,244,725 22,677 15,135,004 15,041,004 94,000
　　地方債 219,341 215,318 4,023 234,085 228,136 5,949
　　社債 1,831,484 1,804,232 27,251 2,013,579 1,968,212 45,366
　その他 7,513,135 7,299,735 213,399 6,606,831 6,516,523 90,308
　小計 24,326,079 22,092,065 2,234,014 26,817,313 25,080,741 1,736,571
貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
　株式 268,121 301,578 △33,457 320,476 394,960 △74,484
　債券 5,684,886 5,695,970 △11,083 534,326 545,504 △11,178
　　国債 5,070,997 5,072,219 △1,222 15,884 16,289 △405
　　地方債 15,522 15,538 △15 3,433 3,436 △3
　　社債 598,367 608,211 △9,844 515,008 525,777 △10,769
　その他 4,324,139 4,374,803 △50,664 4,393,123 4,482,551 △89,427
　小計 10,277,147 10,372,352 △95,205 5,247,925 5,423,016 △175,090
合計 34,603,226 32,464,417 2,138,808 32,065,238 30,503,757 1,561,480
注）評価差額のうち、時価ヘッジの適用により損益に反映させた額は、平成26年度52,059百万円(利益)、平成27年度26,715百万円(利益)です。
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(D) 当期中に売却した満期保有目的の債券
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(E) 当期中に売却したその他有価証券 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 142,888 59,223 1,862 235,855 126,533 1,753
債券 55,937,727 59,312 3,842 15,784,214 54,298 894
　国債 54,808,550 49,144 3,596 15,179,076 49,811 700
　地方債 67,422 53 47 53,526 0 40
　社債 1,061,733 10,114 197 551,611 4,486 153
その他 16,911,502 168,442 96,426 15,861,446 192,116 72,025
合計 72,992,118 286,978 102,131 31,881,517 372,948 74,673

(F) 時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券の内容及び貸借対照表計上額 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
子会社及び関連会社株式
　子会社株式 797,257 824,503
　関連会社株式 133,156 156,691
その他有価証券
　非上場株式 126,366 179,595
　組合出資金等 52,112 52,246
　その他 100,002 2
注）これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、〈その他有価証券〉及び〈子会社株式及び関連会社株式〉には含めていません。なお、上記の子会

社及び関連会社株式には、出資金を含めています。

(G) 保有目的を変更した有価証券
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(H) 子会社株式及び関連会社株式 (単位：百万円)

平成26年度
貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損

子会社株式 ― ― ― ― ―
関連会社株式 118,376 277,919 159,543 159,543 ―
合計 118,376 277,919 159,543 159,543 ―

(単位：百万円)

平成27年度
貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損

子会社株式 ― ― ― ― ―
関連会社株式 108,663 270,726 162,062 164,161 2,098
合計 108,663 270,726 162,062 164,161 2,098

( I ) 減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券(時価を把握することが極めて
困難なものを除く)のうち、当該有価証券の時価(原則として当該決
算日の市場価格。以下同じ)が取得原価(償却原価を含む。以下同
じ)に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込
みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対
照表計上額とするとともに、評価差額を当該事業年度の損失として
処理(以下｢減損処理｣という。)しています。
　前事業年度における減損処理額は、1,313百万円です。
　当事業年度における減損処理額は、7,517百万円です。

　また、時価が｢著しく下落した｣と判断するための基準を定めてお
り、その概要は、原則として以下のとおりです。
◦時価が取得原価の50％以下の銘柄
◦時価が取得原価の50％超70％以下かつ市場価格が一定水準

以下で推移している銘柄
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○金銭の信託

(J) 運用目的の金銭の信託 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
貸借対照表計上額 前事業年度の損益に

含まれた評価差額
貸借対照表計上額 当事業年度の損益に

含まれた評価差額
運用目的の金銭の信託 3,249 25 3,197 25

(K) 満期保有目的の金銭の信託
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(L) その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外)
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

○その他有価証券評価差額金

(M) その他有価証券評価差額金
　貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳
は、次のとおりです。

(単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
評価差額
　その他有価証券 2,086,749 1,534,765
(△)繰延税金負債 589,329 428,431
　その他有価証券評価差額金 1,497,419 1,106,333
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(5) デリバティブ取引の時価等

○ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引
の対象物の種類ごとの決算日における契約額又は契約において定め
られた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法

は、次のとおりです。なお、契約額等については、その金額自体が
デリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

(A) 金利関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価 評価損益

金融商品
取引所

金利先物 売建 13,600,038 6,630,283 △65,377 △65,377
買建 14,426,539 6,655,267 65,540 65,540

金利オプション 売建 570,602 ― △53 403
買建 568,839 ― 51 △395

店頭

金利先渡契約 売建 288,048 ― 104 104
買建 288,048 ― △236 △236

金利スワップ 受取固定･支払変動 271,697,509 214,443,637 5,560,918 5,560,918
受取変動･支払固定 267,190,417 212,262,635 △5,440,038 △5,440,038
受取変動･支払変動 43,016,152 30,973,776 8,095 8,095
受取固定･支払固定 460,957 434,611 4,540 4,540

金利オプション 売建 7,172,322 4,288,870 △78,921 △78,921
買建 4,969,426 3,166,508 101,695 101,695

内部取引

金利スワップ 受取固定･支払変動 594,510 540,844 10,777 10,777
受取変動･支払固定 3,221,235 2,851,208 △29,748 △29,748
受取変動･支払変動 ― ― ― ―
受取固定･支払固定 ― ― ― ―

合計 ／ ／ 137,348 137,358
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。

2. 時価の算定
取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっています。店頭取引及び内部取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しています。

(単位：百万円)

平成27年度
契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価 評価損益

金融商品
取引所

金利先物 売建 11,682,319 4,069,050 △88,989 △88,989
買建 11,834,348 4,174,453 87,857 87,857

金利オプション 売建 72,108 ― △23 0
買建 249,376 ― 18 △45

店頭

金利先渡契約 売建 413,467 ― 204 204
買建 453,749 ― △203 △203

金利スワップ 受取固定･支払変動 236,493,440 184,007,943 6,822,096 6,822,096
受取変動･支払固定 234,960,633 182,207,602 △6,687,588 △6,687,588
受取変動･支払変動 43,735,471 31,761,319 22,847 22,847
受取固定･支払固定 476,145 476,115 7,812 7,812

金利オプション 売建 5,112,115 3,451,951 △51,951 △51,951
買建 3,062,301 1,944,656 33,104 33,104

内部取引

金利スワップ 受取固定･支払変動 591,404 558,711 14,101 14,101
受取変動･支払固定 3,220,836 2,944,028 △55,626 △55,626
受取変動･支払変動 ― ― ― ―
受取固定･支払固定 ― ― ― ―

合計 ／ ／ 103,662 103,620
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。

2. 時価の算定
取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっています。店頭取引及び内部取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しています。
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(B) 通貨関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価 評価損益

金融商品
取引所

通貨先物 売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

店頭

通貨スワップ 36,103,050 23,748,820 △268,896 △273,283
為替予約 売建 61,638,604 3,782,250 △941,164 △941,164

買建 27,809,441 2,355,628 1,273,074 1,273,074
通貨オプション 売建 3,701,539 1,064,716 △315,201 △171,645

買建 3,414,976 986,338 144,693 16,986
内部取引 通貨スワップ 1,879,424 1,253,712 224,201 2,827

合計 ／ ／ 116,705 △93,205
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。

2. 時価の算定
店頭取引及び内部取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しています。

(単位：百万円)

平成27年度
契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価 評価損益

金融商品
取引所

通貨先物 売建 10,272 ― △61 △61
買建 10,522 ― 41 41

店頭

通貨スワップ 35,784,904 25,116,101 △117,196 △101,206
為替予約 売建 60,504,706 3,446,238 478,512 478,512

買建 25,170,739 1,139,232 △242,992 △242,992
通貨オプション 売建 2,459,326 840,113 △115,858 △34,556

買建 2,339,736 782,505 75,075 △8,714
内部取引 通貨スワップ 3,765,877 3,214,521 △153,733 △18,091

合計 ／ ／ △76,214 72,929
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。

2. 時価の算定
取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっています。店頭取引及び内部取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しています。
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(C) 株式関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価 評価損益

金融商品
取引所

株式指数先物 売建 63,449 ― 30 30
買建 5,819 ― △35 △35

株式指数先物
オプション

売建 ― ― ― ―
買建 13,200 ― 28 △47

店頭

株リンクスワップ 91,400 91,400 ― ―
有価証券店頭
オプション

売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

その他 売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

合計 ／ ／ 23 △52
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。

2. 時価の算定
取引所取引については、大阪取引所等における最終の価格によっています。店頭取引については、割引現在価値等により算定しています。

(単位：百万円)

平成27年度
契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価 評価損益

金融商品
取引所

株式指数先物 売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

株式指数先物
オプション

売建 ― ― ― ―
買建 23,500 ― 355 41

店頭

株リンクスワップ 1,000 1,000 ― ―
有価証券店頭
オプション

売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

その他 売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

合計 ／ ／ 355 41
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。

2. 時価の算定
取引所取引については、大阪取引所等における最終の価格によっています。店頭取引については、割引現在価値等により算定しています。

(D) 債券関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価 評価損益

金融商品
取引所

債券先物 売建 390,770 ― △2,745 △2,745
買建 318,370 ― 2,354 2,354

債券先物
オプション

売建 871,805 ― △119 △46
買建 12,147 ― 12 △6

店頭
債券店頭
オプション

売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

合計 ／ ／ △497 △443
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。

2. 時価の算定
取引所取引については、大阪取引所等における最終の価格によっています。

(単位：百万円)

平成27年度
契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価 評価損益

金融商品
取引所

債券先物 売建 490,066 ― △2,105 △2,105
買建 453,188 ― 2,183 2,183

債券先物
オプション

売建 83,393 ― △92 9
買建 224,905 ― 296 △128

店頭
債券店頭
オプション

売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

合計 ／ ／ 281 △40
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。

2. 時価の算定
取引所取引については、大阪取引所等における最終の価格によっています。
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(E) 商品関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価 評価損益

金融商品
取引所

商品先物 売建 10,301 170 597 597
買建 10,330 365 △618 △618

商品先物
オプション

売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

店頭 商品オプション 売建 163,398 93,254 9,049 9,049
買建 149,067 76,317 △4,657 △4,657

合計 ／ ／ 4,370 4,370
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。

2. 時価の算定
取引所取引については、ニューヨーク商業取引所等における最終の価格によっています。店頭取引については、取引対象物の価格、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素に
基づき算定しています。

3. 商品はオイル、銅、アルミニウム等に係るものです。

(単位：百万円)

平成27年度
契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価 評価損益

金融商品
取引所

商品先物 売建 2,301 714 △37 △37
買建 3,890 1,544 18 18

商品先物
オプション

売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

店頭 商品オプション 売建 162,156 96,040 30,426 30,426
買建 156,673 83,467 △26,282 △26,282

合計 ／ ／ 4,123 4,123
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。

2. 時価の算定
取引所取引については、ニューヨーク商業取引所等における最終の価格によっています。店頭取引については、取引対象物の価格、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素に
基づき算定しています。

3. 商品はオイル、銅、アルミニウム等に係るものです。

(F) クレジット･デリバティブ取引 (単位：百万円)
平成26年度

契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価 評価損益

店頭
クレジット･
デリバティブ

売建 278,473 196,863 4,116 4,116
買建 330,849 262,394 2,279 2,279

合計 ／ ／ 6,395 6,395
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。

2. 時価の算定
割引現在価値や取引対象物の価格、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素に基づき算定しています。

3. ｢売建｣は信用リスクの引受取引、｢買建｣は信用リスクの引渡取引です。

(単位：百万円)

平成27年度
契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価 評価損益

店頭
クレジット･
デリバティブ

売建 221,359 188,355 △1,247 △1,247
買建 328,440 281,479 7,787 7,787

合計 ／ ／ 6,539 6,539
注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。

2. 時価の算定
割引現在価値や取引対象物の価格、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素に基づき算定しています。

3. ｢売建｣は信用リスクの引受取引、｢買建｣は信用リスクの引渡取引です。
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○ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の
対象物の種類ごと、ヘッジ会計の方法別の決算日における契約額又
は契約において定められた元本相当額及び時価並びに当該時価の算

定方法は、次のとおりです。なお、契約額等については、その金額
自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありませ
ん。

(A) 金利関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
主なヘッジ対象 契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価

原則的
処理方法

金利スワップ 受取固定･支払変動 貸出金、預金、借用金等 25,537,270 23,141,448 254,847
受取変動･支払固定 7,096,555 6,878,940 △116,941
受取変動･支払変動 42,678 ― 5

ヘッジ対象に
係る損益を認
識する方法

金利スワップ 受取変動･支払固定 その他有価証券等 246,851 213,248 △1,314

合計 ／ ／ 136,596
注）1. 主として、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号　平成14年2月13日)に基づき、繰延ヘッジによっ

ています。
2. 時価の算定

割引現在価値等により算定しています。

(単位：百万円)

平成27年度
主なヘッジ対象 契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価

原則的
処理方法

金利スワップ 受取固定･支払変動 貸出金、預金、借用金等 27,356,603 24,337,041 471,743
受取変動･支払固定 8,046,635 7,565,729 △158,147
受取変動･支払変動 ― ― ―

ヘッジ対象に
係る損益を認
識する方法

金利スワップ 受取変動･支払固定 その他有価証券等 41,749 9,602 206

合計 ／ ／ 313,802
注）1. 主として、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号　平成14年2月13日)に基づき、繰延ヘッジによっ

ています。
2. 時価の算定

割引現在価値等により算定しています。

(B) 通貨関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
主なヘッジ対象 契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価

原則的
処理方法

通貨スワップ 貸出金、預金、借用金、
子会社株式等

7,520,799 2,040,535 △141,056
為替予約 売建 122,597 ― △2,799
合計 ／ ／ △143,856

注）1. 主として、｢銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号　平成14年7月29日)に基づき、繰延ヘッジによ
っています。

2. 時価の算定
割引現在価値等により算定しています。

(単位：百万円)

平成27年度
主なヘッジ対象 契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価

原則的
処理方法

通貨スワップ 貸出金、預金、借用金、
子会社株式等

8,059,424 3,737,464 143,415
為替予約 売建 121,094 ― 4,059
合計 ／ ／ 147,475

注）1. 主として、｢銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号　平成14年7月29日)に基づき、繰延ヘッジによ
っています。

2. 時価の算定
割引現在価値等により算定しています。

290

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引



み
ず
ほ
銀
行
　
●
　
単
体
決
算
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

2016/07/07 17:25:41 / 16186588_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

(C) 株式関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
主なヘッジ対象 契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価

ヘッジ対象に
係る損益を認
識する方法

株式先渡取引 売建 その他有価証券 113,707 ― △21,765

合計 ／ ／ △21,765
注）時価の算定

割引現在価値等により算定しています。

(単位：百万円)
平成27年度

主なヘッジ対象 契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価
ヘッジ対象に
係る損益を認
識する方法

株式先渡取引 売建 その他有価証券 181,617 132,309 18,172

合計 ／ ／ 18,172
注）時価の算定

割引現在価値等により算定しています。

(D) 債券関連取引
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

■損益

(6) 国内業務部門･国際業務部門別収支(業務粗利益)の内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

資金運用収支 5,956 3,392 9,348 5,679 2,620 8,300
　資金運用収益 ［28］ ［22］

6,831 5,777 12,581 6,478 5,614 12,070
　資金調達費用 ［28］ ［22］

875 2,385 3,232 799 2,993 3,770
役務取引等収支 2,407 1,427 3,835 2,371 1,491 3,863
　役務取引等収益 3,073 1,641 4,715 3,036 1,741 4,777
　役務取引等費用 666 214 880 665 249 914
特定取引収支 513 △28 485 △549 1,493 944
　特定取引収益 513 38 485 22 1,501 967
　特定取引費用 ― 66 ― 571 7 22
その他業務収支 565 719 1,285 544 985 1,530
　その他業務収益 743 1,769 2,486 629 1,362 1,977
　その他業務費用 177 1,049 1,201 84 377 447
業務粗利益 9,443 5,511 14,954 8,047 6,591 14,638
業務粗利益率 0.96％ 1.33％ 1.10％ 0.79％ 1.47％ 1.02％
注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引です。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。
2. 資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用(平成26年度0億円、平成27年度０億円)を控除して表示しています。
3. ［　　］内は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息(内書き)です。
4. 資金運用収益及び資金調達費用の一部ならびに特定取引収益及び特定取引費用、その他業務収益及びその他業務費用の一部については、それぞれ、部門別に相殺しているため、国内業務部

門と国際業務部門の合計額が合計欄と一致しない場合があります。
5. 業務粗利益率＝(業務粗利益／資金運用勘定平均残高）×100
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(7) 資金運用･調達勘定の平均残高、利息、利回り (単位：億円、％)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

資金運用勘定 平均残高 ［33,859］ ［32,995］
977,405 413,179 1,356,725 1,009,892 448,283 1,425,181

利息 ［28］ ［22］
6,831 5,777 12,581 6,478 5,614 12,070

利回り 0.69 1.39 0.92 0.64 1.25 0.84
うち貸出金 平均残高 487,429 203,004 690,434 471,881 229,169 701,051

利息 5,041 3,032 8,073 4,663 3,356 8,019
利回り 1.03 1.49 1.16 0.98 1.46 1.14

うち有価証券 平均残高 302,432 116,978 419,411 244,271 122,359 366,631
利息 1,381 1,888 3,270 1,221 1,619 2,841
利回り 0.45 1.61 0.77 0.50 1.32 0.77

うちコールローン
　　及び買入手形

平均残高 1,289 3,605 4,895 948 2,851 3,800
利息 2 59 62 1 40 42
利回り 0.21 1.64 1.26 0.19 1.40 1.10

うち預け金 平均残高 144,404 56,364 200,768 254,818 66,485 321,304
利息 144 230 374 263 294 558
利回り 0.09 0.40 0.18 0.10 0.44 0.17

資金調達勘定 平均残高 ［33,859］ ［32,995］
974,780 413,967 1,354,888 1,003,670 446,751 1,417,426

利息 ［28］ ［22］
875 2,385 3,232 799 2,993 3,770

利回り 0.08 0.57 0.23 0.07 0.67 0.26
うち預金 平均残高 713,176 169,279 882,455 748,746 204,215 952,961

利息 259 649 908 237 1,101 1,339
利回り 0.03 0.38 0.10 0.03 0.53 0.14

うち譲渡性預金 平均残高 103,646 60,259 163,906 104,595 45,711 150,307
利息 89 194 283 83 259 342
利回り 0.08 0.32 0.17 0.07 0.56 0.22

うち債券 平均残高 ― ― ― ― ― ―
利息 ― ― ― ― ― ―
利回り ― ― ― ― ― ―

うちコールマネー
　　及び売渡手形

平均残高 39,150 7,994 47,144 40,602 5,669 46,271
利息 30 27 57 25 27 52
利回り 0.07 0.34 0.12 0.06 0.48 0.11

うちコマーシャル
　　･ペーパー

平均残高 ― ― ― ― 3,361 3,361
利息 ― ― ― ― 14 14
利回り ― ― ― ― 0.43 0.43

うち借用金 平均残高 51,203 25,111 76,315 61,143 33,803 94,946
利息 152 773 926 196 658 855
利回り 0.29 3.08 1.21 0.32 1.94 0.90

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高を、資金調達勘定は、金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息をそれぞれ控除して表示しています。
3. ［　　］内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息(内書き)です。
4. 資金運用勘定及び資金調達勘定の利息については、一部について部門別に収益と費用を相殺しているため、国内業務部門と国際業務部門の合計額が合計欄と一致しない場合があります。

292

資金運用･調達勘定の平均残高、利息、利回り



み
ず
ほ
銀
行
　
●
　
単
体
決
算
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

2016/07/07 17:25:41 / 16186588_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

(8) 受取･支払利息の分析 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

受取利息 残高による増減 △183 851 399 221 467 614
利率による増減 △464 △37 △216 △574 △631 △1,125
純増減 △647 814 182 △352 △163 △510

うち貸出金 残高による増減 △35 605 434 △157 384 123
利率による増減 △333 △279 △477 △219 △60 △176
純増減 △368 325 △42 △377 323 △53

うち有価証券 残高による増減 △123 181 △94 △282 83 △409
利率による増減 △141 312 322 122 △353 △19
純増減 △264 493 228 △159 △269 △429

うちコールローン
　　及び買入手形

残高による増減 △55 2 △160 △0 △11 △12
利率による増減 △9 3 102 △0 △7 △7
純増減 △64 6 △57 △0 △19 △20

うち預け金 残高による増減 44 24 94 114 43 211
利率による増減 0 28 2 5 20 △27
純増減 44 53 97 119 63 183

支払利息 残高による増減 △29 349 96 25 198 154
利率による増減 △212 △51 △24 △101 409 383
純増減 △242 297 71 △76 608 537

うち預金 残高による増減 9 106 49 12 152 77
利率による増減 △58 37 45 △34 300 353
純増減 △48 143 95 △21 452 430

うち譲渡性預金 残高による増減 6 69 47 0 △55 △25
利率による増減 △4 △51 △28 △7 120 84
純増減 1 17 19 △6 65 58

うち債券 残高による増減 ― ― ― ― ― ―
利率による増減 ― ― ― ― ― ―
純増減 ― ― ― ― ― ―

うちコールマネー
　　及び売渡手形

残高による増減 △30 2 △35 1 △9 △1
利率による増減 △38 1 △29 △6 9 △3
純増減 △69 3 △65 △5 0 △4

うちコマーシャル
　　･ペーパー

残高による増減 ― ― ― ― 14 14
利率による増減 ― ― ― ― ― ―
純増減 ― ― ― ― 14 14

うち借用金 残高による増減 △65 △152 △320 31 220 197
利率による増減 29 50 182 12 △334 △269
純増減 △35 △101 △137 43 △114 △71

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しています。
3. 受取利息及び支払利息については、一部について部門別に増減を相殺しているため、国内業務部門と国際業務部門の合計額が合計欄と一致しない場合があります。
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(9) 役務取引等利益の内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

役務取引等利益 2,407 1,427 3,835 2,371 1,491 3,863
役務取引等収益 3,073 1,641 4,715 3,036 1,741 4,777
　うち預金･貸出業務 882 1,016 1,899 918 1,124 2,043
　　　為替業務 863 228 1,092 856 224 1,081
　　　証券関連業務 515 3 518 426 3 429
　　　代理業務 96 43 139 97 46 143
　　　保護預り･貸金庫業務 50 ― 50 49 ― 49
　　　保証業務 78 301 379 76 250 327
役務取引等費用 666 214 880 665 249 914
　うち為替業務 333 46 379 332 45 378

注）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

(10) 特定取引利益の内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

特定取引利益 513 △28 485 △549 1,493 944
特定取引収益 513 38 485 22 1,501 967
　うち商品有価証券収益 2 1 3 7 ― 5
　　　特定取引有価証券収益 22 37 60 ― ― ―
　　　特定金融派生商品収益 468 ― 401 ― 1,501 947
　　　その他の特定取引収益 20 0 20 14 ― 14
特定取引費用 ― 66 ― 571 7 22
　うち商品有価証券費用 ― ― ― ― 2 ―
　　　特定取引有価証券費用 ― ― ― 17 5 22
　　　特定金融派生商品費用 ― 66 ― 553 ― ―
　　　その他の特定取引費用 ― ― ― ― 0 ―

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 特定取引収益及び特定取引費用については、部門別に相殺しているため、国内業務部門と国際業務部門の合計額が合計欄と一致しない場合があります。

(11) その他業務利益の内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

その他業務利益 565 719 1,285 544 985 1,530
　外国為替売買損益 ― 840 840 － 324 324
　国債等債券損益 618 31 649 545 708 1,253
　その他 △52 △152 △205 △1 △46 △47
注）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引です。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

(12) 経費の内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
人件費 2,899 3,015
　給料･手当 2,514 2,646
　その他 385 369
物件費 4,918 4,799
　土地建物機械賃借料 1,073 1,107
　業務委託費 1,262 1,242
　減価償却費 1,154 1,179
　通信交通費 181 191
　保守管理費 201 219
　その他 1,043 857
税金 519 517
　固定資産税 51 54
　印紙税 57 57
　消費税 289 276
　その他 121 128
合計 8,337 8,333
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■預金

(13) 預金の種類別残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

預金 平均残高 713,176 169,279 882,455 748,746 204,215 952,961
(％) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)
期末残高 754,231 181,052 935,283 807,532 194,438 1,001,970
(％) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

流動性預金 平均残高 456,347 21,064 477,412 487,235 26,169 513,405
(％) (64.0) (12.5) (54.1) (65.1) (12.8) (53.9)
期末残高 494,460 26,496 520,956 560,246 28,209 588,455
(％) (65.6) (14.6) (55.7) (69.4) (14.5) (58.7)

定期性預金 平均残高 251,543 111,599 363,142 256,238 132,043 388,281
(％) (35.3) (65.9) (41.2) (34.2) (64.7) (40.7)
期末残高 248,504 111,978 360,482 234,455 121,069 355,524
(％) (32.9) (61.9) (38.5) (29.0) (62.3) (35.5)

うち固定金利 平均残高 239,901 ― 239,901 244,705 ― 244,705
　　定期預金 期末残高 234,141 ― 234,141 218,945 ― 218,945
うち変動金利 平均残高 245 ― 245 286 ― 286
　　定期預金 期末残高 266 ― 266 299 ― 299

その他預金 平均残高 5,284 36,615 41,900 5,272 46,002 51,274
(％) (0.7) (21.6) (4.7) (0.7) (22.5) (5.4)
期末残高 11,266 42,577 53,843 12,830 45,159 57,990
(％) (1.5) (23.5) (5.8) (1.6) (23.2) (5.8)

譲渡性預金 平均残高 103,646 60,259 163,906 104,595 45,711 150,307
期末残高 82,406 65,894 148,300 58,937 52,833 111,770

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
3. 定期性預金＝定期預金＋定期積金

固定金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定する定期預金
変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金

(14) 預金者別預金残高(国内店) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
個人 383,393 391,639
(％) (48.4) (46.1)
一般法人 354,423 393,889
(％) (44.7) (46.3)
金融機関･政府公金 54,465 64,761
(％) (6.9) (7.6)
合計 792,283 850,289
(％) (100.0) (100.0)
注）譲渡性預金、特別国際金融取引勘定分及び海外店舗分を除外しています。
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(15) 定期預金の残存期間別残高 (単位：億円)

平成26年度

3カ月未満 3カ月以上
6カ月未満

6カ月以上
1年未満

1年以上
2年未満

2年以上
3年未満 3年以上 合計

定期預金 206,263 56,170 59,168 17,884 12,422 8,555 360,464
　うち固定金利定期預金 100,946 47,766 54,721 14,178 8,346 8,182 234,141
　　　変動金利定期預金 15 17 40 83 108 0 266
　　　その他の定期預金 105,301 8,386 4,406 3,622 3,967 372 126,057
注）積立定期預金を含みません。

(単位：億円)
平成27年度

3カ月未満 3カ月以上
6カ月未満

6カ月以上
1年未満

1年以上
2年未満

2年以上
3年未満 3年以上 合計

定期預金 194,417 57,915 62,877 19,206 12,859 8,234 355,511
　うち固定金利定期預金 89,086 42,556 55,780 15,153 8,476 7,892 218,945
　　　変動金利定期預金 21 19 37 98 121 0 299
　　　その他の定期預金 105,309 15,340 7,059 3,954 4,261 341 136,266
注）積立定期預金を含みません。

(16) 財形貯蓄残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
財形貯蓄残高 13,732 13,634

■貸出

(17) 貸出金の科目別残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

手形貸付 平均残高 6,307 26,611 32,919 5,527 30,210 35,738
期末残高 5,819 24,959 30,778 5,549 22,076 27,625

証書貸付 平均残高 384,850 175,315 560,166 370,508 197,497 568,005
期末残高 378,086 193,379 571,465 365,080 206,783 571,863

当座貸越 平均残高 94,762 458 95,221 94,526 774 95,300
期末残高 99,439 4,700 104,140 94,388 7,828 102,216

割引手形 平均残高 1,508 618 2,127 1,319 686 2,005
期末残高 1,625 727 2,353 1,402 635 2,038

合計 平均残高 487,429 203,004 690,434 471,881 229,169 701,051
期末残高 484,971 223,766 708,738 466,420 237,323 703,743

注）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

(18) 貸出金の残存期間別残高 (単位：億円)

平成26年度

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下 7年超 期間の定め

のないもの 合計

貸出金 288,057 146,383 109,032 49,531 109,148 6,585 708,738
　うち変動金利 ／ 117,609 88,187 40,231 85,643 6,585 ／
　　　固定金利 ／ 28,773 20,844 9,300 23,505 ― ／
注）残存期間1年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしていません。

(単位：億円)
平成27年度

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下 7年超 期間の定め

のないもの 合計

貸出金 267,000 154,102 112,423 47,692 115,438 7,087 703,743
　うち変動金利 ／ 120,440 94,247 37,926 92,914 7,087 ／
　　　固定金利 ／ 33,662 18,176 9,765 22,523 ― ／
注）残存期間1年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしていません。
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(19) 貸出金の担保別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
有価証券 4,954 4,743
債権 6,458 5,036
商品 17 77
不動産 45,310 48,047
その他 4,917 4,254
計 61,658 62,158
保証 208,691 199,237
信用 438,388 442,347
合計 708,738 703,743

(20) 債務の保証(支払承諾)残高 (単位：口、億円)

平成26年度 平成27年度
手形引受 口数 777 862

金額 708 616
信用状 口数 10,495 9,767

金額 9,848 9,068
保証 口数 24,897 26,410

金額 51,380 43,287
合計 口数 36,169 37,039

金額 61,937 52,972

(21) 支払承諾見返の担保別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
有価証券 48 54
債権 1,205 971
商品 ― ―
不動産 340 331
その他 12 15
計 1,607 1,373
保証 4,396 3,292
信用 55,933 48,306
合計 61,937 52,972

(22) 貸出金の使途別残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金 708,738 703,743
(％) (100.0) (100.0)
設備資金 223,550 226,667
(％) (31.5) (32.2)
運転資金 485,188 477,075
(％) (68.5) (67.8)

(23) 中小企業等に対する貸出金残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
総貸出金残高(A) 524,204 511,590
中小企業等貸出金残高(B) 305,123 306,570

(B) ×100(A) 58.2％ 59.9%

注）1. 海外店分及び特別国際金融取引勘定分は含まれていません。
2. 中小企業等とは、資本金3億円(ただし、卸売業は1億円、小売業、飲食業、物品賃貸業等は5千万円)以下の会社又は常用する従業員が300人(ただし、卸売業、物品賃貸業等は100人、小

売業、飲食業は50人)以下の会社及び個人です。
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(24) 消費者ローン残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
消費者ローン 116,626 112,325

住宅ローン 106,528 102,717
　うち居住用住宅ローン 101,328 98,272
その他のローン 10,097 9,608

注）その他のローンは、教育ローン･パーソナルローンなどです。

■証券

(25) 有価証券の種類別残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

有価証券残高 平均残高 302,432 116,978 419,411 244,271 122,359 366,631
(％) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)
期末残高 281,905 130,451 412,357 257,735 121,295 379,031
(％) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

国債 平均残高 246,088 ― 246,088 188,824 ― 188,824
(％) (81.4) ― (58.7) (77.3) ― (51.5)
期末残高 206,985 ― 206,985 189,109 ― 189,109
(％) (73.4) ― (50.2) (73.4) ― (49.9)

地方債 平均残高 2,394 ― 2,394 2,236 ― 2,236
(％) (0.8) ― (0.6) (0.9) ― (0.6)
期末残高 2,348 ― 2,348 2,375 ― 2,375
(％) (0.8) ― (0.6) (0.9) ― (0.6)

短期社債 平均残高 ― ― ― ― ― ―
(％) ― ― ― ― ― ―
期末残高 ― ― ― ― ― ―
(％) ― ― ― ― ― ―

社債 平均残高 24,887 32 24,919 24,636 19 24,656
(％) (8.2) (0.1) (5.9) (10.1) (0.1) (6.7)
期末残高 24,275 22 24,298 25,272 13 25,285
(％) (8.6) (0.1) (5.9) (9.8) (0.1) (6.7)

株式 平均残高 23,763 ― 23,763 23,256 ― 23,256
(％) (7.9) ― (5.7) (9.5) ― (6.4)
期末残高 42,436 ― 42,436 36,727 ― 36,727
(％) (15.1) ― (10.3) (14.3) ― (9.7)

その他の証券 平均残高 5,298 116,945 122,244 5,317 122,340 127,658
(％) (1.7) (99.9) (29.1) (2.2) (99.9) (34.8)
　うち外国債券 ― 94,109 94,109 ― 100,098 100,098
　　　外国株式 ― 5,991 5,991 ― 6,008 6,008
期末残高 5,859 130,428 136,288 4,250 121,282 125,533
(％) (2.1) (99.9) (33.0) (1.6) (99.9) (33.1)
　うち外国債券 ― 106,776 106,776 ― 100,584 100,584
　　　外国株式 ― 6,560 6,560 ― 6,375 6,375

注）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。
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(26) 有価証券の残存期間別残高 (単位：億円)

平成26年度

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合計

国債 35,789 94,581 57,876 3,374 14,764 ― ― 206,384
地方債 356 607 421 137 777 7 ― 2,307
短期社債 ― ― ― ― ― ― ― ―
社債 3,896 6,594 3,964 1,222 540 7,751 ― 23,970
株式 ― ― ― ― ― ― 42,436 42,436
その他の証券 23,220 9,189 25,372 10,672 10,413 26,693 26,999 132,560
　うち外国債券 23,175 8,085 24,762 10,253 10,327 26,660 ― 103,264
　　　外国株式 ― ― ― ― ― ― 6,560 6,560

(単位：億円)

平成27年度

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合計

国債 28,127 114,183 26,419 1,600 17,342 ― ― 187,671
地方債 198 730 197 437 737 6 ― 2,308
短期社債 ― ― ― ― ― ― ― ―
社債 3,222 7,231 3,845 1,169 1,254 8,046 ― 24,770
株式 ― ― ― ― ― ― 36,727 36,727
その他の証券 26,102 9,384 16,512 15,073 9,440 23,593 22,752 122,860
　うち外国債券 25,671 8,856 15,799 15,026 9,327 23,231 ― 97,911
　　　外国株式 ― ― ― ― ― ― 6,375 6,375

(27) 商品有価証券の種類別残高(平均残高) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
商品国債 2,994 2,892
商品地方債 12 12
商品政府保証債 1 1
その他の商品有価証券 ― ―
合計 3,008 2,905

(28) 公共債引受額(公募分) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
地方債 5,235 5,147
政府保証債 2,241 1,505
合計 7,476 6,652
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(29) 公共債受託実績(公募分) (単位：口、億円)

平成26年度 平成27年度
口数 金額 口数 金額

地方債 126 33,098 121 32,243
政府保証債 30 20,057 32 14,436
財投機関債等 52 8,980 51 8,920
注）財投機関債等には、成田国際空港株式会社債、東日本高速道路株式会社債、西日本高速道路株式会社債、首都高速道路株式会社債、阪神高速道路株式会社債を含みます。

(30) 事業債受託実績(公募分) (単位：口、億円)

平成26年度 平成27年度
口数 金額 口数 金額

受託実績 147 23,015 133 17,460
注）受託実績にはFA債を含みます。

■諸比率

(31) 利益率 (単位：％)

平成26年度 平成27年度
ROA 総資産業務純利益率 0.4 0.3

総資産経常利益率 0.4 0.4
総資産当期純利益率 0.2 0.3

ROE 自己資本業務純利益率 9.7 8.6
自己資本経常利益率 10.1 9.6
自己資本当期純利益率 6.2 6.6

注）1. 総資産業務純(経常、当期純)利益率＝
業務純(経常、当期純)利益

×100
(総資産期首残高＋総資産期末残高)÷2

2. 自己資本業務純(経常、当期純)利益率＝
業務純(経常、当期純)利益－普通株主に帰属しない金額(※)

×100
{(期首株主資本及び評価･換算差額等－期首発行済優先株式数×発行価額)＋(期末株主資本及び評価･換算差額等－期末発行済優先株式数×発行価額)}÷2

(※)剰余金の配当による優先配当額等
3. 業務純利益は一般貸倒引当金純繰入前です。

(32) 利鞘 (単位：％)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

資金運用利回り 0.69 1.39 0.92 0.64 1.25 0.84
資金調達原価 0.77 0.95 0.84 0.73 1.02 0.84
総資金利鞘 △0.07 0.43 0.08 △0.09 0.23 0.00
注）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引です。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

(33) 貸出金の預金･債券に対する比率(預貸率) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

貸出金 （A） 484,971 223,766 708,738 466,420 237,323 703,743
預金･債券 （B） 836,637 246,946 1,083,584 866,469 247,271 1,113,741
比率 （A／B） 57.96％ 90.61％ 65.40％ 53.82％ 95.97％ 63.18％

期中平均 59.67％ 88.44％ 65.98％ 55.29％ 91.69％ 63.54％
注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引です。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。
2. 預金には、譲渡性預金を含んでいます。
3. 債券には、債券募集金を含んでいません。
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(34) 有価証券の預金･債券に対する比率(預証率) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

有価証券 （A） 281,905 130,451 412,357 257,735 121,295 379,031
預金･債券 （B） 836,637 246,946 1,083,584 866,469 247,271 1,113,741
比率 （A／B） 33.69％ 52.82％ 38.05％ 29.74％ 49.05％ 34.03％

期中平均 37.02％ 50.96％ 40.08％ 28.62％ 48.95％ 33.23％
注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引です。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。
2. 預金には、譲渡性預金を含んでいます。
3. 債券には、債券募集金を含んでいません。

■為替

(35) 内国為替取扱高 (単位：千口、億円)

平成26年度 平成27年度
口数 金額 口数 金額

送金為替 仕向 317,062 12,443,509 322,043 12,545,928
被仕向 235,635 13,541,031 238,361 13,712,559

代金取立 仕向 2,754 72,451 2,603 66,135
被仕向 2,048 81,401 1,851 63,646

(36) 外国為替取扱高 (単位：億米ドル)

平成26年度 平成27年度
仕向為替 売渡為替 19,478 18,909

買入為替 571 502
被仕向為替 支払為替 21,945 20,785

取立為替 633 369
合計 42,628 40,566

■店舗･従業員等

(37) 店舗の状況 (単位：店)

平成26年度 平成27年度
国内本支店 419 419
海外支店 24 25
注）1. 国内本支店には出張所(平成26年度40、平成27年度41)、インストアブランチ2、振込専用支店(平成26年度41、平成27年度46)、口座振替専用支店2、ATM統括支店1、インター

ネット支店1、確定拠出年金支店1を含みません。
2. 海外支店には出張所(平成26年度14、平成27年度17)、駐在員事務所(平成26年度7、平成27年度6)を含みません。
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(38) 自動機器設置台数 (単位：台)

平成26年度 平成27年度
ATM 5,628 5,654

(39) 従業員の状況
平成26年度 平成27年度

従業員数 26,561人 27,355人
平均年齢 37.8歳 37.8歳
平均勤続年数 14.5年 14.4年
平均年間給与 7,380千円 7,578千円
注）1. 従業員数は、行外への出向者を除き、行外から受け入れた出向者を含んでいます。また、海外の現地採用者を含み、執行役員、嘱託及び臨時従業員を含んでいません。

2. 平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与は、出向者及び海外の現地採用者を除いて算出しています。
3. 平均勤続年数は、株式会社みずほフィナンシャルグループ、株式会社みずほ銀行、みずほ証券株式会社、みずほ信託銀行株式会社、みずほ情報総研株式会社の間で転籍異動した者について

は、転籍元会社での勤続年数を通算しています。
4. 平均年間給与は、3月末の当行従業員に対して支給された年間の給与、賞与及び基準外賃金(株式会社みずほフィナンシャルグループ、みずほ信託銀行株式会社、みずほ情報総研株式会社か

らの転籍転入者については、転籍元会社で支給されたものを含む。)を合計したものです。

平成26年度 平成27年度
執行役員 65人 66人
嘱託･臨時従業員 10,829人 10,933人
注）執行役員は、取締役兼務者を含みません。

■資本

(40) 資本金の推移 (単位：百万円)

年月日 増資額 増資後資本金 摘要
(平成14年4月1日 710,000 発足時資本金)
平成15年3月29日 360,965 1,070,965 第三者割当増資
平成21年6月30日 69,750 1,140,715 株主割当増資
平成21年8月31日 250,850 1,391,565 株主割当増資
平成21年9月29日 12,500 1,404,065 株主割当増資

(41) 大株主の状況(平成28年3月31日現在)

(普通株式) (単位：株)

順位 株主名 所有株式数 所有株式数の割合(％)
1 株式会社みずほフィナンシャルグループ 16,151,573 100.0

(第二回第四種優先株式) (単位：株)

順位 株主名 所有株式数 所有株式数の割合(％)
1 株式会社みずほフィナンシャルグループ 1 100.0

(第八回第八種優先株式) (単位：株)

順位 株主名 所有株式数 所有株式数の割合(％)
1 株式会社みずほフィナンシャルグループ 1 100.0

(第十一回第十三種優先株式) (単位：株)

順位 株主名 所有株式数 所有株式数の割合(％)
1 株式会社みずほフィナンシャルグループ 1 100.0

注）自己株式として所有しています第二回第四種優先株式64,499株、第八回第八種優先株式85,499株及び第十一回第十三種優先株式3,609,649株は、上記大株主からは除外しています。ま
た、上記の所有株式数の割合については、これらの自己株式を除外して算定しています。
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みずほ信託銀行の業績と財務の状況

304 経営指標
直近の連結会計年度における主要な業務の状況を示す指標
直近の事業年度における主要な業務の状況を示す指標(単体)

306 連結決算データファイル
306 連結財務諸表等

(1)連結貸借対照表
(2)連結損益計算書及び連結包括利益計算書
(3)連結株主資本等変動計算書
(4)連結キャッシュ･フロー計算書
○注記事項(平成27年度)

319 セグメント情報等
(5)セグメント情報

322 単体決算データファイル
322 財務諸表等

(1)貸借対照表
(2)損益計算書
(3)株主資本等変動計算書
○注記事項(平成27年度)

329 時価情報
(4)有価証券及び金銭の信託の時価等
○有価証券
○金銭の信託
○その他有価証券評価差額金
(5)デリバティブ取引の時価等
○ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
○ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

336 損益
(6)国内業務部門･国際業務部門別収支(業務粗利益)の内訳
(7)資金運用･調達勘定の平均残高、利息、利回り
(8)受取･支払利息の分析
(9)役務取引等利益の内訳
(10)特定取引利益の内訳
(11)その他業務利益の内訳
(12)経費の内訳
(13)信託財産残高表
(14)金銭信託等の受入残高
(15)金銭信託等の運用残高
(16)元本補塡契約のある信託

341 預金等
(17)総資金量の推移
(18)預金の種類別残高
(19)預金者別預金残高(国内店)
(20)定期預金の残存期間別残高
(21)財形貯蓄残高
(22)信託期間別元本残高

343 貸出
(23)貸出金の科目別残高(銀行勘定･信託勘定)
(24)貸出金の残存期間別残高(銀行勘定)
(25)貸出金の担保別内訳(銀行勘定･信託勘定)
(26)貸出金の契約期間別残高(信託勘定)
(27)債務の保証(支払承諾)残高
(28)支払承諾見返の担保別内訳
(29)貸出金の使途別残高(銀行勘定･信託勘定)
(30)中小企業等に対する貸出金残高(銀行勘定･信託勘定)
(31)消費者ローン残高(銀行勘定･信託勘定)

346 証券
(32)有価証券の種類別残高(銀行勘定･信託勘定)
(33)有価証券の残存期間別残高(銀行勘定)
(34)商品有価証券の種類別残高(平均残高)(銀行勘定)

348 諸比率
(35)利益率
(36)利鞘
(37)貸出金の預金に対する比率(預貸率)(銀行勘定)
(38)有価証券の預金に対する比率(預証率)(銀行勘定)

349 為替
(39)内国為替取扱高
(40)外国為替取扱高

349 店舗･従業員等
(41)店舗の状況
(42)従業員の状況

350 資本
(43)資本金の推移
(44)大株主の状況
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■直近の連結会計年度における主要な業務の状況を示す指標
(単位：億円)

科目 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
連結経常収益 2,024 1,987 2,301 2,308 2,348

うち連結信託報酬 484 477 514 519 533
連結経常利益 388 358 750 723 642
親会社株主に帰属する当期純利益(注１) 323 252 541 585 408
連結包括利益 370 652 604 1,449 △36
連結純資産額 3,590 4,243 4,620 5,803 5,473
連結総資産額 65,683 66,402 66,508 69,107 73,832
有価証券残高 21,112 18,135 18,228 18,814 14,594
貸出金残高 32,693 37,183 31,286 30,610 34,884
預金残高(含む譲渡性預金) 32,204 31,348 32,568 33,460 35,349
連結ベースの1株当たり純資産額(注2) 45.09円 53.26円 57.91円 72.70円 68.40円
連結ベースの1株当たり当期純利益金額(注2) 6.07円 3.19円 6.84円 7.39円 5.16円
連結ベースの潜在株式調整後
1株当たり当期純利益金額(注2)(注3) 4.09円 ―円 ―円 ―円 ―円

連結自己資本比率(国際統一基準)(注4) 18.26% ／ ／ ／ ／
連結総自己資本比率(国際統一基準)(注4) ／ 17.21% 17.80% 19.21% 19.52%
連結Tier1比率(国際統一基準)(注4) ／ 13.24% 14.76% 16.68% 18.21%
連結普通株式等Tier1比率(国際統一基準)(注4) ／ 13.24% 14.76% 16.67% 18.21%
連結自己資本利益率 13.31% 6.49% 12.31% 11.32% 7.32%
営業活動によるキャッシュ･フロー 672 △3,924 8,266 4,584 △384
投資活動によるキャッシュ･フロー △544 3,935 580 829 3,377
財務活動によるキャッシュ･フロー △72 △98 △298 △464 △814
現金及び現金同等物の期末残高 920 865 9,470 14,463 16,642
従業員数(注5) 4,660人 4,662人 4,638人 4,684人 4,879人
信託財産額(注6) 512,923 499,927 539,189 569,805 601,140
注) 1. ｢企業結合に関する会計基準｣(企業会計基準第21号 平成25年９月13日)等を適用し、当連結会計年度より、｢連結当期純利益｣を｢親会社株主に帰属する当期純利益｣としています。

2. 連結ベースの｢1株当たり純資産額｣、｢1株当たり当期純利益金額｣及び｢潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額｣の算定に当たっては、｢1株当たり当期純利益に関する会計基準｣(企業会
計基準第2号 平成25年９月13日)及び｢1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第4号 平成25年９月13日)を適用しています。

3. 連結ベースの｢潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額｣については、平成24年度、平成25年度、平成26年度及び平成27年度は潜在株式を有しないため、記載していません。
4. 連結自己資本比率、連結総自己資本比率、連結Tier1比率及び連結普通株式等Tier1比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出

しています。なお、当行は平成24年度より新規制を適用しています。
5. 従業員数は、連結会社各社において、それぞれ社外への出向者を除き、社外から受け入れた出向者を含んでいます。また、海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員を含んでいませ

ん。
6. 信託財産額は、｢金融機関の信託業務の兼営等に関する法律｣に基づく信託業務に係る信託財産額を記載しています。なお、連結会社のうち該当する信託業務を営む会社は当行のみです。
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■直近の事業年度における主要な業務の状況を示す指標(単体)
(単位：億円)

科目 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
経常収益 1,749 1,700 1,929 1,927 1,942

うち信託報酬 484 477 514 519 533
実質業務純益 490 492 496 596 579
業務純益 515 492 496 596 579
経常利益 360 348 706 681 588
当期純利益 307 258 522 572 404
資本金 2,473 2,473 2,473 2,473 2,473
(発行済株式総数)

(普通株式 )第一回第一種優先株式
第二回第三種優先株式 (7,914,784千株)155,717千株

800,000千株 (7,914,784千株)155,717千株
800,000千株 (7,914,784千株)155,717千株

800,000千株 (7,914,784千株)155,717千株
800,000千株 (7,914,784千株)155,717千株

800,000千株
純資産額 3,575 4,218 4,645 5,661 5,412
総資産額 64,423 65,226 65,342 67,508 72,390
有価証券残高 21,140 18,290 18,375 18,871 14,921
貸出金残高 32,789 37,261 31,378 30,684 34,963
預金残高(含む譲渡性預金) 31,053 30,368 31,512 32,168 34,093
1株当たり配当額

普通株式 ―円 1.60円 3.43円 3.70円 2.59円
第一回第一種優先株式 ―円 ―円 ―円 ―円 ―円
第二回第三種優先株式 ―円 ―円 ―円 ―円 ―円

1株当たり純資産額(注1) 45.17円 53.30円 58.69円 71.53円 68.37円
1株当たり当期純利益金額(注1) 5.78円 3.27円 6.60円 7.23円 5.10円
潜在株式調整後
1株当たり当期純利益金額(注1)(注2) 3.88円 ―円 ―円 ―円 ―円

単体自己資本比率(国際統一基準)(注3) 18.42% ／ ／ ／ ／
単体総自己資本比率(国際統一基準)(注3) ／ 17.43% 17.79% 19.33% 19.80%
単体Tier1比率(国際統一基準)(注3) ／ 13.45% 14.76% 16.79% 18.52%
単体普通株式等Tier1比率(国際統一基準)(注3) ／ 13.45% 14.76% 16.79% 18.52%
自己資本利益率 12.5% 6.6% 11.7% 11.1% 7.3%
配当性向(注4) ―％ 48.90% 51.91% 51.15% 50.69%
従業員数(注5) 3,175人 3,117人 3,098人 3,152人 3,240人
信託財産額 512,923 499,927 539,189 569,805 601,140
信託勘定貸出金残高 8,090 9,835 10,204 9,851 8,809
信託勘定有価証券残高 9,137 9,515 10,306 11,341 10,201
注）1. ｢1株当たり純資産額｣、｢1株当たり当期純利益金額｣及び｢潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額｣の算定に当たっては、｢1株当たり当期純利益に関する会計基準｣(企業会計基準第2号 平

成25年９月13日)及び｢1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第4号 平成25年９月13日)を適用しています。
2. ｢潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額｣については、平成24年度、平成25年度、平成26年度及び平成27年度は潜在株式を有しないため、記載していません。
3. 単体自己資本比率、単体総自己資本比率、単体Tier1比率及び単体普通株式等Tier1比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出

しています。なお、当行は平成24年度より新規制を適用しています。
4. 配当性向については、平成23年度は配当を見送ったため記載していません。
5. 従業員数は、行外への出向者を除き、行外から受け入れた出向者を含んでいます。また、執行役員、嘱託及び臨時従業員を含んでいません。
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■連結財務諸表等
　当行の銀行法第20条第2項により作成した書面については、会社法第396条第1項により、新日本有限責任監査法人の監査を受けています。
また、当行の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ･フロー計算書は、金融商品
取引法第193条の2第1項の規定に基づき、新日本有限責任監査法人の監査証明を受けています。

(1) 連結貸借対照表 (単位：百万円)

科目 平成26年度
(平成27年3月31日現在)

平成27年度
(平成28年3月31日現在)

(資産の部)
現金預け金 1,601,744 1,817,013
コールローン及び買入手形 6,852 5,520
債券貸借取引支払保証金 ─ 215,970
買入金銭債権 48,713 13,358
特定取引資産 67,185 127,305
金銭の信託 3,415 2,578
有価証券 1,881,404 1,459,466
貸出金 3,061,098 3,488,453
外国為替 7,088 3,675
その他資産 94,857 97,126
有形固定資産 30,841 28,943

建物 12,120 11,945
土地 12,268 12,268
リース資産 808 687
建設仮勘定 ─ 100
その他の有形固定資産 5,644 3,941

無形固定資産 23,893 45,799
ソフトウエア 15,092 15,164
のれん ─ 16,264
リース資産 27 23
その他の無形固定資産 8,773 14,347

退職給付に係る資産 49,463 40,197
繰延税金資産 652 1,021
支払承諾見返 41,880 43,794
貸倒引当金 △8,340 △6,985
投資損失引当金 △1 ─

資産の部合計 6,910,750 7,383,239

(単位：百万円)

科目 平成26年度
(平成27年3月31日現在)

平成27年度
(平成28年3月31日現在)

(負債の部)
預金 2,770,416 3,185,886
譲渡性預金 575,610 349,070
コールマネー及び売渡手形 1,072,860 1,162,877
売現先勘定 12,022 67,602
債券貸借取引受入担保金 436,750 420,713
特定取引負債 63,242 121,483
借用金 221,967 366,955
外国為替 ─ 0
社債 42,200 10,000
信託勘定借 1,008,363 1,019,554
その他負債 55,137 69,674
賞与引当金 2,822 3,175
変動報酬引当金 ─ 401
退職給付に係る負債 726 955
役員退職慰労引当金 303 343
睡眠預金払戻損失引当金 1,079 1,113
繰延税金負債 25,063 12,296
支払承諾 41,880 43,794
負債の部合計 6,330,445 6,835,898
(純資産の部)
資本金 247,369 247,369
資本剰余金 15,505 15,597
利益剰余金 173,912 185,425
株主資本合計 436,787 448,393
その他有価証券評価差額金 136,337 97,710
繰延ヘッジ損益 △1,676 501
為替換算調整勘定 2,169 2,044
退職給付に係る調整累計額 1,844 △7,262
その他の包括利益累計額合計 138,674 92,992
非支配株主持分 4,842 5,954
純資産の部合計 580,304 547,340
負債及び純資産の部合計 6,910,750 7,383,239
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(2) 連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書 (単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

経常収益 230,814 234,823
信託報酬 51,947 53,324
資金運用収益 49,979 47,461

貸出金利息 30,426 28,417
有価証券利息配当金 17,054 16,718
コールローン利息及び買入手形利息 77 55
債券貸借取引受入利息 ─ 2
預け金利息 1,816 2,124
その他の受入利息 604 143

役務取引等収益 81,855 84,892
特定取引収益 2,494 1,347
その他業務収益 18,144 25,323
その他経常収益 26,393 22,473

貸倒引当金戻入益 6,187 1,320
償却債権取立益 190 230
その他の経常収益 20,015 20,921

経常費用 158,458 170,614
資金調達費用 10,494 11,408

預金利息 1,852 2,336
譲渡性預金利息 785 430
コールマネー利息及び売渡手形利息 1,292 1,550
売現先利息 75 519
債券貸借取引支払利息 680 782
借用金利息 665 820
社債利息 980 657
その他の支払利息 4,162 4,311

役務取引等費用 25,292 26,027
その他業務費用 6,584 8,158
営業経費 98,550 101,296
その他経常費用 17,537 23,723

経常利益 72,355 64,208
特別利益 4 999

固定資産処分益 4 999
特別損失 236 289

固定資産処分損 177 289
減損損失 59 ─

税金等調整前当期純利益 72,123 64,918
法人税、住民税及び事業税 7,336 18,099
法人税等調整額 5,287 4,537
法人税等合計 12,624 22,636
当期純利益 59,499 42,281
非支配株主に帰属する当期純利益 938 1,391
親会社株主に帰属する当期純利益 58,560 40,890

連結包括利益計算書 (単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

当期純利益 59,499 42,281
その他の包括利益 85,474 △45,956

その他有価証券評価差額金 68,620 △38,650
繰延ヘッジ損益 2,623 2,177
為替換算調整勘定 1,948 △125
退職給付に係る調整額 12,281 △9,358

包括利益 144,973 △3,674
(内訳)

親会社株主に係る包括利益 143,822 △4,791
非支配株主に係る包括利益 1,151 1,116
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(3) 連結株主資本等変動計算書 (単位：百万円)

科目

平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

株主資本
資本金 資本

剰余金
利益

剰余金
株主資本

合計

当期首残高 247,369 15,505 142,057 404,932
会計方針の変更による
累積的影響額 442 442

会計方針の変更を反映した
当期首残高 247,369 15,505 142,499 405,374

当期変動額
剰余金の配当 △27,147 △27,147
親会社株主に帰属する
当期純利益 58,560 58,560

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 ─ ─ 31,413 31,413
当期末残高 247,369 15,505 173,912 436,787

(単位：百万円)

科目

平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

その他の包括利益累計額 非支配株主
持分

純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整

累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 67,816 △4,300 220 △10,324 53,412 3,731 462,076

会計方針の変更による
累積的影響額 △35 406

会計方針の変更を反映した
当期首残高 67,816 △4,300 220 △10,324 53,412 3,695 462,483

当期変動額
剰余金の配当 △27,147
親会社株主に帰属する
当期純利益 58,560

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 68,520 2,623 1,948 12,168 85,261 1,147 86,408

当期変動額合計 68,520 2,623 1,948 12,168 85,261 1,147 117,821
当期末残高 136,337 △1,676 2,169 1,844 138,674 4,842 580,304
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(単位：百万円)

科目

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

株主資本
資本金 資本

剰余金
利益

剰余金
株主資本

合計

当期首残高 247,369 15,505 173,912 436,787
会計方針の変更による
累積的影響額 92 △92 ─

会計方針の変更を反映した
当期首残高 247,369 15,597 173,819 436,787

当期変動額
剰余金の配当 △29,284 △29,284
親会社株主に帰属する
当期純利益 40,890 40,890

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 ─ ─ 11,605 11,605
当期末残高 247,369 15,597 185,425 448,393

(単位：百万円)

科目

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

その他の包括利益累計額 非支配株主
持分

純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整

累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 136,337 △1,676 2,169 1,844 138,674 4,842 580,304

会計方針の変更による
累積的影響額 ─

会計方針の変更を反映した
当期首残高 136,337 △1,676 2,169 1,844 138,674 4,842 580,304

当期変動額
剰余金の配当 △29,284
親会社株主に帰属する
当期純利益 40,890

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △38,626 2,177 △125 △9,107 △45,681 1,111 △44,569

当期変動額合計 △38,626 2,177 △125 △9,107 △45,681 1,111 △32,963
当期末残高 97,710 501 2,044 △7,262 92,992 5,954 547,340
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(4) 連結キャッシュ･フロー計算書 (単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ･フロー
税金等調整前当期純利益 72,123 64,918
減価償却費 8,979 8,603
減損損失 59 ─
のれん償却額 ─ 205
持分法による投資損益(△は益) △31 5
貸倒引当金の増減(△) △6,220 △1,355
投資損失引当金の増減額(△は減少) △10 △1
賞与引当金の増減額(△は減少) △122 264
変動報酬引当金の増減額(△は減少) ─ 401
退職給付に係る資産の増減額(△は増加) △2,412 △4,322
退職給付に係る負債の増減額(△は減少) 127 135
役員退職慰労引当金の増減額(△は減少) △18 40
睡眠預金払戻損失引当金の増減(△) △64 33
資金運用収益 △49,979 △47,461
資金調達費用 10,494 11,408
有価証券関係損益(△) △18,959 △17,992
金銭の信託の運用損益(△は運用益) △136 △164
為替差損益(△は益) △29,162 15,784
固定資産処分損益(△は益) 172 △709
特定取引資産の純増(△)減 △6,267 △60,119
特定取引負債の純増減(△) 1,922 58,241
貸出金の純増(△)減 67,515 △427,354
預金の純増減(△) 449,815 415,457
譲渡性預金の純増減(△) △379,420 △226,540
借用金(劣後特約付借入金を除く)の純増減(△) 53,405 164,987
預け金(中央銀行預け金を除く)の純増(△)減 65,611 4,127
コールローン等の純増(△)減 204,083 36,686
債券貸借取引支払保証金の純増(△)減 ─ △215,970
コールマネー等の純増減(△) 78,545 145,597
債券貸借取引受入担保金の純増減(△) △10,196 △16,036
外国為替(資産)の純増(△)減 △5,508 3,412
外国為替(負債)の純増減(△) △8 0
信託勘定借の純増減(△) △76,574 11,191
資金運用による収入 50,360 50,407
資金調達による支出 △11,750 △11,854
その他 13,319 1,922
小計 479,692 △36,051
法人税等の支払額又は還付額（△は
支払） △21,225 △2,394
営業活動によるキャッシュ･フロー 458,467 △38,446

(右上へ続く)

(単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

投資活動によるキャッシュ･フロー
有価証券の取得による支出 △3,667,926 △4,923,095
有価証券の売却による収入 3,715,578 4,199,402
有価証券の償還による収入 44,713 1,097,549
金銭の信託の増加による支出 △3,100 △1,100
金銭の信託の減少による収入 1,200 1,952
有形固定資産の取得による支出 △2,369 △1,815
無形固定資産の取得による支出 △17,940 △20,102
有形固定資産の売却による収入 103 2,564
無形固定資産の売却による収入 12,701 6,874
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 ─ △24,432
投資活動によるキャッシュ･フロー 82,960 337,798

財務活動によるキャッシュ･フロー
劣後特約付借入金の返済による支出 ─ △20,000
劣後特約付社債の償還による支出 △19,300 △32,200
配当金の支払額 △27,147 △29,284
非支配株主への配当金の支払額 △4 △4
財務活動によるキャッシュ･フロー △46,452 △81,489

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,370 3
現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 499,347 217,866
現金及び現金同等物の期首残高 947,014 1,446,362
現金及び現金同等物の期末残高 1,446,362 1,664,228
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○注記事項(平成27年度)

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
1．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社 13社
　主要な連結子会社名は、170～180ページの｢グループの子会
社･関連会社｣をご参照ください。
(連結の範囲の変更)
　株式会社シンプレクス･インベストメント･アドバイザーズ他2
社は株式の取得により、当連結会計年度から連結の範囲に含めて
おります。

(2) 非連結子会社
　該当ありません。

2．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の非連結子会社

　該当ありません。
(2) 持分法適用の関連会社 2社

日本ペンション･オペレーション･サービス株式会社
日本株主データサービス株式会社

(3) 持分法非適用の非連結子会社
　該当ありません。

(4) 持分法非適用の関連会社
　該当ありません。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項
(1) 連結子会社の決算日は次のとおりであります。

12月末日 3社
3月末日 10社

(2) 連結財務諸表の作成に当っては、それぞれの決算日の財務諸表に
より連結しております。
　連結決算日と上記の決算日との間に生じた重要な取引について
は、必要な調整を行っております。

4．会計方針に関する事項
(1) 特定取引資産･負債の評価基準及び収益･費用の計上基準

　金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に
係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目
的(以下｢特定取引目的｣という)の取引については、取引の約定時
点を基準とし、連結貸借対照表上｢特定取引資産｣及び｢特定取引負
債｣に計上するとともに、当該取引からの損益を連結損益計算書上
｢特定取引収益｣及び｢特定取引費用｣に計上しております。
　特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債
権等については連結決算日の時価により、スワップ･先物･オプショ
ン取引等の派生商品については連結決算日において決済したもの
とみなした額により行っております。
　また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会
計年度中の受払利息等に、有価証券及び金銭債権等については前
連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額
を、派生商品については前連結会計年度末と当連結会計年度末に
おけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法
　有価証券の評価は、その他有価証券については、原則として、
国内株式は連結決算期末月1ヵ月平均に基づいた市場価格等、そ
れ以外は連結決算日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は主
として移動平均法により算定)、ただし時価を把握することが極め
て困難と認められるものについては移動平均法による原価法によ
り行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、時価ヘッジの適
用により損益に反映させた額を除き、全部純資産直入法により処
理しております。

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引(特定取引目的の取引を除く)の評価は、時価
法により行っております。

(4) 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産(リース資産を除く)

　当行の有形固定資産は、建物については定額法(ただし、建
物附属設備については定率法)を採用し、その他については定
率法を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物：3年～50年
その他：2年～20年

　連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年
数に基づき、主として定率法により償却しております。

②無形固定資産(リース資産を除く)
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、
自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で
定める利用可能期間(主として5年)に基づいて償却しており
ます。

③リース資産
　所有権移転外ファイナンス･リース取引に係る｢有形固定資
産｣及び｢無形固定資産｣中のリース資産は、原則として自己所
有の固定資産に適用する方法と同一の方法で償却しておりま
す。

(5) 繰延資産の処理方法
　社債発行費は、発生時に全額費用として処理しております。

(6) 貸倒引当金の計上基準
　当行及び一部の連結子会社の貸倒引当金は、予め定めている償
却･引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者
(以下｢破綻先｣という)に係る債権及びそれと同等の状況にある債
務者(以下｢実質破綻先｣という)に係る債権については、以下のな
お書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を
計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後
経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者(以下｢破綻懸
念先｣という)に係る債権については、債権額から、担保の処分可
能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう
ち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上し
ております。
　破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が
一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受
取りに係るキャッシュ･フローを合理的に見積もることができる
債権については、当該キャッシュ･フローを貸出条件緩和実施前の
約定利子率等で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引
当金とする方法(キャッシュ･フロー見積法)により計上しており
ます。また、当該大口債務者のうち、将来キャッシュ･フローを合
理的に見積もることが困難な債務者に対する債権については、個
別的に算定した予想損失額を計上しております。
　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績
等から算出した予想損失率に基づき計上しております。特定海外
債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失
見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署
が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定
結果を監査しております。
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　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保･保証付債権等につい
ては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認め
られる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接
減額しており、当連結会計年度末におけるその金額は1,403百万
円であります。
　その他の連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去
の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特
定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額をそれぞれ計上しております。

(7) 賞与引当金の計上基準
　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員
に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額
を計上しております。

(8) 変動報酬引当金の計上基準
　当行の役員及び執行役員に対する報酬のうち変動報酬として支
給する業績給及び株式報酬の支払いに備えるため、当連結会計年
度の変動報酬に係る基準額に基づく支給見込額を計上しておりま
す。

(9)役員退職慰労引当金の計上基準
　役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員の退職により支給す
る退職慰労金に備えるため、内規に基づく支給見込額のうち、当
連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上してお
ります。

(10)睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金につい
て、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じ
て発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

(11)退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年
度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によ
っております。また、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発
生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(主として10
年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計
年度から損益処理しております。
　なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付
費用の計算に、退職給付に係る当期末自己都合要支給額を退職給
付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(12)外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　当行の外貨建資産･負債は、主として連結決算日の為替相場によ
る円換算額を付しております。
　連結子会社の外貨建資産･負債については、それぞれの決算日等
の為替相場により換算しております。

(13)重要なヘッジ会計の方法
(イ)金利リスク･ヘッジ

　当行の金融資産･負債から生じる金利リスクのヘッジ取引
に対するヘッジ会計の方法として、繰延ヘッジ又は時価ヘッ
ジを適用しております。
　小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて、｢銀
行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査
上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第
24号　平成14年2月13日。以下｢業種別監査委員会報告第
24号｣という)を適用しております。
　ヘッジ有効性の評価は、小口多数の金銭債権債務に対する
包括ヘッジについて以下のとおり行っております。
(ⅰ)相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象とな

る預金･貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引

等を一定の期間毎にグルーピングのうえ特定し有効性を
評価しております。

(ⅱ)キャッシュ･フローを固定するヘッジについては、ヘッジ
対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係を検証し有
効性を評価しております。

　個別ヘッジについてもヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動
又はキャッシュ･フロー変動を比較し、両者の変動額等を基礎
にして、ヘッジの有効性を評価しております。

(ロ)為替変動リスク･ヘッジ
　当行の外貨建金融資産･負債から生じる為替変動リスクに
対するヘッジ会計の方法は、｢銀行業における外貨建取引等の
会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計
士協会業種別監査委員会報告第25号　平成14年7月29
日。以下｢業種別監査委員会報告第25号｣という)に規定する
繰延ヘッジによっております。
　ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務
等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引
及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象であ
る外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジショ
ン相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効
性を評価しております。
　また、外貨建その他有価証券(債券以外)の為替変動リスク
をヘッジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券
の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで
取得原価以上の直先負債が存在していること等を条件に包括
ヘッジとして時価ヘッジを適用しております。

(ハ)連結会社間取引等
　デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそ
れ以外の勘定との間(又は内部部門間)の内部取引について
は、ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引及び通
貨スワップ取引等に対して、業種別監査委員会報告第24号及
び同第25号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可
能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を行っ
ているため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等
から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又は繰延処理
を行っております。

(14)のれんの償却方法及び償却期間
　のれんについては、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって
均等償却しております。なお、金額に重要性が乏しいのれんにつ
いては、発生年度に全額償却しております。

(15)連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲
　連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借
対照表上の｢現金預け金｣のうち現金及び中央銀行への預け金であ
ります。

(16)消費税等の会計処理
　当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理
は、主として税抜方式によっております。
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会計方針の変更
(｢企業結合に関する会計基準｣等の適用)
　｢企業結合に関する会計基準｣(企業会計基準第21号　平成25年9月13
日。以下｢企業結合会計基準｣という)、｢連結財務諸表に関する会計基準｣
(企業会計基準第22号　平成25年9月13日。以下｢連結会計基準｣とい
う)、及び｢事業分離等に関する会計基準｣(企業会計基準第7号　平成25年
9月13日。以下｢事業分離等会計基準｣という)等を当連結会計年度から適
用し、支配が継続している場合の子会社に対する当行の持分変動による差
額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会
計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計
年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定
による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連
結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の
表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行って
おります。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度について
は、連結財務諸表の組替えを行っております。
　当連結会計年度の連結キャッシュ･フロー計算書においては、連結範囲の
変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ･フローにつ

いては、｢財務活動によるキャッシュ･フロー｣に区分し、連結範囲の変動を
伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社
株式の取得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ･フローは、
｢営業活動によるキャッシュ･フロー｣の区分に記載しております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－2項
(3)、連結会計基準第44－5項(3)及び事業分離等会計基準第57－4項
(3)に定める経過的な取扱いに従っており、過去の期間のすべてに新たな
会計方針を遡及適用した場合の当連結会計年度の期首時点の累積的影響額
を資本剰余金及び利益剰余金に加減しております。
　この結果、当連結会計年度の期首において、資本剰余金が92百万円増
加するとともに、利益剰余金が92百万円減少しております。また、当連
結会計年度の経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ197百万
円減少しております。
　当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことによ
り、連結株主資本等変動計算書の資本剰余金の期首残高は92百万円増加
するとともに、利益剰余金の期首残高は92百万円減少しております。

未適用の会計基準等
｢繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針｣(企業会計基準適用指針第
26号　平成28年3月28日)
(1) 概要

　本適用指針は、主に日本公認会計士協会監査委員会報告第66号｢繰
延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い｣において定
められている繰延税金資産の回収可能性に関する指針について基本
的にその内容を引き継いだ上で、一部見直しが行われたものです。

(2) 適用予定日
　当行は、当該適用指針を平成28年4月1日に開始する連結会計年度
の期首から適用する予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響
　当該適用指針の適用による影響は、評価中であります。

連結貸借対照表関係
1．関連会社の株式の総額は次のとおりであります。

3,150百万円
2．現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却

又は(再)担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券
で、(再)担保に差し入れている有価証券は次のとおりであります。

215,143百万円
3．貸出金のうち、破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおりでありま

す。
破綻先債権額 81百万円
延滞債権額 5,938百万円

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続
していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見
込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を
行った部分を除く。以下｢未収利息不計上貸出金｣という)のうち、法人
税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第1項第3号イからホまで
に掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であ
ります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権
及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を
猶予した貸出金以外の貸出金であります。

4．貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額はありません。
　なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払
日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権
に該当しないものであります。

5．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は次のとおりであります。
貸出条件緩和債権額 7,853百万円

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債

権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債
権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

6．破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和
債権額の合計額は次のとおりであります。

合計額 13,873百万円
　なお、上記3.から6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額で
あります。

7．手形割引は、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及
び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24
号　平成14年2月13日)に基づき金融取引として処理しておりま
す。これにより受け入れた商業手形は、売却又は(再)担保という方法
で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は次のと
おりであります。

127百万円
8．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産
有価証券 848,149百万円
貸出金 318,548百万円

計 1,166,697百万円
担保資産に対応する債務

預金 2,645百万円
売現先勘定 67,602百万円
債券貸借取引受入担保金 420,713百万円
借用金 366,955百万円

　上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保として、次の
ものを差し入れております。

有価証券 133,518百万円
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　また、その他資産には、先物取引差入証拠金、保証金及び金融商品
等差入担保金等が含まれておりますが、その金額は次のとおりであり
ます。

先物取引差入証拠金 2,505百万円
保証金 8,617百万円
金融商品等差入担保金等 27,654百万円

9．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客か
らの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件につい
て違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する
契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は次のとおりで
あります。

融資未実行残高 1,476,235百万円
うち原契約期間が1年以内のもの又は
任意の時期に無条件で取消可能なもの 1,167,936百万円

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ
るため、融資未実行残高そのものが必ずしも将来のキャッシュ･フロー
に影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融
情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、実行申
し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる
旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて

不動産･有価証券等の担保の提供を受けるほか、契約後も定期的に予め
定めている内部手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契
約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

10.有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであります。
減価償却累計額 34,109百万円

11.有形固定資産の圧縮記帳額は次のとおりであります。
圧縮記帳額 1,014百万円
(当該連結会計年度の圧縮記帳額) (─百万円)

12.社債は全額劣後特約付社債でありますが、その金額は次のとおりであ
ります。

劣後特約付社債 10,000百万円
13.元本補塡契約のある信託の元本金額は次のとおりであります。

金銭信託 713,268百万円

連結損益計算書関係
1．｢その他の経常収益｣には、次のものを含んでおります。

株式等売却益 9,691百万円
2．｢その他経常費用｣には、次のものを含んでおります。

株式等売却損 4,318百万円
株式等償却 1,585百万円
システム移行関連費用 1,503百万円

連結包括利益計算書関係
その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金
当期発生額 △35,212百万円
組替調整額 △18,007百万円

税効果調整前 △53,219百万円
税効果額 14,568百万円
その他有価証券評価差額金 △38,650百万円

繰延ヘッジ損益
当期発生額 2,991百万円
組替調整額 203百万円

税効果調整前 3,195百万円
税効果額 △1,017百万円
繰延ヘッジ損益 2,177百万円

為替換算調整勘定
当期発生額 1百万円
組替調整額 ─百万円

税効果調整前 1百万円
税効果額 △126百万円
為替換算調整勘定 △125百万円

退職給付に係る調整額
当期発生額 △14,927百万円
組替調整額 1,338百万円

税効果調整前 △13,588百万円
税効果額 4,230百万円
退職給付に係る調整額 △9,358百万円

その他の包括利益合計 △45,956百万円
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連結株主資本等変動計算書関係
1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する

事項

当連結会計年度
期首株式数

(千株)

当連結会計年度
増加株式数

(千株)

当連結会計年度
減少株式数

(千株)

当連結会計年度
末株式数

(千株)

摘要

発行済株式
普通株式 7,914,784 ─ ─ 7,914,784
第一回第一種優先株式 155,717 ─ ─ 155,717
第二回第三種優先株式 800,000 ─ ─ 800,000

合計 8,870,501 ─ ─ 8,870,501
自己株式

普通株式 ─ ─ ─ ─
第一回第一種優先株式 155,717 ─ ─ 155,717
第二回第三種優先株式 800,000 ─ ─ 800,000

合計 955,717 ─ ─ 955,717

2．配当に関する事項
(1) 当連結会計年度中の配当金支払額

(決議)
株式の種類 配当金の総額

(百万円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年
６月３日
臨時株主総会

普通株式 29,284 3.70 平成27年
3月31日

平成27年
6月3日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当
連結会計年度の末日後となるもの

(決議)
株式の種類 配当金の総額

(百万円)
配当の原資 1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成28年
５月12日
取締役会

普通株式 20,499 利益剰余金 2.59 平成28年
3月31日

平成28年
6月2日

連結キャッシュ･フロー計算書関係
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係

現金預け金勘定 1,817,013百万円
中央銀行預け金を除く預け金 △152,784百万円
現金及び現金同等物 1,664,228百万円

リース取引関係
1．ファイナンス･リース取引

所有権移転外ファイナンス･リース取引
(借手側)
①リース資産の内容
(ア)有形固定資産

　主として、什器･備品であります。
(イ)無形固定資産

　ソフトウエアであります。
②リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項｢4.会計方針
に関する事項｣の｢(4)固定資産の減価償却の方法｣に記載のとお
りであります。

2．オペレーティング･リース取引
オペレーティング･リース取引のうち解約不能のものに係る未経過
リース料
(借手側)
1年内 3,347百万円
1年超 4,130百万円
合計 7,478百万円
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退職給付関係
1．採用している退職給付制度の概要

(1) 当行は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度及び退職一
時金制度を設けているほか、確定拠出年金制度を設けておりま
す。

(2) 国内連結子会社の一部は、規約型企業年金制度、確定拠出年金制
度及び退職一時金制度を設けております。

(3) 当行は、企業年金基金制度及び退職一時金制度につきまして退職
給付信託を設定しております。

2．確定給付制度
(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

(単位：百万円)
退職給付債務の期首残高 141,249

勤務費用 4,030
利息費用 951
数理計算上の差異の発生額 13,575
退職給付の支払額 △6,743
その他 87

退職給付債務の期末残高 153,150
(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務及び退職給付費用の算定にあたり、簡便法

を採用しております。簡便法により算定した退職給付費用は、上表の｢勤務費
用｣に含めております。

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
(単位：百万円)

年金資産の期首残高 189,987
期待運用収益 3,837
数理計算上の差異の発生額 △1,352
事業主からの拠出額 5,459
退職給付の支払額 △5,684
その他 144

年金資産の期末残高 192,392

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上さ
れた退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表

(単位：百万円)
退職給付債務 153,150
年金資産 △192,392
連結貸借対照表に計上された
負債と資産の純額 △39,241

(単位：百万円)
退職給付に係る負債 955
退職給付に係る資産 △40,197
連結貸借対照表に計上された
負債と資産の純額 △39,241

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額
(単位：百万円)

勤務費用 3,886
利息費用 951
期待運用収益 △3,837
数理計算上の差異の費用処理額 1,338
その他 535
確定給付制度に係る退職給付費用 2,874
(注) 1. 企業年金基金に対する従業員拠出額は｢勤務費用｣より控除しております。

2. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、｢勤務費用｣に含めて
計上しております。

(5) 退職給付に係る調整額
　退職給付に係る調整額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は
次のとおりであります。

(単位：百万円)
数理計算上の差異 13,588

合計 13,588

(6) 退職給付に係る調整累計額
　退職給付に係る調整累計額に計上した項目(税効果控除前)の内
訳は次のとおりであります。

(単位：百万円)
未認識数理計算上の差異 10,422

合計 10,422

(7) 年金資産に関する事項
①年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりで

あります。

国内株式 47.21%
国内債券 21.96%
外国株式 12.61%
外国債券 5.38%
生命保険会社の一般勘定 5.30%
その他 7.54%

合計 100.00%
(注) 年金資産合計には、企業年金基金制度及び退職一時金制度に対して設定

した退職給付信託が50.75％含まれております。

②長期期待運用収益率の設定方法
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び
予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資
産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してお
ります。

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.01％～0.80％
長期期待運用収益率 主に1.74％～2.20％

3．確定拠出制度
　当行及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、128百万円で
あります。
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税効果会計関係
1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 2,411百万円
有価証券有税償却 13,266
退職給付に係る資産及び負債 13,208
繰越欠損金 420
その他有価証券評価差額金 384
その他 6,465

繰延税金資産小計 36,158
評価性引当額 △15,038
繰延税金資産合計 21,119
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △24,220
退職給付信託設定益 △4,562
その他 △3,610

繰延税金負債合計 △32,394
繰延税金資産(負債)の純額 △11,274百万円

2．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主な項目別の内訳

法定実効税率 33.0％
(調整)
評価性引当額の増減 △0.1
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.9
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.7
その他 2.0
税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.9％

3．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の
修正
　｢所得税法等の一部を改正する法律｣(平成28年法律第15号)及び
｢地方税法等の一部を改正する等の法律｣(平成28年法律第13号)が平
成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する
連結会計年度から法人税率等の引下げが行われることとなりました。
これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実
効税率は従来の32.2％から、平成28年４月１日に開始する連結会計
年度及び平成29年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込ま
れる一時差異等については30.8％に、平成30年４月１日に開始する
連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については30.6％
となります。この税率変更により、繰延税金負債は651百万円減少
し、その他有価証券評価差額金は1,253百万円増加し、繰延ヘッジ損
益は11百万円増加し、為替換算調整勘定は５百万円増加し、退職給付
に係る調整累計額は167百万円減少し、法人税等調整額は451百万円
増加しております。
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関連当事者情報
1．関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引
連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等

種類 会社等
の名称 所在地 資本金

(百万円)
事業

の内容
議決権等の
所有割合
(％)

関連当事者
との関係

取引
の内容

取引金額
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)

同一の
親会社を
持つ会社

株式会社
みずほ銀行

東京都
千代田区 1,404,065 銀行業務 ─

金銭貸借
関係

役員の兼任

資金の預入 32,183 現金
預け金 32,183

資金の調達 23,019 コール
マネー 23,019

同一の
親会社を
持つ会社

みずほ証券
株式会社

東京都
千代田区 125,167 証券業務 ─

債券貸借
関係

役員の兼任

債券貸借
取引に伴う
担保金の

受入
102,377

債券貸借
取引受入
担保金

102,377

同一の
親会社を
持つ会社

資産管理
サービス
信託銀行
株式会社

東京都
中央区 50,000 信託銀行

業務 ─ 金銭貸借
関係 資金の調達 100,000 コール

マネー 100,000

(注) 1. 取引金額は、短期的な市場性の取引等であるため、期末残高を記載して
おります｡

2. 約定利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引
連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等

種類 会社等
の名称 所在地 資本金

(百万円)
事業

の内容
議決権等の
所有割合
(％)

関連当事者
との関係

取引
の内容

取引金額
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)

同一の
親会社を
持つ会社

株式会社
みずほ銀行

東京都
千代田区 1,404,065 銀行業務 ―

金銭貸借
関係

役員の兼任
資金の預入 56,144 現金預け金 56,144

(注) 1. 取引金額は、短期的な市場性の取引等であるため、期末残高を記載して
おります｡

2. 約定利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

2．親会社又は重要な関連会社に関する注記
(1) 親会社情報

株式会社みずほフィナンシャルグループ
(東京証券取引所及びニューヨーク証券取引所に上場)

(2) 重要な関連会社の要約財務情報
　該当ありません。

1株当たり情報

1株当たり純資産額 68円40銭
1株当たり当期純利益金額 5円16銭
(注) 1. 1株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

純資産の部の合計額 547,340百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 5,954百万円
　うち非支配株主持分 5,954百万円
普通株式に係る期末の純資産額 541,386百万円
1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数 7,914,784千株

2. 1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。
親会社株主に帰属する当期純利益 40,890百万円
普通株主に帰属しない金額 ─百万円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 40,890百万円
普通株式の期中平均株式数 7,914,784千株

3. ｢会計方針の変更｣に記載のとおり、企業結合会計基準等を適用し、企業結合会計基準
第58－２項(3)、連結会計基準第44－５項(3)及び事業分離等会計基準第57－４項
(3)に定める経過的な取扱いに従っております。これによる当連結会計年度の１株当
たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。

4. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないので記載してお
りません。
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■セグメント情報等

(５) セグメント情報

事業の種類別セグメント情報 (単位：百万円)

平成26年度
信託銀行業 金融関連業･その他 計 消去又は全社 連結

経常収益及び経常損益
　経常収益
　　　(1)外部顧客に対する経常収益 211,099 19,714 230,814 ― 230,814
　　　(2)セグメント間の内部経常収益 66 2,970 3,036 (3,036) ―
　計 211,165 22,685 233,851 (3,036) 230,814
　経常費用 141,719 19,773 161,493 (3,034) 158,458
　経常利益 69,446 2,911 72,357 (2) 72,355
資産 6,903,314 19,884 6,923,198 (12,448) 6,910,750
注）1. 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しています。

2. 各事業の主な内容
(1)信託銀行業･･･････････信託銀行業
(2)金融関連業･その他････信用保証業、その他

(単位：百万円)

平成27年度
信託銀行業 金融関連業･その他 計 消去又は全社 連結

経常収益及び経常損益
　経常収益
　　　(1)外部顧客に対する経常収益 213,005 21,817 234,823 ― 234,823
　　　(2)セグメント間の内部経常収益 47 2,930 2,977 (2,977) ―
　計 213,053 24,747 237,801 (2,977) 234,823
　経常費用 153,145 20,444 173,589 (2,975) 170,614
　経常利益 59,907 4,303 64,211 (2) 64,208
資産 7,376,733 46,368 7,423,101 (39,862) 7,383,239
注）1. 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しています。

2. 各事業の主な内容
(1)信託銀行業･･･････････信託銀行業
(2)金融関連業･その他････信用保証業、その他

(参考：マネジメント･アプローチに基づくセグメント情報等)

(A) 報告セグメントの概要
　当行グループは、商品･サービスの性質、顧客属性、グループの組
織体制に基づき事業セグメントを分類しており、事業セグメントを基
礎として報告セグメントを定めております。
　以下に示す報告セグメント情報は、当行グループの各事業セグメン
トの業績を評価するために経営者が使用している内部管理報告を基
礎としております。
　経営者は、業績を評価するために、主に｢業務粗利益(信託勘定償却
前)｣･｢業務純益(信託勘定償却前、一般貸倒引当金繰入前)｣を用いて
おります。

　当行グループは、当行の｢個人部門｣、｢法人部門｣及び｢市場部門･そ
の他｣を報告セグメントとしており、その概要は以下のとおりであり
ます。

(個人部門)
　個人の顧客に対する資産全体の運用･管理に関するコンサルティ
ング、遺言書の管理･執行、アパートローン、預金･投資信託のほ
か、信託機能を活用した資産運用商品等のサービスであります。

(法人部門)
　法人の顧客に対する不動産の媒介に加え、不動産の鑑定･流動化
等のサービスをご提供する不動産業務、金銭債権を中心とした資産
流動化に加え、信託スキームを活用した新商品等をご提供するスト
ラクチャードプロダクツ業務、投資信託の受託等の資産管理業務、
株主名簿の管理･配当金計算等を行う証券代行に加え、株式実務等
に関するアドバイザリーをご提供する株式戦略業務、確定給付年
金･確定拠出年金等年金信託の受託や資産運用、年金コンサルティ
ング、年金数理･管理等の年金･資産運用業務、その他、預金･融資
等のサービスであります。
(市場部門･その他)
　債券取引等の自己売買、資産･負債に係わるリスクコントロール
(ALM)等の業務であります。なお、本セグメントには、本部等を
含んでおります。
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(B) 報告セグメントごとの業務粗利益(信託勘定償却前)、業務純益(信託勘定償却前、一般貸倒引当金繰入前)及
び資産の金額の算定方法

　以下の報告セグメントの情報は内部管理報告を基礎としておりま
す。
　業務粗利益(信託勘定償却前)は、信託勘定与信関係費用控除前の信
託報酬、資金利益、役務取引等利益、特定取引利益及びその他業務利
益の合計額であります。
　業務純益(信託勘定償却前、一般貸倒引当金繰入前)は、業務粗利益
(信託勘定償却前)から経費(除く臨時処理分)及びその他(持分法によ

る投資損益等の調整)を控除等したものであります。
　経営者が各セグメントの資産情報を資源配分や業績評価のために
使用することはないことから、セグメント別資産情報は作成しており
ません。
　セグメント間の取引に係る業務粗利益(信託勘定償却前)は、市場実
勢価格に基づいております。

(C) 報告セグメントごとの業務粗利益(信託勘定償却前)及び業務純益(信託勘定償却前、一般貸倒引当金繰入前)
の金額に関する情報 (単位：百万円)

平成26年度
報告セグメント

(当行)
その他

(注3) 合計個人部門 法人部門 市場部門その他

業務粗利益(信託勘定償却前) 21,184 92,985 20,097 134,267 27,781 162,049

経費(除く臨時処理分) ─ ─ ─ 74,617 19,910 94,527

その他 ─ ─ ─ ─ △3,697 △3,697

業務純益(信託勘定償却前、一般貸倒引当金繰入前) ─ ─ ─ 59,650 4,173 63,824
注) 1. 一般企業の売上高に代えて、業務粗利益(信託勘定償却前)を記載しております。

2. 報告セグメント(当行)に係る業務粗利益(信託勘定償却前)には、各部門合計で資金利益39,294百万円を含んでおります。
3. ｢その他｣の区分は、報告セグメント(当行)に含まれない事業セグメントであり、連結子会社が営む不動産仲介業、カストディ業務等を含んでおります。なお、｢その他｣には、親子会社間の

内部取引消去等の調整を含めております。
4. 平成27年４月より報告セグメント間の配分方法を変更したことに伴い、上表につきましては、当該変更を反映させるための組替えを行っております。

(単位：百万円)

平成27年度
報告セグメント

(当行)
その他

(注3) 合計個人部門 法人部門 市場部門その他

業務粗利益(信託勘定償却前) 23,515 92,192 19,870 135,578 31,176 166,755

経費(除く臨時処理分) ─ ─ ─ 77,664 21,437 99,101

その他 ─ ─ ─ ─ △4,184 △4,184

業務純益(信託勘定償却前、一般貸倒引当金繰入前) ─ ─ ─ 57,913 5,555 63,468
注) 1. 一般企業の売上高に代えて、業務粗利益(信託勘定償却前)を記載しております。

2. 報告セグメント(当行)に係る業務粗利益(信託勘定償却前)には、各部門合計で資金利益35,762百万円を含んでおります。
3. ｢その他｣の区分は、報告セグメント(当行)に含まれない事業セグメントであり、連結子会社が営む不動産仲介業、カストディ業務等を含んでおります。なお、｢その他｣には、親子会社間の

内部取引消去等の調整を含めております。
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(D) 報告セグメント合計額と連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)
　上記の内部管理報告に基づく報告セグメントの業務粗利益(信託勘
定償却前)及び業務純益(信託勘定償却前、一般貸倒引当金繰入前)の
合計額と連結損益計算書に計上されている経常利益及び税金等調整

前当期純利益は異なっており、連結会計年度での差異調整は以下のと
おりです。

〈報告セグメントの業務粗利益(信託勘定償却前)の合計額と連結損益計算書の経常利益計上額〉 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
業務粗利益(信託勘定償却前)

報告セグメント(当行)計 134,267 135,578
｢その他｣の区分の業務粗利益(信託勘定償却前) 27,781 31,176
信託勘定与信関係費用 ─ ─
その他経常収益 26,393 22,473
営業経費 △98,550 △101,296
その他経常費用 △17,537 △23,723

連結損益計算書の経常利益 72,355 64,208

〈報告セグメントの業務純益(信託勘定償却前、一般貸倒引当金繰入前)の合計額と連結損益計算書の税金等調整前当期純利益計上額〉 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
業務純益(信託勘定償却前、一般貸倒引当金繰入前)

報告セグメント(当行)計 59,650 57,913
｢その他｣の区分の業務純益(信託勘定償却前、一般貸倒引当金繰入前) 4,173 5,555
信託勘定与信関係費用 ─ ─
経費(臨時処理分) △4,022 △2,194
不良債権処理額(含む一般貸倒引当金純繰入額) △92 △86
貸倒引当金戻入益等 6,187 1,320
株式等関係損益 7,233 3,126
特別損益 △231 709
その他 △774 △1,426

連結損益計算書の税金等調整前当期純利益 72,123 64,918

(E) 関連情報

1．地域ごとの情報

〈経常収益〉 〈有形固定資産〉
　当行グループは、本邦における外部顧客に対する経常収益に区
分した金額が連結損益計算書の経常収益の90％を超えているた
め、記載を省略しております。

　当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が連
結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えているため、
記載を省略しております。

2．主要な顧客ごとの情報
　特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の
10％以上を占めるものがないため、記載を省略しております。

(F) 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
　平成26年度は、重要性が乏しいため、記載を省略しておりま
す。平成27年度は、該当事項はありません。

(G) 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
　平成26年度は、該当事項はありません。

(単位：百万円)

平成27年度
報告セグメント(当行) その他 合計個人部門 法人部門 市場部門その他 計

当期償却額 ─ ─ ─ ─ 205 205
当期末残高 ─ ─ ─ ─ 16,264 16,264

(H) 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当事項はありません。
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■財務諸表等
　当行の銀行法第20条第1項により作成した書面については、会社法第396条第1項により、新日本有限責任監査法人の監査を受けています。
また、当行の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、新日本有限責任監査法
人の監査証明を受けています。

(1) 貸借対照表 (単位：百万円)

科目 平成26年度
(平成27年3月31日現在)

平成27年度
(平成28年3月31日現在)

(資産の部)
現金預け金 1,457,944 1,665,011

現金 15,012 13,891
預け金 1,442,931 1,651,120

コールローン 6,852 5,520
債券貸借取引支払保証金 ─ 215,970
買入金銭債権 48,713 13,358
特定取引資産 67,185 127,305

商品有価証券 77 59
特定取引有価証券派生商品 16 ─
特定金融派生商品 67,091 127,246

金銭の信託 3,415 2,578
有価証券 1,887,153 1,492,120

国債 905,238 573,936
地方債 3,723 3,161
社債 65,125 77,928
株式 286,376 272,402
その他の証券 626,689 564,691

貸出金 3,068,451 3,496,313
割引手形 222 127
手形貸付 35,242 31,398
証書貸付 2,810,476 3,232,197
当座貸越 222,509 232,591

外国為替 7,088 3,675
外国他店預け 7,088 3,675

その他資産 79,017 80,648
未決済為替貸 10 10
前払費用 1,090 1,728
未収収益 21,614 19,914
先物取引差入証拠金 2,846 2,505
先物取引差金勘定 128 22
金融派生商品 4 20
金融商品等差入担保金 12,578 27,649
その他の資産 40,744 28,796

有形固定資産 26,561 24,632
建物 10,541 10,390
土地 11,246 11,246
建設仮勘定 ─ 100
その他の有形固定資産 4,773 2,896

無形固定資産 17,624 24,022
ソフトウエア 14,535 14,750
その他の無形固定資産 3,089 9,271

前払年金費用 45,785 49,795
支払承諾見返 41,828 43,749
貸倒引当金 △6,811 △5,636
投資損失引当金 △1 ─

資産の部合計 6,750,811 7,239,067

(単位：百万円)

科目 平成26年度
(平成27年3月31日現在)

平成27年度
(平成28年3月31日現在)

(負債の部)
預金 2,637,041 3,056,268

当座預金 29,158 63,433
普通預金 790,531 777,392
通知預金 35,349 6,180
定期預金 1,744,122 2,173,684
その他の預金 37,879 35,577

譲渡性預金 579,810 353,070
コールマネー 1,072,860 1,162,877
売現先勘定 12,022 67,602
債券貸借取引受入担保金 436,750 420,713
特定取引負債 63,242 121,483

特定取引有価証券派生商品 7 ─
特定金融派生商品 63,234 121,483

借用金 221,967 366,955
借入金 221,967 366,955

外国為替 ─ 0
未払外国為替 ─ 0

社債 42,200 10,000
信託勘定借 1,008,363 1,019,554
その他負債 43,236 60,074

未決済為替借 ─ 0
未払法人税等 ─ 13,089
未払費用 6,758 7,242
前受収益 703 533
金融派生商品 4 11
金融商品等受入担保金 ─ 14,990
その他の負債 35,771 24,206

賞与引当金 1,909 1,953
変動報酬引当金 ─ 401
睡眠預金払戻損失引当金 1,079 1,113
繰延税金負債 22,342 12,043
支払承諾 41,828 43,749
負債の部合計 6,184,654 6,697,859
(純資産の部)
資本金 247,369 247,369
資本剰余金 15,505 15,505

資本準備金 15,505 15,505
利益剰余金 168,935 180,091

利益準備金 17,471 23,327
その他利益剰余金 151,464 156,763

繰越利益剰余金 151,464 156,763
株主資本合計 431,810 442,965
その他有価証券評価差額金 136,022 97,740
繰延ヘッジ損益 △1,676 501
評価･換算差額等合計 134,345 98,241
純資産の部合計 566,156 541,207
負債及び純資産の部合計 6,750,811 7,239,067

322

貸借対照表



み
ず
ほ
信
託
銀
行
　
●
　
単
体
決
算
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

2016/07/07 17:25:41 / 16186588_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

(2) 損益計算書 (単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

経常収益 192,718 194,291
信託報酬 51,947 53,324
資金運用収益 49,683 47,043

貸出金利息 30,524 28,497
有価証券利息配当金 17,075 16,683
コールローン利息 77 55
債券貸借取引受入利息 ─ 2
預け金利息 1,402 1,660
金利スワップ受入利息 309 ─
その他の受入利息 293 143

役務取引等収益 54,678 53,927
受入為替手数料 416 371
その他の役務収益 54,262 53,555

特定取引収益 2,494 1,347
商品有価証券収益 0 0
特定取引有価証券収益 249 225
特定金融派生商品収益 2,245 1,121

その他業務収益 18,016 25,290
外国為替売買益 392 ─
国債等債券売却益 17,378 22,181
金融派生商品収益 ─ 3,091
その他の業務収益 245 18

その他経常収益 15,897 13,357
貸倒引当金戻入益 5,891 1,173
償却債権取立益 190 230
株式等売却益 7,666 9,690
金銭の信託運用益 135 164
投資損失引当金戻入益 10 1
睡眠預金払戻損失引当金戻入益 64 ─
その他の経常収益 1,938 2,097

経常費用 124,574 135,409
資金調達費用 10,392 11,284

預金利息 1,804 2,259
譲渡性預金利息 792 435
コールマネー利息 1,292 1,550
売現先利息 75 519
債券貸借取引支払利息 680 782
借用金利息 665 820
社債利息 980 657
金利スワップ支払利息 ─ 203
その他の支払利息 4,101 4,057

役務取引等費用 25,538 25,936
支払為替手数料 368 351
その他の役務費用 25,169 25,584

その他業務費用 6,625 8,137
外国為替売買損 ─ 37
国債等債券売却損 5,812 7,975
金融派生商品費用 646 ─
その他の業務費用 166 125

営業経費 78,460 79,954
その他経常費用 3,557 10,095

貸出金償却 6 5
株式等売却損 234 4,314
株式等償却 37 1,585
睡眠預金払戻損失引当金繰入額 ─ 33
その他の経常費用 3,279 4,156

経常利益 68,143 58,882
(右上へ続く)

(単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

特別利益 4 995
固定資産処分益 4 995

特別損失 233 275
固定資産処分損 174 275
減損損失 59 ─

税引前当期純利益 67,914 59,602
法人税､住民税及び事業税 5,643 15,945
法人税等調整額 5,027 3,215
法人税等合計 10,670 19,161
当期純利益 57,243 40,440

323

損益計算書



みずほ信託銀行の業績と財務の状況

単体決算データファイル

み
ず
ほ
信
託
銀
行
　
●
　
単
体
決
算
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

2016/07/07 17:25:41 / 16186588_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

(3) 株主資本等変動計算書 (単位：百万円)

科目

平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本

合計資本準備金 資本剰余金
合計

利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰余金

当期首残高 247,369 15,505 15,505 12,041 126,315 138,356 401,231
会計方針の変更による
累積的影響額 482 482 482

会計方針の変更を反映した
当期首残高 247,369 15,505 15,505 12,041 126,797 138,839 401,714

当期変動額
剰余金の配当 5,429 △32,577 △27,147 △27,147
当期純利益 57,243 57,243 57,243
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 ─ ─ ─ 5,429 24,666 30,096 30,096
当期末残高 247,369 15,505 15,505 17,471 151,464 168,935 431,810

(単位：百万円)

科目

平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

評価･換算差額等 純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価･換算
差額等

合計
当期首残高 67,616 △4,300 63,316 464,548

会計方針の変更による
累積的影響額 482

会計方針の変更を反映した
当期首残高 67,616 △4,300 63,316 465,030

当期変動額
剰余金の配当 △27,147
当期純利益 57,243
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 68,405 2,623 71,029 71,029

当期変動額合計 68,405 2,623 71,029 101,125
当期末残高 136,022 △1,676 134,345 566,156
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(単位：百万円)

科目

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本

合計資本準備金 資本剰余金
合計

利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰余金

当期首残高 247,369 15,505 15,505 17,471 151,464 168,935 431,810
当期変動額

剰余金の配当 5,856 △35,141 △29,284 △29,284
当期純利益 40,440 40,440 40,440
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 ─ ─ ─ 5,856 5,298 11,155 11,155
当期末残高 247,369 15,505 15,505 23,327 156,763 180,091 442,965

(単位：百万円)

科目

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

評価･換算差額等 純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価･換算
差額等

合計
当期首残高 136,022 △1,676 134,345 566,156
当期変動額

剰余金の配当 △29,284
当期純利益 40,440
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △38,282 2,177 △36,104 △36,104

当期変動額合計 △38,282 2,177 △36,104 △24,948
当期末残高 97,740 501 98,241 541,207

325

株主資本等変動計算書
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○注記事項(平成27年度)

重要な会計方針
1．特定取引資産･負債の評価基準及び収益･費用の計上基準

　金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る
短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的(以下
｢特定取引目的｣という)の取引については、取引の約定時点を基準と
し、貸借対照表上｢特定取引資産｣及び｢特定取引負債｣に計上するとと
もに、当該取引からの損益を損益計算書上｢特定取引収益｣及び｢特定取
引費用｣に計上しております。
　特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等
については決算日の時価により、スワップ･先物･オプション取引等の
派生商品については決算日において決済したものとみなした額により
行っております。
　また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当事業年度中
の受払利息等に、有価証券及び金銭債権等については前事業年度末と
当事業年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前事
業年度末と当事業年度末におけるみなし決済からの損益相当額の増減
額を加えております。

2．有価証券の評価基準及び評価方法
　有価証券の評価は、子会社株式及び関連会社株式については移動平
均法による原価法、その他有価証券については、原則として、国内株
式は決算期末月1ヵ月平均に基づいた市場価格等、それ以外は決算日
の市場価格等に基づく時価法(売却原価は主として移動平均法により
算定)、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものにつ
いては移動平均法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、時価ヘッジの適用に
より損益に反映させた額を除き、全部純資産直入法により処理してお
ります。

3．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引(特定取引目的の取引を除く)の評価は、時価法に
より行っております。

4．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

　有形固定資産は、建物については定額法(ただし、建物附属設備
については定率法)を採用し、その他については定率法を採用して
おります。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物：3年～50年
その他：2年～20年

(2) 無形固定資産
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社
利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間(5
年)に基づいて償却しております。

5．繰延資産の処理方法
　社債発行費は、発生時に全額費用として処理しております。

6．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建資産･負債は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会社
株式を除き、主として決算日の為替相場による円換算額を付しており
ます。

7．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　貸倒引当金は、予め定めている償却･引当基準に則り、次のとお
り計上しております。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者
(以下｢破綻先｣という)に係る債権及びそれと同等の状況にある債
務者(以下｢実質破綻先｣という)に係る債権については、以下のな
お書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を
計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後

経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者(以下｢破綻懸
念先｣という)に係る債権については、債権額から、担保の処分可
能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう
ち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上し
ております。
　破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が
一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受
取りに係るキャッシュ･フローを合理的に見積もることができる
債権については、当該キャッシュ･フローを貸出条件緩和実施前の
約定利子率等で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引
当金とする方法(キャッシュ･フロー見積法)により計上しており
ます。また、当該大口債務者のうち、将来キャッシュ･フローを合
理的に見積もることが困難な債務者に対する債権については、個
別的に算定した予想損失額を計上しております。
　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績
等から算出した予想損失率に基づき計上しております。特定海外
債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失
見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署
が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定
結果を監査しております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保･保証付債権等につい
ては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認め
られる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接
減額しており、当事業年度末におけるその金額は1,282百万円で
あります。

(2) 賞与引当金
　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員
に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計
上しております。

(3) 変動報酬引当金
　変動報酬引当金は、役員及び執行役員に対する報酬のうち変動
報酬として支給する業績給及び株式報酬の支払いに備えるため、
当事業年度の変動報酬に係る基準額に基づく支給見込額を計上し
ております。

(4) 退職給付引当金
　退職給付引当金(含む前払年金費用)は、従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる
額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退
職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては給付算定式基準によっております。なお、数理計算上の差異
は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定年
数(10年)による定額法に基づき按分した額を、それぞれ発生の翌
事業年度から損益処理しております。

(5) 睡眠預金払戻損失引当金
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金につい
て、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じ
て発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

8．ヘッジ会計の方法
(イ)金利リスク･ヘッジ

　金融資産･負債から生じる金利リスクのヘッジ取引に対するヘ
ッジ会計の方法として、繰延ヘッジ又は時価ヘッジを適用してお
ります。
　小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて、｢銀行業
における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱
い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号 平成14
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年２月13日。以下｢業種別監査委員会報告第24号｣という)を適
用しております。
　ヘッジ有効性の評価は、小口多数の金銭債権債務に対する包括
ヘッジについて以下のとおり行っております。
①相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象となる預金･

貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の期間
毎にグルーピングのうえ特定し有効性を評価しております。

②キャッシュ･フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象と
ヘッジ手段の金利変動要素の相関関係を検証し有効性を評価し
ております。

　個別ヘッジについてもヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又は
キャッシュ･フロー変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、
ヘッジの有効性を評価しております。

(ロ)為替変動リスク･ヘッジ
　外貨建金融資産･負債から生じる為替変動リスクに対するヘッ
ジ会計の方法は、｢銀行業における外貨建取引等の会計処理に関す
る会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委
員会報告第25号 平成14年7月29日。以下｢業種別監査委員会報
告第25号｣という)に規定する繰延ヘッジによっております。
　ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の
為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替
スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭
債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在す
ることを確認することによりヘッジの有効性を評価しておりま
す。

　また、外貨建その他有価証券(債券以外)の為替変動リスクをヘ
ッジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を
特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上
の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして時価
ヘッジを適用しております。

(ハ)内部取引等
　デリバティブ取引のうち特定取引勘定とそれ以外の勘定との間
(又は内部部門間)の内部取引については、ヘッジ手段として指定
している金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等に対して、業
種別監査委員会報告第24号及び同第25号に基づき、恣意性を排
除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準
に準拠した運営を行っているため、当該金利スワップ取引及び通
貨スワップ取引等から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識
又は繰延処理を行っております。

9．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
(1) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、
連結財務諸表における会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま
す。

貸借対照表関係
1．関係会社の株式の総額は次のとおりであります。

43,435百万円
2．無担保の消費貸借契約(債券貸借取引)により貸し付けている有価証券

が、国債に含まれておりますが、その金額は次のとおりであります。
50,403百万円

　現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売
却又は(再)担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券
で、(再)担保に差し入れている有価証券は次のとおりであります。

215,143百万円
3．貸出金のうち、破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおりでありま

す。
破綻先債権額 61百万円
延滞債権額 5,781百万円

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続
していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見
込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を
行った部分を除く。以下｢未収利息不計上貸出金｣という)のうち、法人
税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第1項第3号イからホまで
に掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であ
ります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権
及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を
猶予した貸出金以外の貸出金であります。

4．貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額はありません。
　なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払
日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権
に該当しないものであります。

5．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は次のとおりであります。
貸出条件緩和債権額 6,450百万円

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債
権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債

権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。
6．破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和

債権額の合計額は次のとおりであります。
合計額 12,294百万円

　なお、上記3.から6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額で
あります。

7．手形割引は、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及
び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24
号 平成14年2月13日)に基づき金融取引として処理しております。
これにより受け入れた商業手形は、売却又は(再)担保という方法で自
由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は次のとおり
であります。

127百万円
8．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産
有価証券 848,149百万円
貸出金 318,548百万円

計 1,166,697百万円
担保資産に対応する債務

預金 2,645百万円
売現先勘定 67,602百万円
債券貸借取引受入担保金 420,713百万円
借用金 366,955百万円

　上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保として、次の
ものを差し入れております。

有価証券 133,272百万円
　また、その他の資産には、保証金が含まれておりますが、その金額
は次のとおりであります。

保証金 6,466百万円
9．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客か

らの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件につい
て違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する
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契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は次のとおりで
あります。

融資未実行残高 1,483,897百万円
うち原契約期間が1年以内のもの又は
任意の時期に無条件で取消可能なもの 1,175,597百万円

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ
るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ･
フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに
は、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、
当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をする
ことができる旨の条項が付けられております。また、契約時において
必要に応じて不動産･有価証券等の担保の提供を受けるほか、契約後も
定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必
要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

10.有形固定資産の圧縮記帳額は次のとおりであります。
圧縮記帳額 1,014百万円
(当該事業年度の圧縮記帳額) (―百万円)

11.社債は全額劣後特約付社債でありますが、その金額は次のとおりであ
ります。

劣後特約付社債 10,000百万円
12.元本補塡契約のある信託の元本金額は次のとおりであります。

金銭信託 713,268百万円

損益計算書関係

1．「その他経常費用」に計上した関係会社との取引金額は、次のとおり
であります。

2．「その他の経常費用」には、次のものを含んでおります。

システム移行関連費用 1,671百万円

2,298百万円

有価証券関係
子会社株式及び関連会社株式
　子会社株式及び関連会社株式は、全て市場価格がなく、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるものであります。貸借対照表計上額は次の
とおりであります。

(単位：百万円)

子会社株式 40,685
関連会社株式 2,750
合計 43,435

税効果会計関係
1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 1,910百万円
有価証券有税償却 15,617
退職給付引当金 10,220
その他有価証券評価差額金 384
その他 4,777

繰延税金資産小計 32,910
評価性引当額 △15,620
繰延税金資産合計 17,289
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △23,943
退職給付信託設定益 △4,562
繰延ヘッジ損益 △221
その他 △605

繰延税金負債合計 △29,333
繰延税金資産(負債)の純額 △12,043百万円

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な
差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳
　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異
が法定実効税率の100分の5以下であるため注記を省略しておりま
す。

3．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の
修正
　｢所得税法等の一部を改正する法律｣(平成28年法律第15号)及び
｢地方税法等の一部を改正する等の法律｣(平成28年法律第13号)が平
成28年3月29日に国会で成立し、平成28年4月1日以後に開始する
事業年度から法人税率等の引下げが行われることとなりました。これ
に伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税
率は従来の32.2％から、平成28年4月1日に開始する事業年度及び平
成29年4月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異につ
いては30.8％に、平成30年4月1日に開始する事業年度以降に解消が
見込まれる一時差異については30.6％となります。この税率変更に
より、繰延税金負債は657百万円減少し、その他有価証券評価差額金
は1,246百万円増加し、繰延ヘッジ損益は11百万円増加し、法人税
等調整額は600百万円増加しております。
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■時価情報

(4) 有価証券及び金銭の信託の時価等

○有価証券
　｢国債｣｢地方債｣｢社債｣｢株式｣｢その他の証券｣のほか、｢商品有価証
券｣、｢預け金｣中の譲渡性預け金、並びに｢買入金銭債権｣の一部が含
まれています。

(A) 売買目的有価証券 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
前事業年度の損益に

含まれた評価差額
当事業年度の損益に

含まれた評価差額
売買目的有価証券 0 △0

(B) 満期保有目的の債券
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(C) その他有価証券 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
貸借対照表

計上額
取得原価 差額 貸借対照表

計上額
取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
　株式 256,845 109,200 147,645 215,310 99,987 115,323
　債券 792,972 791,243 1,728 525,502 522,982 2,519
　　国債 745,261 743,988 1,272 503,936 501,707 2,228
　　地方債 3,723 3,563 160 3,161 3,013 147
　　社債 43,987 43,691 295 18,404 18,261 143
　その他 507,139 478,795 28,343 448,298 436,627 11,671
　小計 1,556,957 1,379,239 177,717 1,189,111 1,059,597 129,514
貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
　株式 13,677 15,644 △1,966 16,098 18,886 △2,787
　債券 181,115 181,651 △536 129,523 129,813 △289
　　国債 159,976 160,133 △156 70,000 70,000 △0
　　地方債 ― ― ― ― ― ―
　　社債 21,138 21,518 △379 59,523 59,812 △288
　その他 111,892 112,596 △703 108,863 113,603 △4,740
　小計 306,685 309,892 △3,206 254,485 262,303 △7,817
合計 1,863,643 1,689,132 174,510 1,443,597 1,321,901 121,696

(D) 当期中に売却した満期保有目的の債券
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(E) 当期中に売却したその他有価証券 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 9,298 4,734 100 11,326 6,914 0
債券 1,338,272 3,701 480 1,884,601 5,464 389
　国債 1,317,124 3,638 472 1,874,703 5,457 387
　地方債 ― ― ― ― ― ―
　社債 21,147 63 7 9,898 6 2
その他 2,380,711 16,854 5,467 2,293,926 19,492 11,900
合計 3,728,282 25,290 6,047 4,189,854 31,871 12,289
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(F) 時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券の内容及び貸借対照表計上額 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
子会社及び関連会社株式
　子会社株式 16,052 40,685
　関連会社株式 2,750 2,750
その他有価証券
　非上場株式 9,801 10,309
　外国証券 6 174
　その他 4,395 2,880
注）これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、〈その他有価証券〉及び〈子会社株式及び関連会社株式〉には含めていません。

(G) 保有目的を変更した有価証券
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(H) 子会社株式及び関連会社株式
　時価のある子会社株式及び関連会社株式は、平成26年度、平成27
年度とも、該当ありません。

( I ) 減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券(時価を把握することが極めて
困難なものを除く)のうち、当該有価証券の時価(原則として当該決
算日の市場価格。以下同じ)が取得原価(償却原価を含む。以下同
じ)に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込
みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対
照表計上額とするとともに、評価差額を当該事業年度の損失として
処理(以下｢減損処理｣という。)しています。

　前事業年度における減損処理については、該当ありません。当事
業年度における減損処理額は、1,575百万円です。
　また、時価が｢著しく下落した｣と判断するための基準を定めてお
り、その概要は、原則として以下のとおりです。
◦時価が取得原価の50％以下の銘柄
◦時価が取得原価の50％超70％以下かつ市場価格が一定水準以

下で推移している銘柄
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○金銭の信託

(J) 運用目的の金銭の信託
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(K) 満期保有目的の金銭の信託
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(L) その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外) (単位：百万円)

平成26年度
貸借対照表

計上額
取得原価 差額 うち貸借対照表計上

額が取得原価を
超えるもの

うち貸借対照表計上
額が取得原価を

超えないもの
その他の金銭の信託 3,415 3,415 ― ― ―
注）｢うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの｣｢うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの｣はそれぞれ｢差額｣の内訳です。

(単位：百万円)

平成27年度
貸借対照表

計上額
取得原価 差額 うち貸借対照表計上

額が取得原価を
超えるもの

うち貸借対照表計上
額が取得原価を

超えないもの
その他の金銭の信託 2,578 2,578 ― ― ―
注）｢うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの｣｢うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの｣はそれぞれ｢差額｣の内訳です。

○その他有価証券評価差額金

(M) その他有価証券評価差額金
　貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳
は、次のとおりです。

(単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
評価差額
　その他有価証券 174,510 121,696
(△)繰延税金負債 38,488 23,956
　その他有価証券評価差額金 136,022 97,740
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(5) デリバティブ取引の時価等

○ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引
の対象物の種類ごとの決算日における契約額又は契約において定め
られた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法

は、次のとおりです。なお、契約額等については、その金額自体が
デリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

(A) 金利関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価 評価損益

金融商品
取引所

金利先物 売建 17,680 15,296 △55 △55
買建 ― ― ― ―

金利オプション 売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

店頭

金利先渡契約 売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

金利スワップ 受取固定･支払変動 6,379,366 5,181,075 63,405 63,405
受取変動･支払固定 6,290,552 4,516,823 △59,887 △59,887
受取変動･支払変動 1,251,840 719,190 394 394
受取固定･支払固定 ― ― ― ―

金利オプション 売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

内部取引

金利スワップ 受取固定･支払変動 351,411 326,411 3,435 3,435
受取変動･支払固定 399,400 399,400 △1,887 △1,887
受取変動･支払変動 ― ― ― ―
受取固定･支払固定 ― ― ― ―

合計 ／ ／ 5,404 5,404
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。

2. 時価の算定
取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっています。店頭取引及び内部取引については、割引現在価値等により算定しています。

(単位：百万円)

平成27年度
契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価 評価損益

金融商品
取引所

金利先物 売建 3,328 1,101 △23 △23
買建 ― ― ― ―

金利オプション 売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

店頭

金利先渡契約 売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

金利スワップ 受取固定･支払変動 6,346,956 4,970,733 126,027 126,027
受取変動･支払固定 6,342,021 4,380,131 △120,883 △120,883
受取変動･支払変動 845,190 559.810 641 641
受取固定･支払固定 ― ― ― ―

金利オプション 売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

内部取引

金利スワップ 受取固定･支払変動 205,019 195,019 4,289 4,289
受取変動･支払固定 190,000 190,000 △6,181 △6,181
受取変動･支払変動 ― ― ― ―
受取固定･支払固定 ― ― ― ―

合計 ／ ／ 3,869 3,869
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。

2. 時価の算定
取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっています。店頭取引及び内部取引については、割引現在価値等により算定しています。
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(B) 通貨関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価 評価損益

金融商品
取引所

通貨先物 売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

店頭

通貨スワップ ― ― ― ―
為替予約 売建 1,481 ― △2 △2

買建 4,481 ― 2 2
通貨オプション 売建 ― ― ― ―

買建 ― ― ― ―
合計 ／ ／ △0 △0

注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。
2. 時価の算定

店頭取引については、割引現在価値等により算定しています。

(単位：百万円)

平成27年度
契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価 評価損益

金融商品
取引所

通貨先物 売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

店頭

通貨スワップ ― ― ― ―
為替予約 売建 3,027 ― △10 △10

買建 4,700 ― 4 4
通貨オプション 売建 ― ― ― ―

買建 ― ― ― ―
合計 ／ ／ △5 △5

注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。
2. 時価の算定

店頭取引については、割引現在価値等により算定しています。

(C) 株式関連取引
　平成26年度は該当ありません。平成27年度は以下のとおりです。

(単位：百万円)

平成27年度
契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価 評価損益

金融商品
取引所

株式指数先物 売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

株式指数先物
オプション

売建 ― ― ― ―
買建 5,580 ― 5 △82

店頭

株リンクスワップ ― ― ― ―
有価証券店頭
オプション

売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

その他 売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

合計 ／ ／ 5 △82
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。

2. 時価の算定
　 取引所取引については、大阪取引所等における最終の価格によっています。

(D) 債券関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価 評価損益

金融商品
取引所

債券先物 売建 3,935 ― △7 △7
買建 ― ― ― ―

債券先物
オプション

売建 ― ― ― ―
買建 3,101 ― 16 2

店頭
債券店頭
オプション

売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

合計 ／ ／ 8 4
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。

2. 時価の算定
取引所取引については、大阪取引所等における最終の価格によっています。
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(単位：百万円)

平成27年度
契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価 評価損益

金融商品
取引所

債券先物 売建 ― ― ― ―
買建 1,513 ― ― ―

債券先物
オプション

売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

店頭
債券店頭
オプション

売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

合計 ／ ／ ― ―
注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。

2. 時価の算定
取引所取引については、大阪取引所等における最終の価格によっています。

(E) 商品関連取引
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(F) クレジット･デリバティブ取引
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

○ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の
対象物の種類ごと、ヘッジ会計の方法別の決算日における契約額又
は契約において定められた元本相当額及び時価並びに当該時価の算

定方法は、次のとおりです。なお、契約額等については、その金額
自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありませ
ん。

(A) 金利関連取引 (単位：百万円)

平成26年度
主なヘッジ対象 契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価

原則的
処理方法

金利スワップ 受取固定･支払変動 貸出金、預金、社債 399,400 399,400 1,887
受取変動･支払固定 351,411 326,411 △3,435

合計 ／ ／ △1,547
注）1. 主として｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号 平成14年2月13日)に基づき、繰延ヘッジによっ

ています。
2. 時価の算定

割引現在価値により算定しています。

(単位：百万円)

平成27年度
主なヘッジ対象 契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価

原則的
処理方法

金利スワップ 受取固定･支払変動 貸出金、預金、社債 190,000 190,000 6,181
受取変動･支払固定 205,019 195,019 △4,289

合計 ／ ／ 1,892
注）1. 主として｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号 平成14年2月13日)に基づき、繰延ヘッジによっ

ています。
2. 時価の算定

割引現在価値により算定しています。

(B) 通貨関連取引
　平成26年度は該当ありません。平成27年度は以下のとおりです。

(単位：百万円)

平成27年度
主なヘッジ対象 契約額等 契約額等のうち1年超のもの 時価

原則的
処理方法

通貨スワップ
外貨建予定取引

― ― ―
為替予約 売建 5,964 ― 9
合計 ／ ／ 9

注） 時価の算定
　　 割引現在価値により算定しています。
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(C) 株式関連取引
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(D) 債券関連取引
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。
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■損益

(6) 国内業務部門･国際業務部門別収支(業務粗利益)の内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

信託報酬 519 ― 519 533 ― 533
資金運用収支 307 85 392 282 75 357
　資金運用収益 ［1］ ［1］

397 102 496 369 101 470
　資金調達費用 ［1］ ［1］

89 16 103 87 26 112
役務取引等収支 298 △ 7 291 287 △ 7 279
　役務取引等収益 544 2 546 535 4 539
　役務取引等費用 245 9 255 247 11 259
特定取引収支 1 23 24 △ 35 49 13
　特定取引収益 1 23 24 1 49 13
　特定取引費用 ― ― ― 37 ― ―
その他業務収支 42 71 113 73 98 171
　その他業務収益 49 130 180 85 167 252
　その他業務費用 6 59 66 12 69 81
業務粗利益 1,170 172 1,342 1,140 215 1,355
業務粗利益率 2.08％ 2.16％ 2.15％ 1.96％ 3.10％ 2.13％
注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。
2. 資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用(平成26年度は0億円、平成27年度は0億円)を控除して表示しています。
3. ［　　］内は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息(内書き)です。
4. 資金運用収益及び資金調達費用の一部ならびに特定取引収益及び特定取引費用、その他業務収益及びその他業務費用の一部については、それぞれ、部門別に相殺しているため、国内業務部

門と国際業務部門の合計額が合計欄と一致しない場合があります。
5. 業務粗利益率＝(業務粗利益／資金運用勘定平均残高)×100
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(7) 資金運用･調達勘定の平均残高、利息、利回り (単位：億円、％)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

資金運用勘定 平均残高 ［1,586］ ［1,384］
56,034 7,949 62,398 58,012 6,942 63,570

利息 ［1］ ［1］
397 102 496 369 101 470

利回り 0.70 1.28 0.79 0.63 1.46 0.74
うち貸出金 平均残高 28,689 1,674 30,363 30,217 2,329 32,547

利息 287 17 305 257 27 284
利回り 1.00 1.03 1.00 0.85 1.19 0.87

うち有価証券 平均残高 11,027 5,748 16,776 9,334 4,240 13,575
利息 86 84 170 93 73 166
利回り 0.78 1.46 1.01 0.99 1.73 1.22

うちコールローン
　　及び買入手形

平均残高 505 106 611 226 102 329
利息 0 0 0 0 0 0
利回り 0.11 0.17 0.12 0.11 0.27 0.16

うち預け金 平均残高 13,570 382 13,952 16,316 200 16,516
利息 13 0 14 16 0 16
利回り 0.09 0.12 0.10 0.10 0.07 0.10

資金調達勘定 平均残高 ［1,586］ ［1,384］
53,636 8,108 60,158 55,195 7,329 61,139

利息 ［1］ ［1］
89 16 103 87 26 112

利回り 0.16 0.20 0.17 0.15 0.36 0.18
うち預金 平均残高 23,723 264 23,987 28,265 127 28,392

利息 17 0 18 22 0 22
利回り 0.07 0.27 0.07 0.07 0.31 0.07

うち譲渡性預金 平均残高 8,094 ― 8,094 5,196 ― 5,196
利息 7 ― 7 4 ― 4
利回り 0.09 ― 0.09 0.08 ― 0.08

うちコールマネー
　　及び売渡手形

平均残高 9,513 860 10,373 7,892 1,213 9,105
利息 8 4 12 6 9 15
利回り 0.08 0.51 0.12 0.08 0.75 0.17

うちコマーシャル
　　･ペーパー

平均残高 ― ― ― ― ― ―
利息 ― ― ― ― ― ―
利回り ― ― ― ― ― ―

うち借用金 平均残高 1,309 389 1,698 2,405 482 2,887
利息 5 1 6 5 2 8
利回り 0.40 0.36 0.39 0.24 0.46 0.28

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高を、資金調達勘定は、金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息をそれぞれ控除して表示しています。
3. ［　　］内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息(内書き)です。
4. 資金運用勘定及び資金調達勘定の利息については、一部について部門別に収益と費用を相殺しているため、国内業務部門と国際業務部門の合計額が合計欄と一致しない場合があります。
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(8) 受取･支払利息の分析 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

受取利息 残高による増減 △3 △33 △2 12 △12 8
利率による増減 △30 33 △26 △39 12 △35
純増減 △34 0 △29 △27 △0 △26

うち貸出金 残高による増減 △39 5 △33 13 7 19
利率による増減 △1 1 △0 △43 2 △39
純増減 △40 6 △33 △30 10 △20

うち有価証券 残高による増減 △17 △5 △26 △13 △22 △32
利率による増減 14 4 23 19 11 28
純増減 △2 △0 △2 6 △10 △3

うちコールローン
　　及び買入手形

残高による増減 0 △0 0 △0 △0 △0
利率による増減 0 △0 △0 0 0 0
純増減 0 △0 0 △0 0 △0

うち預け金 残高による増減 9 △5 5 2 △0 2
利率による増減 0 △0 △1 0 △0 0
純増減 9 △5 3 2 △0 2

支払利息 残高による増減 △1 △5 △0 2 △1 1
利率による増減 △23 3 △21 △4 11 7
純増減 △24 △2 △22 △2 10 8

うち預金 残高による増減 3 △0 3 3 △0 3
利率による増減 △2 △0 △2 1 0 1
純増減 0 △0 0 4 △0 4

うち譲渡性預金 残高による増減 △2 ― △2 △2 ― △2
利率による増減 △0 ― △0 △0 ― △0
純増減 △2 ― △2 △3 ― △3

うちコールマネー
　　及び売渡手形

残高による増減 △0 2 0 △1 2 △1
利率による増減 △1 0 1 △0 2 4
純増減 △1 3 1 △2 4 2

うちコマーシャル
　　･ペーパー

残高による増減 ― ― ― ― ― ―
利率による増減 ― ― ― ― ― ―
純増減 ― ― ― ― ― ―

うち借用金 残高による増減 △3 0 △3 2 0 3
利率による増減 2 △0 2 △2 0 △1
純増減 △1 0 △1 0 0 1

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しています。
3. 受取利息及び支払利息については、一部について部門別に増減を相殺しているため、国内業務部門と国際業務部門の合計額が合計欄と一致しない場合があります。

(9) 役務取引等利益の内訳 (単位：億円)
平成26年度 平成27年度

国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計
役務取引等利益 298 △7 291 287 △7 279

役務取引等収益 544 2 546 535 4 539
　うち信託関連業務 409 ― 409 396 ― 396
　　　預金･貸出業務 22 1 23 27 3 30
　　　為替業務 4 0 4 3 0 3
　　　証券関連業務 0 ― 0 0 ― 0
　　　代理業務 46 ― 46 44 ― 44
　　　保護預り･貸金庫業務 1 ― 1 1 ― 1
　　　保証業務 0 0 1 0 0 0
役務取引等費用 245 9 255 247 11 259
　うち為替業務 3 0 3 3 0 3

注）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。
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(10) 特定取引利益の内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

特定取引利益 1 23 24 △35 49 13
特定取引収益 1 23 24 1 49 13
　うち商品有価証券収益 0 ― 0 0 ― 0
　　　特定取引有価証券収益 0 2 2 1 1 2
　　　特定金融派生商品収益 1 20 22 ― 48 11
　　　その他の特定取引収益 ― ― ― ― ― ―
特定取引費用 ― ― ― 37 ― ―
　うち商品有価証券費用 ― ― ― ― ― ―
　　　特定取引有価証券費用 ― ― ― ― ― ―
　　　特定金融派生商品費用 ― ― ― 37 ― ―
　　　その他の特定取引費用 ― ― ― ― ― ―

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 特定取引収益及び特定取引費用については、部門別に相殺しているため、国内業務部門と国際業務部門の合計額が合計欄と一致しない場合があります。

(11) その他業務利益の内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

その他業務利益 42 71 113 73 98 171
　外国為替売買損益 ― 3 3 ― △0 △0
　国債等債券損益 42 67 109 74 98 172
　その他 0 ― 0 △1 ― △1
注）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外資建取引です。
　　ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

(12) 経費の内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
人件費 344 358
　給料･手当 284 298
　その他 59 59
物件費 373 380
　土地建物機械賃借料 68 68
　業務委託費 96 98
　減価償却費 77 73
　通信交通費 18 20
　保守管理費 19 20
　その他 93 98
税金 28 37
　固定資産税 2 1
　印紙税 1 1
　消費税 16 20
　その他 7 13
合計 746 776
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(13) 信託財産残高表 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
資産 貸出金 985,122 880,933

有価証券 1,134,120 1,020,148
信託受益権 41,539,727 45,331,244
受託有価証券 501,002 447,920
金銭債権 4,133,646 4,136,914
有形固定資産 5,437,222 5,970,218
無形固定資産 317,901 322,440
その他債権 1,424,033 378,725
銀行勘定貸 1,008,363 1,019,554
現金預け金 499,379 605,923
合計 56,980,518 60,114,023

負債 金銭信託 17,392,804 18,620,805
年金信託 3,940,731 3,738,037
財産形成給付信託 5,220 3,700
投資信託 12,037,681 14,243,000
金銭信託以外の金銭の信託 1,598,530 1,440,338
有価証券の信託 8,047,935 7,540,825
金銭債権の信託 3,378,699 3,263,660
土地及びその定着物の信託 178,076 332,632
包括信託 10,395,857 10,925,858
その他の信託 4,982 5,164
合計 56,980,518 60,114,023
　共同信託他社管理財産 686,069 414,143

注）1. 上記残高表には、金銭評価の困難な信託を除いています。
2. 共同信託他社管理財産には、職務分担型共同受託方式による信託財産の該当はありません。

(14) 金銭信託等の受入残高 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
金銭信託 17,392,804 18,620,805
年金信託 3,940,731 3,738,037
財産形成給付信託 5,220 3,700
合計 21,338,756 22,362,543

(15) 金銭信託等の運用残高 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
金銭信託 貸出金 908,779 871,412

有価証券 1,106,192 977,811
年金信託 貸出金 ― ―

有価証券 ― ―
財産形成給付 貸出金 ― ―
信託 有価証券 ― ―
合計 貸出金 908,779 871,412

有価証券 1,106,192 977,811

(16) 元本補塡契約のある信託 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
金銭信託 金銭信託

資産 貸出金 16,006 13,861
有価証券 3 3
その他 685,399 699,560
合計 701,408 713,425

負債 元本 701,226 713,268
債権償却準備金 49 42
その他 133 114
合計 701,408 713,425
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■預金等

(17) 総資金量の推移 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
預金 26,370 30,562
譲渡性預金 5,798 3,530
金銭信託 173,928 186,208
年金信託 39,407 37,380
財産形成給付信託 52 37
総資金量 245,556 257,718
注）総資金量は預金、譲渡性預金及び金銭信託、年金信託、財産形成給付信託の信託財産の合計額です。

(18) 預金の種類別残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

預金 平均残高 23,723 264 23,987 28,265 127 28,392
(％) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)
期末残高 26,177 192 26,370 30,377 185 30,562
(％) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

流動性預金 平均残高 8,457 ― 8,457 7,956 ― 7,956
(％) (35.6) ― (35.3) (28.1) ― (28.0)
期末残高 8,550 ― 8,550 8,470 ― 8,470
(％) (32.7) ― (32.4) (27.9) ― (27.7)

定期性預金 平均残高 14,992 ― 14,992 20,005 ― 20,005
(％) (63.2) ― (62.5) (70.8) ― (70.5)
期末残高 17,441 ― 17,441 21,736 ― 21,736
(％) (66.6) ― (66.2) (71.5) ― (71.1)

うち固定金利 平均残高 14,942 ― 14,942 19,983 ― 19,983
　　定期預金 期末残高 17,406 ― 17,406 21,736 ― 21,736
うち変動金利 平均残高 49 ― 49 22 ― 22
　　定期預金 期末残高 34 ― 34 0 ― 0

その他預金 平均残高 273 264 537 303 127 431
(％) (1.2) (100.0) (2.2) (1.1) (100.0) (1.5)
期末残高 186 192 378 170 185 355
(％) (0.7) (100.0) (1.4) (0.6) (100.0) (1.2)

譲渡性預金 平均残高 8,094 ― 8,094 5,196 ― 5,196
期末残高 5,798 ― 5,798 3,530 ― 3,530

注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

2. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
3. 定期性預金＝定期預金＋定期積金

固定金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定する定期預金
変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金

(19) 預金者別預金残高(国内店) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
個人 11,471 10,773
(％) (43.7) (35.4)
一般法人 10,857 13,061
(％) (41.4) (42.9)
金融機関･政府公金 3,911 6,589
(％) (14.9) (21.7)
合計 26,239 30,424
(％) (100.0) (100.0)
注）譲渡性預金、特別国際金融取引勘定分を除外しています。
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(20) 定期預金の残存期間別残高 (単位：億円)

平成26年度

3カ月未満 3カ月以上
6カ月未満

6カ月以上
1年未満

1年以上
2年未満

2年以上
3年未満 3年以上 合計

定期預金 5,377 2,924 3,413 3,640 1,032 1,051 17,441
　うち固定金利定期預金 5,373 2,919 3,388 3,640 1,032 1,051 17,406
　　　変動金利定期預金 4 5 25 0 ― ― 34
　　　その他の定期預金 ― ― ― ― ― ― ―
注）積立定期預金を含みません。

(単位：億円)

平成27年度

3カ月未満 3カ月以上
6カ月未満

6カ月以上
1年未満

1年以上
2年未満

2年以上
3年未満 3年以上 合計

定期預金 8,158 4,564 3,532 2,791 1,622 1,067 21,736
　うち固定金利定期預金 8,158 4,564 3,532 2,791 1,622 1,067 21,736
　　　変動金利定期預金 0 ― ― ― ― ― 0
　　　その他の定期預金 ― ― ― ― ― ― ―
注）積立定期預金を含みません。

(21) 財形貯蓄残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
財形貯蓄残高 3,313 3,236

(22) 信託期間別元本残高 (単位：億円)

平成26年度

1年未満 1年以上
2年未満

2年以上
5年未満 5年以上 その他のもの 合計

金銭信託 221 93,435 2,531 50,944 17,044 164,177

(単位：億円)

平成27年度

1年未満 1年以上
2年未満

2年以上
5年未満 5年以上 その他のもの 合計

金銭信託 209 109,225 3,805 51,234 17,355 181,830
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■貸出

(23) 貸出金の科目別残高

(銀行勘定) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

手形貸付 平均残高 375 5 380 335 6 341
期末残高 346 6 352 308 5 313

証書貸付 平均残高 26,090 1,668 27,759 27,641 2,323 29,964
期末残高 25,945 2,159 28,104 29,926 2,395 32,321

当座貸越 平均残高 2,221 ― 2,221 2,238 ― 2,238
期末残高 2,225 ― 2,225 2,325 ― 2,325

割引手形 平均残高 2 ― 2 1 ― 1
期末残高 2 ― 2 1 ― 1

合計 平均残高 28,689 1,674 30,363 30,217 2,329 32,547
期末残高 28,519 2,165 30,684 32,561 2,401 34,963

注）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

(信託勘定)(期末残高) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
証書貸付 9,085 8,712
手形貸付 2 1
当座貸越 ― ―
計 9,087 8,714
注）ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託を指すものとします。

(24) 貸出金の残存期間別残高(銀行勘定) (単位：億円)

平成26年度

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下 7年超 期間の定め

のないもの 合計

貸出金 7,275 8,836 7,009 3,005 4,371 186 30,684
　うち変動金利 ／ 5,531 4,171 1,766 2,449 101 ／
　　　固定金利 ／ 3,305 2,838 1,238 1,922 84 ／
注）残存期間1年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしていません。

(単位：億円)

平成27年度

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下 7年超 期間の定め

のないもの 合計

貸出金 10,775 8,509 6,786 3,873 4,920 98 34,963
　うち変動金利 ／ 5,031 3,791 2,372 2,658 98 ／
　　　固定金利 ／ 3,477 2,995 1,501 2,261 ― ／
注）残存期間1年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしていません。
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(25) 貸出金の担保別内訳(銀行勘定･信託勘定) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
銀行勘定 信託勘定 銀行勘定 信託勘定

有価証券 164 ― 227 ―
債権 2,149 ― 2,016 ―
商品 ― ― ― ―
不動産 6,289 103 6,133 88
その他 433 ― 562 ―
計 9,037 103 8,940 88
保証 1,558 7,361 1,816 7,257
信用 20,088 1,622 24,206 1,368
合計 30,684 9,087 34,963 8,714
注）ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託を指すものとします。

(26) 貸出金の契約期間別残高(信託勘定) (単位：億円)

平成26年度

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下 7年超 合計

貸出金 2 203 54 2,613 6,214 9,087
注）ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託を指すものとします。

(単位：億円)

平成27年度

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下 7年超 合計

貸出金 211 ― 31 2,331 6,140 8,714
注）ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託を指すものとします。

(27) 債務の保証(支払承諾)残高 (単位：口、億円)

平成26年度 平成27年度
手形引受 口数 ― ―

金額 ― ―
信用状 口数 ― ―

金額 ― ―
保証 口数 172 163

金額 418 437
合計 口数 172 163

金額 418 437

(28) 支払承諾見返の担保別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
有価証券 ― ―
債権 0 0
商品 ― ―
不動産 164 142
その他 8 8
計 174 151
保証 ― ―
信用 244 285
合計 418 437

344

貸出金の担保別内訳（銀行勘定・信託勘定）、貸出金の契約期間別残高（信託勘定）、債務の保証（支払承諾）残高、支払承諾見返の担保別内訳



み
ず
ほ
信
託
銀
行
　
●
　
単
体
決
算
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

2016/07/07 17:25:41 / 16186588_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

(29) 貸出金の使途別残高(銀行勘定･信託勘定) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
銀行勘定 信託勘定 銀行勘定 信託勘定

貸出金 30,684 9,087 34,963 8,714
（％） (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)
設備資金 9,224 126 9,579 106
（％） (30.1) (1.4) (27.4) (1.2)
運転資金 21,460 8,960 25,384 8,607
（％） (69.9) (98.6) (72.6) (98.8)

注）ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託を指すものとします。

(30) 中小企業等に対する貸出金残高(銀行勘定･信託勘定) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
銀行勘定 信託勘定 銀行勘定 信託勘定

総貸出金残高(A) 30,616 9,087 34,904 8,714
中小企業等貸出金残高(B) 12,471 7,425 13,845 7,314

(B) ×100(A) 40.7％ 81.7％ 39.6％ 83.9％

注）1. 特別国際金融取引勘定分は含まれていません。
2. 中小企業等とは、資本金3億円(ただし、卸売業は1億円、小売業、飲食業、物品賃貸業等は5千万円)以下の会社又は常用する従業員が300人(ただし、卸売業、物品賃貸業等は100人、小

売業、飲食業は50人)以下の会社及び個人です。
3. ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託を指すものとします。

(31) 消費者ローン残高(銀行勘定･信託勘定) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
銀行勘定 信託勘定 銀行勘定 信託勘定

消費者ローン 1,403 52 1,308 47
うち居住用住宅ローン 1,249 52 1,176 47

注）ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託を指すものとします。

345

貸出金の使途別残高（銀行勘定・信託勘定）、中小企業等に対する貸出金残高（銀行勘定・信託勘定）、消費者ローン残高（銀行勘定・信託勘定）



みずほ信託銀行の業績と財務の状況

単体決算データファイル

み
ず
ほ
信
託
銀
行
　
●
　
単
体
決
算
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

2016/07/07 17:25:41 / 16186588_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

■証券

(32) 有価証券の種類別残高

(銀行勘定) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

有価証券残高 平均残高 11,027 5,748 16,776 9,334 4,240 13,575
(％) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)
期末残高 13,449 5,422 18,871 9,747 5,173 14,921
(％) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

国債 平均残高 8,374 ― 8,374 6,729 ― 6,729
(％) (76.0) ― (49.9) (72.1) ― (49.6)
期末残高 9,052 ― 9,052 5,739 ― 5,739
(％) (67.3) ― (48.0) (58.9) ― (38.5)

地方債 平均残高 36 ― 36 33 ― 33
(％) (0.3) ― (0.2) (0.4) ― (0.3)
期末残高 37 ― 37 31 ― 31
(％) (0.3) ― (0.2) (0.3) ― (0.2)

短期社債 平均残高 ― ― ― ― ― ―
(％) ― ― ― ― ― ―
期末残高 ― ― ― ― ― ―
(％) ― ― ― ― ― ―

社債 平均残高 574 ― 574 534 ― 534
(％) (5.2) ― (3.4) (5.7) ― (3.9)
期末残高 651 ― 651 779 ― 779
(％) (4.8) ― (3.4) (8.0) ― (5.2)

株式 平均残高 1,456 ― 1,456 1,482 ― 1,482
(％) (13.2) ― (8.7) (15.9) ― (10.9)
期末残高 2,863 ― 2,863 2,724 ― 2,724
(％) (21.3) ― (15.2) (27.9) ― (18.3)

その他の証券 平均残高 587 5,748 6,335 554 4,240 4,794
(％) (5.3) (100.0) (37.8) (5.9) (100.0) (35.3)
　うち外国債券 ― 4,818 4,818 ― 3,327 3,327
　　　外国株式 ― 127 127 ― 127 127
期末残高 844 5,422 6,266 473 5,173 5,646
(％) (6.3) (100.0) (33.2) (4.9) (100.0) (37.8)
　うち外国債券 ― 4,381 4,381 ― 4,402 4,402
　　　外国株式 ― 127 127 ― 127 127

注）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。
ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

(信託勘定)(期末残高) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国債 8,269 6,975
地方債 ― ―
短期社債 ― ―
社債 1,999 2,009
株式 0 0
その他の証券 792 792
計 11,061 9,778
注）ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託を指すものとします。
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(33) 有価証券の残存期間別残高(銀行勘定) (単位：億円)

平成26年度

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合計

国債 5,100 550 2,450 851 ― ― ― 8,951
地方債 5 1 14 14 ― ― ― 35
短期社債 ― ― ― ― ― ― ― ―
社債 178 158 298 5 10 ― ― 652
株式 ― ― ― ― ― ― 2,863 2,863
その他の証券 9 38 1,040 625 1,969 474 1,645 5,804
　うち外国債券 6 ― 1,021 621 1,969 474 ― 4,093
　　　外国株式 ― ― ― ― ― ― 127 127

(単位：億円)

平成27年度

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合計

国債 2,770 200 1,680 ― 1,000 ― ― 5,650
地方債 1 1 23 3 ― ― ― 30
短期社債 ― ― ― ― ― ― ― ―
社債 117 259 371 1 29 ― ― 780
株式 ― ― ― ― ― ― 2,724 2,724
その他の証券 0 13 208 837 1,856 1,268 1,203 5,387
　うち外国債券 ― 5 191 833 1,856 1,268 ― 4,155
　　　外国株式 ― ― ― ― ― ― 127 127

(34) 商品有価証券の種類別残高(平均残高)(銀行勘定) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
商品国債 0 0
商品地方債 ― ―
商品政府保証債 ― ―
その他の商品有価証券 ― ―
合計 0 0
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■諸比率

(35) 利益率 (単位：％)

平成26年度 平成27年度
ROA 総資産業務純利益率 0.8 0.8

総資産経常利益率 1.0 0.8
総資産当期純利益率 0.8 0.5

ROE 自己資本業務純利益率 11.5 10.4
自己資本経常利益率 13.2 10.6
自己資本当期純利益率 11.1 7.3

注）1. 総資産業務純(経常、当期純)利益率＝
業務純(経常、当期純)利益

×100
(総資産期首残高＋総資産期末残高)÷2

2. 自己資本業務純(経常、当期純)利益率＝
業務純(経常、当期純)利益－普通株主に帰属しない金額(※)

×100
{(期首株主資本及び評価･換算差額等－期首発行済優先株式数×発行価額)＋(期末株主資本及び評価･換算差額等－期末発行済優先株式数×発行価額)}÷2

(※)剰余金の配当による優先配当額等
3. 業務純利益は一般貸倒引当金純繰入前です。

(36) 利鞘 (単位：％)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

資金運用利回り 0.70 1.28 0.79 0.63 1.46 0.74
資金調達利回り 0.16 0.20 0.17 0.15 0.36 0.18
資金粗利鞘 0.54 1.08 0.62 0.47 1.10 0.55
注）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。

(37) 貸出金の預金に対する比率(預貸率)(銀行勘定) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

貸出金 （A） 28,519 2,165 30,684 32,561 2,401 34,963
預金 （B） 31,976 192 32,168 33,908 185 34,093
比率 （A／B） 89.18％ 1,124.93％ 95.38％ 96.02％ 1,296.15％ 102.55％

期中平均 90.16％ 633.35％ 94.64％ 90.30％ 1,825.50％ 96.89％
注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。
2. 預金には、譲渡性預金を含んでいます。

(38) 有価証券の預金に対する比率(預証率)(銀行勘定) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

有価証券 （A） 13,449 5,422 18,871 9,747 5,173 14,921
預金 （B） 31,976 192 32,168 33,908 185 34,093
比率 （A／B） 42.06％ 2,816.78％ 58.66％ 28.74％ 2,792.37％ 43.76％

期中平均 34.65％ 2,174.32％ 52.29％ 27.89％ 3,323.35％ 40.41％
注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分などは、国際業務部門に含めています。
2. 預金には、譲渡性預金を含んでいます。
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■為替

(39) 内国為替取扱高 (単位：千口、億円)

平成26年度 平成27年度
口数 金額 口数 金額

送金為替 仕向 6,570 133,255 6,307 136,576
被仕向 551 149,963 513 150,196

代金取立 仕向 0 2 0 1
被仕向 0 0 0 0

(40) 外国為替取扱高 (単位：億米ドル)

平成26年度 平成27年度
仕向為替 売渡為替 19 13

買入為替 7 2
被仕向為替 支払為替 3 12

取立為替 ― ―
合計 29 29

■店舗･従業員等

(41) 店舗の状況 (単位：店)

平成26年度 平成27年度
国内本支店 36 36
注）出張所（平成26年度17、平成27年度19）を含みません。

(42) 従業員の状況
平成26年度 平成27年度

従業員数 3,152人 3,240
平均年齢 38.6歳 38.6歳
平均勤続年数 14.9年 14.9年
平均年間給与 8,348千円 8,555千円
注）1. 従業員数は、行外への出向者を除き、行外から受け入れた出向者を含んでいます。また、執行役員、嘱託及び臨時従業員を含んでいません。

2. 平均勤続年数は、株式会社みずほフィナンシャルグループ、株式会社みずほ銀行、みずほ信託銀行株式会社、みずほ証券株式会社、みずほ情報総研株式会社の間で転籍異動した者について
は、転籍元会社での勤続年数を通算しています。

3. 平均年間給与は、3月末の当行従業員に対して支給された年間の給与、賞与及び基準外賃金を合計したものです。

平成26年度 平成27年度
執行役員 17人 21人
嘱託･臨時従業員 726人 1,127人
注）執行役員は、取締役兼務者を含みません。
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■資本

(43) 資本金の推移 (単位：百万円)

年月日 増資額 増資後資本金 摘要
平成15年3月12日 247,231 旧みずほアセット信託銀行(注)と旧みずほ信託銀行との合併
平成21年5月31日 17 247,249 新株予約権の権利行使
平成21年6月30日 1 247,251 同上
平成21年7月31日 8 247,260 同上
平成22年5月31日 24 247,284 同上
平成22年7月31日 18 247,303 同上
平成23年5月31日 40 247,344 同上
平成23年6月30日 25 247,369 同上

注）平成14年4月に旧安田信託銀行から改称

(44) 大株主の状況(平成28年3月31日現在)

(普通株式) (単位：株)

順位 株主名 所有株式数 所有株式数の割合（％）
1 株式会社みずほフィナンシャルグループ 7,914,784,269 100.0

注）自己株式として所有しています第一回第一種優先株式155,717,123株、第二回第三種優先株式800,000,000株は、上記大株主からは除外しています。また、上記の所有株式数の割合につ
いては、これらの自己株式を除外して算定しています。
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みずほ証券の財務諸表

352 連結財務諸表
(1)連結貸借対照表
(2)連結損益計算書及び連結包括利益計算書
(3)連結株主資本等変動計算書

356 財務諸表
(1)貸借対照表
(2)損益計算書
(3)株主資本等変動計算書
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　当社は、平成26年度及び平成27年度の連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書について会社法第444条第4項の規
定に基づき、新日本有限責任監査法人の監査証明を受けています。

■連結財務諸表

(1) 連結貸借対照表 (単位：百万円)

科目 平成26年度
(平成27年3月31日現在)

平成27年度
(平成28年3月31日現在)

(資産の部)
流動資産
　現金・預金 447,202 468,021
　預託金 159,285 175,926
　トレーディング商品 5,858,340 7,587,509
　　商品有価証券等 4,108,556 4,595,554
　　デリバティブ取引 1,749,783 2,991,955
　約定見返勘定 542,175 153,682
　営業有価証券等 55,508 39,886
　営業貸付債権 14,303 13,835
　信用取引資産 77,486 101,224
　　信用取引貸付金 53,331 56,392
　　信用取引借証券担保金 24,155 44,832
　有価証券担保貸付金 13,123,583 11,144,682
　　借入有価証券担保金 4,047,550 3,698,505
　　現先取引貸付金 9,076,033 7,446,177
　立替金 2,756 2,044
　有価証券等引渡未了勘定 28,452 119,202
　短期貸付金 6,800 6,058
　有価証券 5,811 6,831
　繰延税金資産 24,896 13,045
　その他の流動資産 448,064 586,598
　貸倒引当金 △93 △87
　流動資産計 20,794,574 20,418,463
固定資産
　有形固定資産 39,633 41,564
　　建物 12,613 15,260
　　器具備品 8,990 9,717
　　土地 17,425 16,184
　　リース資産 604 401
　無形固定資産 89,326 93,390
　　ソフトウエア 44,140 53,509
　　顧客関連資産 43,785 38,771
　　その他 1,400 1,110
　投資その他の資産 124,803 106,084
　　投資有価証券 78,149 68,605
　　長期貸付金 112 83
　　長期差入保証金 13,769 13,432
　　退職給付に係る資産 23,342 16,745
　　繰延税金資産 758 1,035
　　その他 13,732 9,820
　　貸倒引当金 △5,061 △3,638
　固定資産計 253,763 241,039
資産合計 21,048,338 20,659,503

(単位：百万円)

科目 平成26年度
(平成27年3月31日現在)

平成27年度
(平成28年3月31日現在)

(負債の部)
流動負債
　トレーディング商品 4,858,549 5,550,897
　　商品有価証券等 3,190,401 2,630,040
　　デリバティブ取引 1,668,148 2,920,857
　信用取引負債 34,980 42,887
　　信用取引借入金 9,240 11,390
　　信用取引貸証券受入金 25,739 31,496
　有価証券担保借入金 11,980,429 11,151,298
　　有価証券貸借取引受入金 1,416,402 1,908,957
　　現先取引借入金 10,564,026 9,242,340
　預り金 189,288 164,745
　受入保証金 529,112 525,163
　有価証券等受入未了勘定 28,627 17,012
　短期借入金 788,896 619,650
　コマーシャル・ペーパー 456,500 513,700
　1年内償還予定の社債 179,556 143,009
　リース債務 415 662
　未払法人税等 11,025 7,126
　繰延税金負債 ― 3
　賞与引当金 31,206 32,077
　変動報酬引当金 ― 790
　ポイント引当金 783 623
　その他の流動負債 72,307 71,361
　流動負債計 19,161,679 18,841,010
固定負債
　社債 603,908 620,666
　長期借入金 524,000 409,400
　リース債務 1,353 858
　繰延税金負債 25,497 22,320
　役員退職慰労引当金 283 290
　執行役員退職慰労引当金 143 186
　退職給付に係る負債 18,557 20,764
　その他の固定負債 5,144 2,335
　固定負債計 1,178,889 1,076,822
特別法上の準備金
　金融商品取引責任準備金 1,607 2,024
　特別法上の準備金計 1,607 2,024
負債合計 20,342,177 19,919,857
(純資産の部)
株主資本
　資本金 125,167 125,167
　資本剰余金 359,999 358,874
　利益剰余金 227,145 272,310
　株主資本合計 712,312 756,352
その他の包括利益累計額
　その他有価証券評価差額金 24,854 21,115
　為替換算調整勘定 △63,399 △64,240
　退職給付に係る調整累計額 7,862 1,149
　その他の包括利益累計額合計 △30,682 △41,974
非支配株主持分 24,531 25,268
純資産合計 706,160 739,645
負債純資産合計 21,048,338 20,659,503
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(2) 連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書 (単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

営業収益
　受入手数料 228,582 244,155
　　委託手数料 65,771 60,234
　　引受け・売出し・特定投資家向け
　　売付け勧誘等の手数料 52,991 59,908

　　募集・売出し・特定投資家向け
　　売付け勧誘等の取扱手数料 38,068 38,636

　　その他の受入手数料 71,750 85,374
　トレーディング損益 122,100 128,133
　営業有価証券等損益 18,266 16,952
　金融収益 72,381 82,708
　営業収益計 441,331 471,949
金融費用 45,778 56,704
純営業収益 395,552 415,245
販売費・一般管理費 311,168 329,632
　取引関係費 64,386 74,943
　人件費 140,864 144,209
　不動産関係費 34,444 34,699
　事務費 25,715 31,679
　減価償却費 23,632 24,129
　租税公課 4,472 3,979
　貸倒引当金繰入額 451 △432
　その他 17,200 16,424
営業利益 84,384 85,612
営業外収益 3,402 3,435
営業外費用 1,309 3,619
経常利益 86,477 85,429
特別利益 698 13,617
　固定資産売却益 89 48
　投資有価証券売却益 609 746
　株式の誤発注に係る受取損害賠償金

等 ― 12,822

特別損失 2,573 3,424
　固定資産売却損 ― 12
　固定資産除却損 410 298
　投資有価証券売却損 76 92
　投資有価証券評価損 10 62
　ゴルフ会員権評価損 0 0
　減損損失 859 843
　本社移転費用 881 1,508
　共同店舗化費用 ― 190
　金融商品取引責任準備金繰入れ 334 416
税金等調整前当期純利益 84,602 95,621
法人税、住民税及び事業税 16,755 17,966
法人税等調整額 6,705 13,886
法人税等合計 23,461 31,853
当期純利益 61,141 63,768
非支配株主に帰属する当期純利益 2,489 2,599
親会社株主に帰属する当期純利益 58,652 61,168

連結包括利益計算書 (単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

当期純利益 61,141 63,768
その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 9,079 △3,780
為替換算調整勘定 3,861 △1,951
退職給付に係る調整額 4,005 △6,875
持分法適用会社に対する持分相当額 0 0
その他の包括利益合計 16,946 △12,606

包括利益 78,088 51,161
（内訳）

親会社株主に係る包括利益 73,563 49,876
非支配株主に係る包括利益 4,524 1,285
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(3) 連結株主資本等変動計算書 (単位：百万円)

科目

平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

株主資本
資本金 資本

剰余金
利益

剰余金
株主資本

合計

当期首残高 125,167 359,999 191,868 677,034
会計方針の変更による
累積的影響額 2,869 2,869

会計方針の変更を反映した
当期首残高 125,167 359,999 194,737 679,903

当期変動額
剰余金の配当 △26,196 △26,196
親会社株主に帰属する
当期純利益 58,652 58,652

連結範囲の変動 △47 △47
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 32,408 32,408
当期末残高 125,167 359,999 227,145 712,312

(単位：百万円)

科目

平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

その他の包括利益累計額 非支配株主
持分

純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整

累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 15,938 △65,414 3,881 △45,594 20,522 651,962

会計方針の変更による
累積的影響額 122 2,992

会計方針の変更を反映した
当期首残高 15,938 △65,414 3,881 △45,594 20,645 654,954

当期変動額
剰余金の配当 △26,196
親会社株主に帰属する
当期純利益 58,652

連結範囲の変動 △47
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 8,916 2,014 3,980 14,911 3,885 18,797

当期変動額合計 8,916 2,014 3,980 14,911 3,885 51,206
当期末残高 24,854 △63,399 7,862 △30,682 24,531 706,160
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(単位：百万円)

科目

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

株主資本
資本金 資本

剰余金
利益

剰余金
株主資本

合計

当期首残高 125,167 359,999 227,145 712,312
会計方針の変更による
累積的影響額 △1,124 1,124 ―

会計方針の変更を反映した
当期首残高 125,167 358,874 228,269 712,312

当期変動額
剰余金の配当 △17,128 △17,128
親会社株主に帰属する
当期純利益 61,168 61,168

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 44,040 44,040
当期末残高 125,167 358,874 272,310 756,352

(単位：百万円)

科目

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

その他の包括利益累計額 非支配株主
持分

純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整

累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 24,854 △63,399 7,862 △30,682 24,531 706,160

会計方針の変更による
累積的影響額 ―

会計方針の変更を反映した
当期首残高 24,854 △63,399 7,862 △30,682 24,531 706,160

当期変動額
剰余金の配当 △17,128
親会社株主に帰属する
当期純利益 61,168

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △3,738 △840 △6,712 △11,292 737 △10,555

当期変動額合計 △3,738 △840 △6,712 △11,292 737 33,484
当期末残高 21,115 △64,240 1,149 △41,974 25,268 739,645

■注記事項等の詳細は、みずほ証券のディスクロージャー誌をご覧ください。
　http://www.mizuho-sc.com/company/financial/disclosure/index.html
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　当社は、平成26年度及び平成27年度の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について会社法第436条第2項第1号の規定に基
づき、新日本有限責任監査法人の監査証明を受けています。

■財務諸表

(1) 貸借対照表 (単位：百万円)

科目 平成26年度
(平成27年3月31日現在)

平成27年度
(平成28年3月31日現在)

(資産の部)
流動資産
　現金・預金 320,613 283,049
　預託金 151,401 170,684
　トレーディング商品 4,184,018 5,990,021
　　商品有価証券等 2,494,775 3,115,313
　　デリバティブ取引 1,689,243 2,874,707
　約定見返勘定 580,287 27,923
　営業有価証券等 17,516 19,010
　営業貸付債権 3,240 3,100
　信用取引資産 74,794 98,958
　　信用取引貸付金 50,849 54,181
　　信用取引借証券担保金 23,945 44,776
　有価証券担保貸付金 4,109,246 3,949,642
　　借入有価証券担保金 4,060,231 3,718,958
　　現先取引貸付金 49,014 230,684
　立替金 189 107
　　顧客への立替金 169 53
　　その他の立替金 20 53
　短期差入保証金 208,013 370,794
　有価証券等引渡未了勘定 25,582 11,937
　支払差金勘定 4,826 1,020
　短期貸付金 46,084 50,711
　前払金 600 1,075
　前払費用 2,926 2,647
　未収入金 4,527 2,520
　未収収益 24,167 23,143
　繰延税金資産 21,160 8,735
　その他の流動資産 6,091 3,112
　貸倒引当金 △12 △16
　流動資産計 9,785,276 11,018,181
固定資産
　有形固定資産 15,678 14,540
　　建物 6,283 5,899
　　器具備品 6,374 7,054
　　土地 2,419 1,186
　　リース資産 601 399
　無形固定資産 34,344 42,370
　　ソフトウエア 32,986 41,302
　　借家権 75 65
　　電話加入権 489 488
　　その他の無形固定資産 792 514
　投資その他の資産 297,869 308,153
　　投資有価証券 51,981 46,491
　　関係会社株式 189,208 195,501
　　関係会社長期貸付金 16,112 31,759
　　長期差入保証金 12,670 12,216
　　長期前払費用 5,172 4,076
　　前払年金費用 12,746 15,020
　　繰延税金資産 8,297 1,394
　　その他 6,733 5,328
　　貸倒引当金 △5,055 △3,634
　固定資産計 347,891 365,065
資産合計 10,133,168 11,383,246

(単位：百万円)

科目 平成26年度
(平成27年3月31日現在)

平成27年度
(平成28年3月31日現在)

(負債の部)
流動負債
　トレーディング商品 3,909,239 4,445,062
　　商品有価証券等 2,294,228 1,642,885
　　デリバティブ取引 1,615,010 2,802,176
　信用取引負債 33,922 42,278
　　信用取引借入金 8,383 10,835
　　信用取引貸証券受入金 25,539 31,443
　有価証券担保借入金 3,052,857 3,861,722
　　有価証券貸借取引受入金 1,417,601 1,909,797
　　現先取引借入金 1,635,255 1,951,925
　預り金 160,613 136,356
　　顧客からの預り金 104,521 115,985
　　募集等受入金 538 ―
　　その他の預り金 55,553 20,371
　受入保証金 110,135 154,013
　有価証券等受入未了勘定 8,685 4,271
　短期借入金 626,792 479,403
　コマーシャル・ペーパー 456,500 513,700
　1年内償還予定の社債 67,220 55,602
　リース債務 414 377
　前受金 1,363 1,144
　未払金 3,221 717
　未払費用 24,301 26,266
　未払法人税等 2,549 4,400
　賞与引当金 14,757 13,217
　変動報酬引当金 ― 790
　ポイント引当金 783 623
　その他の流動負債 1,524 3,293
　流動負債計 8,474,880 9,743,240
固定負債
　社債 496,002 548,766
　長期借入金 524,000 409,400
　リース債務 1,351 857
　退職給付引当金 16,952 18,034
　その他の固定負債 2,431 1,885
　固定負債計 1,040,738 978,944
特別法上の準備金
　金融商品取引責任準備金 1,589 2,005
　特別法上の準備金計 1,589 2,005
負債合計 9,517,208 10,724,190
(純資産の部)
株主資本
　資本金 125,167 125,167
　資本剰余金
　　資本準備金 285,831 285,831
　　その他資本剰余金 95,817 95,817
　　資本剰余金合計 381,649 381,649
　利益剰余金
　　その他利益剰余金
　　　繰越利益剰余金 112,125 149,594
　　利益剰余金合計 112,125 149,594
　株主資本合計 618,941 656,411
評価・換算差額等
　その他有価証券評価差額金 24,524 21,626
　繰延ヘッジ損益 △27,505 △18,982
　評価・換算差額等合計 △2,981 2,644
純資産合計 615,960 659,056
負債純資産合計 10,133,168 11,383,246
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(2) 損益計算書 (単位：百万円)

科目
平成26年度

(平成26年4月 1 日から)平成27年3月31日まで

平成27年度

(平成27年4月 1 日から)平成28年3月31日まで

営業収益
　受入手数料 146,782 155,617
　　委託手数料 33,795 30,728
　　引受け・売出し・特定投資家向け
　　売付け勧誘等の手数料 28,626 27,693

　　募集・売出し・特定投資家向け
　　売付け勧誘等の取扱手数料 34,228 31,397

　　その他の受入手数料 50,131 65,798
　トレーディング損益 117,865 130,230
　営業有価証券等損益 2,680 4,604
　金融収益 34,249 29,402
　営業収益計 301,578 319,855
金融費用 26,850 27,552
純営業収益 274,727 292,303
販売費・一般管理費 217,631 231,895
　取引関係費 45,154 51,176
　人件費 85,944 85,135
　不動産関係費 25,634 26,042
　事務費 38,685 47,955
　減価償却費 15,065 14,929
　租税公課 3,106 3,386
　貸倒引当金繰入額 431 △426
　その他 3,608 3,695
営業利益 57,096 60,407
営業外収益 4,720 8,055
営業外費用 581 1,357
経常利益 61,235 67,105
特別利益 588 13,436
　固定資産売却益 89 48
　投資有価証券売却益 499 565
　株式の誤発注に係る受取損害賠償金

等 ― 12,822

特別損失 2,530 2,464
　固定資産売却損 ― 8
　固定資産除却損 386 254
　投資有価証券売却損 46 26
　関係会社株式売却損 22 ―
　投資有価証券評価損 ― 0
　関係会社株式評価損 ― 146
　ゴルフ会員権評価損 0 0
　減損損失 858 843
　本社移転費用 881 577
　共同店舗化費用 ― 192
　金融商品取引責任準備金繰入れ 334 416
税引前当期純利益 59,293 78,077
法人税、住民税及び事業税 4,485 6,915
法人税等調整額 10,734 16,563
法人税等合計 15,219 23,479
当期純利益 44,073 54,598
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(3) 株主資本等変動計算書 (単位：百万円)

科目

平成26年度

（平成26年4月 1 日から）平成27年3月31日まで

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本

合計資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
繰越利益剰余金

当期首残高 125,167 285,831 95,817 381,649 91,516 598,333
会計方針の変更による
累積的影響額 2,731 2,731

会計方針の変更を反映した
当期首残高 125,167 285,831 95,817 381,649 94,247 601,064

当期変動額
剰余金の配当 △26,196 △26,196
当期純利益 44,073 44,073
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ― 17,877 17,877
当期末残高 125,167 285,831 95,817 381,649 112,125 618,941

(単位：百万円)

科目

平成26年度

（平成26年4月 1 日から）平成27年3月31日まで

評価・換算差額等 純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等

合計
当期首残高 16,865 △17,946 △1,081 597,251

会計方針の変更による
累積的影響額 2,731

会計方針の変更を反映した
当期首残高 16,865 △17,946 △1,081 599,983

当期変動額
剰余金の配当 △26,196
当期純利益 44,073
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 7,658 △9,558 △1,899 △1,899

当期変動額合計 7,658 △9,558 △1,899 15,977
当期末残高 24,524 △27,505 △2,981 615,960
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(単位：百万円)

科目

平成27年度

（平成27年4月 1 日から）平成28年3月31日まで

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本

合計資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
繰越利益剰余金

当期首残高 125,167 285,831 95,817 381,649 112,125 618,941
当期変動額

剰余金の配当 △17,128 △17,128
当期純利益 54,598 54,598
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ― 37,469 37,469
当期末残高 125,167 285,831 95,817 381,649 149,594 656,411

(単位：百万円)

科目

平成27年度

（平成27年4月 1 日から）平成28年3月31日まで

評価・換算差額等 純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等

合計
当期首残高 24,524 △27,505 △2,981 615,960
当期変動額

剰余金の配当 △17,128
当期純利益 54,598
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △2,897 8,523 5,626 5,626

当期変動額合計 △2,897 8,523 5,626 43,095
当期末残高 21,626 △18,982 2,644 659,056

■注記事項等の詳細は、みずほ証券のディスクロージャー誌をご覧ください。
　http://www.mizuho-sc.com/company/financial/disclosure/index.html
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バーゼル規制関連資料
362 自己資本比率ハイライト

自己資本比率ハイライト

みずほフィナンシャルグループ
363 連結の自己資本の充実の状況

連結の範囲
自己資本の構成
自己資本
信用リスク
信用リスク削減手法
派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク
証券化エクスポージャー
マーケット･リスク
オペレーショナル･リスク
銀行勘定における株式等エクスポージャー
持株レバレッジ比率の構成に関する事項
グローバルなシステム上重要な銀行の選定指標に関する開示事項

402 連結の流動性に係る経営の健全性の状況
流動性カバレッジ比率

403 連結の役職員の報酬等について

みずほ銀行
407 連結の自己資本の充実の状況

連結の範囲
自己資本の構成
自己資本
信用リスク
信用リスク削減手法
派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク
証券化エクスポージャー
マーケット･リスク
銀行勘定における株式等エクスポージャー
連結レバレッジ比率の構成に関する事項

438 連結の流動性に係る経営の健全性の状況
流動性カバレッジ比率

439 連結の役職員の報酬等について

みずほ銀行
440 単体の自己資本の充実の状況

自己資本の構成
自己資本
信用リスク
信用リスク削減手法
派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク
証券化エクスポージャー
マーケット･リスク
銀行勘定における株式等エクスポージャー

468 単体の流動性に係る経営の健全性の状況
流動性カバレッジ比率

469 単体の役職員の報酬等について

みずほ信託銀行
470 連結の自己資本の充実の状況

連結の範囲
自己資本の構成
自己資本
信用リスク
信用リスク削減手法
派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク
証券化エクスポージャー
マーケット･リスク
銀行勘定における株式等エクスポージャー
連結レバレッジ比率の構成に関する事項

500 連結の流動性に係る経営の健全性の状況
流動性カバレッジ比率

501 連結の役職員の報酬等について

みずほ信託銀行
502 単体の自己資本の充実の状況

自己資本の構成
自己資本
信用リスク
信用リスク削減手法
派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク
証券化エクスポージャー
マーケット･リスク
銀行勘定における株式等エクスポージャー

529 単体の流動性に係る経営の健全性の状況
流動性カバレッジ比率

530 単体の役職員の報酬等について

●記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しています。従って、表中の合計
欄･増減欄等の数値が、必ずしも数値の合計･差額等と一致しないことがあ
ります。

●決算期については、原則として表示を｢年度｣にて統一しています。
●当セクションでは和暦を使用しています。
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　バーゼル銀行監督委員会の合意に基づく自己資本比率規制では、市
場規律の実効性の向上を狙いとした自己資本の充実度に関する情報
開示が求められています。
　当グループは、｢銀行法施行規則(昭和57年大蔵省令第10号)第19
条の2第1項第5号ニ等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等につ
いて金融庁長官が別に定める事項｣(平成26年金融庁告示第7号)に基
づき、開示を行っています。

　なお、当グループでは、自己資本比率算出において、国際統一基準
を適用のうえ、信用リスク･アセットの額を算出する手法として先進
的内部格付手法を、オペレーショナル･リスク相当額を算出する手法
として先進的計測手法を採用しています。

■自己資本比率ハイライト

みずほフィナンシャルグループ(連結) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
総自己資本比率(国際統一基準) 14.58% 15.41%

Tier1比率 11.50% 12.64%
普通株式等Tier1比率 9.43% 10.50%

総自己資本の額 95,084 96,386
Tier1資本の額 75,003 79,050
普通株式等Tier1資本の額 61,531 65,664
リスク･アセットの額 651,919 625,311

みずほ銀行(連結) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
総自己資本比率(国際統一基準) 15.30% 15.46%

Tier1比率 12.13% 12.75%
普通株式等Tier1比率 10.42% 10.81%

総自己資本の額 87,535 87,802
Tier1資本の額 69,431 72,436
普通株式等Tier1資本の額 59,657 61,422
リスク･アセットの額 572,018 567,710

みずほ銀行(単体) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
総自己資本比率(国際統一基準) 15.35% 15.50%

Tier1比率 12.01% 12.66%
普通株式等Tier1比率 10.33% 10.65%

総自己資本の額 85,975 85,763
Tier1資本の額 67,275 70,040
普通株式等Tier1資本の額 57,873 58,922
リスク･アセットの額 559,814 553,061

みずほ信託銀行(連結) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
総自己資本比率(国際統一基準) 19.21% 19.52%

Tier1比率 16.68% 18.21%
普通株式等Tier1比率 16.67% 18.21%

総自己資本の額 5,116 4,721
Tier1資本の額 4,444 4,404
普通株式等Tier1資本の額 4,441 4,404
リスク･アセットの額 26,634 24,181

みずほ信託銀行(単体) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
総自己資本比率(国際統一基準) 19.33% 19.80%

Tier1比率 16.79% 18.52%
普通株式等Tier1比率 16.79% 18.52%

総自己資本の額 5,028 4,795
Tier1資本の額 4,367 4,484
普通株式等Tier1資本の額 4,367 4,484
リスク･アセットの額 26,009 24,210
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■連結の範囲

(1) 連結自己資本比率の算出における連結の範囲

(A) 連結財務諸表規則に基づき連結の範囲(以下｢会計連結範囲｣)に含まれる会社との相違点
平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(B) 連結子会社の数
平成26年度 平成27年度

連結子会社 150社 143社

　主要な連結子会社は、株式会社みずほ銀行、みずほ信託銀行株式会
社、みずほ証券株式会社です。

　各連結子会社の主要な業務の内容については、170～180ページ
をご覧ください。

(C) 持株自己資本比率告示第9条が適用される金融業務を営む関連法人等
平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(D) 持株会社グループに属する会社であって会計連結範囲に含まれないもの及び持株会社グループに属しない会
社であって会計連結範囲に含まれるもの
平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(E) 持株会社グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等
平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(F) その他金融機関等であって銀行持株会社の子法人等であるもののうち、規制上の所要自己資本を下回った会社
平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。
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■自己資本の構成

(2) 自己資本の構成等について

(A) 自己資本の構成に関する開示事項(連結(国際統一基準)) (単位：百万円、％)

国際様式の
該当番号 項目 平成26年度 平成27年度経過措置による

不算入額
経過措置による

不算入額
普通株式等Tier1資本に係る基礎項目 (1)

1a＋2－1c－26 普通株式に係る株主資本の額 5,816,601 ／ 6,365,502 ／
1a うち資本金及び資本剰余金の額 3,152,290 ／ 3,267,031 ／
2 うち利益剰余金の額 2,768,510 ／ 3,196,908 ／

1c うち自己株式の額(△) 3,616 ／ 3,609 ／
26 うち社外流出予定額(△) 100,584 ／ 94,827 ／

うち上記以外に該当するものの額 ― ／ ― ／
1b 普通株式に係る新株予約権の額 3,820 ／ 2,762 ／
3 その他の包括利益累計額及びその他公表準備金の額 811,982 1,217,973 964,710 643,140
5 普通株式等Tier1資本に係る調整後非支配株主持分の額 12,106 ／ 14,749 ／

経過措置により普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額
に算入されるものの額の合計額 49,114 ／ 32,465 ／

うち非支配株主持分等に係る経過措置により普通株式等
Tier1資本に係る基礎項目の額に算入されるものの額 49,114 ／ 32,465 ／

6 普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額 (イ) 6,693,624 ／ 7,380,191 ／
普通株式等Tier1資本に係る調整項目 (2)

8＋9 無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係るもの
を除く｡)の額の合計額 205,759 308,639 361,571 241,047

8 うちのれんに係るもの(のれん相当差額を含む｡)の額 42,919 64,378 35,452 23,635

9 うちのれん及びモーゲージ･サービシング･ライツに係る
もの以外のものの額 162,840 244,261 326,118 217,412

10 繰延税金資産(一時差異に係るものを除く｡)の額 4,559 6,839 6,614 4,409
11 繰延ヘッジ損益の額 10,654 15,981 99,158 66,105
12 適格引当金不足額 16,617 24,806 18,041 12,000
13 証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 154 231 52 35

14 負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資
本に算入される額 456 685 1,419 946

15 退職給付に係る資産の額 201,673 302,509 269,400 179,600
16 自己保有普通株式(純資産の部に計上されるものを除く｡)の額 1,948 2,923 1,338 892
17 意図的に保有している他の金融機関等の普通株式の額 ― ― ― ―
18 少数出資金融機関等の普通株式の額 98,658 147,987 56,105 37,403

19＋20＋21 特定項目に係る10％基準超過額 ― ― ― ―

19 うちその他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普
通株式に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―

20 うち無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係
るものに限る｡)に関連するものの額 ― ― ― ―

21 うち繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に関連す
るものの額 ― ― ― ―

22 特定項目に係る15％基準超過額 ― ― ― ―

23 うちその他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普
通株式に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―

24 うち無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係
るものに限る｡)に関連するものの額 ― ― ― ―

25 うち繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に関連す
るものの額 ― ― ― ―

27 その他Tier1資本不足額 ― ／ ― ／
28 普通株式等Tier1資本に係る調整項目の額 (ロ) 540,483 ／ 813,702 ／

普通株式等Tier1資本
29 普通株式等Tier1資本の額((イ)－(ロ)) (ハ) 6,153,141 ／ 6,566,488 ／

(次ページへ続く)
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(続き) (単位：百万円、％)

国際様式の
該当番号 項目 平成26年度 平成27年度経過措置による

不算入額
経過措置による

不算入額
その他Tier1資本に係る基礎項目 (3)

30　31a その他Tier1資本調達手段に係る株主資本の額及びその内訳 ― ／ ― ／
30　31b その他Tier1資本調達手段に係る新株予約権の額 ― ／ ― ／
30  　32 その他Tier1資本調達手段に係る負債の額 ― ／ 300,000 ／
30 特別目的会社等の発行するその他Tier1資本調達手段の額 ― ／ ― ／
34－35 その他Tier1資本に係る調整後非支配株主持分等の額 29,598 ／ 30,843 ／

33＋35 適格旧Tier1資本調達手段の額のうちその他Tier1資本に係
る基礎項目の額に含まれる額 1,458,197 ／ 1,144,037 ／

33 うち銀行持株会社及び銀行持株会社の特別目的会社等の
発行する資本調達手段の額 1,458,197 ／ 1,144,037 ／

35 うち銀行持株会社の連結子法人等(銀行持株会社の特別目
的会社等を除く｡)の発行する資本調達手段の額 ― ／ ― ／

経過措置によりその他Tier1資本に係る基礎項目の額に算入
されるものの額の合計額 △24,272 ／ △21,475 ／

うち為替換算調整勘定の額 △24,272 ／ △21,475 ／
36 その他Tier1資本に係る基礎項目の額 (ニ) 1,463,523 ／ 1,453,405 ／

その他Tier1資本に係る調整項目
37 自己保有その他Tier1資本調達手段の額 ― ― ― ―

38 意図的に保有している他の金融機関等のその他Tier1資本調
達手段の額 ― ― ― ―

39 少数出資金融機関等のその他Tier1資本調達手段の額 377 566 17 11
40 その他金融機関等のその他Tier1資本調達手段の額 50,301 75,451 88,606 59,071

経過措置によりその他Tier1資本に係る調整項目の額に算入
されるものの額の合計額 65,636 ／ 26,176 ／

うちのれん相当額 35,170 ／ 9,376 ／
うち企業結合等により計上される無形固定資産相当額 17,771 ／ 10,750 ／
うち証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 231 ／ 35 ／
うち内部格付手法採用行において、期待損失額が適格引当
金を上回る額の50％相当額 12,462 ／ 6,013 ／

42 Tier2資本不足額 ― ／ ― ／
43 その他Tier1資本に係る調整項目の額 (ホ) 116,315 ／ 114,800 ／

その他Tier1資本
44 その他Tier1資本の額((ニ)－(ホ)) (ヘ) 1,347,208 ／ 1,338,605 ／

Tier1資本
45 Tier1資本の額((ハ)＋(ヘ)) (ト) 7,500,349 ／ 7,905,093 ／

Tier2資本に係る基礎項目 (4)
46 Tier2資本調達手段に係る株主資本の額及びその内訳 ― ／ ― ／
46 Tier2資本調達手段に係る新株予約権の額 ― ／ ― ／
46 Tier2資本調達手段に係る負債の額 150,000 ／ 324,517 ／
46 特別目的会社等の発行するTier2資本調達手段の額 180,405 ／ 169,035 ／

48－49 Tier2資本に係る調整後非支配株主持分等の額 9,250 ／ 10,269 ／

47＋49 適格旧Tier2資本調達手段の額のうちTier2資本に係る基礎
項目の額に含まれる額 1,108,804 ／ 962,928 ／

47 うち銀行持株会社及び銀行持株会社の特別目的会社等の
発行する資本調達手段の額 180,405 ／ 169,035 ／

49 うち銀行持株会社の連結子法人等(銀行持株会社の特別目
的会社を除く｡)の発行する資本調達手段の額 928,399 ／ 793,893 ／

50 一般貸倒引当金Tier2算入額及び適格引当金Tier2算入額の
合計額 4,621 ／ 6,031 ／

50a うち一般貸倒引当金Tier2算入額 4,621 ／ 6,031 ／
50b うち適格引当金Tier2算入額 ― ／ ― ／

経過措置によりTier2資本に係る基礎項目の額に算入される
ものの額の合計額 730,789 ／ 374,012 ／

うちその他有価証券の連結貸借対照表計上額から帳簿価
額を控除した額の45％相当額 671,710 ／ 335,046 ／

うち土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の
45％相当額 59,079 ／ 38,965 ／

51 Tier2資本に係る基礎項目の額 (チ) 2,183,870 ／ 1,846,795 ／

(次ページへ続く)
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(続き) (単位：百万円、％)

国際様式の
該当番号 項目 平成26年度 平成27年度経過措置による

不算入額
経過措置による

不算入額
Tier2資本に係る調整項目

52 自己保有Tier2資本調達手段の額 1,680 2,520 ― ―

53 意図的に保有している他の金融機関等のTier2資本調達手段
の額 ― ― ― ―

54 少数出資金融機関等のTier2資本調達手段の額 54,114 81,171 33,374 22,249
55 その他金融機関等のTier2資本調達手段の額 ― ― ― ―

経過措置によりTier2資本に係る調整項目の額に算入される
ものの額の合計額 119,954 ／ 79,873 ／

うち金融機関等の資本調達手段の額 107,491 ／ 73,859 ／
うち内部格付手法採用行において、期待損失額が適格引当
金を上回る額の50％相当額 12,462 ／ 6,013 ／

57 Tier2資本に係る調整項目の額 (リ) 175,748 ／ 113,248 ／
Tier2資本

58 Tier2資本の額((チ)－(リ)) (ヌ) 2,008,122 ／ 1,733,547 ／
総自己資本

59 総自己資本の額((ト)＋(ヌ)) (ル) 9,508,471 ／ 9,638,641 ／
リスク･アセット (5)

経過措置によりリスク･アセットの額に算入されるものの額
の合計額 858,200 ／ 480,460 ／

うち無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係
るものを除く｡)に関連するものの額 226,489 ／ 206,661 ／

うち繰延税金資産(一時差異に係るものを除く｡)に関連す
るものの額 6,839 ／ 4,409 ／

うち退職給付に係る資産に関連するものの額 302,509 ／ 179,600 ／
うち金融機関等の資本調達手段に関連するものの額 322,361 ／ 89,788 ／

60 リスク･アセットの額の合計額 (ヲ) 65,191,951 ／ 62,531,174 ／
連結自己資本比率

61 連結普通株式等Tier1比率((ハ)／(ヲ)) 9.43％ ／ 10.50％ ／
62 連結Tier1比率((ト)／(ヲ)) 11.50％ ／ 12.64％ ／
63 連結総自己資本比率((ル)／(ヲ)) 14.58％ ／ 15.41％ ／

調整項目に係る参考事項 (6)

72 少数出資金融機関等の対象資本調達手段に係る調整項目不
算入額 675,780 ／ 672,811 ／

73 その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普通株式
に係る調整項目不算入額 150,800 ／ 112,376 ／

74 無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係るもの
に限る｡)に係る調整項目不算入額 ― ／ ― ／

75 繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に係る調整項目
不算入額 75,937 ／ 75,828 ／

Tier2資本に係る基礎項目の額に算入される引当金に関する事項 (7)
76 一般貸倒引当金の額 4,621 ／ 6,031 ／
77 一般貸倒引当金に係るTier2資本算入上限額 45,586 ／ 47,342 ／

78

内部格付手法採用行において、適格引当金の合計額から事業
法人等向けエクスポージャー及びリテール向けエクスポー
ジャーの期待損失額の合計額を控除した額(当該額が零を下
回る場合にあっては、零とする｡)

― ／ ― ／

79 適格引当金に係るTier2資本算入上限額 310,879 ／ 304,580 ／
資本調達手段に係る経過措置に関する事項 (8)

82 適格旧Tier1資本調達手段に係る算入上限額 1,458,197 ／ 1,249,883 ／

83
適格旧Tier1資本調達手段の額から適格旧Tier1資本調達手
段に係る算入上限額を控除した額(当該額が零を下回る場合
にあっては、零とする｡)

257,085 ／ ― ／

84 適格旧Tier2資本調達手段に係る算入上限額 1,180,942 ／ 1,012,236 ／

85
適格旧Tier2資本調達手段の額から適格旧Tier2資本調達手
段に係る算入上限額を控除した額(当該額が零を下回る場合
にあっては、零とする｡)

― ／ ― ／

注) 1. 上記は｢銀行法第52条の25の規定に基づき、銀行持株会社が銀行持株会社及びその子会社の保有する資産等に照らしそれらの自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するため
の基準｣(平成18年金融庁告示第20号。以下、｢告示｣という｡)に基づいて算出したものであり、国際統一基準を採用した連結ベースの計数となっています。

2. 当社の連結自己資本比率の算定に関して、｢自己資本比率の算定に関する合意された手続による調査業務を実施する場合の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第30号)に基
づき、新日本有限責任監査法人による外部監査を受けています。なお、当該外部監査は、当社の連結財務諸表に対する会計監査の一部ではありません。
当該外部監査は、新日本有限責任監査法人が自己資本比率の算定に係る内部管理体制の一部について当社との間で合意された手続による調査業務を実施し、当社にその結果を報告するもの
であり、自己資本比率そのものや自己資本比率の算定に係る内部統制について意見を表明するものではありません。
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(B) ｢(A)自己資本の構成に関する開示事項｣についての説明
　｢連結貸借対照表｣及び連結貸借対照表の科目と｢自己資本の構成に関する開示事項｣の関係は次のとおりです。

(単位：百万円)

科目 平成26年度 平成27年度 付表
参照番号

｢自己資本の構成に関する
開示事項｣国際様式番号公表連結貸借対照表 公表連結貸借対照表

(資産の部)
現金預け金 29,096,166 36,315,471
コールローン及び買入手形 444,115 893,545
買現先勘定 8,582,239 7,805,798
債券貸借取引支払保証金 4,059,340 3,407,390
買入金銭債権 3,239,831 2,979,797
特定取引資産 10,781,735 13,004,522 6－a

金銭の信託 157,728 175,638
有価証券 43,278,733 39,505,971 2－b、6－b

貸出金 73,415,170 73,708,884 6－c

外国為替 1,623,736 1,447,743
金融派生商品 3,544,243 3,157,752 6－d

その他資産 4,066,424 4,144,131 6－e

有形固定資産 1,078,051 1,085,791
無形固定資産 657,556 804,567 2－a

退職給付に係る資産 743,382 646,428 3

繰延税金資産 36,938 36,517 4－a

支払承諾見返 5,404,843 4,798,158
貸倒引当金 △525,486 △459,531
投資損失引当金 △2 ―
資産の部合計 189,684,749 193,458,580
(負債の部)
預金 97,757,545 105,629,071
譲渡性預金 15,694,906 11,827,533
コールマネー及び売渡手形 5,091,198 2,521,008
売現先勘定 19,612,120 16,833,346
債券貸借取引受入担保金 2,245,639 2,608,971
コマーシャル･ペーパー 538,511 1,010,139
特定取引負債 8,743,196 10,276,133 6－f

借用金 7,195,869 7,503,543 8－a

外国為替 473,060 492,473
短期社債 816,705 648,381
社債 6,013,731 6,120,928 8－b

信託勘定借 1,780,768 5,067,490
金融派生商品 3,474,332 2,571,597 6－g

その他負債 4,261,955 5,532,596
賞与引当金 59,869 62,171
変動報酬引当金 ― 2,836
退職給付に係る負債 47,518 51,514
役員退職慰労引当金 1,527 1,685
貸出金売却損失引当金 13 267
偶発損失引当金 7,845 5,271
睡眠預金払戻損失引当金 15,851 16,154
債券払戻損失引当金 48,878 39,245
特別法上の引当金 1,607 2,024
繰延税金負債 524,321 414,799 4－b

再評価に係る繰延税金負債 72,392 67,991 4－c
支払承諾 5,404,843 4,798,158
負債の部合計 179,884,211 184,105,335
(純資産の部)
資本金 2,255,404 2,255,790 1－a

資本剰余金 1,110,006 1,110,164 1－b

利益剰余金 2,769,371 3,197,616 1－c
自己株式 △3,616 △3,609 1－d

株主資本合計 6,131,166 6,559,962
その他有価証券評価差額金 1,737,348 1,296,039
繰延ヘッジ損益 26,635 165,264 5

土地再評価差額金 146,419 148,483
為替換算調整勘定 △40,454 △53,689
退職給付に係る調整累計額 160,005 51,752
その他の包括利益累計額合計 2,029,955 1,607,851 3

新株予約権 3,820 2,762 1b
非支配株主持分 1,635,595 1,182,668 7
純資産の部合計 9,800,538 9,353,244
負債及び純資産の部合計 189,684,749 193,458,580

注) 規制上の連結の範囲と会計上の連結の範囲は同一です。
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〈付表〉

1. 株主資本

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

1－a 資本金 2,255,404 2,255,790 適格旧Tier1資本調達手段を含む

1－b 資本剰余金 1,110,006 1,110,164 適格旧Tier1資本調達手段を含む

1－c 利益剰余金 2,769,371 3,197,616
1－d 自己株式 △3,616 △3,609

株主資本合計 6,131,166 6,559,962

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

普通株式等Tier1資本に係る額 5,917,185 6,460,330 普通株式に係る株主資本(社外流出予定額調整前)

1a うち資本金及び資本剰余金の額 3,152,290 3,267,031
2 うち利益剰余金の額 2,768,510 3,196,908

1c うち自己株式の額(△) 3,616 3,609
うち上記以外に該当するものの額 ― ―

31a その他Tier1資本調達手段に係る額 ― ― 実質破綻時損失吸収条項のある優先株式に係る株主資本

2. 無形固定資産

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

2－a 無形固定資産 657,556 804,567
2－b 有価証券 43,278,733 39,505,971

うち持分法適用会社に係るのれん相当額 48,680 35,646 持分法適用会社に係るのれん相当額

上記に係る税効果 △191,837 △237,595

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

8 無形固定資産　のれんに係るもの 107,297 59,087
9 無形固定資産　その他の無形固定資産 407,101 543,531 のれん、モーゲージ･サービシング･ライツ以外(ソフトウェア等)

無形固定資産　モーゲージ･サービシング･ライツ ― ―
20 特定項目に係る10％基準超過額 ― ―
24 特定項目に係る15％基準超過額 ― ―

74 無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツ
に係るものに限る。)に係る調整項目不算入額 ― ―
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3. 退職給付に係る資産

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

3 退職給付に係る資産 743,382 646,428

上記に係る税効果 △239,199 △197,428

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

15 退職給付に係る資産の額 504,183 449,000

4. 繰延税金資産

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

4－a 繰延税金資産 36,938 36,517
4－b 繰延税金負債 524,321 414,799
4－c 再評価に係る繰延税金負債 72,392 67,991

無形固定資産の税効果勘案分 191,837 237,595
退職給付に係る資産の税効果勘案分 239,199 197,428

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

10 繰延税金資産(一時差異に係るものを除く｡) 11,399 11,024 資産負債相殺処理等のため、連結貸借対照表計上額とは一致せず

一時差異に係る繰延税金資産 75,937 75,828 資産負債相殺処理等のため、連結貸借対照表計上額とは一致せず

21 特定項目に係る10％基準超過額 ― ―
25 特定項目に係る15％基準超過額 ― ―

75 繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に
係る調整項目不算入額 75,937 75,828

5. 繰延ヘッジ損益

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

5 繰延ヘッジ損益 26,635 165,264

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

11 繰延ヘッジ損益の額 26,635 165,264
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6. 金融機関向け出資等の対象科目

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

6－a 特定取引資産 10,781,735 13,004,522 商品有価証券、特定取引金融派生商品等を含む

6－b 有価証券 43,278,733 39,505,971
6－c 貸出金 73,415,170 73,708,884 劣後ローン等を含む

6－d 金融派生商品 3,544,243 3,157,752
6－e その他資産 4,066,424 4,144,131 出資金等を含む

6－f 特定取引負債 8,743,196 10,276,133 特定取引金融派生商品等を含む

6－g 金融派生商品 3,474,332 2,571,597

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

自己保有資本調達手段の額 9,072 2,231
16 普通株式等Tier1相当額 4,872 2,231
37 その他Tier1相当額 ― ―
52 Tier2相当額 4,200 ―

意図的に保有している他の金融機関等の資本
調達手段の額 ― ―

17 普通株式等Tier1相当額 ― ―
38 その他Tier1相当額 ― ―
53 Tier2相当額 ― ―

少数出資金融機関等の資本調達手段の額 1,058,656 821,973
18 普通株式等Tier1相当額 246,646 93,508
39 その他Tier1相当額 943 28
54 Tier2相当額 135,285 55,624

72 少数出資金融機関等の対象資本調達手段に
係る調整項目不算入額 675,780 672,811

その他金融機関等(10％超出資) 276,553 260,053
19 特定項目に係る10％基準超過額 ― ―
23 特定項目に係る15％基準超過額 ― ―
40 その他Tier1相当額 125,753 147,677
55 Tier2相当額 ― ―

73 その他金融機関等に係る対象資本調達手段
のうち普通株式に係る調整項目不算入額 150,800 112,376

7. 非支配株主持分

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

7 非支配株主持分 1,635,595 1,182,668

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

5 普通株式等Tier1資本に係る額 12,106 14,749 算入可能額（調整後非支配株主持分）勘案後

30－31ab－32 特別目的会社等の発行するその他Tier1資本
調達手段の額 ― ― 算入可能額（調整後非支配株主持分）勘案後

34－35 その他Tier1資本に係る額 29,598 30,843 算入可能額（調整後非支配株主持分）勘案後

46 特別目的会社等の発行するTier2資本調達手
段の額 180,405 169,035 算入可能額（調整後非支配株主持分）勘案後

48－49 Tier2資本に係る額 9,250 10,269 算入可能額（調整後非支配株主持分）勘案後
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8. その他資本調達

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

8－a 借用金 7,195,869 7,503,543
8－b 社債 6,013,731 6,120,928

合計 13,209,601 13,624,471

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

32 その他Tier1資本調達手段に係る負債の額 ― 300,000
46 Tier2資本調達手段に係る負債の額 150,000 324,517

注) 本表の自己資本の構成に関する開示事項の金額は、経過措置勘案前の数値を記載しているため、自己資本に算入されている金額に加え、｢(A)自己資
本の構成に関する開示事項｣における｢経過措置による不算入額｣の金額が含まれています。また、経過措置により自己資本に算入されている項目につ
いては本表には含んでいません。

■自己資本

(3) 自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当グループ全体が保有するリスクに見合う十分な自己資本を維持
していくため、適切かつ有効な自己資本管理態勢を整備するととも
に、自己資本の充実度について以下のような評価を定期的に行ってい
ます。

適切なBIS自己資本比率の維持
　当グループでは、最低所要普通株式等Tier１比率、Tier１比率、総
自己資本比率及び、最低連結資本バッファー比率を上回る自己資本を
確保していくだけでなく、経営計画や当グループの戦略目標等に則
り、成長のために必要となるリスクアセットの増加に見合う、質･量
ともに十分な自己資本が確保できているかを定期的に評価し、高水準
の財務の健全性を維持していることを確認しています。

リスクと自己資本のバランス
　リスクキャピタル配賦の枠組みのもと、グループ全体で抱えている
リスク量を可能な限り定量的に把握した上で、主要グループ会社等に
対してそのリスク量に応じた資本を自己資本の範囲内で配賦するこ
とによって、経営体力の範囲内にリスクを制御していくとともに、リ
スクプロファイルに照らし十分な自己資本が確保できているかを定
期的に評価しています。なお、自己資本の充実度に関する評価にあた
っては、足元の経済環境や今後の見通し等を踏まえて設定するリスク
シナリオに、過去のストレス事象発生等のシナリオも加え、ストレス
事象発生時の損失及びリスク量を算出し、自己資本とのバランスを評
価しています。また、適切なリスク･リターンが確保できているかに
ついても検証しています。
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(4) ポートフォリオ区分別所要自己資本額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
EAD 所要自己資本額 EAD 所要自己資本額

信用リスク 1,965,759 54,566 2,009,409 52,345
内部格付手法 1,893,807 49,262 1,901,002 47,012

事業法人向け(特定貸付債権を除く) 681,757 24,349 709,402 25,029
事業法人向け(特定貸付債権) 35,745 3,239 38,181 2,703
ソブリン向け 776,878 928 796,241 1,020
金融機関等向け 78,274 1,558 68,936 1,502
リテール向け 133,469 5,460 129,425 5,144

居住用不動産向け 101,734 3,445 98,551 3,247
適格リボルビング型リテール向け 4,990 381 5,629 426
その他リテール向け 26,744 1,633 25,245 1,470

株式等 56,281 6,953 44,607 5,877
PD／LGD方式 48,314 4,894 39,012 4,419
マーケット･ベース方式(簡易手法適用分) 7,967 2,059 5,594 1,457
マーケット･ベース方式(内部モデル手法適用分) ― ― ― ―

信用リスク･アセットのみなし計算 20,733 3,821 17,508 3,116
購入債権 51,111 1,401 36,691 1,167
証券化 33,406 240 38,033 232
その他 26,148 1,309 21,974 1,216

標準的手法 71,952 2,790 108,407 2,902
ソブリン向け 28,816 78 57,480 83
金融機関等向け 12,746 250 20,358 371
法人等向け 24,479 1,837 23,927 1,818
抵当権付住宅ローン ― ― ― ―
証券化 219 95 207 53
その他 5,690 528 6,432 575

CVAリスク ／ 2,204 ／ 2,258
中央清算機関関連向け ／ 310 ／ 171

マーケット･リスク ／ 2,779 ／ 1,356
標準的方式 ／ 788 ／ 706

金利リスク ／ 423 ／ 376
株式リスク ／ 229 ／ 239
外国為替リスク ／ 103 ／ 48
コモディティリスク ／ 31 ／ 41
オプション取引 ／ ― ／ ―

内部モデル方式 ／ 1,990 ／ 650
オペレーショナル･リスク ／ 2,492 ／ 2,597

先進的計測手法 ／ 2,104 ／ 2,210
基礎的手法 ／ 388 ／ 386

連結総所要自己資本額 ／ 52,153 ／ 50,024
注) 1. EAD：デフォルト時エクスポージャー

2. PD：デフォルト率
3. LGD：デフォルト時損失率
4. 所要自己資本額：信用リスクにおいては信用リスク･アセット額に8％を乗じた額と期待損失額の和、マーケット･リスクにおいてはマーケット･リスク相当額、オペレーショナル･リスクに

おいてはオペレーショナル･リスク相当額
5. 連結総所要自己資本額：自己資本比率算出上の分母に8％を乗じた額
6. 内部格付手法における各ポートフォリオ区分に含まれる主なエクスポージャーの種類は以下のとおりです。

・事業法人向け(特定貸付債権を除く)：一般事業法人や個人事業主等向けの与信(リテール向け与信に該当するものを除く)
・事業法人向け(特定貸付債権)：不動産ノンリコースローン、船舶ファイナンス、プロジェクトファイナンス等、元利金の返済原資を特定の不動産･動産･事業等からのキャッシュフローに

限定した与信
・ソブリン向け：中央政府や中央銀行、地方公共団体等向けの与信
・金融機関等向け：銀行や証券会社等向けの与信
・リテール向け：住宅ローン(居住用不動産向け)、カードローン(適格リボルビング型リテール向け)、左記以外の個人向け消費性与信、総与信1億円未満の事業性与信等(その他リテール向け)
・株式等：株式、優先出資証券、永久劣後債等(特定取引資産を除く)
・信用リスク･アセットのみなし計算：投資信託やファンド等
・購入債権：有価証券等を除いた、第三者から購入した債権(証券化に該当するものを除く)
・証券化：ノン･リコース形態及び優先劣後構造の性質を有する取引に係る与信(特定貸付債権に該当するものを除く)

7. 信用リスクの標準的手法のEADは、個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直接償却の額を控除前の金額です。
8. 信用リスクの内部格付手法のEADは、平成27年度以降、デリバティブ取引の受入担保の額を含めて算出しており、平成26年度においては、遡及適用して記載しています。

372

ポートフォリオ区分別所要自己資本額



み
ず
ほ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ
　
●
　
連
結
の
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

2016/07/07 17:29:52 / 16223328_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

■信用リスク

(5) 信用リスク管理について

○信用リスク管理の概要
　みずほフィナンシャルグループの信用リスク管理の方針及び手続
きの概要については116～119ページに記載しています。
　当グループでは、バーゼル自己資本比率規制における信用リスク･
アセットの額を算出する手法として、先進的内部格付手法を採用して
います。ただし、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重
要性が低いと判断した一部の事業単位又は資産区分については、標準
的手法を適用しています。

　信用リスク･アセットの額の算出に使用するPD(デフォルト率)、
LGD(デフォルト時損失率)は自行推計を行っています。推計にあた
っては、規制要件に基づき、PDについては内部のデフォルト実績の
長期平均に保守的な修正を加え、LGDについては景気後退期を勘案し
た調整を行っています。また、PD及びLGDはバックテスト等により
定期的に検証を行っています。なお、これらの各種推計値は、内部の
信用リスク計測やリスクキャピタル配賦等にも利用しています。

○標準的手法が適用されるポートフォリオの状況
　標準的手法が適用されるポートフォリオにおいてリスク･ウェイト
の判定に使用する適格格付機関は、国内では株式会社格付投資情報セ
ンター(R&I)、海外ではスタンダード･アンド･プアーズ･レー

ティング･サービシズ(S&P)です。また、全ての法人等向けエクスポ
ージャーについて、100％のリスク･ウェイトを適用しています。

○内部格付制度の概要
　当グループの内部格付制度及び格付付与手続きの概要については
116～117ページに記載しています。

(6) 信用リスクの期末残高等
　信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー
及び証券化エクスポージャーを除いています。
　期末残高についてはEADベースで記載しています。

　平成26年度、平成27年度とも、信用リスクに関するエクスポージ
ャーの期末残高と期中の平均的なリスクポジションに大幅な乖離は
見られません。

○信用リスクに関するエクスポージャーの状況

(A) 地域別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

国内 696,626 281,315 13,099 259,411 1,250,453 685,009 253,917 14,896 309,718 1,263,541
海外 371,202 118,311 29,598 70,102 589,215 387,372 108,921 26,783 58,841 581,919

アジア 91,755 20,768 3,383 17,643 133,551 92,694 21,456 4,099 14,644 132,894
中南米 31,572 1,629 1,412 5,784 40,399 31,073 567 1,267 4,708 37,616
北米 154,459 72,567 8,274 39,676 274,977 155,290 64,706 7,116 31,903 259,017
東欧 3,949 ― 30 153 4,133 3,740 ― 2 31 3,775
西欧 56,209 18,254 13,815 4,643 92,922 67,926 18,265 11,992 4,974 103,159
その他の地域 33,255 5,091 2,682 2,200 43,231 36,646 3,925 2,304 2,578 45,455

合計 1,067,828 399,627 42,698 329,513 1,839,668 1,072,381 362,839 41,679 368,560 1,845,460
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 71,732 ／ ／ ／ ／ 108,200
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には現金、預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。
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(B) 業種別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

製造業 198,341 26,532 5,111 6,720 236,705 199,557 22,129 5,691 6,388 233,767
建設業 14,703 1,948 142 616 17,410 14,985 2,011 125 474 17,597
不動産業 77,994 5,925 630 149 84,699 85,798 5,481 948 175 92,403
各種サービス業 46,259 4,594 789 466 52,108 50,186 3,813 854 658 55,512
卸売･小売業 90,088 7,454 1,139 10,897 109,581 88,219 7,246 1,479 9,004 105,949
金融･保険業 130,703 35,789 25,950 20,425 212,868 117,098 29,705 20,931 17,776 185,512
個人 119,495 ― 2 106 119,603 116,345 ― 6 101 116,453
その他の業種 252,451 101,332 8,888 80,352 443,025 269,884 97,487 11,202 65,659 444,234
日本国･日本銀行 137,791 216,050 43 209,778 563,664 130,305 194,964 438 268,321 594,029
合計 1,067,828 399,627 42,698 329,513 1,839,668 1,072,381 362,839 41,679 368,560 1,845,460
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 71,732 ／ ／ ／ ／ 108,200
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. その他には現金、預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

(C) 残存期間別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

1年未満 300,326 66,633 8,348 53,101 428,409 270,769 58,496 7,753 49,408 386,428
1年以上3年未満 182,218 109,344 20,734 6,040 318,337 203,320 132,492 16,664 5,991 358,469
3年以上5年未満 191,118 93,873 5,202 219 290,413 188,552 49,642 6,674 160 245,029
5年以上 269,425 75,295 8,396 58 353,175 280,916 78,033 10,438 118 369,507
期間の定めのないもの等 124,740 54,480 16 270,094 449,331 128,822 44,174 147 312,880 486,025
合計 1,067,828 399,627 42,698 329,513 1,839,668 1,072,381 362,839 41,679 368,560 1,845,460
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 71,732 ／ ／ ／ ／ 108,200
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. その他には現金、預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

○3ヶ月以上延滞エクスポージャー又はデフォルトしたエクスポージャーの状況

(D) 地域別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

国内 11,241 242 49 246 11,780 9,313 797 42 171 10,324
海外 3,491 19 236 69 3,816 2,241 31 70 49 2,392

アジア 448 0 6 12 467 496 0 5 7 509
中南米 839 0 106 0 946 553 0 33 0 586
北米 162 19 9 20 211 295 30 ― 16 342
東欧 60 ― 1 ― 61 19 ― 0 ― 20
西欧 721 0 114 35 870 646 0 31 23 702
その他の地域 1,259 ― ― 0 1,259 229 ― ― 1 230

合計 14,733 262 285 315 15,596 11,554 829 113 220 12,717
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 44 ／ ／ ／ ／ 38
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。
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(E) 業種別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

製造業 5,167 159 35 62 5,423 4,203 732 27 45 5,007
建設業 271 2 ― 6 280 179 0 ― 5 185
不動産業 1,056 35 0 5 1,098 763 6 1 2 773
各種サービス業 997 7 80 31 1,117 844 8 7 12 873
卸売･小売業 2,129 34 7 130 2,300 1,951 15 6 95 2,069
金融･保険業 734 15 0 38 788 113 55 0 21 190
個人 1,261 ― ― 12 1,273 1,083 ― ― 11 1,095
その他の業種 3,115 7 162 28 3,314 2,415 9 70 26 2,522
合計 14,733 262 285 315 15,596 11,554 829 113 220 12,717
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 44 ／ ／ ／ ／ 38
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

○貸倒引当金等の状況
　信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー
及び証券化エクスポージャーに係るものを除いています。

(F) 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額(部分直接償却実施後) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
一般貸倒引当金 期首残高 3,987 3,444

当期増加額 3,444 3,048
当期減少額 3,987 3,444
期末残高 3,444 3,048

個別貸倒引当金 期首残高 2,167 1,803
当期増加額 1,803 1,546
当期減少額 2,167 1,803
期末残高 1,803 1,546

特定海外債権引当勘定 期首残高 7 6
当期増加額 6 0
当期減少額 7 6
期末残高 6 0

合計 期首残高 6,163 5,254
当期増加額 5,254 4,595
当期減少額 6,163 5,254
期末残高 5,254 4,595

注) 一般貸倒引当金は、連結貸借対照表の金額に基づき表示しており、信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーに係るものを除いていませ
ん。

(G) 個別貸倒引当金の地域別及び業種別の内訳 (単位：億円)

平成25年度(a) 平成26年度(b) 平成27年度(c) 増減(b)－(a) 増減(c)－(b)
国内 1,384 1,200 962 △183 △238

製造業 307 295 272 △12 △23
建設業 75 55 31 △20 △23
不動産業 117 50 23 △67 △26
各種サービス業 120 114 115 △6 0
卸売･小売業 321 350 288 29 △62
金融･保険業 0 8 6 7 △1
個人 359 256 173 △102 △83
その他 81 69 50 △12 △18

海外 711 499 491 △212 △8
適用除外分 71 104 93 32 △10
合計 2,167 1,803 1,546 △364 △256
注) 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
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(H) 貸出金償却額の業種別の内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
製造業 36 11
建設業 3 2
不動産業 12 8
各種サービス業 13 14
卸売･小売業 89 79
金融･保険業 0 1
個人 62 53
その他 624 294
適用除外分 2 0
合計 845 466
注) 1. 連結損益計算書の貸出金償却の金額から信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーに係るものを除いた計数について、その内訳を表示

しています。
2. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
3. その他には海外分及び非居住者分を含みます。

○標準的手法が適用されるエクスポージャーの状況

( I ) リスク･ウェイト区分別信用リスク削減効果適用後の残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
オン･バランス オフ･バランス 合計 オン･バランス オフ･バランス 合計うち外部格付あり うち外部格付あり

リスク･ウェイト

0％ 20,136 5,833 25,970 765  46,599  6,955  53,554  632
10％ 1,492 ― 1,492 ―  2,254 ―  2,254 ―
20％ 4,686 7,230 11,917 269  11,172  8,599  19,772  813
35％ ― ― ― ― ― ― ― ―
50％ 850 131 981 453  463  415  879  518

100％ 19,744 10,988 30,732 633  20,443  10,762  31,205  573
150％ 1 ― 1 ― 0 ― 0 0
250％ 636 ― 636 ―  533 ―  533 ―
350％ ― ― ― ― ― ― ― ―
625％ ― 0 0 ― ― 0 0 ―

937.5％ ― 0 0 ― ― 0 0 ―
1,250％ ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 47,547 24,185 71,732 2,121  81,466  26,733  108,200  2,536
注) 1. 個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直接償却の額は控除前の残高を記載しています。

2. オフ･バランスのエクスポージャーは与信相当額を記載しています。

(J) 1,250％のリスク･ウェイトが適用されるエクスポージャーの額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
1,250％のリスク･ウェイトが適用されるエクスポージャーの額 61 8

○内部格付手法が適用されるエクスポージャーの状況

(K) リスク･ウェイト区分別スロッティング･クライテリアに割り当てられた特定貸付債権残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

50％ 6 5
70％ 377 416
90％ 71 11
95％ 943 446

115％ 305 50
120％ ― 154
140％ ― 75
250％ 243 396

デフォルト 283 195
合計 2,232 1,752
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(L) リスク･ウェイト区分別マーケット･ベース方式の簡易手法が適用される株式等エクスポージャー残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト
300% 7,295 4,883
400% 672 711

合計 7,967 5,594
注) 簡易手法が適用される株式等エクスポージャーのうち、上場株式については300％、非上場株式については400％のリスク･ウェイトを適用しています。

(M) 資産区分･格付区分別ポートフォリオ(事業法人等向け) (単位：億円)

平成26年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均

ELdefault(％)
EAD加重平均

リスク･ウェイト(％)
EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

事業法人向け 2.04 36.34 ／ 36.84 763,229 543,729 219,500 213,399 74.99
投資適格ゾーン 0.09 37.76 ／ 25.67 537,273 350,369 186,904 186,001 74.99
非投資適格ゾーン 1.45 32.41 ／ 64.92 214,033 181,868 32,165 27,353 75.00
デフォルト 100.00 42.93 40.22 35.88 11,922 11,491 431 43 75.00

ソブリン向け 0.01 38.60 ／ 1.50 779,741 648,078 131,662 9,533 75.00
投資適格ゾーン 0.00 38.61 ／ 1.42 778,557 647,043 131,514 9,410 75.00
非投資適格ゾーン 0.85 37.17 ／ 58.31 1,182 1,034 148 122 75.00
デフォルト 100.00 57.51 52.76 62.89 0 0 ― ― ―

金融機関等向け 0.20 33.54 ／ 23.69 78,564 44,066 34,498 4,624 75.00
投資適格ゾーン 0.09 33.48 ／ 20.46 71,530 39,687 31,843 3,756 75.00
非投資適格ゾーン 0.79 33.73 ／ 56.69 6,998 4,342 2,655 867 75.00
デフォルト 100.00 97.29 95.04 29.81 36 36 ― ― ―

PD/LGD方式を適用する
株式等エクスポージャー 0.47 90.00 ／ 126.62 48,314 46,911 1,402 ― ―

投資適格ゾーン 0.06 90.00 ／ 115.13 45,029 43,627 1,402 ― ―
非投資適格ゾーン 1.06 90.00 ／ 235.79 3,118 3,118 ― ― ―
デフォルト 100.00 90.00 ／ 1,192.50 166 166 ― ― ―

合計 0.97 38.82 ／ 22.32 1,669,849 1,282,785 387,064 227,556 74.99
投資適格ゾーン 0.05 39.65 ／ 15.04 1,432,391 1,080,726 351,664 199,169 74.99
非投資適格ゾーン 1.45 33.27 ／ 67.00 225,332 190,363 34,968 28,343 75.00
デフォルト 100.00 43.74 40.38 51.73 12,125 11,694 431 43 75.00

(単位：億円)

平成27年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均

ELdefault(％)
EAD加重平均

リスク･ウェイト(％)
EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

事業法人向け 1.72 36.43 ／ 37.92 779,536 560,539 218,997 226,668 74.99
投資適格ゾーン 0.10 38.05 ／ 27.27 548,681 366,872 181,809 192,982 74.99
非投資適格ゾーン 1.49 32.28 ／ 64.49 221,270 184,426 36,844 33,605 75.00
デフォルト 100.00 39.19 36.60 34.30 9,584 9,240 344 80 75.00

ソブリン向け 0.01 38.29 ／ 1.60 798,930 655,706 143,224 8,540 75.00
投資適格ゾーン 0.00 38.29 ／ 1.49 797,397 654,269 143,127 8,455 75.00
非投資適格ゾーン 0.72 38.13 ／ 61.26 1,532 1,435 97 84 75.00
デフォルト 100.00 56.88 52.15 62.73 0 0 ― ― ―

金融機関等向け 0.18 35.19 ／ 26.25 69,233 41,513 27,720 5,556 75.00
投資適格ゾーン 0.09 35.00 ／ 22.09 61,983 35,579 26,404 4,518 75.00
非投資適格ゾーン 0.69 36.65 ／ 61.91 7,230 5,914 1,315 1,038 75.00
デフォルト 100.00 97.07 94.79 30.21 19 19 ― ― ―

PD/LGD方式を適用する
株式等エクスポージャー 2.04 90.00 ／ 141.61 39,012 38,580 431 ― ―

投資適格ゾーン 0.07 90.00 ／ 112.47 35,587 35,155 431 ― ―
非投資適格ゾーン 1.03 90.00 ／ 236.83 2,680 2,680 ― ― ―
デフォルト 100.00 90.00 ／ 1,191.88 744 744 ― ― ―

合計 0.85 38.50 ／ 22.64 1,686,713 1,296,339 390,374 240,765 74.99
投資適格ゾーン 0.05 39.33 ／ 14.90 1,443,649 1,091,876 351,772 205,956 74.99
非投資適格ゾーン 1.45 33.11 ／ 66.37 232,715 194,457 38,257 34,728 75.00
デフォルト 100.00 42.95 36.72 117.56 10,349 10,005 344 80 75.00

注) 1. 投資適格ゾーンには債務者格付A1～B2が含まれ、非投資適格ゾーンにはC1～E2(E2Rを除く)が、デフォルトにはE2R～H1がそれぞれ含まれます。
2. 事業法人向けにはスロッティング･クライテリアに割り当てられた特定貸付債権は含まれません。
3. 各資産区分にはそれぞれ購入債権が含まれています。
4. コミットメントの未引出額、未引出額に乗ずる掛目の加重平均値には、任意の時期に無条件で取消可能又は自動的に取消可能なコミットメントは含まれません。
5. PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーのELは1,250％を乗じてリスク･アセットに計上しています。
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(N) 資産区分･格付区分別ポートフォリオ(リテール向け) (単位：億円)

平成26年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均

ELdefault(％)
EAD加重平均

リスク･ウェイト(％)
EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

居住用不動産向け 1.81 41.44 ／ 32.44 101,734 99,901 1,833 89 75.25
非デフォルト 0.77 41.37 ／ 32.45 100,663 98,857 1,806 89 75.25
デフォルト 100.00 47.74 45.33 31.87 1,070 1,043 26 ― ―

適格リボルビング型リテール向け 3.22 77.26 ／ 64.63 4,990 3,335 1,654 15,621 10.59
非デフォルト 3.03 77.27 ／ 64.65 4,980 3,327 1,652 15,604 10.59
デフォルト 100.00 73.17 69.25 51.70 9 7 2 16 12.81

その他リテール向け 4.60 53.30 ／ 50.93 26,744 26,593 150 175 66.35
非デフォルト 1.64 53.54 ／ 51.43 25,940 25,827 113 137 58.32
デフォルト 100.00 45.38 42.73 35.03 803 766 37 38 95.01

合計 2.42 45.15 ／ 37.35 133,469 129,830 3,638 15,887 11.57
非デフォルト 1.03 45.13 ／ 37.41 131,584 128,012 3,572 15,831 11.37
デフォルト 100.00 46.86 44.35 33.32 1,884 1,818 65 55 70.16

(単位：億円)

平成27年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均

ELdefault(％)
EAD加重平均

リスク･ウェイト(％)
EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

居住用不動産向け 1.68 41.05 ／ 32.11 98,551 96,986 1,564 100 75.00
非デフォルト 0.76 40.99 ／ 32.10 97,631 96,086 1,545 100 75.00
デフォルト 100.00 47.31 44.79 33.37 919 900 19 ― ―

適格リボルビング型リテール向け 3.18 76.66 ／ 64.45 5,629 3,737 1,891 16,100 11.75
非デフォルト 3.03 76.67 ／ 64.46 5,620 3,731 1,889 16,085 11.75
デフォルト 100.00 71.97 67.80 55.26 8 6 2 15 14.39

その他リテール向け 4.38 51.67 ／ 49.11 25,245 25,086 158 181 65.01
非デフォルト 1.65 51.87 ／ 49.45 24,543 24,420 122 143 57.51
デフォルト 100.00 44.83 42.02 37.24 701 665 36 38 92.69

合計 2.28 44.67 ／ 36.83 129,425 125,810 3,614 16,382 12.73
非デフォルト 1.03 44.65 ／ 36.85 127,794 124,237 3,556 16,328 12.53
デフォルト 100.00 46.37 43.72 35.15 1,630 1,572 57 54 70.15

注) 1. 各資産区分にはそれぞれ購入債権が含まれています。
2. コミットメントの未引出額、未引出額に乗ずる掛目の加重平均値には、任意の時期に無条件で取消可能又は自動的に取消可能なコミットメントは含まれません。

(O) エクスポージャー別損失の実績値 (単位：億円)

平成26年4月～平成27年3月 平成27年4月～平成28年3月
実績値 実績値

事業法人向け 1,281 248
ソブリン向け 0 0
金融機関等向け △12 △5
居住用不動産向け △7 △60
適格リボルビング型リテール向け 22 4
その他リテール向け 51 △12
合計 1,336 174
注) 実績値は、当該期間の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金(うち要管理先以下)等の増減額、及び無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損等の合計額で

す。なお、PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーに係る実績値については含めていません。

[要因分析]

　事業法人向けエクスポージャーの損失が大幅に減少し、損失の実績
値合計は前回比△1,162億円の174億円となりました。
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(P) エクスポージャー別損失の推計値と実績値の対比 (単位：億円)

平成19年4月～平成20年3月 平成20年4月～平成21年3月
推計値(平成19年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成20年3月末基準の期待損失額) 実績値

引当控除後 引当控除後
事業法人向け 10,860 2,170 746 11,210 3,500 3,453
ソブリン向け 54 △70 0 13 △111 0
金融機関等向け 64 26 △26 29 25 286
居住用不動産向け 782 68 51 866 227 172
適格リボルビング型リテール向け 72 23 △1 79 32 21
その他リテール向け 529 88 △28 519 164 38
合計 12,365 2,305 741 12,718 3,839 3,973

(単位：億円)

平成21年4月～平成22年3月 平成22年4月～平成23年3月
推計値(平成21年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成22年3月末基準の期待損失額) 実績値

引当控除後 引当控除後
事業法人向け 13,131 4,733 1,665 12,969 4,540 229
ソブリン向け 17 △108 3 15 △114 2
金融機関等向け 355 65 10 384 83 △4
居住用不動産向け 958 248 332 1,226 311 315
適格リボルビング型リテール向け 103 38 2 102 35 14
その他リテール向け 513 156 43 512 150 231
合計 15,080 5,133 2,058 15,211 5,006 787

(単位：億円)

平成23年4月～平成24年3月 平成24年4月～平成25年3月
推計値(平成23年3月末基準の期待損失額)) 実績値 推計値(平成24年3月末基準の期待損失額) 実績値

引当控除後 引当控除後
事業法人向け 9,896 3,732 292 8,280 2,726 756
ソブリン向け 13 △117 2 31 △102 2
金融機関等向け 319 41 △14 184 63 △50
居住用不動産向け 1,504 432 △29 1,348 416 △92
適格リボルビング型リテール向け 122 42 △7 108 37 3
その他リテール向け 747 241 52 735 242 2
合計 12,603 4,372 295 10,688 3,384 621

(単位：億円)

平成25年4月～平成26年3月 平成26年4月～平成27年3月
推計値(平成25年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値（平成26年3月末基準の期待損失額） 実績値

引当控除後 引当控除後
事業法人向け 7,851 2,469 △412 5,960 1,955 1,281
ソブリン向け 17 △119 △135 15 15 0
金融機関等向け 125 64 △12 103 56 △12
居住用不動産向け 1,237 505 △32 1,048 461 △7
適格リボルビング型リテール向け 112 39 4 115 38 22
その他リテール向け 691 262 14 619 238 51
合計 10,035 3,223 △574 7,863 2,766 1,336

平成27年4月～平成28年3月
推計値(平成27年3月末基準の期待損失額) 実績値

引当控除後
事業法人向け 6,071 1,289 248
ソブリン向け 16 15 0
金融機関等向け 73 39 △5
居住用不動産向け 804 312 △60
適格リボルビング型リテール向け 123 24 4
その他リテール向け 543 151 △12
合計 7,632 1,833 174

注) 1. ｢引当控除後｣の推計値は当該期初の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金(うち要管理先以下)等を控除した額です。なお、PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーに係
る推計値については含めていません。

2. 実績値は、当該期間の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金(うち要管理先以下)等の増減額、及び無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損等の合計額
です。なお、PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーに係る実績値については含めていません。
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■信用リスク削減手法

(7) 信用リスク削減手法に関するリスク管理について
　当グループでは債権保全の手段として、担保及び保証を取得してい
ます。担保及び保証の取得においては、担保価値･保証履行能力や法
的有効性等を評価し、取得後も定期的に再評価を行っています。さら
に、担保の種類別の集中状況や保証等の間接与信を含めた個社のリス
クの集中状況についても把握しています。自己資本比率規制におけ
る信用リスク･アセットの額の算出に際しては、主として預金や有価

証券等の金融資産担保や不動産等の資産担保、及び「一定格付以上の
ソブリン、金融機関、事業法人等」からの保証等による信用リスク削
減の効果を反映しています。また派生商品取引及びレポ取引におい
ては、取引国毎の法制度等に照らし、相対ネッティング契約が有効な
場合に、その効果を勘案しています。

(8) ポートフォリオ区分別信用リスク削減手法
　担保及び保証による信用リスク削減手法の効果を勘案したエクス
ポージャーの額は以下のとおりです。

(単位：億円)

平成26年度 平成27年度
金融資産担保 資産担保 保証 クレジット･

デリバティブ
合計 金融資産担保 資産担保 保証 クレジット･

デリバティブ
合計

内部格付手法 26,975 51,574 81,835 437 160,823 10,757 54,556 77,406 504 143,225
事業法人向け 17,150 47,698 67,630 437 132,917 6,421 50,039 65,295 504 122,260
ソブリン向け 84 130 6,720 ― 6,935 132 105 5,047 ― 5,285
金融機関等向け 9,465 1,572 477 ― 11,516 3,948 1,939 588 ― 6,476
リテール向け 274 2,173 7,006 ― 9,454 256 2,472 6,474 ― 9,203

居住用不動産向け ― ― 1,547 ― 1,547 ― ― 1,510 ― 1,510
適格リボルビング
型リテール向け ― ― 2 ― 2 ― ― 2 ― 2

その他リテール向け 274 2,173 5,456 ― 7,904 256 2,472 4,962 ― 7,691
その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

標準的手法 1,953 ／ 1,046 ― 3,000 2,003 ／ 1,968 ― 3,971
ソブリン向け 1,800 ／ 1,046 ― 2,846 1,600 ／ 1,968 ― 3,568
金融機関等向け 46 ／ ― ― 46 265 ／ ― ― 265
法人等向け 107 ／ ― ― 107 137 ／ ― ― 137
抵当権付住宅ローン ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
証券化 ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
その他 ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―

合計 28,929 51,574 82,882 437 163,823 12,760 54,556 79,374 504 147,196

■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク

(9) 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク管理について
　派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手の信用リスクにつ
いては、原則貸出金等の与信と合わせリスクキャピタルを配賦し、管
理しています。
　金融機関等との派生商品取引では、必要に応じ、取引相手との間で
発生している再構築コストに応じて担保の受渡しを定期的に行い、信

用リスクを削減する取引（担保付派生商品取引）を行っています。そ
の取引において、当グループの信用力の悪化により担保を追加的に提
供するリスクがあります。
　派生商品取引に対する引当金については、再構築コストに貸出金等
と同様の引当率を掛け合わせ算定しています。
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(10) 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクの状況

(A) 派生商品取引及び長期決済期間取引の状況

〈派生商品取引〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
カレント･エクスポージャー方式 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

外国為替関連取引 28,671 28,122 56,793 26,379 29,031 55,411
金利関連取引 40,184 14,084 54,269 38,272 10,312 48,585
金関連取引 ― ― ― ― ― ―
株式関連取引 1,026 788 1,815 1,078 1,825 2,903
貴金属(金を除く)関連取引 598 1,627 2,226 488 1,018 1,507
その他のコモディティ関連取引 10,013 13,133 23,147 6,715 8,964 15,680
クレジット･デリバティブ取引 380 2,249 2,629 331 2,132 2,463

小計 ① 80,875 60,005 140,880 73,265 53,285 126,551
一括清算ネッティング契約による
与信相当額削減効果(△) ② ／ ／ 85,335 ／ ／ 72,509

小計 ③＝①＋② ／ ／ 55,544 ／ ／ 54,041
担保付デリバティブ取引における
信用リスク削減手法効果勘案(△) ④ ／ ／ 5,082 ／ ／ 4,906

合計 ③＋④ ／ ／ 50,462 ／ ／ 49,135

標準方式 与信相当額 与信相当額
合計 3,116 3,336
注) 与信相当額の算出方法は、カレント･エクスポージャー方式及び標準方式を用いています。

〈長期決済期間取引〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

長期決済期間取引 9 29 38 529 94 623
注) 1. 与信相当額の算出方法はカレント･エクスポージャー方式を用いています。

2. 長期決済期間取引について、｢一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果｣及び｢担保付取引における信用リスク削減手法効果｣の適用はありません。

(B) 信用リスク削減手法適用額(種類別) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
金融資産担保 6,022 3,861
資産担保 263 399
保証･その他 236 176
合計 6,523 4,437

(C) 与信相当額算出の対象となるクレジット･デリバティブの想定元本額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
想定元本額 想定元本額

クレジット･デリバティブの種類
クレジット･デフォルト･スワップ プロテクションの購入 19,579 18,854

プロテクションの提供 19,839 19,129
トータル･リターン･スワップ プロテクションの購入 ― ―

プロテクションの提供 ― ―
合計 プロテクションの購入 19,579 18,854

プロテクションの提供 19,839 19,129
注) なお、信用リスク削減手法として用いたクレジット･デリバティブは以下のとおりです。

(単位：億円)

平成26年度 平成27年度

信用リスク削減手法として用いたクレジット･デリバティブ 609 577

381

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクの状況



バーゼル規制関連資料

みずほフィナンシャルグループ連結の自己資本の充実の状況

み
ず
ほ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ
　
●
　
連
結
の
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

2016/07/07 17:29:52 / 16223328_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

■証券化エクスポージャー

　証券化エクスポージャーについては、自己資本比率告示等の定義に
従い、｢ノン･リコース｣及び｢優先劣後構造｣の2つの特徴をもと

に対象取引を区分しています。ただし、特定貸付債権に該当する取引
は、含まれていません。

(11) 証券化エクスポージャーの概要及びリスク管理等について
　みずほフィナンシャルグループでは、様々な目的と立場から、銀行
勘定及び特定取引勘定にて、証券化取引に係っています。なお、下記
(イ)～(ハ)に係る定量情報については、自己資本比率告示等の定義に

従い、(13)証券化エクスポージャーの定量的開示項目に、信用リス
ク･アセットの額の算出対象及びマーケット･リスク相当額の算出対
象に分けて、記載しています。

○みずほフィナンシャルグループの証券化取引における役割
(イ) 保有資産の流動化(以下、オリジネーターとしての証券化)

　信用リスクの削減、与信集中リスクの削減、経済的資本コン
トロール、並びに投資家ニーズへの対応等を目的に、保有する
住宅ローン、事業法人向け貸出等を裏付資産とする証券化スキ
ームを用いた流動化に取り組んでいます。オリジネーターとし
ての証券化案件実行に際しては、経済的資本の削減とリスク･リ
ターンの改善効果、リスク移転の実態的な効果等をあらゆる角
度から検討の上で取引方法や可否を判断しています。

(ロ) 流動化プログラム(ABCP/ABL)のスポンサー
　お客さまの保有する売掛債権･手形債権等の流動化を支援す
る目的で、特別目的会社(ケイマン法人等の形態によっていま
す。)に対し、スポンサーとして、ABLの供与(オン･バランス取
引)、ABCPバックアップライン(オフ･バランス取引)により証
券化エクスポージャーを保有しています。その際には、当グル
ープとして投資家の立場も踏まえたデューデリジェンス等によ
りリスクの実態を正確に把握するとともに、内部格付の付与、
案件審査等の案件評価を実施し、他の直接的な貸出資産と併せ
て厳正に管理をしています。

(ハ) 代替的な信用リスク資産への投資(以下、投資家としての証券
化取引)
　分散投資の観点から既存の与信とは異なる代替的な信用リス
ク資産への投資等を目的に、証券化商品(ABS、CMBS、

RMBS、CDO等)及び再証券化商品(RMBS、CDO等が裏付資
産の証券化商品)を保有しています。投資家としての証券化取
引については、リスク管理委員会等において当該取引の投資枠
を設定、厳格に管理を行う仕組みを構築しています。また、市
場流動性枯渇や価格急落等を踏まえたストレステストについて
も実施しています。

　その他、お客さまの資金調達手段として、ABL、ABCP、信託スキ
ーム等、様々な流動化プログラムのアレンジを手掛けています。原資
産等のリスク実態を把握し、投資されるお客さまにリスクやプログラ
ムの内容を適切に開示するよう努めています。
　このほかにも、サービサー案件の受託を積極的に行うほか、決済資
金ファシリティの提供(サービサー･キャッシュ･アドバンス)、証券化
目的導管体への金利スワップの提供などを行っています。

　なお、当社の関連会社のうち、当グループがオリジネーターもしく
はスポンサーとして関与している証券化商品を保有している会社は
ありません。

○証券化のリスク特性の概要及びモニタリング体制について
　証券化商品及び再証券化商品は、価格変動リスク･市場流動性リス
クに加え、裏付となる原資産のデフォルトリスクや回収リスク、分散
度合い等の原資産のポートフォリオに関するリスクに晒されていま
す。また、オリジネーターのリスクや原資産の管理･受託者やマネー
ジャーのリスクといった商品のストラクチャーに関するリスクにも
晒されています。
　各リスクへの対応として、裏付となる資産内容、クレジットイベン
トの内容といったストラクチャーの分析、原資産ポートフォリオの運
用･管理を担っているオリジネーター･マネージャー等の能力･資質･
運用状況、コベナンツに係る情報、プログラム関係人の信用状況等に
ついて、案件毎に応じたモニタリングを実施しています。再証券化商

品については、上記のモニタリングに加え、裏付となる証券化商品の
更に裏付となる資産内容等を確認しています。また、信用リスクの水
準を表す内部格付をすべての商品に付与し、最低年1回以上見直しを
行うとともに、信用状況に変化があった場合は随時見直しを実施して
います。上記のように、証券化エクスポージャーの包括的なリスクの
把握及び管理を行っています。
　当グループにおいては、証券化取引を含めたすべての与信取引に係
る信用リスク量の計測のほか、証券化取引等の投資残高･パフォーマ
ンスの定期的なモニタリングを行い、リスク管理委員会等に報告して
います。
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○バーゼル規制に係る対応の状況
　内部格付手法の対象となる証券化エクスポージャーの信用リスク･
アセットの額等の算出においては、自己資本比率告示に従い、適格格
付機関の格付が付与されている場合は外部格付準拠方式、それ以外の
場合については指定関数方式を適用しています。なお、外部格付準拠
方式、指定関数方式ともに適用できない場合には、1,250％のリス
ク･ウェイトが適用されます。
　また、標準的手法の対象となる証券化エクスポージャーに係る信用
リスク･アセットの額等については、適格格付機関の格付に応じたリ
スク･ウェイトや裏付資産の加重平均リスク･ウェイト等に基づき算
出しています。
　マーケット･リスク規制の対象となるトレーディング勘定における
証券化エクスポージャーについては、証券化商品の個別リスクに係る
マーケット･リスク相当額について、自己資本比率告示に従い、標準
的方式を採用し、適格格付機関の格付に応じたリスク･ウェイト等に
基づき算出しています。

　証券化エクスポージャーのリスク･ウェイトの判定に使用する適格
格付機関として、株式会社格付投資情報センター(R&I)、株式会社日
本格付研究所(JCR)、ムーディーズ･インベスターズ･サービス･イン
ク(Moody's)、スタンダード･アンド･プアーズ･レーティング･サービ
シズ(S&P)、フィッチレーティングスリミテッド(Fitch)を採用して
います。(証券化エクスポージャーの種類毎に使用する適格格付機関
を分類はしていません。)

(12) 証券化取引に関する会計方針について
　証券化取引に関する金融資産及び金融負債の発生及び消滅の認
識、その評価及び会計処理については、｢金融商品に関する会計基準｣
(企業会計基準第10号)等に準拠しており、時価を把握することが極
めて困難と認められる場合を除き、ブローカー等から入手する評価又
は経営陣の合理的な見積りによる合理的に算定された価額をもって
時価としています。経営陣の合理的な見積りによる合理的に算定

された価額を算定するにあたっては、ディスカウント･キャッシュフ
ロー法を利用し、デフォルト率、回収率、プリペイメント率、割引率
等を価格決定変数としています。
　更に、平成20年3月26日に日本公認会計士協会より公表された｢証
券化商品の評価等に対する監査に当たって｣を踏まえ、複合金融商品
に係る区分処理についても適切に対応しています。

383

証券化エクスポージャーの概要及びリスク管理等について



バーゼル規制関連資料

みずほフィナンシャルグループ連結の自己資本の充実の状況

み
ず
ほ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ
　
●
　
連
結
の
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

2016/07/07 17:29:52 / 16223328_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

(13) 証券化エクスポージャーの定量的開示項目

○オリジネーターとしての証券化エクスポージャー(信用リスク･アセットの額の算出対象)

(A) 原資産の種類別の情報 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ① ― 983 ― ― ― ― ― 983

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― 11 ― ― ― ― ― 11
当期の損失額 ― 1 ― ― ― ― ― 1
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引
原資産の額 ② ― ― ― ― 1,735 ― ― 1,735

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

原資産の額の合計 ①＋② ― 983 ― ― 1,735 ― ― 2,718

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ① ― 588 ― ― ― ― ― 588

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― 3 ― ― ― ― ― 3
当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引
原資産の額 ② ― ― ― ― 706 ― ― 706

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

原資産の額の合計 ①＋② ― 588 ― ― 706 ― ― 1,295
注) 1. ｢当期｣に関する情報については、平成26年度、平成27年度、それぞれにおける累計額を記載しています。

2. 合成型証券化取引の｢うちデフォルトしたエクスポージャーの額｣、｢当期の損失額｣は、当該取引におけるデフォルト定義等をベースに記載しています。
3. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
5. 合成型証券化取引によるリスク移転(ヘッジ)の自己資本比率算出上のリスク削減効果については、｢(B)保有する証券化エクスポージャーに関する情報｣の｢所要自己資本額｣において反映し

ています。

〈証券化取引を目的として保有している資産〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引を目的として保有している資産 ― ― ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引を目的として保有している資産 ― ― ― ― ― ― ― ―
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(B) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報

〈原資産種類別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

オン･バランス ― 326 ― ― 1,687 ― ― 2,014
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― ― ― 48 ― ― 48
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― 326 ― ― 1,735 ― ― 2,062
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― 1,215 ― ― 1,215

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

オン･バランス ― ― ― ― 706 ― ― 706
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― 706 ― ― 706
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― 645 ― ― 645
注) 1. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。

2. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
3. ｢原資産が海外資産である取引｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. ｢再証券化エクスポージャー｣については、平成26年度、平成27年度ともに金融庁告示第1条2の2号に該当するものを記載しています(以下同様)。

〈リスク･ウェイト区分別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 1,453 ― 45 ― 1,499 ―
～50％ 414 ― ― ― 414 ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ 40 ― ― ― 40 ―
～650％ 32 ― ― ― 32 ―

～1,250％未満 73 ― 2 ― 76 ―
1,250% ― ― ― ― ― ―

合計 2,014 ― 48 ― 2,062 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 627 ― ― ― 627 ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ 17 ― ― ― 17 ―
～650％ 61 ― ― ― 61 ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250% ― ― ― ― ― ―

合計 706 ― ― ― 706 ―
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〈リスク･ウェイト区分別の所要自己資本の額〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 10 ― 0 ― 10 ―
～50％ 13 ― ― ― 13 ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ 3 ― ― ― 3 ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 7 ― 0 ― 7 ―
1,250% ― ― ― ― ― ―

合計 34 ― 0 ― 35 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 3 ― ― ― 3 ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ 5 ― ― ― 5 ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 9 ― ― ― 9 ―

〈保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

～20％ ― ―
～50％ ― ―

～100％ ― ―
～250％ ― ―
～650％ ― ―
650％超 ― ―

合計 ― ―
注) 信用リスク削減手法の効果を勘案した再証券化エクスポージャーについて、効果勘案後のリスク･ウェイトに基づき記載しています。

〈証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― 2 ― ― ― ― ― 2

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ― ― ― ― ― ― ―
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○流動化プログラム(ABCP/ABL)のスポンサーとしての証券化エクスポージャー(信用リスク･アセットの額の
算出対象)

(C) 原資産の種類別の情報 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 1,390 ― 219 502 4,770 ― 1,026 7,909
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― 62 ― ― 62

原資産に関する当期の想定損失額 24 ― 8 1 81 ― 13 129
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 10,857 ― 2,108 5,260 26,401 ― 6,342 50,970

(単位：億円)
平成27年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計
原資産の額 608 ― 1,032 1,615 4,002 ― 612 7,871

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― 33 ― ― 33
原資産に関する当期の想定損失額 15 ― 8 36 50 ― 22 133
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 12,635 ― 8,623 6,488 30,776 ― 8,287 66,810
注) 1. ｢当期｣に関する情報については、平成26年度、平成27年度、それぞれにおける累計額を記載しています。

2. 流動化プログラム(ABCP／ABL)のスポンサーとしての証券化エクスポージャーのうち、お客さまの保有する債権の流動化において、スポンサー以外の立場で証券化エクスポージャー
(ABS、信託受益権等、転売可能な形態)を取得した場合は、投資家に分類しています。

3. デフォルトしたエクスポージャーの額は、原資産のうち、自己資本比率の算出においてデフォルトとして認識した額を記載しています。
4. 原資産に関する当期の想定損失額については、基準日時点の原資産残高及び自己資本比率の算出に使用される下記パラメータ等を用いた原資産に関する損失額の推計値を記載しています。

●指定関数方式を適用する場合に原資産の所要自己資本額算出に使用したパラメータ(PD等)
●原資産が証券化エクスポージャーの場合に、外部格付準拠方式のリスク･ウェイトを保守的に適用

5. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、｢その他｣に記載しています。
6. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。

(D) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報

〈原資産種類別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

オン･バランス 819 ― 207 502 5,423 ― 1,069 8,021
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス 1,085 ― 428 ― 1,459 ― 366 3,339
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 1,904 ― 635 502 6,882 ― 1,436 11,360
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) 1,353 ― 631 81 3,797 ― 1,109 6,973

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

オン･バランス 323 ― 959 780 3,886 ― 610 6,561
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス 1,373 ― 486 0 649 ― ― 2,510
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 1,697 ― 1,445 781 4,536 ― 610 9,071
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) 1,115 ― 902 535 2,004 ― 318 4,876
注) 1. 保有する証券化エクスポージャーの額については、所要自己資本賦課の対象となる流動化プログラムの未使用残高が含まれています。

2. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、｢その他｣に記載しています。
3. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
4. ｢原資産が海外資産である取引｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
5. ｢再証券化エクスポージャー｣については、平成26年度、平成27年度ともに金融庁告示第1条2の2号に該当するものを記載しています(以下同様)。
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〈リスク･ウェイト区分別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 7,829 ― 3,339 ― 11,168 ―
～50％ 149 ― ― ― 149 ―

～100％ 25 ― ― ― 25 ―
～250％ 17 ― ― ― 17 ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250% ― ― ― ― ― ―

合計 8,021 ― 3,339 ― 11,360 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 6,504 ― 2,510 ― 9,015 ―
～50％ 21 ― ― ― 21 ―

～100％ 34 ― ― ― 34 ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250% ― ― ― ― ― ―

合計 6,561 ― 2,510 ― 9,071 ―

〈リスク･ウェイト区分別の所要自己資本の額〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 45 ― 19 ― 64 ―
～50％ 4 ― ― ― 4 ―

～100％ 1 ― ― ― 1 ―
～250％ 1 ― ― ― 1 ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250% ― ― ― ― ― ―

合計 52 ― 19 ― 71 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 38 ― 15 ― 54 ―
～50％ 0 ― ― ― 0 ―

～100％ 1 ― ― ― 1 ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250% ― ― ― ― ― ―

合計 41 ― 15 ― 57 ―

〈保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

～20％ ― ―
～50％ ― ―

～100％ ― ―
～250％ ― ―
～650％ ― ―
650％超 ― ―

合計 ― ―
注) 信用リスク削減手法の効果を勘案した再証券化エクスポージャーについて、効果勘案後のリスク･ウェイトに基づき記載しています。
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○投資家としての証券化エクスポージャー(信用リスク･アセットの額の算出対象)

(E) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報

〈原資産種類別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計

オン･バランス 413 9,480 2,368 92 2,413 312 2,558 17,637
うち再証券化エクスポージャー ― 97 ― ― 119 ― ― 217

オフ･バランス 1,202 ― 890 ― 329 1 148 2,572
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 1,615 9,480 3,259 92 2,742 313 2,706 20,210
(うち再証券化エクスポージャー) ― 97 ― ― 119 ― ― 217
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― 0 ― ― ― 69 ― 69

(うち原資産が海外資産である取引) 1,565 0 2,882 ― 2,742 5 2,164 9,361

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計

オン･バランス 440 9,496 4,695 1,078 4,274 124 3,113 23,222
うち再証券化エクスポージャー ― 46 ― ― 58 ― ― 104

オフ･バランス 1,070 ― 1,910 535 1,694 1 26 5,239
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 1,510 9,496 6,606 1,613 5,968 125 3,140 28,462
(うち再証券化エクスポージャー) ― 46 ― ― 58 ― ― 104
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― 0 ― ― ― 8 ― 8

(うち原資産が海外資産である取引) 1,510 0 6,277 1,573 5,968 3 2,695 18,029
注) 1. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、｢その他｣に記載しています。

2. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
3. ｢原資産が海外資産である取引｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. ｢再証券化エクスポージャー｣については、平成26年度、平成27年度ともに金融庁告示第1条2の2号に該当するものを記載しています(以下同様)。

〈リスク･ウェイト区分別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 17,006 97 2,540 ― 19,547 97
～50％ 394 119 ― ― 394 119

～100％ 88 ― ― ― 88 ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ 80 ― 30 ― 110 ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250% 67 ― 1 ― 69 ―

合計 17,637 217 2,572 ― 20,210 217

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 22,709 46 5,211 ― 27,920 46
～50％ 343 58 ― ― 343 58

～100％ 39 ― ― ― 39 ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ 123 ― 26 ― 149 ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250% 6 ― 1 ― 8 ―

合計 23,222 104 5,239 ― 28,462 104
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〈リスク･ウェイト区分別の所要自己資本の額〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 101 1 17 ― 119 1
～50％ 10 3 ― ― 10 3

～100％ 7 ― ― ― 7 ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ 22 ― 8 ― 30 ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250% 67 ― 1 ― 69 ―

合計 208 4 27 ― 236 4

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 127 0 32 ― 159 0
～50％ 7 1 ― ― 7 1

～100％ 3 ― ― ― 3 ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ 34 ― 7 ― 41 ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250% 6 ― 1 ― 8 ―

合計 178 2 41 ― 219 2

〈保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

～20％ ― ―
～50％ ― 25

～100％ ― ―
～250％ ― ―
～650％ ― ―
650％超 ― ―

合計 ― 25
注) 信用リスク削減手法の効果を勘案した再証券化エクスポージャーについて、効果勘案後のリスク･ウェイトに基づき記載しています。
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○オリジネーターとしての証券化エクスポージャー(マーケット･リスク相当額の算出対象)

(F) 原資産の種類別の情報 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ① ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引
原資産の額 ② ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―

原資産の額の合計 ①＋② ― ― ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ① ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引
原資産の額 ② ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―

原資産の額の合計 ①＋② ― ― ― ― ― ― ― ―
注) ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。

〈証券化取引を目的として保有している資産〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引を目的として保有している資産 ― ― ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引を目的として保有している資産 ― ― ― ― ― ― ― ―
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(G) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報

〈原資産種類別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

オン･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち100％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

オン･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち100％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― ― ― ― ―
注) 1. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。

2. ｢原資産が海外資産である取引｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。

〈リスク･ウェイト区分別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～1.6％ ― ― ― ― ― ―
～4％ ― ― ― ― ― ―
～8％ ― ― ― ― ― ―

～20％ ― ― ― ― ― ―
～52％ ― ― ― ― ― ―

～100％未満 ― ― ― ― ― ―
100% ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～1.6％ ― ― ― ― ― ―
～4％ ― ― ― ― ― ―
～8％ ― ― ― ― ― ―

～20％ ― ― ― ― ― ―
～52％ ― ― ― ― ― ―

～100％未満 ― ― ― ― ― ―
100% ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―
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〈リスク･ウェイト区分別の所要自己資本の額〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～1.6％ ― ― ― ― ― ―
～4％ ― ― ― ― ― ―
～8％ ― ― ― ― ― ―

～20％ ― ― ― ― ― ―
～52％ ― ― ― ― ― ―

～100％未満 ― ― ― ― ― ―
100% ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～1.6％ ― ― ― ― ― ―
～4％ ― ― ― ― ― ―
～8％ ― ― ― ― ― ―

～20％ ― ― ― ― ― ―
～52％ ― ― ― ― ― ―

～100％未満 ― ― ― ― ― ―
100% ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―

〈包括的リスクの計測対象〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
証券化 再証券化 証券化 再証券化

証券化エクスポージャーの総額 ― ― ― ―
所要自己資本の総額 ― ― ― ―

〈証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ― ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ― ― ― ― ― ― ―

○流動化プログラム(ABCP/ABL)のスポンサーとしての証券化エクスポージャー(マーケット･リスク相当額の
算出対象)

(H) 原資産の種類別の情報 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
原資産に関する当期の想定損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
原資産に関する当期の想定損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
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( I ) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報

〈原資産種類別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

オン･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち100％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

オン･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち100％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― ― ― ― ―

〈リスク･ウェイト区分別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～1.6％ ― ― ― ― ― ―
～4％ ― ― ― ― ― ―
～8％ ― ― ― ― ― ―

～20％ ― ― ― ― ― ―
～52％ ― ― ― ― ― ―

～100％未満 ― ― ― ― ― ―
100% ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～1.6％ ― ― ― ― ― ―
～4％ ― ― ― ― ― ―
～8％ ― ― ― ― ― ―

～20％ ― ― ― ― ― ―
～52％ ― ― ― ― ― ―

～100％未満 ― ― ― ― ― ―
100% ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―
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〈リスク･ウェイト区分別の所要自己資本の額〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～1.6％ ― ― ― ― ― ―
～4％ ― ― ― ― ― ―
～8％ ― ― ― ― ― ―

～20％ ― ― ― ― ― ―
～52％ ― ― ― ― ― ―

～100％未満 ― ― ― ― ― ―
100% ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～1.6％ ― ― ― ― ― ―
～4％ ― ― ― ― ― ―
～8％ ― ― ― ― ― ―

～20％ ― ― ― ― ― ―
～52％ ― ― ― ― ― ―

～100％未満 ― ― ― ― ― ―
100% ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―

○投資家としての証券化エクスポージャー(マーケット･リスク相当額の算出対象)

(J) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報

〈原資産種類別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計

オン･バランス 2 25 122 ― 10 38 93 292
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― 27 27

オフ･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 2 25 122 ― 10 38 93 292
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― 27 27
(うち100％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― 23 ― ― 0 2 1 26

(うち原資産が海外資産である取引) 2 22 122 ― 10 20 92 271

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計

オン･バランス ― 10 0 ― 0 40 14 65
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― 3 3

オフ･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― 10 0 ― 0 40 14 65
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― 3 3
(うち100％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― 10 ― ― 0 3 3 17

(うち原資産が海外資産である取引) ― 9 0 ― 0 20 11 40
注) 1. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、｢その他｣に記載しています。

2. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
3. ｢原資産が海外資産である取引｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. ｢再証券化エクスポージャー｣については、金融庁告示第1条2の2号に該当するものを記載しています(以下同様)。
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〈リスク･ウェイト区分別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～1.6％ 196 ― ― ― 196 ―
～4％ 17 9 ― ― 17 9
～8％ 37 5 ― ― 37 5

～20％ ― ― ― ― ― ―
～52％ 14 10 ― ― 14 10

～100％未満 ― ― ― ― ― ―
100% 26 1 ― ― 26 1

合計 292 27 ― ― 292 27

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～1.6％ 4 ― ― ― 4 ―
～4％ 23 ― ― ― 23 ―
～8％ 19 2 ― ― 19 2

～20％ ― ― ― ― ― ―
～52％ ― ― ― ― ― ―

～100％未満 ― ― ― ― ― ―
100% 17 1 ― ― 17 1

合計 65 3 ― ― 65 3

〈リスク･ウェイト区分別の所要自己資本の額〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～1.6％ 3 ― ― ― 3 ―
～4％ 0 0 ― ― 0 0
～8％ 3 0 ― ― 3 0

～20％ ― ― ― ― ― ―
～52％ 6 5 ― ― 6 5

～100％未満 ― ― ― ― ― ―
100% 26 1 ― ― 26 1

合計 40 7 ― ― 40 7

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～1.6％ 0 ― ― ― 0 ―
～4％ 0 ― ― ― 0 ―
～8％ 1 0 ― ― 1 0

～20％ ― ― ― ― ― ―
～52％ ― ― ― ― ― ―

～100％未満 ― ― ― ― ― ―
100% 17 1 ― ― 17 1

合計 20 1 ― ― 20 1

〈包括的リスクの計測対象〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
証券化 再証券化 証券化 再証券化

証券化エクスポージャーの総額 ― ― ― ―
所要自己資本の総額 ― ― ― ―
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■マーケット･リスク
　マーケット･リスクに関わる市場リスク管理態勢等については、
120～125ページをご覧ください。

○トレーディング業務

トレーディング業務における市場リスク量(VAR)の推移 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
期末日 65 20
最大値 71 44
最小値 31 15
平均値 44 24
バックテスト超過回数 2回 5回
注) 1. 市場リスク量(VAR)は内部モデルによる算出分です。

2. バックテスト超過回数は、期末日より250営業日前までに超過した回数です。バック
テスト超過回数により、マーケット･リスク相当額算出に使用する乗数が決定されま
す。

3. トレーディング業務を行う当社グループ会社は、みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ
証券等です。

VARの手法
線形リスク ：分散･共分散法
非線形リスク ：モンテカルロシミュレーション法
VAR ：線形リスクと非線形リスクの単純合算
定量基準 ：①信頼区間　片側99％

②保有期間　1日
③観測期間　1年(265営業日)

トレーディング業務におけるストレスVARの推移 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
期末日 202 34
最大値 248 125
最小値 85 33
平均値 132 52

ストレスVARの手法
線形リスク ：分散･共分散法
非線形リスク ：モンテカルロシミュレーション法
ストレスVAR ：線形リスクと非線形リスクの単純合算
定量基準 ：①信頼区間　片側99％

②保有期間　1日
③観測期間　1年(265営業日)

○アウトライヤー基準

｢アウトライヤー基準｣の結果 (単位：億円)

損失額 総自己資本 自己資本に対する割合
平成27年3月末基準 5,292 95,084 5.5%
平成28年3月末基準 5,166 96,386 5.3%

うち円金利の影響 735 / /
ドル金利の影響 3,404 / /
ユーロ金利の影響 732 / /

注) マーケット･リスクに関する各種定義は125ページに記載しています。

■オペレーショナル･リスク
　オペレーショナル･リスクについては、126～129ページをご覧く
ださい。
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■銀行勘定における株式等エクスポージャー

(14) 銀行勘定における株式等エクスポージャーに関するリスク管理について
　銀行勘定における株式等は、デフォルトリスクを信用リスク管理の
枠組みで、価格変動リスクを市場リスク管理の枠組みで管理する態勢
としています。
　当社が出資する子会社及び関連会社については連結ベースでリス
ク管理の対象とし、管理区分に応じた適切な管理を行っています。

　また、株式等エクスポージャーのうち、有価証券の評価は、時価の
あるものについては、国内株式は決算期末月1カ月平均に基づいた市
場価格等、それ以外は決算日の市場価格等に基づく時価法(売却原価
は主として移動平均法により算定)、時価を把握することが極めて困
難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っ
ています。

(15) 銀行勘定における株式等エクスポージャーの状況

(A) 連結貸借対照表計上額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
連結貸借対照表計上額 時価 連結貸借対照表計上額 時価

上場株式等エクスポージャー 45,799 47,111 37,856 39,647
上記以外の株式等エクスポージャー 3,061 ／ 4,418 ／
合計 48,861 ／ 42,275 ／
注) 株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

(B) 株式等エクスポージャーに係る売却損益 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
売却損益 売却損益売却益 売却損 売却益 売却損

株式等エクスポージャーの売却 1,437 1,520 83 2,253 2,711 457
注) 連結損益計算書の株式等売却損益の計数を表示しています。

(C) 株式等エクスポージャーに係る償却損益 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
償却損益 償却損益

株式等エクスポージャーの償却 △53 △103
注) 連結損益計算書の株式等償却の計数を表示しています。

(D) 連結貸借対照表で認識され、かつ、連結損益計算書で認識されない評価損益 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
評価差額 評価差額評価益 評価損 評価益 評価損

株式等エクスポージャー 23,317 23,604 286 17,512 18,242 730
注) 株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

(E) 連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
差額 差額評価益 評価損 評価益 評価損

株式等エクスポージャー 1,311 1,391 80 1,791 1,887 96
注) 株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

(F) ポートフォリオ区分別株式等エクスポージャー (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
PD／LGD方式 48,314 39,012
マーケット･ベース方式(簡易手法適用分) 7,967 5,594
マーケット･ベース方式(内部モデル手法適用分) ― ―
合計 56,281 44,607
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■持株レバレッジ比率の構成に関する事項
(単位：百万円、％)

国際様式(表2)
の該当番号

国際様式(表1)
の該当番号 項目 平成26年度 平成27年度

1. オン･バランス資産の額
1 調整項目控除前のオン･バランス資産の額 161,631,157 165,817,309

1a 1 連結貸借対照表における総資産の額 189,684,749 193,458,580
1b 2 持株レバレッジ比率の範囲に含まれない子法人等の資産の額(△) ― ―

1c 7 持株レバレッジ比率の範囲に含まれる子会社の資産の額(連結
貸借対照表における総資産の額に含まれる額を除く。) ― ―

1d 3 連結貸借対照表における総資産の額から控除される調整項目
以外の資産の額(△) 28,053,591 27,641,270

2 7 Tier1資本に係る調整項目の額(△) 645,302 827,836
3 オン･バランス資産の額 (イ) 160,985,855 164,989,473

2. デリバティブ取引等に関する額
4 デリバティブ取引等に関する再構築コストの額 2,942,592 2,981,601
5 デリバティブ取引等に関するアドオンの額 5,912,591 5,442,321

デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた証拠金の対価の額 723,193 935,595

6 連結貸借対照表から控除されているデリバティブ取引等に関連して
現金で差し入れた証拠金の対価の額 144,073 137,668

7 デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた変動証拠金の対価
の額のうち控除する額(△) ― ―

8 清算会員である銀行持株会社が補償を義務付けられていない顧客と
のトレード･エクスポージャーの額(△) ／ ／

9 クレジット･デリバティブのプロテクションを提供した場合における
調整後想定元本の額 2,446,530 2,382,713

10 クレジット･デリバティブのプロテクションを提供した場合における
調整後想定元本の額から控除した額(△) 2,163,910 2,149,991

11 4 デリバティブ取引等に関する額 (ロ) 10,005,070 9,729,907
3. レポ取引等に関する額

12 レポ取引等に関する資産の額 12,641,579 11,213,188
13 レポ取引等に関する資産の額から控除した額(△) 5,486,696 4,973,078

14 レポ取引等に関するカウンターパーティ･リスクのエクスポージャー
の額 328,632 300,864

15 代理取引のエクスポージャーの額 ／ ／
16 5 レポ取引等に関する額 (ハ) 7,483,516 6,540,975

4. オフ･バランス取引に関する額
17 オフ･バランス取引の想定元本の額 46,576,954 48,317,452
18 オフ･バランス取引に係るエクスポージャーの額への変換調整の額(△) 29,687,744 31,095,649
19 6 オフ･バランス取引に関する額 (二) 16,889,209 17,221,802

5. 持株レバレッジ比率
20 資本の額 (ホ) 7,500,349 7,905,093
21 8 総エクスポージャーの額((イ)＋(ロ)＋(ハ)＋(二)) (ヘ) 195,363,652 198,482,158
22 持株レバレッジ比率((ホ)／(へ)) 3.83％ 3.98%
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■グローバルなシステム上重要な銀行の選定指標に関する開示事項
(単位：億円)

平成26年度
1.  資産及び取引に関する残高の合計額(イ＋ロ＋ハ＋ニ)： 2,152,137

イ. 派生商品取引及び長期決済期間取引に関する再構築コストの額及びカレント･エクスポージャー方式
で計算したアドオンの額(注1)

ロ. レポ形式の取引に係るグロスの資産残高及び貸出資産と借入資産との評価差額
ハ. 資産の額(注2)

ニ. オフ･バランス取引(注3)の与信相当額
2.  金融機関等向け与信に関する残高の合計額(イ＋ロ＋ハ＋ニ)： 100,809

イ. 金融機関等向け預金及び貸出金の額(コミットメントの未引出額を含む。)
ロ. 金融機関等が発行した有価証券(注4)の保有額
ハ. 金融機関等とのレポ形式の取引のカレント･エクスポージャーの額(注1)

ニ. 金融商品市場等(注5)によらないで行う金融機関等との派生商品取引及び長期決済期間取引に係る公正
価値評価額及びカレント･エクスポージャー方式で計算したアドオンの額(注1)

3.  金融機関等に対する債務に関する残高の合計額(イ＋ロ＋ハ)： 213,444
イ. 金融機関等からの預金の額及びコミットメントの未引出額
ロ. 金融機関等とのレポ形式の取引のカレント･エクスポージャーの額(注6)

ハ. 金融商品市場等(注5)によらないで行う金融機関等との派生商品取引及び長期決済期間取引に係る公正
価値評価額及びカレント･エクスポージャー方式で計算したアドオンの額(注6)

4.  発行済有価証券(注4)の残高 282,590
5.  信託財産及びこれに類する資産の残高 1,389,371
6.  金融商品市場等(注5)によらないで行う金融機関等との派生商品取引及び長期決済期間取引に係る想定元

本の額の残高 11,153,730

7.  売買目的有価証券及びその他有価証券(注7)の残高の合計額 102,345
8.  観察可能な市場データではない情報に基づき公正価値評価された資産の残高(注8) 14,167
9.  対外与信の残高 441,144

10. 対外債務の残高 318,642

(単位：億円)

平成26年度
11. 日本銀行金融ネットワークシステム、全国銀行資金決済ネットワークその他これらに類する決済システム

を通じた決済の年間の合計額 67,825,671

12. 債券及び株式に係る引受け(注9)の年間の合計額 92,260
注) 1. 法的に有効な相対ネッティング契約の効果を勘案できるものとし、零を下回らないものに限ります。

2. 項番1. イ.ロ.に掲げるもの、普通株式等Tier1資本に係る調整項目の額並びにその他Tier1資本に係る調整項目の額を除いています。
3. 派生商品取引及び長期決済期間取引並びにレポ形式の取引を除いています。
4. 担保付社債、一般無担保社債、劣後債、短期社債、譲渡性預金及び株式をいいます。
5. 金融商品取引法第2条第14項に規定する金融商品市場及び同条第8項第3号ロに規定する外国金融商品市場をいいます。
6. 法的に有効な相対ネッティング契約の効果を勘案できるものとし、零を上回らないものに限ります。
7. 流動性が高いと認められるものを除いています。
8. 米国会計基準に基づく金額を記載しています。
9. 金融商品取引法第2条第8項第6号に規定する有価証券の引受けをいいます。
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(単位：億円)

平成27年度
1.  資産及び取引に関する残高の合計額(イ＋ロ＋ハ＋ニ)： 1,993,099

イ. オン･バランス資産の額(注1)

ロ. デリバティブ取引等(注2)に関する額(＝デリバティブ取引等について算出したエクスポージャーの額
(注3)及びデリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた証拠金の対価の額の合計額をいう。)

ハ. レポ取引等に関する額(注4)

ニ. オフ･バランス取引(注5)に関する額(注6)

2.  金融機関等向け与信に関する残高の合計額(イ＋ロ＋ハ＋ニ)： 98,748
イ. 金融機関等向け預金及び貸出金の額(コミットメントの未引出額を含む。)
ロ. 金融機関等が発行した有価証券(注7)の保有額
ハ. 金融機関等とのレポ形式の取引のカレント･エクスポージャーの額(注8)

ニ. 金融商品市場等(注9)によらないで行う金融機関等との派生商品取引及び長期決済期間取引に係る公正
価値評価額及びカレント･エクスポージャー方式で計算したアドオンの額(注8)

3.  金融機関等に対する債務に関する残高の合計額(イ＋ロ＋ハ)： 167,675
イ. 金融機関等からの預金の額及び借入金の額並びにコミットメントの未引出額
ロ. 金融機関等とのレポ形式の取引のカレント･エクスポージャーの額(注10)

ハ. 金融商品市場等(注9)によらないで行う金融機関等との派生商品取引及び長期決済期間取引に係る公正
価値評価額及びカレント･エクスポージャー方式で計算したアドオンの額(注10)

4.  発行済有価証券(注7)の残高 238,127
5.  信託財産及びこれに類する資産の残高 1,370,505
6.  金融商品市場等(注9)によらないで行う金融機関等との派生商品取引及び長期決済期間取引に係る想定元

本の額の残高 10,432,670

7.  売買目的有価証券及びその他有価証券(注11)の残高の合計額 92,927
8.  観察可能な市場データではない情報に基づき公正価値評価された資産の残高(注12) 15,437
9.  対外与信の残高 424,492

10. 対外債務の残高 316,157

(単位：億円)

平成27年度
11. 日本銀行金融ネットワークシステム、全国銀行資金決済ネットワークその他これらに類する決済システム

を通じた決済の年間の合計額 67,899,191

12. 債券及び株式に係る引受け(注13)の年間の合計額 101,551
注) 1. 連結貸借対照表の総資産の額から支払承諾見返勘定の額並びにロ.及びハ.に掲げる事項の額を控除した額をいいます。

2. 持株自己資本比率告示第57条第1項の先渡、スワップ、オプションその他の派生商品取引及び長期決済期間取引をいいます。
3. デリバティブ取引等について算出した再構築コストの額(当該額が零を下回る場合には、零とする。)及びデリバティブ取引等についてカレント･エクスポージャー方式で計算したアドオンの

額並びにプロテクションを提供するクレジット･デリバティブに係る想定元本の額の合計額をいいます。
4. レポ形式の取引における現金の受取債権の額及びレポ形式の取引の単位ごとに算出した取引の相手方に対するエクスポージャーの額(当該額が零を下回る場合には、零とする。)の合計額を

いいます。
5. デリバティブ取引等及びレポ形式の取引を除きます。
6. 取引の相手方に対する信用リスクに係るエクスポージャーの額、対象資産に係るエクスポージャーの額及び証券化エクスポージャーの額の合計額をいいます。
7. 担保付社債、一般無担保社債、劣後債、短期社債、譲渡性預金及び株式をいいます。
8. 法的に有効な相対ネッティング契約の効果を勘案できるものとし、零を下回らないものに限ります。
9. 金融商品取引法第2条第14項に規定する金融商品市場及び同条第8項第3号ロに規定する外国金融商品市場をいいます。
10. 法的に有効な相対ネッティング契約の効果を勘案できるものとし、零を上回らないものに限ります。
11. 流動性が高いと認められるものを除いています。
12. 米国会計基準に基づく金額を記載しています。
13. 金融商品取引法第2条第8項第6号に規定する有価証券の引受けをいいます。
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■流動性カバレッジ比率

　バーゼル銀行監督委員会の合意に基づく流動性規制として、平成27
年3月末基準より流動性カバレッジ比率の最低水準を充足することが
求められています。
　当グループの連結流動性カバレッジ比率(以下｢連結LCR｣)の算出
は｢銀行法第52条の25の規定に基づき、銀行持株会社が銀行持株会社
及びその子会社等の経営の健全性を判断するための基準として定める
流動性に係る健全性を判断するための基準であって、銀行の経営の健

全性の判断のために参考となるべきもの｣(平成26年金融庁告示第62
号、以下｢告示第62号｣)に則っています。
　当グループが本頁で行う情報開示は、｢銀行法施行規則第19条の2
第1項第5号ホ等の規定に基づき、流動性に係る経営の健全性の状況に
ついて金融庁長官が別に定める事項｣(平成27年金融庁告示第7号)に
則っています。
　流動性に係る経営の健全性の状況は以下のとおりです。

(単位：百万円、件)

項目 平成27年度第3四半期 平成27年度第4四半期
適格流動資産 (１) ／ ／
1 適格流動資産の合計額 55,206,490 54,269,331

資金流出額 (２) 資金流出率を
乗じる前の額

資金流出率を
乗じた後の額

資金流出率を
乗じる前の額

資金流出率を
乗じた後の額

2 リテール無担保資金調達に係る資金流出額 43,687,360 3,520,818 43,814,768 3,526,754
3 うち、安定預金の額 12,147,447 364,423 12,247,595 367,427
4 うち、準安定預金の額 31,539,913 3,156,394 31,567,172 3,159,326
5 ホールセール無担保資金調達に係る資金流出額 58,756,360 36,657,038 61,096,693 38,221,245
6 うち、適格オペレーショナル預金の額 0 0 0 0

7 うち、適格オペレーショナル預金及び負債性有価証券以外の
ホールセール無担保資金調達に係る資金の額 49,271,511 27,172,189 52,611,115 29,735,667

8 うち、負債性有価証券の額 9,484,848 9,484,848 8,485,578 8,485,578
9 有担保資金調達等に係る資金流出額 ／ 1,340,293 ／ 1,007,649

10 デリバティブ取引等、資金調達プログラム及び与信･流動性ファ
シリティに係る資金流出額 25,576,120 6,366,157 24,736,058 6,600,312

11 うち、デリバティブ取引等に係る資金流出額 1,873,334 1,873,334 2,080,660 2,080,660
12 うち、資金調達プログラムに係る資金流出額 258,990 258,990 214,307 214,307
13 うち、与信･流動性ファシリティに係る資金流出額 23,443,795 4,233,832 22,441,090 4,305,344
14 資金提供義務に基づく資金流出額等 5,144,352 1,831,821 6,558,085 1,693,256
15 偶発事象に係る資金流出額 68,659,447 630,584 68,314,160 650,749
16 資金流出合計額 ／ 50,346,713 ／ 51,699,968

資金流入額 (３) 資金流入率を
乗じる前の額

資金流入率を
乗じた後の額

資金流入率を
乗じる前の額

資金流入率を
乗じた後の額

17 有担保資金運用等に係る資金流入額 9,942,416 687,617 9,797,730 653,420
18 貸付金等の回収に係る資金流入額 9,566,566 6,281,643 9,647,511 6,681,798
19 その他資金流入額 6,101,912 1,952,187 6,359,369 2,026,801
20 資金流入合計額 25,610,894 8,921,449 25,804,610 9,362,021
連結流動性カバレッジ比率 (４) ／ ／
21 算入可能適格流動資産の合計額 ／ 55,206,490 ／ 54,269,331
22 純資金流出額 ／ 41,425,264 ／ 42,337,947
23 連結流動性カバレッジ比率 ／ 133.4％ ／ 128.2％
24 平均値計算用データ数 3 3

注) 1. 項番1～23には四半期平均値(項番24に記載されたデータ数での平均値)を記載しています。
2. 項番6については、告示第62号第28条の｢適格オペレーショナル預金に係る特例｣を適用していません。
3. 項番11については、告示第62号第37条の｢シナリオ法による時価変動時所要追加担保額｣を適用していません。
4. 項番14のうち告示第62号第59条の「その他契約に基づく資金流出額」、及び項番15のうち告示第62号第52条の｢その他偶発事象に係る資金流出額｣、項番19のうち告示第62号第72

条の「その他契約に基づく資金流入額」について開示が必要となる重要な項目はありません。

平成27年度
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

連結LCR(四半期平均) 124.6% 128.4% 133.4% 128.2%

　当グループの連結LCRは、流動性規制で求められる最低水準及び最
終的な規制水準(100%)を上回っており問題なく、大きな変動もあり
ません。
　また、今回開示した連結LCRの水準は当初の見通しと大きく異なら
ず、今後も大きく乖離することは想定していません。

　算入可能適格流動資産の通貨又は種類等の構成や所在地に著しい変
動はありません。
　なお、主要な通貨において、算入可能適格流動資産の合計額と純資
金流出額の間に、資金繰りに影響を与えるような著しい通貨のミスマ
ッチはありません。
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(16) 定性的開示事項

(A) 当グループの｢対象役職員｣の報酬等に関する組織体制の整備状況
1. ｢対象役職員｣の範囲

　開示の対象となる金融庁告示に規定されている｢対象役員｣及び
｢対象従業員等｣(あわせて｢対象役職員｣)の範囲については、以下
のとおりです。
①｢対象役員｣の範囲

　｢対象役員｣は、当社の取締役及び執行役です。なお、社外取
締役を除いています。

②｢対象従業員等｣の範囲
　当社では、当社の執行役員及び職員ならびに｢主要な連結子法
人等｣の役職員のうち、｢高額の報酬等を受ける者｣、かつ｢グル
ープの業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与える者｣等
を｢対象従業員等｣として、開示の対象としています。
(ア)｢主要な連結子法人等｣の範囲

　｢主要な連結子法人等｣とは、銀行持株会社又は銀行の連
結総資産に対する当該子法人等の総資産の割合が2％を超
えるもの、及びグループ経営に重要な影響を与える連結子
法人等であり、具体的にはみずほ銀行及び米国みずほ銀行
等支店と同様に銀行業務を担う海外現地法人、みずほ信託
銀行、みずほ証券、資産管理サービス信託銀行、米国みず
ほ証券ならびにみずほインターナショナルが該当します。

(イ)｢高額の報酬等を受ける者｣の範囲
　｢高額の報酬等を受ける者｣とは、当社及びその｢主要な連
結子法人等｣から基準額以上の報酬等を受ける者をさしま
す。当社では基準額を45百万円に設定しています。当該
基準額は、過年度の報酬水準の変動も踏まえ、当社、みず
ほ銀行、みずほ信託銀行の取締役、執行役及び監査役(社外
取締役及び社外監査役を除きます。)の過去3年の報酬額の
平均(当該年度を通じて在任した者に限ります。)をもとに
設定しています。なお、本項目における各社の｢高額の報酬
等を受ける者｣の抽出基準を統一するため、上記基準額を共
通の基準として適用します。

(ウ)｢グループの業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与
える者｣の範囲
　｢グループの業務の運営又は財産の状況に重要な影響を
与える者｣とは、その者が通常行う取引や管理する事項が、
当社、｢主要な連結子法人等｣の業務の運営に相当程度の影
響を与え、又は取引等に損失が発生することにより財産の
状況に重要な影響を与える者をいいます。具体的には、当
社の執行役員ならびに、｢主要な連結子法人等｣の取締役、
監査役ならびに、執行役員及び市場部門の従業員等を含み
ます。

2. ｢対象役職員｣の報酬等の決定について
①｢対象役員｣の報酬等の決定について

　当社は、指名委員会等設置会社であり、法定の委員会として
報酬委員会を設置しています。
　報酬委員会は、役員報酬の客観性や透明性を確保するため、
委員長を社外取締役とし、他の委員についても原則として社外
取締役(少なくとも非執行取締役)から選定することとしてお
り、平成28年3月においては、委員長を含む3名全員が社外取
締役となっています。同委員会は、当社、みずほ銀行、みずほ
信託銀行、みずほ証券の役員報酬に関する基本方針、役員報酬
制度の決定のほか、当社取締役及び執行役の個人別の報酬の決
定、ならびにみずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券の取締

役の個人別の報酬の当社における承認を行います。また、当
社、みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券の執行役員の個
人別の報酬は、各社社長･頭取が決定しています。

②｢対象従業員等｣の報酬等の決定について
　当社の執行役員、みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券
における取締役･執行役員に関しましては、上記『①｢対象役員｣
の報酬等の決定について』に記載のとおりです。
　みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券における監査役の
報酬については、定時株主総会において決議された監査役報酬
の総額の範囲内で、社外監査役を含む監査役の協議により決定
しています。
　その他の｢対象従業員等｣の報酬等は、当社及び｢主要な連結子
法人等｣にて制定された給与･賞与制度にもとづいて、決定さ
れ、支払われています。当該制度は、業務推進部門から独立し
た当社及び｢主要な連結子法人等｣の人事部等においてその制度
設計･文書化がなされています。なお、海外現地社員の報酬につ
いては現地の法･規制や雇用関係に応じ、各現地法人･海外拠点
が報酬制度を定めています。

3. リスク管理部門･コンプライアンス部門･内部監査部門の職員の報
酬等の決定について
　リスク管理部門･コンプライアンス部門･内部監査部門の職員の
報酬は給与･賞与制度にもとづき決定され、具体的な支給額は、当
該部門と人事部門の人事査定にもとづき確定されることにより、
業務推進部門から独立して報酬の決定がなされています。
　また、人事査定の評価項目は、リスク管理部門･コンプライアン
ス部門･内部監査部門の各職員が上司の承認の下、目標を設定した
うえで、その達成度を評価しており、リスク管理態勢･遵法態勢や
内部監査態勢構築への貢献度を反映する仕組みとなっています。

4. 報酬委員会等の構成員に対して払われた報酬等の総額及び報酬委
員会等の会議の開催回数

開催回数
(平成27年4月～平成28年3月)

報酬委員会(持株会社) 8回
(注) 報酬等の総額については、報酬委員会等の職務執行に係る対価に相当する部分のみを

切り離して算出することができないため、報酬等の総額は記載していません。
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(B) 当グループの｢対象役職員｣の報酬等に関する体系の設計及び運用の適切性の評価に関する事項
1. 報酬等に関する方針について

①｢対象役員｣の報酬等に関する方針
　当社は、当社、みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券の
取締役、執行役、執行役員及び専門役員(以下、｢取締役等｣とい
う)が受ける個人別の報酬等の内容に係る決定に関する｢みずほ
フィナンシャルグループ報酬の決定方針｣を定めています。
(ア)目的

　当該方針に基づく当社、みずほ銀行、みずほ信託銀行、
みずほ証券の取締役等に対する報酬は、当グループの企業
理念のもと、経営の基本方針に基づき様々なステークホル
ダーの価値創造に配慮した経営の実現と当グループの持続
的かつ安定的な成長による企業価値の向上を図る上で、
各々の役員が果たすべき役割を最大限発揮するためのイン
センティブ及び当該役割発揮に対する対価として機能する
ことを目的とします。

(イ)基本方針
　当社、みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券の取締
役等が受ける個人別の報酬等の内容に係る決定に関する基
本方針を以下のとおりとします。
(ⅰ)各々の役員が担う役割･責任や成果に応じた報酬体系

とします。
(ⅱ)中長期に亘る企業価値向上や様々なステークホルダー

の価値創造に配慮した報酬体系とします。
(ⅲ)当グループの経営環境や業績の状況を反映した報酬体

系とします。
(ⅳ)マーケット競争力のあるプロフェッショナル等の専門

人材を確保するための報酬を提供可能とします。
(ⅴ)経済･社会の情勢及び外部専門機関による経営者報酬

の調査データ等を踏まえて報酬体系･水準の見直しを
行います。

(ⅵ)内外の役員報酬に係る規制･ガイドライン等を遵守し
ます。

(ウ)報酬体系
Ⅰ. 業務執行を担う当社執行役(取締役兼執行役を含む)、執行役

員及び専門役員ならびにみずほ銀行、みずほ信託銀行、み
ずほ証券の業務執行を担う取締役、執行役員及び専門役員
(以下、｢業務執行を担う役員｣という)と、経営の監督を担
う非執行の当社取締役及びみずほ銀行、みずほ信託銀行、
みずほ証券の取締役(以下｢経営の監督を担う非執行の役
員｣という)の報酬は別体系とします。

Ⅱ. 業務執行を担う役員の基本的な報酬体系は、固定報酬として
の基本給と、変動報酬としての業績給及び業績連動型株式
報酬とします。固定報酬と変動報酬の構成比率、変動報酬
の業績による変動幅及び変動報酬の支給方法については、
内外の役員報酬に係る規制･ガイドライン等や経営者報酬
の調査データ等を勘案の上で、持続的な成長に向けた健全
なインセンティブ付けの観点及び過度なリスクテイクを抑
制する観点を踏まえ設定します。基本的な構成比率につい
ては、原則として、固定報酬と変動報酬の比率を6：4、変
動報酬における業績給と業績連動型株式報酬の比率を1：1
とし、当該比率に基づき各報酬に係る役位に基づく基準額
を算出するとともに、変動報酬については各役員の成果を
反映して、役位に基づく基準額の0％～150％の範囲で支
給を行います。基本給、業績給及び業績連動型株式報酬
各々の体系及び支給方法等は、原則として、以下のとおり
とします。

(ⅰ)基本給については、役位に基づく基準額に、各役員の
役割･職責を反映した加算を行う体系とします。

(ⅱ)業績給については、各役員の年度計画達成へのインセ
ンティブ及びその成果への対価として金銭を支給する
ものであり、役位に基づく基準額に各役員の成果を反
映した体系とします。支給に際しては、業績給の一定
額以上について3年間に亘る繰延支給を行うととも
に、会社や本人の業績等次第で繰延部分の減額や没収
が可能な仕組みを導入します。

(ⅲ)業績連動型株式報酬については、株主との利益の一致
を図り、企業価値増大へのインセンティブを向上させ
ることを目的として、信託を通じて株式市場から取得
した当社株式を支給するものであり、役位に基づく基
準額に各役員の成果を反映した額に相当する当社株式
を支給します。支給に際しては、業績連動型株式報酬
の全額について3年間に亘る繰延支給を行うととも
に、会社や本人の業績等次第で繰延部分の減額や没収
が可能な仕組みを導入します。

(ⅳ)外部登用のプロフェッショナル人材等を対象とする変
動報酬については、一定額ないしは一定割合の繰延支
給や株式等の非金銭支給とともに、会社や本人の業績
等次第で繰延部分の減額や没収が可能な仕組みを、各
対象役員の職責や業務特性並びにマーケットバリュー
等を踏まえ個別に設計します。

Ⅲ. 経営の監督を担う非執行の役員に対しては、監督機能を有効
に機能させる観点から固定報酬を原則とし、その報酬の体
系は基本給及び株式報酬とします。
(ⅰ)基本給については、常勤･非常勤別の基準額に、各役員

の役割や職責を反映した加算を行う体系とします。
(ⅱ)株式報酬は、社外取締役を除く常勤の社内取締役に対

して、役位に基づく基準額に応じて支給します。但
し、各役員の成果に応じた支給水準の変動は行いませ
ん。支給に際しては、株式報酬の全額について3年間に
亘る繰延支給を行うとともに、会社の業績等次第で繰
延部分の減額や没収が可能な仕組みを導入します。

(エ)報酬決定プロセス
Ⅰ. 報酬委員会は、当社、みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ

証券の役員報酬の決定方針、役員報酬制度の決定のほか、
当社取締役及び執行役の個人別の報酬等の内容の決定、み
ずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券の取締役の個人別
の報酬等の内容の当社における承認等を行います。

Ⅱ. 執行役社長は、本方針ならびに本方針に係る規程及び細則等
に定めるところに従い、当社執行役員及び専門役員の個人
別の報酬等の内容の決定及びみずほ銀行、みずほ信託銀
行、みずほ証券の執行役員及び専門役員の個人別の報酬等
の内容の当社における承認を行います。

Ⅲ. 報酬委員会は全員を原則社外取締役(少なくとも非執行取締
役)から選定し、報酬委員会の委員長は社外取締役としま
す。

Ⅳ. 報酬委員会は必要に応じて、執行役社長をはじめとした委員
以外の役職者(みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券の
役職者を含む)及び外部専門家等を出席させ、意見を聞くこ
とができます。
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②｢対象従業員等｣の報酬等に関する方針
　当社執行役員及び専門役員のほか、みずほ銀行、みずほ信託
銀行、みずほ証券における取締役、執行役員及び専門役員の報
酬等に関する方針も上記『①｢対象役員｣の報酬等に関する方
針』と同じです。なお、監査役の報酬等については、定時株主
総会において決議された監査役報酬の総額の範囲内で、社外監
査役を含む監査役の協議により決定しています。
　その他の従業員等の報酬については、給与は職務や職責に応
じて決定しています。また、賞与のうち、業績に連動する部分
については、過度な成果主義とならないよう、定性的な組織貢
献度等も含め、業績への貢献度を総合的かつ適切に評価したう
えで、決定しています。

2. 報酬等の全体の水準が自己資本に及ぼす影響について
　当社の報酬委員会は、当社、みずほ銀行、みずほ信託銀行、み
ずほ証券の前年度の取締役、執行役及び執行役員に対する報酬支
給額の報告を受け、当グループの業績、自己資本の十分性に対し
て重大な影響を及ぼさないことを確認しています。

(C) 当グループの｢対象役職員｣の報酬等の体系とリスク管理の整合性ならびに報酬等と業績の連動に関する事項
　業務執行を担う役員の業績給及び業績連動型株式報酬について
は、役位に基づく基準額に各役員の成果を反映した体系としており、
年度業務計画に対する業績評価等に応じて決定します。支給に際し
ては、業績給は一定額以上、業績連動型株式報酬については全額を3
年間に亘る繰延支給を行うとともに、会社や本人の業績等次第で繰延
部分の減額や没収を行う場合があります。なお、一部の対象役職員に
ついては、報酬等に関して個別契約を締結している場合があります。
　経営の監督を担う非執行の役員の株式報酬は、役位に基づく基準額
に応じて支給します。但し、各役員の成果に応じた支給水準の変動は
行いません。支給に際しては、株式報酬の全額について3年間に亘る
繰延支給を行うとともに、会社の業績等次第で繰延部分の減額や没収
を行う場合があります。

　その他の従業員等の報酬については、給与は職務や職責に応じて決
定しています。また、賞与のうち、業績に連動する部分については、
過度な成果主義とならないよう、定性的な組織貢献度等も含め、業績
への貢献度を総合的かつ適切に評価したうえで、決定しています。
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(17) 定量的開示事項

(A) 当グループの｢対象役職員｣の報酬等の種類、支払総額及び支払方法に関する事項

〈｢対象役職員｣の報酬等の総額〉 (単位：百万円)

平成27年度
人数 報酬等

の総額
固定報酬

の総額
基本報酬 株式報酬型

ストックオプション
その他

対象役員(除く社外役員) 21 862 862 861 ― 1
対象従業員等 374 31,517 14,277 12,551 ― 1,726

うち海外 345 29,532 13,298 11,572 ― 1,725

(単位：百万円)

平成27年度
変動報酬

の総額
基本報酬 賞与 その他 退職慰労金 その他

対象役員(除く社外役員) ― ― ― ― ― ―
対象従業員等 16,549 ― 16,548 0 30 659

うち海外 15,730 ― 15,729 0 30 473
注) 1. 対象役員の報酬額等には、主要な連結子法人等の役員としての報酬額等を含めて記載しています。

2. 当事業年度より前に繰延べられていた固定報酬のうち、当事業年度に支払われた報酬は141百万円(対象役員110百万円、対象従業員等31百万円)です。なお、当事業年度末における固定
報酬の繰延残高は、1,008百万円(対象役員646百万円、対象従業員等361百万円)です。

3. 変動報酬の総額には、当事業年度において発生した繰延べ報酬4,181百万円(全額対象従業員等に対する報酬であり、業績不振等に伴い将来支払わない可能性があります。)が含まれていま
す。また、当事業年度より前に繰延べられていた変動報酬のうち、当事業年度に支払われた報酬は、1,804百万円(対象従業員等1,804百万円)です。なお、当事業年度末における変動報酬
の繰延残高は、6,863百万円(対象従業員等6,863百万円)です。

4. 対象従業員等に係る報酬等の総額には、解職･離職に伴う手当額140百万円(対象者数9名)、複数年保証賞与233百万円(対象者数1名)、契約時報酬249百万円(対象者数10名)、休業手当
等106百万円（対象者数5人）が含まれています。

5. 当社、みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券の取締役、執行役、執行役員に対する当事業年度に係る変動報酬については、現時点で金額が確定していないため、上記の報酬等には含め
ておりませんが、会計上は、所要の引当金を計上致しております。

6. 株式報酬型ストックオプションの権利行使時期は以下のとおりです。なお、当該ストックオプション契約では、行使期間中であっても権利行使は役職員の退職時まで繰延べることとしてい
ます。

行使期間
株式会社みずほフィナンシャルグループ第1回新株予約権 平成21年2月17日から平成41年2月16日まで
株式会社みずほフィナンシャルグループ第2回新株予約権 平成21年9月28日から平成41年9月25日まで
株式会社みずほフィナンシャルグループ第3回新株予約権 平成22年8月27日から平成42年8月26日まで
株式会社みずほフィナンシャルグループ第4回新株予約権 平成23年12月9日から平成43年12月8日まで
株式会社みずほフィナンシャルグループ第5回新株予約権 平成24年9月3日から平成44年8月31日まで
株式会社みずほフィナンシャルグループ第6回新株予約権 平成26年2月18日から平成46年2月17日まで
株式会社みずほフィナンシャルグループ第7回新株予約権 平成26年12月2日から平成46年12月1日まで

(B) 当グループの｢対象役職員｣の報酬等の体系に関し、その他参考となるべき事項
　前項までに掲げたもののほか、特段該当する事項はありません。
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■連結の範囲

(1) 連結自己資本比率の算出における連結の範囲

(A) 連結財務諸表規則に基づき連結の範囲(以下｢会計連結範囲｣)に含まれる会社との相違点
平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(B) 連結子会社の数
平成26年度 平成27年度

連結子会社 96社 91社

　主要な連結子会社は、Mizuho Bank Nederland N.V.、Mizuho 
Bank (USA)、みずほ信用保証株式会社です。

　各連結子会社の主要な業務の内容については、170～180ページ
をご覧ください。

(C) 自己資本比率告示第9条が適用される金融業務を営む関連法人等
平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(D) 連結グループに属する会社であって会計連結範囲に含まれないもの及び連結グループに属しない会社であっ
て会計連結範囲に含まれるもの
平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(E) 連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等
平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(F) その他金融機関等であって銀行の子法人等であるもののうち、規制上の所要自己資本を下回った会社
平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。
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■自己資本の構成

(2) 自己資本の構成等について

(A) 自己資本の構成に関する開示事項(連結(国際統一基準)) (単位：百万円、％)

国際様式の
該当番号 項目 平成26年度 平成27年度経過措置による

不算入額
経過措置による

不算入額
普通株式等Tier1資本に係る基礎項目 (1)

1a＋2－1c－26 普通株式に係る株主資本の額 5,605,144 ／ 5,886,135 ／
1a うち資本金及び資本剰余金の額 3,690,856 ／ 3,664,151 ／
2 うち利益剰余金の額 2,156,949 ／ 2,502,357 ／

1c うち自己株式の額(△) ― ／ ― ／
26 うち社外流出予定額(△) 242,661 ／ 280,373 ／

うち上記以外に該当するものの額 ― ／ ― ／
1b 普通株式に係る新株予約権の額 ― ／ ― ／
3 その他の包括利益累計額及びその他公表準備金の額 736,284 1,104,426 893,281 595,520
5 普通株式等Tier1資本に係る調整後非支配株主持分の額 316 ／ 284 ／

経過措置により普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額
に算入されるものの額の合計額 20,387 ／ 13,868 ／

うち非支配株主持分等に係る経過措置により普通株式等
Tier1資本に係る基礎項目の額に算入されるものの額 20,387 ／ 13,868 ／

6 普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額 (イ) 6,362,132 ／ 6,793,568 ／
普通株式等Tier1資本に係る調整項目 (2)

8＋9 無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係るもの
を除く｡)の額の合計額 153,000 229,500 294,191 196,127

8 うちのれんに係るもの(のれん相当差額を含む｡)の額 23,693 35,540 25,663 17,108

9 うちのれん及びモーゲージ･サービシング･ライツに係る
もの以外のものの額 129,306 193,960 268,527 179,018

10 繰延税金資産(一時差異に係るものを除く｡)の額 3,250 4,875 5,546 3,697
11 繰延ヘッジ損益の額 10,806 16,209 98,076 65,384
12 適格引当金不足額 15,442 23,028 17,462 11,608
13 証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 65 97 ― ―

14 負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資
本に算入される額 456 685 1,419 946

15 退職給付に係る資産の額 173,914 260,871 234,596 156,397
16 自己保有普通株式(純資産の部に計上されるものを除く｡)の額 ― ― ― ―
17 意図的に保有している他の金融機関等の普通株式の額 ― ― ― ―
18 少数出資金融機関等の普通株式の額 39,476 59,214 ― ―

19＋20＋21 特定項目に係る10％基準超過額 ― ― ― ―

19 うちその他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普
通株式に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―

20 うち無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係
るものに限る｡)に関連するものの額 ― ― ― ―

21 うち繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に関連す
るものの額 ― ― ― ―

22 特定項目に係る15％基準超過額 ― ― ― ―

23 うちその他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普
通株式に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―

24 うち無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係
るものに限る｡)に関連するものの額 ― ― ― ―

25 うち繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に関連す
るものの額 ― ― ― ―

27 その他Tier1資本不足額 ― ／ ― ／
28 普通株式等Tier1資本に係る調整項目の額 (ロ) 396,412 ／ 651,293 ／

普通株式等Tier1資本
29 普通株式等Tier1資本の額((イ)－(ロ)) (ハ) 5,965,719 ／ 6,142,275 ／

(次ページへ続く)
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(続き) (単位：百万円、％)

国際様式の
該当番号 項目 平成26年度 平成27年度経過措置による

不算入額
経過措置による

不算入額
その他Tier1資本に係る基礎項目 (3)

30　31a その他Tier1資本調達手段に係る株主資本の額及びその内訳 ― ／ ― ／
30　31b その他Tier1資本調達手段に係る新株予約権の額 ― ／ ― ／
30     32 その他Tier1資本調達手段に係る負債の額 ― ／ 300,000 ／
30 特別目的会社等の発行するその他Tier1資本調達手段の額 ― ／ ― ／
34－35 その他Tier1資本に係る調整後非支配株主持分等の額 25,274 ／ 26,922 ／

33＋35 適格旧Tier1資本調達手段の額のうちその他Tier1資本に係
る基礎項目の額に含まれる額 1,028,155 ／ 881,276 ／

33 うち銀行及び銀行の特別目的会社等の発行する資本調達
手段の額 1,028,155 ／ 881,276 ／

35 うち銀行の連結子法人等(銀行の特別目的会社等を除く｡)
の発行する資本調達手段の額 ― ／ ― ／

経過措置によりその他Tier1資本に係る基礎項目の額に算入
されるものの額の合計額 △7,613 ／ △9,898 ／

うち為替換算調整勘定の額 △7,613 ／ △9,898 ／
36 その他Tier1資本に係る基礎項目の額 (ニ) 1,045,817 ／ 1,198,300 ／

その他Tier1資本に係る調整項目
37 自己保有その他Tier1資本調達手段の額 ― ― ― ―

38 意図的に保有している他の金融機関等のその他Tier1資本調
達手段の額 ― ― ― ―

39 少数出資金融機関等のその他Tier1資本調達手段の額 124 186 ― ―
40 その他金融機関等のその他Tier1資本調達手段の額 50,292 75,438 88,200 58,800

経過措置によりその他Tier1資本に係る調整項目の額に算入
されるものの額の合計額 18,012 ／ 8,691 ／

うちのれん相当額 6,332 ／ 2,870 ／
うち企業結合等により計上される無形固定資産相当額 ― ／ ― ／
うち証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 97 ／ ― ／
うち内部格付手法採用行において、期待損失額が適格引当
金を上回る額の50％相当額 11,582 ／ 5,820 ／

42 Tier2資本不足額 ― ／ ― ／
43 その他Tier1資本に係る調整項目の額 (ホ) 68,428 ／ 96,891 ／

その他Tier1資本
44 その他Tier1資本の額((ニ)－(ホ)) (ヘ) 977,388 ／ 1,101,409 ／

Tier1資本
45 Tier1資本の額((ハ)＋(ヘ)) (ト) 6,943,108 ／ 7,243,685 ／

Tier2資本に係る基礎項目 (4)
46 Tier2資本調達手段に係る株主資本の額及びその内訳 ― ／ ― ／
46 Tier2資本調達手段に係る新株予約権の額 ― ／ ― ／
46 Tier2資本調達手段に係る負債の額 330,405 ／ 493,552 ／
46 特別目的会社等の発行するTier2資本調達手段の額 ― ／ ― ／

48－49 Tier2資本に係る調整後非支配株主持分等の額 5,713 ／ 6,109 ／

47＋49 適格旧Tier2資本調達手段の額のうちTier2資本に係る基礎
項目の額に含まれる額 1,088,757 ／ 953,578 ／

47 うち銀行及び銀行の特別目的会社等の発行する資本調達
手段の額 1,088,757 ／ 953,578 ／

49 うち銀行の連結子法人等(銀行の特別目的会社を除く｡)の
発行する資本調達手段の額 ― ／ ― ／

50 一般貸倒引当金Tier2算入額及び適格引当金Tier2算入額の
合計額 4,358 ／ 5,670 ／

50a うち一般貸倒引当金Tier2算入額 4,358 ／ 5,670 ／
50b うち適格引当金Tier2算入額 ― ／ ― ／

経過措置によりTier2資本に係る基礎項目の額に算入される
ものの額の合計額 650,464 ／ 333,531 ／

うちその他有価証券の連結貸借対照表計上額から帳簿価
額を控除した額の45％相当額 591,385 ／ 294,565 ／

うち土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の
45％相当額 59,079 ／ 38,965 ／

51 Tier2資本に係る基礎項目の額 (チ) 2,079,699 ／ 1,792,441 ／

(次ページへ続く)
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(続き) (単位：百万円、％)

国際様式の
該当番号 項目 平成26年度 平成27年度経過措置による

不算入額
経過措置による

不算入額
Tier2資本に係る調整項目

52 自己保有Tier2資本調達手段の額 ― ― ― ―

53 意図的に保有している他の金融機関等のTier2資本調達手段
の額 ― ― ― ―

54 少数出資金融機関等のTier2資本調達手段の額 25,777 38,665 ― ―
55 その他金融機関等のTier2資本調達手段の額 126,000 189,000 177,000 118,000

経過措置によりTier2資本に係る調整項目の額に算入される
ものの額の合計額 117,472 ／ 78,859 ／

うち金融機関等の資本調達手段の額 105,889 ／ 73,038 ／
うち内部格付手法採用行において、期待損失額が適格引当
金を上回る額の50％相当額 11,582 ／ 5,820 ／

57 Tier2資本に係る調整項目の額 (リ) 269,249 ／ 255,859 ／
Tier2資本

58 Tier2資本の額((チ)－(リ)) (ヌ) 1,810,449 ／ 1,536,582 ／
総自己資本

59 総自己資本の額((ト)＋(ヌ)) (ル) 8,753,558 ／ 8,780,267 ／
リスク･アセット (5)

経過措置によりリスク･アセットの額に算入されるものの額
の合計額 706,041 ／ 388,000 ／

うち無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係
るものを除く｡)に関連するものの額 193,960 ／ 179,018 ／

うち繰延税金資産(一時差異に係るものを除く｡)に関連す
るものの額 4,875 ／ 3,697 ／

うち退職給付に係る資産に関連するものの額 260,871 ／ 156,397 ／
うち金融機関等の資本調達手段に関連するものの額 246,334 ／ 48,886 ／

60 リスク･アセットの額の合計額 (ヲ) 57,201,877 ／ 56,771,031 ／
連結自己資本比率

61 連結普通株式等Tier1比率((ハ)／(ヲ)) 10.42％ ／ 10.81％ ／
62 連結Tier1比率((ト)／(ヲ)) 12.13％ ／ 12.75％ ／
63 連結総自己資本比率((ル)／(ヲ)) 15.30％ ／ 15.46％ ／

調整項目に係る参考事項 (6)

72 少数出資金融機関等の対象資本調達手段に係る調整項目不
算入額 655,381 ／ 614,900 ／

73 その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普通株式
に係る調整項目不算入額 146,899 ／ 109,354 ／

74 無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係るもの
に限る｡)に係る調整項目不算入額 ― ／ ― ／

75 繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に係る調整項目
不算入額 19,442 ／ 19,349 ／

Tier2資本に係る基礎項目の額に算入される引当金に関する事項 (7)
76 一般貸倒引当金の額 4,358 ／ 5,670 ／
77 一般貸倒引当金に係るTier2資本算入上限額 22,768 ／ 23,844 ／

78

内部格付手法採用行において、適格引当金の合計額から事業
法人等向けエクスポージャー及びリテール向けエクスポー
ジャーの期待損失額の合計額を控除した額(当該額が零を下
回る場合にあっては、零とする｡)

― ／ ― ／

79 適格引当金に係るTier2資本算入上限額 297,522 ／ 293,660 ／
資本調達手段に係る経過措置に関する事項 (8)

82 適格旧Tier1資本調達手段に係る算入上限額 1,028,155 ／ 881,276 ／

83
適格旧Tier1資本調達手段の額から適格旧Tier1資本調達手
段に係る算入上限額を控除した額(当該額が零を下回る場合
にあっては、零とする｡)

376,510 ／ 163,841 ／

84 適格旧Tier2資本調達手段に係る算入上限額 1,127,545 ／ 966,467 ／

85
適格旧Tier2資本調達手段の額から適格旧Tier2資本調達手
段に係る算入上限額を控除した額(当該額が零を下回る場合
にあっては、零とする｡)

― ／ ― ／

注) 1. 上記は｢銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準｣(平成18年金融庁告示第19号。以下、
｢告示｣という｡)に基づいて算出したものであり、国際統一基準を採用した連結ベースの計数となっています。

2. 当行の連結自己資本比率の算定に関して、｢自己資本比率の算定に関する合意された手続による調査業務を実施する場合の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第30号)に基
づき、新日本有限責任監査法人による外部監査を受けています。なお、当該外部監査は、当行の連結財務諸表に対する会計監査の一部ではありません。
当該外部監査は、新日本有限責任監査法人が自己資本比率の算定に係る内部管理体制の一部について当行との間で合意された手続による調査業務を実施し、当行にその結果を報告するもの
であり、自己資本比率そのものや自己資本比率の算定に係る内部統制について意見を表明するものではありません。
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(B) ｢(A) 自己資本の構成に関する開示事項｣についての説明
｢連結貸借対照表｣及び連結貸借対照表の科目と｢自己資本の構成に関する開示事項｣の関係は次のとおりです。

(単位：百万円)

科目 平成26年度 平成27年度 付表
参照番号

｢自己資本の構成に関する
開示事項｣国際様式番号公表連結貸借対照表 公表連結貸借対照表

(資産の部)
現金預け金 26,011,670 30,234,070
コールローン及び買入手形 472,438 399,613
買現先勘定 598,521 467,521
債券貸借取引支払保証金 133,336 ―
買入金銭債権 3,191,117 2,966,438
特定取引資産 5,253,810 5,930,313 6－a

金銭の信託 3,249 3,197
有価証券 40,785,819 37,522,334 2－b､6－b

貸出金 71,313,641 71,068,818 6－c

外国為替 1,604,600 1,432,994
金融派生商品 3,557,381 3,190,251 6－d

その他資産 2,055,984 2,080,178 6－e

有形固定資産 835,216 842,540
無形固定資産 487,223 651,578 2－a

退職給付に係る資産 641,275 563,068 3

繰延税金資産 26,378 23,491 4－a

支払承諾見返 5,383,189 4,770,691
貸倒引当金 △512,473 △449,211
投資損失引当金 △1 ―
資産の部合計 161,842,381 161,697,891
(負債の部)
預金 95,067,633 102,053,054
譲渡性預金 14,615,346 10,978,463
コールマネー及び売渡手形 3,476,748 1,132,089
売現先勘定 10,140,790 7,621,343
債券貸借取引受入担保金 513,983 786,431
コマーシャル･ペーパー 538,511 1,010,139
特定取引負債 3,971,146 4,806,440 6－f

借用金 6,870,180 7,639,591 8－a

外国為替 585,638 589,340
短期社債 99,205 56,681
社債 4,678,117 4,425,373 8－b

金融派生商品 3,491,810 2,606,483 6－g

その他負債 2,605,552 3,921,130
賞与引当金 22,416 23,223
変動報酬引当金 ― 1,300
退職給付に係る負債 6,609 6,014
役員退職慰労引当金 423 379
貸出金売却損失引当金 13 267
偶発損失引当金 7,845 5,271
睡眠預金払戻損失引当金 14,772 15,041
債券払戻損失引当金 48,878 39,245
繰延税金負債 471,243 372,061 4－b

再評価に係る繰延税金負債 72,392 67,991 4－c

支払承諾 5,383,189 4,770,691
負債の部合計 152,682,448 152,928,052
(純資産の部)
資本金 1,404,065 1,404,065 1－a

資本剰余金 2,286,795 2,260,090 1－b

利益剰余金 2,156,949 2,502,357 1－c

株主資本合計 5,847,810 6,166,513
その他有価証券評価差額金 1,522,514 1,131,635
繰延ヘッジ損益 27,016 163,461 5

土地再評価差額金 146,419 148,483
為替換算調整勘定 △12,688 △24,746
退職給付に係る調整累計額 157,448 69,968
その他の包括利益累計額合計 1,840,710 1,488,802 3

非支配株主持分 1,471,412 1,114,524 7

純資産の部合計 9,159,932 8,769,839
負債及び純資産の部合計 161,842,381 161,697,891

注) 規制上の連結の範囲と会計上の連結の範囲は同一です。
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〈付表〉

1. 株主資本

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

1－a 資本金 1,404,065 1,404,065 適格旧Tier1資本調達手段を含む

1－b 資本剰余金 2,286,795 2,260,090 適格旧Tier1資本調達手段を含む

1－c 利益剰余金 2,156,949 2,502,357
株主資本合計 5,847,810 6,166,513

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

普通株式等Tier1資本に係る額 5,847,805 6,166,508 普通株式に係る株主資本(社外流出予定額調整前)

1a うち資本金及び資本剰余金の額 3,690,856 3,664,151
2 うち利益剰余金の額 2,156,949 2,502,357

1c うち自己株式の額(△) ― ―
うち上記以外に該当するものの額 ― ―

31a その他Tier1資本調達手段に係る額 ― ― 実質破綻時損失吸収条項のある優先株式に係る株主資本

2. 無形固定資産

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

2－a 無形固定資産 487,223 651,578
2－b 有価証券 40,785,819 37,522,334

うち持分法適用会社に係るのれん相当額 48,680 35,596 持分法適用会社に係るのれん相当額

上記に係る税効果 △153,402 △196,855

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

8 無形固定資産　のれんに係るもの 59,234 42,772
9 無形固定資産　その他の無形固定資産 323,267 447,546 のれん、モーゲージ･サービシング･ライツ以外(ソフトウェア等)

無形固定資産　モーゲージ･サービシング･ライツ ― ―
20 特定項目に係る10％基準超過額 ― ―
24 特定項目に係る15％基準超過額 ― ―

74 無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツ
に係るものに限る。)に係る調整項目不算入額 ― ―
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3. 退職給付に係る資産

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

3 退職給付に係る資産 641,275 563,068

上記に係る税効果 △206,490 △172,073

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

15 退職給付に係る資産の額 434,785 390,994

4. 繰延税金資産

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

4－a 繰延税金資産 26,378 23,491
4－b 繰延税金負債 471,243 372,061
4－c 再評価に係る繰延税金負債 72,392 67,991

無形固定資産の税効果勘案分 153,402 196,855
退職給付に係る資産の税効果勘案分 206,490 172,073

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

10 繰延税金資産(一時差異に係るものを除く｡) 8,126 9,243 資産負債相殺処理等のため、連結貸借対照表計上額とは一致せず

一時差異に係る繰延税金資産 19,442 19,349 資産負債相殺処理等のため、連結貸借対照表計上額とは一致せず

21 特定項目に係る10％基準超過額 ― ―
25 特定項目に係る15％基準超過額 ― ―

75 繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に
係る調整項目不算入額 19,442 19,349

5. 繰延ヘッジ損益

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

5 繰延ヘッジ損益 27,016 163,461

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

11 繰延ヘッジ損益の額 27,016 163,461
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6. 金融機関向け出資等の対象科目

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

6－a 特定取引資産 5,253,810 5,930,313 商品有価証券、特定取引金融派生商品等を含む

6－b 有価証券 40,785,819 37,522,334
6－c 貸出金 71,313,641 71,068,818 劣後ローン等を含む

6－d 金融派生商品 3,557,381 3,190,251
6－e その他資産 2,055,984 2,080,178 出資金等を含む

6－f 特定取引負債 3,971,146 4,806,440 特定取引金融派生商品等を含む

6－g 金融派生商品 3,491,810 2,606,483

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

自己保有資本調達手段の額 ― ―
16 普通株式等Tier1相当額 ― ―
37 その他Tier1相当額 ― ―
52 Tier2相当額 ― ―

意図的に保有している他の金融機関等の資本
調達手段の額 ― ―

17 普通株式等Tier1相当額 ― ―
38 その他Tier1相当額 ― ―
53 Tier2相当額 ― ―

少数出資金融機関等の資本調達手段の額 818,826 614,900
18 普通株式等Tier1相当額 98,690 ―
39 その他Tier1相当額 311 ―
54 Tier2相当額 64,443 ―

72 少数出資金融機関等の対象資本調達手段に
係る調整項目不算入額 655,381 614,900

その他金融機関等(10％超出資) 587,629 551,354
19 特定項目に係る10％基準超過額 ― ―
23 特定項目に係る15％基準超過額 ― ―
40 その他Tier1相当額 125,730 147,000
55 Tier2相当額 315,000 295,000

73 その他金融機関等に係る対象資本調達手段
のうち普通株式に係る調整項目不算入額 146,899 109,354

7. 非支配株主持分

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

7 非支配株主持分 1,471,412 1,114,524

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

5 普通株式等Tier1資本に係る額 316 284 算入可能額(調整後非支配株主持分)勘案後

30－31ab－32 特別目的会社等の発行するその他Tier1資本
調達手段の額 ― ― 算入可能額(調整後非支配株主持分)勘案後

34－35 その他Tier1資本に係る額 25,274 26,922 算入可能額(調整後非支配株主持分)勘案後

46 特別目的会社等の発行するTier2資本調達手
段の額 ― ― 算入可能額(調整後非支配株主持分)勘案後

48－49 Tier2資本に係る額 5,713 6,109 算入可能額(調整後非支配株主持分)勘案後
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8. その他資本調達

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

8－a 借用金 6,870,180 7,639,591
8－b 社債 4,678,117 4,425,373

合計 11,548,297 12,064,964

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

32 その他Tier1資本調達手段に係る負債の額 ― 300,000
46 Tier2資本調達手段に係る負債の額 330,405 493,552

注) 本表の自己資本の構成に関する開示事項の金額は、経過措置勘案前の数値を記載しているため、自己資本に算入されている金額に加え、｢(A)自己資
本の構成に関する開示事項｣における｢経過措置による不算入額｣の金額が含まれています。また、経過措置により自己資本に算入されている項目につ
いては本表には含んでいません。
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■自己資本

(3) ポートフォリオ区分別所要自己資本額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
EAD 所要自己資本額 EAD 所要自己資本額

信用リスク 1,854,774 50,770 1,860,233 49,052
内部格付手法 1,834,359 47,233 1,838,185 45,342

事業法人向け(特定貸付債権を除く) 650,716 23,545 679,696 24,280
事業法人向け(特定貸付債権) 33,003 3,117 35,254 2,583
ソブリン向け 743,315 890 756,226 968
金融機関等向け 99,015 2,019 88,507 1,942
リテール向け 130,659 5,331 126,680 5,023

居住用不動産向け 100,423 3,384 97,319 3,189
適格リボルビング型リテール向け 4,959 376 5,613 424
その他リテール向け 25,277 1,570 23,747 1,409

株式等 51,114 6,181 40,440 5,295
PD／LGD方式 44,854 4,565 36,071 4,155
マーケット･ベース方式(簡易手法適用分) 6,259 1,616 4,368 1,140
マーケット･ベース方式(内部モデル手法適用分) ― ― ― ―

信用リスク･アセットのみなし計算 17,899 3,329 16,333 2,770
購入債権 51,742 1,427 37,348 1,189
証券化 32,746 226 37,690 229
その他 24,146 1,162 20,008 1,057

標準的手法 20,415 1,457 22,047 1,526
ソブリン向け 2,685 71 2,894 62
金融機関等向け 1,272 67 1,856 80
法人等向け 13,153 1,046 13,170 1,047
抵当権付住宅ローン ― ― ― ―
証券化 ― ― ― ―
その他 3,303 271 4,126 336

CVAリスク ／ 1,983 ／ 2,061
中央清算機関関連向け ／ 96 ／ 122

マーケット･リスク ／ 817 ／ 821
標準的方式 ／ 190 ／ 149

金利リスク ／ 78 ／ 70
株式リスク ／ ― ／ ―
外国為替リスク ／ 80 ／ 37
コモディティリスク ／ 30 ／ 41
オプション取引 ／ ― ／ ―

内部モデル方式 ／ 627 ／ 671
オペレーショナル･リスク ／ 1,736 ／ 1,730

先進的計測手法 ／ 1,544 ／ 1,516
基礎的手法 ／ 192 ／ 213

連結総所要自己資本額 ／ 45,761 ／ 45,416
注) 1. EAD：デフォルト時エクスポージャー

2. PD：デフォルト率
3. LGD：デフォルト時損失率
4. 所要自己資本額：信用リスクにおいては信用リスク･アセット額に8％を乗じた額と期待損失額の和、マーケット･リスクにおいてはマーケット･リスク相当額、オペレーショナル･リスクに

おいてはオペレーショナル･リスク相当額
5. 連結総所要自己資本額：自己資本比率算出上の分母に8％を乗じた額
6. 内部格付手法における各ポートフォリオ区分に含まれる主なエクスポージャーの種類は以下のとおりです。

・事業法人向け(特定貸付債権を除く)：一般事業法人や個人事業主等向けの与信(リテール向け与信に該当するものを除く)
・事業法人向け(特定貸付債権)：不動産ノンリコースローン、船舶ファイナンス、プロジェクトファイナンス等、元利金の返済原資を特定の不動産･動産･事業等からのキャッシュフローに

限定した与信
・ソブリン向け：中央政府や中央銀行、地方公共団体等向けの与信
・金融機関等向け：銀行や証券会社等向けの与信
・リテール向け：住宅ローン(居住用不動産向け)、カードローン(適格リボルビング型リテール向け)、左記以外の個人向け消費性与信、総与信1億円未満の事業性与信等(その他リテール向け)
・株式等：株式、優先出資証券、永久劣後債等(特定取引資産を除く)
・信用リスク･アセットのみなし計算：投資信託やファンド等
・購入債権：有価証券等を除いた、第三者から購入した債権(証券化に該当するものを除く)
・証券化：ノン･リコース形態及び優先劣後構造の性質を有する取引に係る与信(特定貸付債権に該当するものを除く)

7. 信用リスクの標準的手法のEADは、個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直接償却の額を控除前の金額です。
8. 信用リスクの内部格付手法のEADは平成27年度以降、デリバティブ取引の受入担保の額を含めて算出しており、平成26年度においては、遡及適用して記載しています。
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■信用リスク

(4) 信用リスクの期末残高等
　信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー
及び証券化エクスポージャーを除いています。
　期末残高についてはEADベースで記載しています。

　平成26年度、平成27年度とも、信用リスクに関するエクスポージ
ャーの期末残高と期中の平均的なリスクポジションに大幅な乖離は
見られません。

○信用リスクに関するエクスポージャーの状況

(A) 地域別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

国内 668,751 267,525 16,473 243,982 1,196,733 650,622 244,030 19,128 291,713 1,205,494
海外 371,812 112,803 30,950 71,414 586,979 387,144 103,683 27,934 59,904 578,667

アジア 91,545 20,788 3,383 17,643 133,360 92,476 21,487 4,099 14,644 132,708
中南米 31,154 1,629 1,412 5,784 39,981 30,694 567 1,267 4,708 37,237
北米 154,567 68,836 9,799 39,924 273,127 155,403 61,688 8,462 32,184 257,739
東欧 3,949 ― 30 153 4,133 3,740 ― 2 31 3,775
西欧 57,586 16,429 13,641 5,707 93,364 68,715 15,987 11,798 5,757 102,259
その他の地域 33,008 5,120 2,682 2,200 43,012 36,112 3,952 2,304 2,577 44,947

合計 1,040,563 380,328 47,423 315,397 1,783,713 1,037,767 347,713 47,062 351,617 1,784,161
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 20,415 ／ ／ ／ ／ 22,047
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には現金、預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

(B) 業種別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

製造業 191,953 24,975 5,111 6,646 228,687 192,927 20,778 5,691 6,332 225,729
建設業 14,116 1,823 142 616 16,698 14,433 1,882 125 474 16,915
不動産業 67,535 4,784 630 146 73,097 74,596 4,636 948 172 80,354
各種サービス業 45,425 4,557 789 466 51,238 49,238 3,776 854 652 54,522
卸売･小売業 87,886 7,276 1,139 10,891 107,194 85,943 7,077 1,479 9,001 103,502
金融･保険業 140,623 34,720 30,260 22,306 227,910 127,926 28,786 25,546 19,012 201,272
個人 118,000 ― 2 104 118,107 114,956 ― 6 99 115,062
その他の業種 242,801 95,205 9,304 78,349 425,660 260,194 91,665 11,971 63,695 427,527
日本国･日本銀行 132,219 206,985 43 195,869 535,118 117,549 189,109 438 252,177 559,274
合計 1,040,563 380,328 47,423 315,397 1,783,713 1,037,767 347,713 47,062 351,617 1,784,161
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 20,415 ／ ／ ／ ／ 22,047
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. その他には現金、預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。
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バーゼル規制関連資料

みずほ銀行連結の自己資本の充実の状況

み
ず
ほ
銀
行
　
●
　
連
結
の
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

2016/07/07 17:29:52 / 16223328_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

(C) 残存期間別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

1年未満 295,526 61,418 8,710 40,800 406,455 260,231 55,619 8,301 34,165 358,317
1年以上3年未満 174,861 108,654 21,826 6,037 311,380 196,030 132,085 17,390 5,988 351,494
3年以上5年未満 184,480 90,470 5,240 219 280,411 181,723 47,482 7,098 156 236,460
5年以上 257,314 70,481 11,230 311 339,338 267,246 72,524 13,357 407 353,535
期間の定めのないもの等 128,381 49,303 415 268,027 446,128 132,535 40,001 915 310,901 484,352
合計 1,040,563 380,328 47,423 315,397 1,783,713 1,037,767 347,713 47,062 351,617 1,784,161
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 20,415 ／ ／ ／ ／ 22,047
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. その他には現金、預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

○3ヶ月以上延滞エクスポージャー又はデフォルトしたエクスポージャーの状況

(D) 地域別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

国内 10,943 215 49 242 11,450 9,098 783 42 167 10,091
海外 3,491 20 236 69 3,817 2,241 34 70 49 2,395

アジア 448 0 6 12 467 496 0 5 7 509
中南米 839 0 106 0 946 553 0 33 0 586
北米 162 20 9 20 212 295 34 ― 16 345
東欧 60 ― 1 ― 61 19 ― 0 ― 20
西欧 721 0 114 35 870 646 0 31 23 702
その他の地域 1,259 ― ― 0 1,259 229 ― ― 1 230

合計 14,434 236 285 311 15,268 11,339 817 113 216 12,487
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 11 ／ ／ ／ ／ 7
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

(E) 業種別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

製造業 5,019 132 35 61 5,249 4,077 718 27 44 4,867
建設業 269 2 ― 6 278 177 0 ― 5 183
不動産業 984 35 0 4 1,024 728 6 1 1 737
各種サービス業 994 7 80 31 1,113 844 8 7 12 872
卸売･小売業 2,125 33 7 130 2,297 1,948 15 6 95 2,066
金融･保険業 720 17 0 38 776 113 58 0 21 193
個人 1,205 ― ― 10 1,216 1,034 ― ― 9 1,044
その他の業種 3,114 7 162 28 3,313 2,415 9 70 26 2,522
合計 14,434 236 285 311 15,268 11,339 817 113 216 12,487
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 11 ／ ／ ／ ／ 7
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。
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○貸倒引当金等の状況
　信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー
及び証券化エクスポージャーに係るものを除いています。

(F) 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額(部分直接償却実施後) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
一般貸倒引当金 期首残高 3,903 3,391

当期増加額 3,391 2,998
当期減少額 3,903 3,391
期末残高 3,391 2,998

個別貸倒引当金 期首残高 2,061 1,727
当期増加額 1,727 1,493
当期減少額 2,061 1,727
期末残高 1,727 1,493

特定海外債権引当勘定 期首残高 7 6
当期増加額 6 0
当期減少額 7 6
期末残高 6 0

合計 期首残高 5,972 5,124
当期増加額 5,124 4,492
当期減少額 5,972 5,124
期末残高 5,124 4,492

注) 一般貸倒引当金は、連結貸借対照表の金額に基づき表示しており、信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーに係るものを除いていませ
ん。

(G) 個別貸倒引当金の地域別及び業種別の内訳 (単位：億円)

平成25年度(a) 平成26年度(b) 平成27年度(c) 増減(b)－(a) 増減(c)－(b)
国内 1,326 1,175 945 △151 △229

製造業 307 293 270 △13 △23
建設業 75 55 31 △20 △23
不動産業 74 38 19 △35 △19
各種サービス業 120 113 114 △7 1
卸売･小売業 320 349 288 29 △61
金融･保険業 0 8 6 7 △1
個人 346 246 163 △100 △83
その他 80 68 50 △12 △18

海外 711 499 491 △212 △8
適用除外分 23 53 56 29 3
合計 2,061 1,727 1,493 △334 △233
注) 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。

(H) 貸出金償却額の業種別の内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
製造業 36 10
建設業 3 2
不動産業 12 8
各種サービス業 13 14
卸売･小売業 89 79
金融･保険業 0 1
個人 62 53
その他 624 294
適用除外分 2 0
合計 844 466
注) 1. 連結損益計算書の貸出金償却の金額から信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーに係るものを除いた計数について、その内訳を表示

しています。
2. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
3. その他には海外分及び非居住者分を含みます。
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○標準的手法が適用されるエクスポージャーの状況

( I ) リスク･ウェイト区分別信用リスク削減効果適用後の残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
オン･バランス オフ･バランス 合計 うち外部格付あり オン･バランス オフ･バランス 合計 うち外部格付あり

リスク･ウェイト

0％ 1,384 ― 1,384 0 1,457 ― 1,457 0
10％ 0 ― 0 ― 0 ― 0 ―
20％ 432 38 471 250 1,347 49 1,396 691
35％ ― ― ― ― ― ― ― ―
50％ 773 118 891 425 406 132 538 217

100％ 15,988 1,605 17,594 625 16,499 2,094 18,594 527
150％ 0 ― 0 ― 0 ― 0 ―
250％ 72 ― 72 ― 60 ― 60 ―
350％ ― ― ― ― ― ― ― ―
625％ ― ― ― ― ― ― ― ―

937.5％ ― ― ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 18,651 1,763 20,415 1,302 19,771 2,276 22,047 1,437
注) 1. 個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直接償却の額は控除前の残高を記載しています。

2. オフ･バランスのエクスポージャーは与信相当額を記載しています。

(J) 1,250％のリスク･ウェイトが適用されるエクスポージャーの額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
1,250％のリスク･ウェイトが適用されるエクスポージャーの額 ― ―

○内部格付手法が適用されるエクスポージャーの状況

(K) リスク･ウェイト区分別スロッティング･クライテリアに割り当てられた特定貸付債権残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

50％ 6 5
70％ 377 360
90％ 71 11
95％ 806 135

115％ 305 50
120％ ― 154
140％ ― 42
250％ 198 396

デフォルト 283 195
合計 2,050 1,352

(L) リスク･ウェイト区分別マーケット･ベース方式の簡易手法が適用される株式等エクスポージャー残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト
300% 5,969 4,017
400% 289 351

合計 6,259 4,368
注) 簡易手法が適用される株式等エクスポージャーのうち、上場株式については300％、非上場株式については400％のリスク･ウェイトを適用しています。
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(M) 資産区分･格付区分別ポートフォリオ(事業法人等向け) (単位：億円)

平成26年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均
ELdefault(％)

EAD加重平均
リスク･ウェイト(％)

EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

事業法人向け 2.08 36.46 ／ 37.14 729,906 516,228 213,677 209,006 75.00
投資適格ゾーン 0.09 37.86 ／ 25.72 511,144 329,645 181,498 182,040 75.00
非投資適格ゾーン 1.46 32.60 ／ 65.37 207,075 175,328 31,746 26,921 75.00
デフォルト 100.00 43.33 40.60 36.18 11,685 11,254 431 43 75.00

ソブリン向け 0.01 38.61 ／ 1.51 746,177 620,086 126,091 9,533 75.00
投資適格ゾーン 0.00 38.61 ／ 1.42 745,002 619,059 125,942 9,410 75.00
非投資適格ゾーン 0.85 37.16 ／ 58.09 1,174 1,026 148 122 75.00
デフォルト 100.00 57.51 52.76 62.89 0 0 ― ― ―

金融機関等向け 0.16 35.15 ／ 24.56 99,657 55,929 43,728 4,931 75.00
投資適格ゾーン 0.08 35.39 ／ 22.25 92,286 51,616 40,669 4,064 75.00
非投資適格ゾーン 0.75 31.79 ／ 53.49 7,335 4,276 3,058 867 75.00
デフォルト 100.00 97.29 95.04 29.81 36 36 ― ― ―

PD/LGD方式を適用する
株式等エクスポージャー 0.44 90.00 ／ 127.22 44,854 43,452 1,402 ― ―

投資適格ゾーン 0.06 90.00 ／ 116.25 41,883 40,481 1,402 ― ―
非投資適格ゾーン 1.08 90.00 ／ 236.75 2,830 2,830 ― ― ―
デフォルト 100.00 90.00 ／ 1,192.50 140 140 ― ― ―

合計 0.96 38.85 ／ 22.45 1,620,596 1,235,697 384,899 223,470 75.00
投資適格ゾーン 0.04 39.67 ／ 15.20 1,390,317 1,040,802 349,514 195,515 75.00
非投資適格ゾーン 1.43 33.34 ／ 67.16 218,416 183,462 34,953 27,911 75.00
デフォルト 100.00 44.04 41.35 49.83 11,862 11,431 431 43 75.00

(単位：億円)

平成27年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均
ELdefault(％)

EAD加重平均
リスク･ウェイト(％)

EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

事業法人向け 1.76 36.47 ／ 38.25 747,604 532,239 215,365 222,255 75.00
投資適格ゾーン 0.10 38.05 ／ 27.29 523,035 344,396 178,639 189,059 75.00
非投資適格ゾーン 1.49 32.50 ／ 65.05 215,145 178,763 36,382 33,115 75.00
デフォルト 100.00 39.52 36.92 34.53 9,423 9,079 344 80 75.00

ソブリン向け 0.01 38.29 ／ 1.60 758,915 625,811 133,104 8,540 75.00
投資適格ゾーン 0.00 38.29 ／ 1.48 757,389 624,382 133,006 8,455 75.00
非投資適格ゾーン 0.72 38.13 ／ 61.16 1,525 1,428 97 84 75.00
デフォルト 100.00 56.88 52.15 62.73 0 0 ― ― ―

金融機関等向け 0.15 36.03 ／ 26.62 89,158 51,805 37,353 5,822 75.00
投資適格ゾーン 0.08 36.37 ／ 23.77 81,011 45,876 35,135 4,783 75.00
非投資適格ゾーン 0.60 32.52 ／ 54.96 8,127 5,909 2,217 1,038 75.00
デフォルト 100.00 97.07 94.79 30.21 19 19 ― ― ―

PD/LGD方式を適用する
株式等エクスポージャー 2.16 90.00 ／ 144.00 36,071 35,640 431 ― ―

投資適格ゾーン 0.07 90.00 ／ 113.55 32,836 32,405 431 ― ―
非投資適格ゾーン 1.04 90.00 ／ 236.53 2,501 2,501 ― ― ―
デフォルト 100.00 90.00 ／ 1,191.87 733 733 ― ― ―

合計 0.87 38.48 ／ 22.91 1,631,751 1,245,495 386,255 236,618 75.00
投資適格ゾーン 0.05 39.31 ／ 15.10 1,394,273 1,047,060 347,213 202,298 75.00
非投資適格ゾーン 1.45 33.18 ／ 66.55 227,299 188,602 38,697 34,238 75.00
デフォルト 100.00 43.27 40.86 117.91 10,177 9,833 344 80 75.00

注) 1. 投資適格ゾーンには債務者格付A1～B2が含まれ、非投資適格ゾーンにはC1～E2(E2Rを除く)が、デフォルトにはE2R～H1がそれぞれ含まれます(債務者格付詳細については117ペー
ジに記載しています)。

2. 事業法人向けにはスロッティング･クライテリアに割り当てられた特定貸付債権は含まれません。
3. 各資産区分にはそれぞれ購入債権が含まれています。
4. コミットメントの未引出額、未引出額に乗ずる掛目の加重平均値には、任意の時期に無条件で取消可能又は自動的に取消可能なコミットメントは含まれません。
5. PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーのELは1,250％を乗じてリスク･アセットに計上しています。
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(N) 資産区分･格付区分別ポートフォリオ(リテール向け) (単位：億円)

平成26年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均
ELdefault(％)

EAD加重平均
リスク･ウェイト(％)

EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

居住用不動産向け 1.80 41.44 ／ 32.30 100,423 98,591 1,831 89 75.00
非デフォルト 0.76 41.37 ／ 32.30 99,373 97,568 1,805 89 75.00
デフォルト 100.00 47.79 45.38 31.87 1,049 1,022 26 ― ―

適格リボルビング型リテール向け 3.17 77.26 ／ 64.56 4,959 3,320 1,638 15,601 10.51
非デフォルト 3.01 77.27 ／ 64.57 4,951 3,314 1,636 15,584 10.50
デフォルト 100.00 71.06 66.84 55.75 8 6 2 16 12.28

その他リテール向け 4.66 53.75 ／ 51.98 25,277 25,131 145 170 65.28
非デフォルト 1.69 54.02 ／ 52.51 24,514 24,405 108 131 56.61
デフォルト 100.00 45.09 42.45 34.89 763 726 37 38 95.01

合計 2.40 45.18 ／ 37.33 130,659 127,043 3,616 15,860 11.46
非デフォルト 1.03 45.16 ／ 37.39 128,838 125,288 3,550 15,805 11.25
デフォルト 100.00 46.76 44.25 33.25 1,820 1,755 65 54 70.15

(単位：億円)

平成27年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均
ELdefault(％)

EAD加重平均
リスク･ウェイト(％)

EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

居住用不動産向け 1.67 41.05 ／ 31.97 97,319 95,755 1,563 100 75.00
非デフォルト 0.75 40.99 ／ 31.96 96,420 94,875 1,544 100 75.00
デフォルト 100.00 47.38 44.85 33.36 898 879 19 ― ―

適格リボルビング型リテール向け 3.16 76.66 ／ 64.40 5,613 3,728 1,884 16,092 11.71
非デフォルト 3.02 76.67 ／ 64.41 5,605 3,722 1,882 16,076 11.71
デフォルト 100.00 70.50 66.11 58.16 7 5 2 15 14.16

その他リテール向け 4.47 52.04 ／ 50.15 23,747 23,593 154 177 64.05
非デフォルト 1.71 52.25 ／ 50.53 23,081 22,963 117 138 56.00
デフォルト 100.00 44.50 41.70 37.10 666 629 36 38 92.69

合計 2.26 44.69 ／ 36.81 126,680 123,077 3,602 16,369 12.66
非デフォルト 1.03 44.67 ／ 36.84 125,106 121,562 3,544 16,315 12.47
デフォルト 100.00 46.28 43.63 35.07 1,573 1,515 57 54 70.16

注) 1. 各資産区分にはそれぞれ購入債権が含まれています。
2. コミットメントの未引出額、未引出額に乗ずる掛目の加重平均値には、任意の時期に無条件で取消可能又は自動的に取消可能なコミットメントは含まれません。

(O) エクスポージャー別損失の実績値 (単位：億円)

平成26年4月～平成27年3月 平成27年4月～平成28年3月
実績値 実績値

事業法人向け 1,303 253
ソブリン向け △0 △0
金融機関等向け △12 △5
居住用不動産向け △6 △55
適格リボルビング型リテール向け 22 5
その他リテール向け 53 △4
合計 1,361 192
注) 実績値は、当該期間の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金(うち要管理先以下)等の増減額、及び無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損等の合計額で

す。なお、PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーに係る実績値については含めていません。

[要因分析]
　事業法人向けエクスポージャーの損失が大幅に減少し、損失の実績
値合計は前回比△1,168億円の192億円となりました。
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(P) エクスポージャー別損失の推計値と実績値の対比 (単位：億円)

平成19年4月～平成20年3月
旧みずほ銀行 旧みずほコーポレート銀行

推計値(平成19年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成19年3月末基準の期待損失額) 実績値
引当控除後 引当控除後

事業法人向け 4,528 1,545 1,414 5,515 175 △467
ソブリン向け 18 18 ― 27 21 △5
金融機関等向け 41 41 ― 64 26 △26
居住用不動産向け 765 58 50 ／ ／ ／
適格リボルビング型リテール向け 66 23 △0 ／ ／ ／
その他リテール向け 502 88 △19 ／ ／ ／
合計 5,922 1,775 1,445 5,608 223 △499

(単位：億円)

平成20年4月～平成21年3月
旧みずほ銀行 旧みずほコーポレート銀行

推計値(平成20年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成20年3月末基準の期待損失額) 実績値
引当控除後 引当控除後

事業法人向け 5,612 2,214 2,424 5,182 1,013 902
ソブリン向け 5 5 0 7 6 △0
金融機関等向け 15 15 27 29 25 258
居住用不動産向け 847 215 169 ／ ／ ／
適格リボルビング型リテール向け 70 28 18 ／ ／ ／
その他リテール向け 494 152 40 ／ ／ ／
合計 7,045 2,631 2,681 5,219 1,046 1,160

(単位：億円)

平成21年4月～平成22年3月
旧みずほ銀行 旧みずほコーポレート銀行

推計値(平成21年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成21年3月末基準の期待損失額) 実績値
引当控除後 引当控除後

事業法人向け 8,018 2,841 831 4,587 1,460 745
ソブリン向け 8 7 △0 8 8 △0
金融機関等向け 57 29 12 326 64 △1
居住用不動産向け 939 237 326 ／ ／ ／
適格リボルビング型リテール向け 94 33 2 ／ ／ ／
その他リテール向け 494 145 39 ／ ／ ／
合計 9,612 3,294 1,211 4,923 1,533 743

(単位：億円)

平成22年4月～平成23年3月
旧みずほ銀行 旧みずほコーポレート銀行

推計値(平成22年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成22年3月末基準の期待損失額) 実績値
引当控除後 引当控除後

事業法人向け 7,747 2,537 305 4,740 1,605 △119
ソブリン向け 6 6 0 8 8 △0
金融機関等向け 68 28 6 344 82 △10
居住用不動産向け 1,202 299 313 ／ ／ ／
適格リボルビング型リテール向け 93 30 12 ／ ／ ／
その他リテール向け 488 135 224 ／ ／ ／
合計 9,607 3,038 862 5,093 1,697 △130

(単位：億円)

平成23年4月～平成24年3月
旧みずほ銀行 旧みずほコーポレート銀行

推計値(平成23年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成23年3月末基準の期待損失額) 実績値
引当控除後 引当控除後

事業法人向け 6,359 2,130 34 3,131 1,268 228
ソブリン向け 6 6 0 6 6 △0
金融機関等向け 76 30 8 269 38 △22
居住用不動産向け 1,479 419 △26 ／ ／ ／
適格リボルビング型リテール向け 114 38 △8 ／ ／ ／
その他リテール向け 712 220 52 ／ ／ ／
合計 8,748 2,846 60 3,407 1,313 206
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(単位：億円)

平成24年4月～平成25年3月
旧みずほ銀行 旧みずほコーポレート銀行

推計値(平成24年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成24年3月末基準の期待損失額) 実績値
引当控除後 引当控除後

事業法人向け 5,256 1,752 98 2,753 795 664
ソブリン向け 23 23 ― 7 7 0
金融機関等向け 84 29 △7 121 54 △42
居住用不動産向け 1,325 402 △93 ／ ／ ／
適格リボルビング型リテール向け 102 34 3 ／ ／ ／
その他リテール向け 702 222 1 ／ ／ ／
合計 7,494 2,464 2 2,882 857 622

(単位：億円)

平成25年4月～平成26年3月 平成26年4月～平成27年3月
推計値(平成25年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成26年3月末基準の期待損失額) 実績値

引当控除後 引当控除後
事業法人向け 7,638 2,332 △407 5,793 1,850 1,303
ソブリン向け 16 16 △0 15 15 △0
金融機関等向け 146 85 △12 107 60 △12
居住用不動産向け 1,216 492 △32 1,029 449 △6
適格リボルビング型リテール向け 108 37 3 112 37 22
その他リテール向け 658 241 13 590 221 53
合計 9,784 3,205 △434 7,649 2,634 1,361

(単位：億円)

平成27年4月～平成28年3月
推計値(平成27年3月末基準の期待損失額) 実績値

引当控除後
事業法人向け 5,989 1,246 253
ソブリン向け 16 15 △0
金融機関等向け 78 43 △5
居住用不動産向け 789 301 △55
適格リボルビング型リテール向け 120 23 5
その他リテール向け 519 136 △4
合計 7,512 1,766 192
注) 1. ｢引当控除後｣の推計値は当該期初の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金(うち要管理先以下)等を控除した額です。なお、PＤ/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーに

係る推計値については含めていません。
2. 実績値は、当該期間の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金(うち要管理先以下)等の増減額、及び無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損等の合計額

です。なお、PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーに係る実績値については含めていません。

424

内部格付手法が適用されるエクスポージャーの状況



み
ず
ほ
銀
行
　
●
　
連
結
の
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

2016/07/07 17:29:52 / 16223328_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

■信用リスク削減手法

(5) ポートフォリオ区分別信用リスク削減手法
　担保及び保証による信用リスク削減手法の効果を勘案したエクス
ポージャーの額は以下のとおりです。

(単位：億円)

平成26年度 平成27年度
金融資産担保 資産担保 保証 クレジット･

デリバティブ
合計 金融資産担保 資産担保 保証 クレジット･

デリバティブ
合計

内部格付手法 25,062 49,027 81,315 437 155,842 11,481 51,999 76,374 341 140,197
事業法人向け 14,846 45,266 67,117 437 127,668 6,351 47,574 64,269 341 118,537
ソブリン向け 84 14 6,712 ― 6,812 132 13 5,041 ― 5,187
金融機関等向け 9,857 1,572 477 ― 11,907 4,741 1,939 588 ― 7,270
リテール向け 274 2,173 7,006 ― 9,454 256 2,472 6,474 ― 9,203

居住用不動産向け ― ― 1,547 ― 1,547 ― ― 1,510 ― 1,510
適格リボルビング
型リテール向け ― ― 2 ― 2 ― ― 2 ― 2

その他リテール向け 274 2,173 5,456 ― 7,904 256 2,472 4,962 ― 7,691
その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

標準的手法 69 ／ ― ― 69 294 ／ ― ― 294
ソブリン向け ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
金融機関等向け 46 ／ ― ― 46 265 ／ ― ― 265
法人等向け 23 ／ ― ― 23 29 ／ ― ― 29
抵当権付住宅ローン ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
証券化 ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
その他 ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―

合計 25,132 49,027 81,315 437 155,912 11,776 51,999 76,374 341 140,492
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■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク

(6) 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクの状況

(A) 派生商品取引及び長期決済期間取引の状況

〈派生商品取引〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
カレント･エクスポージャー方式 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

外国為替関連取引 27,135 26,828 53,963 24,660 27,300 51,960
金利関連取引 40,981 20,790 61,772 47,365 18,221 65,586
金関連取引 ― ― ― ― ― ―
株式関連取引 19 117 136 224 135 360
貴金属(金を除く)関連取引 ― ― ― ― ― ―
その他のコモディティ関連取引 413 347 760 535 321 856
クレジット･デリバティブ取引 44 260 305 39 217 257

小計 ① 68,594 48,344 116,938 72,824 46,197 119,021
一括清算ネッティング契約による
与信相当額削減効果(△) ② ／ ／ 72,760 ／ ／ 75,371

小計 ③＝①＋② ／ ／ 44,178 ／ ／ 43,650
担保付デリバティブ取引における
信用リスク削減手法効果勘案(△) ④ ／ ／ ― ／ ／ ―

合計 ③＋④ ／ ／ 44,178 ／ ／ 43,650

標準方式 与信相当額 与信相当額
合計 3,358 3,534
注) 与信相当額の算出方法は、カレント･エクスポージャー方式及び標準方式を用いています。

〈長期決済期間取引〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

長期決済期間取引 1 29 31 494 96 590
注) 1. 与信相当額の算出方法はカレント･エクスポージャー方式を用いています。

2. 長期決済期間取引について、｢一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果｣及び｢担保付取引における信用リスク削減手法効果｣の適用はありません。

(B) 信用リスク削減手法適用額(種類別) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
金融資産担保 6,413 4,655
資産担保 263 399
保証･その他 236 176
合計 6,912 5,230

(C) 与信相当額算出の対象となるクレジット･デリバティブの想定元本額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
想定元本額 想定元本額

クレジット･デリバティブの種類
クレジット･デフォルト･スワップ プロテクションの購入 2,448 2,171

プロテクションの提供 2,502 1,973
トータル･リターン･スワップ プロテクションの購入 ― ―

プロテクションの提供 ― ―
合計 プロテクションの購入 2,448 2,171

プロテクションの提供 2,502 1,973
注) なお、信用リスク削減手法として用いたクレジット･デリバティブは以下のとおりです。

(単位：億円)

平成26年度 平成27年度

信用リスク削減手法として用いたクレジット･デリバティブ 609 577
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■証券化エクスポージャー

(7) 証券化エクスポージャーの定量的開示項目

○オリジネーターとしての証券化エクスポージャー(信用リスク･アセットの額の算出対象)

(A) 原資産の種類別の情報 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ① ― 700 ― ― ― ― ― 700

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― 4 ― ― ― ― ― 4
当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引
原資産の額 ② ― ― ― ― 1,735 ― ― 1,735

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

原資産の額の合計 ①＋② ― 700 ― ― 1,735 ― ― 2,436

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ① ― 588 ― ― ― ― ― 588

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― 3 ― ― ― ― ― 3
当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引
原資産の額 ② ― ― ― ― 706 ― ― 706

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

原資産の額の合計 ①＋② ― 588 ― ― 706 ― ― 1,295
注) 1. ｢当期｣に関する情報については、平成26年度、平成27年度、それぞれにおける累計額を記載しています。

2. 合成型証券化取引の｢うちデフォルトしたエクスポージャーの額｣、｢当期の損失額｣は、当該取引におけるデフォルト定義等をベースに記載しています。
3. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
5. 合成型証券化取引によるリスク移転(ヘッジ)の自己資本比率算出上のリスク削減効果については、｢(B)保有する証券化エクスポージャーに関する情報｣の｢所要自己資本額｣において反映し

ています。

〈証券化取引を目的として保有している資産〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引を目的として保有している資産 ― ― ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引を目的として保有している資産 ― ― ― ― ― ― ― ―
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(B) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報

〈原資産種類別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

オン･バランス ― ― ― ― 1,687 ― ― 1,687
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― ― ― 48 ― ― 48
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― 1,735 ― ― 1,735
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― 1,215 ― ― 1,215

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

オン･バランス ― ― ― ― 706 ― ― 706
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― 706 ― ― 706
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― 645 ― ― 645
注) 1. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。

2. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
3. ｢原資産が海外資産である取引｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. ｢再証券化エクスポージャー｣については、平成26年度、平成27年度ともに金融庁告示第1条2の2号に該当するものを記載しています(以下同様)。

〈リスク･ウェイト区分別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 1,453 ― 45 ― 1,499 ―
～50％ 88 ― ― ― 88 ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ 40 ― ― ― 40 ―
～650％ 32 ― ― ― 32 ―

～1,250％未満 73 ― 2 ― 76 ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 1,687 ― 48 ― 1,735 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 627 ― ― ― 627 ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ 17 ― ― ― 17 ―
～650％ 61 ― ― ― 61 ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 706 ― ― ― 706 ―

428

オリジネーターとしての証券化エクスポージャー（信用リスク・アセットの額の算出対象）



み
ず
ほ
銀
行
　
●
　
連
結
の
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

2016/07/07 17:29:52 / 16223328_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

〈リスク･ウェイト区分別の所要自己資本の額〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 10 ― 0 ― 10 ―
～50％ 2 ― ― ― 2 ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ 3 ― ― ― 3 ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 7 ― 0 ― 7 ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 24 ― 0 ― 24 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 3 ― ― ― 3 ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ 5 ― ― ― 5 ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 9 ― ― ― 9 ―

〈保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

～20％ ― ―
～50％ ― ―

～100％ ― ―
～250％ ― ―
～650％ ― ―
650％超 ― ―

合計 ― ―
注) 信用リスク削減手法の効果を勘案した再証券化エクスポージャーについて、効果勘案後のリスク･ウェイトに基づき記載しています。

〈証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― 1 ― ― ― ― ― 1

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ― ― ― ― ― ― ―
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○流動化プログラム(ABCP/ABL)のスポンサーとしての証券化エクスポージャー(信用リスク･アセットの額の
算出対象)

(C) 原資産の種類別の情報 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 1,390 ― 219 502 4,770 ― 1,026 7,909
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― 62 ― ― 62

原資産に関する当期の想定損失額 24 ― 8 1 81 ― 13 129
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 10,857 ― 2,108 5,260 26,401 ― 6,342 50,970

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 608 ― 1,032 1,615 4,002 ― 612 7,871
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― 33 ― ― 33

原資産に関する当期の想定損失額 15 ― 8 36 50 ― 22 133
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 12,635 ― 8,623 6,488 30,776 ― 8,287 66,810
注) 1. ｢当期｣に関する情報については、平成26年度、平成27年度、それぞれにおける累計額を記載しています。

2. デフォルトしたエクスポージャーの額は、原資産のうち、自己資本比率の算出においてデフォルトとして認識した額を記載しています。
3. 原資産に関する当期の想定損失額については、基準日時点の原資産残高及び自己資本比率の算出に使用される下記パラメータ等を用いた原資産に関する損失額の推計値を記載しています。

●指定関数方式を適用する場合に原資産の所要自己資本額算出に使用したパラメータ(PD等)
●原資産が証券化エクスポージャーの場合に、外部格付準拠方式のリスク･ウェイトを保守的に適用

4. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、｢その他｣に記載しています。
5. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。

(D) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報

〈原資産種類別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

オン･バランス 819 ― 207 502 5,423 ― 1,069 8,021
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス 1,085 ― 428 ― 1,459 ― 366 3,339
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 1,904 ― 635 502 6,882 ― 1,436 11,360
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) 1,353 ― 631 81 3,797 ― 1,109 6,973

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

オン･バランス 323 ― 959 780 3,886 ― 610 6,561
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス 1,373 ― 486 0 649 ― ― 2,510
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 1,697 ― 1,445 781 4,536 ― 610 9,071
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) 1,115 ― 902 535 2,004 ― 318 4,876
注) 1. 保有する証券化エクスポージャーの額については、所要自己資本賦課の対象となる流動化プログラムの未使用残高が含まれています。

2. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、｢その他｣に記載しています。
3. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
4. ｢原資産が海外資産である取引｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
5. ｢再証券化エクスポージャー｣については、平成26年度、平成27年度ともに金融庁告示第1条2の2号に該当するものを記載しています(以下同様)。
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〈リスク･ウェイト区分別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 7,829 ― 3,339 ― 11,168 ―
～50％ 149 ― ― ― 149 ―

～100％ 25 ― ― ― 25 ―
～250％ 17 ― ― ― 17 ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 8,021 ― 3,339 ― 11,360 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 6,504 ― 2,510 ― 9,015 ―
～50％ 21 ― ― ― 21 ―

～100％ 34 ― ― ― 34 ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 6,561 ― 2,510 ― 9,071 ―

〈リスク･ウェイト区分別の所要自己資本の額〉 (単位：億円)
平成26年度

オン･バランス うち再証券化
エクスポージャー

オフ･バランス うち再証券化
エクスポージャー

合計 うち再証券化
エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 45 ― 19 ― 64 ―
～50％ 4 ― ― ― 4 ―

～100％ 1 ― ― ― 1 ―
～250％ 1 ― ― ― 1 ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 52 ― 19 ― 71 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 38 ― 15 ― 54 ―
～50％ 0 ― ― ― 0 ―

～100％ 1 ― ― ― 1 ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 41 ― 15 ― 57 ―

〈保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

～20％ ― ―
～50％ ― ―

～100％ ― ―
～250％ ― ―
～650％ ― ―
650％超 ― ―

合計 ― ―
注) 信用リスク削減手法の効果を勘案した再証券化エクスポージャーについて、効果勘案後のリスク･ウェイトに基づき記載しています。
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○投資家としての証券化エクスポージャー(信用リスク･アセットの額の算出対象)

(E) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報

〈原資産種類別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計

オン･バランス 406 9,406 2,268 92 2,413 169 2,505 17,263
うち再証券化エクスポージャー ― 97 ― ― 119 ― ― 217

オフ･バランス 1,202 ― 737 ― 329 ― 117 2,386
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 1,609 9,406 3,005 92 2,742 169 2,623 19,650
(うち再証券化エクスポージャー) ― 97 ― ― 119 ― ― 217
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― 0 ― ― ― ― ― 0

(うち原資産が海外資産である取引) 1,565 0 2,882 ― 2,742 ― 2,081 9,272

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計

オン･バランス 439 9,414 4,594 1,078 4,274 ― 3,059 22,861
うち再証券化エクスポージャー ― 46 ― ― 58 ― ― 104

オフ･バランス 1,070 ― 1,750 535 1,694 ― ― 5,050
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 1,510 9,414 6,345 1,613 5,968 ― 3,059 27,912
(うち再証券化エクスポージャー) ― 46 ― ― 58 ― ― 104
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― 0 ― ― ― ― ― 0

(うち原資産が海外資産である取引) 1,510 0 6,277 1,573 5,968 ― 2,615 17,946
注) 1. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、｢その他｣に記載しています。

2. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
3. ｢原資産が海外資産である取引｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. ｢再証券化エクスポージャー｣については、平成26年度、平成27年度ともに金融庁告示第1条2の2号に該当するものを記載しています(以下同様)。

〈リスク･ウェイト区分別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 16,817 97 2,386 ― 19,204 97
～50％ 389 119 ― ― 389 119

～100％ 55 ― ― ― 55 ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ 0 ― ― ― 0 ―

合計 17,263 217 2,386 ― 19,650 217

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 22,522 46 5,050 ― 27,572 46
～50％ 338 58 ― ― 338 58

～100％ 0 ― ― ― 0 ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ 0 ― ― ― 0 ―

合計 22,861 104 5,050 ― 27,912 104
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〈リスク･ウェイト区分別の所要自己資本の額〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 100 1 15 ― 115 1
～50％ 9 3 ― ― 9 3

～100％ 4 ― ― ― 4 ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ 0 ― ― ― 0 ―

合計 114 4 15 ― 130 4

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 125 0 30 ― 156 0
～50％ 6 1 ― ― 6 1

～100％ 0 ― ― ― 0 ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ 0 ― ― ― 0 ―

合計 132 2 30 ― 163 2

〈保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

～20％ ― ―
～50％ ― 25

～100％ ― ―
～250％ ― ―
～650％ ― ―
650％超 ― ―

合計 ― 25
注) 信用リスク削減手法の効果を勘案した再証券化エクスポージャーについて、効果勘案後のリスク･ウェイトに基づき記載しています。
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○オリジネーターとしての証券化エクスポージャー(マーケット･リスク相当額の算出対象)

(F) 原資産の種類別の情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(G) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

○流動化プログラム(ABCP/ABL)のスポンサーとしての証券化エクスポージャー(マーケット･リスク相当額の
算出対象)

(Ｈ) 原資産の種類別の情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

( I ) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

○投資家としての証券化エクスポージャー(マーケット･リスク相当額の算出対象)

(J) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。
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■マーケット･リスク
　マーケット･リスクに関わる市場リスク管理態勢等については、
120～125ページをご覧ください。

○トレーディング業務

トレーディング業務における市場リスク量(VAR)の推移 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
期末日 15 29
最大値 29 42
最小値 7 7
平均値 16 22
バックテスト超過回数 5回 2回
注) 1. 市場リスク量(VAR)は内部モデルによる算出分です。

２. バックテスト超過回数は、期末日より250営業日前までに超過した回数です。マーケ
ット･リスク相当額算出に使用する乗数が決定されます。

VARの手法
線形リスク ：分散･共分散法
非線形リスク ：モンテカルロシミュレーション法
ＶＡＲ ：線形リスクと非線形リスクの単純合算
定量基準 ：①信頼区間　片側99％

②保有期間　１日
③観測期間　１年(265営業日)

トレーディング業務におけるストレスVARの推移 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
期末日 37 41
最大値 93 72
最小値 22 19
平均値 43 43

ストレスVARの手法
線形リスク ：分散･共分散法
非線形リスク ：モンテカルロシミュレーション法
ストレスＶＡＲ ：線形リスクと非線形リスクの単純合算
定量基準 ：①信頼区間　片側99％

②保有期間　１日
③観測期間　１年(265営業日)

○アウトライヤー基準

｢アウトライヤー基準｣の結果 (単位：億円)

損失額 総自己資本 自己資本に対する割合
平成27年３月末基準 5,085 87,535 5.8％
平成28年３月末基準 4,740 87,802 5.3%

うち円金利の影響 616 ／ ／
ドル金利の影響 3,232 ／ ／
ユーロ金利の影響 609 ／ ／

注) マーケット･リスクに関する各種定義は125ページに記載しています。
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■銀行勘定における株式等エクスポージャー

(8) 銀行勘定における株式等エクスポージャーの状況

(A) 連結貸借対照表計上額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
連結貸借対照表計上額 時価 連結貸借対照表計上額 時価

上場株式等エクスポージャー 41,231 42,539 33,900 35,689
上記以外の株式等エクスポージャー 2,818 ／ 4,180 ／
合計 44,050 ／ 38,080 ／
注) 株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

(B) 株式等エクスポージャーに係る売却損益 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
売却損益 売却損益売却益 売却損 売却益 売却損

株式等エクスポージャーの売却 1,135 1,203 67 2,020 2,423 403
注) 連結損益計算書の株式等売却損益の計数を表示しています。

(C) 株式等エクスポージャーに係る償却損益 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
償却損益 償却損益

株式等エクスポージャーの償却 △35 △82
注) 連結損益計算書の株式等償却の計数を表示しています。

(D) 連結貸借対照表で認識され、かつ、連結損益計算書で認識されない評価損益 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
評価差額 評価差額評価益 評価損 評価益 評価損

株式等エクスポージャー 20,674 21,011 336 15,373 16,132 759
注) 株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

(E) 連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
差額 差額評価益 評価損 評価益 評価損

株式等エクスポージャー 1,307 1,382 74 1,789 1,877 88
注) 株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

(F) ポートフォリオ区分別株式等エクスポージャー (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
PD／LGD方式 44,854 36,071
マーケット･ベース方式(簡易手法適用分) 6,259 4,368
マーケット･ベース方式(内部モデル手法適用分) ― ―
合計 51,114 40,440
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■連結レバレッジ比率の構成に関する事項
(単位：百万円、％)

国際様式(表2)
の該当番号

国際様式(表1)
の該当番号 項目 平成26年度 平成27年度

1. オン･バランス資産の額
1 調整項目控除前のオン･バランス資産の額 147,684,602 148,123,271

1a 1 連結貸借対照表における総資産の額 161,842,381 161,697,891
1b 2 連結レバレッジ比率の範囲に含まれない子法人等の資産の額(△) ― ―

1c 7 連結レバレッジ比率の範囲に含まれる子会社の資産の額(連結
貸借対照表における総資産の額に含まれる額を除く。) ― ―

1d 3 連結貸借対照表における総資産の額から控除される調整項目
以外の資産の額(△) 14,157,778 13,574,620

2 7 Tier1資本に係る調整項目の額(△) 453,415 648,687
3 オン･バランス資産の額 (イ) 147,231,187 147,474,583

2. デリバティブ取引等に関する額
4 デリバティブ取引等に関する再構築コストの額 2,167,491 2,320,255
5 デリバティブ取引等に関するアドオンの額 4,385,154 4,293,186

デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた証拠金の対価の額 403,869 510,173

6 連結貸借対照表から控除されているデリバティブ取引等に関連して
現金で差し入れた証拠金の対価の額 144,073 137,668

7 デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた変動証拠金の対価
の額のうち控除する額(△) ― ―

8 清算会員である銀行が補償を義務付けられていない顧客とのトレード･
エクスポージャーの額(△) ／ ／

9 クレジット･デリバティブのプロテクションを提供した場合における
調整後想定元本の額 266,270 220,359

10 クレジット･デリバティブのプロテクションを提供した場合における
調整後想定元本の額から控除した額(△) 174,415 157,353

11 4 デリバティブ取引等に関する額 (ロ) 7,192,443 7,324,289
3. レポ取引等に関する額

12 レポ取引等に関する資産の額 731,857 467,521
13 レポ取引等に関する資産の額から控除した額(△) 139,719 ―

14 レポ取引等に関するカウンターパーティ･リスクのエクスポージャー
の額 85,989 123,008

15 代理取引のエクスポージャーの額 ／ ／
16 5 レポ取引等に関する額 (ハ) 678,127 590,529

4. オフ･バランス取引に関する額
17 オフ･バランス取引の想定元本の額 47,619,768 49,316,097
18 オフ･バランス取引に係るエクスポージャーの額への変換調整の額(△) 30,526,566 31,908,708
19 6 オフ･バランス取引に関する額 (二) 17,093,202 17,407,388

5. 連結レバレッジ比率
20 資本の額 (ホ) 6,943,108 7,243,685
21 8 総エクスポージャーの額((イ)＋(ロ)＋(ハ)＋(二)) (ヘ) 172,194,961 172,796,791
22 連結レバレッジ比率((ホ)／(へ)) 4.03％ 4.19％
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■流動性カバレッジ比率

　バーゼル銀行監督委員会の合意に基づく流動性規制として、平成27
年3月末基準より流動性カバレッジ比率の最低水準を充足することが
求められています。
　当行の連結流動性カバレッジ比率(以下「連結LCR」)の算出は｢銀
行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその経営の健全性を判断する
ための基準として定める流動性に係る健全性を判断するための基準｣
(平成26年金融庁告示第60号、以下｢告示第60号｣)に則っています。

　当行が本頁で行う情報開示は、｢銀行法施行規則第19条の2第1項第
5号ホ等の規定に基づき、流動性に係る経営の健全性の状況について
金融庁長官が別に定める事項｣(平成27年金融庁告示第7号)に則って
います。
　流動性に係る経営の健全性の状況は以下のとおりです。

(単位：百万円、件)

項目 平成27年度第3四半期 平成27年度第4四半期
適格流動資産 (１) ／ ／
1 適格流動資産の合計額 49,556,607 48,186,154

資金流出額 (２) 資金流出率を
乗じる前の額

資金流出率を
乗じた後の額

資金流出率を
乗じる前の額

資金流出率を
乗じた後の額

2 リテール無担保資金調達に係る資金流出額 41,936,966 3,359,163 42,057,882 3,365,008
3 うち、安定預金の額 11,956,216 358,686 12,048,393 361,451
4 うち、準安定預金の額 29,980,750 3,000,476 30,009,489 3,003,556
5 ホールセール無担保資金調達に係る資金流出額 54,311,918 32,608,963 55,372,078 32,944,922
6 うち、適格オペレーショナル預金の額 0 0 0 0

7 うち、適格オペレーショナル預金及び負債性有価証券以外の
ホールセール無担保資金調達に係る資金の額 46,197,812 24,494,857 48,008,699 25,581,543

8 うち、負債性有価証券の額 8,114,106 8,114,106 7,363,378 7,363,378
9 有担保資金調達等に係る資金流出額 ／ 608,759 ／ 345,645

10 デリバティブ取引等、資金調達プログラム及び与信･流動性ファ
シリティに係る資金流出額 25,000,310 6,155,601 24,177,151 6,392,015

11 うち、デリバティブ取引等に係る資金流出額 1,783,569 1,783,569 1,979,322 1,979,322
12 うち、資金調達プログラムに係る資金流出額 258,990 258,990 214,307 214,307
13 うち、与信･流動性ファシリティに係る資金流出額 22,957,750 4,113,041 21,983,522 4,198,385
14 資金提供義務に基づく資金流出額等 1,043,193 701,622 2,152,594 649,035
15 偶発事象に係る資金流出額 67,830,808 599,959 67,443,314 617,137
16 資金流出合計額 ／ 44,034,069 ／ 44,313,764

資金流入額 (３) 資金流入率を
乗じる前の額

資金流入率を
乗じた後の額

資金流入率を
乗じる前の額

資金流入率を
乗じた後の額

17 有担保資金運用等に係る資金流入額 628,516 136,038 635,275 142,319
18 貸付金等の回収に係る資金流入額 9,503,400 6,276,729 8,976,242 6,114,943
19 その他資金流入額 2,305,783 1,240,718 2,343,177 1,339,672
20 資金流入合計額 12,437,700 7,653,486 11,954,695 7,596,935
連結流動性カバレッジ比率 (４) ／ ／
21 算入可能適格流動資産の合計額 ／ 49,556,607 ／ 48,186,154
22 純資金流出額 ／ 36,380,583 ／ 36,716,828
23 連結流動性カバレッジ比率 ／ 136.4％ ／ 131.4％
24 平均値計算用データ数 3 3

注) １. 項番1～23には四半期平均値(項番24に記載されたデータ数での平均値)を記載しています。
2. 項番6については、告示第60号第29条の｢適格オペレーショナル預金に係る特例｣を適用していません。
3. 項番11については、告示第60号第38条の「シナリオ法による時価変動時所要追加担保額」を適用していません。
4. 項番14のうち告示第60号第60条の「その他契約に基づく資金流出額」、及び項番15のうち告示第60号第53条の｢その他偶発事象に係る資金流出額｣、項番19のうち告示第60号第73

条の「その他契約に基づく資金流入額」について開示が必要となる重要な項目はありません。

平成27年度
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

連結LCR(四半期平均) 127.6% 130.6% 136.4% 131.4%

　当行の連結LCRは、流動性規制で求められる最低水準及び最終的な
規制水準(100%)を上回っており問題なく、大きな変動もありませ
ん。
　また、今回開示した連結LCRの水準は当初の見通しと大きく異なら
ず、今後も大きく乖離することは想定していません。

　算入可能適格流動資産の通貨又は種類等の構成や所在地に著しい変
動はありません。
　なお、主要な通貨において、算入可能適格流動資産の合計額と純資
金流出額の間に、資金繰りに影響を与えるような著しい通貨のミスマ
ッチはありません。
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■役職員の報酬等について

(9) 定量的開示事項
　開示の対象となる金融庁告示に規定されている｢対象役員｣及び｢対
象従業員等｣(あわせて｢対象役職員｣)の範囲については、以下のとお
りです。

①｢対象役員｣の範囲
　｢対象役員｣は、当行の取締役及び監査役です。なお、社外取締
役及び社外監査役を除いています。

②｢対象従業員等｣の範囲
　当行では、当行の執行役員及び職員ならびに｢主要な連結子法
人等｣の役職員のうち、｢高額の報酬等を受ける者｣、かつ｢グルー
プの業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与える者｣等を
｢対象従業員等｣として、開示の対象としています。
(ア)｢主要な連結子法人等｣の範囲

　403ページ1.②(ア)に記載の定義と同様であり、当行にお
ける｢主要な連結子法人等｣は、米国みずほ銀行等支店と同様
に銀行業務を担う海外現地法人が該当します。

(イ)｢高額の報酬等を受ける者｣の範囲
　｢高額の報酬等を受ける者｣とは、403ページ1.②(イ)に記
載の基準額以上の報酬等を受ける者をさします。

(ウ)｢グループの業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与え
る者｣の範囲
　｢グループの業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与
える者｣とは、その者が通常行う取引や管理する事項が、当
行、｢主要な連結子法人等｣の業務の運営に相当程度の影響を
与え、又は取引等に損失が発生することにより財産の状況に
重要な影響を与える者をいいます。具体的には、当行の執行
役員ならびに、｢主要な連結子法人等｣の取締役、監査役なら
びに執行役員及び市場部門の従業員等を含みます。

〈｢対象役職員｣の報酬等の総額〉 (単位：百万円)

平成27年度
人数 報酬等

の総額
固定報酬

の総額
基本報酬 株式報酬型

ストックオプション
その他

対象役員(除く社外役員) 14 427 427 426 ― 0
対象従業員等 181 14,244 6,330 6,117 ― 212

うち海外 181 14,244 6,330 6,117 ― 212

(単位：百万円)

平成27年度
変動報酬

の総額
基本報酬 賞与 その他 退職慰労金 その他

対象役員(除く社外役員) ― ― ― ― ― ―
対象従業員等 7,775 ― 7,774 0 30 108

うち海外 7,775 ― 7,774 0 30 108
注) 1. 当事業年度より前に繰延べられていた固定報酬のうち、当事業年度に支払われた報酬は43百万円(対象役員43百万円)です。なお、当事業年度末における固定報酬の繰延残高は、403百万

円(対象役員332百万円、対象従業員等71百万円)です。
2. 変動報酬の総額には、当事業年度において発生した繰延べ報酬1,874百万円(全額対象従業員等に対する報酬であり、業績不振等に伴い将来支払わない可能性があります。)が含まれていま

す。また、当事業年度より前に繰延べられていた変動報酬のうち、当事業年度に支払われた報酬は、1,148百万円(対象従業員等1,148百万円)です。なお、当事業年度末における変動報酬
の繰延残高は、3,123百万円(対象従業員等3,123百万円)です。

3. 対象従業員等に係る報酬等の総額には、解職･離職に伴う手当額1百万円(対象者数1名)、複数年保証賞与233百万円(対象者数1名)、契約時報酬107百万円（対象者数3名）、休業手当等
26百万円（対象者数1名）が含まれています。

4. 当行の取締役、執行役員に対する当事業年度に係る変動報酬については、現時点で金額が確定していないため、上記の報酬等には含めておりませんが、会計上は、所要の引当金を計上致し
ております。
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■自己資本の構成

(1) 自己資本の構成等について

(A) 自己資本の構成に関する開示事項(単体(国際統一基準)) (単位：百万円、％)

国際様式の
該当番号 項目 平成26年度 平成27年度経過措置による

不算入額
経過措置による

不算入額
普通株式等Tier1資本に係る基礎項目 (1)

1a＋2－1c－26 普通株式に係る株主資本の額 5,431,248 ／ 5,642,216 ／
1a うち資本金及び資本剰余金の額 3,690,856 ／ 3,690,856 ／
2 うち利益剰余金の額 1,983,052 ／ 2,231,733 ／

1c うち自己株式の額(△) ― ／ ― ／
26 うち社外流出予定額(△) 242,661 ／ 280,373 ／

うち上記以外に該当するものの額 ― ／ ― ／
1b 普通株式に係る新株予約権の額 ― ／ ― ／
3 評価･換算差額等及びその他公表準備金の額 655,529 983,294 854,521 569,681

経過措置により普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額に
算入されるものの額の合計額 ― ／ ― ／

6 普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額 (イ) 6,086,778 ／ 6,496,737 ／
普通株式等Tier1資本に係る調整項目 (2)

8＋9 無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係るもの
を除く｡)の額の合計額 127,340 191,011 265,226 176,817

8 うちのれんに係るものの額 ― ― ― ―

9 うちのれん及びモーゲージ･サービシング･ライツに係る
もの以外のものの額 127,340 191,011 265,226 176,817

10 繰延税金資産(一時差異に係るものを除く｡)の額 ― ― ― ―
11 繰延ヘッジ損益の額 △2,005 △3,008 101,469 67,646
12 適格引当金不足額 34,006 50,880 42,366 28,200
13 証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 65 97 ― ―

14 負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資
本に算入される額 ― ― ― ―

15 前払年金費用の額 112,736 169,104 195,418 130,279
16 自己保有普通株式(純資産の部に計上されるものを除く｡)の額 ― ― ― ―
17 意図的に保有している他の金融機関等の普通株式の額 ― ― ― ―
18 少数出資金融機関等の普通株式の額 27,251 40,876 ― ―

19＋20＋21 特定項目に係る10％基準超過額 ― ― ― ―

19 うちその他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普
通株式に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―

20 うち無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係
るものに限る｡)に関連するものの額 ― ― ― ―

21 うち繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に関連す
るものの額 ― ― ― ―

22 特定項目に係る15％基準超過額 ― ― ― ―

23 うちその他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普
通株式に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―

24 うち無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係
るものに限る｡)に関連するものの額 ― ― ― ―

25 うち繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に関連す
るものの額 ― ― ― ―

27 その他Tier1資本不足額 ― ／ ― ／
28 普通株式等Tier1資本に係る調整項目の額 (ロ) 299,394 ／ 604,480 ／

普通株式等Tier1資本
29 普通株式等Tier1資本の額((イ)－(ロ)) (ハ) 5,787,383 ／ 5,892,257 ／

(次ページへ続く)
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(続き) (単位：百万円、％)

国際様式の
該当番号 項目 平成26年度 平成27年度経過措置による

不算入額
経過措置による

不算入額
その他Tier1資本に係る基礎項目 (3)

30　31a その他Tier1資本調達手段に係る株主資本の額及びその内訳 ― ／ ― ／
30　31b その他Tier1資本調達手段に係る新株予約権の額 ― ／ ― ／
30  　32 その他Tier1資本調達手段に係る負債の額 ― ／ 300,000 ／
30 特別目的会社等の発行するその他Tier1資本調達手段の額 ― ／ ― ／

33＋35 適格旧Tier1資本調達手段の額のうちその他Tier1資本に係
る基礎項目の額に含まれる額 1,028,155 ／ 881,276 ／

経過措置によりその他Tier1資本に係る基礎項目の額に算入
されるものの額の合計額 ― ／ 108 ／

うち為替換算調整勘定の額 ― ／ 108 ／
36 その他Tier1資本に係る基礎項目の額 (ニ) 1,028,155 ／ 1,181,384 ／

その他Tier1資本に係る調整項目
37 自己保有その他Tier1資本調達手段の額 ― ― ― ―

38 意図的に保有している他の金融機関等のその他Tier1資本調
達手段の額 ― ― ― ―

39 少数出資金融機関等のその他Tier1資本調達手段の額 97 146 ― ―
40 その他金融機関等のその他Tier1資本調達手段の額 62,298 93,447 55,445 36,963

経過措置によりその他Tier1資本に係る調整項目の額に算入
されるものの額の合計額 25,602 ／ 14,122 ／

うちのれん相当額 ― ／ ― ／
うち企業結合等により計上される無形固定資産相当額 ― ／ ― ／
うち証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 97 ／ ― ／
うち内部格付手法採用行において、期待損失額が適格引当
金を上回る額の50％相当額 25,504 ／ 14,122 ／

42 Tier2資本不足額 ― ／ ― ／
43 その他Tier1資本に係る調整項目の額 (ホ) 87,999 ／ 69,567 ／

その他Tier1資本
44 その他Tier1資本の額((ニ)－(ホ)) (ヘ) 940,156 ／ 1,111,817 ／

Tier1資本
45 Tier1資本の額((ハ)＋(ヘ)) (ト) 6,727,539 ／ 7,004,074 ／

Tier2資本に係る基礎項目 (4)
46 Tier2資本調達手段に係る株主資本の額及びその内訳 ― ／ ― ／
46 Tier2資本調達手段に係る新株予約権の額 ― ／ ― ／
46 Tier2資本調達手段に係る負債の額 330,405 ／ 493,552 ／
46 特別目的会社等の発行するTier2資本調達手段の額 ― ／ ― ／

47＋49 適格旧Tier2資本調達手段の額のうちTier2資本に係る基礎
項目の額に含まれる額 1,088,759 ／ 953,578 ／

50 一般貸倒引当金Tier2算入額及び適格引当金Tier2算入額の
合計額 1,074 ／ 1,022 ／

50a うち一般貸倒引当金Tier2算入額 1,074 ／ 1,022 ／
50b うち適格引当金Tier2算入額 ― ／ ― ／

経過措置によりTier2資本に係る基礎項目の額に算入される
ものの額の合計額 622,501 ／ 315,223 ／

うちその他有価証券の貸借対照表計上額から帳簿価額を
控除した額の45％相当額 563,422 ／ 276,257 ／

うち土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の
45％相当額 59,079 ／ 38,965 ／

51 Tier2資本に係る基礎項目の額 (チ) 2,042,740 ／ 1,763,377 ／

(次ページへ続く)
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(続き) (単位：百万円、％)

国際様式の
該当番号 項目 平成26年度 平成27年度経過措置による

不算入額
経過措置による

不算入額
Tier2資本に係る調整項目

52 自己保有Tier2資本調達手段の額 ― ― ― ―

53 意図的に保有している他の金融機関等のTier2資本調達手段
の額 ― ― ― ―

54 少数出資金融機関等のTier2資本調達手段の額 20,287 30,431 ― ―
55 その他金融機関等のTier2資本調達手段の額 126,000 189,000 177,000 118,000

経過措置によりTier2資本に係る調整項目の額に算入される
ものの額の合計額 26,483 ／ 14,122 ／

うち金融機関等の資本調達手段の額 978 ／ ― ／
うち内部格付手法採用行において、期待損失額が適格引当
金を上回る額の50％相当額 25,504 ／ 14,122 ／

57 Tier2資本に係る調整項目の額 (リ) 172,771 ／ 191,122 ／
Tier2資本

58 Tier2資本の額((チ)－(リ)) (ヌ) 1,869,968 ／ 1,572,254 ／
総自己資本

59 総自己資本の額((ト)＋(ヌ)) (ル) 8,597,508 ／ 8,576,329 ／
リスク･アセット (5)

経過措置によりリスク･アセットの額に算入されるものの額
の合計額 902,918 ／ 459,987 ／

うち無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係
るものを除く｡)に関連するものの額 191,011 ／ 176,817 ／

うち繰延税金資産(一時差異に係るものを除く｡)に関連す
るものの額 ― ／ ― ／

うち前払年金費用に関連するものの額 169,104 ／ 130,279 ／
うち金融機関等の資本調達手段に関連するものの額 542,802 ／ 152,890 ／

60 リスク･アセットの額の合計額 (ヲ) 55,981,431 ／ 55,306,141 ／
自己資本比率

61 普通株式等Tier1比率((ハ)／(ヲ)) 10.33％ ／ 10.65％ ／
62 Tier1比率((ト)／(ヲ)) 12.01％ ／ 12.66％ ／
63 総自己資本比率((ル)／(ヲ)) 15.35％ ／ 15.50％ ／

調整項目に係る参考事項 (6)

72 少数出資金融機関等の対象資本調達手段に係る調整項目不
算入額 638,972 ／ 548,664 ／

73 その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普通株式
に係る調整項目不算入額 130,546 ／ 150,355 ／

74 無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係るもの
に限る｡)に係る調整項目不算入額 ― ／ ― ／

75 繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に係る調整項目
不算入額 ― ／ ― ／

Tier2資本に係る基礎項目の額に算入される引当金に関する事項 (7)
76 一般貸倒引当金の額 1,074 ／ 1,022 ／
77 一般貸倒引当金に係るTier2資本算入上限額 2,273 ／ 2,385 ／

78

内部格付手法採用行において、適格引当金の合計額から事業
法人等向けエクスポージャー及びリテール向けエクスポー
ジャーの期待損失額の合計額を控除した額(当該額が零を下
回る場合にあっては、零とする｡)

― ／ ― ／

79 適格引当金に係るTier2資本算入上限額 302,652 ／ 297,439 ／
資本調達手段に係る経過措置に関する事項 (8)

82 適格旧Tier1資本調達手段に係る算入上限額 1,028,155 ／ 881,276 ／

83
適格旧Tier1資本調達手段の額から適格旧Tier1資本調達手
段に係る算入上限額を控除した額(当該額が零を下回る場合
にあっては、零とする｡)

376,510 ／ 163,841 ／

84 適格旧Tier2資本調達手段に係る算入上限額 1,117,499 ／ 957,856 ／

85
適格旧Tier2資本調達手段の額から適格旧Tier2資本調達手
段に係る算入上限額を控除した額(当該額が零を下回る場合
にあっては、零とする｡)

― ／ ― ／

注) 1. 上記は｢銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準｣(平成18年金融庁告示第19号。以下、
｢告示｣という。)に基づいて算出したものであり、国際統一基準を採用した単体ベースの計数となっています。

2. 当行の単体自己資本比率の算定に関して、｢自己資本比率の算定に関する合意された手続による調査業務を実施する場合の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第30号)に基
づき、新日本有限責任監査法人による外部監査を受けています。なお、当該外部監査は、当行の財務諸表に対する会計監査の一部ではありません。
当該外部監査は、新日本有限責任監査法人が自己資本比率の算定に係る内部管理体制の一部について当行との間で合意された手続による調査業務を実施し、当行にその結果を報告するもの
であり、自己資本比率そのものや自己資本比率の算定に係る内部統制について意見を表明するものではありません。
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(B) ｢(A) 自己資本の構成に関する開示事項｣についての説明
｢貸借対照表｣及び貸借対照表の科目と｢自己資本の構成に関する開示事項｣の関係は次のとおりです。

(単位：百万円)

科目 平成26年度 平成27年度 付表
参照番号

｢自己資本の構成に関する
開示事項｣国際様式番号公表貸借対照表 公表貸借対照表

(資産の部)
現金預け金 25,803,781 30,156,145
コールローン 396,839 266,249
買現先勘定 525,653 368,351
債券貸借取引支払保証金 133,336 ―
買入金銭債権 543,683 729,842
特定取引資産 5,761,693 6,421,352 6－a

金銭の信託 3,249 3,197
有価証券 41,235,710 37,903,140
貸出金 70,873,844 70,374,392 6－c

外国為替 1,559,516 1,343,546
その他資産 6,798,521 6,696,402
有形固定資産 828,583 836,484
無形固定資産 469,546 636,583 2

前払年金費用 415,694 469,034 3

支払承諾見返 6,193,731 5,297,202
貸倒引当金 △434,828 △379,190
投資損失引当金 △1 ―
資産の部合計 161,108,555 161,122,736
(負債の部)
預金 93,528,342 100,197,037
譲渡性預金 14,830,058 11,177,095
コールマネー 3,469,055 1,127,524
売現先勘定 10,131,327 7,588,922
債券貸借取引受入担保金 513,983 786,431
コマーシャル・ペーパー ― 777,601
特定取引負債 4,397,160 5,198,295 6－e

借用金 8,315,873 8,697,522
外国為替 625,566 682,188
短期社債 25,000 ―
社債 4,624,117 4,376,773 7－b

その他負債 6,647,270 7,422,691
賞与引当金 19,933 20,437
変動報酬引当金 ― 1,300
貸出金売却損失引当金 13 267
偶発損失引当金 1,544 800
睡眠預金払戻損失引当金 14,772 15,041
債券払戻損失引当金 48,878 39,245
繰延税金負債 337,508 302,072
再評価に係る繰延税金負債 72,392 67,991 4－c
支払承諾 6,193,731 5,297,202
負債の部合計 153,796,531 153,776,443
(純資産の部)
資本金 1,404,065 1,404,065 1－a

資本剰余金 2,286,795 2,286,795 1－b
利益剰余金 1,982,352 2,231,469
株主資本合計 5,673,213 5,922,330
その他有価証券評価差額金 1,497,419 1,106,333
繰延ヘッジ損益 △5,028 169,143
土地再評価差額金 146,419 148,483
評価･換算差額等合計 1,638,811 1,423,961
純資産の部合計 7,312,024 7,346,292
負債及び純資産の部合計 161,108,555 161,122,736

注) 1. 借用金には劣後借入金(平成26年度1,424,624百万円、平成27年度1,061,215百万円)を含んでおり、これについ
ては、｢(A)自己資本の構成に関する開示事項｣では、｢適格旧Tier1資本調達手段の額のうちその他Tier1資本に係る基
礎項目の額に含まれる額｣に算入されています。

2. 単体自己資本比率に関して、平成18年金融庁告示第19号第15条に基づき、特別目的会社等を含む連結財務諸表に基づ
き算出しており、その算出にあたり、以下の貸借対照表科目については、連結財務諸表に基づく金額を用いています。

(単位：百万円)

貸借対照表科目名
平成26年度 平成27年度 付表

参照番号
｢自己資本の構成に関する

開示事項｣国際様式番号連結財務諸表に基づく金額 連結財務諸表に基づく金額
有価証券 41,215,716 37,886,956 6－b
その他資産 6,798,523 6,696,403 6－d
借用金 6,891,249 7,636,307 7－a
その他負債 6,645,771 7,421,356 6－ f
繰延税金負債 337,515 302,059 4－b
利益剰余金 1,983,052 2,231,733 1－c
繰延ヘッジ損益 △5,014 169,115 5
評価･換算差額等合計 1,638,824 1,424,202 3
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〈付表〉

1. 株主資本

①貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

1－a 資本金 1,404,065 1,404,065 適格旧Tier1資本調達手段を含む

1－b 資本剰余金 2,286,795 2,286,795 適格旧Tier1資本調達手段を含む

1－c 利益剰余金 1,983,052 2,231,733
株主資本合計 5,673,913 5,922,594

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

普通株式等Tier1資本に係る額 5,673,909 5,922,590 普通株式に係る株主資本(社外流出予定額調整前)

1a うち資本金及び資本剰余金の額 3,690,856 3,690,856
2 うち利益剰余金の額 1,983,052 2,231,733

1c うち自己株式の額(△) ― ―
うち上記以外に該当するものの額 ― ―

31a その他Tier1資本調達手段に係る額 ― ― 実質破綻時損失吸収条項のある優先株式に係る株主資本

2. 無形固定資産

①貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

2 無形固定資産 469,546 636,583

上記に係る税効果 △151,193 △194,539

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

8 無形固定資産　のれんに係るもの ― ―
9 無形固定資産　その他の無形固定資産 318,352 442,043 のれん、モーゲージ･サービシング･ライツ以外(ソフトウェア等)

無形固定資産　モーゲージ･サービシング･ライツ ― ―
20 特定項目に係る10％基準超過額 ― ―
24 特定項目に係る15％基準超過額 ― ―

74 無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツ
に係るものに限る。)に係る調整項目不算入額 ― ―
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3. 前払年金費用

①貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

3 前払年金費用 415,694 469,034

上記に係る税効果 △133,853 △143,337

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

15 前払年金費用の額 281,840 325,697

4. 繰延税金資産

①貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

繰延税金資産 ― ―
4－b 繰延税金負債 337,515 302,059
4－c 再評価に係る繰延税金負債 72,392 67,991

無形固定資産の税効果勘案分 151,193 194,539
前払年金費用の税効果勘案分 133,853 143,337

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

10 繰延税金資産(一時差異に係るものを除く｡) ― ― 資産負債相殺処理等のため、貸借対照表計上額とは一致せず

一時差異に係る繰延税金資産 ― ― 資産負債相殺処理等のため、貸借対照表計上額とは一致せず

21 特定項目に係る10％基準超過額 ― ―
25 特定項目に係る15％基準超過額 ― ―

75 繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に
係る調整項目不算入額 ― ―

5. 繰延ヘッジ損益

①貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

5 繰延ヘッジ損益 △5,014 169,115

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

11 繰延ヘッジ損益の額 △5,014 169,115
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6. 金融機関向け出資等の対象科目

①貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

6－a 特定取引資産 5,761,693 6,421,352 商品有価証券、特定取引金融派生商品等を含む

6－b 有価証券 41,215,716 37,886,956
6－c 貸出金 70,873,844 70,374,392 劣後ローン等を含む

6－d その他資産 6,798,523 6,696,403 金融派生商品、出資金等を含む

6－e 特定取引負債 4,397,160 5,198,295 特定取引金融派生商品等を含む

6－f その他負債 6,645,771 7,421,356 金融派生商品等を含む

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

自己保有資本調達手段の額 ― ―
16 普通株式等Tier1相当額 ― ―
37 その他Tier1相当額 ― ―
52 Tier2相当額 ― ―

意図的に保有している他の金融機関等の資本
調達手段の額 ― ―

17 普通株式等Tier1相当額 ― ―
38 その他Tier1相当額 ― ―
53 Tier2相当額 ― ―

少数出資金融機関等の資本調達手段の額 758,065 548,664
18 普通株式等Tier1相当額 68,128 ―
39 その他Tier1相当額 244 ―
54 Tier2相当額 50,719 ―

72 少数出資金融機関等の対象資本調達手段に
係る調整項目不算入額 638,972 548,664

その他金融機関等(10％超出資) 601,293 537,764
19 特定項目に係る10％基準超過額 ― ―
23 特定項目に係る15％基準超過額 ― ―
40 その他Tier1相当額 155,746 92,408
55 Tier2相当額 315,000 295,000

73 その他金融機関等に係る対象資本調達手段
のうち普通株式に係る調整項目不算入額 130,546 150,355

7. その他資本調達

①貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

7－a 借用金 6,891,249 7,636,307
7－b 社債 4,624,117 4,376,773

合計 11,515,367 12,013,080

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

30－31ab－32 特別目的会社等の発行するその他Tier1資本
調達手段の額 ― ―

32 その他Tier1資本調達手段に係る負債の額 ― 300,000

46 特別目的会社等の発行するTier2資本調達手
段の額 ― ―

46 Tier2資本調達手段に係る負債の額 330,405 493,552

注) 本表の自己資本の構成に関する開示事項の金額は、経過措置勘案前の数値を記載しているため、自己資本に算入されている金額に加え、｢(A) 自己資
本の構成に関する開示事項｣における｢経過措置による不算入額｣の金額が含まれています。また、経過措置により自己資本に算入されている項目につ
いては本表には含んでいません。
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■自己資本

(2) ポートフォリオ区分別所要自己資本額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
EAD 所要自己資本額 EAD 所要自己資本額

信用リスク 1,846,726 49,684 1,836,822 47,819
内部格付手法 1,843,644 47,566 1,833,592 45,563

事業法人向け(特定貸付債権を除く) 633,764 22,954 663,432 23,749
事業法人向け(特定貸付債権) 32,182 2,961 34,380 2,447
ソブリン向け 734,953 840 746,090 912
金融機関等向け 130,715 2,537 105,613 2,340
リテール向け 128,677 5,096 125,005 4,830

居住用不動産向け 98,470 3,166 95,664 3,004
適格リボルビング型リテール向け 4,959 376 5,613 424
その他リテール向け 25,247 1,553 23,727 1,400

株式等 58,575 6,965 47,996 5,945
PD／LGD方式 53,389 5,635 44,831 5,132
マーケット･ベース方式(簡易手法適用分) 5,185 1,329 3,164 813
マーケット･ベース方式(内部モデル手法適用分) ― ― ― ―

信用リスク･アセットのみなし計算 18,292 3,461 16,704 2,893
購入債権 51,504 1,436 37,187 1,185
証券化 32,003 259 37,671 256
その他 22,974 1,052 19,508 1,001

標準的手法 3,081 145 3,230 152
ソブリン向け 1,235 ― 1,297 ―
金融機関等向け 32 0 29 0
法人等向け ― ― ― ―
抵当権付住宅ローン ― ― ― ―
証券化 ― ― ― ―
その他 1,812 144 1,902 152

CVAリスク ／ 1,890 ／ 2,005
中央清算機関関連向け ／ 81 ／ 96

マーケット･リスク ／ 769 ／ 814
標準的方式 ／ 185 ／ 140

金利リスク ／ 71 ／ 64
株式リスク ／ ― ／ ―
外国為替リスク ／ 83 ／ 33
コモディティリスク ／ 30 ／ 41
オプション取引 ／ ― ／ ―

内部モデル方式 ／ 583 ／ 674
オペレーショナル･リスク ／ 1,544 ／ 1,516

先進的計測手法 ／ 1,544 ／ 1,516
基礎的手法 ／ ／ ／ ／

単体総所要自己資本額 ／ 44,785 ／ 44,244
注) 1. EAD：デフォルト時エクスポージャー

2. PD：デフォルト率
3. LGD：デフォルト時損失率
4. 所要自己資本額：信用リスクにおいては信用リスク･アセット額に8％を乗じた額と期待損失額の和、マーケット･リスクにおいてはマーケット･リスク相当額、オペレーショナル･リスクに

おいてはオペレーショナル･リスク相当額
5. 単体総所要自己資本額：自己資本比率算出上の分母に8％を乗じた額
6. 内部格付手法における各ポートフォリオ区分に含まれる主なエクスポージャーの種類は以下のとおりです。

・事業法人向け(特定貸付債権を除く)：一般事業法人や個人事業主等向けの与信(リテール向け与信に該当するものを除く)
・事業法人向け(特定貸付債権)：不動産ノンリコースローン、船舶ファイナンス、プロジェクトファイナンス等、元利金の返済原資を特定の不動産･動産･事業等からのキャッシュフローに

限定した与信
・ソブリン向け：中央政府や中央銀行、地方公共団体等向けの与信
・金融機関等向け：銀行や証券会社等向けの与信
・リテール向け：住宅ローン(居住用不動産向け)、カードローン(適格リボルビング型リテール向け)、左記以外の個人向け消費性与信、総与信1億円未満の事業性与信等(その他リテール向け)
・株式等：株式、優先出資証券、永久劣後債等(特定取引資産を除く)
・信用リスク･アセットのみなし計算：投資信託やファンド等
・購入債権：有価証券等を除いた、第三者から購入した債権(証券化に該当するものを除く)
・証券化：ノン･リコース形態及び優先劣後構造の性質を有する取引に係る与信(特定貸付債権に該当するものを除く)

7. 信用リスクの標準的手法のEADは、個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直接償却の額を控除前の金額です。
8. 信用リスクの内部格付手法のEADは平成27年度以降、デリバティブ取引の受入担保の額を含めて算出しており、平成26年度においては、遡及適用して記載しています。
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■信用リスク

(3) 信用リスクの期末残高等
　信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー
及び証券化エクスポージャーを除いています。
　期末残高についてはEADベースで記載しています。

　平成26年度、平成27年度とも、信用リスクに関するエクスポージ
ャーの期末残高と期中の平均的なリスクポジションに大幅な乖離は
見られません。

○信用リスクに関するエクスポージャーの状況

(A) 地域別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

国内 680,128 269,136 16,193 229,523 1,194,981 660,493 245,443 18,953 279,649 1,204,539
海外 382,173 117,290 33,297 65,606 598,366 380,349 107,723 31,009 55,592 574,675

アジア 83,482 21,933 3,091 15,663 124,171 83,989 22,050 3,606 13,735 123,382
中南米 35,715 1,917 1,278 571 39,483 34,061 941 1,134 587 36,724
北米 162,431 71,544 13,869 40,870 288,715 147,900 64,240 13,192 32,457 257,791
東欧 3,951 370 31 346 4,700 3,513 370 8 248 4,141
西欧 63,629 16,320 12,383 5,674 98,008 74,806 16,086 10,836 5,666 107,395
その他の地域 32,961 5,202 2,642 2,479 43,286 36,077 4,034 2,232 2,897 45,241

合計 1,062,301 386,426 49,490 295,129 1,793,348 1,040,843 353,167 49,963 335,241 1,779,215
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 3,081 ／ ／ ／ ／ 3,230
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には現金、預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

(B) 業種別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

製造業 189,290 24,969 5,006 2,531 221,798 190,454 20,768 5,468 2,995 219,688
建設業 14,546 1,823 142 35 16,547 14,725 1,882 125 37 16,769
不動産業 67,194 4,780 629 54 72,658 74,161 4,633 938 55 79,788
各種サービス業 44,998 4,609 777 89 50,474 48,956 3,828 819 244 53,849
卸売･小売業 89,978 7,267 1,090 6,988 105,325 87,669 7,059 1,412 5,709 101,850
金融･保険業 170,741 43,233 33,735 20,301 268,013 141,389 37,441 30,255 18,003 227,090
個人 116,248 ― 2 104 116,355 113,477 ― 6 99 113,584
その他の業種 236,982 92,756 8,062 69,255 407,056 252,362 88,443 10,498 56,015 407,320
日本国･日本銀行 132,321 206,985 43 195,768 535,118 117,646 189,109 438 252,080 559,274
合計 1,062,301 386,426 49,490 295,129 1,793,348 1,040,843 353,167 49,963 335,241 1,779,215
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 3,081 ／ ／ ／ ／ 3,230
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. その他には現金、預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。
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(C) 残存期間別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

1年未満 319,741 60,963 8,449 28,669 417,824 267,089 54,974 7,663 25,742 355,470
1年以上3年未満 176,411 107,835 19,941 1,384 305,573 197,198 130,779 15,776 932 344,687
3年以上5年未満 184,295 90,384 10,245 1,057 285,982 181,440 47,353 13,370 956 243,120
5年以上 256,570 70,478 10,413 1,428 338,890 267,079 72,521 12,067 1,130 352,799
期間の定めのないもの等 125,282 56,764 440 262,589 445,077 128,034 47,538 1,085 306,479 483,138
合計 1,062,301 386,426 49,490 295,129 1,793,348 1,040,843 353,167 49,963 335,241 1,779,215
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 3,081 ／ ／ ／ ／ 3,230
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. その他には現金、預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

○3ヶ月以上延滞エクスポージャー又はデフォルトしたエクスポージャーの状況

(D) 地域別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

国内 10,707 215 49 242 11,214 8,899 783 42 167 9,892
海外 3,387 0 194 69 3,651 2,184 0 38 49 2,272

アジア 340 0 5 12 358 413 0 4 7 425
中南米 839 0 106 0 946 553 0 33 0 586
北米 162 0 9 20 191 295 0 ― 16 311
東欧 59 ― ― ― 59 20 ― ― ― 20
西欧 727 0 73 35 836 673 0 ― 23 697
その他の地域 1,259 ― ― 0 1,259 228 ― ― 1 230

合計 14,095 215 243 311 14,866 11,084 783 81 216 12,165
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 0 ／ ／ ／ ／ 0
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

(E) 業種別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

製造業 4,981 132 35 61 5,210 4,042 718 27 44 4,832
建設業 269 2 ― 6 278 177 0 ― 5 183
不動産業 983 31 0 4 1,020 728 3 1 1 733
各種サービス業 993 7 80 31 1,112 842 8 7 12 871
卸売･小売業 2,053 33 7 130 2,224 1,899 15 6 95 2,017
金融･保険業 720 0 ― 38 758 113 27 0 21 162
個人 1,179 ― ― 10 1,189 1,015 ― ― 9 1,025
その他の業種 2,912 7 121 28 3,070 2,264 9 38 26 2,339
合計 14,095 215 243 311 14,866 11,084 783 81 216 12,165
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 0 ／ ／ ／ ／ 0
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

449

信用リスクに関するエクスポージャーの状況、３ヶ月以上延滞エクスポージャー又はデフォルトしたエクスポージャーの状況



バーゼル規制関連資料

みずほ銀行単体の自己資本の充実の状況

み
ず
ほ
銀
行
　
●
　
単
体
の
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

2016/07/07 17:29:52 / 16223328_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

○貸倒引当金等の状況
　信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー
及び証券化エクスポージャーに係るものを除いています。

(F) 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額(部分直接償却実施後) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
一般貸倒引当金 期首残高 3,399 2,943

当期増加額 2,943 2,569
当期減少額 3,399 2,943
期末残高 2,943 2,569

個別貸倒引当金 期首残高 1,699 1,398
当期増加額 1,398 1,222
当期減少額 1,699 1,398
期末残高 1,398 1,222

特定海外債権引当勘定 期首残高 7 6
当期増加額 6 0
当期減少額 7 6
期末残高 6 0

合計 期首残高 5,106 4,348
当期増加額 4,348 3,791
当期減少額 5,106 4,348
期末残高 4,348 3,791

注) 一般貸倒引当金は、貸借対照表の金額に基づき表示しており、信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーに係るものを除いていません。

(G) 個別貸倒引当金の地域別及び業種別の内訳 (単位：億円)

平成25年度(a) 平成26年度(b) 平成27年度(c) 増減(b)－(a) 増減(c)－(b)
国内 1,000 944 797 △56 △147

製造業 307 293 270 △13 △23
建設業 75 55 31 △20 △23
不動産業 74 38 19 △35 △19
各種サービス業 120 113 114 △7 1
卸売･小売業 320 349 288 29 △61
金融･保険業 0 8 6 7 △1
個人 20 16 15 △4 △0
その他 80 68 50 △12 △18

海外 698 454 424 △244 △29
適用除外分 ― ― ― ― ―
合計 1,699 1,398 1,222 △300 △176
注) 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。

(H) 貸出金償却額の業種別の内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
製造業 36 10
建設業 3 2
不動産業 12 8
各種サービス業 13 14
卸売･小売業 89 79
金融･保険業 0 1
個人 2 1
その他 624 294
適用除外分 ― ―
合計 782 413
注) 1. 損益計算書の貸出金償却の金額から信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーに係るものを除いた計数について、その内訳を表示

しています。
2. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
3. その他には海外分及び非居住者分を含みます。
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○標準的手法が適用されるエクスポージャーの状況

( I ) リスク･ウェイト区分別信用リスク削減効果適用後の残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
オン･バランス オフ･バランス 合計 うち外部格付あり オン･バランス オフ･バランス 合計 うち外部格付あり

リスク･ウェイト

0％ 1,235 ― 1,235 ― 1,297 ― 1,297 ―
10％ ― ― ― ― ― ― ― ―
20％ 32 ― 32 ― 29 ― 29 ―
35％ ― ― ― ― ― ― ― ―
50％ ― ― ― ― ― ― ― ―

100％ 1,813 ― 1,813 ― 1,902 ― 1,902 ―
150％ ― ― ― ― ― ― ― ―
250％ ― ― ― ― ― ― ― ―
350％ ― ― ― ― ― ― ― ―
625％ ― ― ― ― ― ― ― ―

937.5％ ― ― ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 3,082 ― 3,082 ― 3,230 ― 3,230 ―
注) 1. 個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直接償却の額は控除前の残高を記載しています。

2. オフ･バランスのエクスポージャーは与信相当額を記載しています。

(J) 1,250％のリスク･ウェイトが適用されるエクスポージャーの額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
1,250％のリスク･ウェイトが適用されるエクスポージャーの額 ― ―

○内部格付手法が適用されるエクスポージャーの状況

(K) リスク･ウェイト区分別スロッティング･クライテリアに割り当てられた特定貸付債権残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

50％ 6 5
70％ 377 360
90％ 71 11
95％ 806 135

115％ 305 50
120％ ― 154
140％ ― 42
250％ 198 396

デフォルト 283 195
合計 2,050 1,352

(L) リスク･ウェイト区分別マーケット･ベース方式の簡易手法が適用される株式等エクスポージャー残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト
300% 5,064 3,064
400% 121 99

合計 5,185 3,164
注) 簡易手法が適用される株式等エクスポージャーのうち、上場株式については300％、非上場株式については400％のリスク･ウェイトを適用しています。
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(M) 資産区分･格付区分別ポートフォリオ(事業法人等向け) (単位：億円)

平成26年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均
ELdefault(％)

EAD加重平均
リスク･ウェイト(％)

EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

事業法人向け 2.08 36.40 ／ 37.10 711,899 496,104 215,795 204,902 75.02
投資適格ゾーン 0.09 37.84 ／ 25.66 496,715 317,329 179,386 178,421 75.02
非投資適格ゾーン 1.45 32.53 ／ 65.05 203,767 167,913 35,854 26,437 75.03
デフォルト 100.00 42.85 40.14 35.83 11,416 10,861 555 43 75.00

ソブリン向け 0.01 38.61 ／ 1.44 737,812 614,067 123,745 9,429 75.00
投資適格ゾーン 0.00 38.61 ／ 1.35 736,649 613,304 123,344 9,306 75.00
非投資適格ゾーン 0.83 37.14 ／ 57.09 1,162 761 400 122 75.00
デフォルト 100.00 57.51 52.76 62.89 0 0 ― ― ―

金融機関等向け 0.13 36.17 ／ 23.53 131,358 63,774 67,583 26,512 75.00
投資適格ゾーン 0.07 36.33 ／ 21.58 122,705 58,635 64,070 25,584 75.00
非投資適格ゾーン 0.59 33.62 ／ 51.31 8,616 5,103 3,513 927 75.00
デフォルト 100.00 97.29 95.04 29.81 36 36 ― ― ―

PD/LGD方式を適用する
株式等エクスポージャー 0.38 90.00 ／ 131.95 53,389 51,987 1,402 ― ―

投資適格ゾーン 0.06 90.00 ／ 116.24 48,433 47,031 1,402 ― ―
非投資適格ゾーン 1.01 90.00 ／ 262.72 4,834 4,834 ― ― ―
デフォルト 100.00 90.00 ／ 1,192.50 121 121 ― ― ―

合計 0.93 39.13 ／ 23.01 1,634,460 1,225,932 408,527 240,843 75.02
投資適格ゾーン 0.04 39.91 ／ 15.68 1,404,504 1,036,300 368,204 213,312 75.02
非投資適格ゾーン 1.40 33.87 ／ 68.84 218,381 178,613 39,768 27,487 75.02
デフォルト 100.00 43.51 40.84 47.93 11,574 11,019 555 43 75.00

(単位：億円)

平成27年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均
ELdefault(％)

EAD加重平均
リスク･ウェイト(％)

EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

事業法人向け 1.77 36.43 ／ 38.27 730,318 512,483 217,834 219,413 75.02
投資適格ゾーン 0.10 38.05 ／ 27.27 508,647 331,300 177,346 186,627 75.02
非投資適格ゾーン 1.49 32.44 ／ 64.78 212,435 172,414 40,020 32,705 75.02
デフォルト 100.00 38.92 36.34 34.18 9,235 8,769 466 80 75.00

ソブリン向け 0.01 38.29 ／ 1.53 748,769 619,535 129,234 8,287 75.00
投資適格ゾーン 0.00 38.29 ／ 1.41 747,255 618,278 128,977 8,202 75.00
非投資適格ゾーン 0.72 38.13 ／ 61.32 1,513 1,256 257 84 75.00
デフォルト 100.00 56.88 52.15 62.73 0 0 ― ― ―

金融機関等向け 0.13 36.94 ／ 27.01 106,264 58,996 47,268 11,347 75.00
投資適格ゾーン 0.07 37.28 ／ 24.55 96,678 52,096 44,581 10,252 75.00
非投資適格ゾーン 0.49 33.33 ／ 51.81 9,566 6,879 2,687 1,094 75.00
デフォルト 100.00 97.07 94.79 30.21 19 19 ― ― ―

PD/LGD方式を適用する
株式等エクスポージャー 1.70 90.00 ／ 143.10 44,831 44,399 431 ― ―

投資適格ゾーン 0.06 90.00 ／ 112.48 39,532 39,101 431 ― ―
非投資適格ゾーン 0.82 90.00 ／ 246.49 4,598 4,598 ― ― ―
デフォルト 100.00 90.00 ／ 1,191.84 700 700 ― ― ―

合計 0.85 38.79 ／ 23.54 1,630,183 1,235,414 394,769 239,049 75.02
投資適格ゾーン 0.05 39.60 ／ 15.62 1,392,113 1,040,776 351,337 205,083 75.02
非投資適格ゾーン 1.43 33.67 ／ 67.88 228,113 185,148 42,965 33,884 75.02
デフォルト 100.00 42.63 40.23 115.63 9,956 9,489 466 80 75.00

注) 1. 投資適格ゾーンには債務者格付A1～B2が含まれ、非投資適格ゾーンにはC1～E2(E2Rを除く)が、デフォルトにはE2R～H1がそれぞれ含まれます(債務者格付詳細については117ペー
ジに記載しています)。

2. 事業法人向けにはスロッティング･クライテリアに割り当てられた特定貸付債権は含まれません。
3. 各資産区分にはそれぞれ購入債権が含まれています。
4. コミットメントの未引出額、未引出額に乗ずる掛目の加重平均値には、任意の時期に無条件で取消可能又は自動的に取消可能なコミットメントは含まれません。
5. PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーのELは1,250％を乗じてリスク･アセットに計上しています。
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(N) 資産区分･格付区分別ポートフォリオ(リテール向け) (単位：億円)

平成26年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均
ELdefault(％)

EAD加重平均
リスク･ウェイト(％)

EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

居住用不動産向け 1.58 41.39 ／ 32.01 98,470 98,403 66 89 75.00
非デフォルト 0.74 41.37 ／ 32.02 97,635 97,568 66 89 75.00
デフォルト 100.00 43.83 41.42 31.92 835 835 ― ― ―

適格リボルビング型リテール向け 3.17 77.26 ／ 64.56 4,959 3,320 1,638 15,601 10.51
非デフォルト 3.01 77.27 ／ 64.57 4,951 3,314 1,636 15,584 10.50
デフォルト 100.00 71.06 66.84 55.75 8 6 2 16 12.28

その他リテール向け 4.58 53.73 ／ 52.00 25,247 25,109 137 170 65.28
非デフォルト 1.69 54.02 ／ 52.51 24,506 24,405 100 131 56.61
デフォルト 100.00 44.19 41.53 35.15 740 703 37 38 95.01

合計 2.23 45.19 ／ 37.19 128,677 126,834 1,843 15,860 11.46
非デフォルト 1.01 45.21 ／ 37.24 127,092 125,288 1,804 15,805 11.25
デフォルト 100.00 44.14 41.61 33.56 1,584 1,545 39 54 70.15

(単位：億円)

平成27年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均
ELdefault(％)

EAD加重平均
リスク･ウェイト(％)

EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

居住用不動産向け 1.47 41.01 ／ 31.73 95,664 95,589 75 100 75.00
非デフォルト 0.73 40.99 ／ 31.72 94,950 94,875 75 100 75.00
デフォルト 100.00 43.33 40.82 33.18 713 713 ― ― ―

適格リボルビング型リテール向け 3.16 76.66 ／ 64.40 5,613 3,728 1,884 16,092 11.71
非デフォルト 3.02 76.67 ／ 64.41 5,605 3,722 1,882 16,076 11.71
デフォルト 100.00 70.50 66.11 58.16 7 5 2 15 14.16

その他リテール向け 4.41 52.03 ／ 50.15 23,727 23,579 147 177 64.05
非デフォルト 1.71 52.26 ／ 50.53 23,075 22,963 111 138 56.00
デフォルト 100.00 44.14 41.34 37.02 652 616 36 38 92.69

合計 2.11 44.70 ／ 36.69 125,005 122,897 2,107 16,369 12.66
非デフォルト 1.02 44.71 ／ 36.71 123,631 121,562 2,068 16,315 12.47
デフォルト 100.00 43.87 41.22 35.14 1,374 1,335 38 54 70.16

注) 1. 各資産区分にはそれぞれ購入債権が含まれています。
2. コミットメントの未引出額、未引出額に乗ずる掛目の加重平均値には、任意の時期に無条件で取消可能又は自動的に取消可能なコミットメントは含まれません。

(O) エクスポージャー別損失の実績値 (単位：億円)

平成26年4月～平成27年3月 平成27年4月～平成28年3月
実績値 実績値

事業法人向け 1,303 203
ソブリン向け △0 △0
金融機関等向け △12 △5
居住用不動産向け ／ ／
適格リボルビング型リテール向け 22 5
その他リテール向け ／ ／
合計 1,313 203
注) 実績値は、当該期間の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金(うち要管理先以下)等の増減額、及び無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損等の合計額で

す。なお、PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーに係る実績値については含めていません。

[要因分析]
　事業法人向けエクスポージャーの損失が大幅に減少し、損失の実績
値合計は前回比△1,110億円の203億円となりました。
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(P) エクスポージャー別損失の推計値と実績値の対比 (単位：億円)

平成19年4月～平成20年3月
旧みずほ銀行 旧みずほコーポレート銀行

推計値(平成19年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成19年3月末基準の期待損失額) 実績値
引当控除後 引当控除後

事業法人向け 4,547 1,564 1,414 5,537 203 △472
ソブリン向け 18 18 ― 27 21 △5
金融機関等向け 41 41 ― 77 38 △26
居住用不動産向け ／ ／ ／ ／ ／ ／
適格リボルビング型リテール向け 66 23 △0 ／ ／ ／
その他リテール向け ／ ／ ／ ／ ／ ／
合計 4,673 1,647 1,413 5,642 263 △505

(単位：億円)

平成20年4月～平成21年3月
旧みずほ銀行 旧みずほコーポレート銀行

推計値(平成20年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成20年3月末基準の期待損失額) 実績値
引当控除後 引当控除後

事業法人向け 5,617 2,219 2,424 5,106 948 892
ソブリン向け 5 5 0 6 6 △0
金融機関等向け 15 15 27 38 34 228
居住用不動産向け ／ ／ ／ ／ ／ ／
適格リボルビング型リテール向け 70 28 18 ／ ／ ／
その他リテール向け ／ ／ ／ ／ ／ ／
合計 5,709 2,268 2,470 5,151 989 1,120

(単位：億円)

平成21年4月～平成22年3月
旧みずほ銀行 旧みずほコーポレート銀行

推計値(平成21年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成21年3月末基準の期待損失額) 実績値
引当控除後 引当控除後

事業法人向け 8,022 2,845 831 4,712 1,598 750
ソブリン向け 8 7 △0 8 8 △0
金融機関等向け 57 29 12 1,161 928 1
居住用不動産向け ／ ／ ／ ／ ／ ／
適格リボルビング型リテール向け 94 33 2 ／ ／ ／
その他リテール向け ／ ／ ／ ／ ／ ／
合計 8,183 2,916 845 5,882 2,535 751

(単位：億円)

平成22年4月～平成23年3月
旧みずほ銀行 旧みずほコーポレート銀行

推計値(平成22年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成22年3月末基準の期待損失額) 実績値
引当控除後 引当控除後

事業法人向け 7,756 2,545 305 4,738 1,611 △118
ソブリン向け 6 6 0 8 7 △0
金融機関等向け 68 28 6 318 84 △8
居住用不動産向け ／ ／ ／ ／ ／ ／
適格リボルビング型リテール向け 93 30 12 ／ ／ ／
その他リテール向け ／ ／ ／ ／ ／ ／
合計 7,925 2,611 324 5,065 1,704 △127

(単位：億円)

平成23年4月～平成24年3月
旧みずほ銀行 旧みずほコーポレート銀行

推計値(平成23年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成23年3月末基準の期待損失額) 実績値
引当控除後 引当控除後

事業法人向け 6,365 2,137 34 3,142 1,285 229
ソブリン向け 6 6 0 6 6 △0
金融機関等向け 76 30 8 247 38 △21
居住用不動産向け ／ ／ ／ ／ ／ ／
適格リボルビング型リテール向け 114 38 △8 ／ ／ ／
その他リテール向け ／ ／ ／ ／ ／ ／
合計 6,563 2,212 34 3,396 1,330 207
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(単位：億円)

平成24年4月～平成25年3月
旧みずほ銀行 旧みずほコーポレート銀行

推計値(平成24年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成24年3月末基準の期待損失額) 実績値
引当控除後 引当控除後

事業法人向け 5,258 1,754 98 2,823 870 663
ソブリン向け 23 23 ― 7 7 0
金融機関等向け 84 29 △7 80 35 △18
居住用不動産向け ／ ／ ／ ／ ／ ／
適格リボルビング型リテール向け 102 34 3 ／ ／ ／
その他リテール向け ／ ／ ／ ／ ／ ／
合計 5,468 1,842 94 2,911 912 644

(単位：億円)

平成25年4月～平成26年3月 平成26年4月～平成27年3月
推計値(平成25年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成26年3月末基準の期待損失額) 実績値

引当控除後 引当控除後
事業法人向け 7,642 2,344 △404 5,849 1,912 1,303
ソブリン向け 16 15 △0 15 14 △0
金融機関等向け 136 76 △12 95 49 △12
居住用不動産向け ／ ／ ／ ／ ／ ／
適格リボルビング型リテール向け 108 37 3 112 37 22
その他リテール向け ／ ／ ／ ／ ／ ／
合計 7,904 2,474 △412 6,073 2,013 1,313

(単位：億円)

平成27年4月～平成28年3月
推計値(平成27年3月末基準の期待損失額) 実績値

引当控除後
事業法人向け 5,798 1,062 203
ソブリン向け 14 14 △0
金融機関等向け 81 47 △5
居住用不動産向け ／ ／ ／
適格リボルビング型リテール向け 120 23 5
その他リテール向け ／ ／ ／
合計 6,015 1,147 203
注) 1. ｢引当控除後｣の推計値は当該期初の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金(うち要管理先以下)等を控除した額です。なお、PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーに係

る推計値については含めていません。
2. 実績値は、当該期間の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金(うち要管理先以下)等の増減額、及び無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損等の合計額

です。なお、PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーに係る実績値については含めていません。
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■信用リスク削減手法

(4) ポートフォリオ区分別信用リスク削減手法
　担保及び保証による信用リスク削減手法の効果を勘案したエクス
ポージャーの額は以下のとおりです。

(単位：億円)

平成26年度 平成27年度
金融資産担保 資産担保 保証 クレジット･

デリバティブ
合計 金融資産担保 資産担保 保証 クレジット･

デリバティブ
合計

内部格付手法 25,880 47,309 78,544 437 152,172 11,655 49,949 74,050 341 135,997
事業法人向け 14,926 45,115 64,345 437 124,825 6,354 47,457 61,956 341 116,109
ソブリン向け 84 14 6,712 ― 6,812 132 13 5,041 ― 5,187
金融機関等向け 10,594 6 479 ― 11,080 4,912 6 577 ― 5,497
リテール向け 274 2,173 7,006 ― 9,454 256 2,472 6,474 ― 9,203

居住用不動産向け ― ― 1,547 ― 1,547 ― ― 1,510 ― 1,510
適格リボルビング
型リテール向け ― ― 2 ― 2 ― ― 2 ― 2

その他リテール向け 274 2,173 5,456 ― 7,904 256 2,472 4,962 ― 7,691
その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

標準的手法 ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
ソブリン向け ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
金融機関等向け ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
法人等向け ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
抵当権付住宅ローン ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
証券化 ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
その他 ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―

合計 25,880 47,309 78,544 437 152,172 11,655 49,949 74,050 341 135,997
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■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク

(5) 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクの状況

(A) 派生商品取引及び長期決済期間取引の状況

〈派生商品取引〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
カレント･エクスポージャー方式 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

外国為替関連取引 34,579 28,699 63,279 27,349 28,032 55,381
金利関連取引 56,547 29,914 86,461 70,840 28,361 99,201
金関連取引 ― ― ― ― ― ―
株式関連取引 19 117 136 224 135 360
貴金属(金を除く)関連取引 ― ― ― ― ― ―
その他のコモディティ関連取引 413 347 761 535 320 855
クレジット･デリバティブ取引 44 260 305 39 217 257

小計 ① 91,604 59,339 150,944 98,988 57,067 156,056
一括清算ネッティング契約による
与信相当額削減効果(△) ② ／ ／ 101,613 ／ ／ 106,322

小計 ③＝①＋② ／ ／ 49,330 ／ ／ 49,733
担保付デリバティブ取引における
信用リスク削減手法効果勘案(△) ④ ／ ／ ― ／ ／ ―

合計 ③＋④ ／ ／ 49,330 ／ ／ 49,733

標準方式 与信相当額 与信相当額
合計 ／ ／
注) 与信相当額の算出方法はカレント･エクスポージャー方式を用いています。

〈長期決済期間取引〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

長期決済期間取引 1 29 31 494 96 590
注) 1. 与信相当額の算出方法はカレント･エクスポージャー方式を用いています。

2. 長期決済期間取引について、｢一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果｣及び｢担保付取引における信用リスク削減手法効果｣の適用はありません。

(B) 信用リスク削減手法適用額(種類別) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
金融資産担保 7,151 4,826
資産担保 263 399
保証･その他 149 92
合計 7,564 5,317

(C) 与信相当額算出の対象となるクレジット･デリバティブの想定元本額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
想定元本額 想定元本額

クレジット･デリバティブの種類
クレジット･デフォルト･スワップ プロテクションの購入 2,448 2,171

プロテクションの提供 2,502 1,973
トータル･リターン･スワップ プロテクションの購入 ― ―

プロテクションの提供 ― ―
合計 プロテクションの購入 2,448 2,171

プロテクションの提供 2,502 1,973
注) なお、信用リスク削減手法として用いたクレジット･デリバティブは以下のとおりです。

(単位：億円)

平成26年度 平成27年度

信用リスク削減手法として用いたクレジット･デリバティブ 609 577
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■証券化エクスポージャー

(6) 証券化エクスポージャーの定量的開示項目

○オリジネーターとしての証券化エクスポージャー(信用リスク･アセットの額の算出対象)

(A) 原資産の種類別の情報 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ① ― 700 ― ― ― ― ― 700

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― 4 ― ― ― ― ― 4
当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引
原資産の額 ② ― ― ― ― 1,735 ― ― 1,735

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

原資産の額の合計 ①＋② ― 700 ― ― 1,735 ― ― 2,436

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ① ― 588 ― ― ― ― ― 588

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― 3 ― ― ― ― ― 3
当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引
原資産の額 ② ― ― ― ― 706 ― ― 706

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

原資産の額の合計 ①＋② ― 588 ― ― 706 ― ― 1,295
注) 1. ｢当期｣に関する情報については、平成26年度、平成27年度、それぞれにおける累計額を記載しています。

2. 合成型証券化取引の｢うちデフォルトしたエクスポージャーの額｣、｢当期の損失額｣は、当該取引におけるデフォルト定義等をベースに記載しています。
3. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
5. 合成型証券化取引によるリスク移転(ヘッジ)の自己資本比率算出上のリスク削減効果については、｢(B)保有する証券化エクスポージャーに関する情報｣の｢所要自己資本額｣において反映し

ています。

〈証券化取引を目的として保有している資産〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引を目的として保有している資産 ― ― ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引を目的として保有している資産 ― ― ― ― ― ― ― ―
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(B) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報

〈原資産種類別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

オン･バランス ― 240 ― ― 1,687 ― ― 1,928
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― ― ― 48 ― ― 48
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― 240 ― ― 1,735 ― ― 1,976
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― 1,215 ― ― 1,215

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

オン･バランス ― 240 ― ― 706 ― ― 947
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― 240 ― ― 706 ― ― 947
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― 645 ― ― 645
注) 1. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。

2. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
3. ｢原資産が海外資産である取引｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. ｢再証券化エクスポージャー｣については、平成26年度、平成27年度ともに金融庁告示第1条2の2号に該当するものを記載しています(以下同様)。

〈リスク･ウェイト区分別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 1,453 ― 45 ― 1,499 ―
～50％ 88 ― ― ― 88 ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ 280 ― ― ― 280 ―
～650％ 32 ― ― ― 32 ―

～1,250％未満 73 ― 2 ― 76 ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 1,928 ― 48 ― 1,976 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 627 ― ― ― 627 ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ 257 ― ― ― 257 ―
～650％ 61 ― ― ― 61 ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 947 ― ― ― 947 ―
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〈リスク･ウェイト区分別の所要自己資本の額〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 10 ― 0 ― 10 ―
～50％ 2 ― ― ― 2 ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ 36 ― ― ― 36 ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 7 ― 0 ― 7 ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 57 ― 0 ― 57 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 3 ― ― ― 3 ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ 27 ― ― ― 27 ―
～650％ 5 ― ― ― 5 ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 36 ― ― ― 36 ―

〈保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

～20％ ― ―
～50％ ― ―

～100％ ― ―
～250％ ― ―
～650％ ― ―
650％超 ― ―

合計 ― ―
注) 信用リスク削減手法の効果を勘案した再証券化エクスポージャーについて、効果勘案後のリスク･ウェイトに基づき記載しています。

〈証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― 1 ― ― ― ― ― 1

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ― ― ― ― ― ― ―
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○流動化プログラム(ABCP/ABL)のスポンサーとしての証券化エクスポージャー(信用リスク･アセットの額の
算出対象)

(C) 原資産の種類別の情報 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 1,390 ― 219 502 4,770 ― 1,026 7,909
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― 62 ― ― 62

原資産に関する当期の想定損失額 24 ― 8 1 81 ― 13 129
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 10,857 ― 2,108 5,260 26,401 ― 6,342 50,970

(単位：億円)
平成27年度

クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計
原資産の額 608 ― 1,032 1,615 4,002 ― 612 7,871

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― 33 ― ― 33
原資産に関する当期の想定損失額 15 ― 8 36 50 ― 22 133
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 12,635 ― 8,623 6,488 30,776 ― 8,287 66,810
注）1. ｢当期｣に関する情報については、平成26年度、平成27年度、それぞれにおける累計額を記載しています。

２. デフォルトしたエクスポージャーの額は、原資産のうち、自己資本比率の算出においてデフォルトとして認識した額を記載しています。
３. 原資産に関する当期の想定損失額については、基準日時点の原資産残高及び自己資本比率の算出に使用される下記パラメータ等を用いた原資産に関する損失額の推計値を記載しています。

●指定関数方式を適用する場合に原資産の所要自己資本額算出に使用したパラメータ(PD等)
●原資産が証券化エクスポージャーの場合に、外部格付準拠方式のリスク･ウェイトを保守的に適用

４. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、｢その他｣に記載しています。
５. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。

(D) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報

〈原資産種類別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

オン･バランス 648 ― 3 ― 2,835 ― 687 4,175
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス 1,241 ― 631 385 3,257 ― 730 6,246
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 1,890 ― 635 385 6,092 ― 1,417 10,421
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) 1,353 ― 631 81 3,012 ― 1,091 6,169

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

オン･バランス 75 ― 541 428 2,493 ― 292 3,832
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス 1,615 ― 909 268 2,052 ― 318 5,164
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 1,691 ― 1,450 697 4,546 ― 610 8,996
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) 1,115 ― 901 535 2,003 ― 318 4,873
注）1. 保有する証券化エクスポージャーの額については、所要自己資本賦課の対象となる流動化プログラムの未使用残高が含まれています。

２. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、｢その他｣に記載しています。
３. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
４. ｢原資産が海外資産である取引｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
５. ｢再証券化エクスポージャー｣については、平成26年度、平成27年度ともに金融庁告示第1条2の2号に該当するものを記載しています(以下同様)。
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〈リスク･ウェイト区分別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 3,996 ― 6,246 ― 10,243 ―
～50％ 151 ― ― ― 151 ―

～100％ 26 ― ― ― 26 ―
～250％ 0 ― ― ― 0 ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 4,175 ― 6,246 ― 10,421 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 3,776 ― 5,164 ― 8,940 ―
～50％ 21 ― ― ― 21 ―

～100％ 35 ― ― ― 35 ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 3,832 ― 5,164 ― 8,996 ―

〈リスク･ウェイト区分別の所要自己資本の額〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 28 ― 38 ― 66 ―
～50％ 4 ― ― ― 4 ―

～100％ 1 ― ― ― 1 ―
～250％ 0 ― ― ― 0 ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 33 ― 38 ― 71 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 24 ― 31 ― 56 ―
～50％ 0 ― ― ― 0 ―

～100％ 1 ― ― ― 1 ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 26 ― 31 ― 58 ―

〈保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

～20％ ― ―
～50％ ― ―

～100％ ― ―
～250％ ― ―
～650％ ― ―
650％超 ― ―

合計 ― ―
注) 信用リスク削減手法の効果を勘案した再証券化エクスポージャーについて、効果勘案後のリスク･ウェイトに基づき記載しています。
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○投資家としての証券化エクスポージャー(信用リスク･アセットの額の算出対象)

(E) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報

〈原資産種類別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計

オン･バランス 406 9,406 2,226 92 2,413 169 2,505 17,220
うち再証券化エクスポージャー ― 97 ― ― 119 ― ― 217

オフ･バランス 1,202 ― 734 ― 329 ― 117 2,383
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 1,609 9,406 2,960 92 2,742 169 2,623 19,604
(うち再証券化エクスポージャー) ― 97 ― ― 119 ― ― 217
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― 0 ― ― ― ― ― 0

(うち原資産が海外資産である取引) 1,565 0 2,836 ― 2,742 ― 2,081 9,227

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計

オン･バランス 439 9,414 4,416 1,078 4,274 ― 3,059 22,683
うち再証券化エクスポージャー ― 46 ― ― 58 ― ― 104

オフ･バランス 1,070 ― 1,743 535 1,694 ― ― 5,043
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 1,510 9,414 6,160 1,613 5,968 ― 3,059 27,727
(うち再証券化エクスポージャー) ― 46 ― ― 58 ― ― 104
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― 0 ― ― ― ― ― 0

(うち原資産が海外資産である取引) 1,510 0 6,093 1,573 5,968 ― 2,615 17,761
注）1. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、｢その他｣に記載しています。

２. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
３. ｢原資産が海外資産である取引｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
４. ｢再証券化エクスポージャー｣については、平成26年度、平成27年度ともに金融庁告示第1条2の2号に該当するものを記載しています(以下同様)。

〈リスク･ウェイト区分別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 16,775 97 2,383 ― 19,159 97
～50％ 389 119 ― ― 389 119

～100％ 55 ― ― ― 55 ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ 0 ― ― ― 0 ―

合計 17,220 217 2,383 ― 19,604 217

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 22,344 46 5,043 ― 27,388 46
～50％ 338 58 ― ― 338 58

～100％ 0 ― ― ― 0 ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ 0 ― ― ― 0 ―

合計 22,683 104 5,043 ― 27,727 104
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〈リスク･ウェイト区分別の所要自己資本の額〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 100 1 15 ― 115 1
～50％ 9 3 ― ― 9 3

～100％ 4 ― ― ― 4 ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ 0 ― ― ― 0 ―

合計 114 4 15 ― 130 4

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 124 0 30 ― 154 0
～50％ 6 1 ― ― 6 1

～100％ 0 ― ― ― 0 ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ 0 ― ― ― 0 ―

合計 131 2 30 ― 161 2

〈保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

～20％ ― ―
～50％ ― 25

～100％ ― ―
～250％ ― ―
～650％ ― ―
650％超 ― ―

合計 ― 25
注) 信用リスク削減手法の効果を勘案した再証券化エクスポージャーについて、効果勘案後のリスク･ウェイトに基づき記載しています。
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○オリジネーターとしての証券化エクスポージャー(マーケット･リスク相当額の算出対象)

(Ｆ) 原資産の種類別の情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(Ｇ) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

○流動化プログラム(ABCP/ABL)のスポンサーとしての証券化エクスポージャー(マーケット･リスク相当額の
算出対象)

(Ｈ) 原資産の種類別の情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

( I ) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

○投資家としての証券化エクスポージャー(マーケット･リスク相当額の算出対象)

(Ｊ) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。
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■マーケット･リスク
　マーケット･リスクに関わる市場リスク管理態勢等については、
120～125ページをご覧ください。

○トレーディング業務

トレーディング業務における市場リスク量(VAR)の推移 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
期末日 14 26
最大値 27 43
最小値 6 7
平均値 15 22
バックテスト超過回数 5回 2回
注）1. 市場リスク量(VAR)は内部モデルによる算出分です。

２. バックテスト超過回数は、期末日より250営業日前までに超過した回数です。マーケ
ット･リスク相当額算出に使用する乗数が決定されます。

VARの手法
線形リスク ：分散･共分散法
非線形リスク ：モンテカルロシミュレーション法
ＶＡＲ ：線形リスクと非線形リスクの単純合算
定量基準 ：①信頼区間　片側99％

②保有期間　１日
③観測期間　１年(265営業日)

トレーディング業務におけるストレスVARの推移 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
期末日 33 42
最大値 90 74
最小値 21 16
平均値 40 44

ストレスVARの手法
線形リスク ：分散･共分散法
非線形リスク ：モンテカルロシミュレーション法
ストレスＶＡＲ ：線形リスクと非線形リスクの単純合算
定量基準 ：①信頼区間　片側99％

②保有期間　１日
③観測期間　１年(265営業日)

○アウトライヤー基準

｢アウトライヤー基準｣の結果 (単位：億円)

損失額 総自己資本 自己資本に対する割合
平成27年３月末基準 5,036 85,975 5.8%
平成28年３月末基準 4,682 85,763 5.4%

うち円金利の影響 616 ／ ／
ドル金利の影響 3,230 ／ ／
ユーロ金利の影響 609 ／ ／

注) マーケット･リスクに関する各種定義は125ページに記載しています。
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■銀行勘定における株式等エクスポージャー

(7) 銀行勘定における株式等エクスポージャーの状況

(A) 貸借対照表計上額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸借対照表計上額 時価 貸借対照表計上額 時価

上場株式等エクスポージャー 39,943 41,539 33,009 34,630
上記以外の株式等エクスポージャー 9,052 ／ 10,093 ／
合計 48,996 ／ 43,102 ／
注) 株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

(B) 株式等エクスポージャーに係る売却損益 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
売却損益 売却損益売却益 売却損 売却益 売却損

株式等エクスポージャーの売却 958 1,018 60 1,944 2,343 398
注) 損益計算書の株式等売却損益の計数を表示しています。

(C) 株式等エクスポージャーに係る償却損益 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
償却損益 償却損益

株式等エクスポージャーの償却 △6 △74
注) 損益計算書の株式等償却の計数を表示しています。

(D) 貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
評価差額 評価差額評価益 評価損 評価益 評価損

株式等エクスポージャー 19,732 20,069 336 14,435 15,194 759
注) 株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

(E) 貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
差額 差額評価益 評価損 評価益 評価損

株式等エクスポージャー 1,595 1,595 ― 1,620 1,641 20
注) 株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

(F) ポートフォリオ区分別株式等エクスポージャー (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
PD／LGD方式 53,389 44,831
マーケット･ベース方式(簡易手法適用分) 5,185 3,164
マーケット･ベース方式(内部モデル手法適用分) ― ―
合計 58,575 47,996

467

銀行勘定における株式等エクスポージャーの状況
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■流動性カバレッジ比率

　バーゼル銀行監督委員会の合意に基づく流動性規制として、平成27
年3月末基準より流動性カバレッジ比率の最低水準を充足することが
求められています。
　当行の単体流動性カバレッジ比率(以下「単体LCR」)の算出は｢銀
行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその経営の健全性を判断する
ための基準として定める流動性に係る健全性を判断するための基準｣
(平成26年金融庁告示第60号、以下｢告示第60号｣)に則っています。

　当行が本頁で行う情報開示は、｢銀行法施行規則第19条の2第1項第
5号ホ等の規定に基づき、流動性に係る経営の健全性の状況について
金融庁長官が別に定める事項｣(平成27年金融庁告示第7号)に則って
います。
　流動性に係る経営の健全性の状況は以下のとおりです。

(単位：百万円、件)

項目 平成27年度第3四半期 平成27年度第4四半期
適格流動資産 (１) ／ ／
1 適格流動資産の合計額 49,286,314 47,838,667

資金流出額 (２) 資金流出率を
乗じる前の額

資金流出率を
乗じた後の額

資金流出率を
乗じる前の額

資金流出率を
乗じた後の額

2 リテール無担保資金調達に係る資金流出額 41,937,380 3,359,207 42,057,839 3,365,009
3 うち、安定預金の額 11,956,169 358,685 12,048,321 361,449
4 うち、準安定預金の額 29,981,210 3,000,522 30,009,517 3,003,559
5 ホールセール無担保資金調達に係る資金流出額 52,770,634 31,875,999 53,839,976 32,173,937
6 うち、適格オペレーショナル預金の額 0 0 0 0

7 うち、適格オペレーショナル預金及び負債性有価証券以外の
ホールセール無担保資金調達に係る資金の額 44,661,937 23,767,302 46,526,898 24,860,859

8 うち、負債性有価証券の額 8,108,696 8,108,696 7,313,078 7,313,078
9 有担保資金調達等に係る資金流出額 ／ 608,028 ／ 343,947

10 デリバティブ取引等、資金調達プログラム及び与信･流動性ファ
シリティに係る資金流出額 24,918,079 6,118,091 24,048,504 6,290,272

11 うち、デリバティブ取引等に係る資金流出額 1,689,761 1,689,761 1,831,004 1,831,004
12 うち、資金調達プログラムに係る資金流出額 0 0 0 0
13 うち、与信･流動性ファシリティに係る資金流出額 23,228,317 4,428,329 22,217,499 4,459,268
14 資金提供義務に基づく資金流出額等 972,049 630,478 2,067,777 564,218
15 偶発事象に係る資金流出額 68,427,506 611,349 68,072,404 631,843
16 資金流出合計額 ／ 43,203,155 ／ 43,369,228

資金流入額 (３) 資金流入率を
乗じる前の額

資金流入率を
乗じた後の額

資金流入率を
乗じる前の額

資金流入率を
乗じた後の額

17 有担保資金運用等に係る資金流入額 571,610 113,922 589,882 139,412
18 貸付金等の回収に係る資金流入額 8,922,989 5,981,122 8,472,198 5,885,611
19 その他資金流入額 2,227,937 1,162,872 2,259,068 1,255,563
20 資金流入合計額 11,722,537 7,257,917 11,321,148 7,280,587
単体流動性カバレッジ比率 (４) ／ ／
21 算入可能適格流動資産の合計額 ／ 49,286,314 ／ 47,838,667
22 純資金流出額 ／ 35,945,237 ／ 36,088,641
23 単体流動性カバレッジ比率 ／ 137.2％ ／ 132.7％
24 平均値計算用データ数 3 3

注) １. 項番1～23には四半期平均値(項番24に記載されたデータ数での平均値)を記載しております。
2. 項番6については、告示第60号第29条の「適格オペレーショナル預金に係る特例」を適用していません。
3. 項番11については、告示第60号第38条の「シナリオ法による時価変動時所要追加担保額」を適用していません。
4. 項番14のうち告示第60号第60条の「その他契約に基づく資金流出額」、及び項番15のうち告示第60号第53条の｢その他偶発事象に係る資金流出額｣、項番19のうち告示第60号第73

条の「その他契約に基づく資金流入額」について開示が必要となる重要な項目はありません。

平成27年度
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

単体LCR(四半期平均) 128.6% 131.4% 137.2% 132.7%

　当行の単体LCRは、流動性規制で求められる最低水準及び最終的な
規制水準(100%)を上回っており問題なく、大きな変動もありませ
ん。
　また、今回開示した単体LCRの水準は当初の見通しと大きく異なら
ず、今後も大きく乖離することは想定していません。

　算入可能適格流動資産の通貨又は種類等の構成や所在地に著しい変
動はありません。
　なお、主要な通貨において、算入可能適格流動資産の合計額と純資
金流出額の間に、資金繰りに影響を与えるような著しい通貨のミスマ
ッチはありません。
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■役職員の報酬等について

(8) 定量的開示事項
　開示の対象となる金融庁告示に規定されている｢対象役員｣及び｢対
象従業員等｣(あわせて｢対象役職員｣)の範囲については、以下のとお
りです。

①｢対象役員｣の範囲
　｢対象役員｣は、当行の取締役及び監査役です。なお、社外取締
役及び社外監査役を除いています。

②｢対象従業員等｣の範囲
　当行では、当行の執行役員及び職員のうち、｢高額の報酬等を
受ける者｣、かつ｢当行の業務の運営又は財産の状況に重要な影響
を与える者｣等を｢対象従業員等｣として、開示の対象としていま
す。

(ア)｢高額の報酬等を受ける者｣の範囲
　｢高額の報酬等を受ける者｣とは、403ページ1.②(イ)に記
載の基準額以上の報酬等を受ける者をさします。

(イ)｢当行の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与える
者｣の範囲
　｢当行の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与える
者｣とは、その者が通常行う取引や管理する事項が、当行の
業務の運営に相当程度の影響を与え、又は取引等に損失が発
生することにより財産の状況に重要な影響を与える者をい
います。具体的には、当行の執行役員及び市場部門の従業員
等を含みます。

〈｢対象役職員｣の報酬等の総額〉 (単位：百万円)

平成27年度
人数 報酬等

の総額
固定報酬

の総額
基本報酬 株式報酬型

ストックオプション
その他

対象役員(除く社外役員) 14 427 427 426 ― 0
対象従業員等 85 6,456 3,167 2,954 ― 212

うち海外 85 6,456 3,167 2,954 ― 212

(単位：百万円)

平成27年度
変動報酬

の総額
基本報酬 賞与 その他 退職慰労金 その他

対象役員(除く社外役員) ― ― ― ― ― ―
対象従業員等 3,259 ― 3,259 0 30 ―

うち海外 3,259 ― 3,259 0 30 ―
注) 1. 当事業年度より前に繰延べられていた固定報酬のうち、当事業年度に支払われた報酬は43百万円(対象役員43百万円)です。なお、当事業年度末における固定報酬の繰延残高は、403百万

円(対象役員332百万円、対象従業員等71百万円)です。
2. 変動報酬の総額には、当事業年度において発生した繰延べ報酬979百万円(全額対象従業員等に対する報酬であり、業績不振等に伴い将来支払わない可能性があります。)が含まれていま

す。また、当事業年度より前に繰延べられていた変動報酬のうち、当事業年度に支払われた報酬は、415百万円(対象従業員等415百万円)です。なお、当事業年度末における変動報酬の繰
延残高は、1,417百万円(対象従業員等1,417百万円)です。

3. 対象従業員等に係る報酬等の総額には、解職・離職に伴う手当額1百万円（対象者数1人）、休業手当等26百万円（対象者数1名）が含まれています。
4. 当行の取締役、執行役員に対する当事業年度に係る変動報酬については、現時点で金額が確定していないため、上記の報酬等には含めておりませんが、会計上は、所要の引当金を計上致し

ております。
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■連結の範囲

(1) 連結自己資本比率の算出における連結の範囲

(A) 連結財務諸表規則に基づき連結の範囲(以下｢会計連結範囲｣)に含まれる会社との相違点
平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(B) 連結子会社の数
平成26年度 平成27年度

連結子会社 10社 13社

　主要な連結子会社は､みずほ不動産販売株式会社､Mizuho Trust 
&  B a n k i n g  C o .  ( U S A ) ､ M i z u h o  T r u s t  &  
Banking(Luxembourg) S.A.です。

　各連結子会社の主要な業務の内容については､170～180ページ
をご覧ください。

(C) 自己資本比率告示第9条が適用される金融業務を営む関連法人等
平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(D) 連結グループに属する会社であって会計連結範囲に含まれないもの及び連結グループに属しない会社であっ
て会計連結範囲に含まれるもの
平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(E) 連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等
平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(F) その他金融機関等であって銀行の子法人等であるもののうち、規制上の所要自己資本を下回った会社
平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。
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■自己資本の構成

(2) 自己資本の構成等について

(A) 自己資本の構成に関する開示事項(連結(国際統一基準)) (単位：百万円、％)

国際様式の
該当番号 項目 平成26年度 平成27年度経過措置による

不算入額
経過措置による

不算入額
普通株式等Tier1資本に係る基礎項目 (1)

1a＋2－1c－26 普通株式に係る株主資本の額 407,502 ／ 427,893 ／
1a うち資本金及び資本剰余金の額 262,874 ／ 262,967 ／
2 うち利益剰余金の額 173,912 ／ 185,425 ／

1c うち自己株式の額(△) ― ／ ― ／
26 うち社外流出予定額(△) 29,284 ／ 20,499 ／

うち上記以外に該当するものの額 ― ／ ― ／
1b 普通株式に係る新株予約権の額 ― ／ ― ／
3 その他の包括利益累計額及びその他公表準備金の額 55,469 83,204 55,795 37,197
5 普通株式等Tier1資本に係る調整後非支配株主持分の額 ― ／ ― ／

経過措置により普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額
に算入されるものの額の合計額 1,906 ／ 1,661 ／

うち非支配株主持分等に係る経過措置により普通株式等
Tier1資本に係る基礎項目の額に算入されるものの額 1,906 ／ 1,661 ／

6 普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額 (イ) 464,878 ／ 485,351 ／
普通株式等Tier1資本に係る調整項目 (2)

8＋9 無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係るもの
を除く｡)の額の合計額 6,795 10,193 22,275 14,850

8 うちのれんに係るもの(のれん相当差額を含む｡)の額 ― ― 9,758 6,505

9 うちのれん及びモーゲージ･サービシング･ライツに係る
もの以外のものの額 6,795 10,193 12,517 8,344

10 繰延税金資産(一時差異に係るものを除く｡)の額 0 0 13 8
11 繰延ヘッジ損益の額 △670 △1,005 300 200
12 適格引当金不足額 979 1,470 541 362
13 証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 46 69 52 35

14 負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資
本に算入される額 ― ― ― ―

15 退職給付に係る資産の額 13,399 20,099 16,718 11,145
16 自己保有普通株式(純資産の部に計上されるものを除く｡)の額 ― ― ― ―
17 意図的に保有している他の金融機関等の普通株式の額 ― ― ― ―
18 少数出資金融機関等の普通株式の額 153 229 ― ―

19＋20＋21 特定項目に係る10％基準超過額 ― ― ― ―

19 うちその他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普
通株式に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―

20 うち無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係
るものに限る｡)に関連するものの額 ― ― ― ―

21 うち繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に関連す
るものの額 ― ― ― ―

22 特定項目に係る15％基準超過額 ― ― ― ―

23 うちその他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普
通株式に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―

24 うち無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係
るものに限る｡)に関連するものの額 ― ― ― ―

25 うち繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に関連す
るものの額 ― ― ― ―

27 その他Tier1資本不足額 ― ／ 5,044 ／
28 普通株式等Tier1資本に係る調整項目の額 (ロ) 20,703 ／ 44,947 ／

普通株式等Tier1資本
29 普通株式等Tier1資本の額((イ)－(ロ)) (ハ) 444,175 ／ 440,404 ／

(次ページへ続く)
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(続き) (単位：百万円、％)

国際様式の
該当番号 項目 平成26年度 平成27年度経過措置による

不算入額
経過措置による

不算入額
その他Tier1資本に係る基礎項目 (3)

30　31a その他Tier1資本調達手段に係る株主資本の額及びその内訳 ― ／ ― ／
30　31b その他Tier1資本調達手段に係る新株予約権の額 ― ／ ― ／
30  　32 その他Tier1資本調達手段に係る負債の額 ― ／ ― ／
30 特別目的会社等の発行するその他Tier1資本調達手段の額 ― ／ ― ／
34－35 その他Tier1資本に係る調整後非支配株主持分等の額 1,345 ／ 1,454 ／

33＋35 適格旧Tier1資本調達手段の額のうちその他Tier1資本に係
る基礎項目の額に含まれる額 ― ／ ― ／

33 うち銀行及び銀行の特別目的会社等の発行する資本調達
手段の額 ― ／ ― ／

35 うち銀行の連結子法人等(銀行の特別目的会社等を除く｡)
の発行する資本調達手段の額 ― ／ ― ／

経過措置によりその他Tier1資本に係る基礎項目の額に算入
されるものの額の合計額 1,301 ／ 817 ／

うち為替換算調整勘定の額 1,301 ／ 817 ／
36 その他Tier1資本に係る基礎項目の額 (ニ) 2,646 ／ 2,271 ／

その他Tier1資本に係る調整項目
37 自己保有その他Tier1資本調達手段の額 ― ― ― ―

38 意図的に保有している他の金融機関等のその他Tier1資本調
達手段の額 ― ― ― ―

39 少数出資金融機関等のその他Tier1資本調達手段の額 1 2 ― ―
40 その他金融機関等のその他Tier1資本調達手段の額 ― ― ― ―

経過措置によりその他Tier1資本に係る調整項目の額に算入
されるものの額の合計額 2,354 ／ 7,316 ／

うちのれん相当額 ― ／ 6,505 ／
うち企業結合等により計上される無形固定資産相当額 1,550 ／ 594 ／
うち証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 69 ／ 35 ／
うち内部格付手法採用行において、期待損失額が適格引当
金を上回る額の50％相当額 734 ／ 180 ／

42 Tier2資本不足額 ― ／ ― ／
43 その他Tier1資本に係る調整項目の額 (ホ) 2,356 ／ 7,316 ／

その他Tier1資本
44 その他Tier1資本の額((ニ)－(ホ)) (ヘ) 289 ／ ― ／

Tier1資本
45 Tier1資本の額((ハ)＋(ヘ)) (ト) 444,465 ／ 440,404 ／

Tier2資本に係る基礎項目 (4)
46 Tier2資本調達手段に係る株主資本の額及びその内訳 ― ／ ― ／
46 Tier2資本調達手段に係る新株予約権の額 ― ／ ― ／
46 Tier2資本調達手段に係る負債の額 ― ／ ― ／
46 特別目的会社等の発行するTier2資本調達手段の額 ― ／ ― ／

48－49 Tier2資本に係る調整後非支配株主持分等の額 316 ／ 342 ／

47＋49 適格旧Tier2資本調達手段の額のうちTier2資本に係る基礎
項目の額に含まれる額 20,223 ／ 9,447 ／

47 うち銀行及び銀行の特別目的会社等の発行する資本調達
手段の額 20,223 ／ 9,447 ／

49 うち銀行の連結子法人等(銀行の特別目的会社を除く｡)の
発行する資本調達手段の額 ― ／ ― ／

50 一般貸倒引当金Tier2算入額及び適格引当金Tier2算入額の
合計額 141 ／ 146 ／

50a うち一般貸倒引当金Tier2算入額 141 ／ 146 ／
50b うち適格引当金Tier2算入額 ― ／ ― ／

経過措置によりTier2資本に係る基礎項目の額に算入される
ものの額の合計額 47,361 ／ 21,994 ／

うちその他有価証券の連結貸借対照表計上額から帳簿価
額を控除した額の45％相当額 47,361 ／ 21,994 ／

51 Tier2資本に係る基礎項目の額 (チ) 68,042 ／ 31,930 ／
(次ページへ続く)
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(続き) (単位：百万円、％)

国際様式の
該当番号 項目 平成26年度 平成27年度経過措置による

不算入額
経過措置による

不算入額
Tier2資本に係る調整項目

52 自己保有Tier2資本調達手段の額 ― ― ― ―

53 意図的に保有している他の金融機関等のTier2資本調達手段
の額 ― ― ― ―

54 少数出資金融機関等のTier2資本調達手段の額 123 185 ― ―
55 その他金融機関等のTier2資本調達手段の額 ― ― ― ―

経過措置によりTier2資本に係る調整項目の額に算入される
ものの額の合計額 742 ／ 180 ／

うち金融機関等の資本調達手段の額 7 ／ ― ／
うち内部格付手法採用行において、期待損失額が適格引当
金を上回る額の50％相当額 734 ／ 180 ／

57 Tier2資本に係る調整項目の額 (リ) 866 ／ 180 ／
Tier2資本

58 Tier2資本の額((チ)－(リ)) (ヌ) 67,176 ／ 31,750 ／
総自己資本

59 総自己資本の額((ト)＋(ヌ)) (ル) 511,641 ／ 472,154 ／
リスク･アセット (5)

経過措置によりリスク･アセットの額に算入されるものの額
の合計額 29,295 ／ 18,905 ／

うち無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係
るものを除く｡)に関連するものの額 8,642 ／ 7,750 ／

うち繰延税金資産(一時差異に係るものを除く｡)に関連す
るものの額 0 ／ 8 ／

うち退職給付に係る資産に関連するものの額 20,099 ／ 11,145 ／
うち金融機関等の資本調達手段に関連するものの額 553 ／ ― ／

60 リスク･アセットの額の合計額 (ヲ) 2,663,401 ／ 2,418,164 ／
連結自己資本比率

61 連結普通株式等Tier1比率((ハ)／(ヲ)) 16.67％ ／ 18.21％ ／
62 連結Tier1比率((ト)／(ヲ)) 16.68％ ／ 18.21％ ／
63 連結総自己資本比率((ル)／(ヲ)) 19.21％ ／ 19.52％ ／

調整項目に係る参考事項 (6)

72 少数出資金融機関等の対象資本調達手段に係る調整項目不
算入額 49,479 ／ 40,091 ／

73 その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普通株式
に係る調整項目不算入額 2,131 ／ 2,022 ／

74 無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係るもの
に限る｡)に係る調整項目不算入額 ― ／ ― ／

75 繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に係る調整項目
不算入額 2,860 ／ 9,708 ／

Tier2資本に係る基礎項目の額に算入される引当金に関する事項 (7)
76 一般貸倒引当金の額 141 ／ 146 ／
77 一般貸倒引当金に係るTier2資本算入上限額 1,271 ／ 1,386 ／

78

内部格付手法採用行において、適格引当金の合計額から事業
法人等向けエクスポージャー及びリテール向けエクスポー
ジャーの期待損失額の合計額を控除した額(当該額が零を下
回る場合にあっては、零とする｡)

― ／ ― ／

79 適格引当金に係るTier2資本算入上限額 13,682 ／ 12,112 ／
資本調達手段に係る経過措置に関する事項 (8)

82 適格旧Tier1資本調達手段に係る算入上限額 ― ／ ― ／

83
適格旧Tier1資本調達手段の額から適格旧Tier1資本調達手
段に係る算入上限額を控除した額(当該額が零を下回る場合
にあっては、零とする｡)

― ／ ― ／

84 適格旧Tier2資本調達手段に係る算入上限額 53,698 ／ 46,027 ／

85
適格旧Tier2資本調達手段の額から適格旧Tier2資本調達手
段に係る算入上限額を控除した額(当該額が零を下回る場合
にあっては、零とする｡)

― ／ ― ／

注) 1. 上記は「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準」(平成18年金融庁告示第19号。以下、
「告示」という。)に基づいて算出したものであり、国際統一基準を採用した連結ベースの計数となっています。

2. 当行の連結自己資本比率の算定に関して、「自己資本比率の算定に関する合意された手続による調査業務を実施する場合の取扱い」(日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第30号)に
基づき、新日本有限責任監査法人による外部監査を受けています。なお、当該外部監査は、当行の連結財務諸表に対する会計監査の一部ではありません。
当該外部監査は、新日本有限責任監査法人が自己資本比率の算定に係る内部管理体制の一部について当行との間で合意された手続による調査業務を実施し、当行にその結果を報告するもの
であり、自己資本比率そのものや自己資本比率の算定に係る内部統制について意見を表明するものではありません。
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(B)｢(A)自己資本の構成に関する開示事項｣についての説明
｢連結貸借対照表｣及び連結貸借対照表の科目と｢自己資本の構成に関する開示事項｣の関係は次のとおりです。

(単位：百万円)

科目 平成26年度 平成27年度 付表
参照番号

｢自己資本の構成に関する
開示事項｣国際様式番号公表連結貸借対照表 公表連結貸借対照表

(資産の部)
現金預け金 1,601,744 1,817,013
コールローン及び買入手形 6,852 5,520
債券貸借取引支払保証金 ― 215,970
買入金銭債権 48,713 13,358
特定取引資産 67,185 127,305 6－a

金銭の信託 3,415 2,578
有価証券 1,881,404 1,459,466 2－b、6－b

貸出金 3,061,098 3,488,453 6－c

外国為替 7,088 3,675
その他資産 94,857 97,126 6－d

有形固定資産 30,841 28,943
無形固定資産 23,893 45,799 2－a

退職給付に係る資産 49,463 40,197 3

繰延税金資産 652 1,021 4－a

支払承諾見返 41,880 43,794
貸倒引当金 △8,340 △6,985
投資損失引当金 △1 ―
資産の部合計 6,910,750 7,383,239
(負債の部)
預金 2,770,416 3,185,886
譲渡性預金 575,610 349,070
コールマネー及び売渡手形 1,072,860 1,162,877
売現先勘定 12,022 67,602
債券貸借取引受入担保金 436,750 420,713
特定取引負債 63,242 121,483 6－e

借用金 221,967 366,955 8－a

外国為替 ― 0
社債 42,200 10,000 8－b

信託勘定借 1,008,363 1,019,554
その他負債 55,137 69,674 6－f

賞与引当金 2,822 3,175
変額報酬引当金 ― 401
退職給付に係る負債 726 955
役員退職慰労引当金 303 343
睡眠預金払戻損失引当金 1,079 1,113
繰延税金負債 25,063 12,296 4－b

支払承諾 41,880 43,794
負債の部合計 6,330,445 6,835,898
(純資産の部)
資本金 247,369 247,369 1－a

資本剰余金 15,505 15,597 1－b

利益剰余金 173,912 185,425 1－c

株主資本合計 436,787 448,393
その他有価証券評価差額金 136,337 97,710
繰延ヘッジ損益 △1,676 501 5

為替換算調整勘定 2,169 2,044
退職給付に係る調整累計額 1,844 △7,262
その他の包括利益累計額合計 138,674 92,992 3

非支配株主持分 4,842 5,954 7

純資産の部合計 580,304 547,340
負債及び純資産の部合計 6,910,750 7,383,239

注) 規制上の連結の範囲と会計上の連結の範囲は同一です。

474

自己資本の構成等について



み
ず
ほ
信
託
銀
行
　
●
　
連
結
の
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

2016/07/07 17:29:52 / 16223328_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

〈付表〉

1. 株主資本

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

1－a 資本金 247,369 247,369
1－b 資本剰余金 15,505 15,597
1－c 利益剰余金 173,912 185,425

株主資本合計 436,787 448,393

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

普通株式等Tier1資本に係る額 436,787 448,393 普通株式に係る株主資本(社外流出予定額調整前)

1a うち資本金及び資本剰余金の額 262,874 262,967
2 うち利益剰余金の額 173,912 185,425

1c うち自己株式の額(△) ― ―
うち上記以外に該当するものの額 ― ―

31a その他Tier1資本調達手段に係る額 ― ― 実質破綻時損失吸収条項のある優先株式に係る株主資本

2. 無形固定資産

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

2－a 無形固定資産 23,893 45,799
2－b 有価証券 1,881,404 1,459,466

うち持分法適用会社に係るのれん相当額 ― ― 持分法適用会社に係るのれん相当額

上記に係る税効果 △6,903 △8,672

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

8 無形固定資産　のれんに係るもの ― 16,264
9 無形固定資産　その他の無形固定資産 16,989 20,862 のれん、モーゲージ･サービシング･ライツ以外(ソフトウェア等)

無形固定資産　モーゲージ･サービシング･ライツ ― ―
20 特定項目に係る10％基準超過額 ― ―
24 特定項目に係る15％基準超過額 ― ―

74 無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツ
に係るものに限る。)に係る調整項目不算入額 ― ―
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3. 退職給付に係る資産

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

3 退職給付に係る資産 49,463 40,197

上記に係る税効果 △15,965 △12,332

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

15 退職給付に係る資産の額 33,498 27,864

4. 繰延税金資産

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

4－a 繰延税金資産 652 1,021
4－b 繰延税金負債 25,063 12,296

無形固定資産の税効果勘案分 6,903 8,672
退職給付に係る資産の税効果勘案分 15,965 12,332

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

10 繰延税金資産(一時差異に係るものを除く｡) 0 22 資産負債相殺処理等のため、連結貸借対照表計上額とは一致せず

一時差異に係る繰延税金資産 2,860 9,708 資産負債相殺処理等のため、連結貸借対照表計上額とは一致せず

21 特定項目に係る10％基準超過額 ― ―
25 特定項目に係る15％基準超過額 ― ―

75 繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に
係る調整項目不算入額 2,860 9,708

5. 繰延ヘッジ損益

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

5 繰延ヘッジ損益 △1,676 501

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

11 繰延ヘッジ損益の額 △1,676 501
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6. 金融機関向け出資等の対象科目

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

６－a 特定取引資産 67,185 127,305 商品有価証券、特定取引金融派生商品等を含む

６－b 有価証券 1,881,404 1,459,466
６－c 貸出金 3,061,098 3,488,453 劣後ローン等を含む

６－d その他資産 94,857 97,126 金融派生商品、出資金等を含む

６－e 特定取引負債 63,242 121,483 特定取引金融派生商品等を含む

６－f その他負債 55,137 69,674 金融派生商品等を含む

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

自己保有資本調達手段の額 ― ―
16 普通株式等Tier1相当額 ― ―
37 その他Tier1相当額 ― ―
52 Tier2相当額 ― ―

意図的に保有している他の金融機関等の資本
調達手段の額 ― ―

17 普通株式等Tier1相当額 ― ―
38 その他Tier1相当額 ― ―
53 Tier2相当額 ― ―

少数出資金融機関等の資本調達手段の額 50,177 40,091
18 普通株式等Tier1相当額 382 ―
39 その他Tier1相当額 4 ―
54 Tier2相当額 309 ―

72 少数出資金融機関等の対象資本調達手段に
係る調整項目不算入額 49,479 40,091

その他金融機関等(10％超出資) 2,131 2,022
19 特定項目に係る10％基準超過額 ― ―
23 特定項目に係る15％基準超過額 ― ―
40 その他Tier1相当額 ― ―
55 Tier2相当額 ― ―

73 その他金融機関等に係る対象資本調達手段
のうち普通株式に係る調整項目不算入額 2,131 2,022

7. 非支配株主持分

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

7 非支配株主持分 4,842 5,954

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

5 普通株式等Tier1資本に係る額 ― ― 算入可能額(調整後非支配株主持分)勘案後

30－31ab－32 特別目的会社等の発行するその他Tier1資本
調達手段の額 ― ― 算入可能額(調整後非支配株主持分)勘案後

34－35 その他Tier1資本に係る額 1,345 1,454 算入可能額(調整後非支配株主持分)勘案後

46 特別目的会社等の発行するTier2資本調達手
段の額 ― ― 算入可能額(調整後非支配株主持分)勘案後

48－49 Tier2資本に係る額 316 342 算入可能額(調整後非支配株主持分)勘案後
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8. その他資本調達

①連結貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 連結貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

8－a 借用金 221,967 366,955
8－b 社債 42,200 10,000

合計 264,167 376,955

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

32 その他Tier1資本調達手段に係る負債の額 ― ―
46 Tier2資本調達手段に係る負債の額 ― ―

注) 本表の自己資本の構成に関する開示事項の金額は、経過措置勘案前の数値を記載しているため、自己資本に算入されている金額に加え、｢(A)自己資本
の構成に関する開示事項｣における｢経過措置による不算入額｣の金額が含まれています。また、経過措置により自己資本に算入されている項目につい
ては本表には含んでいません。
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■自己資本

(3) ポートフォリオ区分別所要自己資本額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
EAD 所要自己資本額 EAD 所要自己資本額

信用リスク 80,476 2,038 84,696 1,804
内部格付手法 78,153 1,946 82,360 1,706

事業法人向け(特定貸付債権を除く) 30,845 792 30,038 762
事業法人向け(特定貸付債権) 2,737 121 2,926 119
ソブリン向け 33,563 37 40,014 51
金融機関等向け 1,582 25 1,537 23
リテール向け 2,809 128 2,745 120

居住用不動産向け 1,311 61 1,232 57
適格リボルビング型リテール向け 30 4 15 2
その他リテール向け 1,467 63 1,497 60

株式等 3,829 561 3,032 403
PD／LGD方式 2,854 306 2,468 255
マーケット･ベース方式(簡易手法適用分) 974 254 563 148
マーケット･ベース方式(内部モデル手法適用分) ― ― ― ―

信用リスク・アセットのみなし計算 1,026 199 840 156
購入債権 140 2 56 1
証券化 659 13 343 3
その他 959 64 826 62

標準的手法 2,322 81 2,335 88
ソブリン向け 496 ― 374 0
金融機関等向け 1,072 17 1,199 19
法人等向け 1 0 6 0
抵当権付住宅ローン ― ― ― ―
証券化 ― ― 4 4
その他 751 63 750 63

CVAリスク ／ 10 ／ 9
中央清算機関関連向け ／ 0 ／ 0

マーケット･リスク ／ 18 ／ 12
標準的方式 ／ 2 ／ 2

金利リスク ／ ― ／ ―
株式リスク ／ ― ／ ―
外国為替リスク ／ 1 ／ 2
コモディティリスク ／ 0 ／ 0
オプション取引 ／ ― ／ ―

内部モデル方式 ／ 16 ／ 9
オペレーショナル･リスク ／ 195 ／ 208

先進的計測手法 ／ 166 ／ 173
基礎的手法 ／ 29 ／ 35

連結総所要自己資本額 ／ 2,130 ／ 1,934
注) 1. EAD：デフォルト時エクスポージャー

2. PD：デフォルト率
3. LGD：デフォルト時損失率
4. 所要自己資本額：信用リスクにおいては信用リスク･アセット額に8％を乗じた額と期待損失額の和、マーケット･リスクにおいてはマーケット･リスク相当額、オペレーショナル･リスクに

おいてはオペレーショナル･リスク相当額
5. 連結総所要自己資本額：自己資本比率算出上の分母に8％を乗じた額
6. 内部格付手法における各ポートフォリオ区分に含まれる主なエクスポージャーの種類は以下のとおりです。

・事業法人向け(特定貸付債権を除く)：一般事業法人や個人事業主等向けの与信(リテール向け与信に該当するものを除く)
・事業法人向け(特定貸付債権)：不動産ノンリコースローン、船舶ファイナンス、プロジェクトファイナンス等、元利金の返済原資を特定の不動産･動産･事業等からのキャッシュフローに

限定した与信
・ソブリン向け：中央政府や中央銀行、地方公共団体等向けの与信
・金融機関等向け：銀行や証券会社等向けの与信
・リテール向け：住宅ローン(居住用不動産向け)、カードローン(適格リボルビング型リテール向け)、左記以外の個人向け消費性与信、総与信1億円未満の事業性与信等(その他リテール向け)
・株式等：株式、優先出資証券、永久劣後債等(特定取引資産を除く)
・信用リスク･アセットのみなし計算：投資信託やファンド等
・購入債権：有価証券等を除いた、第三者から購入した債権(証券化に該当するものを除く)
・証券化：ノン･リコース形態及び優先劣後構造の性質を有する取引に係る与信(特定貸付債権に該当するものを除く)

7. 信用リスクの標準的手法のEADは、個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直接償却の額を控除前の金額です。
8．信用リスクの内部格付手法のEADは、平成27年度以降、デリバティブ取引の受入担保の額を含めて算出しており、平成26年度においては、遡及適用して記載しています。
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■信用リスク

(4) 信用リスクの期末残高等
　信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー
及び証券化エクスポージャーを除いています。
　期末残高についてはEADベースで記載しています。

　平成26年度、平成27年度とも、信用リスクに関するエクスポージ
ャーの期末残高と期中の平均的なリスクポジションに大幅な乖離は
見られません。

○信用リスクに関するエクスポージャーの状況

(A) 地域別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

国内 41,588 13,334 70 15,542 70,536 48,078 9,548 91 17,474 75,192
海外 1,010 4,626 219 73 5,931 1,251 4,442 221 68 5,984

アジア 210 1 ― 0 212 218 1 ― 0 219
中南米 417 ― ― ― 417 378 ― ― ― 378
北米 103 2,745 37 5 2,891 88 2,111 22 33 2,255
東欧 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
西欧 32 1,880 182 67 2,161 31 2,329 198 35 2,594
その他の地域 246 ― ― 0 247 534 ― ― 0 534

合計 42,599 17,961 290 15,616 76,467 49,330 13,991 312 17,543 81,177
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 2,322 ／ ／ ／ ／ 2,335
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には現金、預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

(B) 業種別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

製造業 6,387 1,556 ― 74 8,018 6,637 1,351 ― 56 8,045
建設業 587 124 ― ― 711 552 128 ― 0 681
不動産業 10,633 1,140 ― 2 11,776 11,344 895 ― 2 12,242
各種サービス業 856 38 ― 0 895 947 38 ― 5 991
卸売･小売業 2,202 177 ― 6 2,386 2,276 168 ― 3 2,447
金融･保険業 5,194 438 290 663 6,585 3,278 406 312 502 4,500
個人 1,494 ― ― 1 1,496 1,388 ― ― 1 1,390
その他の業種 9,672 5,419 0 959 16,051 10,148 5,146 ― 826 16,122
日本国･日本銀行 5,571 9,065 ― 13,909 28,545 12,755 5,854 ― 16,143 34,754
合計 42,599 17,961 290 15,616 76,467 49,330 13,991 312 17,543 81,177
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 2,322 ／ ／ ／ ／ 2,335
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. その他には現金、預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。
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(C) 残存期間別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

1年未満 13,695 5,215 0 14,571 33,483 19,601 2,876 5 16,632 39,116
1年以上3年未満 8,548 690 154 6 9,399 8,294 406 90 3 8,794
3年以上5年未満 7,371 3,402 60 ― 10,834 7,216 2,160 82 4 9,463
5年以上 12,583 4,813 73 ― 17,471 14,076 5,508 133 1 19,720
期間の定めのないもの等 400 3,839 ― 1,038 5,278 142 3,038 ― 902 4,083
合計 42,599 17,961 290 15,616 76,467 49,330 13,991 312 17,543 81,177
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 2,322 ／ ／ ／ ／ 2,335
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. その他には現金、預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

○3ヶ月以上延滞エクスポージャー又はデフォルトしたエクスポージャーの状況

(D) 地域別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

国内 275 26 ― 3 306 212 14 ― 3 231
海外 0 ― ― ― 0 0 ― ― ― 0

アジア ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
中南米 0 ― ― ― 0 0 ― ― ― 0
北米 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
東欧 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
西欧 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
その他の地域 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 275 26 ― 3 306 212 14 ― 3 231
適用除外分 ／ ／ ／ ／ ― ／ ／ ／ ／ ―
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

(E) 業種別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

製造業 145 26 ― 0 172 123 14 ― 0 138
建設業 1 0 ― ― 1 1 0 ― 0 1
不動産業 67 0 ― 0 68 35 0 ― 0 36
各種サービス業 1 0 ― 0 1 0 0 ― 0 0
卸売･小売業 3 0 ― 0 3 2 0 ― 0 2
金融･保険業 ― 0 ― 0 0 ― 0 ― 0 0
個人 55 ― ― 1 57 49 ― ― 1 50
その他の業種 0 0 ― 0 0 0 0 ― 0 0
合計 275 26 ― 3 306 212 14 ― 3 231
適用除外分 ／ ／ ／ ／ ― ／ ／ ／ ／ ―
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。
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○貸倒引当金等の状況
　信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー
及び証券化エクスポージャーに係るものを除いています。

(F) 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額(部分直接償却実施後) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
一般貸倒引当金 期首残高 87 57

当期増加額 57 53
当期減少額 87 57
期末残高 57 53

個別貸倒引当金 期首残高 57 25
当期増加額 25 16
当期減少額 57 25
期末残高 25 16

特定海外債権引当勘定 期首残高 0 0
当期増加額 0 0
当期減少額 0 0
期末残高 0 0

合計 期首残高 145 83
当期増加額 83 69
当期減少額 145 83
期末残高 83 69

注) 一般貸倒引当金は、連結貸借対照表の金額に基づき表示しており、信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーに係るものを除いていませ
ん。

(G) 個別貸倒引当金の地域別及び業種別の内訳 (単位：億円)

平成25年度(a) 平成26年度(b) 平成27年度(c) 増減(b)－(a) 増減(c)－(b)
国内 57 25 16 △32 △8

製造業 0 1 1 1 △0
建設業 ― ― ― ― ―
不動産業 43 11 4 △31 △7
各種サービス業 ― 1 0 1 △0
卸売･小売業 0 0 ― △0 △0
金融･保険業 ― ― ― ― ―
個人 13 10 10 △2 △0
その他 0 0 0 △0 △0

海外 0 0 0 ― △0
適用除外分 0 0 0 △0 0
合計 57 25 16 △32 △8
注) 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。

(H) 貸出金償却額の業種別の内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
製造業 ― 0
建設業 ― ―
不動産業 ― ―
各種サービス業 ― ―
卸売･小売業 ― ―
金融･保険業 ― ―
個人 0 0
その他 0 0
適用除外分 ― ―
合計 0 0
注) 1. 連結損益計算書の貸出金償却の金額から信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーに係るものを除いた計数について、その内訳を表示

しています。
2. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
3. その他には海外分及び非居住者分を含みます。
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○標準的手法が適用されるエクスポージャーの状況

( I ) リスク･ウェイト区分別信用リスク削減効果適用後の残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
オン･バランス オフ･バランス 合計 オン･バランス オフ･バランス 合計うち外部格付あり うち外部格付あり

リスク･ウェイト

0％ 494 2 496 491 372 2 374 368
10％ ― ― ― ― ― ― ― ―
20％ 1,031 19 1,051 ― 1,185 0 1,186 1,016
35％ ― ― ― ― ― ― ― ―
50％ 19 ― 19 ― 6 ― 6 6

100％ 697 28 726 ― 730 1 731 6
150％ ― ― ― ― ― ― ― ―
250％ 28 ― 28 ― 31 ― 31 ―
350％ ― ― ― ― ― ― ― ―
625％ ― ― ― ― ― ― ― ―

937.5％ ― ― ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― 4 ― 4 ―

合計 2,271 51 2,322 491 2,330 4 2,335 1,398
注) 1. 個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直接償却の額は控除前の残高を記載しています。

2. オフ･バランスのエクスポージャーは与信相当額を記載しています。

(J) 1,250％のリスク･ウェイトが適用されるエクスポージャーの額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
1,250％のリスク･ウェイトが適用されるエクスポージャーの額 ― 4

○内部格付手法が適用されるエクスポージャーの状況

(K) リスク･ウェイト区分別スロッティング･クライテリアに割り当てられた特定貸付債権残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

50％ ― ―
70％ ― 55
90％ ― ―
95％ 136 310

115％ ― ―
120％ ― ―
140％ ― 33
250％ 45 ―

デフォルト ― ―
合計 182 399

(L) リスク･ウェイト区分別マーケット･ベース方式の簡易手法が適用される株式等エクスポージャー残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト
300% 896 508
400% 78 55

合計 974 563
注) 簡易手法が適用される株式等エクスポージャーのうち、上場株式については300％、非上場株式については400％のリスク･ウェイトを適用しています。
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(M) 資産区分･格付区分別ポートフォリオ(事業法人等向け) (単位：億円)

平成26年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均
ELdefault(％)

EAD加重平均
リスク･ウェイト(％)

EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

事業法人向け 1.00 33.79 ／ 30.40 33,508 27,501 6,006 4,395 74.73
投資適格ゾーン 0.09 35.87 ／ 24.89 26,229 20,815 5,413 3,961 74.70
非投資適格ゾーン 1.39 26.38 ／ 51.17 7,065 6,472 592 433 75.00
デフォルト 100.00 23.03 21.54 19.77 213 213 ― ― ―

ソブリン向け 0.00 38.48 ／ 1.39 33,563 27,991 5,571 ― ―
投資適格ゾーン 0.00 38.48 ／ 1.37 33,554 27,983 5,571 ― ―
非投資適格ゾーン 0.99 38.60 ／ 89.01 8 8 ― ― ―
デフォルト 100.00 57.45 52.70 62.94 0 0 ― ― ―

金融機関等向け 0.11 38.60 ／ 19.31 1,615 1,273 341 ― ―
投資適格ゾーン 0.06 38.60 ／ 16.77 1,533 1,203 329 ― ―
非投資適格ゾーン 1.05 38.60 ／ 66.67 82 70 12 ― ―
デフォルト ― ― ― ― ― ― ― ― ―

PD/LGD方式を適用する
株式等エクスポージャー 1.11 90.00 ／ 134.19 2,854 2,854 ― ― ―

投資適格ゾーン 0.07 90.00 ／ 111.12 2,518 2,518 ― ― ―
非投資適格ゾーン 0.95 90.00 ／ 229.94 309 309 ― ― ―
デフォルト 100.00 90.00 ／ 1,192.50 26 26 ― ― ―

合計 0.52 38.34 ／ 20.68 71,542 59,622 11,919 4,395 74.73
投資適格ゾーン 0.04 39.44 ／ 15.74 63,835 52,521 11,314 3,961 74.70
非投資適格ゾーン 1.37 29.16 ／ 58.79 7,465 6,860 605 433 75.00
デフォルト 100.00 30.53 29.21 151.11 240 240 ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均
ELdefault(％)

EAD加重平均
リスク･ウェイト(％)

EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

事業法人向け 0.78 35.51 ／ 30.58 32,621 28,840 3,780 4,416 74.72
投資適格ゾーン 0.08 38.24 ／ 27.00 26,217 23,040 3,177 3,922 74.69
非投資適格ゾーン 1.21 24.48 ／ 45.85 6,246 5,642 603 493 75.00
デフォルト 100.00 19.38 17.85 20.32 156 156 ― ― ―

ソブリン向け 0.00 38.19 ／ 1.61 40,014 29,894 10,120 ― ―
投資適格ゾーン 0.00 38.19 ／ 1.60 40,007 29,886 10,120 ― ―
非投資適格ゾーン 1.03 38.27 ／ 83.30 7 7 ― ― ―
デフォルト 100.00 56.79 52.05 62.80 0 0 ― ― ―

金融機関等向け 0.11 33.68 ／ 18.59 1,537 1,025 512 50 75.00
投資適格ゾーン 0.07 33.60 ／ 17.38 1,511 1,015 496 50 75.00
非投資適格ゾーン 2.43 38.27 ／ 88.81 26 10 16 ― ―
デフォルト ― ― ― ― ― ― ― ― ―

PD/LGD方式を適用する
株式等エクスポージャー 0.74 90.00 ／ 129.38 2,468 2,468 ― ― ―

投資適格ゾーン 0.08 90.00 ／ 112.17 2,250 2,250 ― ― ―
非投資適格ゾーン 1.09 90.00 ／ 244.55 203 203 ― ― ―
デフォルト 100.00 90.00 ／ 1,192.50 14 14 ― ― ―

合計 0.36 38.63 ／ 18.40 76,642 62,228 14,413 4,466 74.73
投資適格ゾーン 0.04 39.78 ／ 15.01 69,987 56,193 13,793 3,972 74.69
非投資適格ゾーン 1.21 26.61 ／ 52.31 6,483 5,863 619 493 75.00
デフォルト 100.00 25.31 23.91 118.74 171 171 ― ― ―

注) 1. 投資適格ゾーンには債務者格付A1～B2が含まれ、非投資適格ゾーンにはC1～E2(E2Rを除く)が、デフォルトにはE2R～H1がそれぞれ含まれます(債務者格付詳細については97ページ
に記載しています)。

2. 事業法人向けにはスロッティング･クライテリアに割り当てられた特定貸付債権が含まれません。
3. 各資産区分にはそれぞれ購入債権が含まれています。
4. コミットメントの未引出額、未引出額に乗ずる掛目の加重平均値には、任意の時期に無条件で取消可能又は自動的に取消可能なコミットメントは含まれません。
5. PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーのELは1,250％を乗じてリスク･アセットに計上しています。
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(N) 資産区分･格付区分別ポートフォリオ(リテール向け) (単位：億円)

平成26年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均
ELdefault(％)

EAD加重平均
リスク･ウェイト(％)

EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

居住用不動産向け 2.77 41.44 ／ 43.68 1,311 1,310 1 0 100.00
非デフォルト 1.17 41.38 ／ 43.87 1,290 1,288 1 0 100.00
デフォルト 100.00 45.14 42.74 31.82 21 21 ― ― ―

適格リボルビング型リテール向け 10.44 77.67 ／ 75.56 30 15 15 20 76.33
非デフォルト 6.28 77.27 ／ 77.84 29 13 15 20 76.36
デフォルト 100.00 86.32 84.32 26.42 1 1 0 0 72.91

その他リテール向け 3.54 45.53 ／ 32.99 1,467 1,461 5 5 100.00
非デフォルト 0.81 45.37 ／ 32.86 1,426 1,421 5 5 100.00
デフォルト 100.00 50.85 48.02 37.59 40 40 ― ― ―

合計 3.26 43.97 ／ 38.45 2,809 2,786 22 26 81.93
非デフォルト 1.03 43.83 ／ 38.52 2,746 2,723 22 26 81.98
デフォルト 100.00 49.69 47.02 35.41 63 63 0 0 72.91

(単位：億円)

平成27年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均
ELdefault(％)

EAD加重平均
リスク･ウェイト(％)

EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

居住用不動産向け 2.83 41.05 ／ 43.43 1,232 1,231 0 ― ―
非デフォルト 1.14 40.99 ／ 43.60 1,210 1,210 0 ― ―
デフォルト 100.00 44.45 41.92 33.56 21 21 ― ― ―

適格リボルビング型リテール向け 11.99 77.14 ／ 82.09 15 9 6 8 82.10
非デフォルト 6.72 76.67 ／ 85.23 14 8 6 8 82.29
デフォルト 100.00 85.02 82.80 29.53 0 0 0 0 61.54

その他リテール向け 3.06 45.93 ／ 32.57 1,497 1,492 4 4 100.00
非デフォルト 0.69 45.81 ／ 32.39 1,461 1,456 4 4 100.00
デフォルト 100.00 50.89 47.88 39.88 35 35 ― ― ―

合計 3.01 43.92 ／ 37.73 2,745 2,733 12 13 88.75
非デフォルト 0.93 43.81 ／ 37.73 2,687 2,675 12 13 88.91
デフォルト 100.00 49.07 46.25 37.42 57 57 0 0 61.54

注) 1. 各資産区分にはそれぞれ購入債権が含まれています。
2. コミットメントの未引出額、未引出額に乗ずる掛目の加重平均値には、任意の時期に無条件で取消可能又は自動的に取消可能なコミットメントは含まれません。

(O) エクスポージャー別損失の実績値 (単位：億円)

平成26年4月～平成27年3月 平成27年4月～平成28年3月
実績値 実績値

事業法人向け △22 △4
ソブリン向け 0 0
金融機関等向け ― ―
居住用不動産向け 0 △4
適格リボルビング型リテール向け 0 △1
その他リテール向け △1 △8
合計 △25 △18
注) 実績値は、当該期間の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金(うち要管理先以下)等の増減額、及び無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損等の合計額で

す。なお、PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーに係る実績値については含めていません。

[要因分析]

　主に事業法人向けエクスポージャーの損失が増加し、損失の実績値
は前回比＋６億円の△１８億円となりました。
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(P) エクスポージャー別損失の推計値と実績値の対比 (単位：億円)

平成19年4月～平成20年3月 平成20年4月～平成21年3月
推計値(平成19年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成20年3月末基準の期待損失額) 実績値

引当控除後 引当控除後
事業法人向け 797 430 △200 394 251 127
ソブリン向け 8 △109 5 0 △123 1
金融機関等向け 2 2 ― 1 1 ―
居住用不動産向け 17 9 0 18 11 2
適格リボルビング型リテール向け 6 0 △1 8 4 3
その他リテール向け 27 0 △8 25 12 △1
合計 860 332 △204 448 157 132

(単位：億円)

平成21年4月～平成22年3月 平成22年4月～平成23年3月
推計値(平成21年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成22年3月末基準の期待損失額) 実績値

引当控除後 引当控除後
事業法人向け 479 385 89 483 399 43
ソブリン向け 0 △125 4 0 △129 1
金融機関等向け 2 2 ― 1 1 ―
居住用不動産向け 19 11 5 24 12 2
適格リボルビング型リテール向け 9 4 0 8 4 1
その他リテール向け 19 10 3 24 14 6
合計 529 289 103 542 302 55

(単位：億円)

平成23年4月～平成24年3月 平成24年4月～平成25年3月
推計値(平成23年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成24年3月末基準の期待損失額) 実績値

引当控除後 引当控除後
事業法人向け 389 317 29 247 156 △7
ソブリン向け 0 △131 1 0 △133 1
金融機関等向け 1 1 ― 1 1 ―
居住用不動産向け 25 12 △3 22 14 1
適格リボルビング型リテール向け 8 4 0 6 3 0
その他リテール向け 34 20 0 33 20 0
合計 459 224 28 312 62 △3

(単位：億円)

平成25年4月～平成26年3月 平成26年4月～平成27年3月
推計値(平成25年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成26年3月末基準の期待損失額) 実績値

引当控除後 引当控除後
事業法人向け 205 128 △5 161 100 △22
ソブリン向け 0 △135 △135 0 0 0
金融機関等向け 1 1 ― 1 1 ―
居住用不動産向け 20 13 0 18 11 0
適格リボルビング型リテール向け 4 2 0 3 1 0
その他リテール向け 32 20 0 28 16 △1
合計 264 30 △140 213 131 △25

(単位：億円)

平成27年4月～平成28年3月
推計値(平成27年3月末基準の期待損失額) 実績値

引当控除後
事業法人向け 78 39 △4
ソブリン向け 0 0 0
金融機関等向け 0 0 ―
居住用不動産向け 15 10 △4
適格リボルビング型リテール向け 2 1 △1
その他リテール向け 24 15 △8
合計 121 67 △18
注) 1.｢引当控除後｣の推計値は当該期初の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金(うち要管理先以下)等を控除した額です。なお、PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーに係

る推計値については含めていません。
2. 実績値は、当該期間の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金(うち要管理先以下)等の増減額、及び無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損等の合計額

です。なお、PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーに係る実績値については含めていません。
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■信用リスク削減手法

(5) ポートフォリオ区分別信用リスク削減手法
　担保及び保証による信用リスク削減手法の効果を勘案したエクス
ポージャーの額は以下のとおりです。

(単位：億円)

平成26年度 平成27年度
金融資産担保 資産担保 保証 クレジット･

デリバティブ
合計 金融資産担保 資産担保 保証 クレジット･

デリバティブ
合計

内部格付手法 2,439 2,703 528 ― 5,672 254 2,688 1,031 ― 3,974
事業法人向け 2,303 2,588 521 ― 5,413 69 2,596 1,025 ― 3,691
ソブリン向け ― 115 7 ― 122 ― 92 5 ― 98
金融機関等向け 135 ― ― ― 135 184 ― ― ― 184
リテール向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

居住用不動産向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
適格リボルビング
型リテール向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

その他リテール向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

標準的手法 ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
ソブリン向け ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
金融機関等向け ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
法人等向け ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
抵当権付住宅ローン ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
証券化 ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
その他 ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―

合計 2,439 2,703 528 ― 5,672 254 2,688 1,031 ― 3,974
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■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク

(6) 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクの状況

(A) 派生商品取引及び長期決済期間取引の状況

〈派生商品取引〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
カレント･エクスポージャー方式 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

外国為替関連取引 25 23 48 0 2 2
金利関連取引 474 248 722 501 173 675
金関連取引 ― ― ― ― ― ―
株式関連取引 ― ― ― ― ― ―
貴金属(金を除く)関連取引 ― ― ― ― ― ―
その他のコモディティ関連取引 ― ― ― ― ― ―
クレジット･デリバティブ取引 ― ― ― ― ― ―

小計 ① 499 271 771 502 175 678
一括清算ネッティング契約による
与信相当額削減効果（△） ② ／ ／ 432 ／ ／ 363

小計 ③＝①＋② ／ ／ 338 ／ ／ 314
担保付デリバティブ取引における
信用リスク削減手法効果勘案(△) ④ ／ ／ ― ／ ／ ―

合計 ③＋④ ／ ／ 338 ／ ／ 314

標準方式 与信相当額 与信相当額
合計 ／ ／
注) 与信相当額の算出方法は、カレント･エクスポージャー方式を用いています。

〈長期決済期間取引〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

長期決済期間取引 ― ― ― 12 3 16
注）1. 与信相当額の算出方法はカレント･エクスポージャー方式を用いています。

2. 長期決済期間取引について、｢一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果｣及び｢担保付取引における信用リスク削減手法効果｣の適用はありません。

(B) 信用リスク削減手法適用額(種類別) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
金融資産担保 135 184
資産担保 ― ―
保証･その他 ― ―
合計 135 184

(C) 与信相当額算出の対象となるクレジット･デリバティブの想定元本額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
想定元本額 想定元本額

クレジット･デリバティブの種類
クレジット･デフォルト･スワップ プロテクションの購入 ― ―

プロテクションの提供 ― ―
トータル･リターン･スワップ プロテクションの購入 ― ―

プロテクションの提供 ― ―
合計 プロテクションの購入 ― ―

プロテクションの提供 ― ―
注) なお、信用リスク削減手法として用いたクレジット･デリバティブは以下のとおりです。

(単位：億円)

平成26年度 平成27年度

信用リスク削減手法として用いたクレジット･デリバティブ ― ―
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■証券化エクスポージャー

(7) 証券化エクスポージャーの定量的開示項目

○オリジネーターとしての証券化エクスポージャー(信用リスク･アセットの額の算出対象)

(A) 原資産の種類別の情報 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ① ― 282 ― ― ― ― ― 282

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― 6 ― ― ― ― ― 6
当期の損失額 ― 1 ― ― ― ― ― 1
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引
原資産の額 ② ― ― ― ― ― ― ― ―

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

原資産の額の合計 ①＋② ― 282 ― ― ― ― ― 282

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ① ― ― ― ― ― ― ― ―

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引
原資産の額 ② ― ― ― ― ― ― ― ―

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

原資産の額の合計 ①＋② ― ― ― ― ― ― ― ―
注) 1. ｢当期｣に関する情報については、平成26年度、平成27年度、それぞれにおける累計額を記載しています。

2. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
3. ｢クレジットカード与信｣には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
4. ｢住宅ローン｣における｢当期の損失額｣は、現状交付された信託対象債権の元本相当額を記載しています。

〈証券化取引を目的として保有している資産〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引を目的として保有している資産 ― ― ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引を目的として保有している資産 ― ― ― ― ― ― ― ―
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(B) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報

〈原資産種類別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

オン･バランス ― 326 ― ― ― ― ― 326
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― 326 ― ― ― ― ― 326
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

オン･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― ― ― ― ―
注) 1. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。

2. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
3. ｢原資産が海外資産である取引｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. ｢再証券化エクスポージャー｣については、平成26年度、平成27年度ともに金融庁告示第1条2の2号に該当するものを記載しています(以下同様)。

〈リスク･ウェイト区分別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ ― ― ― ― ― ―
～50％ 326 ― ― ― 326 ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 326 ― ― ― 326 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ ― ― ― ― ― ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―
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〈リスク･ウェイト区分別の所要自己資本の額〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ ― ― ― ― ― ―
～50％ 10 ― ― ― 10 ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 10 ― ― ― 10 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ ― ― ― ― ― ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―

〈保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

～20％ ― ―
～50％ ― ―

～100％ ― ―
～250％ ― ―
～650％ ― ―
650％超 ― ―

合計 ― ―

〈証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― 1 ― ― ― ― ― 1

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ― ― ― ― ― ― ―
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○流動化プログラム(ABCP/ABL)のスポンサーとしての証券化エクスポージャー(信用リスク･アセットの額の
算出対象)

(C) 原資産の種類別の情報 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

原資産に関する当期の想定損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

原資産に関する当期の想定損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
注）流動化プログラム(ABCP/ABL)のスポンサーとしての証券化エクスポージャーのうち、お客さまの保有する債権の流動化において、スポンサー以外の立場で証券化エクスポージャー(ABS、

信託受益権等、転売可能な形態)を取得した場合は、投資家に分類しています。

(D) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報

〈原資産種類別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

オン･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

オン･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― ― ― ― ―
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〈リスク･ウェイト区分別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ ― ― ― ― ― ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250% ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ ― ― ― ― ― ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250% ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―

〈リスク･ウェイト区分別の所要自己資本の額〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ ― ― ― ― ― ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250% ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ ― ― ― ― ― ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250% ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―

〈保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

～20％ ― ―
～50％ ― ―

～100％ ― ―
～250％ ― ―
～650％ ― ―
650％超 ― ―

合計 ― ―
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○投資家としての証券化エクスポージャー(信用リスク･アセットの額の算出対象)

(E) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報

〈原資産種類別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計

オン･バランス 6 73 100 ― ― ― ― 179
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― 153 ― ― ― ― 153
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 6 73 253 ― ― ― ― 333
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計

オン･バランス 0 82 100 ― ― 4 ― 187
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― 160 ― ― ― ― 160
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 0 82 260 ― ― 4 ― 347
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― 4 ― 4

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― ― ― ― ―
注）1. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、｢その他｣に記載しています。

２. ｢クレジットカード与信｣には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
３. ｢原資産が海外資産である取引｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
４. ｢再証券化エクスポージャー｣については、平成26年度、平成27年度ともに金融庁告示第１条２の２号に該当するものを記載しています(以下同様)。
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〈リスク･ウェイト区分別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 179 ― 153 ― 333 ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 179 ― 153 ― 333 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 182 ― 160 ― 343 ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ 4 ― ― ― 4 ―

合計 187 ― 160 ― 347 ―

〈リスク･ウェイト区分別の所要自己資本の額〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 1 ― 1 ― 2 ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 1 ― 1 ― 2 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 1 ― 1 ― 3 ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ 4 ― ― ― 4 ―

合計 6 ― 1 ― 7 ―
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〈保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

～20％ ― ―
～50％ ― ―

～100％ ― ―
～250％ ― ―
～650％ ― ―
650％超 ― ―

合計 ― ―

○オリジネーターとしての証券化エクスポージャー(マーケット･リスク相当額の算出対象)

(Ｆ) 原資産の種類別の情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(Ｇ) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

○流動化プログラム(ABCP/ABL)のスポンサーとしての証券化エクスポージャー(マーケット･リスク相当額の
算出対象)

(Ｈ) 原資産の種類別の情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

( I ) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

○投資家としての証券化エクスポージャー(マーケット･リスク相当額の算出対象)

(Ｊ) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。
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■マーケット･リスク
　マーケット･リスクに関わる市場リスク管理態勢等については、
120～125ページをご覧ください。

○トレーディング業務

トレーディング業務における市場リスク量(VAR)の推移 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
期末日 15 20
最大値 112 186
最小値 13 4
平均値 52 51
バックテスト超過回数 0回 2回
注）1. 市場リスク量(VAR)は内部モデルによる算出分です。

２. バックテスト超過回数は、期末日より250営業日前までに超過した回数です。マーケ
ット･リスク相当額算出に使用する乗数が決定されます。

VARの手法
ＶＡＲ ：ヒストリカルシミュレーション法
定量基準 ：①信頼区間　片側99％

②保有期間　１日
③観測期間　１年(251営業日)

トレーディング業務におけるストレスVARの推移 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
期末日 56 41
最大値 414 459
最小値 50 12
平均値 150 91

ストレスVARの手法
ストレスＶＡＲ ：ヒストリカルシミュレーション法
定量基準 ：①信頼区間　片側99％

②保有期間　１日
③観測期間　１年(251営業日)

○アウトライヤー基準

｢アウトライヤー基準｣の結果 (単位：億円)

損失額 総自己資本 自己資本に対する割合
平成27年３月末基準 379 5,116 7.4%
平成28年３月末基準 412 4,721 8.7%

うち円金利の影響 116 ／ ／
ドル金利の影響 168 ／ ／
ユーロ金利の影響 126 ／ ／

注）マーケット･リスクに関する各種定義は125ページに記載しています。
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■銀行勘定における株式等エクスポージャー

(8) 銀行勘定における株式等エクスポージャーの状況

(A) 連結貸借対照表計上額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
連結貸借対照表計上額 時価 連結貸借対照表計上額 時価

上場株式等エクスポージャー 2,714 2,714 2,322 2,322
上記以外の株式等エクスポージャー 130 ／ 135 ／
合計 2,844 ／ 2,457 ／
注) 株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

(B) 株式等エクスポージャーに係る売却損益 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
売却損益 売却損益売却益 売却損 売却益 売却損

株式等エクスポージャーの売却 74 76 2 53 96 43
注) 連結損益計算書の株式等売却損益の計数を表示しています。

(C) 株式等エクスポージャーに係る償却損益 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
償却損益 償却損益

株式等エクスポージャーの償却 △0 △15
注) 連結損益計算書の株式等償却の計数を表示しています。

(D) 連結貸借対照表で認識され、かつ、連結損益計算書で認識されない評価損益 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
評価差額 評価差額評価益 評価損 評価益 評価損

株式等エクスポージャー 1,465 1,485 19 1,133 1,161 27
注) 株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

(E) 連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(F) ポートフォリオ区分別株式等エクスポージャー (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
PD／LGD方式 2,854 2,468
マーケット･ベース方式(簡易手法適用分) 974 563
マーケット･ベース方式(内部モデル手法適用分) ― ―
合計 3,829 3,032
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■連結レバレッジ比率の構成に関する事項

(単位：百万円、％)

国際様式(表2)
の該当番号

国際様式(表1)
の該当番号 項目 平成26年度 平成27年度

1. オン･バランス資産の額
1 調整項目控除前のオン･バランス資産の額 6,783,839 6,966,012

1a 1 連結貸借対照表における総資産の額 6,910,750 7,383,239
1b 2 連結レバレッジ比率の範囲に含まれない子法人等の資産の額(△) ― ―

1c 7 連結レバレッジ比率の範囲に含まれる子会社の資産の額(連結
貸借対照表における総資産の額に含まれる額を除く。) ― ―

1d 3 連結貸借対照表における総資産の額から控除される調整項目
以外の資産の額(△) 126,911 417,226

2 7 Tier1資本に係る調整項目の額(△) 23,614 46,829
3 オン･バランス資産の額 (イ) 6,760,224 6,919,183

2. デリバティブ取引等に関する額
4 デリバティブ取引等に関する再構築コストの額 16,740 21,799
5 デリバティブ取引等に関するアドオンの額 36,788 33,524

デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた証拠金の対価の額 15,425 30,155

6 連結貸借対照表から控除されているデリバティブ取引等に関連して
現金で差し入れた証拠金の対価の額 ― ―

7 デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた変動証拠金の対価
の額のうち控除する額(△) ― ―

8 清算会員である銀行が補償を義務付けられていない顧客とのトレード･
エクスポージャーの額(△) ／ ／

9 クレジット･デリバティブのプロテクションを提供した場合における
調整後想定元本の額 ― ―

10 クレジット･デリバティブのプロテクションを提供した場合における
調整後想定元本の額から控除した額(△) ― ―

11 4 デリバティブ取引等に関する額 (ロ) 68,954 85,479
3. レポ取引等に関する額

12 レポ取引等に関する資産の額 ― 215,970
13 レポ取引等に関する資産の額から控除した額(△) ― ―

14 レポ取引等に関するカウンターパーティ･リスクのエクスポージャー
の額 3,052 11,158

15 代理取引のエクスポージャーの額 ／ ／
16 5 レポ取引等に関する額 (ハ) 3,052 227,128

4. オフ･バランス取引に関する額
17 オフ･バランス取引の想定元本の額 637,819 601,735
18 オフ･バランス取引に係るエクスポージャーの額への変換調整の額(△) 364,578 330,808
19 6 オフ･バランス取引に関する額 (二) 273,241 270,926

5. 連結レバレッジ比率
20 資本の額 (ホ) 444,465 440,404
21 8 総エクスポージャーの額((イ)＋(ロ)＋(ハ)＋(二)) (ヘ) 7,105,472 7,502,717
22 連結レバレッジ比率((ホ)／(へ)) 6.25％ 5.86％
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■流動性カバレッジ比率

　バーゼル銀行監督委員会の合意に基づく流動性規制として、平成27
年3月末基準より流動性カバレッジ比率の最低水準を充足することが
求められています。
　当行の連結流動性カバレッジ比率(以下「連結LCR」)の算出は｢銀
行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその経営の健全性を判断する
ための基準として定める流動性に係る健全性を判断するための基準｣
(平成26年金融庁告示第60号、以下｢告示第60号｣)に則っています。

　当行が本頁で行う情報開示は、｢銀行法施行規則第19条の2第1項第
5号ホ等の規定に基づき、流動性に係る経営の健全性の状況について
金融庁長官が別に定める事項｣(平成27年金融庁告示第7号)に則って
います。
　流動性に係る経営の健全性の状況は以下のとおりです。

(単位：百万円、件)

項目 平成27年度第3四半期 平成27年度第4四半期
適格流動資産 (１) ／ ／
1 適格流動資産の合計額 2,181,745 2,238,087

資金流出額 (２) 資金流出率を
乗じる前の額

資金流出率を
乗じた後の額

資金流出率を
乗じる前の額

資金流出率を
乗じた後の額

2 リテール無担保資金調達に係る資金流出額 1,750,703 161,684 1,757,095 161,765
3 うち、安定預金の額 191,248 5,737 199,231 5,976
4 うち、準安定預金の額 1,559,455 155,947 1,557,864 155,788
5 ホールセール無担保資金調達に係る資金流出額 1,971,946 1,575,593 2,242,546 1,808,640
6 うち、適格オペレーショナル預金の額 0 0 0 0

7 うち、適格オペレーショナル預金及び負債性有価証券以外の
ホールセール無担保資金調達に係る資金の額 1,835,356 1,439,003 2,075,039 1,641,133

8 うち、負債性有価証券の額 136,590 136,590 167,506 167,506
9 有担保資金調達等に係る資金流出額 ／ 0 ／ 0

10 デリバティブ取引等、資金調達プログラム及び与信･流動性ファ
シリティに係る資金流出額 478,914 126,268 457,093 119,143

11 うち、デリバティブ取引等に係る資金流出額 6,878 6,878 13,591 13,591
12 うち、資金調達プログラムに係る資金流出額 0 0 0 0
13 うち、与信･流動性ファシリティに係る資金流出額 472,035 119,390 443,502 105,552
14 資金提供義務に基づく資金流出額等 63,425 21,910 57,762 9,725
15 偶発事象に係る資金流出額 1,007,272 2,308 1,015,662 2,229
16 資金流出合計額 ／ 1,887,767 ／ 2,101,503

資金流入額 (３) 資金流入率を
乗じる前の額

資金流入率を
乗じた後の額

資金流入率を
乗じる前の額

資金流入率を
乗じた後の額

17 有担保資金運用等に係る資金流入額 0 0 33,878 0
18 貸付金等の回収に係る資金流入額 296,304 238,101 327,777 242,118
19 その他資金流入額 171,226 19,458 120,387 17,213
20 資金流入合計額 467,530 257,559 482,042 259,331
連結流動性カバレッジ比率 (４) ／ ／
21 算入可能適格流動資産の合計額 ／ 2,181,745 ／ 2,238,087
22 純資金流出額 ／ 1,630,207 ／ 1,842,172
23 連結流動性カバレッジ比率 ／ 133.8% ／ 121.8%
24 平均値計算用データ数 3 3

注）1. 項番1～23には四半期平均値(項番24に記載されたデータ数での平均値)を記載しています。
2. 項番6については、告示第60号第29条の｢適格オペレーショナル預金に係る特例｣を適用していません。
3. 項番11については、告示第60号第38条の「シナリオ法による時価変動時所要追加担保額」を適用していません。
4. 項番14のうち告示第60号第60条の「その他契約に基づく資金流出額」、及び項番15のうち告示第60号第53条の｢その他偶発事象に係る資金流出額｣、項番19のうち告示第60号第73

条の「その他契約に基づく資金流入額」について開示が必要となる重要な項目はありません。

平成27年度
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

連結LCR(四半期平均） 139.3% 140.5% 133.8% 121.8%

　当行の連結LCRは、流動性規制で求められる最低水準及び最終的な
規制水準(100%)を上回っており問題なく、資金繰りに影響を与える
ような大きな変動もありません。
　また、今回開示した連結LCRの水準は当初の見通しと大きく異なら
ず、今後も大きく乖離することは想定していません。

　算入可能適格流動資産の通貨又は種類等の構成や所在地に著しい変
動はありません。
　なお、主要な通貨において、算入可能適格流動資産の合計額と純資
金流出額の間に、資金繰りに影響を与えるような著しい通貨のミスマ
ッチはありません。
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■役職員の報酬等について

(9) 定量的開示事項
　開示の対象となる金融庁告示に規定されている｢対象役員｣及び｢対
象従業員等｣(あわせて｢対象役職員｣)の範囲については、以下のとお
りです。

①｢対象役員｣の範囲
　｢対象役員｣は、当行の取締役及び監査役です。なお、社外取締
役及び社外監査役を除いています。

②｢対象従業員等｣の範囲
　当行では、当行の執行役員及び職員ならびに｢主要な連結子法
人等｣の役職員のうち、｢高額の報酬等を受ける者｣、かつ｢グルー
プの業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与える者｣等を
｢対象従業員等｣として、開示の対象としています。
(ア)｢主要な連結子法人等｣の範囲

　403ページ1.②(ア)に記載の定義と同様であり、当行にお
ける｢主要な連結子法人等｣はありません。

(イ)｢高額の報酬等を受ける者｣の範囲
　｢高額の報酬等を受ける者｣とは、403ページ1.②(イ)に記
載の基準額以上の報酬等を受ける者をさします。

(ウ)｢グループの業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与え
る者｣の範囲
　｢グループの業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与
える者｣とは、その者が通常行う取引や管理する事項が、当
行、｢主要な連結子法人等｣の業務の運営に相当程度の影響を
与え、又は取引等に損失が発生することにより財産の状況に
重要な影響を与える者をいいます。具体的には、当行の執行
役員及び市場部門の従業員等を含みます。

〈｢対象役職員｣の報酬等の総額〉 (単位：百万円)

平成27年度
人数 報酬等の総額 固定報酬の総額 基本報酬 株式報酬型

ストックオプション
その他

対象役員(除く社外役員) 8 202 202 202 ― 0
対象従業員等 ― ― ― ― ― ―

(単位：百万円)

平成27年度
変動報酬

の総額
基本報酬 賞与 その他 退職慰労金 その他

対象役員(除く社外役員) ― ― ― ― ― ―
対象従業員等 ― ― ― ― ― ―
注) 1. 当事業年度末における固定報酬の繰延残高は、99百万円（対象役員99百万円）です。

2. 当行の取締役、執行役員に対する当事業年度に係る変動報酬については、現時点で金額が確定していないため、上記の報酬等には含めておりませんが、会計上は、所要の引当金を計上致し
ております。
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■自己資本の構成

(1) 自己資本の構成等について

(A) 自己資本の構成に関する開示事項(単体(国際統一基準)) (単位：百万円、％)

国際様式の
該当番号 項目 平成26年度 平成27年度経過措置による

不算入額
経過措置による

不算入額
普通株式等Tier1資本に係る基礎項目 (1)

1a＋2－1c－26 普通株式に係る株主資本の額 402,525 ／ 422,466 ／
1a うち資本金及び資本剰余金の額 262,874 ／ 262,874 ／
2 うち利益剰余金の額 168,935 ／ 180,091 ／

1c うち自己株式の額(△) ― ／ ― ／
26 うち社外流出予定額(△) 29,284 ／ 20,499 ／

うち上記以外に該当するものの額 ― ／ ― ／
1b 普通株式に係る新株予約権の額 ― ／ ― ／
3 評価･換算差額等及びその他公表準備金の額 53,738 80,607 58,944 39,296

経過措置により普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額
に算入されるものの額の合計額 ― ／ ― ／

6 普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額 (イ) 456,263 ／ 481,411 ／
普通株式等Tier1資本に係る調整項目 (2)

8＋9 無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係るもの
を除く｡)の額の合計額 4,779 7,169 10,002 6,668

8 うちのれんに係るものの額 ― ― ― ―

9 うちのれん及びモーゲージ･サービシング･ライツに係る
もの以外のものの額 4,779 7,169 10,002 6,668

10 繰延税金資産(一時差異に係るものを除く｡)の額 ― ― ― ―
11 繰延ヘッジ損益の額 △670 △1,005 300 200
12 適格引当金不足額 1,559 2,341 1,346 899
13 証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 46 69 52 35

14 負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資
本に算入される額 ― ― ― ―

15 前払年金費用の額 12,416 18,625 20,734 13,823
16 自己保有普通株式(純資産の部に計上されるものを除く｡)の額 ― ― ― ―
17 意図的に保有している他の金融機関等の普通株式の額 ― ― ― ―
18 少数出資金融機関等の普通株式の額 169 253 ― ―

19＋20＋21 特定項目に係る10％基準超過額 ― ― ― ―

19 うちその他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普
通株式に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―

20 うち無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係
るものに限る｡)に関連するものの額 ― ― ― ―

21 うち繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に関連す
るものの額 ― ― ― ―

22 特定項目に係る15％基準超過額 ― ― ― ―

23 うちその他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普
通株式に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―

24 うち無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係
るものに限る｡)に関連するものの額 ― ― ― ―

25 うち繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に関連す
るものの額 ― ― ― ―

27 その他Tier1資本不足額 1,241 ／ 484 ／
28 普通株式等Tier1資本に係る調整項目の額 (ロ) 19,543 ／ 32,922 ／

普通株式等Tier1資本
29 普通株式等Tier1資本の額((イ)－(ロ)) (ハ) 436,720 ／ 448,489 ／

(次ページへ続く)
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(続き) (単位：百万円、％)

国際様式の
該当番号 項目 平成26年度 平成27年度経過措置による

不算入額
経過措置による

不算入額
その他Tier1資本に係る基礎項目 (3)

30　31a その他Tier1資本調達手段に係る株主資本の額及びその内訳 ― ／ ― ／
30　31b その他Tier1資本調達手段に係る新株予約権の額 ― ／ ― ／
30  　32 その他Tier1資本調達手段に係る負債の額 ― ／ ― ／
30 特別目的会社等の発行するその他Tier1資本調達手段の額 ― ／ ― ／

33＋35 適格旧Tier1資本調達手段の額のうちその他Tier1資本に係
る基礎項目の額に含まれる額 ― ／ ― ／

経過措置によりその他Tier1資本に係る基礎項目の額に算入
されるものの額の合計額 ― ／ ― ／

36 その他Tier1資本に係る基礎項目の額 (ニ) ― ／ ― ／
その他Tier1資本に係る調整項目

37 自己保有その他Tier1資本調達手段の額 ― ― ― ―

38 意図的に保有している他の金融機関等のその他Tier1資本調
達手段の額 ― ― ― ―

39 少数出資金融機関等のその他Tier1資本調達手段の額 2 3 ― ―
40 その他金融機関等のその他Tier1資本調達手段の額 ― ― ― ―

経過措置によりその他Tier1資本に係る調整項目の額に算入
されるものの額の合計額 1,239 ／ 484 ／

うち証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 69 ／ 35 ／
うち内部格付手法採用行において、期待損失額が適格引当
金を上回る額の50％相当額 1,169 ／ 448 ／

42 Tier2資本不足額 ― ／ ― ／
43 その他Tier1資本に係る調整項目の額 (ホ) 1,241 ／ 484 ／

その他Tier1資本
44 その他Tier1資本の額((ニ)－(ホ)) (ヘ) ― ／ ― ／

Tier1資本
45 Tier1資本の額((ハ)＋(ヘ)) (ト) 436,720 ／ 448,489 ／

Tier2資本に係る基礎項目 (4)
46 Tier2資本調達手段に係る株主資本の額及びその内訳 ― ／ ― ／
46 Tier2資本調達手段に係る新株予約権の額 ― ／ ― ／
46 Tier2資本調達手段に係る負債の額 ― ／ ― ／
46 特別目的会社等の発行するTier2資本調達手段の額 ― ／ ― ／

47＋49 適格旧Tier2資本調達手段の額のうちTier2資本に係る基礎
項目の額に含まれる額 20,223 ／ 9,447 ／

50 一般貸倒引当金Tier2算入額及び適格引当金Tier2算入額の
合計額 125 ／ 132 ／

50a うち一般貸倒引当金Tier2算入額 125 ／ 132 ／
50b うち適格引当金Tier2算入額 ― ／ ― ／

経過措置によりTier2資本に係る基礎項目の額に算入される
ものの額の合計額 47,117 ／ 21,905 ／

うちその他有価証券の貸借対照表計上額から帳簿価額を
控除した額の45％相当額 47,117 ／ 21,905 ／

51 Tier2資本に係る基礎項目の額 (チ) 67,466 ／ 31,484 ／
(次ページへ続く)
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(続き) (単位：百万円、％)

国際様式の
該当番号 項目 平成26年度 平成27年度経過措置による

不算入額
経過措置による

不算入額
Tier2資本に係る調整項目

52 自己保有Tier2資本調達手段の額 ― ― ― ―

53 意図的に保有している他の金融機関等のTier2資本調達手段
の額 ― ― ― ―

54 少数出資金融機関等のTier2資本調達手段の額 138 207 ― ―
55 その他金融機関等のTier2資本調達手段の額 ― ― ― ―

経過措置によりTier2資本に係る調整項目の額に算入される
ものの額の合計額 1,178 ／ 448 ／

うち金融機関等の資本調達手段の額 8 ／ ― ／
うち内部格付手法採用行において、期待損失額が適格引当
金を上回る額の50％相当額 1,169 ／ 448 ／

57 Tier2資本に係る調整項目の額 (リ) 1,317 ／ 448 ／
Tier2資本

58 Tier2資本の額((チ)－(リ)) (ヌ) 66,149 ／ 31,035 ／
総自己資本

59 総自己資本の額((ト)＋(ヌ)) (ル) 502,870 ／ 479,525 ／
リスク･アセット (5)

経過措置によりリスク･アセットの額に算入されるものの額
の合計額 26,405 ／ 20,491 ／

うち無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係
るものを除く｡)に関連するものの額 7,169 ／ 6,668 ／

うち繰延税金資産(一時差異に係るものを除く｡)に関連す
るものの額 ― ／ ― ／

うち前払年金費用に関連するものの額 18,625 ／ 13,823 ／
うち金融機関等の資本調達手段に関連するものの額 609 ／ ― ／

60 リスク･アセットの額の合計額 (ヲ) 2,600,920 ／ 2,421,068 ／
自己資本比率

61 普通株式等Tier1比率((ハ)／(ヲ)) 16.79％ ／ 18.52％ ／
62 Tier1比率((ト)／(ヲ)) 16.79％ ／ 18.52％ ／
63 総自己資本比率((ル)／(ヲ)) 19.33％ ／ 19.80％ ／

調整項目に係る参考事項 (6)

72 少数出資金融機関等の対象資本調達手段に係る調整項目不
算入額 49,153 ／ 39,843 ／

73 その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普通株式
に係る調整項目不算入額 1,017 ／ 892 ／

74 無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツに係るもの
に限る｡)に係る調整項目不算入額 ― ／ ― ／

75 繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に係る調整項目
不算入額 ― ／ 10,544 ／

Tier2資本に係る基礎項目の額に算入される引当金に関する事項 (7)
76 一般貸倒引当金の額 125 ／ 132 ／
77 一般貸倒引当金に係るTier2資本算入上限額 640 ／ 672 ／

78

内部格付手法採用行において、適格引当金の合計額から事業
法人等向けエクスポージャー及びリテール向けエクスポー
ジャーの期待損失額の合計額を控除した額(当該額が零を下
回る場合にあっては、零とする｡)

― ／ ― ／

79 適格引当金に係るTier2資本算入上限額 13,850 ／ 12,757 ／
資本調達手段に係る経過措置に関する事項 (8)

82 適格旧Tier1資本調達手段に係る算入上限額 ― ／ ― ／

83
適格旧Tier1資本調達手段の額から適格旧Tier1資本調達手
段に係る算入上限額を控除した額(当該額が零を下回る場合
にあっては、零とする｡)

― ／ ― ／

84 適格旧Tier2資本調達手段に係る算入上限額 46,027 ／ 46,027 ／

85
適格旧Tier2資本調達手段の額から適格旧Tier2資本調達手
段に係る算入上限額を控除した額(当該額が零を下回る場合
にあっては、零とする｡)

― ／ ― ／

注) 1. 上記は「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準」(平成18年金融庁告示第19号。以下、
「告示」という。)に基づいて算出したものであり、国際統一基準を採用した単体ベースの計数となっています。

2. 当行の単体自己資本比率の算定に関して、「自己資本比率の算定に関する合意された手続による調査業務を実施する場合の取扱い」(日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第30号)に
基づき、新日本有限責任監査法人による外部監査を受けています。なお、当該外部監査は、当行の財務諸表に対する会計監査の一部ではありません。
当該外部監査は、新日本有限責任監査法人が自己資本比率の算定に係る内部管理体制の一部について当行との間で合意された手続による調査業務を実施し、当行にその結果を報告するもの
であり、自己資本比率そのものや自己資本比率の算定に係る内部統制について意見を表明するものではありません。
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(B)｢(A)自己資本の構成に関する開示事項｣についての説明
｢貸借対照表｣及び貸借対照表の科目と｢自己資本の構成に関する開示事項｣の関係は次のとおりです。

(単位：百万円)

科目 平成26年度 平成27年度 付表
参照番号

｢自己資本の構成に関する
開示事項｣国際様式番号公表貸借対照表 公表貸借対照表

(資産の部)
現金預け金 1,457,944 1,665,011
コールローン 6,852 5,520
債券貸借取引支払保証金 ― 215,970
買入金銭債権 48,713 13,358
特定取引資産 67,185 127,305 6－a

金銭の信託 3,415 2,578
有価証券 1,887,153 1,492,120 6－b

貸出金 3,068,451 3,496,313 6－c

外国為替 7,088 3,675
その他資産 79,017 80,648 6－d

有形固定資産 26,561 24,632
無形固定資産 17,624 24,022 2

前払年金費用 45,785 49,795 3

支払承諾見返 41,828 43,749
貸倒引当金 △6,811 △5,636
投資損失引当金 △1 ―
資産の部合計 6,750,811 7,239,067
(負債の部)
預金 2,637,041 3,056,268
譲渡性預金 579,810 353,070
コールマネー 1,072,860 1,162,877
売現先勘定 12,022 67,602
債券貸借取引受入担保金 436,750 420,713
特定取引負債 63,242 121,483 6－e

借用金 221,967 366,955 7－a

外国為替 ― 0
社債 42,200 10,000 7－b

信託勘定借 1,008,363 1,019,554
その他負債 43,236 60,074 6－f

賞与引当金 1,909 1,953
変動報酬引当金 ― 401
睡眠預金払戻損失引当金 1,079 1,113
繰延税金負債 22,342 12,043 4－b

支払承諾 41,828 43,749
負債の部合計 6,184,654 6,697,859
(純資産の部)
資本金 247,369 247,369 1－a

資本剰余金 15,505 15,505 1－b

利益剰余金 168,935 180,091 1－c

株主資本合計 431,810 442,965
その他有価証券評価差額金 136,022 97,740
繰延ヘッジ損益 △1,676 501 5

評価･換算差額等合計 134,345 98,241 3

純資産の部合計 566,156 541,207
負債及び純資産の部合計 6,750,811 7,239,067
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〈付表〉

1. 株主資本

①貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

1－a 資本金 247,369 247,369
1－b 資本剰余金 15,505 15,505
1－c 利益剰余金 168,935 180,091

株主資本合計 431,810 442,965

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

普通株式等Tier1資本に係る額 431,810 442,965 普通株式に係る株主資本(社外流出予定額調整前)

1a うち資本金及び資本剰余金の額 262,874 262,874
2 うち利益剰余金の額 168,935 180,091

1c うち自己株式の額(△) ― ―
うち上記以外に該当するものの額 ― ―

31a その他Tier1資本調達手段に係る額 ― ― 実質破綻時損失吸収条項のある優先株式に係る株主資本

2. 無形固定資産

①貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

2 無形固定資産 17,624 24,022

上記に係る税効果 △5,675 △7,350

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

8 無形固定資産　のれんに係るもの ― ―
9 無形固定資産　その他の無形固定資産 11,949 16,671 のれん、モーゲージ･サービシング･ライツ以外(ソフトウェア等)

無形固定資産　モーゲージ･サービシング･ライツ ― ―
20 特定項目に係る10％基準超過額 ― ―
24 特定項目に係る15％基準超過額 ― ―

74 無形固定資産(モーゲージ･サービシング･ライツ
に係るものに限る。)に係る調整項目不算入額 ― ―
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3. 前払年金費用

①貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

３ 前払年金費用 45,785 49,795

上記に係る税効果 △14,742 △15,237

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

15 前払年金費用の額 31,042 34,557

4. 繰延税金資産

①貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

繰延税金資産 ― ―
4－b 繰延税金負債 22,342 12,043

無形固定資産の税効果勘案分 5,675 7,350
前払年金費用の税効果勘案分 14,742 15,237

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

10 繰延税金資産(一時差異に係るものを除く｡) ― ―
一時差異に係る繰延税金資産 ― 10,544

21 特定項目に係る10％基準超過額 ― ―
25 特定項目に係る15％基準超過額 ― ―

75 繰延税金資産(一時差異に係るものに限る｡)に
係る調整項目不算入額 ― 10,544

5. 繰延ヘッジ損益

①貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

5 繰延ヘッジ損益 △1,676 501

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

11 繰延ヘッジ損益の額 △1,676 501
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6. 金融機関向け出資等の対象科目

①貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

６－a 特定取引資産 67,185 127,305 商品有価証券、特定取引金融派生商品等を含む

６－b 有価証券 1,887,153 1,492,120
６－c 貸出金 3,068,451 3,496,313 劣後ローン等を含む

６－d その他資産 79,017 80,648 金融派生商品、出資金等を含む

６－e 特定取引負債 63,242 121,483 特定取引金融派生商品等を含む

６－f その他負債 43,236 60,074 金融派生商品等を含む

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

自己保有資本調達手段の額 ― ―
16 普通株式等Tier1相当額 ― ―
37 その他Tier1相当額 ― ―
52 Tier2相当額 ― ―

意図的に保有している他の金融機関等の資本
調達手段の額 ― ―

17 普通株式等Tier1相当額 ― ―
38 その他Tier1相当額 ― ―
53 Tier2相当額 ― ―

少数出資金融機関等の資本調達手段の額 49,927 39,843
18 普通株式等Tier1相当額 422 ―
39 その他Tier1相当額 5 ―
54 Tier2相当額 345 ―

72 少数出資金融機関等の対象資本調達手段に
係る調整項目不算入額 49,153 39,843

その他金融機関等(10％超出資) 1,017 892
19 特定項目に係る10％基準超過額 ― ―
23 特定項目に係る15％基準超過額 ― ―
40 その他Tier1相当額 ― ―
55 Tier2相当額 ― ―

73 その他金融機関等に係る対象資本調達手段
のうち普通株式に係る調整項目不算入額 1,017 892

7. その他資本調達

①貸借対照表 (単位：百万円)

参照番号 貸借対照表科目 平成26年度 平成27年度 備考

７－a 借用金 221,967 366,955
７－b 社債 42,200 10,000

合計 264,167 376,955

②自己資本の構成 (単位：百万円)

国際様式の
該当番号 自己資本の構成に関する開示事項 平成26年度 平成27年度 備考

32 その他Tier1資本調達手段に係る負債の額 ― ―
46 Tier2資本調達手段に係る負債の額 ― ―

注) 本表の自己資本の構成に関する開示事項の金額は、経過措置勘案前の数値を記載しているため、自己資本に算入されている金額に加え、｢(A)自己
資本の構成に関する開示事項｣における｢経過措置による不算入額｣の金額が含まれています。また、経過措置により自己資本に算入されている項目に
ついては本表には含んでいません。
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■自己資本

(2) ポートフォリオ区分別所要自己資本額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
EAD 所要自己資本額 EAD 所要自己資本額

信用リスク 78,878 2,017 83,902 1,844
内部格付手法 78,366 1,966 83,363 1,791

事業法人向け(特定貸付債権を除く) 30,921 797 30,118 768
事業法人向け(特定貸付債権) 2,737 121 2,926 119
ソブリン向け 33,563 37 40,014 51
金融機関等向け 1,582 25 2,048 27
リテール向け 2,805 126 2,741 118

居住用不動産向け 1,309 60 1,230 56
適格リボルビング型リテール向け 29 3 15 2
その他リテール向け 1,465 62 1,496 60

株式等 3,976 577 3,375 471
PD/LGD方式 3,011 325 2,871 338
マーケット･ベース方式(簡易手法適用分) 964 252 504 132
マーケット･ベース方式(内部モデル手法適用分) ― ― ― ―

信用リスク･アセットのみなし計算 1,026 199 840 154
購入債権 140 2 56 1
証券化 659 14 343 3
その他 953 64 897 73

標準的手法 512 41 538 43
ソブリン向け ― ― ― ―
金融機関等向け ― ― ― ―
法人等向け ― ― ― ―
抵当権付住宅ローン ― ― ― ―
証券化 ― ― ― ―
その他 512 41 538 43

CVAリスク ／ 9 ／ 9
中央清算機関関連向け ／ 0 ／ 0

マーケット･リスク ／ 16 ／ 9
標準的方式 ／ 0 ／ 0

金利リスク ／ ― ／ ―
株式リスク ／ ― ／ ―
外国為替リスク ／ 0 ／ 0
コモディティリスク ／ 0 ／ 0
オプション取引 ／ ― ／ ―

内部モデル方式 ／ 16 ／ 9
オペレーショナル･リスク ／ 166 ／ 173

先進的計測手法 ／ 166 ／ 173
基礎的手法 ／ ／ ／ ／

単体総所要自己資本額 ／ 2,080 ／ 1,936
注) 1. EAD：デフォルト時エクスポージャー

2. PD：デフォルト率
3. LGD：デフォルト時損失率
4. 所要自己資本額：信用リスクにおいては信用リスク･アセット額に8％を乗じた額と期待損失額の和、マーケット･リスクにおいてはマーケット･リスク相当額、オペレーショナル･リスクに

おいてはオペレーショナル･リスク相当額
5. 単体総所要自己資本額：自己資本比率算出上の分母に８％を乗じた額
6. 内部格付手法における各ポートフォリオ区分に含まれる主なエクスポージャーの種類は以下のとおりです。

・事業法人向け(特定貸付債権を除く)：一般事業法人や個人事業主等向けの与信(リテール向け与信に該当するものを除く)
・事業法人向け(特定貸付債権)：不動産ノンリコースローン、船舶ファイナンス、プロジェクトファイナンス等、元利金の返済原資を特定の不動産･動産･事業等からのキャッシュフローに

限定した与信
・ソブリン向け：中央政府や中央銀行、地方公共団体等向けの与信
・金融機関等向け：銀行や証券会社等向けの与信
・リテール向け：住宅ローン(居住用不動産向け)、カードローン(適格リボルビング型リテール向け)、左記以外の個人向け消費性与信、総与信1億円未満の事業性与信等(その他リテール向け)
・株式等：株式、優先出資証券、永久劣後債等(特定取引資産を除く)
・信用リスク･アセットのみなし計算：投資信託やファンド等
・購入債権：有価証券等を除いた、第三者から購入した債権(証券化に該当するものを除く)
・証券化：ノン･リコース形態及び優先劣後構造の性質を有する取引に係る与信(特定貸付債権に該当するものを除く)

7. 信用リスクの標準的手法のEADは、個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直接償却の額を控除前の金額です。
8. 信用リスクの内部格付手法のEADは、平成27年度以降、デリバティブ取引の受入担保の額を含めて算出しており、平成26年度においては、遡及適用して記載しています。
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■信用リスク

(3) 信用リスクの期末残高等
　信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー
及び証券化エクスポージャーを除いています。
　期末残高についてはEADベースで記載しています。

　平成26年度、平成27年度とも、信用リスクに関するエクスポージ
ャーの期末残高と期中の平均的なリスクポジションに大幅な乖離は
見られません。

○信用リスクに関するエクスポージャーの状況

(A) 地域別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

国内 41,660 13,353 70 15,537 70,621 48,155 9,764 91 17,545 75,557
海外 1,010 4,754 219 73 6,058 1,762 4,569 221 68 6,622

アジア 210 1 ― 0 212 218 1 ― 0 219
中南米 417 ― ― ― 417 378 ― ― ― 378
北米 103 2,791 37 5 2,938 88 2,157 22 33 2,302
東欧 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
西欧 32 1,960 182 67 2,242 542 2,410 198 35 3,186
その他の地域 246 ― ― 0 247 534 ― ― 0 534

合計 42,670 18,107 290 15,610 76,679 49,918 14,334 312 17,614 82,180
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 512 ／ ／ ／ ／ 538
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には現金、預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

(B) 業種別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

製造業 6,387 1,556 ― 74 8,018 6,637 1,351 ― 56 8,045
建設業 587 124 ― ― 711 552 128 ― 0 681
不動産業 10,633 1,140 ― 2 11,776 11,344 844 ― 2 12,191
各種サービス業 856 41 ― 0 898 947 41 ― 5 995
卸売･小売業 2,202 177 ― 6 2,386 2,276 168 ― 3 2,447
金融･保険業 5,194 584 290 663 6,732 3,789 799 312 502 5,404
個人 1,490 ― ― 1 1,492 1,385 ― ― 1 1,387
その他の業種 9,748 5,415 0 953 16,117 10,229 5,144 ― 898 16,271
日本国･日本銀行 5,571 9,065 ― 13,909 28,545 12,755 5,854 ― 16,143 34,754
合計 42,670 18,107 290 15,610 76,679 49,918 14,334 312 17,614 82,180
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 512 ／ ／ ／ ／ 538
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. その他には現金、預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。
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(C) 残存期間別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

1年未満 13,770 5,215 0 14,571 33,558 20,193 2,876 5 16,632 39,707
1年以上3年未満 8,548 690 154 6 9,399 8,294 406 90 3 8,794
3年以上5年未満 7,371 3,402 60 ― 10,834 7,216 2,160 82 4 9,463
5年以上 12,582 4,813 73 ― 17,470 14,075 5,508 133 1 19,719
期間の定めのないもの等 396 3,985 ― 1,033 5,415 139 3,382 ― 973 4,495
合計 42,670 18,107 290 15,610 76,679 49,918 14,334 312 17,614 82,180
適用除外分 ／ ／ ／ ／ 512 ／ ／ ／ ／ 538
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. その他には現金、預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

○3ヶ月以上延滞エクスポージャー又はデフォルトしたエクスポージャーの状況

(D) 地域別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

国内 272 26 ― 3 302 209 14 ― 3 228
海外 0 ― ― ― 0 0 ― ― ― 0

アジア ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
中南米 0 ― ― ― 0 0 ― ― ― 0
北米 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
東欧 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
西欧 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
その他の地域 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 272 26 ― 3 302 209 14 ― 3 228
適用除外分 ／ ／ ／ ／ ― ／ ／ ／ ／ ―
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. 非居住者分は海外に含みます。
3. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。

(E) 業種別内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸出金･コミット

メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計 貸出金･コミット
メント･デリバ
ティブ以外の

オフ･バランス

有価証券 デリバティブ その他 合計

製造業 145 26 ― 0 172 123 14 ― 0 138
建設業 1 0 ― ― 1 1 0 ― 0 1
不動産業 67 0 ― 0 68 35 0 ― 0 36
各種サービス業 1 0 ― 0 1 0 0 ― 0 0
卸売･小売業 3 0 ― 0 3 2 0 ― 0 2
金融･保険業 ― 0 ― 0 0 ― 0 ― 0 0
個人 51 ― ― 1 53 46 ― ― 1 47
その他の業種 0 0 ― 0 0 0 0 ― 0 0
合計 272 26 ― 3 302 209 14 ― 3 228
適用除外分 ／ ／ ／ ／ ― ／ ／ ／ ／ ―
注) 1. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額(個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直

接償却の額を控除前)です。
2. その他には預け金、コールローン、買入金銭債権、金銭の信託、外国為替、その他資産が含まれます。
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○貸倒引当金等の状況
　信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー
及び証券化エクスポージャーに係るものを除いています。

(F) 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額(部分直接償却実施後) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
一般貸倒引当金 期首残高 84 54

当期増加額 54 50
当期減少額 84 54
期末残高 54 50

個別貸倒引当金 期首残高 42 13
当期増加額 13 5
当期減少額 42 13
期末残高 13 5

特定海外債権引当勘定 期首残高 0 0
当期増加額 0 0
当期減少額 0 0
期末残高 0 0

合計 期首残高 127 68
当期増加額 68 56
当期減少額 127 68
期末残高 68 56

注) 一般貸倒引当金は、貸借対照表の金額に基づき表示しており、信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーに係るものを除いていま
せん。

(G) 個別貸倒引当金の地域別及び業種別の内訳 (単位：億円)

平成25年度(a) 平成26年度(b) 平成27年度(c) 増減(b)－(a) 増減(c)－(b)
国内 42 13 5 △29 △7

製造業 0 1 1 1 △0
建設業 ― ― ― ― ―
不動産業 40 8 2 △31 △6
各種サービス業 ― 1 0 1 △0
卸売･小売業 0 0 ― △0 △0
金融･保険業 ― ― ― ― ―
個人 1 1 0 △0 △0
その他 0 0 0 △0 △0

海外 0 0 0 ― △0
適用除外分 0 0 0 △0 0
合計 42 13 5 △29 △7
注) 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。

(H) 貸出金償却額の業種別の内訳 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
製造業 ― 0
建設業 ― ―
不動産業 ― ―
各種サービス業 ― ―
卸売･小売業 ― ―
金融･保険業 ― ―
個人 0 ―
その他 0 0
適用除外分 ― ―
合計 0 0
注) 1. 損益計算書の貸出金償却の金額から信用リスク･アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーに係るものを除いた計数について、その内訳を表示して

います。
2. 適用除外分は、信用リスク･アセットの額を算出するにあたって重要でない事業単位又は資産区分に対して適用した標準的手法による金額です。
3. その他には海外分及び非居住者分を含みます。
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○標準的手法が適用されるエクスポージャーの状況

( I ) リスク･ウェイト区分別信用リスク削減効果適用後の残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
オン･バランス オフ･バランス 合計 うち外部格付あり オン･バランス オフ･バランス 合計 うち外部格付あり

リスク･ウェイト

0％ ― ― ― ― ― ― ― ―
10％ ― ― ― ― ― ― ― ―
20％ 0 ― 0 ― 0 ― 0 ―
35％ ― ― ― ― ― ― ― ―
50％ ― ― ― ― ― ― ― ―

100％ 512 ― 512 ― 538 ― 538 ―
150％ ― ― ― ― ― ― ― ―
250％ ― ― ― ― ― ― ― ―
350％ ― ― ― ― ― ― ― ―
625％ ― ― ― ― ― ― ― ―

937.5％ ― ― ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 512 ― 512 ― 538 ― 538 ―
注) 1. 個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定、部分直接償却の額を控除前の残高を記載しています。

2. オフ･バランスのエクスポージャーは与信相当額を記載しています。

(J) 1,250％のリスク･ウェイトが適用されるエクスポージャーの額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
1,250％のリスク･ウェイトが適用されるエクスポージャーの額 ― ―

○内部格付手法が適用されるエクスポージャーの状況

(K) リスク･ウェイト区分別スロッティング･クライテリアに割り当てられた特定貸付債権残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

50％ ― ―
70％ ― 55
90％ ― ―
95％ 136 310

115％ ― ―
120％ ― ―
140％ ― 33
250％ 45 ―

デフォルト ― ―
合計 182 399

(L) リスク･ウェイト区分別マーケット･ベース方式の簡易手法が適用される株式等エクスポージャー残高 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト
300% 886 449
400% 78 54

合計 964 504
注) 簡易手法が適用される株式等エクスポージャーのうち、上場株式については300％、非上場株式については400％のリスク･ウェイトを適用しています。
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(M) 資産区分･格付区分別ポートフォリオ(事業法人等向け) (単位：億円)

平成26年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均
ELdefault(％)

EAD加重平均
リスク･ウェイト(％)

EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

事業法人向け 1.00 33.81 ／ 30.54 33,583 27,577 6,006 4,395 74.73
投資適格ゾーン 0.09 35.87 ／ 24.89 26,229 20,815 5,413 3,961 74.70
非投資適格ゾーン 1.39 26.55 ／ 51.59 7,141 6,548 592 433 75.00
デフォルト 100.00 23.03 21.54 19.77 213 213 ― ― ―

ソブリン向け 0.00 38.48 ／ 1.39 33,563 27,991 5,571 ― ―
投資適格ゾーン 0.00 38.48 ／ 1.37 33,554 27,983 5,571 ― ―
非投資適格ゾーン 0.99 38.60 ／ 89.01 8 8 ― ― ―
デフォルト 100.00 57.45 52.70 62.94 0 0 ― ― ―

金融機関等向け 0.11 38.60 ／ 19.31 1,615 1,273 341 ― ―
投資適格ゾーン 0.06 38.60 ／ 16.77 1,533 1,203 329 ― ―
非投資適格ゾーン 1.05 38.60 ／ 66.67 82 70 12 ― ―
デフォルト ― ― ― ― ― ― ― ― ―

PD/LGD方式を適用する
株式等エクスポージャー 1.07 90.00 ／ 135.25 3,011 3,011 ― ― ―

投資適格ゾーン 0.07 90.00 ／ 110.89 2,646 2,646 ― ― ―
非投資適格ゾーン 0.96 90.00 ／ 241.70 338 338 ― ― ―
デフォルト 100.00 90.00 ／ 1,192.50 26 26 ― ― ―

合計 0.52 38.46 ／ 21.05 71,773 59,853 11,919 4,395 74.73
投資適格ゾーン 0.04 39.55 ／ 15.92 63,963 52,648 11,314 3,961 74.70
非投資適格ゾーン 1.36 29.53 ／ 60.28 7,570 6,965 605 433 75.00
デフォルト 100.00 30.53 29.21 151.11 240 240 ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均
ELdefault(％)

EAD加重平均
リスク･ウェイト(％)

EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

事業法人向け 0.78 35.53 ／ 30.72 32,701 28,920 3,780 4,416 74.72
投資適格ゾーン 0.08 38.24 ／ 27.00 26,217 23,040 3,177 3,922 74.69
非投資適格ゾーン 1.21 24.70 ／ 46.38 6,326 5,723 603 493 75.00
デフォルト 100.00 19.63 18.07 20.76 156 156 ― ― ―

ソブリン向け 0.00 38.19 ／ 1.61 40,014 29,894 10,120 ― ―
投資適格ゾーン 0.00 38.19 ／ 1.60 40,007 29,886 10,120 ― ―
非投資適格ゾーン 1.03 38.27 ／ 83.30 7 7 ― ― ―
デフォルト 100.00 56.79 52.05 62.80 0 0 ― ― ―

金融機関等向け 0.10 34.82 ／ 16.42 2,048 1,025 1,023 50 75.00
投資適格ゾーン 0.07 34.78 ／ 15.49 2,022 1,015 1,007 50 75.00
非投資適格ゾーン 2.43 38.27 ／ 88.81 26 10 16 ― ―
デフォルト ― ― ― ― ― ― ― ― ―

PD/LGD方式を適用する
株式等エクスポージャー 0.67 90.00 ／ 147.29 2,871 2,871 ― ― ―

投資適格ゾーン 0.09 90.00 ／ 131.26 2,624 2,624 ― ― ―
非投資適格ゾーン 1.16 90.00 ／ 263.50 232 232 ― ― ―
デフォルト 100.00 90.00 ／ 1,192.50 14 14 ― ― ―

合計 0.36 38.90 ／ 19.65 77,636 62,711 14,924 4,466 74.73
投資適格ゾーン 0.04 40.03 ／ 16.19 70,872 56,567 14,305 3,972 74.69
非投資適格ゾーン 1.21 27.07 ／ 54.25 6,592 5,973 619 493 75.00
デフォルト 100.00 25.54 24.11 119.15 171 171 ― ― ―

注) 1. 投資適格ゾーンには債務者格付A1～B2が含まれ、非投資適格ゾーンにはC1～E2(E2Rを除く)が、デフォルトにはE2R～H1がそれぞれ含まれます(債務者格付詳細については117ペー
ジに記載しています)。

2. 事業法人向けにはスロッティング･クライテリアに割り当てられた特定貸付債権が含まれません。
3. 各資産区分にはそれぞれ購入債権が含まれています。
4. コミットメントの未引出額、未引出額に乗ずる掛目の加重平均値には、任意の時期に無条件で取消可能又は自動的に取消可能なコミットメントは含まれません。
5. PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーのELは1,250％を乗じてリスク･アセットに計上しています。
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(N) 資産区分･格付区分別ポートフォリオ(リテール向け) (単位：億円)

平成26年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均
ELdefault(％)

EAD加重平均
リスク･ウェイト(％)

EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

居住用不動産向け 2.69 41.41 ／ 43.69 1,309 1,308 0 0 100.00
非デフォルト 1.17 41.38 ／ 43.88 1,289 1,288 0 0 100.00
デフォルト 100.00 43.83 41.42 31.93 20 20 ― ― ―

適格リボルビング型リテール向け 8.29 77.14 ／ 77.37 29 14 15 20 76.33
非デフォルト 6.28 77.27 ／ 77.84 29 13 15 20 76.36
デフォルト 100.00 71.04 66.82 55.92 0 0 0 0 72.91

その他リテール向け 3.44 45.51 ／ 32.99 1,465 1,460 5 5 100.00
非デフォルト 0.81 45.37 ／ 32.86 1,426 1,421 5 5 100.00
デフォルト 100.00 50.46 47.62 37.63 38 38 ― ― ―

合計 3.14 43.93 ／ 38.46 2,805 2,783 21 26 81.93
非デフォルト 1.03 43.84 ／ 38.51 2,745 2,723 21 26 81.98
デフォルト 100.00 48.45 45.74 35.91 59 59 0 0 72.91

(単位：億円)

平成27年度
EAD加重平均

PD(％)
EAD加重平均

LGD(％)
EAD加重平均
ELdefault(％)

EAD加重平均
リスク･ウェイト(％)

EAD
(億円)

コミットメント
の未引出額

未引出額に乗ずる
掛目の加重平均値(％)

オン･バランス オフ･バランス

居住用不動産向け 2.73 41.03 ／ 43.44 1,230 1,230 ― ― ―
非デフォルト 1.14 40.99 ／ 43.60 1,210 1,210 ― ― ―
デフォルト 100.00 43.34 40.83 33.26 19 19 ― ― ―

適格リボルビング型リテール向け 9.47 76.49 ／ 84.43 15 8 6 8 82.10
非デフォルト 6.72 76.67 ／ 85.23 14 8 6 8 82.29
デフォルト 100.00 70.50 66.11 58.17 0 0 0 0 61.54

その他リテール向け 2.98 45.92 ／ 32.56 1,496 1,491 4 4 100.00
非デフォルト 0.69 45.81 ／ 32.39 1,461 1,456 4 4 100.00
デフォルト 100.00 50.65 47.64 39.83 34 34 ― ― ―

合計 2.90 43.90 ／ 37.73 2,741 2,730 11 13 88.75
非デフォルト 0.93 43.81 ／ 37.73 2,687 2,675 11 13 88.91
デフォルト 100.00 48.18 45.34 37.61 54 54 0 0 61.54

注) 1. 各資産区分にはそれぞれ購入債権が含まれています。
2. コミットメントの未引出額、未引出額に乗ずる掛目の加重平均値には、任意の時期に無条件で取消可能又は自動的に取消可能なコミットメントは含まれません。

(O) エクスポージャー別損失の実績値 (単位：億円)

平成26年4月～平成27年3月 平成27年4月～平成28年3月
実績値 実績値

事業法人向け △22 △4
ソブリン向け 0 0
金融機関等向け ― ―
居住用不動産向け 0 0
適格リボルビング型リテール向け 0 0
その他リテール向け 0 0
合計 △22 △4
注) 実績値は、当該期間の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金(うち要管理先以下)等の増減額、及び無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損等の合計額で

す。なお、PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーに係る実績値については含めていません。

[要因分析]

　主に事業法人向けエクスポージャーの損失が増加し、損失の実績値
は前回比＋１８億円の△４億円となりました。
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(P) エクスポージャー別損失の推計値と実績値の対比 (単位：億円)

平成19年4月～平成20年3月 平成20年4月～平成21年3月
推計値(平成19年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成20年3月末基準の期待損失額) 実績値

引当控除後 引当控除後
事業法人向け 795 427 △200 393 251 127
ソブリン向け 8 △109 5 0 △123 1
金融機関等向け 2 2 ― 1 1 ―
居住用不動産向け 14 14 0 15 14 △0
適格リボルビング型リテール向け 3 2 △0 4 4 0
その他リテール向け 20 17 △0 20 18 △0
合計 843 354 △195 435 166 128

(単位：億円)

平成21年4月～平成22年3月 平成22年4月～平成23年3月
推計値(平成21年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成22年3月末基準の期待損失額) 実績値

引当控除後 引当控除後
事業法人向け 484 390 89 482 399 43
ソブリン向け 0 △125 4 0 △129 1
金融機関等向け 2 2 ― 1 1 ―
居住用不動産向け 14 14 △0 20 20 △0
適格リボルビング型リテール向け 5 5 △0 4 4 0
その他リテール向け 15 14 0 21 20 1
合計 523 302 93 531 316 46

(単位：億円)

平成23年4月～平成24年3月 平成24年4月～平成25年3月
推計値(平成23年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成24年3月末基準の期待損失額) 実績値

引当控除後 引当控除後
事業法人向け 388 317 29 246 155 △7
ソブリン向け 0 △131 1 0 △133 1
金融機関等向け 1 1 ― 1 1 ―
居住用不動産向け 22 22 0 21 21 △0
適格リボルビング型リテール向け 4 4 △0 4 3 0
その他リテール向け 32 31 0 32 31 0
合計 450 246 31 306 79 △4

(単位：億円)

平成25年4月～平成26年3月 平成26年4月～平成27年3月
推計値(平成25年3月末基準の期待損失額) 実績値 推計値(平成26年3月末基準の期待損失額) 実績値

引当控除後 引当控除後
事業法人向け 206 129 △5 162 100 △22
ソブリン向け 0 △135 △135 0 0 0
金融機関等向け 1 1 ― 1 1 ―
居住用不動産向け 18 18 0 17 17 0
適格リボルビング型リテール向け 2 2 △0 2 2 0
その他リテール向け 31 29 △0 27 26 0
合計 261 47 △141 210 148 △22

(単位：億円)

平成27年4月～平成28年3月
推計値(平成27年3月末基準の期待損失額) 実績値

引当控除後
事業法人向け 78 39 △4
ソブリン向け 0 0 0
金融機関等向け 0 0 ―
居住用不動産向け 14 14 0
適格リボルビング型リテール向け 1 1 0
その他リテール向け 23 22 0
合計 119 80 △4
注) 1.｢引当控除後｣の推計値は当該期初の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金(うち要管理先以下)等を控除した額です。なお、PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーに係

る推計値については含めていません。
2. 実績値は、当該期間の部分直接償却、個別貸倒引当金、一般貸倒引当金(うち要管理先以下)等の増減額、及び無税直接償却、不良債権売却損、不良債権放棄損、債権株式交換損等の合計額

です。なお、PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーに係る実績値については含めていません。
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■信用リスク削減手法

(4) ポートフォリオ区分別信用リスク削減手法
　担保及び保証による信用リスク削減手法の効果を勘案したエクス
ポージャーの額は以下のとおりです。

(単位：億円)

平成26年度 平成27年度
金融資産担保 資産担保 保証 クレジット･

デリバティブ
合計 金融資産担保 資産担保 保証 クレジット･

デリバティブ
合計

内部格付手法 2,439 2,693 528 ― 5,662 254 2,678 1,031 ― 3,964
事業法人向け 2,303 2,578 521 ― 5,403 69 2,586 1,025 ― 3,682
ソブリン向け ― 115 7 ― 122 ― 92 5 ― 98
金融機関等向け 135 ― ― ― 135 184 ― ― ― 184
リテール向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

居住用不動産向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
適格リボルビング
型リテール向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

その他リテール向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

標準的手法 ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
ソブリン向け ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
金融機関等向け ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
法人等向け ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
抵当権付住宅ローン ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
証券化 ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―
その他 ― ／ ― ― ― ― ／ ― ― ―

合計 2,439 2,693 528 ― 5,662 254 2,678 1,031 ― 3,964
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■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク

(5) 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクの状況

(A) 派生商品取引及び長期決済期間取引の状況

〈派生商品取引〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
カレント･エクスポージャー方式 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

外国為替関連取引 ― ― ― 0 0 0
金利関連取引 474 248 722 501 173 675
金関連取引 ― ― ― ― ― ―
株式関連取引 ― ― ― ― ― ―
貴金属(金を除く)関連取引 ― ― ― ― ― ―
その他のコモディティ関連取引 ― ― ― ― ― ―
クレジット･デリバティブ取引 ― ― ― ― ― ―

小計 ① 474 248 722 501 174 676
一括清算ネッティング契約による
与信相当額削減効果（△） ② ／ ／ 432 ／ ／ 363

小計 ③＝①＋② ／ ／ 290 ／ ／ 312
担保付デリバティブ取引における
信用リスク削減手法効果勘案(△) ④ ／ ／ ― ／ ／ ―

合計 ③＋④ ／ ／ 290 ／ ／ 312

標準方式 与信相当額 与信相当額
合計 ／ ／
注) 与信相当額の算出方法はカレント･エクスポージャー方式を用いています。

〈長期決済期間取引〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額 グロスの再構築コスト グロスのアドオン 与信相当額

長期決済期間取引 ― ― ― 12 3 16
注）1. 与信相当額の算出方法はカレント･エクスポージャー方式を用いています。

2. 長期決済期間取引について、｢一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果｣及び｢担保付取引における信用リスク削減手法効果｣の適用はありません。

(B) 信用リスク削減手法適用額(種類別) (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
金融資産担保 135 184
資産担保 ― ―
保証･その他 ― ―
合計 135 184

(C) 与信相当額算出の対象となるクレジット･デリバティブの想定元本額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
想定元本額 想定元本額

クレジット･デリバティブの種類
クレジット･デフォルト･スワップ プロテクションの購入 ― ―

プロテクションの提供 ― ―
トータル･リターン･スワップ プロテクションの購入 ― ―

プロテクションの提供 ― ―
合計 プロテクションの購入 ― ―

プロテクションの提供 ― ―
注）なお、信用リスク削減手法として用いたクレジット･デリバティブは以下のとおりです。

(単位：億円)

平成26年度 平成27年度

信用リスク削減手法として用いたクレジット･デリバティブ ― ―
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■証券化エクスポージャー

(6) 証券化エクスポージャーの定量的開示項目

○オリジネーターとしての証券化エクスポージャー(信用リスク･アセットの額の算出対象)

(A) 原資産の種類別の情報 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ① ― 282 ― ― ― ― ― 282

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― 6 ― ― ― ― ― 6
当期の損失額 ― 1 ― ― ― ― ― 1
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引
原資産の額 ② ― ― ― ― ― ― ― ―

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

原資産の額の合計 ①＋② ― 282 ― ― ― ― ― 282

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

資産譲渡型証券化取引
原資産の額 ① ― ― ― ― ― ― ― ―

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期中に認識した売却損益の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
早期償還条項付証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

合成型証券化取引
原資産の額 ② ― ― ― ― ― ― ― ―

うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期の損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

原資産の額の合計 ①＋② ― ― ― ― ― ― ― ―
注) 1. ｢当期｣に関する情報については、平成26年度、平成27年度、それぞれにおける累計額を記載しています。

2. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
3. ｢クレジットカード与信｣には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
4. ｢住宅ローン｣における｢当期の損失額｣は、現状交付された信託対象債権の元本相当額を記載しています。

〈証券化取引を目的として保有している資産〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引を目的として保有している資産 ― ― ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引を目的として保有している資産 ― ― ― ― ― ― ― ―
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(B) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報

〈原資産種類別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

オン･バランス ― 326 ― ― ― ― ― 326
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― 326 ― ― ― ― ― 326
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

オン･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― ― ― ― ―
注) 1. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。

2. クレジットカード与信には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
3. ｢原資産が海外資産である取引｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
4. ｢再証券化エクスポージャー｣については、平成26年度、平成27年度ともに金融庁告示第1条2の2号に該当するものを記載しています(以下同様)。

〈リスク･ウェイト区分別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ ― ― ― ― ― ―
～50％ 326 ― ― ― 326 ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 326 ― ― ― 326 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ ― ― ― ― ― ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―
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〈リスク･ウェイト区分別の所要自己資本の額〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ ― ― ― ― ― ―
～50％ 11 ― ― ― 11 ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 11 ― ― ― 11 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ ― ― ― ― ― ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―

〈保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

～20％ ― ―
～50％ ― ―

～100％ ― ―
～250％ ― ―
～650％ ― ―
650％超 ― ―

合計 ― ―

〈証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― 1 ― ― ― ― ― 1

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 証券化商品 合計

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ― ― ― ― ― ― ―
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○流動化プログラム(ABCP/ABL)のスポンサーとしての証券化エクスポージャー(信用リスク･アセットの額の
算出対象)

(C) 原資産の種類別の情報 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

原資産に関する当期の想定損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

原資産の額 ― ― ― ― ― ― ― ―
うちデフォルトしたエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

原資産に関する当期の想定損失額 ― ― ― ― ― ― ― ―
当期に証券化を行ったエクスポージャーの額 ― ― ― ― ― ― ― ―
注）流動化プログラム(ABCP/ABL)のスポンサーとしての証券化エクスポージャーのうち、お客さまの保有する債権の流動化において、スポンサー以外の立場で証券化エクスポージャー(ABS、

信託受益権等、転売可能な形態)を取得した場合は、投資家に分類しています。

(D) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報

〈原資産種類別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

オン･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 売掛債権･手形債権 不動産 その他 合計

オン･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― ― ― ― ― ― ―
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― ― ― ― ―

522

流動化プログラム（ABCP/ABL）のスポンサーとしての証券化エクスポージャー（信用リスク・アセットの額の算出対象）



み
ず
ほ
信
託
銀
行
　
●
　
単
体
の
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

2016/07/07 17:29:52 / 16223328_株式会社みずほフィナンシャルグループ_総会その他（Ｃ）

〈リスク･ウェイト区分別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ ― ― ― ― ― ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250% ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ ― ― ― ― ― ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250% ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―

〈リスク･ウェイト区分別の所要自己資本の額〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ ― ― ― ― ― ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250% ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ ― ― ― ― ― ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250% ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―

〈保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

～20％ ― ―
～50％ ― ―

～100％ ― ―
～250％ ― ―
～650％ ― ―
650％超 ― ―

合計 ― ―
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○投資家としての証券化エクスポージャー(信用リスク･アセットの額の算出対象)

(Ｅ) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報

〈原資産種類別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計

オン･バランス 6 73 100 ― ― ― ― 179
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― 153 ― ― ― ― 153
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 6 73 253 ― ― ― ― 333
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― ― ― ― ―

(単位：億円)

平成27年度
クレジットカード与信 住宅ローン 自動車ローン リース料債権 事業法人 不動産 その他 合計

オン･バランス 0 82 100 ― ― ― ― 182
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

オフ･バランス ― ― 160 ― ― ― ― 160
うち再証券化エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 0 82 260 ― ― ― ― 343
(うち再証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―
(うち1,250％のリスク･ウェイトが適用される
証券化エクスポージャー) ― ― ― ― ― ― ― ―

(うち原資産が海外資産である取引) ― ― ― ― ― ― ― ―
注）1. ｢原資産種類の区分｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。なお、区分が困難な取引については、｢その他｣に記載しています。

２. ｢クレジットカード与信｣には、ショッピングクレジット、カードローン等が含まれています。
３. ｢原資産が海外資産である取引｣については、個別取引毎の原資産のうち主要なものをベースに記載しています。
４. ｢再証券化エクスポージャー｣については、平成26年度、平成27年度ともに金融庁告示第１条２の２号に該当するものを記載しています(以下同様)。
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〈リスク･ウェイト区分別の残高〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 179 ― 153 ― 333 ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 179 ― 153 ― 333 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 182 ― 160 ― 343 ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 182 ― 160 ― 343 ―

〈リスク･ウェイト区分別の所要自己資本の額〉 (単位：億円)

平成26年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 1 ― 1 ― 2 ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 1 ― 1 ― 2 ―

(単位：億円)

平成27年度
オン･バランス うち再証券化

エクスポージャー
オフ･バランス うち再証券化

エクスポージャー
合計 うち再証券化

エクスポージャー

リスク･ウェイト

～20％ 1 ― 1 ― 3 ―
～50％ ― ― ― ― ― ―

～100％ ― ― ― ― ― ―
～250％ ― ― ― ― ― ―
～650％ ― ― ― ― ― ―

～1,250％未満 ― ― ― ― ― ―
1,250％ ― ― ― ― ― ―

合計 1 ― 1 ― 3 ―
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〈保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法〉 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度

リスク･ウェイト

～20％ ― ―
～50％ ― ―

～100％ ― ―
～250％ ― ―
～650％ ― ―
650％超 ― ―

合計 ― ―

○オリジネーターとしての証券化エクスポージャー(マーケット･リスク相当額の算出対象)

(F) 原資産の種類別の情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(G) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

○流動化プログラム(ABCP/ABL)のスポンサーとしての証券化エクスポージャー(マーケット･リスク相当額の
算出対象)

(H) 原資産の種類別の情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

( I ) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

○投資家としての証券化エクスポージャー(マーケット･リスク相当額の算出対象)

(J) 保有する証券化エクスポージャーに関する情報
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。
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■マーケット･リスク
　マーケット･リスクに関わる市場リスク管理態勢等については、
120～125ページをご覧ください。

○トレーディング業務

トレーディング業務における市場リスク量(VAR)の推移 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
期末日 15 20
最大値 112 186
最小値 13 4
平均値 52 51
バックテスト超過回数 0回 2回
注）1. 市場リスク量(VAR)は内部モデルによる算出分です。

２. バックテスト超過回数は、期末日より250営業日前までに超過した回数です。マーケ
ット･リスク相当額算出に使用する乗数が決定されます。

VARの手法
ＶＡＲ ：ヒストリカルシミュレーション法
定量基準 ：①信頼区間　片側99％

②保有期間　１日
③観測期間　１年（251営業日）

トレーディング業務におけるストレスVARの推移 (単位：百万円)

平成26年度 平成27年度
期末日 56 41
最大値 414 459
最小値 50 12
平均値 150 91

ストレスVARの手法
ストレスＶＡＲ ：ヒストリカルシミュレーション法
定量基準 ：①信頼区間　片側99％

②保有期間　１日
③観測期間　１年(251営業日)

○アウトライヤー基準

｢アウトライヤー基準｣の結果 (単位：億円)

損失額 総自己資本 自己資本に対する割合
平成27年３月末基準 379 5,028 7.5%
平成28年３月末基準 412 4,795 8.5%

うち円金利の影響 116 ／ ／
ドル金利の影響 168 ／ ／
ユーロ金利の影響 126 ／ ／

注）マーケット･リスクに関する各種定義は125ページに記載しています。
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■銀行勘定における株式等エクスポージャー

(7) 銀行勘定における株式等エクスポージャーの状況

(A) 貸借対照表計上額 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
貸借対照表計上額 時価 貸借対照表計上額 時価

上場株式等エクスポージャー 2,705 2,705 2,314 2,314
上記以外の株式等エクスポージャー 286 ／ 537 ／
合計 2,991 ／ 2,851 ／
注) 株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

(B) 株式等エクスポージャーに係る売却損益 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
売却損益 売却損益売却益 売却損 売却益 売却損

株式等エクスポージャーの売却 74 76 2 53 96 43
注) 損益計算書の株式等売却損益の計数を表示しています。

(C) 株式等エクスポージャーに係る償却損益 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
償却損益 償却損益

株式等エクスポージャーの償却 △0 △15
注) 損益計算書の株式等償却の計数を表示しています。

(D) 貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益 (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
評価差額 評価差額評価益 評価損 評価益 評価損

株式等エクスポージャー 1,456 1,476 19 1,125 1,153 27
注) 株式等エクスポージャーのうち、日本株式及び外国株式のみを表示しています。

(E) 貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益
　平成26年度、平成27年度とも、該当ありません。

(F) ポートフォリオ区分別株式等エクスポージャー (単位：億円)

平成26年度 平成27年度
PD／LGD方式 3,011 2,871
マーケット･ベース方式(簡易手法適用分) 964 504
マーケット･ベース方式(内部モデル手法適用分) ― ―
合計 3,976 3,375
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■流動性カバレッジ比率

　バーゼル銀行監督委員会の合意に基づく流動性規制として、平成27
年3月末基準より流動性カバレッジ比率の最低水準を充足することが
求められています。
　当行の単体流動性カバレッジ比率(以下「単体LCR」)の算出は｢銀
行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその経営の健全性を判断する
ための基準として定める流動性に係る健全性を判断するための基準｣
(平成26年金融庁告示第60号、以下｢告示第60号｣)に則っています。

　当行が本頁で行う情報開示は、｢銀行法施行規則第19条の2第1項第
5号ホ等の規定に基づき、流動性に係る経営の健全性の状況について
金融庁長官が別に定める事項｣(平成27年金融庁告示第7号)に則って
います。
　流動性に係る経営の健全性の状況は以下のとおりです。

(単位：百万円、件)

項目 平成27年度第3四半期 平成27年度第4四半期
適格流動資産 (１) ／ ／
1 適格流動資産の合計額 2,121,119 2,189,068

資金流出額 (２) 資金流出率を
乗じる前の額

資金流出率を
乗じた後の額

資金流出率を
乗じる前の額

資金流出率を
乗じた後の額

2 リテール無担保資金調達に係る資金流出額 1,750,703 161,684 1,757,095 161,765
3 うち、安定預金の額 191,248 5,737 199,231 5,976
4 うち、準安定預金の額 1,559,455 155,947 1,557,864 155,788
5 ホールセール無担保資金調達に係る資金流出額 1,815,335 1,418,399 2,108,495 1,674,589
6 うち、適格オペレーショナル預金の額 0 0 0 0

7 うち、適格オペレーショナル預金及び負債性有価証券以外の
ホールセール無担保資金調達に係る資金の額 1,677,945 1,281,009 1,940,122 1,506,216

8 うち、負債性有価証券の額 137,390 137,390 168,373 168,373
9 有担保資金調達等に係る資金流出額 ／ 0 ／ 0

10 デリバティブ取引等、資金調達プログラム及び与信･流動性ファ
シリティに係る資金流出額 478,889 126,243 457,021 119,071

11 うち、デリバティブ取引等に係る資金流出額 6,853 6,853 13,519 13,519
12 うち、資金調達プログラムに係る資金流出額 0 0 0 0
13 うち、与信･流動性ファシリティに係る資金流出額 472,035 119,390 443,502 105,552
14 資金提供義務に基づく資金流出額等 55,231 13,716 49,752 1,715
15 偶発事象に係る資金流出額 1,015,697 2,561 1,022,547 2,436
16 資金流出合計額 ／ 1,722,606 ／ 1,959,577

資金流入額 (３) 資金流入率を
乗じる前の額

資金流入率を
乗じた後の額

資金流入率を
乗じる前の額

資金流入率を
乗じた後の額

17 有担保資金運用等に係る資金流入額 0 0 33,878 0
18 貸付金等の回収に係る資金流入額 218,787 160,586 254,533 168,874
19 その他資金流入額 168,901 22,496 128,559 27,126
20 資金流入合計額 387,688 183,083 416,970 196,001
単体流動性カバレッジ比率 (４) ／ ／
21 算入可能適格流動資産の合計額 ／ 2,121,119 ／ 2,189,068
22 純資金流出額 ／ 1,539,522 ／ 1,763,576
23 単体流動性カバレッジ比率 ／ 137.7% ／ 124.3%
24 平均値計算用データ数 3 3

注）1. 項番1～23には四半期平均値(項番24に記載されたデータ数での平均値)を記載しています。
2. 項番6については、告示第60号第29条の｢適格オペレーショナル預金に係る特例｣を適用していません。
3. 項番11については、告示第60号第38条の「シナリオ法による時価変動時所要追加担保額」を適用していません。
4. 項番14のうち告示第60号第60条の「その他契約に基づく資金流出額」、及び項番15のうち告示第60号第53条の｢その他偶発事象に係る資金流出額｣、項番19のうち告示第60号第73

条の「その他契約に基づく資金流入額」について開示が必要となる重要な項目はありません。

平成27年度
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

単体LCR(四半期平均） 143.5% 145.0% 137.7% 124.3%

　当行の単体LCRは、流動性規制で求められる最低水準及び最終的な
規制水準(100%)を上回っており問題なく、資金繰りに影響を与える
ような大きな変動もありません。
　また、今回開示した単体LCRの水準は当初の見通しと大きく異なら
ず、今後も大きく乖離することは想定していません。

　算入可能適格流動資産の通貨又は種類等の構成や所在地に著しい変
動はありません。
　なお、主要な通貨において、算入可能適格流動資産の合計額と純資
金流出額の間に、資金繰りに影響を与えるような著しい通貨のミスマ
ッチはありません。
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■役職員の報酬等について

(8) 定量的開示事項
　開示の対象となる金融庁告示に規定されている｢対象役員｣及び｢対
象従業員等｣(あわせて｢対象役職員｣)の範囲については、以下のとお
りです。

①｢対象役員｣の範囲
　｢対象役員｣は、当行の取締役及び監査役です。なお、社外取締
役及び社外監査役を除いています。

②｢対象従業員等｣の範囲
　当行では、当行の執行役員及び職員のうち、｢高額の報酬等を
受ける者｣、かつ｢当行の業務の運営又は財産の状況に重要な影響
を与える者｣等を｢対象従業員等｣として、開示の対象としていま
す。

(ア)｢高額の報酬等を受ける者｣の範囲
　｢高額の報酬等を受ける者｣とは、403ページ1.②(イ)に記
載の基準額以上の報酬等を受ける者をさします。

(イ)｢当行の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与える
者｣の範囲
　｢当行の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与える
者｣とは、その者が通常行う取引や管理する事項が、当行の
業務の運営に相当程度の影響を与え、又は取引等に損失が発
生することにより財産の状況に重要な影響を与える者をい
います。具体的には、当行の執行役員及び市場部門の従業員
等を含みます。

〈｢対象役職員｣の報酬等の総額〉 (単位：百万円)

平成27年度
人数 報酬等

の総額
固定報酬

の総額
基本報酬 株式報酬型

ストックオプション
その他

対象役員(除く社外役員) 8 202 202 202 ― 0
対象従業員等 ― ― ― ― ― ―

(単位：百万円)

平成27年度
変動報酬

の総額
基本報酬 賞与 その他 退職慰労金 その他

対象役員(除く社外役員) ― ― ― ― ― ―
対象従業員等 ― ― ― ― ― ―
注) 1. 当事業年度末における固定報酬の繰延残高は、99百万円（対象役員99百万円）です。

2. 当行の取締役、執行役員に対する当事業年度に係る変動報酬については、現時点で金額が確定していないため、上記の報酬等には含めておりませんが、会計上は、所要の引当金を計上致し
ております。
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 ディスクロージャー方針

　当グループは、当グループの情報開示に関する基本的な考え方や情報開示統制の枠組み等についてまとめた「ディス	

クロージャー方針」を制定し、みずほフィナンシャルグループのホームページ等で公表しています。

ディスクロージャー方針
1．基本的な考え方

　当社グループは、幅広いお客さまとともに持続的かつ安定的に成長し、内外の経済・社会の健全な発展にグループ一体となって貢献

する「日本を代表する、グローバルで開かれた総合金融グループ」として、国内外における多数のお客さま・株主・投資家のみなさまが

当社グループの実態を正確に認識・判断できるよう、継続して、公平かつ適時・適切な情報開示につとめることを経営上の最重要課題

の一つに位置付けております。そのために、情報開示に関する国内外の関係法令および証券取引所規則等を遵守するとともに、適切な

情報開示統制の構築・運用に取り組んでおります。

2．情報開示統制

（1）情報開示統制の構築・運用等
	 　当社グループにおける「情報開示統制」は、国内外の関係法令および証券取引所規則等を遵守するとともに当社グループの企業

情報等の公平かつ適時・適切な情報開示を実施するために構築され、当社グループの役職員によって遂行されるプロセスを指し、財

務諸表等に係る信頼性を確保するための「財務報告の内部統制」を含みます。当社グループでは、情報開示統制の基本的考え方や

グループ各社を含めた管理の枠組を規定する情報開示統制関連規程を制定し、情報開示統制の構築、運用および継続的な改善に

つとめております。また、当社では情報開示統制に関する審議・調整を行う経営政策委員会としてディスクロージャー委員会を設置

しております。

（2）情報開示統制の有効性評価
	 　当社グループにおいては、情報開示統制における手続を文書化し、その内容と実施状況を検証すること等によって情報開示統制

全般の有効性を定期的に評価しております。また、情報開示統制の有効性および適切性の確認は、内部監査等を通じて実施してお

ります。

（3）その他
	 　当社グループの財務関連役職員が遵守すべき規範を示す「財務関連役職員に係る倫理規範」を制定しております。また、「会計、

財務報告に係る内部統制、監査に係るホットライン」を設置し、社内外からの通報制度を整備しております。

3．情報開示の方法等

（1）情報開示の方法
	 　国内外の関係法令および証券取引所規則等で開示が定められている項目については、事業報告・有価証券報告書・統合報告書

（ディスクロージャー誌）への掲載や、国内外の証券取引所の情報伝達システム・プレスリリースでの発表等、所定の開示手順を踏

んでまいります。それ以外の情報についても、公平かつ適時・適切な情報開示につとめます。なお、開示する情報は、原則当社グ

ループのウェブサイトにも掲載するほか、より公平かつ広範な情報開示を行えるよう、最新の情報開示手法・ツール等の利用につと

めます。

（2）ＩＲ活動
	 　ＩＲ活動にあたっては、上記１の「基本的な考え方」に則り、双方向性にも留意の上、誠意を持った対応を旨とし、当社グループの経営

戦略や財務状況等に関する内容を的確に理解していただけるようつとめることで、市場の信頼と正当な評価を得ることを目指します。

	 　また、国内外の関係法令および証券取引所規則等で開示が定められている項目はもとより、どのような情報が求められているかを

的確に捉え、有効かつ適切な情報を自主的・積極的に開示すべく努力します。特に重要と思われる情報の開示にあたっては、既にプ

レスリリース等が行われている場合でも、臨時の説明会等を実施するなど、必要に応じて臨機応変な対応を行います。

	 　なお、当社グループへの問い合わせや当社グループが主催または参加する非公開のミーティング・カンファレンス等においては、公

平開示等の諸原則を尊重し、既に公開された情報や周知となった事実に関する説明に限定するよう留意いたします。

（3）市場との認識ギャップの是正
	 　風説の流布等により、市場との間において重大な認識ギャップが存在していることが判明した場合には、可及的速やかにその原因

の追求、およびギャップ是正のため努力いたします。
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 お客さまの個人情報保護に関するプライバシーポリシー

　当グループは、個人情報保護に関する取組方針および個人情報の取り扱いに関する考え方として、「お客さまの個人情報

保護に関するプライバシーポリシー」を制定し、各社のホームページ等で公表しています。

みずほフィナンシャルグループの「お客さまの個人情報保護に関するプライバシーポリシー」

　株式会社みずほフィナンシャルグループ（以下、「当社」とい

います）は、当社ならびに当社の有価証券報告書等に記載する

連結子会社および持分法適用関連会社（以下、「当社グループ」

といいます）の個人情報保護に関する取組方針および個人情報

（お客さまの個人番号および個人番号をその内容に含む個人

情報（以下、総称して「特定個人情報等」といいます）も含みま

す）の取扱いに関する考え方として、下記の「お客さまの個人情

報保護に関するプライバシーポリシー」（以下、「本ポリシー」とい

います）を制定し、公表いたします。

（取組方針）

　当社グループは、個人情報の適切な保護と利用を重要な社

会的責任と認識し、当社グループが各種業務を行うにあたって

は、「個人情報の保護に関する法律」「行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律」をはじめと

する関係法令等に加えて、本ポリシーをはじめとする当社グルー

プの諸規程を遵守し、お客さまの個人情報の適切な保護と利用

に努めてまいります。

（適正取得）

　当社グループは、お客さまの個人情報を業務上必要な範囲

において、適正かつ適法な手段により取得いたします。

（利用目的）

　当社グループは、お客さまの個人情報について、その利用目

的を特定するとともに、利用目的の達成に必要な範囲において

取扱うこととし、その範囲を超えて取扱いはいたしません。なお、

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律」における個人番号の利用等、特定の個人情報の

利用目的が法令等に基づき別途限定されている場合には、当該

利用目的以外での取扱いはいたしません。

　当社グループにおけるお客さまの個人情報の利用目的は、当

社グループ各社のホームページ等に掲示しております。

（第三者提供の制限）

　当社グループは、お客さまの同意をいただいている場合や法

令等に基づく場合等を除き、原則としてお客さまの個人情報を

第三者に対して提供いたしません。ただし、利用目的の達成に

必要な範囲内において個人情報の取扱いを委託する場合、合

併等の場合および別途定める特定の者との間で共同利用する

場合には、お客さまの同意をいただくことなく、お客さまの個人

情報を提供することがあります。

　なお、特定個人情報等については「行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律」に限定的に

明記された場合を除き、第三者へ提供いたしません。

（機微（センシティブ）情報の取扱い）

　当社グループは、お客さまの機微情報（政治的見解、信教、

労働組合への加盟、人種・民族、門地・本籍地、保健医療等に

関する情報）については、法令等に基づく場合や業務遂行上必

要な範囲においてお客さまの同意をいただいた場合等を除き、

取得・利用・第三者提供はいたしません。

（安全管理措置）

　当社グループは、お客さまの個人情報を正確かつ最新の状

態で保管・管理するよう努めるとともに、漏えい等を防止するた

め、必要かつ適切な安全管理措置を実施いたします。また、お

客さまの個人情報を取扱う従業者や委託先（再委託先等も含

みます）について、必要かつ適切な監督を行ってまいります。

（継続的改善）

　当社グループは、情報技術の発展や社会的要請の変化等を

踏まえて本ポリシーを適宜見直し、お客さまの個人情報の取扱

いについて、継続的に改善に努めてまいります。

（開示等のご請求手続）

　当社グループは、お客さまに関する保有個人データの利用目

的の通知、内容の開示のご請求、保有個人データの内容が事実

に反する場合等における訂正・追加・削除、利用の停止・消去・

第三者提供の停止のご請求等につきましては、適切かつ迅速な

対応を行うよう努めてまいります。

（ご意見・ご要望のお申し出）

　当社グループの個人情報の取扱いに関するご意見・ご要望に

つきましては、誠実かつ迅速な対応を行うよう努めてまいります。
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〈みずほ〉の情報発信

ウェブサイト

当グループの会社概要やニュースリリース、財務情報、IR

情報をはじめ各種情報を和文と英文で掲載しています。ま

たスマートフォンでも、快適にご覧いただくことができます。

ご登録いただいた方にニュースリリース掲載を電子メール

でお知らせするサービスも提供しています。

みずほフィナンシャルグループ	ウェブサイト
http://www.mizuho-fg.co.jp/index.html

ソーシャルメディア

CSRへの取り組みやCM動画等、さまざまなコンテンツを発信しています。

みずほフィナンシャルグループ	公式 Facebook ページ
https://www.facebook.com/mizuhofg

みずほフィナンシャルグループ	YouTube 公式チャンネル
https://www.youtube.com/user/MizuhoFGOfficial

最新資料集
統合報告書をはじめ、最新の財務資料等を掲載しています。
http://www.mizuho-fg.co.jp/investors/library.html

CSR（企業の社会的責任）
本業を通じた取り組みや社会貢献活動等〈みずほ〉のCSRへ
の取り組みについて掲載しています。
http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/index.html
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株式会社みずほフィナンシャルグループ
〒100‒8176　東京都千代田区大手町1‒5‒5

TEL 03（5224）1111（代表）
http://www.mizuho-fg.co.jp/index.html
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